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コン ビュー1・タ 白 書

80年代の発展のために1977

財団法人 日本情報処理開発協会編





序
よ
又

70年 代 の後 半 になって,わ が国の一 挙手一投足 が全世 界 に大 きな影響 をも ち
,国 益 と国際協 調の

調和 が,世 界の命運 を左右 す る時 代 に なった。東西 問題 ,南 北 問題,資 源 問題,環 境 問題 等,わ が

国が率 先 してその解決 に努 め なけれ ばな らぬ問題 が山積 し,正 に ,そ の渦 中 にあ る。 うむ こ とを知

らぬ勤勉 な国民性 が,今 日のわが国 の発展 をもた らした原動 力で あった ことは疑 いの ない ところで あ

るが,第 二次大戦後 の国際的援 助,30余 年 にわた る平和 が,今 日の繁 栄 の基礎 となってい ることも

銘記 すべ きで あろ う。世界的景気沈滞 の中 にあって,わ が国 に寄 せ られて い る期待 は大 き く
,平 和

を前提 に,国 際的 に も,国 内的 にも,近 隣 栄 えて 自 ら栄 えるとい う基 本理念 の上 に
,強 力かっ,広

範囲 の政策 が とられるこ とが望 まれ てい るので ある。

1977年3月 末 に,わ が国 の コンピュー タは,40 ,719セ ッ ト,金 額 に して,実 に2兆5,326億 円 に

のぼ り,コ ンピュー タ産業 の総売上 高 は1兆 円 に迫 って きた。 コ ン ピュ ー タの開発 ・生産 および

利用 にお いて,世 界第2位 の地位 に あるわが国 をめ ぐる内外の情勢の厳 しい時 代 に
,わ が国の コン

ピュー タの開発 ・生産 お』よび利用 が
,全 世界的 な情報化 に果 たす役割 は きわめて大 きい。 とりわけ,

1980年 代 にお いて,わ が国 が主導的地位 を維 持す るため には ,現 在 その基礎 造 りを国家,産 業,企

業の各 レベルで行 わな けれ ばならないで あ ろ う。1977年 度 版 コンピュー タ白書 を世 に送 るに際 して

「80年 代 の発展 の ため に」 と副題 を付 したのはか かる理 由か らで あって,本 書 が,80年 代 を目指 す

読 者の手掛 りになれ ば幸甚で あ る。

最後 に,白 書の作 成 に当 って執筆 ・監 修 された委員 各位 に深甚 な謝 辞 をのべ るとともに
,読 者諸

氏 の業務 に役立 て ば幸 いで ある。

1977年12月

財団法人 日本情報処理開発協会

会長 植 村 甲 午 郎
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2第1部 総 論.

亘
一時 的 な混乱 は あったにせ よ,ド ル ・シ ョック,石 油 シ ョックを乗 り切 ったわが国 は,安 定成 長

を 目指 し,東 西問題,南 北 問題の渦 中 にあって,比 較 的平静 に発展 して きた。 だが・1977年 に なっ

て 自由諸国の 中,.先 進 国の失 業 は1,500万 人 にのぼ り,ア メ リカ合衆 国,西 ドイツ,わ が国 の3国

は,世 界経済の牽 引 力とな ることを強 く要望 され た。77年5月 第3回 主要国主脳会議 に福 田首 相 は

世界経済 の回復 に対す るわ が国の国際的 責務 と して年率6.7%を 約 束 し,そ の実行 にとりかかった

が,わ が国 の輸出圧 力が依 然 と して止 まぬ ことが基 調 となって,ド ル為替相場 は漸 次低 下 し9月,

ブ ルメ ンソール米財 務長官の発言 に端 を発 して,ド ル不安 が伝 えられ,連 日 ドル為替相場 は急 激 に

低下 し,11月2日,円 は1ド ル対245.20円 に まで上昇 した。71年12月 のス ミソニアン ・ルー トの308

円 に対 して25.7%,年 初 の293円 に対 して19%の 切 り上 げ にな り240円 を切 る声まで きかれるよ う

にな った。繊維,平 炉に 加 えて輸 出依存度 の高 い産業 は,急 激 な為替相場 の変 動 によ って大 きな痛

手 を蒙 む る結果 となった。76年 初 頭 よ りその去就 を注 目されていたわが国有数の大型商社安宅 産業

が,経 営不振 のため に77年 に合併,資 金的援助 を行 って きた銀行 筋 その他 各方面 に波紋 を呼ん だ。

1975年 度 景 気後退 と次期 コンピュー タ出現期待 などがあ っての び悩 んだアメ リカの コンピュー タ

需要 は,76年 に景気 がやや持 ち直 した ことと,生 産性 向上 にコ ンピュー タが不可 欠で ある とい う認

識 が高 まって,76年 度 の コ ンピュー タ需要 は急速 に回復 し,そ の出荷 額 は129億500万 ドル(対 前年

比11.83%)に の ぼ った。スモ ール ・ビジネス ・コンピュー タを含 む汎用機出荷 額 は108億8・500万 ド

ルで あ るが,IBMは そ の うちの66.1%,72億 ドルで あ り,プ ラグ ・コンパ テ ィブル およびAmdahl

な どIBM指 向 の コ ンピュー タを含 め ると73.2%で あ って,全 世 界の汎 用 コンピュー タ(ミ ニ コン

を除 く)設 置金額,679億 ドルの70.6%がIBMあ る いはIBM指 向 の コンピュータによって 占め

られて いる。

76年 度 において アメ リカの コ ンピュー タ産 業の大 きな特色 は,各 メーカーが売上 げお よび利益 を

大 き く改善 したこ と,ミ ニ コ ンピュー タの出荷 が,63・825セ ッ ト(対 前年比23・0%増)・18億7・000

万 ドル ・(同36.0%増)と 急増 した ことが挙 げ られ る。 またIBMは76年10月 に370シ リーズの コス

トパ フ ォ_マ ンス を改善 した158,168APを 発 表,11月SNA指 向 の ミニコ ンピュー タシリー ズ11を

発 表,77年3月 に,第IV世 代 機 として低価 格の超大型機3033,9月 に3031,3032を 発 表 し・370各

機 種 お・よび各種周辺端末装 置 の大幅 な値 下 げを断 行 した。 このIBMの 攻 撃 に対 して・Univac・

Burroughs,Honeywellは,既 発 表 シ リーズの値 下 げおよび機能強化 によって対抗 してい る・電気

通信分野 にお いて,IBMはComsatを 中 心 にSBS社 を設立,AT&TはDataspeed40・TNS
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サ ー ビス によ りデー タ処理分 野 に乗 り出 し,通 信 とデ ー タ処理 の領域 問題 が議 論 され,IBMとA

T&T両 巨 人対 決の種 が蒔 かれた
。

1975年9月Unidata崩 壊 後
・欧州EDP企 業連 合の構 想 は挫 折 し,西 欧主要各国 は独 自の道 を歩

み始 めたが,76年3月,西 ドイツは第3次 情報処理振 興政 策 を開始 し
,7月,フ ラ ンスはCII-

HBを 発 足 させ・4年 間 に12億 フ ラ・の助成 と40ri意5
,… フ ラ ・の趾 げを約束 し,イ ギ リスは,同

月末 政府諸機関 によ る国産機 の積 極的 な買上 げを発表 す るなど
,1980年 代 を目指 して国産化奨励 策

を打 ち出 して いる。

1974年 度,実 質国民総 支出 は73年 度 を割 り
,99.73%で あ った が,75年 度 にやや回復 し,対 前 年比

103.4%,さ ら に76年 度 には対前 年比105 .8%と な ったが ,実 動汎 用 コン ピュー タは,逆 に74年 度 は

セ ッ ト数 において対 前年比133%
・金 額 にお・いて122%で あ った もの が,年 々低 下の傾 向 を示 し,76

年 度 は対前年比 はセ ッ ト数 において115・3% ,金 額 において112.1%と な った。 コンピュ_タ 需 要の

成長率 は この よ うに して徐 々 に低 下 して{まいるが
,ほ とんどの産 業 が低 迷 を余儀 なく されてい る時

代 にあって,コ ンピュ ータ産業 は,高 成長産 業の一つ といってよいで あろ う
。1977年3月 末 におい

て実動 汎用 コ ンピュー タの設置 セ ・ ト数 は
,4・,719セ ・ ト,買 価 換算金額 は2兆5,326億 円 ,_セ ッ

ト当 りシステ ム規模 は6・219・6万 円(前 年度6
,396.5万 円)で,超 小 型機の普及 に ともなって低下 の

傾 向 にあ る。1976年 度 の主要国 産 コン ピュー タ ・メー カー6社 の売上 高 は会計年度 で総 計6
,351億

円 で あ り・IBMは ・暦 年度2・754億 円 であ り
,主 要7社 の年間売上 高が9,… 億 円 を突破 し,。

ンピュー タ産業全体で は ,1兆 円産 業の大台 に近 づ いた。

77年11月 ・慢 性的 ドル流出 と大量 の失 業者 を抱 えるアメリカは
,日 米通商交渉 において輸出増勢 の

止 ま らぬわが国 に対 して・国内需 要の喚起 円縮 の 切 り上 げ
,さ らに轍 拡 大 を要求,自 鞭,

カ ラー'フ ィルムに加 えて ・ ンピュー タ本f本お よび周 辺機 器の関税率 引 き下 げ を強 力に要請
,IB

Mの 新機種 プロセ ッサー3033の 今 後 の動向 と ともに注 目 され るところで ある
。,

1977年 度 の コンピュータ白書は
,変 転 す る世界情勢 を背景 に,わ が国 および世界各国 の情報産 業

とコンピュータ利用の実態・鍋 政府の諸施策 大手 ・ンピュータ ・・一か の融 融 よ磁 路
,

開発 された新システムを締 している・第3部 において,行 政 における・ンピュータ利用の現状 と

政策ならびに各省庁の具体例 を挙げ・そ丁政 と国民生活との関わり織 り下げて吉見明するとともに,
とくに,デ ータ ・コミュニケーションに果たす通信産 業の重要性 に鑑 み

,本 年度 から,第2部 第

3章 にわが国 の繍 通信業・ 第3部 第3章 にわが国の情報通信政策を設けた.第4部 においては

当協会の実施 しているコンピュータ利用状況調査およびオンライン化調査の結果 を分析 し
,第5部

に76年度中に開発されたSNAシ ステム,デ ータ・ベース ・システム,病 院情報システム,図 書館 シ
ステムなど14の 具体例 を挙げ・さらに,一 システム百億円を越 える銀行業 における第2次 オンライン

システムを・とくに第6部 に採 り上げ,そ の実態および,将 来の情報化の方向を伝 えている。第7
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部において付属資料として通 産省 ・電子計算機システム安全対纏 準・・行政鯉 庁 「情報通信

システムの障害対策に関するアンケー ト調査結果」など,7資 料を抜草 して掲載 し・大方の参考に供 し

ている。

2わ が国 にお け るコ ンピュ ー タの実 動状況

わ掴 の搬 的経 済環 境 が低迷 し,難{・ よ・て不況 ムー ドの漂 う中 にあ・て・1976鞭 の わが

国 の 。ンピュー タ需要 は増加率 こそ前 年 に比べ てやや低 下 したが・依 鰹 調 を続 けてい るので あ る・

これ を1976年 度 のわが国 の コ ンピュー タ需要 の動向 に関す る通 商産業省 「電子計算機納 入下取調 査」

によって概観 すれ ば次の よ うに なるで あろ う。

汎 用 。ンピュー タ実動状況 において上糊(76年9月 末 晒 在)の 汎 用 ・ンピュー タのセ ・ ト数

は37,88、 セ 。 ト(対 前 年同期比16.7%増),買 価 換算金額 は2兆3・9・3f意 円(前 年同期 の14・9%増)・

下 半期a7年3月 末 醐 在)1・ は それぞれ,4・,719セ ・ ト(同15・3%増)・2iltl5・326億 円(同12・1

%増)で あって,76年 度 中 に,5,414セ ッ トおよび2・743億 円 の純増 に なった。

同年の わが国 の鋤 コンピュー タ ・システム を型S・」にみ ると・77年3月 末 現在 にお・'て・大型機

は2,232セ 。 ト,・ 兆5,・89Ck円,一 セ ・ ト当 りの システム規模 は,6t意8・ ・51万 円 で・前年 に引 き続

いて大 型化 し沖 型機 は,6,274セ ・ ト,6,628億4,7・ ・万 円,一 セ ・ ト当 り・・億564万 円 ・小 型機

は,11,618セ 。 ト,2,237億6,5・ ・万円,一 セ ・ ト当 り,1・926万 円 ・超・]'型機 は・20・595セ ッ ト・

1,27(臆6,300万 円,一 セ ット当 り,617万 円 であって,小 型機 お よび超小型のセ ッ ト数 の増加 と一セ ッ ト

当 りの システ ム搬 の低下 にともな ・て,汎 用 ・ ンピュー タ全体 としての一 セ ・ ト当 り金額 で ある

システ ム規模 は6,219.6万 円 へ と徐 々 に低 下 した。

1975年12月1日 に電子計算 機の資本 自由化,12月24日 に輸入 自由化・ 明けて76月4月1日 にソ フ

トウエ ア業の資本 自由化 が実施 され,わ が国 の電 子計算機産業 およびソ フ トウエ ア業 は,全 面 的な

自由化 を迎 え,国 産 機 メーカー と外国機 メー カーの競争 が激化す ると予想 されたが,少 くとも1976

年 度 中 には 自由化の影響 はほ とん ど無 く,む しろ,国 産機比率 はセ ッ ト数 に して も,金 額 に して も,

前 年 にっつ いて増加 してい るので あ る.・977年3月 末 に鋤 汎 用 ・ンピュー タの国産機比率 をみ る

と,セ 。 ト数 は65.5%(前 年 度末636%),金 額 は57・5%(同56・9%)・ 納 入実績で みれ ば・年 間実

績,,533セ 。 トの うち国産機 は5,64・ セ ・ トa4・9%),金 額 に して・・315億・・… 万 円の うち4・150億

9,2。。万円66.7%)で あ 。て,前 年 の比 率 はそれぞれセ ・ ト数1よ7・・6%・ 金 額 は55・8%で あ ったか

ら全体 としては国 産機の比率 が上昇 してい る.・ れを型別 にみ ると汰 型B・ 中型 ・小 型・超小 型

とも にセ 。 ト数 にお、・て も,金 額 にお・・て も国産機 の比 重 は高 く沖 型 および超・1'型は77%カ'ら80
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%・ ノ」'型は72%の 難 に達 してい るが汰 型Aの セ ・ ト数 は42 ・5%(前 年45.2%) ,金 額 は4・.7%,

(前年45・2%)で あ って,む しろ国産機比率 はこの ランクで減 少 した。77年3月IBMは 第W世 代

機 と して3033を 発 表 と同時 に370シ リーズの値 下 げを発 表 ,9月 に は3031,3032を 発 表 し,わ が国の

コンピュータ産業 との競 争 が本格 化す る様相 をみせ て きた
。

1972年9月 末 に,一 業種で800億 円 以上 のコ ンピュー タを設置 していた産 業は
,金 融,電 気機械,

卸 ・小売 ・商事,政 府 関係 機関の わずか4業 種で あったが73年 には ,輸 送用機械,サ ー ビス業 がこ

れにかわ り6業 種 とな り,次 いで74年 には鉄鋼 業 が入 って7業 種 とな り
,75年 に は政 府,化 学 ・石

油 がラ ンク され,76年 に保険 業が800億 円以上 の コ ンピュー タ設置産 業 とな り
,合 計10業 種 と なっ

た。

実動汎甲コンピュータにおいて74年,75年 と著 しいの びを見せ た金融業 は76年 には金額 にして

4・832億 円(対 前 年比13・1%増)で ,わ が国 の実動汎用 コンピュー タの19.1%を 占 めて いる。次 いで

卸売 ・小売 ・商事(2,870億 円 ,円16.0%増),電 気 機械製 造業(2,721億 円,同13.1%増),政 府 関係

機関(2・049億 円 ・同10・7%増)の4業 種 が2,000億 円 を超 え,サ ー ビス業(1,825億 円,同7.8%増),

輸 送 用機械 製造業(1,069億 円,同3.9%増),で1,000億 円 を超 える上位6業 種 だ けで
,実 動 コ ンピ

ュー タ全体 の61・0%を 占め ている。 さ らに政府(995億 円 ,同13.0%増),石 油 ・化学(933億 円,同

6・0%増)・ 鉄鋼 業(900億 円 ,同8・6%増),保 険 業(848億 円,同14.8%増),運 輸696億 円,同11.3

%増),協 同 組 合 ・各種 団体(685億 円,同14.5%増),に 加 えて76年 度地 方公共 団体(561億 円) ,

大 学649億 円)が500億 円 以上 の業種 があ る。

一 システ ム当 り規模 につ いては
,74年,75年 に引 き続 いて,76年 度 も保険 の4億3,100万 円(前 年

3億3・910万 円)が 圧倒 的 に大 きく,前 年 よ り1・27倍 と な り,政 府 関係 機関(3億3,700万 円 ,7.3%

増),電 気 ・ガス ・水道(2億6,000万 円,変 らず),政 府(3億3 ,700万 円,6.3%増),証 券(1億

7,500万 円)が これ に続 いてい る。

1977年3月 末 現在の地 域別 実動状況 によれ ば
,東 京都 は12,233セ ッ ト(前 年の13.9%増),1兆

969億 円(同9・4%増)で,他 府県 の コ ンピュー タ化 が促進 されて
,全 国比 ではやや落 ちたが なお43

.3%(前 年44.3%)で ,、全 国 第1位 で ある。次 いで大阪府(6,585セ ッ ト,3418億 円) ,愛 知(2,774

セ ッ ト・1・443億 円) ・ 神奈川(1・667セ ッ ト,1,868億 円),北 海 道(1,354セ ッ ト,471億 円)
,福 岡

(1・331セ ・ ト・567億 円)・ 兵庫(1,206セ ・ ト,723億 円) ,広 島(1,185セ ・ ト,513億 円)が1,。0。

セ ッ ト以上 を設置 して い る府県 で あ り,徳 島(102セ ッ ト),鳥 取(91セ ッ ト),島 根(87セ ッ ト)の

3県 は いまだ に100セ ッ ト内外で あ る。
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3諸 外国 に'おけ るコ ン ピュー タ産 業 の動 向

○ アメ リカ合衆国

1974年 にっつ く景気後退 と,次 期 ・ ンピュー タの出現期徽 どがあ・て,1975年 の アメ リ姶 衆

国 のメ_カ ーの ミニコ ンピュー タを含 む コ ンピュー タ出荷額 は・ 前年 に比 してわずか2・7%の のびに

過 ぎなかった が,1976年 には景気 回復 と,コ ンピュータが生産性 向上 と資源の有効 利用の重要 な手

段 で ある との認識 が高 ま り,と くに ミニコ ンピュー タと周 辺 機 器 の需 要 は堅 調 を示 し・IDCの

EDPIndustryReportに よれ ば,コ ンピュー タ出荷額 は12g億500万 ドルで 対前 年比11・83%増 と

急速 に回復 した。

商務省内国通 商局(BDC)の 推 定 によれば ミニコ ンピュー タおよびスモ ール'ビ ジネス'コ ン

ピュ_タ を除 く汎 用機出荷額 は,同 年 中 に105億 ドルで,対 前年比10・18%の 増 加で あった。IDC

の調 査 によれば,ス モ ール ・ビジネス ・コ ンピュー タを含む汎用機 出荷額 は108億8,500万 ドルで,

その うちIBMは ・2億 ドル(66.・%)を 出 荷 し,次 いで,Sperry・andU・ ・vac7億9・000万 ドル(7・3%)・

B。,r。ugh、 臆 ドル(6.4%),HIS6億8,… 万 ドル(6・2%)・NCR3億4・00・ 万 ドル(3・1%)・

CDC2億6,5。 。万 ドル(2.6%),DEC1億3,500万 ドル(・ ・2%),Amd・hl1億 ・・5・・万 ドル(1・1

%),そ の 他6億6,… 万 ドル(6.1%)で あ ・て,ミ ニ・ンピュー タを除 く汎用機出荷 額の うち,プ

ラグ.コ ンパテ ィブルおよびArndahtの7億6,500万 ドル を含 むIBM指 向 のコ ンピュー タは76年 度

に73.2%を 占め,同 年度末 に全世 界の汎用 コ ンピュー タ(ミ ニコ ンピュー タを除 く)の 設 置金 額

67g億 ドルの うち70.6%に の ぼ る479億 ドル に達 して い るので あ る。

ミニ コンピュ_タ につ いてア メリカ国籍 のメーカーによる全世界へ の出荷 額 は・1976年 中 に63・825

セ ッ ト(75年 度51,900セ ッ ト),金 額 に して18億7,000万 ドル(同13億3・500万 ドル)で あ り・それぞ

れ対前年比23%,36%の 急 増 を遂 げ,こ の分野 においては,DECは 全 体の30・6%に あた る19・500

セ ッ ト,金 額 にして38.0%に あ た る7億1,000万 ドル(対 前 年比42%)を 出 荷 してい る。

1976年 度 におけるアメ リカの主要 ・ンピュー タ ・メー カーの決算 をみ ると・IBMの 収 入t#z163

億443万 ドル(前E・44億 ・,654万 ドルの・2・・%増 加)・ 糸屯利益 ・ま23億 ・・809万 ドル(同19億8・988万 ドル

の2。.5%増 加)を は じめ と し,主 要 ・ ンピュー タ ・メー か の収 入 および純禾・」益 は改善 された・収

入 の面でBurr。ugh、 は19億185万 ドJレ(対 前年比・・1・73%),CDCIま2胤 … 万 ドル(同104・7%),

H。n,yw。ltは2聴2,… 万 ドル(同 ・・9.・%),NCRは23{意 ・・… 万 ドル(同106・5%)・Spe「 「y「and

Univacは9カ 月 間で23億7,291万 ドルにのぼ った。

IBMは76年10月370/158,168のAPシ ス テム および6月370/138・148を 発 表・158・168の コス ト'
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パ フ ォーマ ンス を上 げ るとともに
,138,148の オ ペ レーテ ィ ング ・システ ムの一部 をフ ァー ムウ ェ

ア化 し・ さらにOSの 価 格 分離 の方 向 を示 した。 さらに,76年11月 にはSNA戦 略 の一環 と して

ミニ コンピュー タの シ リーズ/1を 発 表 ,明 けて1977年3 .月 に は明確 に第W世 代機 を標倍 す る低 価

格の超大型機3033を 発 表,同 年9月 には さらに3031 ,、3032を 発 表す るとともに,3月 に は370各 機

種 および各種周辺端末装 置の大幅 な値 下 げを発 表 した
。

IBM370/138・148の 発 表お よび一連 の機能強化 に対抗 して
,Univacは,76年9月90シ リ_ズ

の値下 げ とメモ リ容量の拡張 など機能強 化 を行 い ,11月 に はIBMのSNAに 対 抗 してDCA(Data

CommunicationArchitecture)を 発 表
,」次 いでBurroughsはB2800,3800,4800む け ア ド.オ ン.

メ モ リモ デュール とB3800・4800CPUの 買 取 システム を大幅 に値下 げ し
,IBMシ ステム/3に

対抗 し77年1月 ・Honeywellは 新 型機 と して レベ ル62を 発 表
,3月 に は,Univac90/55を 発 表,5

月NCRは8350,8450,8550の3機 種 を発表 した。 またCDCはCAIシ ス テムのPLATOに

力 を入れ・77年 に この ための独立事業部 を設立 し,Amdahlは470V/6を もってIBMの 超 大型機

市場 を蚕 食 し,76年10月 に はItelが 中 型 お よび大型機77年5月 にはCDCが
,中 型機 で,IBM

プ ラ ・コ ンCPU事 業 に乗 り出 した。

アメ リカにおけ る電 気通信 分野 にお・ける動 向 と して
,過 去8年 にわた る連 邦通信 委員会(FCC)

の 自由競 争導 入政策 および,司 法省 の独禁法違 反告訴 な どに対抗 してAT&Tを 中 心 に消 費者通信

改正法案 の成立 を画策,技 術 的 には,AT&TはDataspeed40
,TNSサ ー ビス によ り通信 サ_ビ

スか ら・ デー タ処理 の分野 に乗 り出 し
,IBMはComsatを 中 心 にSBS(SatelliteBusiness

System)社 を設立 し,FCCの 認 可 の下 に国内衛星 通信サ ー ビス事 業 に着 手 し,AT&TとIBM

とが,こ の分野で しの ぎを削 る様相 を呈 して きた。

1975年9月PhilipsのUnidata脱 退 によって73年7月 フ ランスのCII
,ド イ ツのSiemens,オ ラ

ンダのPhilips3社 が 提携 して発足 した合併 事業会社Unidataは 崩 壊 し
,EC委 員 会 が期待 した欧州

EDP企 業 連合 の構 想が挫折 し,主 要各 国 は独 自の政 策の下 に歩 を進 め るこ とになった。

○イギ リス

イギ リスでは,国 内コンピュータ ・メーカーの整理統合によって1968年 に創設されたICLに 対

して,政 府は研究開発のための各種促進費の補助,政 府諸機関の国産優先利用 を推進 して きたが,

1977年 以後ICLは 新主力機2900を 中心 に国内はもちろん,海 外市場への売 り込みを積極的に図 か

り・政府助成金は不要であるという立場 を表明 した。 イギリスにおけるICLの シェアは設置金額

で27%で あって欧州各国の中で最大の国産メーカーであるが,76年 度総売上高は2億9,000万 ポンド

(対前年比20.3%増)で,そ の うち海外市場の売上高は1億1,500万 ポ ンド(対 前年比23%増)で 全

体の40%に 達 し,米 国で買収 したCogarの 製造施設をベースにICLbc.を 設立 ,南 米にSingerの
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デ ィー ラー を整理統合 したICLの デ ィー ラー網 を張 り,フ ランスおよび西 ドイ ツでの事業 も順 調で,

海 外市場 開拓 に積極 的で ある。

この よ うに して欧米市場 に大 きく進 出 しよ うとす るICLの イ ギ リス政府 に対す る助成金 不要の

表明 は,ICLの 自信 を示 めす もの では あるが,各 界 に波紋 を呼んだ。イギ リスの コ ンピュー タ ・

サ ー ビス業 界'O協 会CSA(ComputingServiceAssn.)は 同 年5月CCA(CentralComputing

Agency)に 対 して要望 書 を提出,研 究 開発の助 成策 な らびに ソフ トウエ アの積極的 な買上 げ策 を強

化 す ることによって業界 を支援 す ることを要求 し,他 方,政 府助成金で運営 されてい るNCC(Na'

tionalComputingCentre)の 民 間 との競合 を中止す るよ うに要望 した。7月 末 にNEDC(Natio・-

nalEconomicDevelopmentOffice)の コ ンピュー タ産業 部会 は正式 に議会 に勧 告案 を提 出 した が,

ICLが 今 後 とも軍事 アプ リケー シ ョン開発 などに裏付 け られた強 力 な米国メー カー と競争 に直面

す るばか りで な く,フ ランス政府 な どの 自国製 コ ンピュー タの強 力 な買上 げに対抗 して,イ ギ リス

製 コ ンピュー タの優 先 買上 げを強化 し,買 上 げ対 象機種の範囲 の拡 大,買 上 げの機 関 を中央 政府機

関だけで な く,政 府 あ るい はNEB(NationalEnterpriseBoard)が 株 式 を所 有す る全 ての公

共 機関(企 業)に 拡 大す るこ とを骨子 と してい る。77年 初 め よ り計画さ れていたイギ リス製 ソフ ト

ウエ アの海外輸 出 を目的 と したInsacの 設 立方針 が6月 に発 表 された。

○ フ ランス

1976年7月CII-HB(HoneyweU-Bull)が 発 足 して,同 社 は規模 にお』いて欧州 最大の メー

カー とな り,フ ランス政府 は1980年 を 目標 に,4年 間 に総額12億 フ ランの助成金 お よび40億5,000

万 フ ラ ンの 買上 げを約束 してい る。

○西 ドイ ツ

1976年3月,西 ドイツ政 府 は第3次 情報処理振興 政策 を開始 し,ミ ニ コン,マ イコ ン,タ ー ミナ

ル開発,お よびアプ リケー シ ョン開発 に助成 の力点 を移行 した。1975年 にっつ いて76年 もSiemens

の コ ンピュー タ事 業部 は欠損 を出 したが,そ の額は大幅 に減 少 し7,500万 ドル と推定 され,1980年

まで に利益転換 を目論んで い る。
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4わ が国 の コ ン ピュー タ政 策

1975年12月19日,電 子計算機の輸入自由化にっ いて閣議決定をみ,河 本通商産業省大臣は談話を

発表 し 「同月24日 をもって電子計算機本体 にっいての輸入の完全自由化を実施することにより,わ

が国の残存輸入制限品目は2品 目減少 し27品 目となるが,電 子計算機の輸入自由化は,政 府の従来

よりの各種施策の効果もあって,輸 入の 自由化後 においても,わ が国の電子計算機産業の自立と定

着 を図 ることが可能であるとの判断 に基づいて行 うものである」 と自由化に対する見解 を述べた。

閣議では 「わが国電子計算機産業の自立と今後の成長に期待 しっっ,自 由化後 において国産企業に

重大な影響が生 じ,わ が国電子計算機市場 が混乱することのないように,電 子計算機の市場動向を

注視することとする。」 と決定 し,河 本通産大臣はこれに加えて 「通商産業省は,自 由化後におけ

る国産電子計算機の 自立 と発展のために国産電子計算機がわが国市場 において適正なシェアを確保

することが必要であるとの認識の下に,わ が国市場における電子計算機の輸入
,設 置動向等を注視

し・今後・次世代電子計算機用超LSIの 開発の推進 ,国 産機の レンタル資金の確保 をはじめ諸般

の振興施策 を強力に展開することとしている。」と今後の電子計算機産業振興 に関する政府の態度

を明確 に述べた。このようにして,1973年4月 に決定 された第5次 資本 自由化および輸入 自由化方

針 に従って,電 子計算機の技術導入の自由化(74年7月1日) ,資 本自由化(75年12月1日),輸 入

自由化(75年12月24日),ソ フ トウエア業の資本 自由化(76年4月1日)が 着々と行われ
,わ が国の

電子計算機産業ならびにソフ トウエア産業は完全に自由化 された。

電子計算機産業を含む情報産業の国家的,社 会的,経 済的重要性を認識 している主要先進国の政

府は戦略産業 としての自国の情報産業の振興育成に努力を傾注 しているが,そ の重要性を初期 から

認識 していたわが国政府は,民 族 資本による電子産業育成策 を執 るとともに,資 本,輸 入,技 術導

入に関する制限措置をとることによって,外 圧 に耐えられるような体制,体 質を酒養 し,こ のような

政府の指導 と業界の努力によって,外 資系 コンピュータ業の制覇 を防 ぎ,国 産産業として自立 して

いる電子計算機産業をもっ国家は,ア メリカを除いて世界でわが国のみになった。

76年4月1日 の完全自由化に至る経過を見 ると,1971年 に電子工業振興臨時措置法,機 械工業振

興臨時措置法などを一本化 し,特 定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法 を制定 し,同 年11

月に電子計算機に関す る高度化計画が告示 され,わ が国の電子計算機の生産,利 用 にっ いての展望

が行われ, .目標 が設定 された。同年7月 に第4次 資本自由化が決定 され,72年2月 に周辺装置の大

部分の輸入が自由化 され,4月 には関税の一律引下げにともない,本 体 も15%か ら13%,周 辺装置

は25%か ら22・5%へ と関税が引下 げられ,74年8月 には電子計算機関係の資本が50%自 由化 された
。
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この間わが国政府は,1971年 にわが国の電子計算機産業を3グ ループに編成し,国 産電子計算機産業

の実質的 な育成策として,IBM370シ リーズに対抗する新機種の開発のために1972年 に電子計算機

等開発促進費補助金制度 を創設 し,国 産3グ ループに対 して開発費用の50%を 補助 し・1971年 から

76年 度 までの6年 間に687億 円に達する政府補助金 を得た国産各 グループは,74年5月 日電一東芝

グル_プ はACOSシ リーズ,三 菱一沖グループはCOSMOシ リーズ,11月 富士通一日立グルー

プはMシ リーズを相次いで発表,75年5月M160,170,COSMQ500,6月ACOS500,7月C

OSMO300,76年4月 にはACOS800,900,COSMO900,77年1月M150,5月 にはM130・

140な ど新機種が発表 された。これらの機種は超大型機から小型機 までIBM370シ リーズの性能 に

比肩するばかりでなく,M190は,IBM168の2～3倍 の能力を持つと高く評価 されている。しか

し,76年11月 にIBMはSNA指 向の ミニコンピュータ 「シリーズ1」 を発表 し・77年3月 には在

来機種の性能 を大幅に上まわり,第IV世 代機 と銘打った 「プロセ ッサ3033」 を発表するとともに370

/158,370/168の 買取価格を約30%値 下げし,電 子計算機の完全自由化後の国際的競争が激化する

様相を呈 してきた。

とりわけ,77年9月 以降依然として黒字 を続けるわが国に対 して,ア メリカは貿易不均衡解消の

一つ として,電 子計算機の輸入の拡大,公 機関の外国産電子計算機の使用増大,周 辺機器および本

体の輸入関税率の調整 ・引下げを強 く要請 してきた。

1972年 度から実施 された 「電子計算機新機種開発促進補助金」および 「周辺装置等開発促進費補

助金」は76年度でその計画を終了 したが,わ が国政府は,LSIを さらに高密度,高 速化 した大規

模集積回路の開発の必要性を認め,1976年 度 から 「次世代電子計算機用大規模集積回路開発促進費

補 助金」を創設 し,国 産メーカー5社 からなる技術研究組合に対 して,そ の開発費用の50%の 補助

を行い,76年 度35億 円,77年 度86億4,000万 円を計上 した。 さらに国産電子計算機メーカーの販売

体質を強化す るため,日 本電子計算機(株)に 対 して開発銀行の融資を強化するとともに,電 子計算

機産業の構造改善のための融資と,ソ フ トウエア開発のための融資とを日本電子計算機(株)の レン

タル資金確保のための開銀融資と統合 し,新 たに電子計算機振興のための開発銀行融資とし,77年

度550億 円を計上 している。

ソフ トウエア振興政策 として,「r青報処理振興事業協会等に関する法律」に基づいて1972年 の電子

計算機利用高度化計画を見直 し,1980年 度末を目標年度 とする利用高度化計画が,1976年3月 に告

示 され,80年 目標 を5兆4,700億 円と策定 し,ソ フ トウエア生産技術開発計画,プ ログラム調査簿

の作成,情 報処理技術者試験,情 報処理振興金融措置等の振興策がとられている。情報処理振興事

業-協会 に対する補助金は76年 度12億3,300万 円,77年 度11億9,800万 円であり,ソ フ トウエア生産技

術開発計画では76年度5億 円,77年 度8億5,000万 円,情 報処理振興金融措置の資金は76年 度130

億 円,さ らに77年 度110億 円であった。 通産省では・ 総合的な医療情報システムの開発に・76
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鞭4億6・100万 円 につづ いて77年 度4億4,… 万 円 ,生 活 映像 情 報 システ ムの 開発 に76年 度5億 ,

5・300万 円,77年 度 に4億3 ・900万 円,貿 易情報 システ ムの開発 に76年 度1億800万 円
,77年 度4,200

万 円,パ ター ン情報処理 システ ムの開発 に76年 度33億9 ,000万 円,77年 度29億1,600万 円 ,自 動 車総

合管制技術 の開発 に76年 度21億5,100万 円 ,77年 度17億7,100万 円 を助成 して いる。

情報化促 進 のための基盤整備 のために,政 府 は ,海 外情 報化協 力 ビジ ョンの策定,シ ステム監 査

マニュアルの作成情 報ネ・ トワーク形成基礎調査情 報処理実態調査
,離 別システムイヒ調査,

電子計算機納入 ・下取統計調査などを行 うとともに,情 報処理振興策の一環 として情報処理技術者

試験,プ ログラム調査簿の整備,ソ フ トウエアの法的保護調査研究 ,情 報処理サービス企業等台帳

制度・情報化週 間の実施 等・ きめの細 かい施 策を行 い,中 小企業の情報化を促進するため,中 小

企業振興事業団の中に,中 小企業情報センターを設立 ,都 道府県に技術情報室 を設置,中 小企業団

体中央会に情報連絡員を配置するなど,そ の他情報処理 に関す る指導,研 修補助開発 を行っている。
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5わ が国の政府関係機関および地方公共団体

におけるコンピュータ利用状況

彪大 な行政情報 の処理,蓄 積,伝 達 にコ ンピュー タおよび通信施設 が大 きな役割 を果 た してい る

ことは言 を侯 た ないが,政 府行政機 関 にお けるコンピュー タ利用は,そ れ自身,コ ンピュー タおよ

び周辺機 器 を生産 して いる国 に とっては,大 きな需要で あり,自 国産 コ ンピュー タ産業の振興 に大

きな役割 を果 た してい るので ある。 アメ リカにおいては中央 政府 はも とよ り州 政府 が利 用 してい る

コンピュー タは,ほ とん ど自国産で あ り,と りわけ軍事 アプ リケー シ ョンの開発 や連 邦政府 の大型

プロ ジェ ク トの需 要が,可 成 りコ ンピュー タ産業 を支 えてお り,イ ギ リスにおいては,中 央 政府機

関 お よびNEBが 株 式 を所 有す るすべ ての公共機 関 にバ イ ・ブ リテ ッン政策 を推 進 し・政府市場 の

50%は 国 産ICLの 製 品で あ り,フ ランスにおいて は,政 府 および植 民地 における政府機 関 に自国

産CIIの 製 品の使用 を義務づ け,と くにCII-HBに なって から鉄道 ・電気 ・ガス,銀 行 など

国 有企 業 をは じめ,政 府機関 など公共分 野の需要喚起 をもとに国産 コ ンピュー タ産業の振興 を図 っ

て いるので ある。

わが国 においては,1968年 の 閣高義決定後,行 政機関 の・ ンピュー タ禾ll用を積極 的に行い・政府各

省庁 の事務処理 ばか りで な く,デ ー タ伝 送網の利 用によ る適 用部門の全国的拡大,新 規業務の 開発

によって,国 民生活 の中 に深 く関 わ りを持 ち,コ ンピュー タの利用 が ます ます深化 しつつ あ る。

1976年 度 末現 在,わ が国の 行政 機関 において利用 されてい るコンピュータは,総 数1,401セ ッ ト

aS年 度 末 は1,159セ 。 ト)で 各 省庁267セ ・ ト(同246-tr・ ト)・ 政府関鰍 関370セ ・ ト(同306セ

。 ト),地 於 共 団体755セ 。 ト(同6・2セ ・ ト)で あ・て,地 於 共 団体 の1申びは25・4%(同37%)

で 依 然大 きい。

1976年 度 の各省庁別 コ ンピュー タ利 用セ ッ ト数 をみ ると,防 衛庁49セ ッ ト(前 年49セ ッ ト)・郵政

省46セ 。 ト(同45セ 。 ト)運 輸省42セ ・ ト(同29セ ・ ト),通 産 省31セ ・ ト(同28セ ・ ト)・ 建設

省16セ ッ ト(同17セ ッ ト)の 順 で あ り,機 種更 新は20セ ッ ト(前 年22セ ッ ト),新 規 増設2セ ッ ト

(前 年10セ ッ ト)で あって,機 種更新 お よび新規増設 ともに前 年 よ り数字 が低下 して いるが,政 府

各 省庁 にお・け る機 器の大型化 は進 行 し,76年 度 末現 在,大 型 機147セ ッ ト(前 年度128セ ッ ト)で 総

数の55.1%(同52.0%)に の ぼ り,前 年度 との対比 では,航 空 システムの大幅更改,気 象衛 星 シス

テ ムの新稼 動 を行 った運輸 省の伸 びが著 しい。

行政機 関におけ る適 用業務 をみ ると,共 通管理 業務11・9%,統 計業 務19・6%・ 原 品業務50・3%・

試 験研究・3.6%,教 育 その他4.6%で あ り,そ の処理 内容 は,集 計 ・製表27・4%・ 分 析'予 測15・6

%,技 術 ・鯉 計算・3・・%,フ ・イ,・韻 管理i…%等 ・会計 ・給与 ・人離 樋 管蝶 務以夕to業務
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が増 加 しつつ あ る・処理方式 はバ ・チ のみが全体の業務 の52 .5%で オ ・ライ・・リアルタイムは37 .2

%・ リモ ー トバ ッチは1・・3% ,稼 動 状況 は月間256時 間,運 用経 費 の纐1よ76年 度 予 算で488億

8・000万 円 で前年度 に比 べて85億 円(21 ・2%増)で あって,そ の中 レンタル費は249億7,000万 円

(51・0%)・ 消耗 品 費62億6・OOO万 円(12.8%)
,外 注 経 費44億8,0∞ 万 円(9.2%)の 順 で あ る。

1977年 度 の国 の情報処理関係 予算 は
,総 額1・226億9,000万 円 で前年 に比 し6.7%の 増 で あ り,コ ン

ピュー タの運用経 費は689・1億 円(前 年616 ・7億円)で 増加 した が
,緊 縮財政 の影響 もあ り,情 報 シ

ステム開発関係 経 費は121・2億 円(前 年137・7億 円)お よび
,情 報処理振興 等 経 費416.5億 円(同427 .3

億 円)で それぞれ12・0%,2.5減 少 した。

〈政府関係機関 〉

わが国の政府 関係機 関は総数112機 にのぼ るが
,そ の うち1シ ステム1,000万 円以 上の汎用 コ ンピ

ュー タを導 入 している機 関は47機 関 であ り,そ の 内訳 は3公 社,6公 団,7公 庫,4金 庫.特 殊銀

行・1営 団・6特 殊 会社・ その他14機 関 であ る。76年 度 末 これ ら47機 関 に374セ ッ ト(前 年度306セ

ッ ト)の コ ンピュー タが稼動 し,そ の中,日 本国 有鉄道96セ ッ ト(同74セ ッ ト)
,日 本 電信電 話公

社67セ ッ ト(同64セ ッ ト),日 本 放送協 会47セ ッ ト(同45セ ッ ト)
,日 本 中央 競馬会31セ ッ ト(同31

セ ッ ト)・ 国際 電信電話株式会 社13セ ッ ト(同11セ ッ ト)
,日 本 航空10セ ッ ト(同10セ ッ ト)の 順 で,

こ れ らの機 関の合計 は264セ ッ ト(70.6%)で あ る
。

〈地 方公共 団体>

1976年4月 現在の地方 公共団体 の コンピュー タ利用 にっ いては
,導 入セ ッ ト数760セ ッ ト(前 年

607セ ッ ト)で 前年 よ り153セ ッ ト(25 ・2%)増 加 した。都道府県44団 体 は289セ ッ ト(前 年224セ ッ

ト)・市区町村512団 体 は471セ ッ ト(同383セ ッ ト)で 東 京都56セ ッ ト
,大 阪府41セ ッ ト,愛 知県

20セ ・ ト・兵庫県18セ ・ ト・埼玉県1・セ ・ トが続 き,規 模別 では大型tSS37セ 。 ト(同22セ 。 ト)
,

中型 機114セ ッ ト(同89セ ッ ト),小 型 機84セ ッ ト(同80セ ッ ト)
,超 小 型54セ ッ ト(同33セ ッ ト)で,

そ れぞれ12・8%・39・4%・29・1%,18・7%で 大 型機 の増加 が目立 ってい る
。地 方公共 団体 の設置 コ

ンピュー タの59・5%は 買 取 りで あ り
・処理方式 は リアル タイ ム処理49.1%,バ 。チ処理47.4% ,リ

モ ー トバ ッチ処理3・5%で ・ タイム シェア リング処理 は まだ行われて いない
。適用 業務 と しては給

与計算'税 務'繍 の嬉 データ処理が中心で,公 害監視検 診等地域住民の生活に密着 した分野

での利用が徐々に増加 していることが特長である。
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6コ ンピュー タ利 用状 況 調 査

日本情報処理開発協会は,77年 度版コンピュータ白書のため,1976年9月 末現在で・ コンピュー

タ利用状況調査およびオンライン化調査 を実施 したが,主 要項目は次のとおりである。

aコ ン ピュー タの規模

1975年 か ら76年 に かけて,世 界経済の景 気の悪 化 に伴 って,わ が国 の経済 も低迷 し,一 般 的 に投

資意欲 ば減退 した。 この よ うな経済情勢 を反映 して,5年 後 に自社 のコ ンピュー タ ・シス テム規模

を拡 大す ると予想 す る企業 は,回 答 事 業体 の66・7%(前 年71・5%)と さ らに低 下 し・72年 度 調査の

84.3%か ら17.6%の 減 少 となった。5年 後 の規模 の拡大率 について は1・9倍(前 年2・2倍)で あ り・

72年 度 調査 の2・7倍 に比較 して,30%減 少 した。

bEDPS運 用経費

1976年9月 末現在の月間EDPS運 用経費は,全 産業1事 業体 あたり,業 種別月商比の集計対象

企業(878事 業体)の 平均で は2,621万 円(前 回調査2,267万 円),従 業 員比 の集計対 象企業(1・121

事 業体)の 平均で は2,985万 円(同2,535万 円)で あ り,経 費細 目 に記入 回答事 業体(698事 業 体)

の 平均で は2,721万 円(同2,501万 円)で あって,人 件 費は全体 の28・0%(前 回 調査27・0%)・ 機 械

設f籟5・.7%(同46.8%)(除 く,保 守,f呆 険 費)で,こ の両朝 の百分比は若高 くな ・た・機械

設備 費の中CPU22.6%(同23.0%),周 辺 装置8・3%(同8・2%),周 辺 記憶装置8・4%(同8・0%)・

と余 り変化 な く端末装置9.9%(同7.8%),消 耗 品費7・7%(同8・4%),外 注 費9・3%(同12・3%)に

若 干の変化 が認 め られ る。 またCPU:周 辺 端末 装置 の割 合 は45・8:55・2(同49:51)で あ り・ レ

。タル料,償 却 費の割合 は85;i5(同83.5・ ・6.5)で あ り,周 辺端末装置の害1]合お よび ・・タル料

の割 合が増加 した。

1社 当 り月 間経 費対 月商比 の全国平均 は0.00260(同0.00346)で あ り・1社 当 り従業 員当 り月

間経 費は9,800円(76年 度9,700円,75年 度7,000円)で あって,企 業 の コンピュー タ依存 度 が若干 高

まってい ることを示 め してい る。

cコ ンピュー タ要員 の待遇 お よび問題 点、

76年9月 におけるコ ンピュ ータ要員 の平 均給与額 は,パ ンチャー94・500円(対 前 年比7・900円 増)・

オペ レ_タ118,600円(同13,900円 増),プ ロ グラマ129,300円(同10,500円 増),SE170・500円(同20・300



コンピュータ利用状況調査15

円 増)で,全 体 的 に給与の上昇傾向 が認 め られる。

賃金 を産業別 にみ ると・パ ンチ ・一 は
,卸 業 ・商社(・ ・4,… 円),化 学 撲(1・ ・,2・・円) ,オ ペ

レー タは・広 告 ・調査 ・情報 サー ビス業(170
・000円),鉄 鋼 業(129,300円),プ ロ グラマは金融業

(146・000円)・ 輸送繊 械器具 製造業(14・ ・7・・円),SEは 金 鱗(218 ,2・・円),卸 業 ・商社 等,

(204,000円)が 高 い。

社 内要員 に関 す る問題 点は,76年 度 に引 きっつ いて
,職 種 にかかわ りな く他部門 か らの配置転 換

梱 難 で ある・と延 回舗 数の5・%カ ・略 し
,と りわけプ ・グラマ につ いて1よ56.6%(前 年53.4

%)が 配 置 転換 の困難 を挙 げ ,次1・ 教育 に手間 がカ・か るとの 回答 は延 回答緻 の40%で と くにSE

の教 育 に手 間がかか ると回答 したのは53・0%(前 年44 .go/。)プ ロ グ ラマの教 育 につ いて は45 .9%

(同47・2%),ス ペ シャ リス トと しての地働 確 立 して いない と回答 したのeまSE46 .5%(同44.9%) ,

プ ロ グ ラマ36・1%(同35・0%で あ り
,そ のほ かにパ ンチ ・一は儲 鞠 ・低 い(26.1%厩 。・。グ ラ

マ(1・7%)・SE(0・4%)は 定 着性rb・'R〈
,SEは 絶 対 数が足 りな く(34.1%),オ ペ 。一 タの残

業時 間は長 く(18・6%),賃 金 に対 す る苦情 は全体 で12%で あ る
。

d情 報サ ービス機 関の利用

1975年 に引 き続 いて76年9月 末現 在で
,被 派遣 顛 を外注 パ ンチの単イ面について 調査 を行 。た

。

ア ンケー ト回収 車業体 総数1・199事 業 イ本の中366事 業 体30 ・5%が 外 部 力・ら派遣 要員 を受入 れ
,全 産 業

回答 事業体平均 でパ ンチ ャー5・3人(75年 は4・6人)
,オ ペ レー タ7.6人(同6.8人),プ ロ グ ラマ2.7人

(同2.2入),被 派 遣要員総数 は17.4人(同15.4人)で ,い ず れ も前年 を上廻 わってい る。

外注パ ンチ1字 当 り平地 価 嵯 業1・よ ・て著 し嵯 はな く
,全 産 業平地 イ面は数 字28.4銭

(75年 は28繊)・ 英字 は37・7銭(同34繊) ,カ ナ文字 は51.eek(同48繊)で あ。た。

eコ ンピュー タ教育 費用

コ ンピュー タ教 育 に企 業 が どの程度の 費用 を支出 して いるかにっ いて
,調 査 を行 ったが,一 企 業

当 り平均細 鮪 費用は・ コ ンピュー タ部 門の要員 に対 して は
,1,・97,1・・円,搬 韻 には956 ,7。。

円・総平均 は1・429・700円 で あった。これ を一人 当 りにす ると
,コ ンピュー タ部 門要員 は年間20,900

円,一 般 社員 は200円,総 平均 で300円 に過 ぎない。 また機種 別 にみ ると
,超 大型 を主力機種 とす る

企業 を除 いて,一 企 業当 りの教 育費用 は ,コ ン ピュー タ部門 の要 員 に対 して は機種 が大 型化す るに

っ れて一企 業平 均 も,一 人当 り平 均 も大 きくな り
,一 般 社員の教育 費つ いては,一 人 当 り教 育費 は,

小 型化 す るにっ れて大 きくなる傾 向 が ある。

t
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第1章 わ が国 の コン ピュー タ産 業

通商産業大臣の諮問機関である産業構造審議会の情報産業部 会が行った1974年 の中間答申にお』

ける表現にしたがえば,・ ンピュー タ・テクノ・ジーの活用を鯨 とする経済・社会 「情報化」 を

供給面から支 える産業の総称 として 「情報産業」が描 かれる。

情報産業は次のように構成される。

情報産業

コ ン ピ ュ ー タ産 業

1青報 処 理 産 業

(製造)

本体,関 連機器,部 品の製造

を含む

(販売)

販売,レ ンタル,リ ース,輸

出入等 を含む

ソフ トウェア業

　

情報処理サービス業

善報提供サービス業

※ 通信回線 を利肌 たオ・ライ・情報処理ザ ビス業およびオ・ライ・情報提供サービス業は

併せて情報ネットワーク産業 または情報通信業 と呼ばれる場合がある。

(本書第2部 第3章,第5章 の情報通信業(ま抽 むね上記の意味合 ・・であり・第3音 陽3章 ・

第5章 の情報通信政策とは、おおむね情報通信業に対する公の施策の意味合 いである。)
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2コ ンピュ ー タ産 業 の位 置 づ け

情報産業の中のコンピュータ産業は,わ が国において,そ れ自体が知識集約型,省 資源 ・省エネ

ルギー型の基幹産業であるとともに,わ が国産業構造の高度化を図るための戦略産業として二重の

重要性 を持っている。

前記産業構造審議会情報産業部会の中間答申は,わ が国 コンピュー タ産業 を次のように位置づけ

ている。

「コンピュータは単なる機械 とい うよりは,記 憶制御等人間の頭脳活動にも代替 しうる機能を有

しているものであ り,各 種の通信機 器や端末装置 と結びつ き,か つ,適 正なソフ トウェアを利用す

ることにより,い ろいろな分野の多 くの問題 を解決 しうる可能性を持っている。

コンピュータ産業は,こ のよ うなコンピュー タの製造 に携わる産業であり,そ の健全な発展が要

請されることはいうまでもない。

このためには,国 民のニーズ を適切に把握 し,そ のニーズにあった安価で高性能 な機器を開発す

ることので きるバイタリティと,情 報化の供給面を担 っているとい う強い自覚 と責任 を持ったコン

ピュー タ産業をわが国 に定着 させ てい くことが必要であり,わ が国の自主的で健全な情報化 もこ

のような基盤があっては じめて推進 されていくべ きものであろう。

このような健全 な情報化の基盤産業 としての役割のほかに,コ ンピュータ産業は今後のわが国産

業構造 におけるリーディング ・インダス トリーとしての役割 をも担 っている。

コンピュータ産業は,そ れ自体が知識集約型 ,省 資源 ・省エネルギー型,無 公害型産業の典型で

あるのに加 え,他 産業の情報化,シ ステム化 を促進す ることにより,わ が国の産業構造の高度化 に

おける戦略的産業としての重要性 を有 している。

また,コ ンピュー タ技術の適用分野の広 さからその発展 が他産業の技術を向上 させるとい う外部

経済効果を持っており,そ の将来 の成長からみて,今 後わが国のリーディ ング・インダス トリーとし

ての役割は大 きいと思われる。

このようなコンピュー タ産業 をわが国のリーデ ィングインダス トリーと して健全 な発展をとげ

させることは,狭 小な国土で,資 源不足 と自然環境の悪化等の多くの制約にしばられているうえ,

他方では高い教育 レベルを持 ち,か つ,す ぐれた人材を擁するわが国にとって,国 家的な要請で あ

る。

また,資 源に乏 しい日本にとって輸出の重要性はい うまでもないことであり,知 識集約型産業の

代表であるコンピュータ産業は将来 において輸出産業の中核 となることも期待 されよ う。」



20第2部 情報産業の動向

「 コンピュータ産業 をめぐる環境

わが国 の コンピュー タ産業 は,政 府 の指導 と業 界の努 力 によって,世 界で ただ1国,外 資系 コン

ピュー タ業の制覇 を防 ぎ,国 産産業 と して自立 してい る。 しか しその前途 は必 ず しも容易で は ない。

1975年12月,ハ ー ドウ ェア関係 の資本 および輸入 の 自由化 が完 了 し・1976年4月 ・ ソフ トウェア

関 係の資本 自由化 が完 了 した。 この コ ンピュー タ関係 自由化措置 の経 過 は,次 の よ うなもので あっ

た。

自由化 の過程 に おい て,国 産 コ ンピュー タ産業 の育成 と自立 の ため に種 々の振興 策が実施 された。

2-1-1表 自 由 化 措 置 の 経 緯

品 名
資 本 の 自 由 化

輸 入 自 由 化 技術導入自由化
50% 100%

電子式会計機 ・高級電卓等 1974年8月4日 1975年12月1日 1973年4月19日 1974年7月1日

電
子
計
算機

本 体

74年8月4日

(コンピュータ用ICを含む)

75年12月1日

(コ ンピュー タ用ICを含む)

75年12月24日

74年7月1日
75年12月 幼目

周辺装置
記憶機 ・端末機

それ以外 のもの 72年2月1日

75年12月24日
部 品

ソ フ ト ウ ェ ア 74年12月1日 76年4月1日 74年7月1日

集
積
回

素子数100未 満のもの 71年8月4日

G毛㌫ タ用)

74年12月1日

(1三糠 タ用)

70年9月1日

68年6月1日73年4月19日200未 満 の もの

74年12月 細路1 200以 上 の もの

2-1-2表 新 機 種 の 発 表 状 況

富 士 通 一 日 立(Mシ リ ー ズ) 日電 一東 芝(ACOSシ リー ズ) 三 菱 一沖(COSMOシ リー ズ)

機 種 発 表 時 期 機 種 発 表 時 期 機 種 発 表 時 期

M130 77.5 ACOS200 74.5 COSMO300 75.7

M140 77.5 ACOS300 74.5 COSMO500 75.5

M150 77.1 ACOS400 74.5 COSMO700 74.5

M160 75.5 ACOS500 75.6 COSMO900 76.4

M170 75.5 ACOS600 74.11

Ml80 74.11 ACOS700 74.11

M190 74.11 ACOS800 76.4

ACOS900 76.4
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1971年,政 府 の指導 の も とに ,わ が国 コンピュー タ産業 は富士通㈱一一㈱ 日立製作所
,日 本 電気㈱

東京芝浦電気㈱,三 菱電気㈱一 沖電気 工業㈱ の3グ ルー プに編成 された
。 この3グ ルー プは

1971年 か ら76年 度 まで の6年 間 で687億 円 に達 す る政府 補助 金 を得 て
,IBM370シ リ_ズ に対抗

する新機種 の開発 を行 い,1974年 以 降2-1-2表 の よ うに新鋭 機種の発表 を行 った
。

これ らの国産新機種 とIBM370シ リーズの性能 を対 比す れば次 図の よ うな もので あるといわれ

る。

2-1-1図lBM・ 国 産 各 グ ル ー プ の シ リー ズ 一 覧

IBM370シ リーズ

富士通一日立 グルー

プM.Vシ リーズ

超大型モデル

168の2～3倍

日電一東芝グループ

ACOSシ リー ズ

三菱一沖グループCOSMOシ リーズ

大型機

しか し,1977年 に入 り,IBMは 在 来機種 の性 能 を大幅 に上 まわ る 「プ ロセ ッサ3033」 を発 表 す

るほ か・「370/158」 ・「370/168」 の 買 取 価 格 の約30%値 下 げ
,オ フィス コンピュー タ 「シス

テム34」,ミ ニ コ ンピュー タ 「シ リーズ1」 な どの発表 も相 次 いで いる
。

また オフィス コンピュー タ部 門 では汎 用 コ ンピュー タメーカー以外 に電気機械製造 業
,事 務機械

製造業 などの新規参入 が著 しい。

さらにネ ッ トワー ク技 術の浸透 にともない分 散処理 システム の時代 に入 ろ うと{、てい るとす る見

方 もある。 なおマ イ クロ プロセ ッサ組 み込 み機 器の開発 もその速度 を増 して いる
。

のみ ならず,1977年 に 至 り,円 の強 勢 といわゆ る貿易不均衡 問題 の下 に
,コ ンピュー タ輸入 の拡

大,公 機 関 におけ る外国産 コ ンピュー タ使用の要望 ,コ ンピュー タ周 辺機 器 および本体 の輸 入関税

率の調整 ・引 き下 げ要 請 などの動 きが高 まっている。

このよ うに多様 な環境 下 にあっ て,わ が国の コンピュ ー タ産業 が一単に国内 で外 国系 メー カー に対

抗 し得 るだけでな く,世 界市場 の中で十分 自立発展 で きる態 勢 を養 うために
,さ らに関係方面 の施

策 と努 力が望 まれ る。
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生産,販 冗,輸 出入 の概 況

わが国 の汎 用 コンピュー タ実動状 況 は,1977年3月 末 現在で,40,719台,2兆5,326億 円 に達 した。

この うち国 産機 は26,680台,1兆4,567億 円 で,金 額ベ ースの国産 シェ アは57.5%と な って いる。

この普 及状 態 を示す に至 った過去 か ら現在 までの コ ンピュー タ関連生産,輸 出入状況等 は次の よ う

で ある。

A生 産 状 況

外資系を含む電子計算機メーカーによるわが国における電子計算機組織の国内生産状況は2-1

-3表 のとおりである。1976年 の特徴は,近 年伸び率が低 くなる傾向にある電子計算機本体は2か

年連続の停滞 となったものの,外 部記憶装置,関 連装置がいずれも前年度の水準を上廻ったため,

電子計算機組織全体では,前 年比では14・3%増 と上昇を示 したことである。

2-1-3表 電子計算機組織生産実積年別推移(通 産省調査統計部調 刷立:百万円)

デ ィ ジ タ ル 型 電 子 計 算 機 関 連 装 置 アナログ
総 計

暦 年 計 算 機 本 体 附 属 装 置 計
伸び率
電子計算
機応用装

補助装置 型電子計
{什〔叶
〔ハ片目+
伸び率

一般用 制御用 計1イ1

伸び率 外 部
記憶装置

入出 力

装 置

デ ー タ

端末装置 計回 〔什 円 置1ハ}
〔二1 算磯 間 〔ホ}

1鰻年 4,772 139.0 (3,1鋤 (3,1別) 4,772 1鵠,G
844 3,184 576 9,376 閲.5

1鰯年 9,701 1(B.3 (7,1捌 (7,1鋤 9,701 1(B.0 1,141 7,139 763 18,744 99.9

1個年 14,565 印,1 (7,3田} (7,3路) 14,565 50.1 2,057 7,801 1,022 田,445 35.8

1965年 16,595 944 17,539 ⑳.4 6,240 6,991 766 13,9卯 31,536 ll6.5 L425 3,396 1,142 37,499 47.4

1966年 あ,880 1,105 刀,985 田.5 9,725 10,189 724 a),638 胡,6脇 馳,2 1,743 14,566 1,014 65,946 75.9

1蜥年 43,437 L但 44,890 60.4 16,068 別,306 L539 41,913 86,叡〕3 78.5 2,883 15,619 1,049 106,354
6L3

1鰯年 62,426 4,387 脇,813 48.8 36,396 33,590 4,564 74,550 141β63 鑓,9 4,486 16,791 1,147 1田,787 馳,0

19〔昨 76,242 6,109 82,351 脇.3 46,373 3B,093 3,798 田,264 170,615 20.7 5,9田 17,842 1,534 1集,944 19.6

1970年 115,932 9,511 1お,443 5～,3 78,276 娼,143 17,913 144,3忽 269,775 58.1 13,5密 お,309 1,847 310,463 田.4

1971年 14L860 8,410 15),270 19.8 肪,450 51,427 23,077 160,954 311,224 15.4 10,217 22,815 2,093 346,349 ll.6

19η年 184,0〔陞 7,818 191.82 η.7 81,771 82,499 宏,106 190,376 3田,198 22.8 12,644 23,941 1,905 4勿,688 21.5

1973年 2(B,062 lL888 214,950 12.1 99,440 78,226 35,433 213,099 4銘.049 12.0 18,181 お,609 557 472.3% 12.3

1974年 2認,164 lL349 2{θ,513 ま}.3 1脇,378 57,939 田,579 2謁,896 5訪,409 25.3 田,145 田,459 1,021 589,034 24.7

19万年 2妬,3(B 12,817 2〔阻,1加 △13.5 106,752 田,648 74β55 2認,255 497β75 △7.3 19,679 田,521 671 541,246△8.1

1976年 2四,6θ9 10,9出 24},6(5 △7.1 147,659 60,2田 126,332 33{,224 574,829 15.6 21,1田 2～,512 4田 618,897 14.3

!



第1章 わが国のコンピュータ産業23

B販 売 状 況

1976年 度 の主要 国産 メー カー および 日本IBMの 売 上 げ状 況 は次 の よ うなもので あるといわれ る。

2-1-4表 日本の主要コンピュータメーカーの売上げ

L コ ン ピ ユ
一 夕 部 門

売

(億 円)

上 対全社売上比率

(%)

対前 年度伸率

(%)

富 士 通 2,396 73.1 (+) 15.5

日 立 1,420 10.5 (+) 18.3

日 本 電 気 1,140 23.5 (+) 13.8

東 芝 592 6.1 (+) 3.9

沖 483 39.0 (一) 7.5

三 菱 電 気 320 4.0 (+) 18.5

日 本IBM 2,754 100.0 (+) 12.9

一

日本IBMは1976年(1-12月),他 は1976年 度(4-3月)

(日経 産業 新 聞 調べ1977.4.14,6.1)

C輸 出 入 状 況

わが国のコンピュータ輸出には日本IBM輸 出額が含 まれ,国 産メーカーの輸出も技術水準の向

上 とともに輸出体制の強化 を図っており,今 後 ,本 体周辺装置の輸出の増大が期待される。

2-|-5表 電子計算機組織の輸出実積年別推移

(大蔵省通関統計 単位:百 万円)

暦 年 デ ィジタル本 体 同周辺装置 小 計 ア ナ ロ グ 合 計 伸 び 率

1962年 0 16 16 77 93 1,228.6%
1963年 14 16 30 1 31 △66.7
1964年 522 3 525 142 667 2,051.6
1965年 1,181 12 1,193 42 1,235 85.2
1966年 2,501 110 2,611 184 2,795 126.4
1967年 4,098 284 4,382 467 4,849 73.4
1968年 2,635 1,535 4,170 376 4,546 △6.2

1969年 2,680 3,729 6,409 460 6,869 51.1
1970年 3,974 1,114 5,088 698 5,786 △15.8
1971年 5,587 2,382 7,969 1,040 9,009 55.7
1972年 8,216 2,644 10,860 491 11,351 26.0
1973年 6,062 9,529 15,991 3,515 19,106 17.4
1974年 10,233 7,790 18,023 3,322 21,344 11.7
1975年 11,089 9,628 20,717 5,737 26,454 23.9
1976年111・396 22,746 34,142 96

1
34,238 29.4
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2-1-6表 電子計算機組織輸入実積年別推移

(大蔵省通関統計 単位:百 万F])

暦 年 本 体 周 辺 装 置 小 計 部 品 合 計 伸 び 率

1962年 8,017 5,786 13,803 835 14,638 67.4

1963年 14,807 5,600 20,407 1,157 21,564 47.3

1964年 15,679 8,773 24,452 2,751 27,203 26.2

1965年 8,493 10,457 18,950 3,517 22,467 △17.4

1966年 6,182 10,641 16,823 7,674 24,497 9.0

1967年 7,792 24,693 32,485 9,847 42,332 72.8

1968年 8,613 28,923 37,536 9,097 46,633 10.2

1969年 14,774 34,030 48,804 12,358 61,162 31.2

1970年 22,718 51,551 74,269 21,525 95,794 56.6

1971年 21,659 48,873 70,532 22,904 93,436 △2.5

1972年 23⑳437 38,221 61,658 27,432 89,090 △4.7

1973年 32,469 49,564 82,033 25,461 107,494 25.0

1974年 48,609 65,436 114,045 30,787 144,833 34.7

1975年 45,504 51,870 97,374 33,285 130,659 △9.8

1976年 43,306 42,377 85,683 36,954 122,637 △6.1

5日 本電子計算機㈱(JECC)の 活動状況

富士 通㈱,㈱ 日立製 作所,日 本電 気㈱,東 京芝 浦電気㈱,三 菱電 気㈱ および沖電気工 業㈱6社 の

共 同出資 によ る日本 電子計算機㈱ の コ ンピュー タ購入状況 は2-1-7表 の とお りで あるが,1973

年 度 において購入額 は,1,000億 円 の大台 を超 え,わ が国 コ ンピュー タ産業発展のための重要 な支柱と

なって いる。

2-1-7表 日本電子計算機㈱資金の推移(単 位:億円)

年 度 コ ン ピ ュ ー タ職 人 額 日本開発銀行融資 資 本 金

1961 11 4 U

1962 32 8 21

1963 59 15 32

1964 117 25 47

1965 208 55 71

1966 269 70 106

1967 368 70 142

1968 666 90 189

1969 825 155 284

1970 922 215 425

1971 874 390 534

1972 892 150 597

1973 1,014 215 597

1974 i,244 325 597

1975 1,264 530 597

1976 1,340 430 597

1977 未 定 r'定490 647
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6外 資の進出および輸入業者の状況

コンピュー タ関係 の外 資 の進 出状 況 および主 な輸 入業者 は2 -1-8表 の とお りであ る
。

.2-1-8表 コ ン ピュー タ関 係 の 外 資進 出状 況
種

類 外 資 日 本 法 人 日 本 側 出 資 者 外 資
比 率

設 立

年 月 業 務 内 容

株

式

取

得

IBMWTC 日 本 ア イ ・ ピ ー.エ ム 　 100 ,50・10 電子 計算機 の製造,輸
出入,販 売,保 守

NCR lil本 工 ヌ ・「シ ー ・ア ー ル 日証金,東 洋信託

銀 行,個 人 72.2 ,51・1

金銭登録機 および会 計
機 の製造販売,電 子 計

算機の輸出入,販 売,
保守

SperryRandCo. 沖 ユ ニ パ ッ ク 沖電 気工業,三 菱
電気 36

'58 ・3 電子計算機 の製造

SperryRandCo. 日本 ユ ニ パ ッ ク 圭糞歴 菱謬 気 34.2 ,58
・3 電子計算機 の販売,保守

MincomCorp.Ltd. 住 友 ス リ ー エ ム 日本 電気

住 友電工 50
'61

・9

磁気 テー プ.磁 気 デ ィ
ス クパ ッ クの 製 造 .輸出
人.販 売

Hewllet-PackardCo.
横 河 ヒユ ー レ ッ ト

パ ッ カー ド 横河電 気 49
,63 ・8

計 測 器,高 級 電 卓,ミ
ニ コ ンピ ュ ー タの 製 造

輸 出 人,販 売,保 守

MemorexCorp、 日本 メ モ レ ッ ク ス 一 loo '68・7
磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ

認 遥㌶燃 ≒販
ControlDataCorp. 日本 シ ー デ ィ ー シ ー 伊藤忠 商事 40

'71 ・4 電子計算機 の販売,保守

HISI

(III武 ハ ネ ウ ェ ル)

日本 電 気 ハ ネ ウ ェ ル
イ ンフ ォメ ー シ ョ ン

シ ス テ ム ズ
日本電 気 30 ,72・10 キ ー ツー テ ー プ 装 置 の

製 造,販 売,保 守

ThcSh、gerCompany 日立 シ ンガ ー 日立製作所 50
'73 ・7 POS端 末 等 の販 売,

保 守

ナ シ ュ ア 日本 ナ シ ュ ア 一 loo '73 ・12 磁 気 デ ィス クパ ッ クの/
輸 出 入 販 売,

Burr。ughs ノミロ ー ス 一 100 '73 ・12 電子計算機 の販売

Olivetti 日本 オ リベ ッテ ィ 一
100

'61 ・9 ミニ コ ンピ ュ ー タ.周辺端 末
装 置の 販 売 保 守

支

店

設

置

IBMWorldTrade
AsiaCorp.

一 一 一 '60 ・3 アジア地区子会社 の統
括,連 絡

COntrolDataFar
EastInC.

一 一 一 ,66 ・11 電子計算機 に関す る調
査,連 絡

DigitalEquipmcnt
Corp.InternatiOnal

　 一 一 ,68 ・7 ミニ コ ン ピュ ー タの 賑
う芒.保 守

Recognition
EquipmentJapanInc.

一 一 『 '68 ・8 OCRの 販 売.保 守

MemorexPacificCorp . 一 一 一 '69
・9

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ
ス クパ ッ クの 輸 出 ,調
査.連 絡

Honeywoll
ElectronicsInc .

一 一 一 '69・9 技術援助 に関す る連絡

ElectronicsMemories
&MagneticCorp.

『 一
} '71・4 磁気 デ ィス クパ ッ ク等

に関 す る調 査.連 絡

CalcompPacificCorp. 一 一 一 作図袋田の販売,保 守

1
Tox鼠sInstrumCnt

AsiaLtd.
一 一 『 ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ の 販

売. 保 守
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2-1-9表 主 な輸 入 コ ンピ ュー タ と取扱 業 者

製 造 業 者 輸 入 業 者 販 売 業 者

IBM 日 本 ア イ ・ ピ ー ・ エ ム 日 本 ア イ ・ ピ ー ・エ ム

SperryRand 三井物産 日本 ユ ニ バ ッ ク

NCR 日 本 エ ヌ ・ シ ー ・ア ー ル 日 本 エ ヌ ・ シ ー ・ ア ー ル

Burroughs バ ロ ー ス バ ロ ー ス

CDC 伊藤忠商事 日本 シー デ ィー シー

DEC 理 経
理 経

DECジ ヤパ ン

ハ ネ ウ ェ ル ・プ ル 三菱商事 三菱事務機械

ニ クス ドル フ 兼松江商 兼 松 ニ ク ス ドル フ

オ リベ ッテ ィ 日 本 オ リベ ッ テ ィ 日本 オ リ ベ ッ テ ィ

'フ ィ リ
ッ プ ス

、

シ ー ・ エ ス ・ ン ー

、

シ ー ・ エ ス ・ ン ー

フ リーデ ン ド ッ ドウ ェ ル ド ツ ドウ ェ ル

ロ ガバ ツクス 丸 紅 エ レ ク トロ ニ ク ス 丸 紅 エ レ ク トロ ニ ク ス
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第2章 わが国の情報処理産業

情報産業は,大別 してコンピュータ産業と情報処理産業 とに分類 されるが,本 章 においては,後 者

の情報処理産業についてみることにする。1976年7月 に産業構造審議会情報産業部会がまとめた情

報産業の予測によると,1985年 度の情 報処理産業生産額は74年 度の5.3倍 ,年 平均伸び率は16.4

%,金 額にして1.3兆 円になるとしている。 また,コ ンピュータの国内生産額および情報処理産業

生産額の合計額(情 報産業総生産額)に 占める情報処理産業生産額の比率は,74年 度の29.7%か ら

85年度は34.4%に 増加するとされ,年 平均伸び率でもコンピュー タの国内生産額の14.1%を 上 まわ

る16.4%と 予測 されており,今 後,ソ フ トウエア業,情 報処理サービス業および情報提供サービス

業からなるわが国の情報処理産業の成長が期待 されている。

上記のとおり,わ が国の情報処理産業は,今 後,大 きな成長が見込 まれているが,ま だ歴史も浅

く,経 営基盤 市場の確立,ユ ーザー側のソフ トウエアに対する正 しい価値評価と対価支払意識の

徹底など改善を要する面が多く,急 速な発展 を続 けながら,ま だ,成 熟への途上にある。 また,情

報の収集,蓄 積の重複 をさけ,情 報の共同利用を計るために,サ ービスのネッ トワー ク化が進めら

れつつある。 また,国 内のマイクロ ・コンピュー タ市場の伸長は著 しく,日 本電子工業振興協会の

調査によると,1976年 度の国産 メー カーの生産規模は68億 円で,前 年度の100%増 となっている。

これらを背景にして,今 後,情 報提供の対象は個人ニーズの規模 が増加するとともに,多 様 な個人

ニーズ充足のための展開が考えられ,今,我 々は,マ イクロ ・コンピュータに代表 される情報産業

の大衆化時代を迎 えつつあり,現 在,わ が国の情報産業は,大 きな曲り角にさしかかっているとい

えるのである。
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1わ が国 に おけ る計 算 セ ン ター お』よびソフ トウエア開発

企業の状況

(JECCの ミ全国計算 セ ンターおよび ソフ トウエ ア開発企業分布状況調査"よ り)

Aは じ め に

日本電子 計算機株式会 社(JECC)で は,1968年 以 来,毎 年1月1日 現在 における"全 国計 算

セ ンター およびソ フ トウエ ア開発企業分布状 況調査"を 実施 し,そ の結果 を 「全国計算 セ ンター お

よび ソフ トウエア開発企 業便覧」 の名称 で発行,公 表 してい る。

この調査の前 身は,JECCが1963年 か ら66年 まで4回 に わた って実施 した"全 国計算 セ ンター

分 布状 況調査"で ある。 その後,68年 の 調査 か らソフ トウエ ア開発企業 を加 え,現 在 に至 ってい る。

情報処理 サー ビス業 は,計 算 受託 企業 とソフ トウエ ア開発企業 に大別 出来 る。 わが国 に初 めて計

算受託企業 が誕生 したのは,1954年 で あ るが,こ の年 か ら1961年 までの8年 間 に設立 されたセ ンタ

ー は24件
,1年 当 りの平均 では,3件 に す ぎない。 セ ン ター の設 立が軌 道 に乗 るのは,わ が国初 の

計算 受託企 業の誕生 か ら約10年 を経 た62年 か らで,こ の年1年 間で,61年 までの過去8年 間の設立

総 数の24件 に ほぼ匹 敵 する22件 が 新設 され,62年 か ら65年 ま での4年 間 で,121件,年 平均 で30件

強 の設立 をみてい る。 また,66年 か ら70年 に かけての5年 間は セ ンターの新設 が もっ とも急 ピ ッチ

で増加 した時期 で,こ の5年 間で393件,年 平均 で78件 強 が設立 されてお り,1977年1月1日 現 在,

わが国の計算 センターの総数は1,505件 となっている。

しかしながら,こ の産業の歴史は若 く,浅 い。 したがって,全 体的にみるとこの産業の経営基盤

は,い ぜんとして弱 く,市 場の確立,ソ フ トウエアの正 しい客観的な価値評価の確立,政 府の振興

策等 が必要で あるとともに,顧 客 に対する機密保護の体制の確立も要請 されてきた。そこで,こ の

業界 を代表する団体 として,社 団法人 日本情報セ ンター協会(発 足70年7月,加 盟会社130社),社

団法人 ソフ トウエア産業振興協会(発 足70年6月,40社),日 本パ ンチセンター協会等が発足 し,各

団体の一致 した要望によ り,上 記の目標が逐 次具体化 しっつ あるとともに,1976年 度,情 報処理

サービス業で特記 されることは,同 年4月 に発足 した協同 システム開発株式会社の設立とソフトウ

エア生産技術の研究開発計画のス ター トが切 られ,ソ フ ト生産性の効率化,生 産技術の自由化 を目

的とした同計画が本格的に進められることとなったことである。

B調 査の範囲と基準

調査の対象は経営主体別にみて,次 の定義に該当するものに限った。 したがって,大 学などの教

育機関所属のものは除外 した。
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(a)コ マ ー シャル ・ベー スによ り運 営 され るもの。

① 独立 の計算 受託 または計算関連作 業受託(た と えば,カ ー ド穿孔作 業の受託 など)ま たは ソ フ

トウエ ア開発企業 として創 立 された法 人 また は個 人企 業。 な お,会 計事務所 々属 計算 セ ン ター は,

・独立 計算受託個人 として本項 に準 ず るもの とす る
。

② 電 子計算機 または関連装置 のユーザ ーが計算部 門 または ソフ トウエ ア開発部門 を分離 独立 させ

て,別 会社 と して コマー シ ャル ・ベー スで外部 の計算 を受託 してい る法人
。

③ コンピュー タ導 入企 業の計算部 門が広 く社外 か らコマー シャル ・ベースで計算受託 を行 って い

るもの。(主要 な ものに限 る。)

(b)中 小企 業等 の合理化促進 のため,公 共機 関 が運営 す る計算 セ ンター および地方 自治体の共同 計

算 セ ンター。 コ ンピュー タを設置 し,主 に小規模 企業 を対象 として受託 計算 を行 ってい る各 地の 商

工会議所 は ここに含 まれ る。

(c)EDPSメ ー カー,同 販 売業者直 系の もの。 電子計算機 および関連装置製造 業者
,同 販売 業者

がユーザーの支援 あ るいはセー ルス ・プ ロモー シ ョンを目的 と して運営 されてい るもの
。 なお,こ

こでい うEDPSメ ー カー直 系の セ ンター とは次 の2つ をい う
。

① メー カーの資本参加 がな くて も,こ れ と製 品販売提携 契約 を結 んで いる販 売会社 が運 営す るセ

ンター。

② メーカーが資本 金の50%以 上 を所 有 してい る計算受託企 業 が運 営す るセ ンター。 なお,本 調査

では,マ シンを設置 してい るセ ンターのほ かに,マ シ ンを設置 して いないソ フ トウエ ア開発専業企

業あ るいは ソフ トウエア開発 および計算受託 を兼営 して いる企業 も調査 対象 と してい る
。

C経 営主体別分布状況

2-2-1表 は,1977年1月1日 現在 にお ける計算 セ ンターの分布状況 で ある
。計算 セ ンター を

運営 してい る事 業体(企 業)の 総 数は ,900(前 回 調査時点 の1976年1月1日 現在842) ,こ れ の経

営主 体別内訳 は・独立 計鍵 託企業788(同734) ,公 共 機 関(公 共的 法人団f本 を含 む)55(同55) ,、
一 カー および販売会社直系 の もの57(同53)で あ る

。

経営主体 別事 業体分布 は,独 立 計算 受託 企業 が87 .6%と 圧 倒 的多数 を占め,公 共機 関 は6 .1%,

メー カーおよび関係販売会社6 .3%で あ る。 この比 率 は,前 回調査 時で はそれぞれ,87.2%,6.5

%,6.3%と な ってお り,ほ とん ど分布状況 に変化 がみ られない
。 また,1事 業 体当 りのセ ン ター

所有 数は,独 立計算受託企業1.5(前 回 調査 時点 の1976年1月1日 現在1
.3)セ ン ター,公 共機 関1 .1

(同1・0)セ ン タ「 ・一 カー およびren系販 売会社4 .0(同3.7)セ ・ ターで ,・ 一 か および関係販

売会社 が,他 の約3～4倍 の規模 となって いる。

今回の調査 によると,事 業体 の総 数は900で ,前 回842に 比 べ て約7%増 加 している。
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2-2-1表 経営主体別センター分布状況 上列:1977年1月1日 現 在

下 列:1976年1月1日 現 在

経 営 主 体 別
事業体(企業)数

()内%

セ ン タ ー 数

()内%

セ ン タ ー の 内 容

EDPSを 設 置 ※ 関 連 作 業※※ ソフ トウエア開発 ※※※

1・ 墾立言+算受諾
788(87.6)

734(87.2)

1,212(80.5)

922(78.4)

671

582

365

238

176

102

2.公 共 機 関

55(6.1)

55(6.5)

63(4.2)

57(4.8)

58

55

4

1

1

1

メーカーおよび3
・関係販売会社

57(6.3)

53(6.3)

230(15.3)

197(16.8)

216

189

5

4

9

4

合 計

900(100.0)

842(100.0)

1,505(100.0)

1,176(100.0)

945

826

374

243

186

107

㈲ 《
。 曇縦 竺:㌻r藷 麟 ㌶ 瓢 デー・作成・主・務・・て・・….
※※※ ハー ドウエ アを持 たず,ソ フ トウエ ア開発 を主 業務 として いる所。

また,セ ンター数は1,505で 前 回1,176に 比 べ て28%の 増 加 となっている。

次 に,設 備 内容別の分布状況 をみ ると,1,505セ ン ター中,EDPSを 設 置 してい るところは945

,所(62.8%),カ ー ド粥L機 やキー・一デ ・スク装 置 キー ・一 テー プ鑓 などデ ー タ作 成 麟

だ けを設置 して計鯛 連作業(主{・ か ドパ ンチ)投 託 して いるセ・ ターは374・ 所(24・9%)・ ハ

ー ドウエ アを持 たず ソフ トウエ ア醗 を主業務 と してい るセ ・ター は186・ 所(12・4%)で あ る・

2-2-1図 は,経 営主体 別計算セ ンターの分布 状況 の最近9年 間の推 移 をみ たもので あ る。同

図 によると,全 計算 セ ・ター に占めるき虫立 言+算蝶 セ ・ターの比率 が年 ・高 ま・て きてお り・74年

以 来,そ の比率 は80%前 後 を占め るまで にな・て い る・ また・ ・一 カー系5i[jのセ ンター数は毎 年

絶 対数 で は増加 してい るものの,全 般的 にみて全計算 セ ンター に占め る比率 は減少傾 向にあ る。

D暦 年別計算センター開設状況

2_2_2表 は暦年 別の計算セ ・タ禰 言支状況である・計算セ ・ターがわが国で初めて設立 されたの

は、9544(昭 和29年)で あるが,61年 まで の8年 間 に開設 されたセ ・ターtま24・ 所 ・年平均3セ ンタ

ー
,多 い年 で も7セ ・ ターで あ・た.62年 に なると一躍22セ ・ ター欄 設 され・ さ らに66～70年 に

かけては,増 加の テ ・ポは最 舗 となり,毎 年7・-8・ セ ・ターの‡曽加 力'i"みられた・71年 か ら76年 に

かけて も,襯 セ 。ターの増加 は着 実で,76年 ・2月末 日までの計算セ ・ターの設立総数 は・897件 ・

。れ を経営主体 別 にみ ると,独 立計算鑓640件(71・3%),公 難 関52件(5・8%)・ メ ー カー およ

び関係販売会 社205件(22.9%)で あ る。
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4.8

76年16.8%
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80,0%

78.4%
4,20

1977年 15,3% 80.5%

〉 公共襯

口 ・一・一・・び関係販売会社

㎜ 皿 独立・+鍛・・企業

1・1・・{;ii

1・17・{;髪

1・…{
,,;il

(注1①7i元2鷲 謝 ・砲 岳∈ ないソフ・ウエ・開発⇔ セ・タ哨 ・れて…

②センター数は,各 年とも1月1日 現在。

③各年のセンター数の内訳の数字は,上 段公共機関,中 段メーカーおよび関係販売会社,下 段独立計算受託企業
。

2-2-2表 暦 年(1月1日 ～12月31日)別 計 算 セ ン ター開 設 状況

暦 年

経営主体所属別

54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76

独立計算企業所属 1 1 0 0 1 2 3 5 10 12 25 26 56 64 60 60 58 51 32 59 42 30 42

公 共 機 関 所 属 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 2 3 3 4 1 2 4 2 0 1 13 8 5

メーカーおよび

関係販売会社所属
0 0 0 1 4 2 0 2 11 15 8 7 15 13 20 19 14 10 13 4 6 20 21

合 計 1 1 0 1 6 5 3 7 22 28 35 36 74

1
81 81 81 76 63 45 64 61 58 68

(注)1973年 以 前の 数 字 に は,ハ ー ドウエ ア を持 っ て い ない ソフ トウエ ア開発 企業 は含 まれ ない
。
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E都 道府県別計算センター分布状況

2-2-3表 は都道 府 県別 計算 センター分布状況である。1977年1月1日 現在の全国の計算セ ンター

1,505の うち,東 京に573セ ン ター(全 体の38.1%),つ いで大阪154セ ン ター(同10.2%),愛 知78セ ン タ

ー(同5 .2%),神 奈 川58セ ン ター(同3.9%)な ど とな っている。 これ を地域別 にみ る と,東 京 を

含 めて関東地方 に729セ ン ター が分布 し,全 体の48.4%を 占 め,つ いで近畿地方 に230セ ン ター(同

15.3%),中 部 地方214セ ン ター(同14.2%)な ど となってい る。 この分布状況 は,毎 年 ほとんど変

動 が な く,た とえば,東 京都 について この5年 間の推移 をみてみ ると,73年244セ ン ター(全 国710

セ ン ターの34.4%),74年311セ ン ター(同870セ ン ターの35.8%),75年433セ ン ター(同1,104セ ン タ

ーの39 .2%),76年462セ ン ター(同1,176セ ン ターの39.3%)と な ってい る。

2-2-3表 都道府県別計算センター分布状況 1977年1月1日 現在

県 名 セ ン タ ー 数 % 県 名 セ ン タ ー 数 %

北 海 道 46 3.1

`
=重
一 8 0.5

北海 道(計) (46) (3.1) 滋 賀 10 0.7

青 森 8 0.5 京 都 19 1.3

岩 手 9 0.6 大 阪 154 10.2

宮 城 24 L6 兵 庫 34 2.3

秋 田 4 0.3 奈 良 0 0.0

山 形 6 0.4 和 歌 山 5 0.3

福 島 15 1.0 近 畿(計) (230) (15.3)

東 北(計) (66) (4.4)
,

鳥 取 3 0.2

茨 城 15 LO 島 根 7 0.5

栃 木 13 0.9 岡 山 23 L5

群 馬 12 0.8 広 島 48 3.2

埼 玉 36 2.4 山 口 16 1.1

千 葉 22 1.5 中 国(計) (97) (6.4)

東 京 573 38.1

1

徳 島 4 0.3

神 奈 川 58 3.9 香 川 10 0.7

関 東(計) (729) (48.4) 愛 媛 8 0.5

新 潟 26 1.7 高 知 8 0.5

富 山 13 0.9 四 国(計) (30) (2.0)

石 川 12 0.8

1

福 岡 56 3.7

福 井 10 0.7 佐 賀 8 0.5

山 梨 5 0.3 長 崎 5 0.3

長 野 25 1.7 熊 本 6 0.4

岐 阜 13 0.9 大 分 4 0.3

静 岡 32 2.1 宮 崎 3 0.2

愛 知 78 5.2 鹿 児 島 7 0.5

中 部(計) (214) (14.2) 沖 縄 4 0.3

九 州(計) (93) (6.2)

総 計 1,505 100.0
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F従 業員数,資 本金,売 上高規模別分 布状況

2-2-4～6表 は,独 立 計算 受託企 業601社 を対 象 に,そ の企業形態 ごとに従業員数 ,資 本金,

売 上 高規模別 にそれぞれ分類,集 計 した もので あ る。

まず,2-2-4表 は,従 業員数規模別 分布 で ある。同 義に よる と,独 立 計算 受託 企業 の従業 員

数規模 は,20～49人 の 企業 が29.6%,っ い で50～99人 が23.6%を 占 め てい る。換 言す れば,'全 国 の

独立 計算受託 企業の53%強 に 当 る企 業 が,従 業 員数 は20～99人 未 満 の規模で あ る。

この ことは,企 業形 態別 に区分 した3っ の形態 につ いて共通 して おり
,い ずれ も20～49人 の企 業

が一 番多 く,次 いで50～99人 とな ってい る。

2-2-4表 独立計算受託企業の従業員数規模別分布

(単位:企 業数)
()内 は企業形態別従業員数規模別構成比%'撲員数規模

企業形態
1～4(人) 5～9 10～19 20～49 50～99 100～199 200～299 300以上 合 計

EDPSを 設 置 (4.3)17 (12.5)49 (13.0)51 (26.0)102 (20.9)82 (12.8)50 (4.3)17 (6.1)24 392

関 連 作 業 (LO)1 (2.8)4 (15.5)22 (36.6)52 (28.9)41 (9.9)14 (1.0)1 (4.9)7 142

ソフトウエア開発 (一)0 (4.5)3 (16.4)11 (35.8)24 (28.4)19 (10.4)7 (3.0)2 (1.5)1 67

合 計 18 56 84 178

A

142 71 20 32 601

構 成 比(%) (3.0) (9.3) (14.0) (29.6) (23.6) (ll.8) (3.3) (5.3) (100.0)

2-2-5表 は,資 本金規模別分布 で あ る。独 立計算 受託 企業601社 の うち
,40.1%に 当'る241社

が1,000～5,000万 円 の 階層 に分布 して い る。

つ いで,100～500万 円,500～1,000万 円q)2つ の 階層 にそれぞれ22 .6%ず つ が分布 し,こ の

3階 層 で全体 の85.3%を 占 めてい る。

5,000万 円以上 の階層 は13.7%(前 回12.3%),企 業 数 に して82社 で ある。

これ を企業形態別 にみ ると,EDPS設 置 企業 では
,1,000～5,000万 円未満 が一番 多 く,全 体 の

47.7%を 占 める。5,000万 円 以上の階層 に も18 .4%が 分 布 してお り(関 連作 業企 業 では2.8% ,ソ フ

トウエ ア開発企 業で は9.0%),関 連 作業企 業 および ソフ トウエ ア開発企 業に くらべ て
,EDPS設

置 企業 は,資 本 金の規模 が大 きい ところが多 い。 また,資 本金1億 円以上の企業42社 の うち
,企 業

形態別 には,EDPS設 置 企業 が38社 を 占めてい る。
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2-2-5表 独立計算受託企業の資本金規模別分布(単 位
:企 業数)

()内 は企業形態別資本金規模別構成比%

＼ 資本金規模

企業形薩＼＼
100万 円未満

100万 円以」二

500万 円未満

500万 円以上

1,000万F珠 満

1,000万 円以上

5,000万P:昧 満

5,000万 円以上

1億 円 未 満
1億 円 以上 合 計

EDPSを 設置 (1.0)3 (14.5)57 (18.6)73 (47.7)187 (8.7)34 (9.7)38 392

関 連 作 業 (2.1)3 (43.0)61 (29.6)42 (22.5)32 (1.4)2 (1.4)2 142

ソフ トウエア開発 (一)0 (26.9)18 (31.3)21 (32.8)22 (6.0)4 (3.0)2 67

合 計 6 136 136 241 40 42 601

構 成 比(%) (1.0) (22.6) (22.6) (40.1) (6.7) (7.0) (100.0)

2-2-6表 は,売 上高規模別分布で ある。独立計算受託企業では,いずれの企業形態でも1億 円～

5億 円の売上高の企業がもっとも多 く:40～50%を 占めている。5億 円以上の売上高規模では,EDP

S設 置 企 業 が22.7%,関 連作 業6.3%,ソ フ トウエ ア開発企 業12.0%で あ り,10億 円以上 の規模 で

は,EDPS設 置 企 業は12.5%に 当 る49社 が 該当す るが,関 連作業 およびソ フ トウエ ア開発で はそ

れぞれ,2.8%,4社 お よび3.0%,2社 が あるだけ であ る。

2-2-6表 独立計算受託企業の売上高規模別分布
(単位:企 業数)

()内 は企業形態別売上高規模別構成比%

士上高規模

企業形態
500万 円未満

500万円以上

1,000万 円未満

1,000万F似 上

5,000万円未満

5,000万 円以上

1億 円未 満

1億 円以 上

5億 円未 満

5億 円 以 上

10億 円 未 満
10億 円 以 上 合 計

EDPSを 設置 (L5)6 (1.0)4 (19.1)75 (14.8)58 (40.8)160 (10.2)40 (12.5)49 392

関 連 作 業 (1.4)2 (LO)1 (16.9)24 (26.1)37 (48.6)69 (3.5)5 (2.8)4 142

ソフトウエア開発 (一)0 (一)0 (16.4)ll (20.9)14 (50.7)34 (9.0)6 (3.0)2 67

合 計 8 5 110
へ

109 263 51 55 601

構 成 比(%) (1.3) (0.8) (18.3) (18.1) (43.8) (8.5) (9.2) (100.0)
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2情 報提供サービス業

情報提供サービス業は,デ ー タの収集,蓄 積 に彪大な投資 を必要 とすること,技 術的困難性,ユ
ーザー側の対価支払意識の不足などの諸事情から

,急 速な発展 をとげてきたわが国の情報産業 も,

まだ十分な発展 を見るに至っていない。わが国の情報提供サービスを行 う機関として次のよ うなと

ころがある。

A公 的情報提供 サービス業

○労働省 ・労働市場 センター

1960年 から全国の職業安定所 に端末機 を設置 し,職 業紹介,失 業保険業務をオンラインシステム

で'行っている。

○日本科学技術情報センター

わが国の科学技術情報に関す る中枢的機関。内外の科学技術情報の収集整理
,コ ンピュータによ

る検索サービスを行っている。漢字出力システムをもつ ことが特徴である
。

○日本特許情報センター

内外の特許関係情報を総合的 に収集 し,コ ンピュータによる検索サービスを行っている。

○日本貿易振興会

貿易情報をマニュアルによる印刷物 として提供 している。

○世界経済情報サー ビス

世界各国の経済情報等をマニュアルによる印刷物として提供 している。

○日本科学技術振興財団

国内の主要科学技術研究機関において進行中の試験研究課題 をコンピュー タにより検索
,提 供す

るサービスを行 っている。

○加工情報センター

㈲機械振興協会ではその技術研究所 を中心 として,生 産加工技術 に関するデータ,情 報を供給す

る加工情報センターの開設 を図るため,1974年 度から試行的にデー タバ ンクを設け,切 削加工技術

に関する情報サービスを行っている。

○物性データバンク

科学技術庁 では,物 質の物理,化 学的特性 を集積する物性デー タバ ンク・システムの開発 を1974

年から4年 計画で開始 している。
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B民 間情報提供 サー ビス業

ONEEDS(NIKKEIECONOMICELECTRONICDATASERVICE)

躰 経 済新 聞社 が提 供す る・・ピュー タ化 され た総合経済情報 システ・・内タトの主 要経 蹴 計 デ

ー タ
,上 場舗 の財務,株 価 デー タ,躰 興 業銀 行の作 成 による上験 社 の財務 デー タな らびにア

メ リカのDataResources,Inc.(DRI)の 作 成 に よるアメ リカ経済統 計 デー タ,Standard&Po・

。,・、の作成 す る。・リカ ・カナ ダ主要会社 の財 務 デー タ,・ イ ・極 信社 が編集 す る牌 の主鉦

券取引所 の株価 デー タな どが提 供 されてい る。

○市 況情 報 セ ンター

サー ビス名 をQUICKと い い,オ ・ライ・ ・リアル ・タイ・システムに よる鯨 ・大阪証券取引所

の株価情報 を提 供す る.1976年9月 末現 在でCRTデ ・ スプ ・一の縄 台数は・4・700台 に達 し・ ま

た大型株価表魂 であるクイ・ク ・ボー ドの言質置店は76年6月 糊 在で424店 に達 した・本 システ

ムは,そ の規模 において世界有数の オンライン ・システムである。

○野村総合研究所

国内主要企業の財務 データや株価情報を提供する。

○ 日本不動産取引情報センター

東京都およびその不動産情報 を蓄積 し,提 供 している。

○帝国興信所

同所では,企 業信用調査 にもとづ・・た企業財務情報および縫 情報 ・・イ戊レ'サ ービスを行って

いる。

○国際医学情報セ ンター

倶掴 際医学情鍛 ・ターは,医 学 ・医療等に関するデー タおよび情報を蓄積 して資料サービスを

行っている。

CCATVシ ステ ム にお ける情 報 提供 サ ー ビス

通離 業省は新麟 シ・テムとして,47年 度 からCATVと ・ンピュータを中核とする映像情報

システムの実験 タウン方式による開発を着手,奈 良県東生駒地区が実験 タウンに決定 された。フロ

ジ.ク トの推進は㈹ 鑓 ニュー タウ・生瀧 報 シ・テ端 端 会と酬 像情報 システム開発協会 が

48年 に合体 した麗 省 と郵政省の共管・・よる倶牲 活映像情報システム開発協会が行・ており・53年

度 から実地にサービスを提供する予定。

また卿 政省が指導 している舞 ニュー・ウ・生瀧 報 シ・テムの実験は76年1肋 ら実験放送

が開始されている。
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第3章 わが国の情報通信業

1わ が国の情報通信業の現状

わが国において,他 人の需要 に応 じ業 として情報処理または情報提供 をデー タ通信により行 う情

報通信業は,電 電公社,国 際電電 および民間企業により営まれている。

電電公社の情報通信業は,公 衆電気通信業務の一環 として行 われているが,独 立採算性により経

営することとしている。ただし,そ の収支状況は逐年改善 されてきてはいるものの,ま だ収支相値

するには至っていない。サービスの対象分野については,従 来から,技 術開発に先導的な役割 を果

たすもの,公 共的なもの,全 国的なネッ トワークを構成するものに重点が置かれて きたが,今 後は

とりわけ,福 祉増進や社会開発などの国家的ないし社会的に重要な課題の達成 を支援するナショナ

ルプロジェクトに,そ の技術力 をより一層傾注す るよう期待 されるところである。

なお,そ のサービスの提供開始に先立って,公 衆電気通信法の規定に基づ き,料 金 その他主要な

提供条件について郵政大臣の認可が行われる。

国際電電の情報通信業も,公 衆電気通信法 に基づ く公衆電気通信業務の一環 として行 われている。

現在提供中のサービスは,ユ ーザの社内メッセージ交換のためのサービスにとどまっており,そ の

システムの数は,2シ ステムを数えるに過 ぎない。

民間の情報通信業は,各 種の資料から判断 して数十の企業により営まれていると認め られる。郵

政省が毎年実施 している情報通信業実態調査によれば,1976年12月 末 日を調査時点とするアンケー

ト調査で有効回答 を得 られたのは54社 である。 ちなみに,前 回(1975年12月 末 日現在調査)で は39

社,前 々回(1974年12月 末 日現在調査)で は35社 であった。

もともと民間の情報通信業は,1971年 の公衆電気通信法の一部改正に基づいて電気通信回線が一
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般に開放 されたことにより可能 となったものであり,企 業規模,経 営状況等からみてもまだまだ未

成熟の分野 である。 しかし,デ ータ通信 による情報処理 に対する需要が将来 ますます増大するであ

ろ うことは必至であり,ま た,自 営 システムを保有するに至 らない中小 ・中堅企業におけるデー タ

通信の利用,資 源の共有 ・共用による有効利用等の動向ともあいまって,情 報通信業によるサー ビ

スはより広範囲に,高 度に,あ るいは,よ り専門的 なものへと多彩な発展 を遂 げていくものと期待

されるところである。

電電公社の情報通信業

A販 売在庫 管理 システム ・サ ー ビス(DRESS)

DRESSは,販 売 在庫 管理 に必要 な各種伝票の作成,フ ァイルの更新,管 理 資料の作成等 の処 理

がで きるサ ー ビス と して,1970年9月 に東京 で開 始 され て以来,ほ ぼ順調 な伸 びを示 して きた。 そ

の利用状況 は,2-3-1表 に示す とお り,1976年 度 末現在,ユ ーザ数972(前 年 度末比26.1%増),

端 末 数3,190(前 年 度末比19.0%増),1ユ ー ザ当た りの平均端末 数は3.3台 と なってい る。

ユ ーザの業種 別構 成 は,2-3--1図 の とおりで あって,商 業57.1%,製 造 業 ・建設 業34.7%と

こ れ らで全体の90%を 超 える割合 を占め ている。

な お,ユ ーザの 資本 金,従 業 員別事業規模 につ いてみ ると,資 本金 においては5千 万 円未 満 の企

業 が69.2%を 占 め,従 業員数 に おいては100人 未 満 の企 業 が58.6%を 占 めてお り,販 売在庫 管理 シ

ステ ムサー ビスが中小 企業 を中心 に利用 されてい ることを示 している。

2-3-1表 販売在庫管理システム・サービスの利用状況

区 別 年度末 47 48 49 50 51 対前年度比

ユ ー ザ 数 173 364 578 771 972 126.1%

端 末 数 635 1,375 2,092 2,680 3,190 119.0

1ユ ーザ当たりの平均端末数 3.7 3.8 3.6 3.5 3.3

資料出所 通信白書(昭 和48年 度～昭和52年 度)に よる。

2-3-2表 科学技術計算システム ・サービスの利用状況

区 別 年度別 47 48 49 50 51 対前年度比

ユ ー ザ 数 294 458 636 752 921 122.5%

端 末 数 332 520 719 888 1,102 124.1

1ユ ーザ当たりの平均端末数 1.1 1.1 1.1 L2 1.2

資料出所 通信白書(昭 和48年 度～昭和52年 度)に よる。
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2-3-1図 販売在庫管理システム ・サービスの

ユーザの業種別内訳(51年度末現在)

2-3-2図 科学技術計算システム ・サービスの

ユーザの業種別内訳(51年 度末現在)

その 他

8.2%

製造 業 ・ ユーザ総 数

建設業 商業
972ユ ーザ

34、7%57.1%

資料出所 昭和52年 度通信白書による。

その 他

12.5%

講'㍍ 竺 甦曝
36.8%50 .7%

資料出所 昭和52年 度通信白書による
。

B科 学 技術 計 算 システ ム ・サ ー ビス(DEMOS
,DEMOS-E)

DEMOS・DEMOS-Eは ・ 酷 なtfit,r,i計算 や縫 科 学言+算がで きる醐TSSと して
,1971年3

月 に鯨 欄 始 されて以来醐 な伸 び を示 し・2-3-一 ・表 に示 す とお り,1976鞭 糊 在 では,

ユ ーザme21(対 前 轍 木 上ヒ22・5%t曽)・端 末数1 ・1・2(対 前 轍 末 比24.1%増)
,1ユ ー ザ当 た りの平

均端末数1.2台 と なってい る。

ユーザの離 別構 成 は
・2-3-2図 の とお りであ り通 信 ・出 版 ・サー ビス業5・

.7%,製 蝶
・建設 業36 .8%と な って いる。

また・ユ ーザの資稔 従 類 別事 親 掛 ・つ いてみる と
,資 本金 においては1千 万 円未満 の企

業h"2`・4%を 占 め る－h・1億 円肚 の企 業 も3・・3%を 占め ている.礫 財 にお 、・ても
,25人 未

満 の礫 力"33・3%を 占 め ているが 他 方,5・0川 上 の礫 も19.9%を 占 めて いる。

C各 種 シス テム ・サー ビス

各種 システ ム'サ ー ビスは・瀦 公社 がユーザの求 めに応 じて システ・ を設置 しサー ビス を提 供す

る・ いわば オー ダメイ ド 型 の システ・・サー ビスである
・1976鞭 中 に膿 林省生鮮 食料品瀧 情

報 システム,神 奈 川県救急 医療情報 システムな ど6シ ステムが開始 された
。
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2-3-3表 各種システム ・サービスの推移

区 別 年度別 43 44 45 46 47 48 49 50 51

シ ス テ ム 数 2 3 4 8 17 25 26 30 36

端 末 数 97 101 196 497 1,215 2,418 3,765 4,491 5,851

1シ ス テム 当た り端 末 数 48.5 33.7 49.0 62.1 71.5 96.7 144.8 149.7 162.5

資料出所 昭和52年 度通信白書による。

2-3-4表 各種システム ・サービスの対象業務別内訳

渡 末 49 50 51
、

対雛 務 ンス之畑 シス テ ム数 構 成 比 システ ム数 構 成 比 シス テ ム数 構 成 比＼

金 融 業 務 19 73.1% 23 76.8% 25 69.4%

自 動 車 検 査 登 録 業 務 1 3.8 1 3.3 1 2.8

座 席 予 約 業 務 1 3.8 1 3.3 1 2.8

税 務 関 係 業 務 1 3.8 1 3.3 3 8.3

信 用 ・購 買 ・販 売 業務 2 7.9 2 6.7 2 5.5

気 象 観 測 情 報 業 務 1 3.8 1 3.3 1 2.8

環 境 情 報 業 務 1 38 1 3.3 1 2.8

生鮮食料品流通情報処理業務 一 一 一 一 1 2.8

救 急 医 療 情 報 業 務 一 一 一 一 1 2.8

計 26 100.0 30 100.0 36 100.0

資料出所 昭和52年 度通信白書による。

各種 システム・サ ー ビスの利用状況 を,創 業 した1968年 度 以降の推移 でみ ると,2-3-3表 の と

お りで ある。

また,対 象 業務 別構 成 をみ るど,2-3-'4表 に示す とお り,預 金 ・貸付 ・為替等 の金融業務 が

相 変 わ らず多い が,全 体 に 占め る割合 は徐 々 に減少 して きてい る。

3国 際電電の情報通信業

国際電電 は,従 来 か ら,国 際電電 があ らか じめ用意 した システム をユーザ が共 同利 用す る,い わ

ば レデ ィメイ ド型の デー タ通信 サー ビスと して,国 際 オー トメ ックスサー ビス を提 供 してい るが,

1976年 度 中 に新 たに,ユ ーザ の求 め に応 じシステム を設置 してサー ビス を提供 す る,い わば オー ダ

メ イ ド型の デー タ通信サ ー ビス を開始 した。
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国際 オー トメ ッ クスサー ビスは,同 一 ユーザ間の メ ッセー ジ ・ス イッチ ングを行 うサー ビスで あ

って,サ ー ビス内容 と しては,メ ッセー ジの中継 ,通 信 文の再 送,伝 送速 度の変換等 の機 能 を持 っ

ている。1976年 度 末 現在 のユーザ数 は14 ,端 末 数は139で あ る。

オー ダメ イ ド型 の サー ビスの対象 業務 は,ユ ーザの国内本支 店 と海外支店 間の メ ッセー ジ 。スイ

ッチ ン グおよび国内取 引先へ のメ ッセー ジ配信 であって ,1976年 度 末現在 の システム数 は1で ある。

民間の情報通信業

A企 業 数

情 報通信業 を行 ってい る民間企業 の数は,郵 政省 が実施 した調査 に よれば ,1976年12月 末 現在54

社 とな っている。 しか し,こ の中 には親会社 だ けにサー ビスを行 ってい る会社 ,す なわ ち,社 内情

報処理部 門 を別会社 と しただ けで あって独 自の営 業活動 は行 っていない もの が13社 含 まれて いる。

したがって,一 般 のユーザ を対象 と してサ ー ビス を提 供 して いる企 業 は41社 で ある。

B企 業 規 模

資本金,従 業 員 および年間売上 高か らみた前記54社 の企 業規模 の分 布は ,そ れぞれ2--3-5表,

2-3-6表 お よ び2--3-7表 の とお りで ある。

2-3-5表 民間の情報通信業者の資本金からみた企業規模

資本金
区 別

1千万FI未満 1千万円以上
3千 万FI未満

3千 万F似 一ヒ
5千 万FI未 満

5千 万円以上
1億円未満

1億「1似上
5億 円未満

5億 円以上
10億円未満

10億FI以 上

20億 円未満
20億F似上 計

1社当たり
平 均一 般 ユ ー ザ を

対象 とす る企 業
4社 5社 4社 6社 14社 6社 1社 1社 41社

14.3億 円

(2.2)
親会社のみを
対象とする企業 2 2 3 2 3 1 0 0 13 1.04

計 6 7 7 8 17 7 1 1 54
11.6

(1.9)

(注)()内 は電子計算機等の製造 ・賃貸 ・販売業を主たる業務とする1社 を除いた平均

資料出所 昭和52年 度通信白書による。

2-3-6表 民間の情報通信業者の従業員数からみた企業規模

区 別 礫 醐 ・・人揃
50人 以 .k
100人 未 満

100人 以上
200人 未満

200人 以上
300人 未満

300人 以上

500人 未満
500人 以.ヒ
700人 未満 700人 以上 計

1社 当た り

平 均一 般 ユ ー ザ を
5社対象 とす る企業 10社 9社 5社 5社 2社 5社 41社

500人

(240)
親 会 社 の み を5

対象 とす る企 業
3 3 1 . 1 0 0 !3 104

計10 13 12 6 6 2 5 54 404

⑳7)

(注)()内 は電子計算機等の製造 ・賃貸 ・販売業を主たる業務とするi社 を除いた平均

資料出所 昭和52年 度通信白書による。
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2-3-7表 民 間の情報通信業者の年間売上高からみた企業規模

'間売上高

区 別
1億 円未満 1億 円以上

5億 円未満
5億 円以上
10億円未満

10億円以上
20億 円未満

20億 円以上
30億 円未満

30億P1以上
40億円未満

40億円以上

50億円未満
50億II似上 計 1社 当たり

平 均
一 般 ユ ー ザ を

対象 とす る企 業
1社 12社 5社 7社 6社 2社 5社 2社 40社 18.6億 円

親会社のみを
対象とする企業

1 4 5 0 0 2 0 1 13 14.1

計 2 16 10 7 6 4 5 3 53 17.5

(注)情 報処理部門における売上高。ただし,電 子計算機等の製造 ・賃貸 ・販売業を主たる業務とする1社 を除 く。

資料出所 昭和52年 度通信白書による。

資本 金 につ いては1億 円未 満 の企 業 が51.9%,従 業 員数では100人 未 満 の企 業が42.6%,年 間 売

上 高でみ ると10億 円未満 の企 業 が54.7%を 占 めて いる。 また,親 会社の みにサー ビス を提 供 してい

る企 業の規模 は,一 般 的に小 さい。

C提 供 してい るサ ー ビス

(a)シ ス テム数

前記54社 の サ ー ビス システ ムの数 は80で あ り,1社 当 た り平均 システ ム数 は1.5シ ス テム,である。

80シ ス テムの内訳 は,一 般 のユーザ を対象 とす る システムが62,親 会 社専用 の システ ムが18と な っ

てい る。

(b)サ ー ビスの種 類

80シ ス テムのサー ビス別分 類は2-3-8表 の とお りである。 この表 か らみ ると,専 用 システム

(こ こでは,特 定 の1ユ ーザ に対 しての みサー ビス を提供 している システ ム をい う)と 共用 システ'

ム(こ こでは,複 数のユ ーザにサー ビス を提 供 している システム をい う)が ほぼ半 々 となっており,

共 用 システム においては多 くの用途 の ために利用 し得 る多 目的 システム が大都分 とな っている。 そ

れ ぞれの システ ムの適 用 業務 につ いて,全 システ ムに対す る割合 をみ ると2-3-3図 の とお りで

あ る。

(c}ユ ー ザ数 および端末数

1シ ステム当た りのユ ーザ数 および端末数 の状況 は,そ れ ぞれ2-3-9表 お よび2--3-10表 の

2-3-8表 民間の情報通信業者のシステムのサービス別分類

用 途区 別 販 売 ・在 庫
管 理 業 務 証券取引業務 銀 行 業 務

そ の 他 の
特 殊 業 務 多 目 的 計

専 用 シ ス テ ム

共 用 シ ス テ ム

12

3

4

2

3

1

12

7

8

28

39

41

計 15 6 4 19 36 80

(注)専 用 シス テム とは,特 定 の1ユ ー ザ に対 しての み サー ビス を提 供 して い る シス テ ム をい い,共 用 シス テ ム

とは,複 数 の ユー ザ に サ ー ビス を提 供 して い る シス テム をい う。

資料 出所 昭 和52年 度 通信 白書 に よ る。
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2-3-3図 民間の情報通信業者のシステムの適用業務(シ ステム割合)

販 売 管

在 庫 管

董斗'1]::f支循i日1・算

経 理 業

統 計 計

ll三 産 管

給 与 計

財 務 計

資 料 検

運 送 管

そ の

原 価 計

メ ッ セ ー ジ 通 信

人 事 情 報 管 理.

預 金 業

経営(行政)情報管理

貸

保

為

付

険

替

.業

.業

業

株 式 取 引 業 務

座 席 予 約

49.4(39)

48.1(38)

36.1(29)

35.4(28)

31.6(25)

30.4(24)

30,4(24)

30.4(24)

21.5(17)

21.5(17)

20.3(16)

16.5(13)

15.2(12)

ll.4(9)

8,9(7)

7.6(6)

7.6(6>

1.3(1)

(注)()内 数 字 は シス テ ム数

(%)
100

資料出所 郵政省電気通信監理宮室 「情報

通信業実態調査」(昭和52年3月)に よる。

2-3二9表 民間の情報通信業者のユーザ数別システム数

ユーザ数

区 別
1

2以 上

10未 満
10以 上

50未 満

50以 上

100未 満

100以 上

200未 満
200以 上 計

1シ ス テム 当 た

り平 均 ユ ー ザ数

専 用 シス テ ム
シス テム

39
一 一 一 一 一 シス テ ム

39
正社

共 用 シス テム 『 シス テ ム

26

シ ステ ム

7

システ ム

2

シ ステ ム

1

シス テ ム

2
38 29.6

計 39 26 7 2 1 2 77 15.1

資料出所 昭和52年 度通信白書による。

2-3--10表 民間の情報通信業者め端末数別システム数

端末数
区 別 10未 満

10以 上

50未 満

50以 上

100未 満

100以 上

200未 満 200以 上 計
1シ ステム当た

り平 均端末 数

専 用 シス テム
システ ム

23

シス テ ム

7

シス テ ム

2

システ ム

2

シス テ ム

5

シス テ ム

39
63.8台

共 用 システ ム 17 9 3 1 8 38
193.1
(70.5)

計 40 16 5 3 13 77
127.6
(67.1)

(注)()内 は証券市場の情報を提供する1シ ステムの端末数 を除いた平均

資料出所 昭和52年 度通信白書による。
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2-3-4図 民間の情報通信業において使用されているコンピュータの大きさ(台数割合)

情 報通信・業の

コンピュー タ

総台数

(N=239台;100%)

割;i－ 趨iF砲

(23台)
///

35.2

(84台) 〃擁ご 彩
＼'＼ 、、"i

データ通情サー ビス

に使用 されてい る

コンピュー タの台 数

(N`1'9台;'00%li訟:i当 量i

lll|`1

資料 出所 郵政省電気通信監理宮室 「情報

通信業実態調査」(昭和52年3月)に よる。

2-3-5図 民間の情報通信業において使用されている電電公社の特定通信回線の規格

70一6Ll

(33)
60

50

一

一

50.0

(27)
48.1
(26)

46.3

(25)

40 →

30 ' 20.4

(11)
20 一11 .1 93

10
(6)5・6-z揚 1.9(5)

(8)山 場
A-1B-1C-lD-lD-5

規

格

(注)()内 数 字 は 企 業 数

D-7D-91-11-3」-1

資料出所 郵政省電気通信監理官室 「情報

通信業実態調査」(昭和52年3月)に よる。

とお りで ある。

なお,1ユ ー ザ当た り平均端末 数は,専 用 システムでは63.8台,共 用 システムでは6.5台 で あり

専用 システムの方 が圧 倒的 に多 い。

卜

D使 用 されて い る コン ピュー タ

(a)コ ン ピュー タ台 数

民 間の情 報通信業54社 に おいて使 用 されて いるirン ピ ュー タの総台数 は239台 で,1社 平 均4.4

台 とな っている。 この うちデー タ通信 サー ビスで使用 され ている コンピュー タの台数 は119台 で あ

って,1社 平 均2.2台,オ ンライン化率 は49.8%で あ る。
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(b)コ ン ピュー タの大 きさ

使用 されてい るコ ンピュー タの 大 きさは2-3--4図 に示 す とお り,情 報通信 業全体 と しては中

型 が最 も多 く40.6%を 占 め るが,デ ー タ通信 サー ビスに使 用 されてい るもの につ いてみ ると,大 型

が最 も多 くて51.3%を 占 めて いる。

E使 用 されている電気通信回線

情報通信業のデータ通信サービスで使用 されている電電公社の特定通信回線は,2-3-5図 に

示すとおりである。

5デ ー タ通信回線利用の現状

データ通信回線サービスには,「特定通信回線サービス」 と 「公衆通信回線サービス」の2種 類 が

あり,公 衆電気通信法の改正に伴い,1971年9月 に特定通信回線サー ビス,1972年11月 に公衆通信

回線サービスが,そ れぞれ,サ ービス開始 された。

1977年3月 末現在,特 定通信回線 は52,631回 線,公 衆通信回線は8,565回 線 ,合計61,196回 線が利

用されている。

なお・,公衆通信網 をデー タ通信に利用する方法 としては,公 衆通信回線サービスのほか,加 入電

話網利用の場合は,加 入電話に転換器によりデータ通信端末装置を接続 して利用する方法,プ ッシ

ュホンそのものをデータ通信端末装置として利用する方法と加入電話等の送受器に音響 カプラによ

りデータ通信端末装置 を結合 して利用する方法がある。又,加 入電信網利用の場合は,加 入電信に

接続装置によりデー タ通信端末装置 を接続 して利用す る方法と加入電信機 そのもの をデータ通信端

末装置 として利用する方法がある。

Aデ ータ通信回線サー ビスの概要

(a)特 定通信回線サービス

特定通信回線サービスは,民 間企業等 が設置する電子計算機 と遠隔地の入出力装置を直結する専

用線 タイプの電気通信回線 を公社が提供するサービスである。 したがって,電 子計算機と入出力装

置との間においては常に回線設定がなされている。 このため特定通信回線は,入 出力装置を常時電

子計算機 に接続 して運用する場合 に適 した回線であり,各 銀行の預金オンラインシステム,製 造業

者,販 売業者相互間の販売在庫管理 システム,情 報処理業者のTSSシ ステム等において数多 く使

用されている。

/
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特定 通信 回線 には,2-3-11表 の とお り,A規 格 からJ規 格 までの品 目が設 け られてい る。 こ

の うちビ ッ ト保証 を行 っ ている回線 と しては,最 低50ビ ッ ト/秒 か ら最 高48キ ロ ビ ッ ト/秒 までの

回線 が提供 されてい る。帯域回線 は,周 波数 の分割使用 がで き,J-1規 格(240キ ロヘ ルツ帯域)

は5つ の1-1回 線(48キ ロ ヘル ツ帯域)に,1-1回 線 は12のD-1回 線(4キ ロヘ ルツ帯域)

に分割 す ることがで きる。 又,1つ のD-1回 線 は通常24の50ビ ッ ト/秒 回線(A-1回 線 相当),

12の100ビ ッ ト/秒 回線(B-1回 線 相 当),又 は6つ の200ビ ッ ト/秒 回線(C-2回 線 相当)な ど

に分割 す るこ とがで きる。

特定 通信回線 の利 用 において,最 も特徴的 なことは,共 同使用,他 人使用で あ り,こ れ らの大 幅

な制限 緩和 によ り,企 業 グルー プ等 によるオ ンライ ンネ ッ トワー ク作 り,又,計 算 セ ンター等 の情

報処理 業者 によるオ ンラインサ ー ビスが可能 となってい る,。

2-3-11表 特定通信回線サービスの品目

品 名
内 容

規 格 種 別

A規 格

(120ヘ ル ツ)

A-1

(50ビ ット/秒直流符号伝送)

直流方式による50ビ ッ ト/秒 以下のデータ伝送が可能なもの

B規 格

(240ヘ ル ツ)

B-1

(100ビ ッ ト/秒直流符号伝送)

直流方式による100ビ ッ ト/秒 以下のデータ伝送が可能なもの

C規 格

(400ヘ ル ツ)

C-2

(200ビ ッ ト/秒交流符号伝送)

交流方式による200ビ ッ ト/秒 以下のデータ伝送が可能なもの

D規 格

(&4キ ロヘ ル ツ)

D-1

(帯 域 使 用)

通常0.3キ ロヘ ル ツか ら3.4キ ロ ヘ ル ツ まで の 周波 数 帯域 を伝 送 す
る こ とが可 能 なもの

D-5

(1200ビ ッ ト/秒交流符号伝送)

交流方式による1200ビ ッ ト/秒 以下のデータ伝送が可能なもの

D-7

(2400ビ ッ ト/秒交流符号伝送)

交流 方 式 によ る2400ビ ッ ト/秒 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

D-9

(4800ビ ッ ト/秒交流符号伝送)

交 流 方式 に よ る4800ビ ッ ト/秒 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

1規 格

(48キ ロヘ ル ツ)

1-1

(帯 域 使 用)

通常48キ ロヘルツの周波数帯域を伝送することが可能なもの

1-3

(48嬬 鰻 秒)

交流方式による48キ ロビット/秒 のデータ伝送が可能なもの

J規 格

(240キ ロヘ ル ツ)

J-1

(帯 域 使 用)

通常240キ ロヘルツの周波数帯を伝送することが可能なもの
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(b)公 衆通信回線サービス

公衆通信回線サービスは,民 間企業等が設置する電子計算機 と遠隔地の入出力装置 を加入電話又

は加入電信の回線及び交換設備 を介 して結ぶ交換回線 タイプの電気通信回線 を公社 が提供するサー

ビスである。 したがって,電 子計算機 と入出力装置 との間においては常に回線設定がなされている

わけではなく,通 常の加入電話又は加入電信利用の場合 と同様 ,必 要のつどダイヤルによって回線

設定を行 う形態 となる。公衆通信回線の利用は,特 定通信回線 のように常時回線設定 をするまでも

ない比較的データ量の少ない区間に適 している。又,既 成の全国的交換網 を利用することができる

ので,広 範囲にわたってデータ通信 を経済的に行 うことができる利点があるが
,反 面,通 信速度,

信頼性,接 続時間などの面で,特 定通信回線 に比べて種々の技術的制約がみ られる
。

公衆通信回線サービスには,加 入電話網 を利用する電話型公衆通信回線 と加入電信網 を利用する

電信型公衆通信回線の2つ の品目が設けられている。

電話型公衆通信回線は,交 流符号伝送用でおお・むね1200ビ ット/秒 程度のデー タ伝送が可能であ

る・ な概 定周波xas域 は・・3キ・ヘルツから3・4キ・ヘルツとな・ている.電話型公衆通信回線は
,

直瀞 号伝送用で・5・ビ・ ト/秒 肝 のデー タ伝送が可能である.加 入電信サービスにtSい ては,
使用 コー ドはJIS6単 位に限定 されているが,電 信型公衆通信サービスにおいては使用 コー ドは

利用者が自由に選定で き,6単 位以外の符号伝送も可能である
。

Bデ ータ通信回線の利用状況

(a)特 定 通信 回線

網30～4・%の 増加率で成 長 を繍 ナる自営 シス テムの伸 び とあい ま。 て特 定 通信 醜 の 利 用 も

1969年 以 来40%前 後 の順調 な伸 び を示 している(1971年9月 前 は専用サー ビス として提供 されてい

た)。利用状況 の全般的 な傾 向 と しては
,通 信 速度の速 い もの の占め る割合 が年々多 くなって きてい

る。 又,自 営 モデ ムを接続 して高速度 デー タ通信 に も利 用で きるD -1回 線(帯 域 使用)の 増 加が

目立 っ(2-3-12表)。

規 格別 に見 ると,200ビ ッ ト/秒 以下 の低速回線 の全回線 に占め る比 率は年 々低下 の傾 向 をた ど
っ

てい る(1971年 度60.9% ,1972年 度52.4%,1973年 度45.1%,1974年 度 および1975年 度38 .2%,1976年

度34.5%)。

1200ビ ッ ト/秒 以上 の中高速回線 の年 々の伸 び率 は高 いが
,全 回線 に占め る比率 は年 々ほぼ一定

で ある。 こう した中で,D-1回 線(帯 域使 用)の 伸 び には め ざま しい ものが あ り
,1977年3月 末

の全回線 に占め る比率 は39 .0%に 達 してい る。

擬 通信 回線 の利 用状況 を適機 務1・ よ・てみ ると
,こ こ数 年未 済 銀 行の預金縮 の システム,

交通信号機 による交馴 御システ・,各 鎚 業者汲 売業者による販売櫨 鯉 システ。{、よる利
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用が優位を占めている。

また,・ システム当 りの同轍 は,公 衆通f言醜 を含めて1977年3月 末で30・6回線 となって

いるが,(年 端 少)の 傾向にある.・ れは,(槻 模 システムの増加)内 寸要因と考 えられる・

(b)公 衆通信回線

公衆通信醜 の利用は,広 域時酬 」への移行が完了して全国的に利用力∨可能となるとともに・そ

の数の増加は著 しいものがあり,需 要の旺盛 さが うかがわれる。

利用状況の全般的 な傾向 としては,離 型公衆通信回線の利用において訟 衆網の開放以前け

フライ.の 形で加鳩 信 を利用 していた大手のシステ・の殆んどが・オ・ライ・化を終 えたことも

あり,ほ ぼ一巡 した感 じが出ている・とが特徴的である・1973年 度末時点で蝿 鯉 公衆通信回線

2-3-12表 データ通信回線の利用状況

年度末

区 別

1971 1972 1973 1974 1975 1976

回 線 数 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比
回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比

A-1

(50b/s)

4,494

(33.2)

5,088

(27.9)

%

113.2

5,773

(22.6)

%

113.5

6,150

(18.3)

%

io6.5

10,536

(23.1)

%

17L3

11,103

(21.1)

%

105.4

B-1

(100b/s)

126

(α9)

172

(1.0)
136.5

361

(1.4)
209.9

555

(1.7)
153.7

529

(L2)
△4.7

550

〔1.0)
104.0

特

定

通

信

回

線

C-2

(200b/s)

3,623

(26.8)

4,286

(23.5)
118.3

5,367

(2L1)
125.2

6,087

(1&2)
113.4

6,332

(139)
104.0

6,525

(12.4)
103.0

D-1

(帯 域 使用)

L874

(13.9)

3,463

(190)
184.8

6,783

(2&6)
195.9

11,064

(330)
163.1

16β46

(359)
147.7

シ

20,509

(390)
125.5

D-5

(1,200b/s)

3,223

(23.9)

4,946

(2τ1)
153.5

6,642

(260)
134.3

8,555

(25.5)
128.8

9,945

(21.8)
116.2

10,945

(20.8)
110.1

D-7

ほ400b/s)

172

(1.3)

266

(1.5)
154.7

515

(2.0)
193.6

907

(2.7)
176.1

1,528

(3.4)
168.5

2,638

(5.0)
172.6

D-9

(4,800b/s)

一 一
一

64

(0.3)
一

193

(0.6)
301.6

268

(0.6)
138.9

281

(0.5)
104.9

[-1

(帯 域使 用)

0 6

(α0)

一 3

(α0)
△50.0

8

(α0)
266.7

12

(0.0)
150.0

23

(0.0)
19L7

1-3

(48Kb/s)

一 一
一 7

(0.0)

一 14

(0.0)
200.0

29

(0.1)
207.1

57

(α1)
196.6

計
13,512

(100.0)

18,277

(100.0}
134.9

25,515

(10α0)
140.0

33,533

(100.0)
13L4

45,525

(100.0)
135.8

52,631

(1000)
115.6

公
.

衆
通
信
回
線

電 話型

怜 おむね1,200b/s)

一 0 一
255

(3L8)

一 1,319

(5α2)

517.3
3,180

(6α6)
24L1

5,449

(636)
171.4

電 信型

(50b/s)

一 0 一
547

(6&2)
一
1,307

(49.8)
238.9

2,065

(39.4)
158.0

3,116

(364)
150.9

計
一 0 一 802

(100.0)

一 2,626

(100.0)
327.4

5,245

(100.0)
199.7-

8,565

(100.0)
163.3

合計回線数① 13,512 18,277 134.9 26,317 144.4 36,159 137.4 50,770 140.4 61,196 120.5

シ ス テ ム 数 ② 295 441 149.5 706 160.1 1,126 159.5 1,429 126.9 L999 139.『9

システム当り回線数①/② 45.8 41.3 △90.4 37.3 △90.1 32.1 △86.1 35.5 110.6 30.6 △86.2

資料出所 昭和50年 度通信白書による。
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の利用が多くなっていたが,1974年 度末時点では逆転 して電話型公衆通信回線の利用が多くなって

いる。今後は,中 速度のデー タ通信への移行,音 響 カプラ利用の増加傾向と合わせて電話型公衆通

信回線の利用が益 々増加するものと思 われる。

(c)デ ータ通信回線 の共同使用,他 人使用,相 互接続

1971年の公衆電気通侯 の改正により・.一デmタ 通信回棚 哩 ・敢 通銅 線を・人肥 の利

;嶽 巖 漂 念 雛L灘 煙 され嘩 通信回線を他人{こ使用させ

この結果・特定通信回線の共同使用は・製造業と卸売業等 による販売在庫管理 システム
,銀 行等

の各種金隈機関の業務提携によるバ ンキングシステム,運 輸業 と旅行業の業務提携 による座席予約

システム等において数多く実現 しており,年 々増加の傾向をみている。

関連企業による電子計算機の共同利用を可能 とす る特定通信回線の共同使用はその利便性,有 用

性から,今 後 ますます多方面に増加 してい くものと推測 される。 .

また・特定通信回線の他人使用は,民 間言+算セ ・タエ が顧客に計算サービスや情報検索サービス

をオンラインで提供することを可能 としたものであり,科 学技術計算,TSS情 報検索,事 務計算

等幅広 く利用されている。

特定通信回線 と公衆通信回線の相 互接続は郵政大臣の個別認可 を必要 とするが,特 定通信回線 シ

ステムに公衆通信回線を接続 して,こ れまで電話や加入電信によってオンラインで連絡 していた各

種 の業務 をオンライン化するゲース等数多く実現 しており;そ の利便性から,今 後増加 していくも

のと推測 される。
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第4章 諸外国の コンピュータ産業および
情報処理産業

アメリカの情報産業

A1976年 にお け る主要 メ ーカ ーの実 績

アメリカ国籍 の大手 コンピュー タ本体 メー カーの1976年 決 算は,2-4-1表 の通 りで あ る。

2-4-1表 アメリカ国籍主要本体メーカーの1976年 決算状況

売 上11灘 純 益11跳 1株 当純益(㌦)

Burroughs
$1,902
¥570.6

$185.9
¥55.8

$4.62

CDC
$2,010
¥6(B

$48.6
¥14.6

$2.80

Honeywell
$2,520
¥756

$113.1

¥田.9
$5.50

IBM
$16,304
¥4,891.2

$2,398
¥719.4

$15.94

NCR
$2,310

¥6田

$95.6
¥28.7

$3.75

SperryRand $3,270 $156.8 $4.51
(Univac) ¥981 ¥47.0

(注)SperryRandは1976年4月 ～1977年3月 の年度決算

これ らはいずれ も連結決 算で あ り,SperryRandやHoneywe皿,NCRな どの決算 にはか な りの非

コンピュー タ関連 事業収 入が含 まれてい るが,IBMの 圧 倒的 優位は揺 がない。

IBMの 優 位性 は売上 高の多 さだけではない。14.7%と い う高 い売 上高利益率 はBurroughsの9.9

%,SperryRand,Honeywellの4.5%な ど をは るかに上回 ってお り全米 の鉱工 業企業の中 で も8
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2-4-2表 アメリカ国籍メーカーの汎用コンピュータ出荷状況(世 界市場)'

1976年 出 荷 1976年 末

金 額(100万 ド。) 比 率(%) 設 置 金 額

(10億 ㌦)
比 率(%) 76/75設 置 金 額

増 減

IBM

プ ラ グ ・コンパ テ ィブ ル

Amdahl

7,200

650

115

66.1

6.0

1.1

47.9 70.6 十11.2%小 計 7,965 73.2

Univac

Burroughs

HIS

NCR

CDC

DEC

Cray

790

700

680

340

265

135

10

7.3

6.4

6.2

3.1

2.6

1.2

一

5.3

4.0

5.3

1.6

2.4

0.5

一

7.8

5.9

7.8

2.3

3.5

0.7

一

十12.1

十16.5

十7.0

十9.0

十8.6

十43.0

一

小 計 2,920 26.8 20.0 29.4 十11.1

合 計 10,885 100.0 67.9 100.0 十11.2%

(注)①HIS,DECの ミニ ・コ ン収 入 は 除 く

② 合計 には3億7,000万 ㌦の小 型 ビジ ネ ス ・コ ンピュ ー タ収 入 を含 む

(出典:EDPIndustryReport77-4-22)

2-4-3表 ア メ リカ 国籍 メー カ ー によ る ミニ ・コ ン ピ ュー タ 出荷 状況(全 世 界)

台 数 金 額(100万 ㌦)

1973 1974 1975 1976 1973 1974 1975 1976

DEC 10,210 14,000 16,750 19,500 260 395 500 710

Hewlett-Packard 3,300 4,000 4,500 5,500 95 150 240 304

DataGenera1 4,305 6,095 4,800 6,800 58 92 112 179

HIS 1,000 725 1β50 1,600 69 50 90 112

GeneralAutomation 1,845 3,100 4,000 3,750 45 64 58 79

Texashstrument * 2,500 2,700 3,000 * 52 55 58

Interdata 820 1,450 1,700 1,750 19 33 43 56

Varian 1,050 1,200 1,000 1,200 27 34 38 40

ComputerAutomation 2,500 4,200 2,050 4,900 15 22 25 34

Microdata 1,550 2,300 2,050 1,880 9『 15 17 34

そ の 他 5,455 7,930 11,000 13,945 59 1田 197 264

合 計 32,035 47,500 51,900 63,825 656 1,060 1,375 1,870

*そ の他に算入(IDC調 査 をもとに作成)
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番 目 に ラ ンク され て い る。(ち なみ に売 上 高 で もIBMは 全 米第8位 となっ ているが,売 上規模 で

みた上位100社 の うち売上利益 率 が10位 以 内 にランク されてい るのは同社の みで ある。)

さ らに,流 動比率,固 定 比率,自 己資本 比率,労 働 装備 率 といった財務指標 をみ ても,IBMの 健

全 な財務体 質 と他社 に比べ ての優位 性が浮彫 りに され る。

全世 界に向 けての汎用 コ ンピュー タの 出荷状況 をみたの が,2-4-2表 で あ るが,こ こからも

IBMの 巨 大 さは明白 であ ろ う。 なお表中の設 置金額 で,IBM,フ 。ラグ ・コ ンパ テ ィプル ・メーカー,

お よびAmdahlの 分 はIBMベ ー ス として一括 されて いる。

2-4-3表 は アメリカ国籍 メーカーによるミニ ・コンピュータの出荷状況をまとめたもので ある。 こ

の分野ではDEC(DigitalEquipmentCorp)が 最大のシェアを有 しており,Hewlett-Packard,Data

Generalが これ に次 いでい る。IBMは この市場 に参 入 したばか りであ るが,近 い将来 かな りの勢 力

にな るとみ られてい る。

BlBMの 動 向

1976年,IBMは23億9,809万 ㌦(約7,194億2,700万 円)と,前 年比20.5%増 の利 益 を達成 した。

これはデー タ処理 装置 の買取 り傾 向が世 界的 に強 く,特 に最終四半期 は記録的 伸 びを示 した ことに

よ るもので,こ れは と りもなお さず,370延 命策 に よる買取 り刺激政策 が見事 に成功 してい るこ との

証 で もある。

現金収入が増大の「途 拠 ・て.きた糸苦果,今 や稼 ぎに稼いだ現金 をいか・;投資するかζい う・投

資管理 がIBMの も うひ とつ の事 業 とまで いわれ るに至 ってい る。 ちなみ に1976年 末 現在IBMが 持

つ現 金お よび有価証 券の総額 は,長 短期借 入金の実 に19倍,61億5,600万 ㌦(約1兆8,500億 円)も

の巨額 に上 ってい る。

IBMの1976年 に おけ る本体 分野での大 きな動 きは,370/158,168のAP(付 加 プロセ ッサ)シ ス

テムの発 表 および370/138,148の 発 表 による中,大 型機 の機能 強化 で ある。 また,138,148で オ

ペ レーテ ィング ・システムの1部 が ファーム ウエ ア化 された こと,そ してOSの 価 格 分離の方向 が

示 され たこ とも注 目 され る。 これ らの方向 は,1977年 に 発 表 された超 大型 機3033で さ らに明確 な

もの となった。 ピ"チ ・ツ リニ のコー ド・ネームで開発 が進め られていた ミニコンピュー タが1976

年11月 に シリーズ/1の 名 称 で発表 された こ とも注 目に価 す る。

新 た なモ デルの発表 に劣 らず重要 なの がネ ッ トワー ク体 系の グレー ド・アップで ある。従来 ツ リ

ー構 造型 で あったSNAを ,複 数 システ ム ・ネ ッ トワー キ ングへ と拡張 し,分 散処理 への対応 姿勢 を

示 した。 シリーズ/1は この ネ ッ トワー ク戦略 の一環 と して とらえることがで きよ う。

・1977年 春 には
,前 述 の3033を 驚 異 的 な低 価 格 で発表 す るとともに,370各 機 種,各 種 周辺端末 装

置の大幅値下 げ を発表,競 合 メーカー各社 に対 し大 きな衝撃 を与 えている。



第4章 諸外国のコンピュータ産業および情報処理産業53

Cそ の 他主 要 メ ー カーの 動 向

Burroughsは11.7%の 増収 と13.1%の 増 益 を達成,純 益 は1億6 ,400万 ド,,に達 した が,最 終 四半

期 では機 器 の売切 り収入 のf申び悩み をみせた。1976年 は,800フ ァ ミリーの フル ・ライ ン化 を進 め る

とともに科 学技術 計算用 スーパー ・コ ンピュー タの開発 にも着手 した。

CDCの コ ンピュー タ事 業は再 び軌道 に乗 りつ つあ るよ うだが ,こ れは コ ンピュー タ・サー ビス事

業 の業績 に大 きく支 え られての結 果で あ る。1976年4月 に発表 した コンピュー タ ・ベ ース教 育 シス

テムPLATOに は特 に力 を入 れてお り,1977年 に は このため の独 立 事 業 部 を設 立 して い る。 また

1977年 にはOmega480を 発 表 し,IBMプ ラ グ ・コ ンパテ ィブルCPU事 業 に乗 り出 した。

Honeywellの1976年 決 算 は,1970年 代 で最 良の もので あったが,こ の うちコ ンピュー タ事 業部 門

HISに よ るものは,収 入 が9億1,400万 ㌦,税 引 前営 業利益 は4 ,100万 ㌦で,利 益 は前年 と同程度 に

とどまった。1976年 の動 きでは,フ ランスの子会社Honeywell-Bullと 同 国 の国策 企業CIIが 合 併 し

CII-HBと して発足 した ことが特 に注 目 され る。

NCRは,1975年 の 不振 を一 挙 にと り戻 す好決算 となっ た。1976年5月 には新 シ リーズCriterion

を発 表,1977年5月 には3機 種 を追加発表 してい る。1976年9月1日 付 で行 われた トップ人事 は ,

最 大 の ライバ ル会社BurrOughsの エ クス レイ副 社長 を新社 長 に迎 えるとい うもので ,業 界のみ な ら

ず アメ リカ ・ビ ジネス街の大 きな話題 となった。

UnivacはSperryRand社 の稼 ぎ頭 として着 実 に業績 を伸 ば してお り,1976年11月 に は コ ミュニ

ケ ー ション ・アーキテ クチ ャーDCAを 発 表,今 後10年 以 上 に わた る長期 戦略 に着手 した。

1976年,ア メ リカの コンピュー タ本体産 業の動 きの中で ,最 も注 目されたのは,IBMの 本 体 リ プ

レー ス を狙 った プラ グ ・コンパ テ ィブルCPUの 分 野 で あった。IBMの 本 体 とソ フ トウェア ・コ ン

パ テ ィブルなCPUを つ くり,IBMの 市 場 を切 り崩 して い こ うとす る試 み は,Amdahlの 成 功 に

よ り大 きく注 目 され るこ ととなった。

Amdahlは470V/6でIBMの 超 大 型 機 市場 を蚕 食 し,同 社 に ひ き続 き1976年10月 に はltelが

中 ～大型機 で,1977年5月 にはCDCが 中 型機 で,IBMプ ラ ・コ ンCPU事 業 に乗 り出 した。

Dコ ン ピュー タ ・サ ー ビス産 業 の動 向

50億 ㌦ 規模 といわれ るアメリカの コンピュータ ・サービス市場 は,こ ん ご中期的 にみ てもか な りの

ペ ースでの成長 が見 込 まれ ている。 こんご特 に大 きな伸 びが予想 されているのは,イ ンタラクティブ,

リモー ト ・バ ッチ,デ ー タ ・ベ ースな どの オ ンライン ・デー タ処理 サー ビスであ る。 またソ フ トウ

エ ア ・サー ビス も大 きな伸 びが見込 まれて いる。 バ ッチ ・サー ビスお よびシステム ・コ ンサ ルテ ィ

ン グや システム ・デザ イ ンなどの専門 サー ビスは,今 後 の魅力的 な分野 とはみ られてい ない。一方 ,
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フ ァシリテ ィ ・マ ネジメ ン ト ・サ ービスは,お おむね有 望 なマーケ ッ トで あ るとみ られ てい る。

こん この急速 な成長 に対 して問題 になると指摘 されて い ることは,ベ ンダーがいかに して熟練 ス タ

ッフを得,育 成 し,確 保 す るかとい うこと,そ してい かに して新 しいアプ リケー シ ョン ・サー ビス

を開発 し,サ ービス体 制 を整 えるか,と い うこ とで ある。

E電 気通信分野の動向

この分野 は,当 然の ことなが ら,世 界最大 の電話 会社AT&Tを 中心 と して展開 してい るが,

1976年 も消費者通信 改正法案 な ど,様 々な動 きがみ られた。

連 邦通信委員会(FCC)は,AT&Tが 占有 す る通信市場 に対 し,過 去8年 間 にわた り競争環境

の導入 を進 めて きた。 これに より特 殊通信会 社(SCC),付 加 価 値通 信会 社(VAC)な どがAT&T

の 牙 城 に挑 んでい るが,1976年8月 にはSCCの 代 表的企業DatranがAT&Tの 反 撃 にあい撤 退 し

て い る。

コ ンピュー タ界 の覇者IBMが,Comsatな ど と共 にSatelliteBusinessSystem社 を設 立,FC

Cの 認 可 を得 て国内衛星通信 サー ビス事業 に乗 り出す一方,AT&TはDataspeed40やTNSサ ー

ビス により純粋 な通信 サー ビスか らデー タ処理の分野 へ一歩乗 り出 して きてお り,AT&T対IBM

とい う巨人同士の戦 いが始 ま りつつあ る気配 となって いる。

こ うした状況下 で,FCCは 技 術発展 によ り再 び あいまいになって きたデー タ通信 サ ービス と情報

処理 サー ビスの区分 を明確 にす るため,第2次 コンピュー タ/通 信 規制問題調査 に着手 した。一方

AT&TはFCCの 自由競争 導入策 や司法省 の独禁法 違反告訴 などを打破 す るため,活 発 なロビー活

動 を通 じ,消 費者通信改正法案 の成立 を画策,自 己の独 占的 立場 の法律的擁護 を図 ってい る。

2欧 州主要3カ 国 の コ ンピュー タ産 業の動 向

Aイ ギ リ ス

イギ リスの コンピュー タ産 業界は,様 々な意味 で新 しい局 面 を迎 えてい る。国策 メー カーICLは

1977年 以 降 は政府助 成金 不要 とい う立場 を打 ち出 し,新 主 力機2900に よ る一人立 ちに期 待 してい る。

また,NEDC(NationalEconomicDevelopmentCouncil)の コ ンピュー タ部 門 ワーキ ング ・グル

ープは
,こ んこの政府 サポー トは① 優先 買上の拡充の外② ミニ コンピュー タあるいは ソフ トウエ ア

分野 の強化 に重点 が置 かれるべ きとの勧告 を出 してい る。既 にイギ リス企業庁(NEB)は,Insac

と称 す る組織 を設立 し,こ こに ソフ トウエ ア会社 を結集 して,海 外市場へ の売 り込み を図 ろ うと し
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て い る。

〈海外重 視策 を展 開す るICL>

1976年 末 におけ るイギ リスの汎 用 コンピュー タ設置台数 は8
,543台,金 額 に して47億9,400万 ㌦

(IDC調 べ)。 設 置金 額ベー スでの シェア を見 ると,IBM48.4%,ICL27.0%で そ の差 が わず か なが

ら,年 々開 いて い く感が ある。 しか し,他 の欧米諸国 に くらべ れば ,国 産 メー カーが1社 で これだ

けの健闘 をして いる所 は ない。

ICLの 新 主 力機2900シ リーズは,モ デ ル2950(IBMシ ス テム370/138相 当)を 残 して
,1976年

中 に全て完成 した。1977年 以 降,こ れ らモ デルの本 格的納入 が開始 されれば ,国 内での シェ アも再

度 ア ップす る可能性 もある。

ICLは1976年 度(1976年9月 締)決 算 で ,総 売上 高2億9,000万 ‡ン,税 引後純 益1,250万 ㌣ を達

成 した。前年 比各20.3%,32.8%と い う増収増益 で あ る。海 外市場 の売上高 は,前 年比23%増 で1

億1,500万 雫ンと全体 の40%を 占めた。 また,1977年 度 上半期(1977年3月 締)に は,先 に買収 して

いたSingerh'よ びCogarの 業 績 も加 わったため
,大 幅 な伸び率 となった。 ちなみ に,同 期 の売上 高

は1億8,760万6ン で前 年比37%増 ,税 引前 利益 は1,300万 ‡ンで同24%増 で あ る。海外市場 におけ る

売.ヒ高 も,全 体 の51%と な り,待 望の5割 ライ ンに達 した。

ICLは こん ご とも,海 外市場売 り込みに積 極策 を採 る構 えだが
,中 でも米国 では,Cogarの 製 造施設

をベース にICLInc.と 称 す る新子会社 を発足 させ た。 これまで未進出 だった南米 には
,元Singe,

の デ ィー ラー を統合 整理 して,ICLマ シ ンのデ ィー ラー ・ネ ッ トワー クとも言 うべ きもの を張 る こ

とに成功 した。欧州大陸 の2大 市場 ,フ ラ ンスおよび西 ドイツでの事 業 も順調 で ある。 フラ ンスで

は,「フラ ンス におけるイギ リスの トップ企 業」 と しての地 位 にあ るし
,従 来赤字 を計上 して きた西

ドイツ事業 も黒字転 換 を果 した。

2-4-4表lCL業 績推 移(1968年 度 －f976年 度)

1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976

総 売 上 高(100万 雫つ 92.2 115.4 130.9 150.9 154.3 168.6 200.5 239.8 288.3

税 引 後 純 益(100万 雫ン) 2.8 3.4 4.7 5.3 1.0 6.8 7.0 9.4 12.5

1株 当 り 純 益(ペ ンス) 15.15 18.79 18.47 17.79 3.33 19.69 20.37 24.20 36.83

従 業 員1人 当 り売 上 高

(1,000雫 ン)
2.7 3.4 3.6 4.6 5.6 5.9 6.9 8.5 10.6

従 業 員 数(人) 34,058 34,001 36,329 32,669 27,701 28,798 29,178 28,069 27,317
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2-4-5表|CL2900シ リー ズ整 備 状況(1977年8月 現 在)

モデル名 発表時期 IBM対 応機種

2980 74年10月

シス テ ム370/165-n

シ ステ ム370/168

2970 74年10月

システ ム370/155一 皿

シ ステ ム370/158

2960 76年3月
システ ム370/145一 田

システ ム370/148

(2950) (?) シス テム370/138

2904 76年5月 シス テム370/115

2903 73年4月 シス テム3/12

29〔B/20 76年2月
シス テム3/8

シス テ ム32

Bフ ラ ン ス

フラ ンスの コンピュー タ産 業界では,合 併 企業CII-HBの 発 足 および周辺装置/小 型機 分野 の統

合政 策 が注 目 を集 め てい る。 フラ ンス政府 のサポー ト策 も,従 来の プラン ・カルキュ ル(旧CIIを

中 心 とす る国産 業界強化策)が,Unid.ataへ の 参加→CIIの 離 脱→HBと の 合併 とい う経過 で幕 を

閉 じ,ア メ リカ企業 との合 併 なが ら欧州最 大規模 の 本体 メー カーを持つ ことで新 しい局面 に入った。

フラ ンス政府 は,合 併会 社 に野心的 とも言 える目標 を課 す と共 に,莫 大 な助成金 と買上策 で これ を

バ ックアップす る方針 で ある。 また,ペ リ ・ア ンフ ォルマチ ィ・ク(PeriInformatique)と 称 す る分

野 の統合策 は,SEMSの 発 足 によって最 初の成果=が出て きた。同分野 は,メ イ ンフ レーム以 外の全

てのハ ー ドウエ アす なわち ミニ コン,マ イコ ン,小 型 ビジネス ・コンピュー タ(SBC),VRC,タ

ー ミナ ル
,デ ー タ ・エ ン トリイ ・シス テムな どを網 羅す る広範 な業界 をカバー してい る。 この分野

には,こ んこの花形産業 と見 られ る部 門 が多 く,「プラン ・ペ リ」 とも呼ぶべ き統合援助 計画 の成 行

きが注 目 されてい る。

<始 動 したCII-HB>

CII-HBが 正 式 に発足 したの は1976年7月1日 。従業員総 数19,000名,こ の うちR&D要 員2,500

名 と い う陣 容で,イ ギ リスのICLお よび西 ドイツSiemensを 抜 いて,欧 州最大の コンピュー タ ・

メー カー とな った。 国策会 社CIIで ,も うひ とつパ ッとしなかった フランス政府 は,新 会社 に対 す

る期待 と意 気込み が大 きく,1980年 をめ どに した大 目標 をかかげてい る。

この うち最 も注 目 される2つ は,
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① フ ランス市場 の出荷額 で,1980年 まで にIBMを 追 い抜 く
。

② 続 稿 に 占め る麟 市場 売上比 率 を,198・ 年 まで に5・%に 持 。て 、、く。

フランス政 府 は1980年 迄 の ・鯛 に
・総 額12億Z・ にのぼ る助 成金i4・ 億 ・,… 万1・、、お よ損

.ヒ

を約束 してお り・旧CII時 代 同徹 底 した支援 を行 な う・ とに して い・
.合f井 完了 まで に,国 内 で

酷 な反 対餉 もあ・ただけ に・ ・ラ ・ス疏 と してはCII-HBを 是 非 とも軌道 。乗 せた い と。 う

だろ う。

CII-HBの 主 力機 は・1980年 ま で1畑CIIの77シ リー ズ
,IRISお よ びHBの ・・リーズ6。の3本 立

が考 えられて い る・ ・の うち77シ リー ズは
,U・ ・d… 当時 の7… シ1ト ズ を改 称 した もの

.。 の シ

リーズでは・ 大型 酬 発 プ・ジ・ ・ トも
,X・/X5か らY・/Y5に 変 更 された.ま た

,Yプ 。 ジ

ェク トをめ ぐって は,1977年 に入 って断念説が出 るな ど,何 かと話題 に絶 えない。

1980年 代 の新主 力機 と しては
・ ・れ ら3シ リーズ を統合熾 したもの が緬 され て、、る

.同 プ。 ・

ンェ ク トはUniSysと 呼 ばれ ,CII-HBの 本 当の意味 の最初 の主 力機 になる
。

なお・CII-HBは1977年2月 ・合f搬 初 の決 鱗 告 を行 な・た.・ れ1・よ ると
,総 売上高31億4,1。 。

万1ラ・繊8・740万Zう ・た だ し・れは溌 足後1年 過 ぎてな・・ため
,1976年1月 一12月 のHB業 績

と1976年7月 ～12月 のCII業 績 を合計 した変則的 な もので あ る
。

2-4-1図CJI-HBを め ぐる出資比率

C西 ド イ ツ

西 ドイツでは1976年3月 に・政府 の第 ・次情 報処理麺 政策 が開始 された .同 政 策 では,① 中大

型機 開発 から ミニ コン,マ イ コン,タ ー ミナ ル開発 に力点 が移行 した② アプ リケー シ ョン開発助 成

金 の占め 砒 率 が大 幅に厳 した・ とが特 色 と して指 摘 される
.・ れ らは いず れも,ECの 聯 あ

るいは イギ リス・ フラ ンス政府 のサ ポー ト策 と歩調 をあわせ るもの だが
,国 産 ・一カーSi,men、 に
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2-4-6表Ctl・HBの 概 要

設 立 1976年7月1日

社 長 J.P.Brul6氏 取 締 役会 は11名 で構 成,こ の う ち6名 はMachinesBu11,4名 はHISの 推

薦1名 は両社話 し合いによる

業績(76年)売 上高 31億4,100万 ㌘

注(1)純 益 8,740万3ラ

総 従 業 員 数 19,000人

施 設 フ ラ ン ス 国 内6ヵ 所(Angers,Belfo鵬LesClayes-Sous-Bois,Louveciennes,Paris,

R&D活 動 SaintOver)

要 員 2,500名

生産 施設 工 場 フ ラ ンス国 内2ヵ 所(Angers,Belfort)

注② 要 員 4,500名

要 員 10,000名(サ ポ ー ト要 員 含 む)

(仏国内) (5,000人)

マ ー ケ ●全 欧州(イ ギ リス,ア イ ル ラ ン ド,イ タ リー,ユ ー ゴ除 外)

テ ィ ング 地 域 ●南米諸国(キ ューバ以南)

注(3) ●ア フ リ カ諸 国(マ ダガ ス カル 含 む,南 ア除 く)

●中 近 東 諸 国(サ ウ ジ ア ラ ビ ア,JAE,シ リ ア,カ ター ル,イ ラ ク,ヨ ル ダ ン,ク ウ ェ ー ト)

主 力 機 品

◆

:㌫ 、こ。}CH系

oシ リー ズ60HB系

技術委員会の設置

●グローバル市場における製品戦略,企 画,R&D予 算配分,新 製品の公表などを任務と

HISと の 関 係
して い る

●構i成5名(当 初HIS3名,CII・HB2名)

●補助金 として4年 間に12億㌘

●政府/公 共部門による購入総額として同41億 ㌘

政 府 助 成
●CNME(CaisseNationaledesMarchesderEat)

●政府/公 共部門の巨額の発表の処理を行なう

注(1)業 績 はHB1976年1月 ～12月,CII1976年7月 ～12月 の 合 計

蜜i彊已㌫蕊 慧 ㍑;㌫膿 壊空 蒜蕊≧ 豊熟 ㌘㌻
はHISに 移 行,逆 に中 近 東 はCII-HB担 当 とな った 。

と。ては,こ んごますます助 成金 の多 くが,NiXd・ ・fを は じめ・1・型機 ・一 カー群1こ 回 る公算 も出 て

い るため,コ ンピュー タ事業 の赤字解 消 に思 い きっ た手 を打つ必要 があ りそ うだ。
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〈Siemens,新 事 業部 に期 待>

19764`:tsけ るSi・men・ の 動 ・の中 で
・嶋 ・な・たの が1・月の新 ・ンピュー,事 業部結 成 で あ

る・従 来洞 社 の コンビュー ・関鮮 美は
,テ ・グラフ/デ ー ・通信麟/鉄 道信 号 。。テ。 な ど

と一緒 に・D・t・S・ …m・ グルー プが担当 して きた
.・ か ・,1976年1・ 月 に,汎 用 デー,処 理 、。 テ

ム とOEM向 周 辺装置 を分離 独立 させ
,新 ・ンピュー ・事業音β(DIPS)が 誕 生 した

。
この直前の7月 に・新桃7738・774・(IBM37・/138

,同148対 抗),直 後 の1。月 には大型機

7760を 発 表 し蛾 これは新事 業部 ・・対す るS・・
m… の意気込み を示 したものと受 けとられてい、

。S
iemensの 主 力機 は・U・id・ ・aか ら引継 いだ・… シ ・一ズだ …'

,.E位 でIBM37。/158-、 対 抗 の

7760か ら・ 下位 で370/115-2ヌif抗 の7722ま で は完成 して い る
.目 下,37・/168相 当 の 二。

一'モ デル開発 が急 務 とな
・てい る・㍉ ・れ につ いては何 れ

,777・ が登場 す るとみ られ る。

長期 戦略 としては・7… シ・一ズ次 ぱ 機 と して,Yシ ・一 ズ(・ 一 ド名)の 開発 、・ほのめ か さ

れてい る・ なお・Si・m・n・ の ・ ・ビュー ・事業 は
,1976年 度 において も赤字 を計上 、た もの の

,欠損額 自体
は大 幅 に削減 ・れた・1976年 度 欠損 は ・

,… 万 ・繊 と推定 ・れ ・が ,、 、,m,n、 は198。 年

までには利益転 換 で きると見込ん でい る
。

2-4『7表Sbmens70・0シ リー ズ 整 備 状況(1977年8朋 在)

モ デ ル名 メモ リ 買取値(DM) 1年 レ ン タル

(DM) 納入時期
IBM〈370>

対応 モ デ ル
7・760 1MB 5,440,000 123,000

2〃 5,970,000 140,000
3〃

4〃

6,500,000

7,030,000
158,000

175,000
1978年

第1・

158-3

8〃 9,150,000 246,000 四半期
7・755 1MB 2,650,000 75,000

2〃

3〃

3,260,000

3,880,000
93,000

111,000 1976年7月 158

4〃 4,490,000 128,000

7・748 1024KB

1536〃

2048〃

1,880,000

2,188,000

2,496,000

53,700

62,500

71,300
1976年11月 148

7・738 512KB 860,000 友,550
768〃

1024〃

1,014,000

1,168,000
28,950

33,350
1976年11月 138

7・740 128KB

l92〃

880,000

990,000
25,000

28,000
1975年8月

256〃 1,090,000 31,000
3挺 ク

512〃

1,270,000

1,350,000
36,000

38,000
135

640〃 1,420,000 41,000
768〃 1,500,000 43,000
1024〃 1,650,000 47,000

7・730-1 (最大) 平均 1975年7月 125-2

7・730-2 512KB 40,000 一 135

7・722-1 (最 大) / 1976年2月 115-2

7・722-2 384KB 一

1

、
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第5章 諸外国の情報通信業

1ア メリカの情報通信業

1968年 以来FCCは,電 気通信の分野に積極的に競争 を導入する政策 を展開し,加 えて,コ ンピ

ュータおよび電気通信関連技術の発達により,タ イムシェアリングからコンピュー タ ・ネットワー

クまで,情 報通信の地平は大 きく広がり,社 会の高度化に伴い,多 様 な情報通信業者の出現を見 る

に至った。

A付 加価値通信業者

付加価値通信業者については,明 確な定義は存在 していないが,一 般には既存の通信業者から専

鰍 を賃借 して回線網 を構築 し,そ の負輸 ・自営の ミニ・ンピ亡 タ等 を設乱 て・蓄積交麟 を

行い,高 能率 高願,低 ・ス トゐ多彩 なサービスを開発 し噸 客醍 供する業者 と解 熱 ている・

サー ビス内容 と しては,速 度,符 号,電 文形式 等の変換 によ る異 種 コンピュー タ,端 末 間の相 互接

続。 パケ ッ トの分解,高 速 高密度転送,組 立。 エ ラーの検 出修正。 回線 障害 または輻藤崎 の迂 回

中継 と負荷 の調 整。各 種 トラピ ック統 計の作成等 がある。

現 在 サ ー ビス を提 供 して い る付 加 価 値通 信 業者 と しては,TelenetCommunicationCorp.

G,aph。e、S,,、 。mlnc.T,m…1・ ・.社 寺 があ り,ま た,FCCカ ・ら認 可 を得 てはい るが・ 未だ

業務 開始 煙 。ていないITTD・m・ ・…T・an・m・ssi・nS・ …min・ ・ およびFCCに 言忍可申

請中 のMCID。 ・。T・an・f・ ・C・ ・p.の2社 が新規参入 を計画 中で ある・ しか しなが ら・ この分

里子総体 の収入 は,伸 び率は太 き・・ものの絶 対額 は まだ・」・さ く,イ枷 価値 通信 業者 と して最初 の認可

を受 けた。PacketCommunicationIhc.が 資 金難 のため市場 か ら撤退す るな ど将 来の見通 しは
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必 ず しも楽観的 なものでは ない。

現在 サー ビス を提供中 の3社 とも 国際サー ビス分里子への進出 をね ら
。てお り,す で に,カ ナダ

メキシ コへ のサー ビスは提供 されて いる
・今後 は蜘1偽 るいは 躰 へ の進 出 が目標 とされ るで あろ

うが・Telenet社 とG・aph… 社 は ,FCCか らすで に対欧 州サー ビス計 画 につ いて認可 を受 け

ており・相手中側の通信事業者 との合意寿ぐあれば,サ ービスの開始は可能剖 犬態 にな。ている。

BAT&T

AT&Tは ・ べ』ル システムの中心的存在 で あ り,ア メ リカ,そ してお そ らくは世 界最大の通信企

業体 であ る。同社 は1956年 の同 意審決 によ り,公 衆通信 サー ビス以外 のサー ビス は提供 で きな いこ

ととなってお り,し た がって,デ ー タ処 理業へ の参入 は禁止 され ている
。 しか し,コ ンピュー タを

用 いた新 たな通信サ ー ビスの提 供 には積極 的 な姿勢 を示 してお り
,以 下 に 説 明 す るDataspeed

40/4 ・TNS(T・an・ac・i・nN・ ・w・・kService)な ど の提 供 を開始 して言舌題 を呼 んで いる
。

(a)Dataspeed40/4

pa`aspeed40/4は ・AT&Tヵ"'提 供 す る端 末装置で,・ ンピュー タが処理 した繍 を文章,表

グラ フで表示す る機 能 を持 って いる
。 これは.AT&Tが75年11月 タ リフを申請 して以来 ,「情 報処

理 装置・ か 「通 信 設 備・ か で 争 わ れ た・IBM等 は
,翌12月,同 端 末はデー タ処理 立se末で あ り

AT&Tが そ れ を使 ・たサー ビ・ を提供 す るの1胴 意 徽 違反 だ として
,FCCに 反 対 を提 訴 した。

しか しなが らFCCは,77年1月 ,こ の装置 に関す る タリフを認可 す ることを決定 し,現 在 同端末

は,社 内用 も含めて数千台設 置 され ,利 用範 囲 も州内 か ら州際 に拡 大 して いる。

(b)TNS(T・an・a・ti・nN・tw・ ・kService)

特 別 の付加機 能 を持 った タ・チ ト ・(フ.・ シュホ ・)や 専用 の端 末 か ら
,ク レジ。 トか ド等

によ る電子 的送金(ElectricFundsTransfer)決 済 等 を行 うこ と等 をアプリケ ー ションとして持

つサー ビス。1976年 末 にワシ ン トン州 シア トル
,ミ ネ ソ タ州 ミネ アポ リスで開始 され た。IBM ,

バ ロ　ス・CCIA(Computer&CommunicationIndustryAsso .)等 は,AT&Tが 同 サ_

ビ ス を提 供す ることに反対 の意向 を示 してい る8

C遠 隔データ処理業

1971年 のFCCの 裁 定1・よ り・ アメtJカ に おける遠隔 デー タ処理 混 合デ ー タ処理 は
,公 益 諜

規制 を受 け ない完全 な自由競 争市場 になってい る。 この分野 においては
,コ ンピュ_タ.メ_カ あ

サー ビス ・ビz-・rか らデー ・処躁 務 を
.専門に行 ・てい る螺 まで,多 彩 な1'オ ・ ラk。C三 よ

るデニ タ処理業務が活発に行われている。
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DlBM

IBMは,コ ン ピュー タ ・セ ンター相 互間 にお・け るデー タ伝送の ための国内衛星通信網 を形成 す

るため に,コ ムサ ッ トジ エネラルお よびAetna保 険 会社 と共同 でSBS(SatelliteBusiness

S,,,,m,)社 を設立 し,77年1月FCCの 認 可 を受けた・SBS社 は パ 虫自の通信縫 を所 有 し・

極 めて高 い周波数 を用 いた完全 なデ ・ジダ レ伝送 によ・て・音声・ デー タ・画像の宗論 的麗 サー

ビス を顧 客に提供 しよ うとす る もので,1980年 初 め まで には・商 用サー ビス を提供 す る計画で ある。

IBMは,1973年 のCDCと の 和解 に よって,コ ンピュー タ ・サー ビスの分野には・6年 間参入

で きないこ ととなってい るが,こ の間 も,前 記SBS社 の 設立 を始 め と して,情 報通信 の分野 への

関心 駄 きく,6年 の 期限の切 れ る・98・年 以 降果 た して どのよ うな動 きを示す酪 緬 か ら多大

の関 心 を集め ている。

2そ の他の情報通信業の動 き

Aカ ナ ダのパ ケ ッ ト交 換 網

カナダの通信法制は,ア 刈 力と類似 しており,地 理的な関係 もあ情 報通信業 もアメリカの動

向の影響を受けやすい。

カナダにお・いても,コ ンピュータ間通信のためのパケッ ト交換網が建設 されているが,ア メリカ

と異なり,電 話会社等の既存の通信業者の手によって行われている。

(a)DATAPAC

,。llCanad。 をはVめ とす ・八大 臨 会社 の コンaソー シアムで あ るT・TS(T・an・C・ ・ad・

T。1,ph。 。,S,、 、。m)の パ ケ 。 ト交換網.提 供 され るサ ー ビスには・ コ ンピュー タを始め とす るイ

ンテ リジェ ン ト機 器 をSNAPと い うプ ロ トコルで結 ぶDatapac3000と ・ 非 イ ンテ リジ ェン トのテ レ

プ リンタ_型 端末 を,NetworkInterfaceMachineで 接 続す るDatapac3101の2種 類 が ある。

ア メリカのTymnetと 相 互接 続 されて お り1976年 末 か ら本格 的 に稼動 して いる。 これ に よって

両国の端機 器 デー タベー スはパ ケ ・ トモー ドによる的 なア グセスが可能 とな・た・

(b)INFOSWITCH

カ ナ ダ の 電 信 を運 営 し て い るCNCP(CanadianN・ ・i・nalR・ilw・y&CanadianPacifi・)の ネ

。 トワークで,回 絞 輪 よび,パ ケ・ト交換方式の両方をとり入れた齢 型ネ・トワークである・
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B国 際共同通信運営体

営利 を追求 して業 と して行 うもので はない・渇 際的 縮 縫 信 の動 きと して注 目す
べ きもの 、こ

細 の特 定の業翻 自 らの業務 の ため に
・各国 の通信事 業体 か ら期 して通信 回線 を借 りて形成 す

る国願 報 瀧 網 がある・ その権 的 な もの と して,SITA(S。c…61。 、erna,、。nal,d,T616.

communicationsAer・ ・a・tique・:国 際雌 通信共 同体)
,SWIFT(S。ci。,yf。,W。,1d.ide

Inte「bankF`nanci・IT・1ec・mmun・ ・a・・… 国際銀行 間金融 協 会)の 二
つが ある。

SITAは ・ 世界の主 な航空会社 が集 ま・て設立 した非営利 法人 で
,77年 ・月現在198の 航 空 会

社 が加 盟 し・世 界各地 に136局 の セ ・ター を持 ・てい る
.SITAの ネ 。 ト・一 クは,各 航空会社

の独 自の通信 ネ ・ トワー ・と撒 されてお り遮 席 の予縛 会社 の業務運 営
に必要 な通信 を行 。 て

い る。

SWIFTは ・加盟銀行間 を・ンピュー・と通信で齢 銀行相醐 の支払い
,送 金業務 のた

めのデー タ通信 を行 う・とを目的とした非営利繊 で
,77年 ・月現在,欧 米16,国 と躰 の主要

銀行486行 が加盟 している・ ・の システ・は
,ベ ルギーのブリュ。セ・レとオ,。 ダのアムステルダ

ムにコンピュータを鑓 し・鵬 国 に・坤 継鑓 を置 き,・れらを瀧 回線で結ぶもので,現 住 こ
テレックスや郵送で行 ・ている国際間の支払 い勘 定日目合などに関する

・。セづ 交換 を自動的

に処理することにより・スピー ドア・7"・ ・ス ト低下等が可能となる
.77年 ・月,。 一。。パで_

部の システムが稼動を始めた.
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第1章 わが国のコンピュータ産業政策

および情報処理産業政策

1ハ ー ドウ ェ ア振興 政 策

電子工業および機械工業については,1970年 まで別々の法律体系(電 子工業振興臨時措置法,機

械工業振興臨時措置法)の もとで振興が図られてきたが,機 電一体化等の要請に応 え,1971年 度 よ

り特定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法(昭 和46年 法律第17号)に 一本化 された。

電子計算機 については,イ 号機種(製 造技術に関する試験研究 を特に促進する必要があるもの),

ロ号機種(工 業化 を促進する必要があるもの),八 号機種(生 産の合理化を特に促進する必要 がある

もの)と してその振興 が図 られることとなっており,1971年11月 には電子計算機に係 る高度化計画が

告示 され,政 府 としてもそれに基づ き振興施策 を講 じてきている。なお,高 度化計画は,内 外経済

情勢の変化,国 民社会のニーズの変化に対応 させるため,1975年 に本計画 を改訂 し,内 容の充実が

図られた。

上記根拠法に基づ き,1977年 度においては下記のようなハー ドウェア振興策が講iじられている。

なお,1972年 度から実施 されてきた 「電子計算機新機種開発促進費補助金」および 「周辺装置等

開発促進費補助金」は1976年 度で計画を終 了した。

(1)次 世代電子計算機用大規模集積回路開発促進費補助金

IBMで は現在の370シ リーズに比べ価格性能比 を格段 と向上 させ,ソ フトウェア,周 辺端末装置

にも革新的な技術 を盛込んだ次の世代の電子計算機(通 称FS)を 開発中である。わが国としてもこ

れに対抗 しうる電子計算機 を早急に開発する必要がある。中でも,そ の技術的中核 となるのは,現

在のLSIを さらに高密度,高 速化 した大規模集積回路(超LSI)の 開発である。このため,1976年

度から次世代電子計算機用大規模集積回路開発促進費補助金 が創設 され,国 産メー カー5社 からな



第1章 わが国のコンピュータ産業政策および情報処理産業政策67

る技 術研 究組合 に対 して,そ の 開発 費用の50パ ー セ ン ト補 助 が行 われて いる。

3-1-1表 (単位:百 万円)

項 目 76年 度 77年 度

次世代電子計算機用大規模
集積回路開発促進費補助金 3,500 8,640

(2)日 本電子計算機㈱ に対する日本開発銀行融資

電子計算機の販売 はその大半 をレンタル制 によっているので,そ の膨大な販売資金負担 を軽減 し,

国産電子計算機 メーカーの育成 を図るため,1961年 に発足 した日本電子計算機㈱に対 し重点的に開

銀資金 を投入することによりレンタル資金の確保 を行って きたが
,電子計算機産業については,1975

年に資本,輸 入 ともに完全自由化 を行ったところであり,今 後IBMを 中心 とする外国電子計算機 メ
ーカーの攻勢はますます高まるものと予想 される

。

このような状況に対処 して,情 報処理の急速な進展により拡大するコンピュー タ市場における国

産 コンピュータの定着 を図るとともに,国 産電子計算機 メーカーの販売体質を強化す るため
,国 産

電子計算機の共同 レンタル機関である日本電子計算機㈱ に対する開銀融資が強化 されている
。

なお,従 来開銀融資その他枠の内の構造改善 およびソフトウェア開発設備の融資 を本制度と統合

し,新 たに電子計算機振興枠が設けられた。

3-1-2表 電子計算機振興のための日本開発銀行融資(単 位:億 円)

項 目 72年 度 73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度

竪
計鍔
算開
催銀
振融
翼賛

日本電子計算機㈱のレンタル
資金確保のための開銀融資 150 215 325 460 470

550

電子計算機産業の構造改善の
ための開銀融資

一 15 そ の 他
枠 の うち 同左 同左

ソ フ トウェ ア開 発 の た めの 開

銀 融 資 25 25 そ の 他

枠 の うち 同左 同左

2ソ フ トウ ェ ア振興 政 策

電子計算機の利用 およびプログラムの開発 を促進 し,そ の流通 を円滑 にするとともに,情 報処理

サービス菜箸の育成のため情報処理振興事業協会等に関する法律(昭 和45年 法律第90号)が 設けら

れ,同 法に基づき1970年10月1日 に情報処理振興事業協会が設立 されているが
,ソ フ トウェア開発

の現状 および課題 を踏まえて同法 に基づ く電子計算機利用高度化計画(1972年1月)を 見直 し
,1980

年度末 を目標年度とする電子計算機利用高度化計画が1976年3月 に告示 された。そのほか,ソ フト

ウェア生産技術開発計画,プ ログラム調査簿の作成,情 報処理技術者試験,情 報処理振興金融措置
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等の振興施策が,本 法 に沿って実施 されている。

(1)電 子計算機利用高度化計画

健全な情報化社会の実現等の要請に応 えるため,わ が国 における情報処理の普及および高度化の

指標 を示す電子計算機利用高度化計画が1976年3月 情報処理振興審議会の了承を得て告示 された。

この利用高度化計画は1980年 度末 を目標 とするもので,電 子計算機の設置目標 を5兆4,700億 円(75

年度末の実績に対 し2.4倍)と 策定 し,年 平均伸び率は19%と している。また,プ ログラムの開発 目

標 は・972年・月の利鵬 度化言過 を見直 し,今 回は,特 に④ プ・グラ・生産技術魏 のため・言語

プロセッサおよびソフ トウェア開発,管 理支援プログラムの充実,◎ オンライン情報処理高度化の

ため,通 信制御 プログラムの充実,◎ 社会,生 活領域の情報化 を図るため,社 会開発用プログラム

の充実など進むべ き方向をより明確 にしている。

(2)情 報処理振興事業協会の助成

ソフ トウェアの開発および流通の促進,情 報処理サー ビス菜箸の育成に関する事業を実施するた

め,協 会に対 し次のよ うな補助金が計上されている。

3-1-3表 (単位:百 万円)

項 目 72年 度 73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度

運営費補助 370 785 996 1,322 1,233 1,198

出 資 金 450
一 一 一 一 一

(3)ソ フトウェア生産技術開発計画

ソフ トウェア産業の自由化対策として,73年 度～75年 度まで実施 して きた情報処理産業振興対策

費醐 金(3カ 年,3・ 億円)の 成果 をS沓まえて,新 しくソフトウ・ア生産の オー トメーシ・ン化 を

図る基礎技術 を開発するため,情 報処理振興事業協会に特別委託開発制度を創設 し,ソ フトウェア

生産技術の開発が行われている。

3-1-4表(単 位:百 万 円)
1

76年 度 77年 度

500 850

(4)情 報処理振興金融措置

情報処理振興金融措置は,資 金運用部の金融債引受を見返 りとして,長 信三行が融資を行 うもの

で,そ の対象は,次 の とおりである。

① 情報処理サービス業者等の電子計算機導入,プ ロ グラム開発,情 報処理技術者の教育 その他

その業務の高度化 に必要な資金
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② 一 般企 業の プロ グラム開発 および1青報処理技術者 の教育 に必要 な資金

3-1-5表 (単 位:億 円)

72年 度
1

73年度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度

145 133 90 120 130 110

3税 制

(1)電 子計算機買戻損失準備金

JECC等 を通 じレンタル した電子計算機につ き,そ の レンタルバ ック時の買戻損失負担 をカバー

するため,JECC等 への電子計算機の売上高の20パ ーセ ントを準備金として積立てることを認めて

いる。

(2)電 子計算機の特別償却制度

情報処理の一層の進展 と買取 による導入の促進 を図る見地 から,と くに情報処理の高度化 に資す

る電子計算機(主 記憶装置の記憶容量が100万 ビット以上の汎用計数型電子計算機)を 買取 により

導入 したユーザーに対 し,初 年度1/5の 特別償却 を認めている。この制度 を利用することにより,

定率法で初年度に取得価格の50パ ーセ ント強の償却 が可能 となる。

(3)電 子計算機の固定資産税の軽減

上記 と同様の見地から,主 記憶装置の記憶容量が100万 ビット以上の汎用電子計算機 を買取によ

り導入 したユーザーに対 し,固 定資産税の課税標準 を取得の時から3年 間4/5に 圧縮する。すな

わち,1/5だ け固定資産税 を軽減することを認めている。

(4)プ ログラム保証準備金

プログラム納入後の補修負担 に備 え,ソ フトウェア企業の経営安定に資することにより,今 後の

情報化社会の重要な担 い手であるソフ トウェア産業の育成 を図るため,プ ログラム売上高の2パ ー

セン トの準備金の積立てを認めている。

4シ ステ ム 開発,技 術 開発 の推進

(1)医 療 情報 システ ムの開発

国民生活 の質 的充実 が叫 ばれてい る今 日,医 療 サー ビスは,国 民のニー ズが高 まって いるに もか
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かわらず,供 給 が追 いつかず,深 刻な社会問題 となっている。

この解決 を図るためには,現 代科学技術の先端であるコン.ビュー タを中心とする情報処理技術 と,

近年著 しい進歩をみつつある医用電子技術 を活用 した医療情報 システムの開発 を図り,医 療サービ

スの生産性の向上 と地域格差の是正 を図る必要がある。

このため,通 産省では,各 種医療用画像情報処理装置,病 院内情報処理装置,医 療用言語等を含

む総合的な医療情報 システムを開発することとし,77年 度は75年度の詳細設計,76年 度の機器試作

に引 き続 き,機 器システムの完成および一部実験が行われている。

3-1-6表 (単位:百 万円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度

110 211 313 461 440

(2)生 活映像情報 システムの開発

近年急速な技術進歩を遂 げつつあるCATV,ビ デオ ・パッケージ等 を技術的な基礎 として,こ れ

とコンピュー タを組み合わせた双方向生活映像情報 システムは,CAI,フ ァクシミリ,TVシ ョッピ

ング等広汎なサービスを提供で きる機能を有 し,来 たるべ き情報化社会の日常生活に大 きな影響 を

与 えるものとして期待 されている。

このよ うな映像 システムは,生 活系全般にわたる総合情報処理 システムであるため,実 験 タウン

を設け,機 器開発 を含めたシステム全体の開発や利用者の具体的 ・定量的ニーズの把握を行 うとと

もに,技 術的な信頼性に関 し実際のオペレーションを実施 しつつ実験することが必要である。

このため75年 度の機器の試作開発,76年 度のサブシステムの製作に引き続き,77年 度はセンタ設

備機器等の開発が行われている。

3-1-7表 (単位:百 万円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度

220 553 804 553 439

(3)貿 易 情報 システムの開発

貿 易関係業務処理 の円滑化,簡 易化 を図 るため,コ ンピュー タの活用 によ る貿 易情 報 システムの

開発 を行 うことと し,76年 度 は75年 度 に引 き続 き輸入 関連 アプ リケ ーション ・システム,サ ポー テ

ィング ・システム および周辺端末機 器の調査,開 発等 を行 って いる。

3-1-8表(単 位:百 万円)

76年 度 77年 度

108 42
」
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(4)パ ターン情報処理 システムの開発

国産電子計算機の国際競争力を強化するとともに,情 報処理の高度化の要請に応 えるため,情 報

処理関連技術 をさらに研究開発する必要がある。

このため,1966年 度以来推進 してきた超高性能電子計算機の開発に引 き続 き,71年 度 から,文 字,

図形,物 体の形状,音 声などいわゆるパ ター ン情報 をそのまま入力,認 識処理で きる新 しい世代の

電子計算機 として,パ ターン情報処理 システムの研究開発が行われている。

3-1-9表(大 型 プ ロ ジェ ク トの内 枠)(単 位:百 万 円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度

1,627 2,184 3,370 3,390 2,916

⑤ 自動車総合管制技術の開発

都市における自動車の過密化がもたらした交通混雑,渋 滞を回避 ない しは緩和,さ らにはそれら

に起因する交通事故や大気汚染 を防止することを目的 として,走 行中の個々の 自動車に,最 適走行

経路などの道路情報 を伝達することを可能 とするシステム(通 信機 と電子計算機が主体 となる)の

開発を1973年 度より行っているが,77年 度にはパイロット・システムの建設を完 了し,実都市規模の

実験 が実施 されている。

3-1-10表(大 型 プ ロ ジ ェ ク トの 内枠)(単 位:百 万 円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度

200 840 2,007 2,151 1,471

5基 盤整備

情報化促進のための基盤 を整備するため,政 府により次のよ うな諸施策が講ぜ られている。

(1)海 外情報化協力ビジョンの策定

わが国電子計算機産業等の秩序 ある海外進出,国 際協力の一環 として海外情報化に協力す るため

に,海 外調査等 を行 い,国 際協力 ビジョンの策定が計られている。

(2)シ ステム監査 マニュアルの作成

コンピュータ・システムに対する信頼性 を一層高め,健全な情報化社会 を実現するためには,シ ス

テム監査の方法等 を明確 にすることが必要である。 このため,シ ステム監査についてのマニュ アル

が作成 されている。
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(3)情 報ネットワー ク形成基礎調査

情報化の浸透につれ,コ ンピュータのTSS型 利用を中心とした情報ネッ トワークの形成 が内外で

急速に進められているが,77年 度においてもこのような国際情報ネットワー クについて,わ が国に

おけるネットワー ク育成等の政策立案に資するため,引 き続 きその実態の調査研究 が行われている。

(4)情 報処理実態調査

今 日,急 速 に変化 しつつあるわが国情報処理の実態 を継続的かつ体系的に把握 し,こ れに基づい

て情報処理振興施策の拡充等 を行 うため,情 報処理実態調査 が実施 されている。

(5)業 種別システム化調査

コンピュータ技術 の普及に伴い,産 業活動のシステム化が浸透 しつつあるが,こ のような情報化

時代における行政需要 に応 え,総 合的な行政施策 を行 うため システム化の実態動向調査が行 われて

いる。

(6)電 子計算機納入,下 取統計調査

電子計算機市場の動向を適確 かつ迅速に把握 し,景 気の変動 との関連,内 外電算機の納入動向等

を明 らかにするため,メ ーカー,商 社 を対象に納入,下 取調査 が実施 されている。

(7)情 報処理技術者の育成確保

情報処理の発展の中核的役割 を果たす人材 を確保 し,さ らにはその質的 な向上 を図るため,シ ス

テム ・エ ンジニアやプログラマー等 を対象 とした情報処理技術者試験 が実施 されている。

1976年 度 までの応募者数,合 格者数などは3-1-11表 に示すとおりである。

3-1-11表 情報処理技術者試験

区分 年度 応募者数 受験者数 合格者数 合 格 率

特種

1971

1972

1973

1974

1975

1976

累 計

3,086人

2,497

2,460

2,409

2,595

2,912

15,959

2,161人

1,577

1,479

1,501

1,756

1,881

10,355

244人

236

257

215

189

244

1,385

11.3%
15.0
17.4
14.3
10.8
13.0
13.4

一 種

1969

1970

1971

1972

1973

1974
1975

1976

累 計

12,924
10,279
7,740
6,643
7,914
8,489
9,239
10,956

74,184

10,527
7,179

5,634
4,469
5,215
5,600
6,586
7,713
52,923

811
977
568
406
631
544
495
866

5,298

7.7
13.6
10.1

9.1
12.1
9.7
7.5
11.2
10.0'

二種

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

累 計

29,098
24,200
18,499
13,821
15,518
16,230
17,438
21,193
155,997

22,057
16,249
13,499
9,748

10,562
10,962
12,469
15,089
110,635

1,832
1,649
1,279
2,280.
2,304
2,024
2,636
3,085
17,089

8.3
10.1
9.5
23.4
21.8

18.5
21.1
20.4
15.4

合 計
(1969～1976)

246,140 173,913 23,772 13.7



第1章 わが国のコンピュータ産業政策および情報処理産業政策73

(8)情 報処理技術者教育経費の税額控除制度

増加試験研究費の税額控除制度の拡充により,高 度な情報処理技術者の研修経費の税額控除 が行

われている。

(9)ソ フ トウェアの流通基盤の整備

① プログラム調査簿の作成

プログラムに対す る重複投資 をで きるだけ避け,プ ログラムの円滑な流通 を促進するため,コ ン

ピュー タ・ユーザー等が保有 しているプログラムの うちとくに円滑 な流通 を図る必要があると認め

られるプログラムを収録 したプログラム調査簿 を作成 し,こ れを一般の閲覧に供することとされて

いる。

② ソフ トウェアの法的保護調査研究

ソフトウェアの流通 を促進 していくためには,プ ログラムの所有者の権利 を何 らかの形で保護す

ることが不可欠であり,こ のよ うな観点から,ソ フ トウェア法的保護調査委員会でソフトウェアの

流通の促進 を図るための法的保護の手段 について検討 が進 められている。

⑩ ソフ トウェア等の安全対策実態調査

75年度か ら新たにソフトウェアや コンピュータ・システムの安全対策の充実に資するため
,コンピ

ュータ保有企業の安全対策の実態につ き調査するとともに,安 全対策マニュアルの作成がな される

ことになっている。

(11)情 報処理サー ビス企業等台帳制度 、

情報処理サービス企業等の機密保持の実態等を明らかにした台帳 を作成 し,ユ ーザーの閲覧に供

することにより,そ の外注先の選択 を容易にするとともに,業 界全体の機密保持の水準向上が図ら

れている。

(12)情 報処理標準化の推進

工業標準化施策の一環 として,情 報処理関係の標準化が推進 されている。

(13)情 報化週間の実施

情報化社会への円滑な発展 を図っていくためには,わ が国情報処理の高度化 を促進 しつつ,こ れ

と併行 して国民の理解 と関心を深め,情 報化の進展 に即応 した正 しい知識 を普及 させていくことが

必要不可欠である。 このため,1972年 度から毎年情報化週間が実施 され,情 報処理に関する各種の

行事が集中的に開催 されている。

⑭(財)日 本特許情報セ ンターに対する補助

㊥ 日本特許1青報センターは,内 外の特許情報 をあらかじめ電算機にインプットしておき,要 求 に

応 じて迅速かつ的確に,特 許情報 を検索 し,提 供することを主たる業務 とするもあであり,特 許情

報の検索 システムの開発費等が補助 されている。



74第3部 情報産業政策

(15)余 暇情報 システムの調査研究

国民のゆたかな余暇を実現するため,余 暇 ファシリティ ・コミュニティに関する膨大な情報 を国

民が身近に利用で き,個 々人の欲求 と条件に合致 した余暇活動 を実現 しうる余暇情報 システムの調

査研究 を行 っている。

6中 小企業情報化の促進

中小企業の情報化を促進するため,政 府により次のような諸施策が講ぜられている。

(1)情 報提供事業の推進

① 中小企業情報センターの強化

中小企業に対する情報サービス事業を拡充,強 化 し,大 企業との情報化格差の解消 を図るため中

小企業振 興事業団の中 に設立 された中小企業情報センターにおいて,事 業転換情報,公 害防止情

報等中小企業者に必要な情報の収集,提 供等が行われている。

② 技術情報室の設置

技術情報の円滑な提供 を図るため,準 備の進んでいる都道府県から順次技術情報室 を設置するこ

ととし,そ のための施設費,事 業費 について補助が行われている。

③ 中小企業団体中央関係の情報化

有効かつ的確な情報収集 を図るため,中 小企業団体中央会に情報連絡員を置 くこととし,そ の経

費補助が行 われている。

② 情報処理の指導

生産管理および販売管理 に関す る業種別の中小企業向け標準経営情報処理 システムの開発(2テ

ーマ)お よび中小企業の診断指導事業の効率化 と資質の向上を図るための電算機利用による診断 シ

ステムの開発(1テ ーマ)を 行 うとともに,都 道府県が行 う中小企業の情報処理指導に対して補助

が行われている。

(3)情 報処理指導担当者等の研修

管理者,経 営情報処理指導担当者等 を対象 とする研修が行われている。

(4)小 規模事業者の情報化

中小企業者の記帳機械化 を図 り,中 小企業の情報化 を促進するため,日 本電子計算機㈱ から商工

会議所,商 工会連合会が,電 子計算機のレンタルを受ける際,そ の レンタル料の一部 を補助すると

ともに商工会議所,商 工会の端末機購入費および普及事業費を補助する。また,日本商工会議所等に

委託 してテーマ別,シ ステム開発が行われている。
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第2章 行政 にお ける コ ン ピュータ利 用 と政 策

行政{お け る コ ン ピュー タ利 用 と政 策

A国 の行政機関におけるコンピュータ利用の現状

わが国 の行政機 関 におけ るコンピュー タの利用台数 は
,1976年 度 末現在,総 計1,401セ ッ トであ

る。 その 内訳 は,各 省庁267セ ッ ト,地 方公共 団体760セ ッ ト,政 府 関係機関374セ ッ トであ る。

3-2-1表1976年 度電子計算機導入状況

区 分 1975年 度 1976年 度 導 入 状 況
1976年 度 更 新省庁 名 セ ッ ト 数 新規 増 設 更新に伴 う増減 返却廃棄等 そ の 他 セ ッ ト数 セ ッ ト救

総 理 府 4

警 察 庁 7
4

北 海 道 開 発 庁

防 衛 庁

経 済 企 画 庁

1

49

1

1

7

2

49

1

6

科 学 技 術 庁

環 境 庁
8

2
2

l

lO

2

l

l

法 務 省 4

外 務 省 4
4

大 蔵 省 9 1
4

10
文 部 省 10

厚 生 省
農 林 省

通 商 産 業 省

運 輸 省

9

10

28

29

1

←

△1

1

7

3

6

10

9

11

31

42

2

1

5郵 政 省
労 働 省

45

8 '

1 46

8建 設 省 17 △1 16

.∨

3
自 治 省 1

1

計 246 2 7 △1 13 226 20
注1書 亨磐 顕 繁:と1976`F度 末現在f呆有で… 項・・… 当す・も・で…

舗 嬬 縞 漂 巴、(靭訓 ンタルの場合は月… タ・料・4・1…"・1・…万・・上・・・…

翻F薯 蹴 舗;・㌶ 喬1;嘉瑞 あξム㌫ 癬 羅 蹴 冤;鱗 羅 。。た、。.一 行政管理庁 「電子計算機利用実態調査報告書」一
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1975年 度 に比較す ると,各 省庁21セ ッ ト増,地 方 公共 団体153セ ッ ト増,政 府 関係機関64セ ッ ト

増 となってお り,急 激 な伸 び を示 している。

各省庁別 にコンピュー タの 利用台数 をみ ると,3-2-1表 の とお り,防 衛庁49セ ッ ト,郵政 省46セ

ッ ト,運輸 省42セ ッ ト,通 商産 業省31セ ッ ト,建 設省16セ ッ トの順 となってお り,こ れ らの省庁で69%を

占め てい る。前年度 との対比 では,航 空管制 システムの大幅更 改,気 象衛星 システムの新稼 動 を行

った運輸 省の伸 びが著 しい。

年度 別の コ ンピュー タ利用 の推 移 をみ ると,3-2-2表 の とお りである。

3-2-2表 年度別新規 ・更新等導入状況

年度区分 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976

導 入 セ ッ ト数

う ち 更 新 数

返 却 廃 棄 数

対象範囲変更 分

差 引 純 増 加 数

37

9

△2

26

34

10

△1

23

35

15

△9

11

45

18

△4

23

50

24

△9

17

51

35

△4

△4

8

32

22

△2

8

16

29

20

△1

13

21

セ ッ ト数 累 計 148 171 182 205 222 230 246 267

一同上報告書一

1976年 度 におい ては,1975年 度 と比較 して,21セ ッ トの増加 であ るが,こ の うち13セ ッ トは,本

調査 に未 計上 で あった もので新 た に含め たものであ り,純 増 は8セ ッ トで ある。 またこの内訳 をみ

ると更新時 に増設(1セ ッ ト→ 数 セ ッ ト)し た ものが多 く,新 規 導入 は2セ ッ トとなってい る。

規模別状 況 をみ ると,前 年度 か ら大型機 が半数以上 を占めて きて お り,1976年 度 では,147セ ッ

ト(55.1%)と な って いる。 これ を業務類型 と対比 して み ると,3-2-3表 の とお り,大 型機

は業務型 及び特殊 利用型で 利 用 されている。

2-2-3表 類型別規模別設置状況(1976年 度)

規 模類 型 大 型 中 型 小 型 未 定 計 構成比(%)

一

般
行
政
事
務

官 房 型

統 計 型

業 務 型

個 別 利 用 型

8

7

83

1

4

39

7 6

4

8

11

126

14

3.0

4.1

47.2

5.2

小 計 99 50 6 4 159 59.5

特
殊業

務

特 殊 利 用 型

試 験 ・研 究 型

34

14

12

35

2

11

48

60

18.0

22.5

小 計 48 47 13
、

108 40.5

計 147 97 19 4 267 100.0

注)類 型区分は電子計算機設置部門 をその機関種別,適 用業務,処 理方式等を勘案 して性格統計 を行ったものである。
一事 官 房 型……担当部門が官房に設置 され省庁内情報処理の中核となっている部門

馨 誓露 量::::::驚篇認2ξ妻自責き繰返富;翻
政務 個別利用型……一般行政事務を処理す る上記以外の部門で地方支分部局や付属機関において独自に電子計算機処理 を行っている部門

:讃麟 言12墨::::::議i,綴製灘 議 纏 鷲罐 縦 聖日翻 門
一同上報告書一
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買取'レ ン タル別 にみ ると・JECCレ ン タルが193セ ッ ト(73 .4%)で 大 部 分 を占 め ,買 取 は

28セ ッ ト(10.7%)と 前 年度 よ り減少 し,メ ー カー レ ンタル24セ ッ ト(9.1%),デ ー タ通信 サー ビ

ス15セ ッ ト(5.7%)と こ れ らの方式 が増加 して きて いる
。

周辺機 器の設置状況 をみ ると,磁 気 テー プ装 置 が1,586台(CPU1セ ッ トあた り平均6台)で あ

るが,機 種 大型化,オ ンライン化等の進展 に伴 い,磁 気 デ ィス クの導入 が進 み,最 近 の4年 間 に2

倍 とな り,現 在1,025台(CPU1セ ッ トあた り平均4台)が 設置 されてい る
。

また,入 出 力装 置では,デ ィス プレイ,OCR,プ ロ ッター等 の増加 が目立 ち
,デ ィス プ レイは

128台(CPU1セ ッ トあた り平均0.5台)を 数 えるに到 ってい る
。

適 用業務 の状 況 をみ る と,共 通管理業務11.9%,統 計 業務19.6% ,原 局 業務50.3%,試 験 研究13.6

%・ 教 育 その他4・6%と な ってお り,こ れ らの処理 内容 をみ ると
,3-2_4表 の とお り,集 計 ・

製表 が約30%を 占 めて いるが,最 近分析 ・予測 ,フ ァイルの蓄積管理等 の処理 が行 われてい る。

3-2-4表 業務類型別処理内容の状況(1976年 度)

業務類型処理内容
共通管理業務 統計業務 原局業務 試験研究 教育その他 計

集 計 ・ 製 表 41
(39.1)

72
(41.4)

"109

(24.4)
16
(13.3)

5
(12.2)

243
(27.4)

フ ァ イ ル 蓄 積 管 理 13
(12.4)

18
(10.3)

86
(19.3)

4
(3.3)

1
(2.4)

122
(13.8)

情 報 検 索 10
(9.5)

18
(10.3)

36
(8.1)

7
(5.8)

一 71
(8.0)

情 報 加 工 提 供 サ ー ビス
7
(6.7)

13
(7.5)

30
(6.7)

2
(1.7)

一 52
(5.9)

分 析 ・ 予 測
8
(7.6)

38
(21.9)

64
(14.4)

23
(19.2)

5
(12.2)

138
(15.6)

技 術 ・ 数 理 計 算
2
(1.9)

12
(6.9)

41
(9.2)

52
(43.3)

16
(39.0)

123
(13.9)

通 信 制 御 ・メ ッ セ ー ジ交 換
8
(7.6)

3
(1.7)

31
(7.0)

1
(0.8)

一 43
(4.8)

各 種 制 御 一 一 10
(2.2)

5
(4.2)

一 15
(1.7)

そ の 他 16
(15.2)

一 39
(8.7)

10
(8.3)

14
(34.2)

79
(8.9)

計 105 174 446 120 41 886
(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

注1)「 共通管理業務」 とは会 計,給 与,人 事等共通 的管理業務の ことをい う。

訂 ほ繊 欝 繊 謬 二論 難 馴 難論;畿 §蓼際 … も・・…
一同上報告書一

各省庁の主要 な適用業務は,総 理府統計局(統 計),警 察庁(指 名手配照会,車 両照会,運 転者管

理),北 海道開発庁(設 計積算),防 衛庁(補 給管理,技 術計算),経 済企画庁(経 済分析計算),科 学技

術庁(技 術計算),環 境庁(分 析計算,公 害計測),法 務省(犯 歴票管理,出 入国記録管理,供 託金計

算),外 務省(情 報検索,旅 券発給,電 信メッセージ交換,写 植),大 蔵省(統 計,情 報検索,税 務),

文部省(統 計,情 報検索,分 析計算),厚 生省(統 計,社 会保険,年 金)農 林省(統 計,在 庫管理,
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技術計算),通 商産 業省(統 計,情 報検 索,技 術 計算),運 輸 省(統 計,車 検登 録,気 象,航 空管制),

郵 政 省(貯 金,簡 易保 険,数 理統 計),労 働 省(統 計,雇 用保 険,労 働保険,職 業紹介),建 設 省(統

計,技 術 計算),自 治 省(統 計)と なっている。

処理 方式 別 にみ ると,267セ ッ トの うち,バ ッチ処理のみ を行 ってい る機 種 は,138セ ッ ト(52.5%)

で,オ ン ライン リアル タイム及 び リモー トバ ッチ方式 を採用 してい るのが125セ ッ ト(42.3%)で

概 ね半 々 となってい る。 また これ らの うちマ ルチ処理 を行ってい るもの が92セ ッ ト(35.0%)あ り,

機 種 の大型化 に伴 い処理 方式の高度化 がみ られる。

業務類型別 にオンライ ンの利 用状況 をみ る と3-2-5表 の とお り,業 務型,特 殊利用型 のオ ン

ライ ン化率 が高 く(76.5%),前 者 は中央 と地 方 機関 とのデー タ伝 送で あ り,後 者 は管 制,通 信 制

御,気 象観測業務で ある。

3-2-5表 類型別処理方式の状況(1976年 度)

処理方式

類 型
バ ッ チ の み

オ ン ラ イ ン

リ ア ル タ イ ム
リモ ー トバ ッチ 計

一 官 房 型 2 2 4 8

般 統 計 型 8 2 1 11

行 業 務 型 72 37 13 122

政 個 別 利 用 型 10 3 1 14

事
92 44 19 155

務 小 計 (59.3) (28.4) (12.3) (100.0)

特 特 殊 利 用 型 8 38 2 48

殊 試 験 研 究 型 38 16 6 60

業
46 54 8 108

務 小 計 (42.6) (50.0) (7.4) (100,0)

138 98 27 263

計
(52.5) (37.2) (10.3) (100.0)

注1)()内 は構成比。

注2)機 種未定の4セ ットを除 く。
一同上報告書一

1976年 度 におけ る稼 動状 況 をみ ると,月 平 均有効使用時間 で大 型機286時 間,中 型機235時 間,

小 型機156時 間 で全体 の平均 では256時 間 であ るが,前 年度 とほぼ同様 で ある。

コンピュー タ要員は,1976年4月1日 現在,4,800人 で 前年 に比 し309人 の 減 となってい る。 これ

は大部 分 がキ ーパ ンチ ャーの減少 である。

職 能 別 にみ る と,オ ペ レー タ1,113人(23.2%),キ ー パ ンチ ャー942人(19.6%),プ ロ グラマー

9・8人(・9.・%),庶 務 その他789人(16・4%)・SE558人(11・6%),管 理 者260人(5・4%)・ 電 子
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計聯 関縛 務230人(4・8%)のJluaと な・ており
,前 年砒 し,キ ー・・ンチ。一の勘 が目立 ち,

これはパンチ業務の外注化あるい1まOCR・OMRの 導入による入出力方式の己嬉 等
によるもので

ある。

また・外部委譲 員及びメーか 派遣要員の利用は
,そ れぞれ131人,211人 で,外 部委託要員は

前年に比 し2・人増 とな・ているが,・ 一カー派遣要員は14人 の減とな。ている。

シフ ト制については・これを導入 して・、ないと・うが大半で83
.1%を 占め,シ ・ ト制 を採用して

いるものは,特 殊業務が多 く16.9%に す ぎない。

運用縫 の纐 は・1976年 度予算で488億8千 万円で前年度に上ヒし85億円増(21
.2%増)と な。

ている。

その内訳は・ レンタル費24g億 ・千万円(51 ・・%),消 耗蹟62億6千 万円(12 .8%),外 注縫44

億8千 万円(9・2%)・ その極 信回線費・デー・通信サービ・欝 とな。てい・.前 年度に比 し,。
ンタル費40億 円,外 注費10億 円等が主 な増加の原因である。

1976年 度は実馴 査 とは別個 … 各省庁の利用の現状及び言果題 をはあくするため
,第1次,第 、

次にわた・てア・ケー ト調査 を行 ・た.そ の結果の腰 は次のとおりである。

(電子計算機利用の効果)

① 電子計算機の導入目標がどの程度達成 されているカ・にっいてみると
,ほ とんど達成 されたと

考えているものが59部 門(61%)で ・ 目標 がまだ粉 に達成 されていな・・もの37部 門(,,%)と な

っている。

② 電子計算機 入の効果についてみると,95部 門(98%)は 効果が上がっているとしているが
,

このうち45%は 「未検討ではあるが効果1ま上がっていると思 う」とす るものである
。

(電子計算機の導入及び切替)

③ 各省庁の機械化の現状については,拡 大すべ き対象業務がなく現状の適用業務で安定 してし、

るとしたものは14%に すぎず・ほとんどは今z麦も適用業務の拡大を予定 している。

④ 桃 の切替にあた・てその容易性が軽 視 されており,離 更新・寺の作業量の轍 ,業 務中
断の防止等 を図 る観点から・離 の系列化や互換性の確僻 の嫌 が必要とされて、、る

。

⑤ 電子計餓 部門の繊 ㈱ の整備は,最 も優先順位の高い課題とな。ており,機 靴 の拡大
にあた・ては・ その組継 の位置づ・ナを明確にするとともに業務部門との連融 化が必要とされて

いる。

(ソフ トウェアの管理)

⑥ システム及びソフ トウ・アの開発はゴ としてプ・ジ・クトチー・を織 して行
。ているが,

開発 したシステム及びソフトウェアの評価方法の確立が課題 とな
っている。

⑦ 開発 されたソフ トウ・ウの管理 としては澄 鱗 の作成渇 瀦 の設置等がとられているが
,
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開発技法の標準化,プ ログラムのモジュール化,パ ッケージ化,ド キュメン トの記載範囲及び記載

方法の標準化,管 理体制及びメンテナンス体制の充実化が必要 とされている。

⑧ ソフトウェアの流通は将来の課題 となっており,コ ンノミー トシステムの開発 汎用ソフ トウ

ェアの開発と登録制の採用等が必要 となっている。

(データの管理)

⑨ データの管理に関しては,デ ータ管理責任者の設置 デー タ管理規程の整備が行われている

ものの,管 理体制の整備,保 管スペースの確保,保 全手法の検討等の課題があげられている。

⑩ データの利用については,デ ータコー ドの標準化,コ ンバージョン体制の整備 デー タ構造

の確立,ク リアリング機能の充実といった基盤整備が必要 とされている。

(電子計算機の運用管理)

⑪ 電子計算機の運用管理上の課題 としては,入 出力の効率化 を図 ることが最も重要 な課題で,

端末機 によるデー タ発生現場での即時入力,手 書きOCRの 開発等が必要とされている。

⑫ 管理体制に関 しては,管 理責任者の設置(約2/3),運 用管理規程の作成(約1/3)等 が行われ

て きているが,な お要員の充足,専 門官の設置等が課題となっている。

⑬ 運用管理のためスケジュールが作成 されているが,緊 急業務のとび込み作業等の処理に関 し,

業務部門 との連携,調 整をどのように図るかが,今 後の課題 となっている。

(要員の管理)

⑭ 要員の確保 と養成,と くにSE,上 級プログラマーの確保 ・養成については古 くから提起 さ

れている問題であるが,今 回の調査でも課題 となっている。

⑮ 最近は,要 員不足を補 うため外部派遣要員の利用が進んでいるが,派 遣元の技術水準の維持

向上のための対策が必要 とされている。

⑯ 人事のローテーションは未確立のところが多く,確 立が望 まれている。

(通信回線及び端末機の利用)

⑰ 通信回線の利用については,費 用対効果の測定がほとんど行 われておらず,測 定方法 評価

基準の作成が必要となっている。

⑱ 端末機 については,専 用端末機の開発 標準化,メ ンテナンス体制の整備等が必要 とされて

いる。

(委託及び外注)

⑲ 委託及び外注の件数は増加 してきているが,そ の基準 範囲の明確化が必要 となっており,

また契約に際 して,見 積 りの適正化や単価の統一等が課題となっている。

⑳ 業者の選定基準 としては,技 術力と業績 をあげるものが多いが,そ の技術力をどのように評

価するかが言果題 とな。ている.ま た業者の監督体制等については,委 託仕様の完全履行や秘密の保
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護 等 から,検 査,監 督職員 の任 命が主 に行 われて いるが,検 収 方法 ,担 当者 の あて方 の改善,委 託

要領 の作成等 が課題 となってい る。

B政 府関係機 関におけるコンピュータ利用の現状

1976年 度 にお』け るコ ンピュー タの利用 セ ッ ト数 は,3-2-6表 の とお り374セ ッ トで,機 関別

にみ ると,日 本国 有鉄 道96セ ッ ト,日 本電信電話 公社67セ ッ ト,日 本 放送協 会47セ ッ ト,社 会保険 診

療 報酬支払基金37セ ッ ト,日 本 中央 競馬会31セ ッ トの順 となってお り,5機 関 で278セ ッ ト(74.3

%)を 占 めてい る。

また主要適 用業務 も3-2-6表 の とお りで ある。

3-2-6表1976年 度電子計算機導入状況

法 人 名
1975

年 度

1976

年 度
主 要 適 用 業 務

公
日 本 専 売 公 社

日 本 国 有 鉄 道

4

74

4

96

統計,経 理,在 庫管理,給 与計算

麟 魏 翻 竃 轡,嬬 鯉 給与計算・
社 日 本 電 信 電 話 公 社 64 67 電話料金計算,施 設管理,統 計,試 験研究 ,教 育

石 油 開 発 公 団 2 2 技術計算,経 済計算,情 報検索,統 計

公 日 本 鉄 道 建 設 公 団 1 1 経理,資 金管理,給 与計算,統 計

日 本 住 宅 公 団 1 1 磯 鶏,纏 雛 繹 算饒 管理・
日 本 道 路 公 団 4 5 料金集計,統 計,給 与計算

団 首 都 高 速 道 路 公 団 5 2 交通管制

阪 神 高 速 道 路 公 団 1 2 交通管制,経 理

動 力炉 ・核燃料開発事業団 2 3 技術計算,技 術 ・環境データ管理,給 与計算

事 宇 宙 開 発 事 業 団 4 9 技術計算

業
国 際 協 力 事 業 団 1 1 給与計算,事 務計算,固 定資産管理,統 計

石 炭 工業 合理 化事業団 1 1 給与計算,経 理

団 小 規模 企 業共 済事業団 1 1 共済業務,経 理業務,融 資業務,統 計

中小企業退職金共済事業団 3 1 共済業務 統計

北 海 道 東 北 開 発 公庫 1 1 馴 鹿 勢L穫 誤 財務蜥
公 沖縄振 興 開発 金融 公庫 1 1 金融業務,統 計,給 与計算

国 民 金 融 公 庫 4 4 金融業務,統 計,経 理,給 与計算

庫 農 林 漁 業 金 融 公 庫 1 1 金融業務,統 計,給 与計算

中 小 企 業 金 融 公 庫 1 1 金融業務,統 計.給 与計算
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法 人 名
1975

年度

1976

年度
主 要 適 用 業 務

公 中小企 業 信 用保険公庫 1 1 麟 藷寛 保櫟 卜繊 管理回収業務 顧 鰍
庫 住 宅 金 融 公 庫 1 1 金融業務,統 計,給 与計算

金 日 本 開 発 銀 行 1 1 金融業務,財 務分析,統 計,給 与計算

雇 日 本 輸 出 入 銀 行 1 1 金融業務,統 計,給 与計算,経 済分析

特
殊 農 林 中 央 金 庫 5 6 金融業務,経 理,統 計

銀
行 商 工 組 合 中 央 金 庫

4 4 金融業務,預 金管理,統 計

営
団 帝 都 高 速 度 交 通 営 団

1 1 給与計算,料 金計算,統 計,在 庫管理,技 術計算

東 北 開 発 株 式 会 社 1 1 営業計算,経 理,給 与計算,統 計資料作成

特 電 源 開 発 株 式 会 社 1 1 設備管理,燃 料,経 理,給 与計算,統 計,技 術計算

殊 日本航空機製造株式会社 1 1 在庫管理,給 与計算

会 日 本 航 空 株 式 会 社 10 10 麟 認 麟 橿:綴鑑 繁 華1・灘 理

社
国際 電信 電話 株 式会社 11 13 麟 耀 「嬬 野 蒜 全篇 統計・鯉 飾

日本自動車ターミナル株式会社 1 1 料金計算

国 民 生 活 セ ン タ ー 1 1 情 報 検 索,ア ンケ ー ト集 計

日 本 原 子 力 研 究 所

日本科学技術情報センター

2

1

.2

1

原子力に関する開発研究

麟 纏(畠 詰論 ン滅 ㌶ 餐誌自動編集

そ 理 化 学 研 究 所 1 1 技術計算,会 計経理

日 本 育 英 会 1 1 鑑 聯 、罐 の言挟 収糸内
私立学校教職員共済組合 1 1 共済業務,統 計

日 本 学 校 安 全 会 1 1 災害共済給付業務,災 害調査統計,会 計経理

の
国 立 劇 場 1 1 給与計算,料 金計算

社会保険診療報酬支払基金 1 37 巖 響鞠 鍵 裂報酬支払醐 、
EI本 中 央 競 馬 会 31 31 勝馬投票券発売集計

他 農 林漁業団体職員共済組合

EI本 貿 易 振 興 会

1

2

1

2

共済業務,統 計,給 与計算

麟欝織竃欝竃㌦
ア ジ ア 経 済 研 究 所

日 本 放 送 協 会

1

45

1

47

統計,経 済分析

麟 瓢 鷹!i算鷲豊郷 驚轍 灘納

計 306 374

注)木 表 は,1975年3月 糊 在 の 禾・」聯 関 ・つ き,1976年3月 規 込 で禾・1用状 況 を照 会 した結 果 を

と りま とめ た もの で あ る。
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C地 方公共団体におけるコンピュータ利用の現状

1976年4月 現 在の地方公共 団体 の コンピュー タ導入 セ ッ ト数 は
,760セ ッ トと前年度 に比 し153

セ ッ トの増加 となってい る。 その内訳 は ,都 道府 県45団 体289セ ッ ト(前 年224セ ッ ト),市 区町 村

576団 体471セ ッ ト(前 年383セ ッ ト)で ,都 道府県65セ ッ ト,市 区町 村88セ ッ トの増 となってい

るが,伸 びは少 くなってい る。

また,民 間計算 セ ンター に委託 してい る団体 は ,都 道府 県で2団 体,市 区町村 で1,851団 体,計

1,853団 体 で前 年 に比 し38団 体 の増加 となってい る。

導 入団体 と委託 団体 を合 わせ ると全地 方公共 団体の72%が コ ンピュー タを利 用 してい る。(3-2

-7表
,8表 参 照)

3-2-7表 地方公共団体におけるコンピュータ利用団体数
(単位 団体)

区 分

1976年4月1日 現 在

(A)

1975年4月1日 現 在

(B)

増 減

(A)一(B)

導 入

団 体

委 託

団 体
計
導 入

団 体

委 託

団 体
計
導 入

団 体
委 託

団 体
計

都 道 府 県' 45 2 47 44 3 47 1 △1 0

市

町

村

単
独
利
用
団
体

特 別 区 18 5 23 18 5 23 0 0 0

市 町 村 291 1,704 1,995 238 1,708 1,946 53 △4 49

小 計 309 1,709 2,018 256 1,713 1,969 53 △4 49

共同利用団体 267 142 409 256 99 355 11 43 54

計 576 1,851 2,427 512 1,812 2,324 64 39 103

合 計 621 1,853 2,474 556 1,815 2,371 65 38 103

一 自治 省 「地 方 自治 コ ンピュ ー タ総 覧」一

,3-2-8表 地 方公 共 団 体 に お け るコ ン ピ ュー タ設 置 セ ット数

区 分
1976年4月

1日 現 在

(A)

1975年4月

1日 現 在

(B)

増 減・

(A)一(B)

増 減 率

込)　(B)×100
(B)

都 道 府 県 289 224 65 29.0%

市

町

村

単
独
利
用
団
体

特 別 区 23 22 1 4.5

市 町 村 405 321 84 26.2

小 計 428 343 85 24.8

共同利 用団体 43 40 3^ 7.5

計 471 383 88 23.0

合 計 760 607 153 25.2

一同上報告書一
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都道府 県の コ ンピュー タ利用状況 をみ ると,セ ッ ト数の最 も多いの は東京都 で56セ ッ ト,次 いで

大阪府41セ ッ ト,愛 知県20セ ッ ト,兵 庫 県18セ ッ ト,埼 玉県10セ ッ トの順 となってい る。

規模 別 にみ る と,中 型114セ ッ ト(39.4%),小 型84セ ッ ト(29.1%),超 小 型54セ ッ ト(18.7%),

大 型37セ ッ ト(12.8%)と な ってお り,中 ・小型機 が圧倒 的 に多い。(68.5%)

レ ン タル ・買取別 では,買 取172セ ッ ト(59.5%),レ ンタル117セ ッ ト(40.5%)で 買 取 が多い が,

大 型は レンタル,小 型 は買取,中 型 は レンタル ・買 取 がほ ぼ半 々 となって いる。

処理 方式 別で は,リ アル タイム処理142セ ッ ト(49.1%),バ ッチ処理137セ ッ ト(47.4%),リ モ

ー トバ ッチ処理10セ ッ ト(3 .5%)で あ り,タ イム シェア リング処理 は行 われてい ない。

1976年 度 の予算額 は,263億65百 万 円で前年 度 に比 し,35億77百 万 円(15.7%)の 増 となって いる。

費 目別 では,委 託 費等が最 も多 く77億4百 万円で29,2%,次 い で レンタル料68億81百 万 円(23.8%),

人 件 費58億11百 万 円(22.0%)等 の 順 となってお り,委 託 費等(パ ンチ,オ ペ レー シ ョン等)が 多

いのが特色 であ る。

コンピュー タの要員数 は,1976年4月1日 現 在,2,182人 で前 年度 に比 し,232人(11.9%)の 増 とな

ってい る。職能 別 にみ る と,SE・ プ ロ グラマーが1,006人(46.1%),庶 務 ・その他405人(18.5%),

電 算 関係事 務職員383人(17.6e/,),オ ペ レー タ263人(12.1%),キ ー パ ンチ ャー125人(5.7%)

の 順 とな って お り,国 と比較 し,SE・ プ ログラマーが多い こと(国 は30.6%)及 び オペ レー タ,

キ ーパ ンチ ャーが17.8%で 極 端 に少 くなって いる。

これは,民 間の計算 セ ンター等 か らの派遣 要員 の利用 によ るもので,379人 と国 よ り多 く,委 託 費

等 の増の一 因 となっている。

1セ ッ トあた りの月平均稼動 時間 は,331時 間 で国 よ り高 くなって いる。

適 用業務 をみ ると,3-2-9表 の とおりであるが,① 大量デ ー タの処 理(給 与計算,税 務,統 計等)

は ほとん どの府 県で処 理力桁 われてい る,② 公害 監視,検 診等の住 民生活 に直結 した分野 での処理 が

多 い こと,③ 予測 ・計画作成の ための利 用 が進 んでい るこ と,が 特色 であ る。

3-2-9表 都道府県における適用業務の状況(単 位:団 体)

区 分

団

体

数

総 務 ・ 企 画 関 係 商 工 関 係 農 林 関 係
土 木 ・

建築関係

人

事

管

理

給

与

税

務

財

務

会

計

選

挙

そ

の

他

各
種
実
態
調
査

各
種
資
金
事
務

そ

の

他

森

林

計

画

工
事
設
計
積
算

各
種
資
金
事
務

各
種
補
助
金
事務

そ

の

他

公
営
住
宅
管
理

道
路
台
帳
管
理

導入団体 45 38 44 45 42 10 30 28 13 23 44 18 31 30 32 24 21

委託団体 2 1 2 2 1 一 2 2 1 一 2 一 2 1 1 1 一

計

(利用率%)

47 39

(脇.0)

46

(97.9)

47

{looo〕

43

(9L5)

10

(2L3)

32

((遥.1}

30

(〔氾.8)

14

(29.8}

23

(48.9)

46

(97.9)

18

(38.3)

33

(70.2)

31

(66.0)

33

(70.2)

25

(53.2)

21

(44.7}
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土木 ・建築関係 民 生 ・衛 生 関 係 公営企業関係 公

害

防

止

各

種

統

計

予

測

・

計

画

そ

の

他

行政 委 員会 関係

工
事
設
計
積
算

工
事
進
行
管
理

そ

の

他

生

活

保

護

国

民

年

金

各

種

検

診

そ

の

他

上

下

水

道

病

院

そ

の

他

教

育

委

員

会

公

安

委

員

会

人

事

委

員

会

そ

の

他

24 14 34 15 2 8 39 9 14 17 40 45 31 19 28 26 29 8

1 1 一 一 一 一 1 一 2 1 一 2 一 1 一 一 一 一

25

(53.2)

15

(31.9)

34

(72.3)

15

(31.9)

2

(4.3)

8

(17.0)

40

(45.1)

9

(19,1)

16

(鈎.0)

18

(38.3)

40

(85、1)

47

〔1000)

31

(〔洛.0)

20

(42.6)

28

(59.6)

26

(55.3)

29

(61.7)

8

(17.0)
一同上報告書一

市区町村 にお けるコ ンピュー タの利 用状況 をみ ると,3-2-10表 の とお り,導 入団体756団 体,

委 託 団体1,851団 体,計2,427団 体 で全市 区町村 の74.0%が 利 用 を行 ってい る。前年度 と比較 すると,

導 入団体64団 体,委 託 団体39団 体 の増 で導 入 が進 んで い る。

3-2-10表 市区町村におけるコンピュータ利用状況

区 分

1976年4月1日

現 在(A)

1975年4月1日

現 在(B)

増 減

(A)一(B)(C)
増減率§×1・・(%) 1976年4月1日

現在電子計算機

設 置 台 数
導入
団体
委託
団体 合計

導入
団体
委託
団体
合計 導入
団体
委託
団体
合計 導入
団体
委託
団体 合計

特 別 区 18 5 23 18 5 23 一 一 一 一 一 一 23

市

町

村

指定都市 9 一 9 9 一 9 一 一 一 一 一 一 53

市 199 380 579 165 410 575 34 △30 4 20.6 △7.3 0.7 267

町 村 83 1,324 1,407
令

64 1,298 1,362 19 26 45 29.7 2.0 3.3 85

小 計 291 1,704 1,995 238 1,708 1,946 53 △4 49 22.3 △0.2 2.5 405

共同利用団体
267

⑮

142

⑩

409

⑮

256

⑭

99

⑩

355

⑭

11

①

43

一

54

①

4.3 43.4 15.2 43

合 計 576 1,851 2,427 51211・812 2,324 64 39 103 12.5 2.2 4.4 471

(備考)共 同利用団体欄の○内の数字は,一 部事務組合等の共同利用組織の数である。
一同上報告書一

規模 別で は,中 型193セ ッ ト(41.0%) ,超小 型139セ ッ ト(29.5%),小 型116セ ッ ト(24.6%),

大 型23セ ッ ト(4.9%)で,中 型機 の利 用 が多い。

レ ンタル ・買取 別 では,レ ンタル267セ ッ ト(56 .7%),買 取204セ ッ ト(43.3%)と な ってお り,

都 道府 県 に比較 して レン タルの方が多 い。

処理 方式別 にみ ると,バ ッチ処理392セ ッ ト(83 .2%),リ モ ー トバ ッチ処理11セ ッ ト,リ アル タ

イム処理68セ ッ トで,圧 倒 的 にバ ッチ処 理 が中心で ある。

1976年 度 におけ る予算額は,導 入団体 で282億59百 万 円 で前年度 に比 し
,57億95百 万 円(25.8%)

の 増 となって いる。
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コンピ ュー タ要 員数は,導 入 団体 で3,856人 で 前年度 に比 し,496人(12.9%)の 増 となってい

る。職 能別 にみ ると,SE・ プ ログラマ ー1,757人(45.6%),キ ー パ ンチ ャー851人(22.1%),庶

務 その他450人(11.7%)等 の 順 となってい る。市 区町村 において も派遣 要員 が349人 と 多 くな っ

てい る。

適 用業務 をみ る と,税 務業務 が圧倒 的 に多 く(97.3%),次 いで給与計算(39.8%),上 下 水道(33.7

%),国 民 年金(31.2%)の 順 となってい る。(3-2-1図 参照)

3-2-1図 市区町村における主な適用業務

2,427

実施

団体

数

与 道 金

一同上報告書一

・内は利用率ぽ 撒 瓢 苔,×1・・)

で ある。

D情 報処理関係予算の概況

1973年 度 の国 の情報 処理 関係予算 の状況 は,3-2-11表 の とお り,総 額約1,226億9千 万 円で

前年 度に比 し6.7%の 増 にとどまって いる。
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3-2-11表1977年 度情 報 処 理 予算 の 状況(単 位:千 円)

会計区分

経費区分

一 般 会 計 特別 会計 合 計
対 前 年 度 予 算 比(%)

一般会計 特別会計 合 計

電 子 計 算 機運用等 経費

情報システム開発関係経費

情 報 処 理 振 興 等 経 費

29,772,787

6,378,087

32,495,376

39,143,750

5,742,691

9,156,819

68,916,537

12,120,778

41,652,195

106.3

90.6

89.8

127.2

89.2

141.0

117.3

89.9

97.6

計 68,646,250 54,043,260 122,689,510 96.4 123.7 106.7

1977年 度 の特色 と しては,緊 縮財政 の影響 もあ り,伸 び率 が減少 してお り,前 年 の伸 び率19.2%

の1/3の 伸 び にとどま り,情 報 システム開発関係経 費及 び情 報処理振興等経 費 とも減 額 となってい

る。 コンピュー タの運 用等経費は,特 別会 計の伸 びがあ って,前 年の伸 び率17.8%を 維 持 している。

E行 政情報処理の推進施策

行政機関におけるコンピュータの利用は,こ れまでみ るとおり,国 においては機器の大型化とオ

ンライン化が進み,大 容量データの蓄積 と情報検索,分 析予測が行われつつあり,ま た地方公共団

体においては,自 主導入及び外部委託が進み,住 民生活 と直結 した分野での情報処理 と行政上の計

画策定のためのデー タ分析,予 測が行われつつある。

一方緊縮財政の影響 を受け,情 報処理関係予算も引 き締められる傾向にあり,コ ンピュー タの利

用を一層効果的,効 率的に行 う必要が生 じており,利 用の高度化 と相侯って利用の効率化のための

施策が要請 されている。

このような背景の下に,行 政管理庁では次の事項 を重点 として,1977年 度の行政情報処理の施策

を推進することにしている。

(a)電 子計算機利用の効率化の推進

行政機関における電子計算機利用の効率化については,各 省庁 と協力 してその対策を推進するこ

ととしており,本 年度においては,そ のための行政情報処理の実態はあくをさらに充実す るととも

に各省庁 に共通する課題についての改善方策の共同研究 ,個別報報システムの分析検討等を推進する。

当面の方針 としては,学 識経験者 を招集 して,「行政情報処理懇話会」 を開催するとともに各省庁

情報処理担当課長会議の下に,各 省庁の有識者から成 る「電子計算機利用の効率化に関する幹事会」

を設置 し,長 期構想,年 度計画等基本事項を検討 している。

1977年 度は,「行政情報処理の効率化に関する推進方策」(1977年1月4日 行管理第1号 ・各省庁情

報処理担当課長会議了解)に 基づ き,次 のとおり施策 を推進することとしている。

(1)各 省庁共同研究会を通 じて検討するもの
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① 電子計算機利用の費用対効果の分析方法

② 電子計算機の稼動分析方法

③ ソフトウェアの開発技法 管理方法及び}荒通促進の方策

④ デー タ伝送 システムの効率化のための検討視点

② 各省庁が共同 して検討す る事項であるが,当 面行政管理庁で調査検討を行 うもの

① 電子計算機利用上のあい路

② 電子計算機運用体制(組 織の位置付け,要 員等)

③ 電子計算機の導入 ・切替手順

④ 業務委託

(3)今 後 において方策の検討 を必要とするもの

① システム開発の評価方式

② データの有効利用

.③ 入出力方式の効率化

各省庁共同研究会に関 しては,そ れぞれ上記(1)①～④のテーマについて研究会 を発足 させガイ ド

ライン作成を目標 に検討を行っている。

行政管理庁で調査研究 を行 うもの としては,電 子計算機業務に係 る要員派遣及び民間委託(上 記

②④)に っいて実態調査を行っている。

また,各 省庁個別の情報 システムの特別調査 に関 しては,① コンピュータの運用効率,② システム

開発 ③情報システムの費用 ・効果,④ 組織体制にっいて,各 省庁の要望により調査分析 を行 うことに

しているが,と くにコンピュータの運用効率については,各 種の測定機器(ハ ー ドウェアモニタ)

及び測定ツール(ソ フ トウェアモニ タ,ア カウンティング)を 使用 して具体的に効率測定を行 う予

定である。

(b)電 子計算機共同利用施設の開設準備

行政事務の省力化及び効率化 を一層推進するため,1978年4月 を目途 に各省庁の情報処理を支援

する 「電子計算機共同利用施設」を開設することとしており,本 年度 においては各省庁 との緊密な

連携の下 に,電 子計算機未設置省庁事務,法 令事務,電 子計算機要員研修事務等の電算処理システ

ムの開発等開設準備 を行 う。

共同利用施設は,1976年 度の予算において行政管理庁に設置するための準備経費として,「行政情

報共同処理準備経費」51,973千 円が計上 されたので,各 行政機関の電子計算機共同利用施設 として

正式に位置づけし,1976年6月 に各省庁情報処理担当課長会議 を開催 し,基 本的事項 を決定 した。

対象業務と各省庁 との関連は,3-2-2図 のとおりである.
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共同利用施設の対象業務等
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影

愚

慮

また開発体制及び構成省庁 は,3-2-3図 の とお りである。

業務処理は・当面オ・ライ・斌 により行・・運 営方法はク・一ズ ドショップとセルフサービス

の併肪 式により行 う方向襯 在検討中であり
,設 蹴 器については滝 子計算機のほ噸 字入出

力機器,マ イクロフィルム等 を設置す る予定である。

3-2-3図 開発体制と構成省庁
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電子計算機共同利用施設運営準備幹事会

内閣法綱,公 正取引頽 会,防衛庁,大 賊 嚇 麟 省運 輸'tS・労働省・f予囎 理庁

電子計算機未設置省庁事務処理システム部会

公正取弓1獺 会ぽ 内庁,行 晒 理■ ヒ海端 航 蹴 庁・洲 開発庁・国土庁・酬 法網

法令検索システム開発部会

内閣法制局 働 省,行 囎 理庁,熾 省樋 離 業省・彌 省・防衛庁時 言午庁

国会会議録検索システム開発部会

公正取引類 会,防 縮 防繊 言航 経学斉鋼 庁パ 幽 ・通離 業省・外矛芳省

特定業務資料検索システム開発音陰

公正取引委員会,経 済企画庁,大 蔵省,国 税庁,通 商産業省

なお,シ ステムの開発及 び実施の 目途 は3-2-12表 の とお りで ある。

3-2-12表 対象業務システムの開発状況及び将来計画

.

年度
対象業務別

1976年 度 1977年 度 1978年 度 ～1979年 度 1980年 度 1982年 度

① 電 子計算機 未
設置省庁事務処

理 システム

O給 与 ・共済 シス

テムの詳細設計

03省 庁(行 管,

公取,宮 内庁)

O給 与 ・共 済 シ ス

テ ム プ ロ グ ラ ム

開 発 ・シ ス テ ム

テ ス ト

O給 与 ・共済 シス

テム実施
03省 庁 の電算化

業務 の実施

o同 友

O利 用省庁の拡 大

(5省 庁)実 施

o同 左

O利 用省庁 の拡大

(8省 庁)実 施

の個 別業務 の概

要設計

03省 庁個 別業務

の詳細設計 ・プ
ロ グ ラ ム開 発 ・

シ ス テ ム テ ス ト

② 法令検索 シス
テム

○質問事例 の分析
・システム詳細

Oプ ロ グ ラム 開 発
・デ ー タ入 力 ・

O形 式検索の実施 ○同 左 ○内容検索の実施

設計 シス テ ム テ ス ト

③ 国会会議録検
索 システム

○検索実験 ・シス

テム詳細設 計

Oプ ロ グラ ム 開 発 ・
・デ ー タ入 力 ・

シス テ ム テ ス ト

〇一部(「防衛」「物

価」 の2分 野)
実施

○分野の拡大 ○全面実施

④ 特 定業務資料
検索 システム

Oパ イ ロ ッ トモ デ

ル シ ス テ ムの 開

発 ・設 計

Oパ イ ロ ッ トモ デ

ル シ ス テ ム の プ

ロ グラ ム 開 発 ・

シス テ ム テ ス ト

○パイロッ トモ デ

ル システムの実

施(必 要 省庁)
O入 出力処理 サー

O共 通 システ ムの

開発
○同 左

○共通 システムの

実施(必 要 省庁)
○同 左

ビ ス

⑤ 人事記録 シス
テ ム

○ ニ ーズ 分 析 ・シ

ス テ ム設 計

○ シ ス テ ム設 計 ・

プ ロ グ ラム 開 発

・システム テス ト

O必 要省庁 の実施
○入出力処理 サー

ビス

○利用省庁の拡大

o同 左

o同 左

○同 左

⑥ 合同研修 ○現在実施中の研

修3コ ー ス(A

○同 左
○実習用 テキ ス ト

04コ ー ス実 施 ○同 左 05コ ー ス実 施

DPマ ネ ジ メ ン の 作 成 ・プ ロ グ

トコ ー ス,AD ラム作 成

P管 理 者 コース,

管理 分析者 コー
ス)の 実施

○新研修マ ニアル
の作成

⑦ 会計事務処理
システムの支援

○会計セ ンター と

の業務分担の具

○ システム開発 O会 計事務処理の
一部受託

○同 左 ○同 左

体的検討 1
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(c)デ ータ保護に関する対策の推進

電子計算機処理 に係 るデータ保護にっいては,1976年1月29日 の事務次官等会議申合せ 「電子計

餓 処理 に係 るデータ保護について」に基づ く各省庁の具体的縮 の推進 を図るとともに
,技 術的

保護措置について引続 き調査研究 を進める。

またプライバ シー保護のための制度の在 り方については
,更 に調査検討を行 う。

事務次官等会議申合せに基づ く各省庁のデー タ保護管理規程の整備状況は
,14の 機関が策定済み

で,7機 関が検討中で'ある。

なお・自治省も各髄 府縣 ・事 あてに官房長通知 を1976 .1.29咄 すとともに,「電子計eeue処

理 を委託する場合におけるデータf呆護取扱要領」 を定め
,1976.2.21に 官房情幸踏 理酩 で各部

道府県総務部長あてに通知 を行い,管 理の的確 を期 している。

技術的保護措置については,1975年 度より個々の保護措置の機能
,費 用,電 子計算機 システムに

おける危険評価及びチェックリス ト等 について調査研究 を行ってきたが
,本 年度はこれらの成果を

もとに,現 時点において可能な範囲で技術的デー タ保護措置を中心とし
,管 理的保護措置及び物理

的保護髄 に関する既存の検討成果をも色摂 して,デ ータ保護措置の総合体系化等について調査研

究 を行 う予定である。

(d)行 政情報処理に関する調査研究の促進

行政情報処鞠 査研究費(一 括計上予算)に ついては洛 省庁の電子計算機の醐 利用の推進 に

資するため洛 省庁の情幸処 理の効靴 の難 となる事項で
,か つ具体的効用の高い研究期 に重

点 を置いて調査研究 をすすめることとしている。

1977年 度の第1次 配分では,次 のようなテーマについて調査研究 を行 う。

① ソフ トウェアの開発 ・メンテナ ンス等の効率化 に関する調査研究(行 政管理庁)

② オンラインシステムの効率化に関する言周査研究(行 政管理庁 ・運輸省)

ア・オンラインネットワークシステムの構成形態 に関する調査研究(行 政管理庁)

イ.コ ンピュー タの稼動診断手法に関す る調査研究(同 上)

ウ.ネ ットワーク構成の最適化 に関する調査研究(運 輸省)

エ.コ ンピュータ群構成の最適化に関する調査研究(同 上)

③ 行政情報システムの保全対策に関す る調査研究(行 政管理庁 ・郵政省)

ア.デ ー タ保護対策に関する調査研究(行 政管理庁)

イ.行 政情報通信 システムの障害対策に関する調査研究(郵 政省)

④ 総合教育行政情報管理 システムに関する調査研究(文 部省)

⑤ 自動インデックスシステム(文 章解析手～去)に 関する調査研究(防 衛庁)

⑥ 環境公害 データ処理 システムに関する調査研究(環 境庁)

⑦ その他
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2電 子計算機および「青報処理の標準化

Aは じ め に

わが国における本格的な工業標準化事業は,1949年 に 「適正且つ合理的な工業標準の制定及び普

及により工業標準化 を促進することによって,鉱 工業品の品質の改善,生 産能率の増進その他生産

の合理化,取 引の単純公正化及び使用又は消費の合理化 を図 り,あ わせて公共の福祉の増進 に寄与

することを目的 とする」 として公布制定された工業標準化法によって始められ,産 業の近代化 を促

しながらわが国産業経済発展の基盤として各方面 にめざましい成果 を挙げながら,果 して きた役割

は非常に大 きいものといわなければならない。

しかしながら,今 日の工業標準化事業をとりまく環境 も大 きく変わり,内 にはわが国経済社会政

策の目標 も経済 と国民生活の調和 ある発展へ,外 には国際社会 との協調へ とその指標 の移 行に伴

い,工 業標準化事業もこれらから派生 してくる諸要請に着実にこたえるため,そ の果すべき役割の

重要度もますます増大 してきている。

B標 準 化 の 意 義

標準化 を進めることによって得 られる一般的な効果は,あ る製品系列内はもとより,他 の製品系

列間との互換性の確保 から,更 には品質の保証などまでに及び,メ ーカーにとっては生産面の合理

化 ・能率化,ユ ーザーにとっては使用選択上の便宜の提供などのメリットが得 られるところにある。

このようなスケールメリットをもつ標準化 も,電 子計算機及び1青報処理関係 における標準化の動

きは,初 期の段階では技術的変遷途上にあったことと,こ の産業自体がもつ本質的な多様性のため

に,一 部の例外 を除き他の分野ほど余 り活発ではなかった。 しかしながら,電 子計算機産業を含め

情報産業が知識集約型産業 として今日のように他の産業に比 して類例のない発展の過程 と多様化が

進 むにつれて,メ ーカー及びユーザー共に標準化の意義の認識が高 まり,更 には電子計算機の利用

技術の中から派生 してきた情報処理技術の普及と高度化とが相 まって,各 種 ・各方面での標準化の

必要性 がより痛切 に感 じられるよ うになって きた。

すなわち,一 つの情報処理又は情報交換のためのシステムを考えてみても,シ ステムを構成する

多数の機器の選択を容易にするためには,個 々の機器については無 論のこと機器相互間の接続条件

の標準化が,ま た,技 術者の教育や流動性 を確保するためにハー ドウェア,ソ フ トウェア両面にわ

たる標準化 が,更 には情報の交換 を容易に行 うために各種のデータコー ド及びデータ様式の標準化
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が必要となって きた。

また・多数の情報処理システ・を結ぶネ ・ト・一・の形式 を考え場 合には
,一 つの襯 処理 シ

ステムでの機 化だけではなく極 信回線の禾・1肪法 をも含めデータ伝送制御手Jlfiなど広範 嬉 項

にわたる標準化 を達成 しておくことが必要である
。

このよ うに・鍛 的 な情報 システ・の発展のためには,・ れらについて機 化 を図る。とが最 も

基礎的・かつ・不可欠腰 件であり,そ の促進 を図るためにも極 めて腰 である。

電子計算機及び情報処理に関する標準化 について考えた場合
,具 体的 には① システムの修正,変

更,保 守などを容易に し,② システムの運営や管理 とその評価 を容易にし
,技 術の向上や将来の発

展成長の基礎 となり,③ 異なるシステム間の情報交換 を容易にする
,な どの点が挙げられる。

C標 準 化 の 特 長

電子計餓 と情幸処 理に関する雛 化の繰 と搬 鉱工業製品の騨 化の効果 とも
,基 本的 には

なんら相異する点はないが・その特長 として次の点が考えられる
.す なわち,

① 電子計算機本体 を始め,各 種入出力装置 各種補助記憶装置 ,通信回線制御装置 通信回線 を

介しての淋 入出力鑓 など鋤 て離 で縮 な機繍 舗 成 されるシステ・である。と
。

② 各種適用業務 に対するプログラミングなどソフ トウェアに関 しては
,そ の システムの目的1こ

よ・て利mgが 自ら創端 発 しなけれ1ボならず現 在は利用磁 の開発力・;r青報処理機械そ
のものの

進歩発展 に上ヒベて遅れているともいわれ,・ のように八一 ドウ.ア とソフ トウ.ア との相関性樒

接なものであること。

③ 需要頒 の拡大に伴い国 連鱗 間の競争 も激 しく,ま た技術進歩の最 も著 し、・分野であり,
各社で システムを構成する機器の生産 ・開発が進 められていること

。

④ 通信回線 との結合により広域的な情報交換 ・処理 を行 うような一大総合体系として
,各 種各

様の情報交換が行 われ ること。

以上のような特長'瀬 をもつ電子計鱗 と情報処鯛 係の機 化は
,従 来の金広工業製品の場合

とは若干異なる性格 をも・ているため・それぞ槻 格相互間に関連性 をもたせ,桃 的に進める必

要がある。

D標 準化の問題点

上記のように・八一 ドウ・ア面からみた場合,単 一部品又は機械鋸 だけではなく,麟 又はそ

れらの組合せ全体からみて輸 する必要力湖 その対象もかなり離 多岐 にわたる
.ま た,ソ フ

トウ・ア面からはハmド ウ・アの技術進歩と相ま・て図 られるべきものである
.更1・ は,。 れ輌

者の組合せ嚇 成 されるシステムは・矛・J朋的やその・ベルによ。て多搬{・ 富み
,そ の統_に は

1



　　 　　 ロ ず　 　　　　

かなりの努力と研究 接 すると・ろであり,灘 化の難 に当た・ては・次の問題点が挙げられる・

すなわちへ

① 余 りに早期 な標準化 を進めることによって,そ の分野での‡支術進歩を阻害することは避 けな

ければならないが,ま た,逆 にその時期 を失す ると麺 多様な既成蝶1こ よる困難 さを来たすので・

技繊 歩について的磁 揖 屋を行 い,あ る磯 長其膿 望の下に言+画的 に進めなければならないこと・

② 国際的 な灘 化励 向を見失 う・となく国内の雛 化 を進めなければならなし'が・国際的な

騨 化の確立をま。て機 化 を図 ると… た卿 勺な鵠 であ・ては・ わが国の国益にも反する場

合 も生 じるため,積 働 に国際櫟 との言囎 を図 りながら進めていかなiすればならないこと・

③ 雛 化 を進め・に際 しては,搬 金広撲 製品に比 してその適用鋼 の広 さ砒 例 して利醐

係の鯛 も広がるため,八 一 ドウ.ア ・一カー,ソ フ トウ・ア鱗 及び多数のユーザーなどの協力

の下 に行わなければならないこと。

などがある。

E標 準 化 の 現 状

わが国 におけ る智 計餓 及 嚇 幸艮処理 に関 しての醗 化 は・国際‡難 化櫟(ISO:1"te「-

na、、。nal。,ga.、za、 ・。。f。,S・ ・,d・・d・・a・…)の99Jrt・]を 勘案 しなが ら・ かつ・国内輔 か ら必要 な

分野 につ いて は独 自 に進 め ている。

以下,国 際標準化 活動及 び国 内標 準化 活動の概要 につ いて述べ る。

(a)国 際 標 準化活動

機 化 、・つ いての国聯 関の一 つ として,1946年 に繊 化 されスイス1こ中蝉 務 局 を設 置 してい

るISOが あ る.現 在,わ が国 を含め(64カ ・国 糊 入 し,非 政府 間機齢 あ るカ"他の国際欄 と連

携を保 ちなが ら活動 して いる。

わが国 で も海 外言掴 との酷 化 ・・関す る技術的 交流の藪 性 を認 め・1952年 に臓 了解 に基づ い

て 躰 工撒 鞠 査会(JISC・J・p・nesel・dus・ …IS・a・d・ ・d・C・mmittee)酬 入 し・1969

⇔ ・ら、976年 ま 理 事国会員(18カ ・国)の 唄 と して選 出 され太 い・・融 ・iしてい る・国際騨 化 活

動 への参加 は,わ が国 の鮮 化 に女寸す る繰 を国 際規格 に反映 す るとともに・国劇 な規格制定の

鋼 を的確 に把握するなどして,海 外における技術情報の収集を行 う・とによ・て・国際的棚 の

下 に躰 撲 規格(JIS・J・p・nesel・d・ ・・…IS・a・d・ ・d)の 制 定 を図 り・JISの 国 際性の向

上 に資 す るた めに もきわめて藪 な ・とで ある・更 には・遣 の開放経 済体xqの 進 展 に伴 ・て国際

雛 化 活動の蛭 もます ます高 まり,わ が国 を始 め と してカ・賂 国 も・の韓 の もつ藪 性 をよく

認識 し,そ の活動 も年 々活発 になっている。

IS。 に は,現 在152の 専 門類 会(TC・Techn・ ・alC・mm・ttee)が あ り・ この下 に馳 嶋
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項 を調査 審議 す るた めの分科 会(SC:S・bC・mmi・ ・ee)や 作 業 グループ(WG:W。
,ki。g

Group)が 設 け られ てい る。各会 員団体(MemberBody)は
,い ず れのTCに 自 由 に参加す ること

がで き,そ の際の参 加資格 と して,① 積極的 に参加 して投票権 をもつPメ ンバ ー(ParticipationMem .

ber),② 資 料 の提供 を受 け ,か つ,会 議 に出席 で きるが投票 権の ないOメ ンバ ー(Obse・veMem -

ber),③ 会 議 に出席 で きず ,か つ,資 料 の提供 も受 け ないNメ ンバ ー(N・nMember)と が ある。

国 際規格(IS:IntemationalStandard)が 作 成 され る手順 は
,TC又 はSCが そ れぞれ会

議 を主催 し,こ れか ら作業すべ きテーマ を定 め ,業 務 を調整す る幹事 国(Secretariat)か ら各会員

団体 か らの資料及 び他 の方 面 か らの情報 を基 に して作成 された提案(DP:DraftProposa1)が な

され,こ のDPがSC及 びTCの 所 定の審議 を経 た後
,会 員 団体 によ り承認 を得た もの が国際規格

案(DIS:DraftIntemationalStandard)と な り,更 に最 終 的 に会 員団体 の大多数 の賛成 が

得 られた場合 にISと な る。 ただ し,DISが 最 終的 に会員団体 の大 多数 の賛成 が得 られない場 合

には,こ れ をISと せ ず,技 術 報告(TR:TechnicalReport)と して とどめ ることがで きるよ

うになって いる。

3-2-4図lSO・TC97(国 際標 準 化 機構 ・第97技 術 委 員会)組 織 図

ISOTC97

電 子 計 算 機 と
情 報処理

ア メ リカ

フ ラ ンス フ ラ ンス

SC1

用 語

ス イ ス

SC2

文 字 セ ッ ト
と コ ー ド化

ア メ リカ

SC3

キャラクタと
マ ー ク認 識

フ ラ ンス

SC5
プログラム
用 言 語

ア メ リ カ ス ウェー デ ン

SC6

デー タ通信

ドイ ツ

SC9
数 値制御用,
プログラミング言語

SC10

磁 気 デ ィ ス ク
パ ッ ク

SC7
コ ンピュー タ シス テム

用 ドキュメ ンテーション

SC8

数 値 制 御

ア メ リ ・カ

璽 ・

ア メ リ カ

SC12
計測用
磁 気 テー プ

ドイ ツ

SC13
1/0

イ ンタフェイス

ア メ リカ

SC14

デ ー タ コ ー ド

ランス

御

ノカ ㍑ギリス

SC15
ラベル と
フ ァイル構 成

(注)L図 中添記の国名は,各 グループのとりまとめを行う幹事国を示す。

2.SCは 分科会を示す。

3.SC4は 欠番である。

ISOの 中 で電子計算機 及び情報処理関係の標準化 を担 当 しているのはTC97(:'
,現 在37か 国(Pメ

ンバー:19か 国,Oメ ンバー:16か 国)が これに参 加 して お り
,その組織 は3-2-4図 の とお りで あ る。

わが国 もTC及 びSCにPメ ンバーの一 員 と して
,積 極 的 に審議 並 びに会議 に参加 し,1976年 に は

SC1(パ リ)・SC2(フ ィラデルフ ィア) ,SC6(ス ト・クホ ルム,・ ・ ド・,ミ ュ ・へ ・,
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パ リ),SC7(ベ ル リン),SC8(ロ ー マ),SC10(ジ ュ ネー ブ),SC11(ベ ル リン),SC12

(パ リ),SC13(ベ ル リン,シ カゴ)及 びSC15(ワ シ ン トン)の 会議 が開 かれ,わ が国 からは延

べ30名 の 代表 が出席 し,活 発 な意 見交換 を行 って きた。

現 在 まで にTC97関 係 でISO推 薦 規格(ISOR:ISORecommendation)又 はISと

な ってい るもの が75件,D,ISと な っているものが22件,DraftTechnicalReportと な ってい る

ものが1件 となって いる。

(b)国 内 標準化 活動

JISの 審 議 は,工 業標 準化法 に基づいてJISCが 行 って お り,JISCの 議 決 を経 た後・主

務大臣 によ って官報 に公示 されてい る。JISCに は,こ れ らの業務 を行 うために総合的全般的 な

事項 を審議 す る標準 会議 の下 に,各 部 門別 に調査 審議 す るための部 会(29部 会),更 に それぞれの部

3-2-5図 情報処理に関する標準化の手続き(工 業標準化事業の構成図)

(1952年加入)(1953年 加入)

IsoIEC

国際標準化機構 国際電気標準会議

TC97

工業技術部

標 準 部

日 本 工 業

標 準 調 査 会

論難叢il羅議
員 様 委 会

専 会 式 員
門 専 会
委 門
員 委
会 員

会
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会ごとに朝 的額 を調欝 言養するための専門委員会が設置 されている
.電 子言+餓 と情報処理関

係については・当・寺の・寺代の要言青にこたえて充実 を図るために
,1969年 に従来の電子部会から独立

して情報処理書絵 が設置 され現在に至 り,現 在33の 専門委員会(委 艇 べ数 ・747人)カ ・これに所

属 し・八一 ドウ・アからソフ トウ・アに至 る全般 ・ついての調査鱗 を行
。て・・る。その繊 体系

は,3-2-5図 のとおりである。

なお・JISCに 臓 される原案は・騨 化すべ きものの腰 性と腰 性を輔 し,ま た閣 僚

部局並びにメーか およびユーザーなど各方面からの繍 を基 にして
,工 業技術院力・これを総合的に

判断 し・更に関係部局 と鰹 を図りテーマを定め,(社)情 報処理学会,(社)日 本電子工業換 協会並

びに(財)日 本情報処理開発協会に,そ の作成委託 を行 っている。

FJlSの 制定 および改正状況

JISは ・基本的にはその憐 上国際規t各との整合性 を図ら・ねばならず 従
。てISOと 馴 を

図 りながら国内の社会的又は経済的ニーズを踏 まえなが槻 格の綻 ・改正 をそ丁。ている
。

情報処理関係 のJISは ・1951⇔ ら52年1・かけて約18・ 吾吾を定めた計数形電子計算機用言吾から

始まり,1967年 に電子計算機 プログラム用言語FORTRAN及 びALGOLの13件 が制定 されたの

を機 として冷 後の儲 処理関係の規格の充実 を図るため前記のように情報処理部会力・設置され
,

以降逐次制定,撒 されてきた・現在 までに綻 さ批 規格件数は
,67件 とな。てお り,そ の内訳

は3-2-13表 のとおりである。

3-2-13表 情報処理関係規格分野別制定状況

(昭和52年3月 現在)

分 野 別 制 定

一 般
4

文字 セ ッ トと コー ド化 9(1)

文字認識 4

入出力媒体 18(2)

プログラム用言語 14

デ ー タ通 信 3

デ ー タ コ ー ド 15(1)

計 67(4)

注)括 弧内は51年度分

1975年 か ら76年 に か けて制定 又は改正 が行 われたJISは
,次 の とお・りである。
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G制 定 された規格

(a)情 報処理及びデータ伝送を行 うシステムにおける情報交換のためにC6220(情 報交換用符号)

及びC6228(情 報交換用符号の拡張法)が 制定 されている。一一方,情 報交換用の媒体 としてC6280

(情報交換用磁気 カセ ットテープ)が 制定 され,更 に,そ の情報記録様式についてもC6281(情 報

交換用磁気 カセ ットテープの情報記録様式)が 制定 された。この磁気 カセットテープを媒体 として

情報交換 を行 う際のC6220で 規定された情報交換用符号及びC6228に 従って拡張 された情報交換用

符号の7単 位及び8単 位符号を同テープ上のデータ部分に表現する方法を規定 した 「情報交換用符

号の磁気 カセ ットテープ上での表現(C6224)」

(b)C6284(11枚 形磁気ディスクパックの機械的互換性)で 規定する磁気ディスクパ ックで最高

記録密度88ビ ット/mm(呼 び),ト ラック密度4本/mmの ものの磁気的互換性を確保するための磁気

的諸特性 について規定 した 「11枚形磁気ディスクパ ックの磁気的特性(C6285)」

(c)計 数形電子計算機及び類似の機械相互間において,交 換可能な情報記録媒体 として用いる上

面着脱形(ト ップ ・ローデッド形)の1枚 形磁気ディスクカー トリッジの機械的互換性を確保するた

めの構造,形 状,寸 法及び機械的諸特性について規定 した 「1枚 形磁気ディスクカー トリッジ(上

面着脱形)の 機械的互換性(C6286)」

(d)土 地に関する情報は,従 来から不動産登記,地 理的調査,統 計調査,土 地税制及び不動産取引

などの分野で使用 されている地目名称 について,種 々の業務処理活動が活発になり,幅 広い情報交

換,情 報の共同利用などのため,不 動産登記法施行令(昭 和35年 政令第228号)第3条 に規定する

地 目を二けたの コー ドで規定 した 「地目コー ド(C6305)」

H改 正 された規格

(a)C6201電 子計算機 プログラム用言語FORTRAN(水 準7000),同(水 準5000),及 び同(水 準

3000):① プログラム言語の規格の特殊性,②JISFORTRANの 普及の結果,③ 国際情勢からの要

求及び④内閣告示 ・内閣訓令による 「当用漢字音訓義」及び「送 り仮名の付け方」などの要求から,

規格が本来意味する抽象的 ・概念的対象 を明確に し,か つ,な るべ く一般の利用者 にも理解 しやす

くするためにISOFORTRANの 原文の英語 から離れ,分 りやすい日本語の表現に改め ること

に主眼 をおいて改正 した。

(b)C6242情 報交換用磁気テープリール及びC6243情 報交換用紙テープ:国 際単位系(SI)の

導入と内閣訓令第1号 及び第2号 に基づいて,字 句及 び送 り仮名 を改正 した。

(c)C6250光 学式文字認識 のための字形(英 数字):対 応するISO規 格の改訂に伴い,OCR-A及

びOCR-Bで 現在利用 されていないサイズIIの削除OCR-Aに 若干の字の追加及び新字形の
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採 用,OCR-Bの 字 形 を座標 点 による表現 か ら2mm格 子 上 に描 いた字形 図 その ものによ る字形表

現 と した。 また,こ れ と同時 にOCR-Bの 字 形 の うち44字 を変 更 ,字 の種類 を100字 か ら102字,

及 びサブセ ッ トの構 成 を全面的 に改 め,サ イズ1の1.5倍 の字 形 と してサイズWを 追加 規定 など を

改正 した。

1お わ り に

情報処理関係の標準化は,そ の対象範囲がソフ トウェアからハー ドウェアと多種多様であり,ま

た,各 方面での利害関係 も複雑にからんでいるため,こ れを統一的にしかも方向を誤 らずに進めて

いくには,各 方面での標準化 に対する前向 きの姿勢が必要である。また,近 年 にはGATTの 場で

も非関税障壁となるような各国別の標準化でなく,全 世界共通的な標準化を策定すべきであると改

めて提唱され,ガ ットスタンダー ドコー ドとして慎重 な検討 ・審議が行 われており,そ の動向につ

いても十分注意 を払い,各 方面の協力を得ながら体系的 ,か つ,計 画的 に標準化事業 を強力に進 め

ながら,こ れに対処 していかなければならない。
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3経 済企画庁における高度の電算機利用

Aは じ め に

当庁は,経 済生活に関する総合的かつ基本的な政策の企画 ・立案 ・調整 を行 うことを主要な任務

とし,長 期経済計画及び,毎 年度の経済見通 しの策定,物 価政策の企画 ・立案及び推進,内 外の経

済動向の調査 ・分析等,幅 広い仕事に従事 している。

これらの業務を効果的 に行い,か っ現実の経済の客観的分析 と説得力のある政策立案のためには,

迅速で適確な情報の入手とともに,電 算機 による大量のデータ処理や,多 様な分析手法が不可避で

ある。

当庁では,こ れらに十分対処で きる情報処理 システムの確立に努力して きた。そして,増 大す る

処理業務に対 して,よ り多量の処理 をより高速に行いうる大型電子計算機(FACOM230-75)へ

の機種更新 を,1976年9月 に行った。

当庁の電算機の主要な利用例 としては,次 の2点 があげられる。

Bデ ータバ ンクにおける汎用経済データ処理 システムの利用

1971年12月,大 型計 算機 の導入 に伴 い,そ れ まで準備検 討 を重 ねていたデー タバ ンク構想 を実現

し,共 通的 に使用 される経済分 析用時系列 デー タを収納 す るデー タバ ンク ・シス テムを開発 した。

このデー タバ ンクに蓄積 されて い るデー タは,マ クロ的経 済 デー タであ り,格 納 系列 は国民所得 ・

物価 ・貿易 ・機械受注 ・労働賃金 などのデー タが主であり,最 大収納 可能系 列数 は1976年9月 の計算

機 の レベ ルア ップに よ り,そ れまでの13,600系 列 から,40,000系 列 へ と大幅 に増 加 した。現 在登録 さ

れて い る時系 列デー タは約17,000系 列 で あ る。(3-2-14表,15表 参 照)

こ のデー タバ ンク ・システムで特長 的 なことは,デ ー タバ ン クの利用 と して,単 にデ ー タの収集 ・

蓄積 ・検索 に留 まらず,経 済時系列 デー タの処理,加 工 まで要求 され るため,利 用者 が容 易にかっ

効 果的 に,経 済 分析 等の高度 なデー タの処理 ・加 工ので きる汎用経済 デー タ処理 システムが開発 さ

れ,利 用 されて いる ことであ る。

現在,当 庁 において利 用 されてい るシステ ムは,次 の とお りであ る。

(a)IRENE(INFORMATIONRETRIEVALSYSTEMINECONOMICPLANNING

AGENCY)

時 系 列デー タを頻繁 に取 り扱 う場 合,デ ータの メ ンテナ ンス ・加工 ・分析 ・作図 ・作表 な どは非
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常 に複雑 なもの となる。IRENEは この よ うな業 務 を統一 化 した簡一単 な指示方式で行 えるよ うに な

ってい る。 また定型 的 な業務 にはカ タログ機 能 が あり
,公 表数値作成 のための季節調整法 の利用 や

出 力形式 等につ いて かな りの考慮 が なされて おり,多 様 な処 理 が行 える汎 用 システム となっ てい る。

現在,こ のシステムは種 々の分析 に庁内 にお・いて ,最 もよ く利用 され ている。

さらに,会 話型 グ ラフィック ・デ ィス フ。レイ利 用の シス テムG・IRENEが 開 発 され
,デ ー タの検

索 ・加工 ・分析 ・作 図等 がバ ッチ用IRENEと 同 じく簡単 にグラフィッ ク ・ディスプ レイを利 用して

行 うことが可能 となった。

(b)EDRAS(ECONOMICDATARETRIEVALANDAPPLICATIONSYSTEM)

デ ー タバ ンクのデー タの検 索 ・加工 ・メ ンテナ ンス ・作表 ・作 図等 の機 能 を有 し
,簡 単 な指示 を

与 えることによ り,処 理 で きる。

また,現 在 グラフィ ック ・デ ィスフ。レイ使用 のG・EDRASが 開発 され利 用 されてい る
。 この シ

ステムの使用 によ り,人 間 の思 考形 式 に そった試行錯誤的 な処理 が可能 とな り,目 的 にそった柔軟

な経 済分析 を簡単 に行 うことが可 能 となった。

(c)FAsTEL(FAsTEcoNQMIcLANGuAGE)

経 済 時系列 デー タの検 索 ・加工 ・季節 調整 ・最小 自乗 法 および作表機 能筆 を備 えた経 済分析専用

コンパイ ラ言語で ある。

利用者 は,フ ァスチ ル言語 を用 いて経済 モデ ルを容易 にプ ログラ ミングで き
,効 率的 にモデ ル ・

シ ミュ レー ションを行 うことがで きる。

以上の よ うなデー タバ ンク利用 シス テム を用 いて ,か な り複雑 なデー タの処理 ・加工 ・作表 ・分

析等 を行 うことが で きる。

さらに,当 庁 にお いては
,より高度 な経 済分析 を行 うための経 済分析 用 プログラム ・ライ ブラ リが

整 備 されてお り,メ ー カ提供 の アプ リケー ショ ン ・プロ グラム とともに
,高 度 な経 済分析業 務 を支

えて いる。

現在,当 庁 では電算機 の利用形態 と して近年技術 的進歩 が著 しい会 話型処理(TSS)シ ス テ ム に

グラフィック ・デ ィス プレイを導入 し,前 述 したよ うに
,G・IRENE,G・EDRASの 開 発 を行

い,そ の利 用の拡 大 をはかって いる。 これ らのシステムは
,グ ラ フィック ・デ ィスプ レイ装 置 に出

力 され るグラフや表 を通 して計 算機 と対話 しなが ら,必 要 な結 果 を入手 で きるシステムであ り,試

行錯誤的業務 の多い当庁 に適 した システム となっている。 これ によ り,柔 軟 で適確 な経済分析 を簡

単 に行 うことが可能 となるとと もに・利用者 が視覚 的 に判断 で きるため ,よ り一層 の処 理効 率 がは

かれ ることとなった。 この よ うな見地 か ら,当 庁 にお いては今後 さらにグラフ ィック ・デ ィスプ レ

イ利 用 システムの活用 が,期 待 されてい る。
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3-2-14表 デー タバ ン ク収納 系 列 一覧

一般 経 済 デ ー タ 物価関係データ 国民所得統計

1.財 政 1.50年 基準卸売物価指数 1.基 本 勘 定

・財政資金対民間受払など ・基本分類,特 殊分類 1.国 民総生産と総支出勘定

2.金 融
・品 目別指 数 2.国 民所得分配勘定

・通貨(日 本銀行勘定など) 2,45年 基準卸売物価指数 3.個 人 勘 定

・預金回転率,金 利
・品 目別指 数 4.一 般 政府 勘 定

・株 式 な ど ・食料 品 5.資 本形成勘定

3.産 業 活動
・非食料農林産物 6.海 外 勘 定

・生 産指 数 ・繊維製品 II.国 民所得統計(主 要系列)

・生産者出荷指数 ・製材木製品 1.国 民所得の分配

・原材料消費,在 庫指数
・パ ルプ,紙 同 製 品

・雇用者所得

・機械受注など ・金属素材 ・個人業種所得

4.建 設
・鉄 鋼 ・個人の財産所得

・発注者別受注額(43社) ・非鉄金属 ・法人企業から個人への移動

・工事消化 ・金属製品 ・国民所得

・建設受注など ・電気機器 ・法人所得など

5,建 築
・輸送用機器 2.国 民総 支 出

・床 面 積 ・一 般精 密機 器 a.個 人消費支出

・工事費予定額など ・化 学 製品 ・家 計 支 出 な ど

6,輸 送
・石油石炭製品 b.政 府 の 財貨 サ ー ビ ス経 常

・国内貨物輸送量 ・窯業 製 品 購入

・国内旅客輸送量など ・雑 品 目 c.国 内総資本形成

7.商 業 3.消 費者物価指数
・総固定資本形成

・商業販売額指数 4.輸 出入物価指数
・在庫品増加など

・商業販売額など III.原 系 列 デ ー タ

8.企 業
6個 の基本勘定と4個 の主要系

・法人企業統計 列表を組み立てるための原系列

・企業倒産 デ ー タ

・売上計画と実績 など (注)こ の原系列52系 列 を用いて

9.貿 易,国 際収 支 基本勘定および主要系列表

・輸出入通関実績 が推 計 され て い る。

・対米貿易,貿 易指数

・IMF国 際 収支 な ど

10.労 働,賃 金

・名目実質賃金指数

・労働 力 な ど

11.家 計消 費

・名目家計消費指数

12.景 気 動 向

・25系列 による景気動向指数

・企業経営者の見通しなど
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デ ー タバ ン ク収納 デ ー タ数1977年5月 現 在

部 門 別 総 数 原 系 列

系 列 数 構 成 比
総 数 17,075

.

11,162 100%

財 政 85 61 0.5

金 融 877 835 7.5

生 産 ・ 出 荷 ・ 在 庫 492 327 2.9

設 備 投 資 2,248 1,124
.

10.1

機 械 受 注 986 493 4.4

建 設 工 事 70 35 0.3

建 設 着 工 150 75 0.7

輸 送 44 22 0.2

流 通 49 25 0.2.

企 業 406 203 1.8

貿 易 国 際 収 支 472 245 2.2

労 働 賃 金 982 495 4.4

物 価 6,210 3,827 34.3

家 計 消 費 1,211 606 5.4

景 気 動 向 18 14 0.1

国 民 所 得 2,775 2,775 24.9

3-2-16表 経済企画庁の主要計量モデル

モ デ ル 名 称 所 管 特 色 ・ 目 的

中期 マ クロ モ デ ルー1973 計 画 局
・中期 予測

,政 策 シ ミュ レー シ ョン用

・中期 計 画 策定 資 料

産 業連 関 モ デ ルー1973 計 画 局
・産業 連 関 分析 用

・中期 マ クロモ デ ル と連 動 させ るこ と も あ る

短期予測 パイロットモデル 研 究 所
・短 期 予 測

,政 策 シ ミュ レー シ ョ ン用

・マ ス タモ デル作 成 の た め の作業 用 と して 開発 され た

短期予測 マスタモデル 所 究 研 ・短 期 予 測
,政 策 シ ミュ レー シ ョ ン用
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Cモ デル ・シ ミュ レー シ ョンに よ る経 済分析 業務

当庁では種々の計量モデルを用いて,経 済の構造分析や,政 策効果分析等を行っている。経済計

画の策定,経 済政策立案に際 して計量モデル分析は,欠 くことのできないものとなっている。さら

に基礎研究においても,多 くの計量モデルが用いられ成果 を上げており,当 庁の経済分析業務の中

で,重 要な位置を占めている。なお,計 量モデルとは,簡 単には,経 済変数間の関係 を経済理論と

統計理論 を用いて連立方程式化 したものと言 うことがで きる。(3-2-16表 参照)

計量モデルプログラムは,そ の利用目的 に応 じて,独 立 したプログラムとして作成 され,使 用 さ

れているが,通 常以下のような作業手順 を経て行われる。

(a)各 方程式の推定

連立方程式体系を構成する各々の方程式 を推定する作業である。各経済変数間の関係 として経済

理論から導かれた関数形 をあてはめ,そ の係数を実際のデータを用いて推定することにより各経済

変数間の関係 を数量的に確定する作業であり,推 計には最小 自乗法 ・二段階最小 自乗法 ・制限情報

最尤法等が用いられる。これ らは,当 庁経済分析ライブラリやメーカ提供の計量経済モデル分析 シ

ステムに含まれている。

(b)方 程式体系のチェック

推定 された連立方程式モデルの妥当性 を検討する作業であり,作 成されたモデルが,現 実の経済

構造 をどの程度よく反映 しているかを,モ デル ・シミュレーションを行 うことによってチェックす

る作業である。

(c)作 成 された計量モデルの利用

以上の手順 を経て計量モデルが確定す ると,そ れを用いて将来の予測や政策効果の分析等を行い,

その結果を経済計画等の企画 ・立案にフィー ドバックする。

また,計 量モデルの他 にも,線 形計画の手法 を用いた最適化モデル(タ ー ンパ イク)や,シ ステ

ム ・ダイナ ミックスの手法を用いたもの等 も作成,使 用 されており,今 後も,こ れ ら高度の経済分

析業務は,質 ・量 ともに一層増加するものと予想 されている。
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4国 税 庁 にお け る コ ン ピュー タ利 用の現況

Aは じ め に

わ が国の国税納税者 数は ,昭 和40年 代 におけ る経済の 高度 成長 と共 に著 しく増加 し
,オ イル シ ョ

・ク後 の景気後退{・よ る落 込み があ ・た とは いえ ,申 告所得税で1965年 分 を100と す ると1975年 分

は158.3で あ る。取引形態 もます ます複雑 化 また 多様 化 して お り
,税 務 行政の執 行が非 常 にむず か

しくなって きてい る。一方,こ れ らの事務処理 に従事 す る職員の数は
,ほ とん ど増加す る見込み が

な く,限 られた人員 に頼 ら ざるをえ なくなってい る。 したがって,こ の対策 と して ,い かに して事

務運営 の効率化 を図 るかが課題 となる。

この ため,国 税 庁 においては ,1961年 に コ ンピュー タの活用 につ いての検討 を始 めた。約5年 間

の繍 期 間を経 て・1966年 に ・ ンピュー タ樽 入 され,y・ 務 馴 化の第一歩 を踏 み出 したの であ る
。

B現 状

税務行政面においては・所得‡党の申告処理等が大量のデータを処理することとなるので
,そ の省

力化のためのシステ・設計がまず第一 に手がけられた頒 である
.・ の糸吉言果,1975鞭 末では凍

京間 東信越 大阪および名古屋の鍋 税局管内の主要税務署の事務を処理 しており
,そ の処酬

象は全国納税者数の約半数を占めるに至っている。

また・コンピュータの活用は・ これ らの朝 芳勧 化のためのほかに,・ ンピュータの特性を生か

した質　勺面の潮 についても1966年 から研究を動 て籾
,税 務行㈱ZTの 結果による効果の解析

およびその解析結果の活用等についても併せて検討が行われてきた
。

現在,国 税庁で実施 しているシステムの主なものは,次 のようなものであり,東 京および大阪に

それぞれセ ンターを1カ 所ずっ有 し,HITAC8500モ デル5セ ッ トを使用 して,バ ッチにより処理 し

ている。

(a)申 告所得税の事務処理システム

酷 所得税事務の うち沖 鵠 の整理 ・分類 申告額の集計,予 定納税額の言片鱗 の定型的な事

務処理を行う・ また・石錐 申告 に先立・て送付する申告訓 紙へのあて名
,予 定納税額の言己入寺も

行 う。

(b)法 人税事務処理 システム

法人税事務の うち,申 告期限が到来 した法人の抽出 ,申 告額の検算 ・集計 ・分析,申 告書未提出
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法人に対する督促状,申 告 に先立って送付する申告書用紙へのあて名,中 間申告額の記入等の事務

処理を行 う。

(c)債 権管理事務処理システム

申告所得税および法人税の債権管理事務の処理を行う。これは,納 税者の徴収決定税額,納 付税

額 を管理 し,督 促状,滞 納処分票等を作成するものである。

(d)給 与計算 および職員情報管理システム

国税庁全職員(約5万 人)の 給与計算,源 泉徴収所得税の年末調整等の一連の事務処理および職

員の勤務記録等の管理事務処理を行う。

このほか,オ ンラインによる次のよ うな事務処理 システムを開発し試験的に実施 している。

(a)源 泉所得オンライン ・システム

税務署 における事務処理で,源 泉徴収所得税の納付管理,納 付催告状等の作成等を行 う。 これら

は,税 務署 に設置 されたオンライン端末機によ り処理 される。

(b)情 報管理オンライン・システム

種 々の資料情 報を管理 し,適 時 に情報検索す るものである。

C今 後 の 問 題

以上 に述べ たよ うに,国 税庁で は,1966年 に コ ンピ ュー タを導入 して以来,事 務の省 力化を中心

と した システムの拡 充 がな されて きた が,電 子計算 機利用の高度 化および効率化 をよ り一 層推 進す

るため,今 後の システム開発 をい かに行 うべ きか につ いて,外 部 有識者 の意見 をも参 考に,次 の よ

うな六 つの システムの構 成 による新 システムの検討 が行われてい る。

① 基本 的事 務作 業 を対 象 とす るシステム

② 判断 を伴 う事務作業 を支援 す るシステ ム

③ オペ レー シ ョナル ・レベ ルにおけ る意思 決定 を支援す る システム

④ 戦術 レベ ルにお ける意思決定 を支援す るシステ ム

⑤ 戦略 レベル にお ける意思 決定 を支援 す るシステム

⑥ 納税 者 に効果的サ ー ビス を提 供す るシステム

これ らの システ ムの うち,① ② は定型 的ない しは定常的 な事務処 理であ り,③ か ら⑤ まではマ ネ

ー ジメン ト機能 を支援 す るもので,DBMS(DataBaseManagementSystem)と して構築 され

るもので あ り,ま た⑥の システム にっいては,各 種 申告書作成の際の必要 デー タの提 供等で あ り,

今 後 開発 して行 かねばな らない分野で ある。
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5大 学等における研究,教 育状況 と政策

Aは じ め に

近 年にお ける科学技術 の進展 には著 しい もの があ るが ,こ の急速 な発展 を可能 に した大 きな原因

の一つ にコ ンピュータの開発 と普 及がある ことは言 うまで もない
。大学 にお』いて も工学,理 学 を始

め と し,医 学,薬 学,農 学等の 自然科学の分野 にお』いて は もちろんの こと
,経 済学,経 営学,心 理

学等の社会科学,人 文科学の分野 にお いて も電子計算 機 は欠かす ことので きない もの となってい る
。

この 他に も図書館 や大 学附属病院の 業務処理
,事 務局 の人事,給 与,学 務関係の事 務処理 にも一部

コ ンピュー タが取 り入 れ られ
,次 第 に本格 的な利用 が進 み始 めて いるが,今 後 の 問題 としては ,コ

ンピュ　 タ蝉 な る 「大型電子 ・・バ ン」
.として利用す るだけで なく,・ ンピュー タの‡寺つ優 れた

能力 を十分生 か した 「情報処理 システ ム」 と して活用 してい くこ とが重要 な課題 となって いる
。

B大 学等における電子計算機利用

(a)各 大学等に設置する電子計算機について

(1)現 在までの経緯 及び整備方針

文部省では,国 立大学等に設置す る電子計算機については,こ れまで次のような方針で整備を進

めてきた。

① 研究用電子計算機について

研究用電子計算機については,大 型計算機セ ンタを共同利用することを前提 としっつ
,個 々の大

学については,原 則 として一つの計算機を学内共同利用として設置することとし,そ れぞれの大学

の学部数,学 部の種類,研 究者数,過 去の計算機利用実績等の要素 を考慮 しながら中型機
,又 は,

小型機 を設置 して きた。

しかしながら,大 学では,ロ ケ ットの飛しょう実験や人工衛星の追跡 ,粒 子加速器等の精密機器

を利用 しての各種研究,実 験 が行われており,機 器制御やデータ処理のための専用計算機を設置す

る必要がある場合も少なくないので,こ のような場合には,個 々の状況 を検討 して専用の計算機を

設置してきた。

② 教育用電子計算機について'

大学における情報処理教育の重要性については,改 めてここで述べるまで もなく,社 会的要請の

強い情報処理専門技術者及び研究者の養成はもちろんのこと,情 報処理を専攻としない学生に対す
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る一般的な情報処理教育もこれからの時代には欠かせないものとなっている。現在,大学には,情報

処理 を専攻する学生のために 「情報工学科」や大学院に 「情報工学専攻」等の課程が設けられてお

り,専 用の中型計算機を設置 し,専 門教育が行われているが,一 般の学生に対する情報処理教育に

っ いても,1972年 度に東京大学に 「教育用計算機センタ」が設けられたのを始め,室 蘭工業大学,

九州工業大学,1975年 度は名古屋工業大学及び群馬工業高等専門学校,1976年 度沼津工業高等専門

学校,1977年 度に九州大学に学内共同利用の情報処理教育センタが設置 され,情 報処理教育に効果

を上げている。

③ その他の電子計算機について

大学では,研 究,教 育の他に図書館における図書の受入れ,貸 出し,目 録の作成,大 学病院にお

ける診療や検査あるいは薬剤使用管理等に関する業務やその他会計事務,事 務局における人事,学

務,会 計事務の計算機 による処理が一部行われており,今 後の本格的導入に備 えて実績 を積んでい

くとともに,ソ フ トウェアの勉強や,よ りよい利用方法について検討が進められている。

(2)今 後の整備計面

文部省 としては,今 後 も従来の方針に従って大学における電子計算機の整備充実を進めていく予

定であるが,そ のさい,学 内共同利用の研究用計算機については,原 則 として大型計算機センタと

通信回線で接続されたオ ンライン ・データステーションとす る予定である。

すなわち,こ の方式の採用により,各 大学に設置す る電子計算機に従来 どおりの計算処理を行わ

せるとともに,大 型計算機センタのリモー トバ ッチ処理(ま たはTSS)ス テーションとしての機

能を持たせ,大 型計算機センタの高性能のハー ドウェアと豊富なソフ トウェア,各 種データフ ァイ

ルを居ながらにして利用することを可能に しようとするものである。

なお,情 報処理を専攻としない一般の学生に対する教育用計算機についても,オ ンライン・デー

タステーションとすることにより,多 くの利点を生かすことができるので,今 後,こ の点について

も,さ らに検討が進め られることとなろう。 しかし,情 報処理関係学科及び大学院の情報工学専

攻に設置する教育用計算機については,学 生に対 して電子計算機のハー ド,ソ フ トの両面にわたる

基本的操作と高度な研究開発に関 して十分 な教育を行う必要があるので,デ ータ・ステーションと

することは不適当で あり,独 立 した専用機を置 く方針がっつけられるもの と思われる。

(b)大 型計算機セ ンタについて

(1)現 在までの経緯

大型計算機セ ンタは,全 国の大学の教員その他の者に共用 させる施設として,1965年 度 に東京大

学 に設置されたのを始めとし,現 在では,北 海道,東 北,名 古屋,京 都,大 阪,九 州の7大 学に設

置 されており,高 性能のハー ドウェアと比較的整ったソフ トウェアを備 え,研 究者から出される膨

大な計算依頼 を処理す るとともに,新 しいソフ トウェアの開発にも努め,学 術の進展のために大 き
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な役 割 を果 して きた。

(2)稼 動状況

計算需要 は年 時 しい増加 を示 し,セ ・タの処理 能 力を越 えた計算 依蜘 咄 され ることも多 く
,

ター ン ・アラウ ン ド・タイムが1～2週 間 になるこ ともある
。特 に,例 年1～3月 にかけての最繁

忙時 には,24時 間運 転 を行 う場 合 も珍 しくない。各大型 計算 機セ ンタの稼動状況(1976年 度)は 下

表 の とお りであ る。

3-2-17表 昭和51年 度 大型計算機センタ稼動状況表

大 学 機 種 主記憶容量 年間稼動時間
1日 当たり平

均稼 動時 間
処 理 件 数 備 考

北海道 FACOM230・ ・-75 384KW 3,417 10.43 177,760

東 北 NEAC2200-700 3,369 12.09

NEAC2200-700 }1MKC
1,490 13.33 }61,8餌

51.4ご 一51.8.

NEAC2200-500 0.5MKC 3,645 12.46 33,342

ACOS700

ACOS700 }・M・

3,396

2,543

11.53

14.22

31,364

21,120 51.9ご 一52.3.

東 京 HITAC8700×2/8800×2 4MB 5,229 15.59 804,948

名古屋 FACOM230-60 224KW 1,780 13.17 33,883 51.4ご 一51.9.

FACOM230-75 512KW 2,498 15.49 57,028 51.9=-52.3.

FACOM230-35 128KW 1,261 6.20 675 51.4ご 一51.11.

FACOM230-48 384KB 772 9.12 335 51.12㌣52.3.

京 都 FACOM230-75 512KW 3,461 12.01

FACOM230-60 256KW 873 9.29 }198,・M
51,4ご 一51.7.

FACOM230-35 128KB 401 6.25 52.1さ52.3.

(事 務 用)
FACOM230-35

FACOM230-48

128KB

512KB }・,148 7.30 }一
51.4㌻51.12.

け ラフィックシステム)

52.1㌣52.3.

(グラ刀 ・ノクシステム)

M-190 6MB 981 14.13 141,465 52.1ご 一52.3.

大 阪 NEAC2200-700 1,024KC 3,520 10.49

NEAC2200-700 1,024KC 3,630 10.59 }1・8,927

NEAC2200-500 524KC 2,173 6.37 7,605

ACOS700 1,024KB 1,084 6.49 4,363 51.10z-52.3.

九 州 FACOM230-75 512KW 4,125 13.18 173,518
51.4一51.10.

は448KW

(3)今 後の整備計画

文部省では,将 来計画として情報処理に関する全国ネ ットワークの形成 を考えているが
,大 型計

算機センタは,そ の中枢機関となるので,今 後 も重点的な整備充実を図る予定である。

① 教育,事 務処理への利用

これまで,大 型計算機セ ンタは,「大学の教員,その他の者に研究のため共用させ る施設」として設
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けら'れているため,教 育や事務処理のために利用することをしなかった。

このため,各 大学では,教 育や事務処理のために独立 したシステムを別に設置 し,学 生の教育や

事務処理を行ってきた。 しかし,入 学試験事務のように大量の事務処理 を定められた期間内に確実

に処理 しなければならないような場合には,大 学に設置 されている主記憶容量が小さい事務処理用

の小型計算機では,ハ ー ドウェアの能力が低く,ソ フ トウェアの面から受ける制限も多いので,こ

れを利用することは困難である。

また,既 設の研究憤 育用計餓 を一時自勺に使用す るにしても やはり能力の面やマシンタイム

の割欝 の面で困鋤 ことが多いので,結 局,高 い言+算料金を支払・て民間の計算サービ絵 社に

委託せ ざるを得ない場合が多くあった。

そこで,文 部省では,研 究のみならず教育,事 務処理 を含めた情報処理のためのネットワークの

形成に備えるとい う意味も含めて,1974年,国 立学校設置法施行規則 を一部改正 し 「大学の教員,

その他の者 に研究 ・教育等のため共用させる施設」とし,教 育や事務処理にも大型計算機セ ンタに

設置 されている大型計算機を積極的に利用する方針を明確に した。

C大 学の学科の設置など

情報化社会の進展に対処 し,情 報科学 ・情報処理教育の振興 を図るため,文 部省は,1969年6月

以来,情 報処理教育に関する会言義(主 査 山内二郎氏)を 設け・情報処1里教育の振興の糠 につい

て検討を進めていたが,1972年5開 会言紛 ら 「情報処理教育振興の基構 想」について最終報告

が出された。

文部省では,こ の報告に基づ き,毎 年度,関 係大学院専攻課程の設置,関 係学科の増設,研 究施

設の新設等各種の施策を講 じて きた。

(a)大 学院専攻課程の設置

大学院情鞭f縛 攻言果程は,・977年1月 現在,修 士言果程17専 攻(国 立15・ 私立2)・ 入学韻259

人(国 立24、,私立、8),†専士言果程1・専攻(国 立9,私 立1),入 学韻83人(国 立77・ 私立6)で ある

が,1977年 度には,国 立大学において,次 の専攻課程を設置することとした。

群馬大学(工)情 報工学専攻(修 士課程)入 学定員8人

電気通信大学(電 気通信)情 報数理工学専攻(修 士課程)入 学定員8人

名古屋工業大学(工)情 報工学専攻(修 士課程)入 学定員8人

徳島大学(工)情 報工学専攻(修 士課程)入 学定員10人

なお,上 記のほか,独 立専攻言果程の整備 として,東 北大学(エ)情 報工学轍1こ1基 幹離 の増

設を行 うこととした。

(b)学 科 ・講座等の設置
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情 報 処理関係学科 は,1977年1月 現在
,大 学 において は,40学 科(国 立29,公 立1,私 立10) ,入

学 韻2・019人(国 立1・239・ 公 立6・,私 立72・),短 其月大 学 につ いてCま,8学 科(国 立5 ,私 立3),入

学 定員355人(国 立200,私 立155),高 等 専門学 校 につ いては
,3学 科(国 立のみ),入 学 定員120人

(国立 のみ)で あ るが・1977鞭 に{よ,国 立大学 につい ては,次 の学科 の新設 を行 う。とと した
。

新潟 大学(工)情 報工学科 入学 定員40人

(c)教 員 の資質向上

情報処理教 育体制の充実 を図 るため ,1977年 度 も引 き続 き,在 外研究 ・内地研 究員制度 を活 用す

るほか,高 等専門 学校の教員 に対 して情報処理 教育講習会 を開催 し担 当教員の養成 に努め るこ とと

してい る。
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6厚 生省における情報処理 システムの現状

Aは じ め に

駐 行政 における情報処理㈱1を 整備強化する・とを目的 として・1974年4月 姫 官房統計調

査部 が大臣官房統計情報部 に改組 され淳 生省における情報処理に関 し・中核的機能 を担 うことと

なった。

厚生省における電子計算機による情報処理 としては,年 金の裁定,相 談を目的としたシステムが

社会保険庁で,ま た,医 醐 係の分構 を目的 としたシステ・が国立がんセ・ターで・それぞれ運

用 されている。 さらに医療情報の分野 においても救急医療情報 システム,へ き地医療情報 システム

等について概 団法人医縮 報 シ・テム醗 セ・ターを通 じて開発 を行・ているカ㍉ ここでは統計

情報部 における電子計算機 による情報処理の現状等に焦点 をあてて記述することとする。

B統 計情 報部 にお ける情報 処 理の現 状

コンピュー タを導入した当初は,統 計処理業務が中心であったが,そ の後次第 に各種の情報検索

や国家試験 の採点など適用業務の鯛 を拡大 してきており,ま た1977年1月 には1走来のバ ッチ処

理 に加えて多重処理の可能な大型電子計算機が導入 され,次 のような業務を行っている。

(a)統 計調査の処理業務

人口動馴 査,鰭 調査,服 離 調査,厚 生行政基馴 査,国 民生活実態調査,社 会医醐 査・

国民栄翻 査漂 事工業生産動態調査等2・数極 ・およ酪 馴 査の処蝶 務を行・ており・入描

法は処理デー タ件数の大部分をOMR(年 間約480万 件)に より処理 している。

(b)数 理計算業務

統計調査のための標本設計,誤 差の解析及び生命表の作成等の統計数理計算を行っている。

(c)国 家試験の採点処理業務

医師,歯 科医師ぷ 剤自酌 羅 婦,助 産婦,看 護婦,瀦 放射線技師・診療工・クス線技師・臨

床検査技師,建 築物環境衛生管理技術者等の国家試験 について,採 点業務を行っている。

(d)情 報検索システム

{1)医 薬品情報検索システム

医薬品の承言藩 査翰 の迅速化,安 全対策の強化等を目的 として・承認内容 を・・ピユータ噛

積 し,必 要に応 じて情報検索 を行 うシステムである。
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(2)医 療施設基本 ファイル

医療施設の分布及び整備の実態に関する最新の情報 を蓄積 し,そ れらの情報の高度利用を図 り,

医療行政の諸施策を進め るための資料 を提供するシステムである。

(3)血 清情報管理 システム

保存されている血清の個人情報及び保存状況等に関する各種情報を蓄積 し,伝 染病の免疫状況,

各種疾病の流行状況及び発生状況等の情報 を提供するシステムである。1

(4)身 分法の登録管理 システム

医師及び歯科医師の医籍 に記載 されている登録事項 についてファイル化 し,登 録業務の改善 とそ

の効率的利用 を図るため,シ ステムの開発 を進めている。

(5)ICD自 動翻訳及び自動 コーデ ィングシステム

わが国の死因分類は,世 界保健機関(WHO)の 定める 「国際疾病傷害及び死因統計分類」(略称,

国際疾病分類(lnternationalClassificationofDiseases:ICD))に よっているが,昭 和54年 から

実施が予定されている前記分類の改正 を機に死因名称の翻訳及びICDの コーディングにっいて自

動的に処理するシステムの開発を進めている。

(e)デ ータサービス

蓄積 されている各種調査のデータについてその利活用 を図るため,磁 気テープにコピーを取 り,

都道府県等からの要請に応 じて提供 している。

(f)給 与計算業務

厚生本省内部部局 に在職する職員約Z200名 を対象として,給与の支給に関する計算業務を行って

いる。

以上に述べたように,各 種統計調査の処理の迅速化,ま た,事務処理の効率化 を推進 して来 たが,

今後はリモー トバッチ,TSS処 理等の機能を活用 して広 く省内の利用 を推進する方針がとられて

おり,こ のための前提 となる厚生行政に関連する主要な情報の積極的な蓄積 を行 う方策が検討され

ている。
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7農 林省における情報化政策

農林省が現在推進 している情報化政策の内容は,農 林行政事務の効率化や行政施策の高度化を目

指す システムの開発,生 産者 ・消費者 を含む国民への情報提供サービス,及 び行政対象である農林

水産業生産 ・流通 ・加工システムの開発 ・補助 に大別 される。各々の概要は76年度の白書に譲 り,

77年度予算額 のみ3-2-18表 に掲げ,本 年度は代表的なシステAの 説明を行 うこととする。

3-2-18表 農林省における情報処理関係予算

(単 位:100万 円)

項 目 77年度予算 76年 度予算 増 減(△)

1.行 政事務に関する情報処理

(D共 同利用電子計算機による事務処理
492 485 7

(2}生 鮮 食料品流通情報サービス
1,536 860 676

(3)食 糧管理業務
187 157 30

(4)国 有林野事業
171 154 17

n.行 政 事 務 に関 す る システ ム 開発

(D農 林関係事業予算執行管理システム
34 24 10

② 統 計 デ ー タ蓄積,検 索,分 析 シ ステ ム
35 35 0

(3)農 業基盤整備事業実施システム 111 99 12

(4)農 業基盤整備事業調査計画業務オンライン処理システム
8 0 8

{5)新 品種保護対策のための品種検索 システム
6 7 △1

{6)乳 用牛 検 定 シ ステ ム
80 67 13

(7)試 験研究課題機械検索システム
6 11 △5

(8)筑 波電算機共同利用システム利用技術検討
3 0 3

(9)林 野経営近代化システム 25 25 0

`

(1① 農林漁業関係システム開発調査研究
3 0 3

¶.農 林水産業に係る情報システム関係補助
、

(1)農 業共済事務機械化
815 733 82

② 広域複合化施設整備等
212 80 132

{3)う ん しゅうみかん生産出荷安定対策
17 19 △2

(4)大 規模果樹生産流通基地整備
75 80 △5

⑤ 森林計画樹立 161 140 21

A農 林省共同利用電算機システム

農林省における電算機は共同利用方式を採用 しており,大 型電算機(HITAC8450×2台)に より

各部局庁の業務 を処理 している。その処理実績 は3-2-6図 である。今後・メモ リー及び周辺機器の

拡充を目指 し,各種情報検索 システムの拡大と,本省内のみならず下部機関 も含めたオンライン処理 を
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図 ることとしている。なお,現 在,試 験研究機関も共同利用電算機を利用 しているが,筑 波研究学園

都市に移転後は,筑 波農林研究セ ンタにも中央処理用大型電算機が設置 される予定である。

B生 鮮食料品流通情報データ通信システム

生鮮食料品の生産は天候に大 きく支配 され,ま た貯蔵 がで きがたいという特性 をもっ。このため,

需給の不均衡を招 き,価 格変動が激 しく,国 民生活の安定を図 る上で最大の課題である消費者物価

対策にとって1生 鮮食料品の価格対策は難 しい局面 にさらされている。そこで農林省では,生 鮮食

料品 の産地 における生産 及び出荷の状況 や都市 の卸売市場 に おける入荷量,卸 売価格 な どの流通情

報 を客観 的 に,公 正,し か も迅速,適 確 に,行 政 機関 をは じめ,生 産者(農 協),流 通 関係者(卸 売

会社,仲 卸売業者等),大 口 消費者(ス ー パーマー ケ ッ ト,生 協,学 校給 食会 等)に 提供 す るととも

に,一 般報道機関 を通 じて広 く国民一般 に提 供 し,情 報 不足 か ら生ず る生産,流 通,消 費の不合理

をな くし,需 給 の均 衡 と価格 の安定化 に資す る情報 サー ビスを行 って いる。 この事業 は,68年 度 よ

り実施 して来 たが,必 要情報 にっ いて,一 刻 も速 く,自 由 な選択 がで き,よ り多 くの品 目 ・市場 の

市況 を提供 で きる情報 システ ムが,利 用 者 か ら要望 され,1976年11月 よ りオ ンライン ・システ ムにょ

るサー ビスを開始 した。以 下 はその概 要で ある。

3-2-19表 生鮮食料品流通情報サービスの種類と内容の一覧表

情 報 の 種 類 公 表 期1≡1 情 報 内 容

青 果 物

市況情報

青果物市場別市況 情報(甲 類)
〃(乙 類)

青 果 物 品 目 別 市 況 情 報

毎 日

::

入荷量,気 配 価格,市 況概 況等
'ノ

市場別 市況 情報(甲 類,乙 類)を 品 目別に組 替 える

食 肉(豚)市 況 情 報 当 日確 報 〃 と殺頭数,取 引頭 数,取 引価格,市 況概況 等
〃 前 日確 報 〃 〃

食 肉(牛)市 況 情 報 当 日確 報 〃 〃

〃 前 日確 報 'ノ ',

市況情報
畜 産 物

市況情報

食 肉(豚)市 況 情 報 概 報

食 肉('})市 況 情 報 既 報

部 分 肉 市 況 情 報

::

'ノ

と殺頭数,上 場頭 数,気 配 価格,市 況概況等
〃

部位別取引 数量,卸 売価格 等

と 畜 情 報 〃 畜種別 と殺頭 数

食 鳥 市 況 情 報 " 入荷ぱ,買 入れ価格,市 況概 況等

鶏 卵 市 況 情 報1報 〃 卸売価格,市 況概 況等
"2報 〃 入荷五t,卸 売価格,市 況概況等

青 果 物
果 菜 季 節生 産 出 荷 予想 情報

果概 〃

年 間12回

年 間7回

作付面積,予 想収穫量,出 荷予想是等

栽培 面積,予 想収穫量,出 荷予想量等
産地情報

野菜周別生産出荷予想情報 月1回 予想収穫世,出 荷予想量,翌 月の出荷予想量等

子 豚 取 引 情 報 旬1回 取引頭数,取 引価格等
産地情報

畜 産 物
産地情報

子 牛 取 引 情 報

肉 豚 の 飼 養 頭 数 情 報

にわとり ・ひなふ化羽数情報

月1回

4半 期1同

月1回

,'

飼養頭数,生 産 見通 し等

人工ふ化羽 数,出 荷羽数等

食 鳥 出 荷 情 報 月1回 出荷羽数,出 荷計画羽数等

青 果 物 市 況 予 想 情 報 月1回 中央 卸売市場 における野菜の翌月の入荷量 と卸売価格の見通 し

青 果 物 卸 売 総 括 情 報 旬1回 1～2類 市場 の青果物の数量,価 格,価 額

青 果 物 日 足 価 格 情 報 旬1回 卸売段階,仲 卸段階,小 売段階の 日別価格

その他の 枝 肉 取 引 情 報 月1回 出荷先別 と畜頭数

流通情報 流 通 応 急 情 報 発生都度 自然災害情報

輸 入 情 報 月1回 主要青果物,畜 産物 の輸入量

家 畜 衛 生 情 報 発生 都度 家畜伝染病情報

天 気 情 報 毎 日 天 候
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(a)情 報の種類

提供する情報は3-2-19表 に示すとおり,大別すると,市況情報,産地情報 ,その他の流通情報 とか

らなる。市況情報は青果物58品 目全国主要77卸 売市場,畜産物22食 肉市場の入荷量 と気配価格で,毎

日定刻に提供 している。一方,産 地情報は,青 果物では野菜16品 目,果 実11品 目にっいて全国延べ

1,000余 産地の作付及び収穫面積,予 想収穫量,予 想出荷量等を,また畜産物では肉豚の飼養動向,

子豚,子 牛の主要市場での取引状況,に わとりのふ化羽数等の動向や1頭 当 りの取引価格で構成 さ

れてお』り・月又は旬 を単位 として定期的に提供する。3-2-7図 は情報の標準提供時間である
。

3-2-7図 生鮮食料品流通情報の標準提供時間

吻:上 り 懸:下 り ▼:各 報の時刻

情報名 時刻 9:4510:0011:0012:0013:0014:0015:0016:0017:0018:00
s

備 考
青
果
市場別市況情報 鰯臓=彌 翻'
物 品目別市況情報 ぶ

一11' 一 一 〉 ぷ 3報
市

況

情

報
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産

物

餉欄 市況情剛 罐 w
-

( 巡n 吻 拗 多黍
▼

曽 1報

餉 件)市況情報陞i獺 巳
▼ご 〉 警 脇ご 烈 當 1報

食肉(豚)市況情願 報
.

彫工' 2報
食肉件)市況情報概報

▼ 一

%工iぷ 2報
部分肉市況情報 顔 1報

と蓄情報 ご ご 本 1報

食鳥市況情報 彩
▼一 1報

鶏卵市況情報 簾 工'「' 2報

産

地

情

報

青

果

物

野菜季節生産出荷予想情報 醸一 ' ' 年間12回

果樹季節生産出荷予想1緒 騒≠ ' 燃 年間10回
野菜月別生産出荷予想f醐 臨〔 ' ' 月1回

蓄

産

物

子豚取引情報

子牛取引情報

纒 旬1回

膠 月1回

肉豚の飼養頭数情報 翻 四半期1回

にわとり・ひなふ化羽数f緒 翻 月1回

1 食鳥出荷情報 翻 月1回

そ の 他 羅 眠獺 随 時

(b)シ ステムの構成

システムの構成は3-2-8図 のとおり,センタ及び中継局の2段 構成で,セ ンタは東京(大 田区大

森山王電々ビル内)に 設置 し,中継局は端末数の地域的分布 に応 じ全国14ケ 所に設置 してお り
,端末

(農林省統計情報事務所,及 び同出張所主要市場 内駐在室)か ら情報を収集 し,これを加工 し,あ らか

じめ指定 された各端末(民 間情報利用者 も含む)に 分配する。このため,セ ンタには中型 コンピュ
ータを2系 統(オ ンライン用 とバッチ処理用)装 備 し

,収 集分配 システム制御の中心機能及び情

報の編集,集 計,チ ェックなどの処理機能 を持たせる。また,中 継局 には小型コンピュータを設置

し,情 報収集過程 においては室内装置からセンタへの上 りデータの中継 を,分 配過程 においてはセ

ンタから出力されるデータを所要の室内装置 に分配するサブセンタの役割 を付与 させている
。端末
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に設置する宅内装置は,情 報量の多い端末には専用回線 と加入電信回線 とに切替接続で きるもの が,

情報量の少い端末には加入電信室内装置(テ レックス)が 設置 されている。3-2-20表 は各装置

のサービス開始時(1976年11月)の ケ所数等であるが,そ の他に民間のオンライン端末をもつ直接

利用者が約200ケ 所あり,今 後増加が予想 される。

3-2-8図 生鮮 食料 品流 通 情 報 サ ー ビ スの シ ステ ム構 成
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生鮮食料品流通情報サービスのシステム 規模

区 分 内 容 備 考

セ ン タ 1ヵ 所 東京都大田区大森

中 継 局 14ヵ 所 札 幌,仙 台,宇 都宮,東 京(2局),横 浜,金 沢,名 古 屋,大 阪,神 戸,

広 島,松 山,福 岡,熊 本

端 末

切 替型宅内装置

加入電信宅内装置

127台

268台

統計情報事務所,甲 類市場(青 果)

統計情報事務所出張所,乙 類市場(青 果),食 肉市場

(c)シ ステムの利用

利用の方法は,利 用者の属性 によって異なる。例 えば,行 政機関では需給計画 に,生 産者では出

荷の調整や価格交渉 に,また流通関係者では他市場の動向分析や荷 引計画に利用されている。情報の提

供先は,3-2-9図 に見るとおり流通関係者 と生産者で全体の7割 以上 を占めている。また,年 間の

3-2-9図 生鮮食料品流通情報サービスの伝達対象

(50年8月)

報道機関(2%)

消費者団体等

(1%)

行政機関

(20%)

延べ伝達件数は,430万 件に達 し,そ の内訳 は3-2-21表 のとおりである。なお,こ うした情報

の提供は,農 林省では統計情報部の出先機関での公表に止め,一 般利用者からの要請 に基づ く情報

の提供は,利 用者が経費を負担するという原則 によっている。

C農 業管理センタ

農業の生産から流通 までの一貫 した近代的施設が整備 され,そ れら施設の管理体制が完備 される

広域営農団地の中枢的施設として,農 業管理セ ンタが広域営農団地総合施設整備事業の一環 として
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3-2-21表 生鮮食料品流通情報サービスの伝達件数

(1}情 報伝達延件数 (単 位:1,000件)

生産 者団体等 卸売会社商社等 個 人 企 業 等 行政報道機関等 計

青 果 物 関 係

畜 産 物 関 係

577

532

1,066

477

123

110

345

348

2,741

1,467

計 1,109 2,173・ 233 693 4,208

構 成 比

(%)

青 果 物

畜 産 物

21.1

36.3

61.9

32.5

4.4

7.5

12.6

23.7

100.0

100.0

計 26.4 51.6 5.5 16.5 100.0

(2}報 道機関による掲載

毎 日 報 道 す る も の 定 期 的 に 報 道 す る も の

新

ラ

テ

ジ

レ

聞

オ

ビ

76紙

6局

3局

51紙

8局

5局

48年 度より各地 に設置 されている。この農業管理センタの備 える機能 としては,① 作付計画,集 出

荷計画等の樹立及び調整,② 市場情報等の収集及び伝達,③ 農業技術,農 業経営等に関する指導及

び研修,④ 農業資材,農 産物等の検査,⑤ 集出荷に関す る会計事務の集中処理 ⑥農業機械の管理

及び利用調整等を考 えており,こ のため電算機が配置 されている。50年度 までに設定 された広域営

農団地211団 地の うち,28団 地で設置され,区 域内市町村数は25市164町 村,農 協数247農 協,農

家戸数330千 戸,農 地面積384千haで ある。今後,農 業管理セ ンタは,そ の設置箇所数 の増加と,

業務の質的向上が望まれている。3-2-22表 に,岩 手県胆沢地域農業管理セ ンタのシステム開発

の例 を示す。

D農 業用水管理システム

国営出水平野農業水利事業は,鹿 児島県北部に位置する出水平野の水田1,766haの 用水補給と畑

地1,443haの 新規かんがいを行 うため,本 地域最大の河川である米の津川の支流 に高川ダムを築造

し,五 万石頭首工(取 水井堰),幹 線水路及び畑地 かんがい施設の新設,改 修等 により,土 地の生

産性 を高め,農 業経営の安定化を図 る事業であり,昭 和42年 に着工 した。

(a)集 中水管理 シズテムの必要性

一度降雨があると,河 川の農業用水利用可能量 とダムへの流入量が増加する一方で,農 業用水の

需要,即 ち用水量 も雨量に応 じて変化する。水田では数日は用水を供給 しなくてもよくなるが,そ

の不要期間は土壌の条件のみならず,圃 場整備の有無によっても異 なる。畑 も同様であるが,水 路
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3-2-22表 岩手県胆沢地域農業管理センタにおけるシステム開発状況

区分 シ ス テ ム 名 シ ス テ ム 概 要 備 考

(農 協 管 理 シス テ ム)

即

計

算
講 買 シ ス テ ム

事 販 売 シ ス テ ム

務 預 貯 金 シ ス テ ム
開 等 給 与 計 算 シ ス テ ム
シ 賦 課 金 徴 収 シ ス テ ム

発
ス

テ
経 理 シ ス テ ム

ム (農家営農管理システム)

シ 営 農 口 座 シ ス テ ム

古
乳牛の個体管理と経営診断 乳牛の個体検定,半 群経済検定による診断管理をする。

ス
向 シス テ ム

テ

度

利

用

稲作における合理的な施肥

設計及び肥料供給に関する

管理 システム

農家個別栽培の施肥設計と農協サイドの肥料供給方式をシステム

化して土地生産力の向上,稲 作技術の高位平準化,生 産コス トの

低減を図る。
シ

ス
農 家 台 帳 管理 システム 農家別に経営条件を収録 し,指 導管理資料を提供する。 ○

ム テ
農家収支経営管理システム 農家収支勘定の統計と類型分析により,指導管理資料を提供する。 ○

ム 農家意向調査統計分析 シス 農家の意向をまとめ農協経営と行政施策に役立てる。
テム

開シ
発ス
預 託家畜台帳管理 システ ム 預託家畜を個別に収録 し,統 括管理票 を提供する。

予テ
定ム

繁殖家畜集 中管理 システ ム 繁殖牛,繁 殖豚 を個別に収録 し個体検定と生産の計画管理を

する。

注)備 考に○印のあるのは,広 域営農団地総合施設高度利用推進事業により,開 発されたものである(以下同 じ)。

断面 やスプ リンクラーの保 有数 等 に制約 が あるので,給 水 に際 して,ロ ーテー シ ョンを組 んでいる。

この よ うに農業用水 は,水 文現象 に深 く結 びつ いて お り
,用 水管理 には降雨量 や河川流量 等の水文

データと必要 な用水量 を把握 し,水 収支決算.を瞬時 に行い,各 圃場 に適正な用水配分を行 うことが

必要である。具体的には,ダ ム水流バルブ,頭 首工(取 水井堰)の ゲー ト,揚 水用ポ ンプの操作 と

なるが,こ れ らの施設は点在 しているため,そ のデータ収集 と水収支決算,各 施設の操作を有機的

に結びつ け,迅 速 かっ正確 に行 うことは,電 子計算機 とテ レメータシステムの組合せによりは じめ

て可能 となる。即 ち,各 施設を無人化 し,テ レメー タによりデータを中央操作室(ダ ム地点に設置)

に集め,電 子計算機 を用いて演算 を行い,操 作指令 を各取水施設に送 り遠隔操作を行 うものである。

この集中管理方式は処理が迅速 かっ正確であるのみ ならず
,水 資源の合理的利用,管 理人員 ・経費

の減少にも貢献する。3-2-10図,11図 はそのシステム一般図 とかんがい管理の基本型を示 した

ものである。

(b)シ ステムの概要

システムの内容は3つ に大別 される。

(1)中 央監視制御 システム
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かんがい管理の基本型

㊥
テレメータ観測

一ダ雨取

水ム
河

水 梨

位量位
一

水
茎丁

タ

「 一 一 ー 一 一 ー ー 一 一 『 一 一 ー ー 一 一 『 一 ー 一 一 ー ー ー 一 寸 水 利 施 設 諸 元

・ 観測データ 与えられたデー・{(辮 ⇒

元軍車云ルーノレ
降雨によるかんがいの制限

かんがい面積の変化,漏 水放流制限などから

かんがい定量取水の変更

水利計算
取水順序に従がった水収支計算

1

1

1

|

1

1

1

1

1

1

1

1

1

_」

施設のデータ

L___

一
分1ポ 放 ダ
水メ三流 ム
記1フ 計 水
銀 タア星 位〕

分水指令

ダム放流,河 川取水、幹線分水,揚 水機

などのかんがい指令

「 一 一 ー ー ー ー ー ー 一 『 一 一 『 一 一 『 一 一 一 一 ー 一 一 ー 一 一 一1

水利施設日常管理

データのとりだ し

チェックの機構

干ばつ期間水文の予想データ 与 えられたデータ

運転ルールの変更

かんがい量20%制 限,30%制 限

ノk禾iJ言十算

満水期間中全体の水利計算

水源の確認

貯水位のとりだし

ダム水位のとりだ し

渦水期間最終 のダム水位>0

判 断

あと何日もたせるか

運転ルールの変更決定

L____________________ _____」

各施設から集まる資料 を処理 し運転員に表示するとともに,か んがい計画等をもとに,放 流,取

水,配 水等の計画を立て,各 ローカル施設に運転指令 を行 うシステムであり

る。

① 畑地及び水田かんがいの用水計算

次の機能を持ってい
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② 用水計算結果及び河川流量 による配水Xll御

③ 配水制御の修正機能

④ 高川 ダムの余水吐制御

⑤ 河川維持流量制御

⑥ データロギング

⑦CRT(プ ロセスカラーディスプレイ)表 示

(2)テ レメータシステム

中央 と各施設の資料のやり取 りを行 うシステムであり,伝 送方式は伝送項目が多く,計 算機がデ

ジタル方式であるため,デ ジタルテ レメータとし,伝送路はローカル局が比較的遠距離 にあり,災 害

時の保障,経 済性の検討 を行った結果近地点にある高川ダムを有線方式 とした以外はすべて無線方

式とした。

(3)ロ ーカルシステム

中央の指令に基いて自動制御及び必要 なデータの自動測定 を行 うシステムである。

① 高川ダム農業用水放流施設

取水塔に依ってダムの貯水を取水 し;放 流管に依ってダム下流米の津川へ農業用水を放流する施

設であって,そ のフローシー トは3-2-12図 のとおりである。

3-2-12図 ダム農業用水放流フローシート

ダム水位

鋼 =

一

取水丘

1・酬 路曙 籠

il
変換器1与 _

⑭ ・⑧

1ロに=‡ ×仁=

/＼
電磁流量計 ハ ウエルバ ンガーノノ〃 〃 〃 ノ

!ノ 〃//

② 高川ダム洪水放流施設

ダムの余水を放流する施設であって,ゲ ー ト開閉操作や,そ の放流による災害予防のため,各 種 の

附帯施設 をもっている。

③ 頭首工(五 万石,沖 田,六 月田)

堰上流より導水路へ農業用水を取 り入れる施設であって,そのフローシートは3-2-13図 のとおりである。

④ 揚水機場

導水路へ取水 された用水を畑地かんがい用として台地最上位部の調整池へ揚水する施設であり,

フローシー トは3-2-14図 のとおりである。
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3-2-13図 頭 首工 フロ ー シー ト

河 川 水 位,

取水量設定値

ゲー ト開度

パ ー シ ヤ ル フ ユ ー一
3-2-14図 ポンプフローシー ト

水路水位
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流量
流量

畑かんへ



126第3部 情 報産業政策

8運 輸省 における情報化政策

運輸省では,1971年 に情報管理部 を発足 させ,内 外の情報化の進展の動向に対処 して運輸行政事

務 に関する電子計算機の高度利用体制の確立を図るとともに,国 際貨物輸送情報 システム等のナシ

。ナル げ 。ジ。ク ト及び中小礫 を文才象とした難 シ・テ・の開癖 運輸業界における情報処理

の振興のために,各 種施策を強力に推進 している。以下,運 輸の情報化の現状及び運輸省における

情報化の施策を述べ る。

A運 輸行政におけ る情報化の現状

運輸行政1・ おける'麟 システムは,・958年 に気象庁 が行政機 関で初 めて コンピュー タを導入 して

予報業務の処理 を開始して以来,車 検登録業務等運輸行政の各分野において整備 されつつあり,行

政事務の効率化,迅 速化,正 確化に大いに貢献 している。 しかしながら,交 通量の増大,交 通機関

の高速化,大 型化その他の技術革新,国 民の行政需要の多様化,高 度化等に対処 して航空管制,気

象情報等陸海空における行政事務 を迅速,的 確に処理するため今後 とも一層の情報システムの整備

促進を図 ることが望 まれている。運輸行政における主要 な情報システムの例は,以 下のとおりであ

る。

(a)運 輸行政情報 システム

1969年3月 に大臣官房統計調査部(現 在の情報管理部)に 行政事務改善計画の一環としてコンピ

ュー タが導入 され,以 来運輸行政の高度化が推進 されている。1974年1月 からは,従 来のバッチ処

理に加 えて,新 たにTSS(TimeSharingSystem)が 導入 され,省 内の各局 においてもTSS

端末装置により,中 央のコンピュー タを利用できるようになっている。 このTSS装 置は,現 在9

台設置 されており,将 来は地方海運局等 にも設置 されることとなっている。

また,運 輸関係の時系列デー タを蓄積 し,利 用者の必要に応 じてデー タの検索,加 工等 を行 うデ

ータセンターの整備を進めており,旅 客輸送,貨 物輸送に関する諸データが輸送機関別,陸 運局別,

六大都市別等に分類収録 されているほか保有車両数等の輸送施設データ,国 民所得データ,社 会資

本ス トックデー タ,労 働関係データが収録 されており,収 録 されているデー タはあわせて約3,000

系列 となっている。

現在のコンピュータ利用例 は,次 のとおりである。

(1)集 計(外 航輸送統計,内 航船舶輸送統計等)

(2)技 術計算(航 空路計算,航 路標識の設計計算等)
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(3)経 営 分析(外 航海運経 営分析,私 鉄経営 分析 等)

(4)解 析 予測(産 業連関 分析,自 家輸送分析等)

(5)情 報 検索(人 事情 報処理 システム ,港 湾計画 デー タバ ンク等)

(6)そ の他

これ らに使用 されて いるプロ グラム は278(昭 和51年10月 現 在)に 及び
,行 政事務 改善 に大 きな成 果

をあげて いる。

(b)自 動 車検査 登録 システム

陸運事務所 におけ る自動車検査 登録事務 の迅速化 ,合 理化 及び申請者 に対 して いかなる陸運 事務

所 で も証明書 の発行 が行 えるよ うにな る等 の行 政サ ービスの向上
,車 両照会,統 計作 成等 の迅速 化

等 を目的 と して,各 陸運事 務所 と中央 セ ンター をオンライ ンで結 んだ本 システムは
,1970年 か ら稼

動 を開始 し,1976年12月 に は沖 縄県陸運事 務所宮古 ・八 重山支所 におけ る自動車登録原簿 から自動

車登録 ファイルへ の移 替を終 え,全 国電算 化 が完 了 した。1976年 度 末 におけ る端末数はマ ー クシー

トリーダ114台,プ リンタ330台 で,全 国70カ 所 の陸運 事務所 ・支所 に設 置 されてお り
,登 録 車 両数 は

約3,105万 台 となっ てい る。自動車保 有台数 の著 しい伸び に対処 す るため1978年 に は
,シ ス テム の レ

ベ ル アップが必要 になる と考 え られて いる
。

(c)気 象 資料 自動編 集中継 シス テム(AutomaticDataEditingandSwitchingSystem)

世 界 各地,日 本全国 の気象官署等 か ら送信 されて くる気象情報 の収 集
,編 集,天 気図の作成解析

等 を行 い,気 象情報 を各地 へ向 けて送信,中 継 す るコンピュー タシステム であ る
。1963年 に気象 庁

が導入 した システムで あ るが ,わ が国行政機 関 で最初 の オ ンライ ンシステムで ある。

(d)地 域 気象観測 システム・(AutomatedMeteorologicalDataAcquisitionSystem)

集 中 豪 雨等 の局地的異 常気象 を把握 す るため常時監 視 がで き
,観 測 デー タを随時速報 で きるよ う

観 測点 と中央 セ ンター をオ ンライ ンで結 んだ シス テムで ある
。1972年 か ら一部 試行 を開 始 し,1976

年 度 末で1,143の 観 測点(雨 のみ741,雨 ・風 ・気温 ・日照402)が 整 備 され ている
。

なお,AMeDASを 含 む各種 システ ムをサ ブ システム とす る総合的 な国内気象監 視 シ ス テ ム

(NationalWeatherWatchSystem)の 構 想 が ある。

(e)航 空 管制情報処理 システム

管制官の負担 を軽減 し,管 制処理 能 力 を向上 させ るため に導入 されて いる航空管制情報処 理 シス

テムは,航 空路 管制情報処理 システム と ター ミナル管制情 報処理 システム とか らな り
,航 空路 管制

情報処理 システムは さ らに,飛 行計画 及び その変更 をリアル タイムで処理 す る飛行計画情 報処理 シ

ステム(FDP)と 各 地 の レー ダーサイ トからの レー ダー情報 に基 づ いて各管制 卓の表示 装置上 に

航空機映像 シンボ ル,便 名,飛 行情 報 を表示 す るレー ダー情報処理 シス テム(RDP)の サ ブ シス

テムか ら構成 される。
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FDPに っいては,1976年 度に東京,大 阪,那 覇の管制部で稼動を開始し,1977年 度 には福岡,

札幌の管制部で稼動を開始する予定である。RDPに っいては,1976年 度に東京・那覇・福岡・札

幌の管制部への設置工事 が行われ,東 京,那 覇,福 岡の管制部においては1977年 度から本稼動する

予定である。

ター ミナル管制情報処理 システムは,空 港周辺における航空機の レーダー情報 を電子計算機 によ

り処理 し,管 制卓の レーダー表示装置上 に管制に必要な飛 行 情 報 を表 示 させるシステムであり,

1973,1974年 度の2カ 年計画により,東 京及び大阪両国際空港に設置 された。

B公 共 的な運輸情報 システムの開発

運輸省では,国 家的な見地 からとくに開発を促進する必要のある情報 システム,中 小企業者の共

同利用 システム等の公共性の強い情報 システムの開発 を推進 しているが,現 在までに開発済みまた

は開発中の情報 システムの主なものは次の通 りである。

(a)国 際貨物輸送情報 システム

運輸省では,昭 和48年 度以降,流 通ネックの打開,流 通経費の節減,輸 送サービスの向上,国 際

貿易の発展 を図る目的で国際貨物輸送情報 システムの開発 を推進 している。

本 システムは,輸 送態様の面 からは航空 と海上の2っ のサブシステムに分けられ,機 能的にはA

WB(航 空貨物運送状),BIL(船 荷証券)等 に記載されるデータを国内における貿易輸送手続の

ために自動処理する 「国内情報処理 システム」 と,こ こで処理 された貿易関係輸送デー タを通信回

線等を介 して国際間で伝送す る 「国際データ伝送 システム」 からなるものである。

運輸省では,緊 急性,シ ステム開発の容易性等 を勘案して,航 空貨物 を対象としたシステムの開

発 に1973年 度から着手 している。このシステム開発のための民間側組織 として航空会社,航 空貨物

代理店,上 屋業者等 からなる 「国際航空貨物輸送情報 システム(JACIS)」 が1973年 に設立 さ

れている。

・976年度 には,輸 出システムのデータ量調査及びシステ構 想の策定 を行 うとともに・国際㌃

タ伝送システムに係 るテス ト構想の検討 を行った。1977年 度には,輸 出システムに係 るシステム評

価等調査 を行 うとともに,国 際データ伝送システムに係るリクワイアメント調査 を行 うこととして

いる。

(b)陸 上貨物輸送情報 システム

今後とも増大する物流 を円滑 に処理するために,物 流 を全体として適切に管理する情報 システム

が必要 とされている。このため,ト ラック輸送における帰 り荷あっ旋を中心とした,全 国的 な トラ

ック輸送の情報ネットワー クを形成 し,合 理的な輸送体系 を確立することを目的 として,陸 上貨物

輸送情報システムの調査研究 を推進 している。
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(c)そ の他

海貨業者(海 運貨物取扱業者)は,貿 易港 において荷主の委託を受けて港湾荷役作業の一部に携

わるほか,船 積関係業務,通 関業務等幅広い業務 を一貫 ,総 合的 に取扱っているが,中 小企業が多

く,ま た諸業務 も複雑 なため情報 システム化 はほとんどされていない。このため,こ れら諸業務 を

を迅速,的 確 に行い,海 貨業の合理化 と港湾施設,労 働 力等の効率的利用を図ることを目的 として,

海貨 システムの研究開発 を行っている。

また,自 動車整備業界は零細企業が多 く,最 近の社会情勢の激変に対応するためには,企 業体質

の改善等多くの問題 を解決する必要 があるが,そ のための方策の一環 として,顧 客管理 売上管理,

部品在庫管理等の業務 をコンピュー タで処理する共同利用 システムの開発を進めている。

C運 輸業界 における情報化

運輸業界は輸送量の増大に対応 して各種輸送施設の整備等 を行ってきたが,近 年,快 適性,便 利

性,安 全性,迅 速性等の輸送需要の質的高度化,多 様化に応ずる体制が強 く要請 されている。
一方,運 輸事業は労働集約的産業であることによる人件費の増加 ,騒 音 ・振動等の環境問題 に対

する配慮等の企業経営の圧迫要因をかかえつつ,適 切 な輸送サービスを提供 していく必要 があるが,

そのためには輸送設備の拡充,輸 送技術の革新等 を進めるとともに,輸 送サービス,施 設管理,安 全

の確保,経 営管理等の面に情報 システムを導入することにより
,経 営の合理化 ・近代化 を推進す る

必要がある。運輸業界におけるコンピュー タ導入状況は,3-2-23表 のとおりである。

コンピュー タの対象業務は営業 ・販売管理 ,施 設 ・資材管理,運 航 ・生産管理,そ の他一般事務

管理である。この うちオンライン処理の対象 となっている適用業務 をみると,営 業 ・販売管理関係

では倉庫業の在庫管理,外 航海運業,港 湾運送業の集荷管理業務,社 内及び得意先への情報伝達業

務,ホ テル業,航 空運送業,旅 行業などの座席 ・客室の予約が主要適用業務 となっている。施設 ・

資材管理関係では外航海運業のコンテナ ・コントロールが最 も典型的な例である。運航 ・生産関係

では造船業,造 船関連工業の生産制御,外 航海運業の配船計画,航 空運送業の飛行計画作成,倉 庫

業の自動化倉庫,鉄 道業の列車運行管理などがあげられる。また,そ の他一般事務関係では経理,

財務,人 事管理及び一般事務計算が主 となっているが,造 船業,港 湾建設業では技術計算にオンラ

イン・システムを利用 している例 が多い。(運 輸情報 システム実態調査報告書 昭和51年3月)

D国 際協力の推進

貿易手続には,船 会社,港 運業者等の輸送業者をは じめとして,商 社,銀 行,保 険等の多種多様

な事業者が関与 し,そ の事務経費は貿易額の10%に も達するといわれている。現在,国 連欧州経済

委員会(ECE)貿 易拡大委員会の国際貿易手続簡易化作業部会内に2っ の専門家会議(ADPと
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コーディングに関す る専門家会議及び書式と記載項目に関する専門家会議)が 設け られ,貿 易関係

コー ドの統一 をは じめとす る貿易手続処理の自動化,貿 易書式の標準化等の検討を行っている。

わが国でもこの ような国際的な動 きに対応 して,1974年 に(財)日 本貿易関係手続簡易化協会(J

ASTPRO)が 設立 され,各 国の専門機関であるSITPRO(英 国),NCITD(ア メリカ)・

COSTPRO(カ ナダ)等と連絡 をとりっっ,わ が国における貿易手続簡易化の作業に取 り組んで

いる。

Eそ の 他

運輸行政部門及び運輸関係事業 における情報処理 を推進 し,あ わせて関係者の情報処理に関する

知識の向上等 を図るため,関 係者が相互に連絡 し,か つ情報化の促進に関連する諸問題 について協

議することを目的 とした 「運輸情報システム連絡懇談会」 を毎月一回開催 している。

経済社会の情報化の進展,あ らゆる分野 における情報量の急速な増大と情報処理技術の高度化 に

伴 い,国 民生活 における健全な情報化 を推進するため,関 係省庁 および関係団体が協力 して,1972

年から毎年10月1日 から7日 まで 「情報化週間」 を実施 している。

運輸省では,先 進的 な技術開発等 に対 して試験研究補助金を交付 しているが,情 報処理の振興に

関するものとしては,1976年 度 には,新 型鉄道券売機の研究に対 して補助金 が交付 された。

3-2-23表 運輸省所管事業業種別コンピュータ導入状況

年 度業 種 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976

鉄 道 75台 110台 112台 127台 168台 179台 170台 166

(う ち 国 鉄) (50) (73) (76) (80) (99) (104) (93) (96)

自 動 車 運 送 39 59 70 95 122 136 151 173

海 運 22 27 36 36 41 52 56 60

港 湾 運 送 4 7 7 15 23 23 26 28

倉 庫 18 31 34 48 62 73 84 106

航 空 18 22 33 33 35 45 45 51

観 光 9 10 12 24 40 43 57 63

造 船 45 48 59 84 101 107 109 116

車 両 製 造 6 4 5 10 10 10 20 20

自 動 車 販 売 46 64 78 105 137 146 154 221

計 282 382 446 577 739 814 872 1,004

対 前 年 比
一 十35% 十17% 十29% 十28% 十10% 十9% 十15%

※電子計算機ユーザー調査年報

※各年12月 末現在
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9労 働 省 に おけ るコ ン ピュ ー タ利 用 の現況

Aは じ め に

労働省においては,増 大する行政需要に対処するとともに,行 政のレベルを向上 させるため,昭

和30年 代の後半から行政事務の処理 に電子計算機 を導入することが検討 され
,ま ず,1953年 に統

計調査業務の処理が,つ いで,1965年 には労災保検 ,失 業保険(現 在の雇用保険),職 業紹介等の

業務の処理が電算化された。

その後,そ れらのシステムが拡大 され,改 良が加 えられるとともに,1972年 には労働保険(労

災保険及び雇用保険の適用及び徴収の業務 を一元的に処理するために設けられた制度)の 徴収業務

が電算化 され,大 量事務の扱いを中心とした業務処理の合理化
,迅 速化が図 られて きた。とくに,

全国の公共職業安定所を一つに結んだ職業紹介関係のオンラインシステムは世界的に有名である
。

また,労 働保険徴収業務の処理にあたっては,労 災保険業務処理用の電子計算機を共同で利用 して

いる。その他,労 働省の付属機関である産業安全研究所にも研究用の電子計算機 が導入 されている
。

これらの システムの うち・ ここでは,統 計情報提供 システム,労 災保険業務,そ れ1職 業紹介,

雇用保険等の業務を中心 とした労働市場センター業務の現状 と今後のシステムの発展の方向につい

て紹介する。

B労 働情報提供 システム

(a)経済 社会 の急速 な変化,情 報化社 会の進展 等新 しい時代 に即応 した労働行政 を展 開 してい くた

め には,各 行政機 関 に対 し必要 な情報 を的確 かつ迅速 に提 供 す る必要 が あ る
。 労働 省 で は,1969

年 か らこれ らの要請 に応 える電子計算機の システ ムづ くりを
,検 討 して きた が,1971年 か ら計 量

経済学の 手法 による労働経 済の分析 及 び各種政策 の検討 を,電 子計算機 によ り行 えるよ うに したほ

か,1973年 に は,労 働 情 報 提 供 システム を開発 し
,以 後 これ による情報提供 を行 っ ている。

労働 情報提供 システム(略 称LOIS:Th・Mi・i…y・fL・b・ ・
,On-Linel。f。,m。 ・i。nSy、,,m)

は,統 計情報部 におい て蓄積 ,整 備 する情報 を,労 働 行政関係機関の 問い合 せ に対 して ,電 子計算

機 を通 じて,迅 速 ・的確 ・容 易 に提 供 し,効 率的 な労働 行政 の推 進 に資 す るよ うに した もので
,次

の機関 に情報提 供 を行 ってい る。

① 地 方

都道 府県労働基 準局(端 末数47)
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都道府県職業安定主務課(端 末数47)

② 中 央

本省各局(端 末数10)

情報提供の機構については,地 方は,統 計情報部電子計算機(OUK9700・ 大手町庁舎)と 労働市

場セ ンター業務室db央 交換機(FACOM230-60・ 上石神井庁舎)を 特定通信回線で接続す ることに

より,既 に設置形成 されている労働市場セ ンターデータ伝送網 を利用して,地 方端末機等(さ ん孔

タイプライタ・データ伝送装置)か ら,デ ィスク装置(OUK9700が コントロールする情報蓄積ファ

イル)に 収容 されている情報 を検索 しうるシステムとしている。

また,中 央は,上 記統計情報部電子計算機に直結する端末機(デ ィスプレイ装置)か ら,上 記デ

ィスク装置 に収容 されている情報を検索 しうるシステムとなっている。

この提供の機構 を図示(3-2-15図)す ると,次 のとおりである。

3-2-15図 労働情報提供機構

統計情報部(大 手町庁舎)

(情報蓄積)

本省各局
ディスプレイ装置

都道府県労働基準局 都道府県職業安定所ゴ…務課
さん孔 タイプライタ・ さん孔タイプライタ・

データ伝送装置 データ伝送装置

システムの機能は,各 端末からの問い合せに対 し,統 計情報部の電子計算機が自動的に答 えると

い う,い わゆる"問 い合せ応答方式"を とっており,デ ー タ検索機能とデー タ加工処理機能に大別

される。前者のデータ検索については統計情報部 において蓄積 ・整備 されている概ね昭和35年 以降

の労働経済統計データ及びこれに関連す る金融,財 政,国際収支,国民福祉,文 化等の若干の一般経済

統計デー タを検索するものであり,蓄積 ・整備されているデータは約25,000系 列である。3-2-24表
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また,後 者のデータ加工処理内容は

①四則演算 ②平均計算 ③比率計算 ④累計計算 ⑤ベキ乗計算 ⑥対数計算 ⑦最小二乗計

算

で,電 子計算機の蓄積 ファイルにある提供データを検索 し加工処理できることのほか,端 末機 から

新規入力されたデー タについても加工処理 してその結果 を端末側に出力することができる。

なお,こ のシステムにおいては,こ れら新規入力及び加工処理の結果出力されたデータは,200系

列(1系 列各50期)の 範囲内で電子計算機の ファイルに保存 されており,端 末側 から随時指示 して

再計算に用いることができる特長をもっている。

3-2-24表 提供データー覧表

A人 口 ・ 労 働 力

B就 業 ・ 雇 用

C労 働 市 場 ・ 異 動

D賃 金水 準 ・ベ ー ス ア ップ

E賃 金 構 造 ・初 任 給

F労 働 時 間

G

H

I

J

K

L

M

N

O

P

Q

R

S

T

休

労

労

労

物

家

労

生

企

産

金

財

務 管 理 制

働 災

働 社 会 保

硬

葉

業

融

産

関

経

活

・ 倒

日

良

書

険

個

計

係

性

営

動

産

政

国 民経 済 ・国 際収 支

国 民 福 祉 ・ 文 化

一総人口,15才 以上人口,労 働力人口,労 働力率,非 労働力人口,完 全失業者数,完

全失業率

就業者数,雇 用者数,雇 用者比率,雇 用指数

一般職業紹介
,新 規学卒者職業紹介,労 働異動率

現金給与総額,現 金給与総額指数,定 期給与,定 期給与指数,所 定内給与指数,実

質賃金指数,賞 与,春 闘賃⊥げ額 ・賃上げ率

性 ・年令別定期給与,中 途採用者の年令別定期給与,性 ・年令別所定内給与,年 令

・学歴 ・勤続別所定内給与,職 階 ・職種 ・年令別所定内給与,新 規学卒者初任給

総実労働時間,総 実労働時間指数,所 定内労働時間,所 定内労働時間指数,所 定外

労働時間指数,週 所定労働時間,出 勤日数

週休制,夏 季休暇,週 休以外の休日

定年制

労働災害度数率及び強度率

雇用保険

消費者物価指数,卸 売物価指数

勤労者世帯家計収支,消 費水準

労働組合,労 働争議

労働生産性指数

総資本収益率,売 上高純利益率

生産指数,出 荷 ・在庫 ・在庫率指数,機 械受注

金利,手 形倒産

財政資金対民間収支

国民経済,国 際収支,貿 易

中学高校卒業者等の状況,福 利費,企 業福祉施設制度
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C労 災 保 険 業 務

(a)経 緯

労災保険業務,即 ち保険料等の債権管理事務,保 険給付事務等がますます多量化,複 雑化する状

況下 にあって,コ ンピュータの大量処理能力を駆使することによって,行 政実務に役立たせるため

に,UNIVAC－ 団電子計算機 を中心とするE.D.Pシ ステムを開発 し,昭 和40年4月 より同 システ

ムによる業務 を開始 した。その後,労 災年金制度の導入 による同事務処理機能の強化のためOUK

-9300に よる年金 システムの処理が併せて行われている。

(b)業 務内容

(1)保 険給付関係等の処理

労災保険の保険給付の支払は,労 働本省にお』いて行っている年金及び就学援護費をのぞいて,す

べて労働基準監督署で行っているが,こ れ らの労働基準監督署から送付 される支払後の保険給付の

内容 を記載 した支払調査票に基づ き;入 力媒体 を作成 して電子計算機 に読み込ませ,次 のような処

理 を行っている。

① メリット制による労災保険率の計算(過 去3ケ 年の保険料の額と保険給付の額 との比率によ

って,労 災保険率の増減改訂等を行 う)

② 労働災害発生状況の把握(業 種別,傷 病部位別等に,死 亡及び休業4日 以上の災害 について,

災害発生に関する主要事項の分析 を行 う)

③ 労災特別指導事業場選定資料の作成(年 別収支率が3年 連続 して130%以 上の収支率不良事業

場の選定を行 う)

④ 保険給付に係 る業務統計資料の作成(各 種給付の支払状況,指 定診療機関に係 る支払額等に

関する統計)

⑤ 保険給付 に係る管理資料の作成

⑥ 業務監察関係の資料の作成

(2)年 金支払関係の処理

年金等の支給決定は,労 働基準監督署で行っているが,労 働基準監督署から労働本省に送付 され

る支給決定の内容 を記載 した報告書に基づき,入 力媒体 を作成 して電子計算機に読み込 ませ,次 の

ような処理 を行っている。

① 年金受給者に対する年金及び特別年金の計算(年 金受給者に対 し,各 支払期 ごとに年金額等

の計算 を行 う)

② 年金給付費支払明細書の作成(年 金給付の明細 を労働基準監督署 あて通知するための書類を

作成)
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③ 振込先預貯金口座 明細書の作成(年 金受給者の預貯金口座番号を当該金融機関あて通知する

ための書類の作成)

④ 年金支払案内書の作成(年 金受給者あての郵便局 からの支払案内書の作成)

⑤ 年金支払通知書及び年金振込通知書の作成(金 融機関,郵 便局等年金受領機関別の年金受給

者あての振込(支 払)通 知書の作成)

⑥ 年金給付 に係 る業務統計資料の作成(年 金支払状況等に関する統計)

⑦ 年金給付 に係 る管理資料の作成

(c)将 来構想、

近年,産 業界における技術革新の著 しい進展 は,新 技術,新 原材料の開発採用とともに労働態様

に変化をもたらし,そ の結果労働災害の大型化,重 篤化傾向と新 しい職業性疾病の多発 をまねき,

これに対応する労災保険行政 も質的に多様化 した業務処理運営の体制整備が要請 されている。 さら

に年金受給者の増加,労 働福祉事業の充実等,労 災保険の事業規模は益々拡大傾向にあり,そ の業

務は量,質 ともに大幅 に増加することが見込 まれてお り,当 然電子計算機 システムの効率的な利用

が強 く要請 されている。このような要請に対処 し,労 災保険受給者へのサービス向上 と事務処理の

簡素合理化 を図るため,労 災保険業務室に労災行政の中核 となる即時処理用電子計算機 を導入 し,

地方労働基準局及び労働基準監督署に配置するOCR(光 学文字読取装置)等 の複合端末装置と通信

回線で結 び,以 下のような業務内容 をもつ労災行政情報管理 システムの開発 を推進 してい る。

(3-2-16図)

計画 されている業務内容 としては,① 労働者保護の観点から迅速かつ適正 な保険給付 と早期社会

復帰 を図 るため,給 付基準台帳 を一元的に管理 し,こ れをもとに,被 災労働者についての災害発生

から社会復帰 までの各種給付業務 と労災保険による労働福祉事業の実施状況 に関す る情報の提供 を

行 うこと,② 災害発生予防関連 ファイルとのデータベースにより,労 働災害の防止に資するために

必要な情報,職 業性疾病の早期発見および危険有害環境改善指導資料の提供 を行 うことが主要なも

のとなる。

D労 働市場セ ンター業務

(a)経 緯

労働市場 センター業務室(以 下 「労働市場セ ンター」 とい う)は,全 国の職 業安定機 関 をネッ ト

・ワークで網羅することにより職業安定行政における業務処理の合理化
,迅 速化 をはかり,増 大 し

多様化する行政需要に対処するとともに,積 極的雇用政策の一環 として労働力の流動化 と近代的労

働市場の育成をはかることを目的として,1964年7月 に設置 された。

(b)シ ステム構成
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労嚇 場センタin・ システムは・セ・ターの中央交換機(FACOM23・ -6・)を 中心として鋼 の

職鞍 定機関を網羅するデータ伝送 シ・テムと,・ れ らの職業錠 機関から伝送 されてくるデー タ

を主としてバ・チ処理する業務処理厭 型電子計算機(UNIVAC11・8)と か構 成されている
。

このシステムの規模は,端 末の数約550,回 線総延長約6万kmに 及んでいる。また,こ の システム

とは別に・雇用保険給付関係業務塒 処理 システム用の端末装置と直接結ばれた電子言+餓(FA

COM230-45S)が ある。

なお,業 務処理用電子計算機(UNIVAC1108)は ,昭 和44年 から中央交換機 と超高速回線で結合

され・一部業務について端末からの入力デー タを即時処理するシステムも稼動 している
。

(c)業 務内容

(1)リ アルタイム求人情報提供業務

求職者の求職条件の多様化に対処 し,円 滑な職業紹介 をすすめるために
,大 都市を中心とする通

勤圏の労働市場地域で実施 しているリアルタイムによる求人情報の提供 を行 う業務である
。当該地

域の求人 をあらかじめ労働市場セ ンターの電子計算機に記憶 させてお き
,MRP(Mark-Reade,&

Printer)端 末装置によって,こ の求人と求職者の希望 条件とを照合 し,合 致1ンたものを情報として

提供するほか・舗 求人一繊 の提供 とそれに対するリクエス トにも応 じて・・る
.現 在汰 平洋沿

岸ベル ト地帯の22都 府県で実施 している。

(2)広 域職業紹介業務

住居の移転 を伴 う遠隔地間の求人,求 職の結合 を目的 とするもので,求 人連絡業務が中心である

が賃金情鋸 ど労嚇 場情報の提供もf持 て行・ている
.求 人蕎 業務 とIS,労 飾 揚セ.タ ーを

通 じて各安定所が相互に求人の連絡 をそテうものであり,労 働市場情報は窓・{・おいて求人,求 職の

相談指導 をする際に活用される。

(3)雇 用情報提供業務

労働市場 センターに鰍 される新鮮 ,豊 富なデータ等 を加工 織 して,雇 用ホ職 職業相言炎な

どに活用する雇用情報を作成 し,全 国の主要安定所に設置す る文字デ ィスフ.レイ装置にリクエス ト

の都度即時処理斌 で録 する・現在・情幸Rの灘 頁は憤 金,労 働市場 に関す るもの8簸 である。

(4)職 業指導業務

職業 レディネス ・テス ト(耳撲 猷 テス ト)の 採点,判 定 を処理する.入 力はMRP堂 島末鑓 で

行 う・このテス トは噺 規学校卒業就職希望者に対する職業燐 の噸 として
,職 難 択に対する

心理的な取組み方および職業指向性 を把握 し適 切な職業翻 を行わせることを目的に鋤 されて

いる。

(5)雇 用保険関係業務

雇用保険の適時 業所 ごとの繊 をイ乍成 し,・ れに都道府県庁からf云送される蝶 所関係諸デー
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タおよび当該事業所に雇用 されている被保険者の記録 を行い,こ れを基に各種の事業所関係資料 を

作成 している。また,被 保険者 に関 しては,安 定所から伝送 される各種データに基づき,各 被保険

者 ごとの台帳 を作成し,被 保険者歴,f呆 険給イ捜 絵麟 を記録することにより適 正搬 保険舗

係業務,給 付関係業務の運営 を行 うとともに各種の統計資料 を作成 している。

(d)将 来構想

安定所の業務量増加に対処 し,労 働市場セ ンターでは,昭 和55年 度実施 を目途 に雇用保険適用給

付関係業務即時処理システム(雇 用保険 トー タル ・システム)を 開発 し,窓 口業務の一層の合理化,

利用者サービスの向上 をは かることとしている.こ の新シスみ では・OCR(0・ ・icalCh・・a・t・・

Reader)を 主体 とした複合端末装置 を新通信回線(DDX(電 電公社デ ィジタルデータ交換網)を 検

討中)で 超大型電子計算機 と結合 し,安 定所で行 う適用給付の業務 を即時に処理 しようとするもの

である。将来,職 業紹介,情 報等の業務もまた,こ の新 システムの一環 として移行 させる計画であ

る。

なお,新 システムの全国実施 跣 行 し,東 京都,神 奈川県,大 阪府の全錠 所{こおいて顧 保険

の給付業務 について処理 を開始 し,大 きな効果 をあげている。

3-2-17図 労働市場センターオンラインシステム構成図
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第3章 わが国の情報通信政策

1情 報通信振興策

電気通信回線にコンピュータ等 を接続 して行 うデータ通信 は,コ ンピュータの能力と効用 を飛躍

的に向上 させ るとともに,い わゆるコンピュータ・リソースの効率的 な利用 を一段 と可能 ならしめ
,

省資源 ・知識集約型産業への転換,国 民福祉の充実,社 会生活の情報化等に大 きな役割 を果 して

いる。

郵政省は,デ ータ通信の果すこのよ うな役割にかんがみ,そ の なお一層の発展 を促進するため,

① データ通信回線利用制度の整備

② データ通信の振興

③ データ通信関連技術の研究開発

④ 基盤整備のための調査研究

等の諸施策を実施 しているが,こ れ ら諸施策の1977年 度 を中心とす る概要は
,次 のとおりである。

Aデ ータ通信回線利用制度の整備

データ通信のための電気通信回線 としては,加 入電話の電話回線 または加入電信の電信回線 を使

用する公衆通信回線 と,使 用契約者が専用 ・排他的に使用する電気通信回線である特定通信回線が

ある。このほか,電 電公社が試行的 にサー ビスを提供 しているもの として
,48キ ロビット/秒 交換

網 がある。

1976年 度 においては,電 電公社が提供 している特定通信回線の他人使用に関する新基準を定めた

が,1977年 度においては,電 電公社と国際電電が1979年 にサー ビス開始 を目指 して現在試験研究 を
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進めているデ ィジタル ・データ交換網に関 して,そ のサービスの具体的 な内容,料 金等にっいて主

務官庁の立場から検討を進めることとしている。

「他人使用に関する新基準」は,複 数の端末相互間のデータ通信 と複数のコンピュータを利用す

るデータ通信 が可能 とすることを骨子とす るものであって,こ れにより,コ ンピュータ ・ネットワ

ークの促進や情報通信サービスの多様化が図られるものと期待 される。

「ディジタル ・データ交換網」は,デ ータ通信 を中心 とする多彩 かつ高度な電気通信サービス需

要 に対応するため,こ れらに適 した高速度 ・高品質なデ ィジタル交換網サービスを提供 しようとす

るものである。異速度 ・異機種端末相互間や異機種コンピュータ相互間の通信 をも可能とし得 るも

のであり,ま た,フ ァクシ ミリ通信 などデータ通信以外の利用も考 えられるものであるから,情 報

化 の進展に多大の効果 をもた らすものと期待される。1977年 度においては,そ のサービスの具体的

な内容,料 金体系と料金水準,既 存網または私設設備 との相互接続,自 営設備の技術基準など提供

条件の全般について検討を進めることとしているが,将 来の課題 としては,こ のような網やデータ

通信回線 を利用し業として情報通信サービスを行 う者 と,そ のサービスを受ける顧客 との間の相互

関係 をどのように扱 うかという問題 にも取 り組む必要 が痛感 されるところである。

Bデ ータ通信の振興

(a)情 報通信業の振興

1971年 における公衆電気通信法の一部改正により,電 気通信回線の他人使用が認め られるととも

に,電 気通信回線に接続す るコンピュータや端末機器などは原則として自営により設置す るものと

された。

この改正は,従 前からの公衆電気通信業務の独占の概念 を,デ ー タ通信の分野 に限 ってではある

が,基 本的に変更するものであ・た.す なわち高 気通信設備を設置 してこれを保守運用す る醜

公社 と国際電電 が,最 終的顧客に対 して直接にサービスを提供す るとした公衆電気通信業務の独占

とい う伝統的な考え方の変更であり,こ こに,電 電公社または国際電電 から電気通信設備 を賃借 し,

それを利用 して最終的顧客にサービスを提供する中間的な通信事業者が認められることとなった。

このようにして認め られた通信事業者,す なわち,他 人の需要に応 じ業として情報処理または情

報提供 を電気通信(デ ータ通信)に より行 う事業者を,情 報通信業という。(3-3-1図 参照)

データ通信システムを自ら保有 した場合には膨大な設備投資や保守作業を必要 とするので,情 報

通信業者の顧客 となって情報通信サービスを利用しようとする傾向が強 まりつつあるが,多 種多様

な需要 を満足させるには,情 報通信業者が公正 な競争関係のもとに,そ れぞれの能力や特長 を発揮

することので きる市場環境が'必要である。

鋤 省は,・のような観点に立 ち,瀦 公社に対 しては・データ通信事業のi虫立採算制を縦 し収



第3章 わが国の情報通信政策141

支相償 を達成するとともに,デ ータ通信設備サー ビスの提供分野について,技 術開発に先導的な役

割を果す もの・公共的 なのも,全 国的 なネッ トワークを構成 するものを中心とし,と りわけ,重

要な国家的ないし社会的な課題の達成 を支援す るシステムにその技術力をより一層傾注す るよ う指

導してきた。また,個 々のデータ通信設備サー ビスの提供 に関する認可 を通 じて
,民 間の情報通信

業との調和的 な発展が確保 されるよう取 り図ってきた。

なおL,情報通信関係の諸企業は今はきわめて厳 しい情勢 に置かれているが,こ とに情報通信業に

あっては,外 国 とのソフ トウェア ・ギャップ,資 本調達力や販売保守体制のぜい弱さなどの問題 を

抱えている。このような現状にかんがみ,情 報通信業の市場環境 ,経 営体制,事 業運営,法 制等の

整備等について,広 範囲かつ長期的 な視野 に立って検討する必要があ り,今 後の大 きな検討課題で

あると考 えている

3-3-1図 公衆電気通信業務の提供関係による分類

(第1次 通信事業者)

(第2次 通信事業者)

一ー ー ー ー ー ー 一 一_____

独 占
一 ー ー 一 一 ー ー 一 一

電報 電話

一 一 『 一

加入

電信

公 衆 電 気 通 信 業 務
一 一 一

分 野 競 争 分 野
一 ー ー ーー ー 一 『 一 一 ーー 一 一 一 一 ー 一 一_一_____

デ ー タ 通 信 デ ー タ 通 信専用

回線 サー ビス 設備サー ビス

、 ノ

＼ノ

1 /
/
//

/
/
/
/
/＼/

∀

＼ノ

一

↓
情報通信業

/

〃
＼ノ

最 終 的 顧 客(公 衆)

「新展開する米国電気通信政策とわが国通信法制」による。 「データ通信」Vo1.9No.8(1977年8月 号)所 収。

(b)汎 用 コンピュー タ ・コ ミュニ ケー ション ・ネ ッ トワー ク ・プログ ラムの開発

データ通信利 用の高度化 に より資源の有効利 用 を図 り
,わ が国の健全 な情報化 社会の形成 を促進

す るため,複 数 のコンピュータを電気通信 網 によ り結 合す ることによ って効率的 な共 同利 用 を可能 と

す るコ ンピュータ ・コ ミュニ ケー シ ョン ・ネ ッ トワー ク用 の汎用 プロ グラムを開発 す ることと し
,

1977年 度 からこの プロ ジェク トに取 り組 んで いる。

具体的 には,機 種や性能 の異 なるコ ンピュー タや端末装置 を用 いてデー タ通信 が実際 にで きるよ

うにす るため に必要 とす る標準的 な通信処理 プロ グラムの研究 開発 を行 うもので あって
,そ の手順

としては,① まず,コ ンピュータ ・ネ ッ トワー クが持 つべ き通信処理機 能 をい くつかの階層 に整理

・体系化 し
,順 次,各 階層 ごとに通信 規約(プ ロ トコル)・の言受定等 を行 い,② 次 に,各 階層 ごとに
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設定 された プロ トコルに基づ き,基 本 的 ・共通的 な通信処理 プ ログラムの開発 を行 う,と い う進 行

計画 を考 えてい る。

1977年 度 において実施 しよ うと してい る調査 研究は,次 の とお りで ある。

① ネ ッ トワー クの概 念設 計

コ ンピュー タ ・ネ ッ トワー クの 目的,構 成要素,機 能分担,将 来 動向等 について調査 研究 を行 う

ほ か,コ ンピュー タ ・コ ミュニケー シ ョン ・ネ ッ トワークが持 つべ き通信機能 の階層化 ・体系化 な

どプロ トコルの定義 づけ を行 う。

② プロ トコ ルの設定

各階層別機能 の うち下位 レベ ルの部分 につ いて,標 準的 プロ トコルの設定 を行 う。

(c)デ ー タ保 護対策 の検 討

デー タ通信の普及発展 によ り,国 民の 日常生活 や産 業経済 に大 きな利便 が もた らされたが,他 方

において,デ ー タ通信 シス テムで大量 に取 り扱われてい るデー タが漏洩 した り滅失 した りす るこ と

によって,個 人生活や企業活動 に支障 を及 ぼす危険性 が高 まる とい う結 果 をも招来 して いる。

そこで,こ の よ うな障害 の発 生 を防止 し,正 常 かつ円滑 な社 会生 活や企業活動 を確保 す るための

措 置 を講 じる必要 があ るので,郵 政 省 と しては電気通信 を所管 す る立場 か ら検 討 を重 ねてい るとこ

ろで ある。

Cデ ータ通信関連技術の研究開発

(a)情 報 認識方式 ・通信 方式 の研 究

入出力情報 の形式 と して重視 され て きてい る手 書 き漢字 の 自動認識 の開発 研究 については,こ こ

数年来引 き続いて行 って きてお り,1977年 度 においては,字 種数 や文字 の変形 の増 大 に対す る取 り

まとめ を行 うことと してい る。

このほ か,通 信衛星 を利 用 したコ ンピュータ ・ネ ッ トワー ク ・システムについて,新 たに研究 を

開始す るこ ととして いる。 これは,地 上回線 を利 用 した ネ ッ トワー クに比べ ると,放 送 タイプの利

用 が可能 となることや コス ト面 での有利 さが あることなどの特長 があ るため,大 いに発展 してい く

ものと注 目され てい るもので ある。1977年 度 においては,実 験用 中容量静止通信衛星(CS)を 利

用 す るネ ッ トワー クにつ いて,基 礎 的 な検 討 を進 め るこ ととしてい る。

(b)総 合1青報通信 シス テムの開発

この プロ ジェク トは,1973年 度 か ら実施 してい るもので あって,農 山村 に普及 して いる有線放送

電話施設 を利用 して同地域 の情 報 ニーズ に適合 した総合的 かつ経済 的 な電気通信 シス テムを開発 し

よ うとす るもの であ る。

1977年 度 には,最 近 問題 とな って いる水資源対 策 と省エ ネルギー対策 の観点 か ら,既 存の有線 放
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送電話施設を活用 した自動検針 システムと上水道施設などの遠隔監視 システムを一体 とした総合テ

レメータシステムの運用実験 を行 うこととしている
。

(c)生 活映像 システムの開発

CATVの 多目的利用の可能性 を現実 に把握 し,CATVに 関す る施策のes立 に資するため,多

摩ニュータウンに実験施設 を設置 して各種の生活情報 を提供 し
,住 民の意向等 を調査 している。こ

の開発実験は,1973年 度以降,機 器の開発 ・製作,番 組の制作等の準備を進め,1976年1月 に実験

を開始 した。

1977年 度においては,引 き続 き実験 を行いその取 りまとめを行 うこととしている
。また,今 後 の

多目的利用型のCATVの 円滑'SgＬKl・必要 となる住宅総合管理 情報 システムの開発 をも行 うこと

としている。

(d)行 政情報通信網関連技術の開発

各省庁が共同で利用する行政情報通信網設立に関する調査研究の一環 として行
っているものであ

って,1977年 度にお』いては,中 継変換機能を効率化するために必要 な中継変換多重処理装置の開発

および異種ファクシミリ接続装置 と同報装置 との接続技術の開発 を行 うこととしている
。

D基 盤整備のための調査研究等

(a)デ ータ通信 の実態調査

データ通信 に関する諸施策 を推進する上での資料 を得 るため
,デ ータ通信 および情報通信業に関

する利用状況・サービ・の提関 大況ならびに情報通信サービスに関する社会的ニーズの動向等 を
,

総合的 ・時系列的 に毎年調査 している。

(b)電 気通信応用 システムの調査

最近にお』けるフ ァクシミリの目覚 ましい普及,諸 外国にお』ける電子郵便の開発 ・実施などに見 ら

れるように,電 気通信 メディアはますます多様化する傾向にある
。このような傾向は,将 来 におけ

る通信需要や通信利用形態にもいろいろな影響 をおよぼすものと考えられるので
,こ れらの点 を調

査 して新 しい電気通信の応用 システムについて検討す る必要がある。 このような観点から,1976年

度においては電子郵便に関する調査研究を行 ったが,1977年 度 には引続いて最適な電子郵便 システ

ムの在 り方に関する調査 を行 うこととしている。

(c)通 信方式の標準化 に関する調査

通信方式 を統一 し,相 互通信 を可能にする施策の一環 として,フ ァクシミリ/分 機について通信

方式の標準化に関する調査研究 を,1977年 度 から開始 している。1977年 度 においては
,走 査線密度

と鮮明度,符 号化方式と帯域圧縮率,符 号化方式 と誤 り影響度などについて,評 価試験機 を用いて

調査 を行 うこととしている。
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(d)情 報流通の実態調査(情 報流通センサス)

情報化の進展に対応 して,郵 便 ・電信 ・テレビ・ラジオ ・データ通信 など情報流通メディアに関

す る諸施策を推進するための資料 を得 るとともに,情 報流通統計 として公表 し,広 く各般の需要に

応 じるため,各 種情報流通メディアについて,情 報の流通量 ・流通距離,流 通に要 した経費を毎年

調査 している。
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2デ ィジ タル通 信 の動 向

近年わが国における経済は量 ・質ともに高度の発展 をとげ,そ れに伴 い通信量 も増大 しているが,

最近ではコンピュー タと電気通信網 を使って高度の情報処理 を行 ういわゆるデー タ通信や電気通

信網 を通 して図面や書類のコピーを遠隔地 にわずかの時間で送 ることので きるファクシミリ通信等

の利用が次第にさかんになりつつある。

しかし,現 在 行われているデー タ通信 やフ ァクシミリ通信は,こ れまでの主な通信形態である

電話あるいは電信のための技術 ・設備 を用いたいわゆるアナログ形態のものであり,コ ンピュータ

の著 しい発達 に伴い今後ますますっよ くなると考 えられる通信速度の高速化 あるいは通信精度の向

上,サ ービス機能の多様化といった要請に必ず しも十分応 えうるものではないと考えられている
。

一方,近 年の電気通信技術の進歩発展は,コ ンピュー タ通信が必要 とする上記のよ うな諸々の要

請に応ず ることを可能 ならしめるいわゆるディジタル通信 を生み出すに至った。このディジタル通

信は,デ ィジタル伝送設備,時 分割交換機,パ ケッ ト交換機等を用いてコンピュー タで使われるデ

ィジタル信号をそのままの形で,す なわちアナログ形態に変換することなしに
,端 末から端末 まで

伝送することがで きるものであって,在 来の電話網 あるいは電信網 による通信に比べて高速化ある

いはサービス内容の多様化等に対する要請に応 えることがで ぎるものであり
,将 来は電気通信の根

ほ ト

幹をなすもの と考 えられている。現在技術的には,こ のデ ィジタル通信技術 によって提供 されるサ

ービスとしては
,次 の3つ の形態の ものが可能 と考えられている。i

1噂 鰍 形態による通信r・ …i

2.回 線交換形態 による通信`

3。 パケッ ト交換形態 による通信'

1・の専用線形態による通信 とは・従来の専用線あるいは特定通信回線 と同 じよ うに
,端 末相互間を

特定の回線 によ・て固定的に接続 してその間でディジタル信号 を伝送括 ⑭ である
。次 に,2お

よび&の 通信については逗 電公社力∨回縦 換サニビス・.およびパケ・ト交換ナニビ・(酵 を合

せて新データ網 サービス)と して提供 を計画中であるので,肝,諸 外国に勾 ナ碑 入動向 も含め

その概要を紹介することとする。
'Ll

(a)電 電公社の新デー タ網サービスの概要

電電公社の新データ網サービス(仮 称)は,最 新のディジタル技術 に基ゴ いて新たに設計する交

換網によ・て提供するデータ通信やデ ィジタルフ・クシミリ通信 噂 し雄 量$・1料金による交換網

サービスであり,昭 和54年 上期に,東 京,横 浜,名 古屋,大 阪で開始 される見込みである。このサ
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一ビスでは,伝 送速度 は,200ビ ット/秒 程度の低速 から48キ ロビット/秒 の高速までカバーでき,

伝送鵬 については,ビ 。ト誤 り率でみて少 くと槻 在の縫 通信回線サービス程度の顯 が確保

で き,ま た,接 続時間についても,公 衆通信回線サービスが数秒 から十数秒かかるのに比べ,平 均

1秒 程度 と大幅に短縮 されるなど,現 在の公衆通信回線に比べて性能 が著 しく向上す るもの と考え

られている。

この新データ網 サービスの種類 としては回線交換サービスとパケット交換サービス(い ずれも仮

称)の2つ を予定 しており,利 賭 まその利形 態 に合 わせてよ噛 した方 を選択することがで き

る。

(1)回 線交換サービスの概要

回徽 換サービスは,時 分害l」交換手支術 とデ ィジタル伝送技術 を利用するもので・現在の電話交換

のように,呼 ごとに発信端末 と着信力島木の間に高速 ・高品質の通信回線 を設定 してデータ伝送を行

うもので ある。
3-3-2図

2,400b/s 端末

2400b/s

注)端 末の速度は一例である。

回線交換サービスは,通 信の都度回線が設定 されるとい う特質から,比 較的電文が長 く,通 信密

度の高いデータ通信やファクシミリ通信に適 している。

(2)パ ケット交換サービスの概要

パケット交換サービスは,蓄 積交換技術 とディジタル伝送技術を利用するもので,発 信端末から

の電文 をいったん交換機に蓄積 して,パ ケッ トと呼ばれる一定の長 さの電文 に分割 し,各 パケット

ごとに宛先をつけて着信局に伝送 し,着 信局の交換機が各パケッ トごとに宛先を読んで該当する着

信端末に送 り届 けるものである。

パケッ ト交換サービスは,電 文をパケットという単位 に細分化 し,交 換機 に蓄積 してから送ると
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3-3-3図
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い う特質 か ら,比 較的電 文が短 く,低 密 度の デー タ通 信 に適 してい る。

また,特 に本サ ー ビスでは1本 の加入者線 によ る多重通信(パ ケ ッ ト多重通信)や 速度 の異 なる

端末 間の通信(異 速度端末 間通信)が 可能 で ある。

(3)両 サ ー ビスの各種機能

さらにいずれのサー ビスも,デ ー タ交換 とい う基本的 な機能 のほ か,従 来の公衆通信 回線 サ ービ

スには なかった① 閉域 接続 ② ダイレク トコール ,③ 相 手通知,④ 料金 のセ ンター一括払 い,⑤ 短

縮 ダイヤル〔注;などデー タ通信等 の利用者 に とって便利 な各種 機能 を備 える予 定で ある。

本サ ー ビスが実施 され ると,デ ー タ通 信 システム等 が単 に経済的 に構 成 で きるばか りで なく
,従

来,各 企業 において独 自で専用 システム を形成 して いるため,と もす ると重複 しが ちなハ ー ドウェ

アや ソフ トウェア資源 を共用 す るこ とが可能 とな り,わ が国 のデ ー タ通信 の普 及 ・発展 に大 きく寄

与 す るこ とが期待 されてい る。

本 サー ビスと,現 在,電 電公社 が提供 して いるデー タ通信用 の回線 サー ビス とを比較す ると
,3

-3-1表 の よ うにな ると思 われる
。

(注)各 種機能 の説明

① 閉域接 続

特定の端末 で1つ の グループ を組 み,そ の グルー プ内 の端末相互 間 に限 り接 続 を行 うサー ビス。

② ダイ レク ト・コール

通信 相手 が1つ に固定 されている場合,そ の相手番 号 を一度 交換機 に登 録 して おけば,あ とはダ

イヤル操作 な しで発信で きるサ ービス。 ・層㌧

③ 相 手通知 .『`へ ・
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3-3-1表 新データ網サービスと現行サービスとの比較

新 デ ー タ網 サ ー ビ ス

区 分

現 行 サ ー ビ ス

回 線 交 換 パ ケ ッ ト交 換
公 衆通 信 回線

電 話 網

公衆 通 信 回線

電 信 網
特 定通 信 回線

200ビ ッ ト/秒以 下 200ビ ッ ト/秒

通 信 速 度

おお む ね

1,200ビ ッ ト/秒

以 下

50ビ ッ ト/秒 以 下 50ピ ッ ト/秒

～

48キ ロ ビ ッ ト/秒

300〃 300〃

1,200〃 1.200・'

2400ビ ッ ト/秒 2400〃

4β00〃 4,800〃

9,600〃 9,600〃

48キ ロ ビ ッ ト/秒 48キ ロ ビ ッ ト/秒

従 量 制

(基本料+通 信料)

従 量 制

(基本料+通 信料)
毎 月 の 費 用

従 量 制

(基本料+通 信料)

従 量 制

(基本料+通 信料)
定 額 制

あ り あ り
通信相手の選択機

能
あ り あ り

な し

(特定相手に固定)

な し な し

1

音声 伝送 機能 あ り な し

あ り(た だ し,200
ピ ッ ト/秒 以下 で

は不 可)

な し あ り
異速度端末間通信

機能
な し な し な し

特定通信回線以上 特定通信回線以上

1

伝 送 品 質

(ビット誤り率)

80%の 接続 呼 につ

い て10-5程 度

90%の 接 続 呼 にっ

いて10-5程 度
10-5程 度

平 均1秒 程 度 平 均1秒 程 度 接 続 時 間 数 秒 ～10数 秒 数 秒 ～10数 秒
接続時間はかから

ない

'転 送 遅 延 な し 網内転送11寺間平均

α1秒 程 度
データ転 送時 間

1

転 送 遅 延 な し 転 送 遅 延 な し 転 送 遅 延 な し

通信開始 に先立 ち,網 か ら,発 信者 には着 信者 の,着 信者 には発信者 め番 号 を通 知す るサー ビス。

④ 料金 のセ ンター一括払 い

ある特定 の端末(例 えば,本 店 におかれ たオ ンライ ンシステ ムの セ ンター等)に 着 信す るすぺて

の呼 の料金 がその端 末の支払 いとなるサー ビ ス。 ・"

⑤ 短縮 ダイヤル

通信 相手 の番号 を2桁 の番号 に短縮 して登録 して おけば,あ とは この短縮 番号 を使 って通信で き

るサー ビス。

(b)諸 外国 における新 デー タ網サ ービス導入の動向

ここ1～2年,各 国 における新 デー タ網 サ ービ ス導入の動 きは急 で あ り,新 デー タ網 サー ビスの

国際標準 化の問題 にっいて も,国 際電信電 話諮問 委員会(CCITT)で 最 も重要 かつ緊急 を要 す

る課 題 と して審 議 された結 果,1976年9月 に回線 交 換,パ ケ ッ ト交 換 等 に関す る主 要 な勧 告 が制
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定 されてい る。 これ を受 けて,各 国の導入 の動 きは さらに活 発化 して いる。主要 国 におけ る新 デー

タ網→ サー ビスの導入状 況 を概 観 す ると3-3-2表 と お りで ある
。

3-3-2表

国 名 サ ー ビ ス 名

可

サ ー ビ ス

提 供 会 社
開始年月 種 類 備 考

グ ラフ ネ ッ ト
グ ラフ ネ ッ ト 1975.1 パ ケ ッ ト交換 フ ァクシ ミリサ ー ビス

シス テ ムズ

パ ケ ッ ト交 換

アメ リカ テ レネ ッ ト 1975.8 ノノ

デー タ通 信 サ ー ビス

デ ー タ ホ ン ・ス イ ッチ ド ア メ リ カ電 話
1977

デ ィ ジ タ ル ・サ ー ビ ス 電信会社 回 線 交 換
(D.S.D.S.) (AT&T) (予 定)

カ ナ ダ デ ー タパ ック

トラ ン ス ・カ ナ

ダ ・テ レ ホ ン シ

1977
パ ケ ッ ト交 換

ステ ム (予 定)

エ クス ペ リ メ ンタル ・パ ケ

イギ リ ス ッ トス イ ッ チ ド ・サ ー ビ ス 郵電公社 1976.4 ノ'

実験網

(E.P.S.S.) (実験期間2年 程度)

西 ドイ ツ ダテ ックス 郵 電 省 1976.9 回 線 交 換
従来 の サ ー ビ ス に さら に高

速のサービス品目を追加

1978
フ ラ ンス トラ ンスパ ッ ク 郵 電 庁

(予 定)

パ ケ ッ ト交 換
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第4章 諸外国のコンピュータ産業政策
および情報処理産業政策

情報処理産業が一国の社会経済あるいは軍事」二の計画遂行上"中 枢 システム"と して働 き,日 常

生活 をも含めて測 りしれない多方面への技術,経 済的波及効果 を及ぼ していることは今や世界の常

識 となった。英,仏,独 三国は1980年 代 には石油,自 動車 と並ぶ基幹産業であるとの見通 しに立っ

て自国情報産業の振興 に腐心 し徐々にその成果 をあげている。EC委 員会では超国家的立場から欧

州の技術力の培養 を急 いでいる。 カナダ,ブ ラジルなどもコンピュータ需要の一部国産化 と産業育

成による輸出効果と雇用促進効果をあげている。ソ連 を盟主 とす るコメコン諸国でも,コ ンピュー

タ需要の相当の自給をめざしRJADシ リーズ開発 をほぼなし遂げ量産に入るとともに,統 一次世

代機の研究開発に入っている。一方米国では,こ れまで特段のコンピュータの振興策は打ち出され

ていないが,貿 易収支の黒字寄与率を充分認識 しており,政 府は輸出振興の側面援助 を行っている、

1ア メ リ カ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

A連 邦政府の調達 と政策

アポ ロ計 画の地上誘導追跡 システ ムの よ うに宇 宙 や国 防の巨大 な開発計画 が,米 国 の コンピュー

タ開発 と利用 を促進 し,IBMを は じめ巨 大 な多国籍企 業 をは ぐくんで きた。IBMが1950年 代 に

空軍 のSAGE計 画 を成就,技 術 やDp機 器 のRASを 確 立 す るとともに英ICLの 創 立来の政 府

補 助 に匹敵 す る利益 をあげた話 は有 名で ある。 国防省 とNASAのEDPSに 関 す る費用は明 らか

で はないが,1978年 度 のElectroniccontentの 予 算推 定は183億 ドルで,米 国内 で も最大手市場 と

なって いる。連邦政府機 関は1976年 度44億 ドルの コ ンピュー タを使用 し,IBMが その3割 強 を占

めて いる。 また政府内のDp費 用 は年間40～60億 ドル といわ れ,わ が国政府省庁 の それの約15倍 程 に
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も達 してい る。政府 は,こ のEDP調 達 を効 率 よ く購 入管理 す るため1965年 ブ ル ックス法 を制定,

翌 年基 金 をもとにEDPと 施 設 を公正 に調達 す る機関 と してGSAを 設 置,商 務省 がNBSを 通 じ

て標準 化な ど技術 的 な助 言 を与 えることと し,財 政 お よび政策 上の管理監 督 はOMBが 行 うこと と

した。GSAの 調 達 手続,方 針 は大統 領回状,FMCな ど政策 回状 によって通達 され るが,中 で も

OMBのcirclarA-76とFMC74-5が 中心役割 を果 してい る。A-76で は連 邦政府 の需要 を外部 の

民間Dpセ ン ター に契約す ることを指示 して いるが,外 部セ ン ターのIBMシ ェ アが70%に 達 しコス

ト意識 が欠如 してい ること,標 準化 の遅 れ,不 公正 なGSAの 調 達 といった問題が クローズ アップ

されて いる。 カー ター政権 の緊縮予算 の折,増 大 す るDODのEDP予 算 に1年 間の外部委託 の禁

止が但 書 きに入 り,業 者 の反発 を招 いてい るの も こ うした事情 を反 映 したもので ある。

B税 希1渡について

側面援助の税制度としては,投 資控除制度 とDIscの 制度 をあげることができる。投資控除制

度は産業全般の生産拡大 と雇用促進のため1962年 に初めて実施 され,取 得国定資産原価の7%(公

益事業は3%)を 所得税 より控除で きるとい うもので,コ ンピュごタ関連企業ピとってはリース料

などの値下げ源泉となった。1975年 この率は10%に 引 き上げられ,更 に本年カーター政権は12%(年

間予算額15億 ドル)と することを強力に押 し進め,両 院の合同委 を通過 したがインフレ懸念と新た

に登上 した新エネルギー政策に蔭が薄れ実現が危ぶまれている。他方のDISCの 制度は1971年 米

財務省が輸出振興 を目的 にDISCと いう会社制度を設 け,そ の資産の95%が 輸出に関連 し,収 入

の95%が 輸出販売 から得ているとき,IRSに 申請することにより輸出関連収入の50%の 所得税 を

据えお くことがで きるように したもの。 コンピュータ産業は今や米 国の国際収支上恒 常的 に大 き

く寄与 している(76年 度25億1千 万 ドルの輸出超)だ けに業界の受 ける恩恵は膨大である。昨年暮

EECか らの提訴もあり,GATTはDISCイ ンセ ンティブ法を不法な輸出補助策であるとの見

解を示 したため,目 下課税額の問題 とともに議会で検討 されている。

C輸 出促進プランとココムの規制

米 商務省で は輸出(1976年 の 輸出 は全GNPの7%)促 進 プラ ンと して グ ローバル ・マ ーケ ッテ

ィング ・プランを実施 しているが,こ の中 に主 要 外国市場で の15の トレー ドセ ンター を使 って米国

コンピュー タ企業だ けの ショウと開発国 と共産 圏で の フェアが ある。対象企業 数の見込 みが過大 で
,

多国籍 大企業の受 ける恩恵の方が大で あった との結果 がで て,昨 年 よ り効果 の低 いセ ン ターの閉鎖

とフェ アへの参加,技 術 ミッシ ョンの派遣 などへ方向 変換 が行われ てい る。 この他市場調査 や情 報

サー ビス,小 企業育成 ロー ンなどがある。一方,共 産 圏 に対 す るコ ンピュー タの輸出 につ いて は,

従 来軍事上 の観 点 から政府 および ココムによ る厳 しい制 限が課 せ られて きた が,1971年 頃 から中 ・
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ソへ の接 近 によ り緩和 が進み,1974年370/145ク ラ スまで許 可 され るよ うに なった。輸出承認機関

は商務 省で あるが,現 実 には国防省 など関連 省庁 の ア ドバ イスを得 ることに なってお り,'拒 否 権発

動 によ り今 まで ソ連 に輸出 された米国大型 コンピュー タは8台 程 で ある。 これ に対 し,西 側諸国 か

らは相 当の もの が輸出 されているため,審 査 の迅 速化 と制 限の緩和 につ いて再三の要望 が出 された

結果,1976年5月 大手9社 に対 しガイ ドライン緩和 の通 知が出 され た。 これ は性能 によ り3っ に分

け られ ると同時 にセーフガー ドとしての オ ンサ イ ト検査 を義 務づ けたもの となってい る(1976年120

Mド ルの規制 ある輸 出品の中,半 分以上 は コンピュー タで あ る)。商務省 の輸出管理局 では今年 に入

り輸 出 コン トロール ・チ ャネルでの審査 を迅速 にす るための シス テムを開発,CDCの ル ーマニ ア

におけ る合弁 会社 への30と60M-byteデ ィ ス ク技術 輸出や ソ連 への国連 気象観測 ネッ ト用 のCyber

76の 輸 出にっいては初 めて省庁 間 タスクフ ォースに よる合同審査 も予定 され るなどの フォロー アッ

プがな されて いる。反面昨年9月 期 限切 れで審議 中の輸出管理 法 には,自 由諸 国 に対す る製品,技

術輸 出 に再輸出 を抑制す るため厳 しいコ ン トロー ルを課 そ うとの動 きが ある。

D米 国の独占禁止法政策

米 国の反 トラス ト法三法の中,も っ とも基本 とな るのは シャーマ ン法(1890年)で 自由競争 の維

持 と独 占の排除 を目的 としてお り,有 効 な競争 を通 じて消 費者 の要 求 を満足 させる ところ にあ る。

IBMの 現 在係争 中の最大 のものは1969年1月 司法 省が業界 の独 占および4つ の特定 行為 を通 じて

市場 を不法 に操作 した と して提訴 した もので ある。IBMに 対 して は この他 メー カー,関 連 サー ビ

ス会社 から数 多 くの訴 訟 が起 されて いるが,そ の中CDCと の 訴訟で は1973年 法 廷 外和解 が成立,

CDCは 子 会社SBCを 簿価 で譲 り受 けた。 また最近で は,フ.ラ コ ン ・デ ィス クの代表的 メー カー

で あった カルコ ンプが1973年10月 汎 用 コ ンピュー タ,ブ ラ コン ・デ ィス クな ど3市 場 における不法

独 占をめ ぐって,102Mド ル の損害 を要求 す る訴訟 をIBMに 対 して起 し,昨11月 よ りtrialに 入 り異

例 のス ピー ドで進 んだ結果本年2月 判事 よ り証 拠不充 分 と して棄却 され て しまった。 この こ とは同

じ くIBMに 対 して係争 中の西海岸 の周辺 機 メー カー5社 の動向 に少 なか らぬ影響 を与 え,カ ルコ

ンプ側 も控訴 を検討 中で ある。U.S.対IBM訴 訟 は,カ ー ター政 権 の発足 によ り一時 同意審 決 か

と噂 されたが司法 省側 は主任弁護 士 を交替 し,陳 腐 化 した証 人 リス トを更 新 して今秋 か ら継続 され

る予定 で,一 説 では更 に2年 位 か かるとの こ とで あ る。

Eデ ー タ ・コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ ・サ ー ビス

デー タ ・コ ミュニケーシ ョンズ ・サ ー ビス事 業が通信衛星 とコ ンピュー タを結 んで商用ベ ースで

利用 されるよ うになったのは1965年 か らの ことで,世 界のサ ー ビス事業の売 上 げは1985年 に は122

億 ドルに達 するもの とされている。米 国では通信事業 とDpサ ー ビス業 とは区 別 されてお り,そ の境
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界 は1956年 のConsentDecreeに よ りベル ・システ ムが規制 を受 け ないサー ビスの提供 を禁止 され
,

さ らに1971年FCCのComputerInquiryの 裁 定 によ りD
pと 通 信 サー ビ ス との間 に境界線 が引 か

れた ことによって いる。最近の通信 技術 の発達 は この境 界の 見直 しを必要 と し昨 年よ りC
omputer

InquiryIIが 始 っているが,11月 この結果 を またず にFCCはAT&Tの デ ー タス ピー ド40/4の 州

間使用 を認 めたため,CCIA,CBEMA ,IBMな どの反 発 と提訴 を招 き,本 年2月FCCは 先 の

決定 とは矛盾 するDpの 定 義 を発表 している。 これ に よ る と40/4は コ ンピュー タ ・ター ミナル と考

えられ るが最終 決定はComputerInquiryllの 結 果 を まってな され る模様 で ある
。 一方AT&Tは

議 会 に"BellBill"と 呼 ばれ る1934年 通 信法 を改正 し電話会社 がend-to-endサ ー ビス を掌握 す る

法案 を提 出 したが多 くの方面 の反対 を受 けて いる。サ ー ビス業の分野 にお けるIBMは1973年 の 和

解で6年 間の不参入 を約束 しているが,分 散処理 と通 信 の利用が一般 化 して くるに従 い1975年 コ ム

サ ッ ト・ゼ ネラルとエ トナ保険会社 をパ 一一トナー にSBSを 設 立
,FCCに 申 請 した。FCCは1977

年1月IBMとSBSに 対 し内部結合,営 業関係 ,パ ー トナーの立場,マ ーケッティングに厳 しい制限

をっけて公益上の立場 からこれを認可 した。SBSは80年 代 初 めまで に設備投 資4億 ドル
,ス ターテ ィ

ング ・コス トと して165百 万 ドルを投 じ
,3っ の衛 星 を打上 げて国 内衛星 サービスを開始 する予定である。

2イ ギ リ ス の コ ン ピ ュ ー タ政 策

A!CLと 政府の助成策

イギ リスはICLと い う欧州 における純 国産 で最大 の メー カー を擁 し
,米 国系 メーカーあ るいは

その合弁会社 に市場 に大半 を 占有 されてい る西 欧で は唯一 の純国産 シェ ア(国 内で32
.2%で 英IB

Mと 互 角,欧 州で&9%)を 有 する国 であ る。1968年 労 働党 政府 は コ ンピュー タの産 業 を重視 し
,

国産 メー カー を統合ICLを 設 立 し,そ の持株 会社ICHの 株 を10 .5%保 有 した。機種 の統 合 や研

究 開発 に対す る援 助 および政府機関 における優 先調達政 策 など推進 して来た
。1970年 保 守党政権 後

も英国 のEC加 盟 を契機 と してICLを 拡 大ECに お け るリーダー た ら しめん と積極的 な援助 が続

け られた。ICLは1972年8月 科学 技術法 に基 き新 コ ンピュー タ ・シ リーズの開発 を目標 に1
,420

万 ポ ン ド,さ らに1973年7月 には76年 ま での追 加資 金 と して2sso万 ポ ン ドの支 出 を うけて いる
。

1974年 労 働党政権 後,ICLは 好 調 な小型機 乙903に よ り好業積 をあげて お り
,「国産愛用」政 策の

強化以外 目立 った政策 の恩 恵は受 けて おらず ,1976年 以 降 は 自立 して い く意向 を固め ている(先 の

R/D補 助4,000万 ポ ン ドにつ いては77年 よ り政府 との契約 に基 いて返済 を行う)
。一方NEBは1976

年5月GECが 少 数比率持 株整理の ためICHの 株 を売却 したの をプ レ ッシ一社 と購 入 し各22
.4%
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の筆頭株 主 とな り,8月 には英国最大のペ リフ ェラル製造 会社DRIの53.93%の 大 株 主 と な り輸

出促進 策 にの り出 した(76年 は コ ンピュー タ関 連167,839千 ポ ン ドの輸 入超)。

B政 府の産業育成法

1970年 保守党政権は投資控除制度をつ くり,通 商産業省の新設に伴 って技術省を吸収 した。1972

年産業拡大奨励策として産業法を制定,地 方雇用法を改正 し産業開発地域 を指定 して開発補助金を

付与同 年制定の財政淘 ・基・・て税制面での鍵 措置 も併せそ了・ている・づ 姻 議会には科学‡支

術特別委員会が設 けられ,1971年11月 回委員会が発表 した青書 によって,1972年 行政省内に政府の

コンピュータ調達と開発調整を行 う中央コンピュータ庁が設 けられた。国内データ通信ネットワー

クの分野でも英国都電公社がEPSS開 発計画 に逸早 く着手,本 年4月 よりP.S.交 換所を3ケ 所

において40の ユーザーにサービスを開始 した。上記のほか基礎研究 に対 しては助成金制度ACTP

があり1969年 より多くの補助 を行っている。

Cソ フ トウ ェ ア の 振 興 策

英国の情報産業 につ いては,そ の育成 と相 互交流 をは かるため1966年NCCが 設 立 された。産業

省 はNCCを 通 じて1973年 よ り3ケ 年 ソフ トウェ ア開発計画(ソ フ トウェア会社 に対 して製品開発

に50%の 補 助 を与 え,完 成品 を販売す る ことによ りロイヤル テ ィの形でNCCの プ ログラム基金へ

還付 させ る)を ス ター トさせ好結果 をあげ るとともに,本 年 よ りNCCは 政 府 プロジェ ク トの受注

(初 年度120万 ポ ン ド相 当)を も行 うこととなった。 この他海 外へ の プログラム などの ソフ トウェ

ア輸 出振 興策 と して,NEBで は本年2月 イ ンザ ック ・デー タ ・システムズ とい う子会社 を設立,

約300の 企業 の中 か ら有 力企業 に資金基盤 を与 え(最 低25%の 資 本 参加方 式)海 外・特 に 日'米 へ

の輸出 を促進 す ることとしてい る。その第1号 メ ンバー と して本 年4月 英国最大 ソフ トウェア会社

CAPに29.9%の 資本 参加 を行 い,CSAと の 国 内市場 につ いての確 執 がある とは いえ,つ づいて

SPLinternationalな ど4社 程 を候補 にあげてい る。
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3フ ラ ンス の コ ン ピ ュ ー タ政 策

A国 産 メー カー とプラ ン ・カル キ ュル

フラ ンスの保護育成策 は1966年 首 相直属 の機 関 と して情報 代表部 を設 け情報 処理行政 と国産企業

育成 に当た らせた ことに始 る。情報 代表部 は その下 に指導,研 究 機関 と してIRIAを 設 立 し,小

規模企 業 を合併,C.LI.を 設 立,1966年 か ら70年 まで第1次 プ ラン ・カルキ ュルを
,1971年 か

らは さらに5ケ 年計画で巨視的 な第2次 プ ラン ・カルキ ュル を実施 ,教 育訓練,ソ フ トウェア産業,

電 子部 品関係 の助成 のほか,C.1.1.に は7億 フ ラ ンの援助 が与 え られた。一方1970年 米 国GE

社 の 撤退 によ りブルGE社 はハ ネ ウェル ・ブル社 とな り,1973年C.1.1.は ユ ニデ ー タ社 に参加,

7,700シ リーズ を分担開発 して きた。

Bフ ランスの業界再編成 と政府援助

1975年C.1.1.と ハ ネ ウェル ・ブル社 との合併 発表 を発 端 にユ ニデ ー タ社は崩壊
,仏 の コンピ

ュー タ業界 は再編成 されることとなった。 この再編 成 は1976年 よ り4年 間 の政 府の助成 プ ランと一

体 で行 われ,合 併 後のC.LI./H-Bは 仏 側 が53%(内17%は 政 府)の マ ジョ リテ ィを握 り
,毎

年20%ず つ 売.ヒげ を伸 ば し80年 には仏IBMと 米 国HISを 抜 き,輸 出 と国内 の比率 を半 々にもっ

てい くことを目標 に12億 フ ラン(初 年度5億 フ ラン)の 補 助 と官 公需40億 フ ラ ンの発注(仏 市場 の

1/3は 公 共部 門で年間の国内Dp費 用 は1 ,400Mド ル)の 約束 を仏工業省よりとりつけ1980年 代 初 めを

目途 にuNlsYs/DsE計 画 に向 ってス ター トした。他 方,旧c .1.Lの 小 型機,周 辺装置部門 は政 府

が120百 万 ドルの欠損填補 を行 った上でThomsonC .S.F.が55%の 筆 頭 株 主 と な り,テ レメ カ

ニ ク社 のTEIと 結 合 させSEMSを 誕 生 させ た
。 この会社 は ミニ コ ン市場 の37%を 占め る欧州最

大 の メー カーで,年25～30%の 伸 率で79年 に は年商8億7千 万 フ ラ ンを予 定 してい る
。 また政府 は

第2次 グループ以下 の ミニコ ン ・メー カー にも,ト ラ ンザ ッ クな どの企業 に対 して援助 して いるが
,

難 行 して いたロガバ ックス社 に も80年 迄 年 間4,000万 フ ラ ンの援 助 を行 うこと となっ た
。再編 成

はこの他,電 子部品業界 にも少 しず つ進 め られて い る。本年 発表 された第7次 の仏市場 予測で は1975

年 か ら80年 迄 コ ンピュー タ関連製品の国 内需要 は年率23 .6%で 伸 び,80年 の 総 市場 が60億 ドルに,

特 に大型 と ミニ コ ンお'よびペ リフェラルは大 きく伸 び るこ とが示 されて いる。仏 の ソフ トウェア産

業は,SSCI傘 下 の企業 だ けで も75年 の2,850万 フ ランの年商 を誇 り世界第2の 規模で あ るが
,メ

イ ンク レーマーやペ リフェラル会社 を通 じて政府 の資金 を得 て いる とい うことで業界直 には政府 か

ら7億 フラ ンの助成 が行 われ るにす ぎない。
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4西 ドイ ツ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

A振 興策の基礎 とデrタ 処理高度化計画

米国 系 メー カー にコ ンピュー タ市場 の80%以 上 を押 えられ てい る西独 が総 合的 な高度化計画 をス

ター トさせたのは1967年 か らで,1968年 連 邦政 府 とウェス トフ ァー レン州 の出資で(現 在政 府90%)

研 究 技術 省管轄の特殊法人GMDVを 創 立,コ ンピュー タ導入 に関 す る行政官庁の支援,欧 州 のデ

ー タ処理 産業への ア ドバイス,特 に長期基礎 研究で援助 を与 えるもの と した。政府機関 の大型 シス

テム開発 には内務省 にIMKAやKBSTな ど がお かれ,調 達 を通 じて国産 メー カー を育成 して き

た。1971年 に は第一次 デー タ処理高度 化計画の終 了 をまたず6倍 の予 算規模 をもっ第二次デ ー タ処

理 高度化計画 に切 り換 えられ,デ ー タ処理教育 をは じめ公 共機関 のデ ー タ処理 による合理化 とデー

タ処理技術 の普及等が あげ られ,国 産 メー カー には未来指 向型 の新機種 開発 に対 しジーメ ンス,テ

レフ ンケ ンなどに補助 が与 えられた。

B第 三次データ処理計画

1975年12月 ユ ニデー タが崩壊 し,西 独政府 は世 界的不況 か ら緊縮 財政 を余儀 な くされた が,1976

年3月 超 大型 コンピュー タを除 くすべ てのセ クターで1980年 初 め まで に自立 して い くだけの国際競

争 力 を培 い,経 済 と公共部門でのデ ー タ処理 技術 の能 力向上 を狙 い として第三次 デー タ処 理 計 画

(1976～79年)を 実行 した。4年 間 に援 助 され る予 算 の 総 額 は15億7千5百 マ ル クで第 二 次 計 画

では65%も 占 めていたデー タ処理教 育関 係 が約1/10に 縮 少 され たの を除 くと,ほ ぼ第二次計 画 を継

承 したもので,そ の中で も情報 処理 ・医療 システム などのDp利 用 分野,GMDで の 研究 および地方

計算 セ ンターへの補助 に大 きな比重 がおかれてい る。他面 メー カーの開発助成 に対 しても554百 万

マ ル クの予算 を割 いてお り,対 象 メー カーの中 にはジー メ ンス,ニ ックス ドルフ,キ ンツ レ一等 の

汎用 コ ンピュー タと ミニ コン,周 辺装置 メー カー に混 じってオ ラ ンダの フ ィリップスの子 会社 が名

をつ らねて いる。プ ライバ シー保護 の面で は,既 に西独 の個 人 デー タ保 護法 が昨年成立,1978年1月

よ り発効 す ることになって いるのでデー タのセ キュ リテ ィない しプ ライバ シー保護 の観点 からの情

報 システム研究 も補 助 を受 けてなされ てい る。 第三次計画以 外 に も西独連邦郵政 省 が政府の資金 に

よ りEDSと い う全国 に及ぶパケッ ト交換 によるデー タ通信 ネッ トワー クを開発 ・サービスを開始 した。
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[5 ECレ ベ ル に おけ る政 策

AECの コンピュータ産業振興の芽生 え

1972年 頃 からEC委 員 会では資金 を投入 して情 報産業 を育 成 しよ うとの計画 がお き
,ユ ニデー タ

等の動 きによ り助長 された。1973年2月 現状 につ いての レポ ー トを発表
,11月 に は研究開発用 に資

鎌 入 の意 向 と・ 技1欄 発 につ いての考 え方 を公 表
,つ いで1974年7月EC理 事 会 は期 プ。ジェ

ク トによって国家 間の共通 利益 を追 及す る 「中期 計画」策定 の決議 を行 った
。

BEC委 員会の中期計画と骨子

EC委 で は先の理事 会決議 に基 き
,1975年3月 に5つ の特定 アプ リケー シ ョン開発 プロジェ ク ト

と3ケ 年 の資金計画 を発表,9月 に は全体 の骨子 と3月 提案 が特殊 なもの に偏 りす ぎて いるとの批

判 を考慮,よ り広 い視野 か らの い くっ かの システ ム,ソ フ トウェア技術 開発計画 を発表 した。中期

計画骨 子では利用技術 と産業の振 興策 に分 けて全体像 が描 かれて お り
,そ の中 にはLSI素 子 部品

の共同購入 ・開発,レ ンタル資金融資の機構 創設(所 要資 金 は5ケ 年 に60億 ドル)が 含 まれてお り

これらにつ いても前 の諸 プ・ジ・ ク ト案 の理 事会決議 ま・て具体案 と して提案 され るで あろう(v

LSI開 発 には6～8年 掛 り100Mポ ン ドの資金 を投入 す るとい う)
。

Cユ ー一口 ネ ッ ト(Euronet)

ユ ー ロネ ッ トは1971年EECが 提 案検討 し
,1975年12月9ケ 国 のPTTと 締 結 した協 定 に基 いて

CERTが 進 めて いる科 学技術情 報用の コ ンピュー タ ・ネ ッ トワー クで
,昨 年5月 サ ー ビス を開始

した欧州4ケ 国 のEINと 同 じパケ ッ ト交換技術 に基 き
,2ケ 所 のhostComputersと4っ の 交換

セ ンター,各 国 のConcentratersに よ って1979年 迄 には
,公 共機関 など1,000以 上 の端末 にサー ビ

スす る予定で ある。 イ ンタフェー ス規格 をCCITTに 合 せ ,欧 州の公 衆デ ー タ伝送網 の基幹 と し

て非EEC諸 国 への アクセ スも考慮 されて いる
。各 国 デー タ伝送網 や ユーロ ネッ トの動 きによ りI

BMはSNAの プ ロ トコール ・レベ ル をX-25と したの をは じめ米国 系 メジャーは揃 って同様 の動

きを している。

DEECと 反 トラ ス ト法

欧州諸国 には1945年 まで反 トラス ト法 が なく,1945年 仏 に物価 統制令 を制定 したの も戦後 の闇市
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取締のためで1957年 に漸 く西独にカルテル法ができ企業の自由競争の原理が導入された。EECで

は市場の統一と障害の除去,自 由競争の維持 という観点 から1965年 のローマ協定85～86条 によって

メンバー国企業が競争を歪めたり支配力を濫用 した場合規制するよ うになっている。 この規定は米

国のシャーマン法に倣ったものだが,複 数企業が国際取引をした場合にのみ適用 され,EEC委 員

会が競争上好 ましいカルテルを認可する裁決権 を持つこと,私 企業の蒙 ったダメージは扱わないこ

となどで米国法とは異 る。

近年多国籍企業が母国の法規制を逃れて活動することに対 し国際規制の必要が叫ばれているが,

EECで も詳細 なマニュアル ・レポー トの提出を義務づけた草案 が議会 に提出されており,一 挙に

強制法化する・と咽 難である1・して もまず臆 にルール化することは可能であるとの見通 しにある・
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第5章 諸外国の情報通信政策

経 済社会 の進 展 によ り,情 報処理 活動 の役割 が複雑化,高 度化 す るの に伴 い ,あ らゆ る分野 にお

いて,コ ンピュー タは通信 との結合無 しには ,そ の機 能 を全 うす るこ とがで きな くなっ て きてい る。

特 に最近,分 散処理 や コ ンピュー タ ・ネ ッ トワー ク技術 の発展 に伴 い,通 信 とコ ンピュー タの関連

はよ り一層 深 まって きて お』り,い わゆ る情報処理 と通信 の境 界は ます ます不分 明 なもの にな って い

る。

この よ うに,コ ンピュー タと通信 の関係 が強 まって行 く中 で
,諸 外国 におけ る情報通信 政策 は,

各国の通信法制,社 会経済の状況等 を背景 に多様 な展開 を示 している。ここでは特に多彩な政策展

開 を示すアメリカを中心にその現状 を概観 してみたい。

1ア メリカの情報通信政策

AFCC(連 邦通信委員会)の 競争 政策

(a)付 加価 値通信 業者

1973年11月,FCCは,PCI(PacketCommunicationInc .)の,パ ケ ッ ト交換サ ー ビス を,公 衆

のニーズにマ ッチ した もので あ ると認 めて ,そ のサ ー ビスの開始 を認可 した。PCI社 の サ ー ビス

は,情 報 通信 の発展 に伴 い生 じる,コ ンピュー タ間 の通信 に用 い るた めの高度 なデー タ伝送 に対 す

る需要 に応 え るため,既 存 の通信 事業 者か ら借 りた回線 によ りネ ッ トワー クを構 成 し
,顧 客の求 め

に応 じて,パ ケ ッ ト交換等 を行 うものである。 この認可 によ り
,付 加価値通信 業者 も公衆通信事 業

者 として営 業 を行 うことが認 め られ ることとな り,そ の後 も,グ ラフネ ッ ト社 やテ レネ ッ ト社等,

こ の部門 への参入 は続いて い る。
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FCCは,1968年 のカーターホー ン事件に関する裁定以来,1969年 のMCI(MicrowaveComm-

unicationInC.)に 関する裁定等として示されるよ うに,通 信の分野に競争 を導入す る可能性を積

極的 に追求 してきており,付加価値通信業者の出現 を認めたのも,このような政策の一つの現われで

あった。

(b)回 線の再販売と共同使用の規制方針 に関する報告並びに命令

このよ うな付加価値通信業者の出現や,後 述 のデータ処理 と通信 との相互関係 に関する裁定によ

る,デ ータ処理業者の自由競争化といったFCCの 政策にもかかわらず・これらの業者の業務に不可

欠措 借 し樋 信同級 他人 に使用 させたり,他 人と共同 して使用 した りす ることは・従来通儒

者のタリフ(料 金表)に よ。て制限力・可能 とされており,具 体的な可否の半‖断樋 イ諜 者の認定に

ゆだねられていた。 しかしながら,情 報通信技術の発達 によるデータ処理業者の増大や,付 加価値

通信業者の出現等につれ,こ のような常lj限を可能 としておくべ きかどうか力澗 題 とされるようにな

ったむ

このような背景の下で,1974年FCCは,こ の問題 に関 し公開質問状 を発 し・検討 を行ってきた

が,1976年7月,「 回線の再販売および共同使用の規制方針 に関する報告並びに命令」 を出すに至 っ

た　

この命令の要点の1つ は,電 話のような独占サービス以外の全通信サービスの再販売および共同

使用に対する制限 を瀧 なものと認めた・とである.こ れによ・て・通イ言葉都 ・再販売や共同使

用を理由にして,デ ータ処理業者や付加価値通信業者等へのサービスの提供 を拒否することはでき

なくな。た.ま 樋 信サービスの再販売について{・},これを通信サービスとしてFCCの 規詣'jを受

けるものとし(そ の際,再 販売 にあたって新たに価値を付加するかどうかは要件ではないとした),さ

らに一方では,共 同使用については,そ の態様の如何を問わず何 らの規制 もおよぼさないこととし

た。

・の決定は,瀞 を導入 しようとするliE来のFρcの 政策 に沿 ・た懐 のものであるが何 らの設

備 も戸帳 しない再販売通信業者 を言忍めるなど,伝 纐 勺な通信法制に大 きな変甦 加 える内容 を含ん

でおり,各 方面からの多くの論議 を呼んだ。一方極 信業者の契約約款による規制撫 くな・たこ

とにより,デ ータ処理業や付加価値通信業のような情報通信分野での活動は,今 後益々活発化する

ものと考えられている。

なお,専 用線等の他人使用 を禁 じている諸外国法制との調整 を必要 とする国際通信の分野では,

この決定 に反対する意見が多く,FCCも,こ のような反対意見を検討 した結果今回の政策は・当

面国際サービスについては適用 しないという判断 を下 している。

(c)消 費者通信改革法案(ConsumerCommunicationReformAct)

FCCは,以 上の他にも1972年 の国内衛星通信の分野に新規参入を認める,い わゆるオープンス
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カ イ ポ リシーや,1976年 の電話端 末装 置の完全 自由化 に関す る決定 など革新的 な競争政 策 を推進 し

て いるが,こ の よ うな,一 連 のFCCの 政 策 に対 してAT&Tを 始 め とす る既存 の通信 業者 の側 か

らの反撃 も始 まってい る。 その一 つの現 われが,1976年3月 議会 に提 出 された,現 行 通信 法 を改正

して,FCCの とってい る競争政策 を阻止 し,端 末設備 に対す る規制権 をFCCか ら州の規制 当局

に移す こと等 を内容 とす る'℃onsumerCommunicationReformActof1976"で あ る。同法 案

に関 しては,各 方面 か ら賛否両論 が寄せ られてい るが,現 在の ところ,そ の成立 の見通 しは立 って

・い ない模様 である。

B第2次 コ ンピ ュー タ調査

FCCは,コ ン ピュー タと通信 の相 互関係 につ いても早 くか ら注 目 してお り,1966に 発 表 され た

公 開 質 問 書(ComputerInquiryIと 呼 ばれ る)に 寄 せ られた意見 を検 討 した うえで,1971年3

月 データ処理 と通信 の相 互関係 に関す る裁定 を下 した。 この 中で,FCCは,コ ンピュー タ と通信

が結合 して行 われるサ ー ビス を① メ ッセ ー ジ交 換,② 混 合通信,③ 混 合デー タ処理 ,④ 遠 隔 デー タ

処理 に分類 し,③ と④ に関 しては法的 規制 をお よぼ さな いことと し(し たが って,こ れ らの市場 は

自由競争 にゆ だね られ ること となった)ま た,既 存 の公 衆通信 業者 が,デ ー タ処理 分野 に参入す る

場合 には,完 全 に分離 された別会社 によ らな くてはな らない旨の決定 を下 した。

この裁定 によって,ア メ リカにおいては,公 益事業規制 を受け る通信 サー ビス と,自 由競 争 にゆ

だね られ るデー タ処理 サ ー ビス との間 に一応の境界 が画 され ることとなった。 しか し,そ の後 の情

報通信技術 の,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェ ア両面での発展 によ り,コ ン ピュー タと通信 の相 互依存

関係 の度合 いは,ま す ます増 すよ うにな り,先 の裁定 による境 界は次 第 に不明確 なもの とな り始 め

た。

特 にLSIや,ミ ニ コ ンピュー タ,マ イ クロ コンピュータの画期的 な進 歩 によって,従 来 は中央

の大型 コ ンピュー タで しかで きなか った機能 を,端 末機 器や ネ ッ トワー クその ものの機 能 と して行

うことが可能 とな り,こ れ によって,例 えばイ ンテ リジェン ト・ター ミナ ルや,コ ンピュータ ・ネ

ッ トワー クの よ うに,デ ー タ処理 と通信 処理 の機能 を一体 と して,端 末機 器や,ネ ッ トワー ク全体

の中で行 う,先 の裁定 の基準 では,そ の属 す る ところ を明確 には 決 し難 いよ うなサ ー ビスが出現す る

よ うになった。

この よ うな状況 の も とでFCCは,1971年 の 裁定 によって定 め られ た基準 を改定 す る必要 の あ る

こ とを認 め,1976年8月 基準 に係 るFCC規 制 の改正 に関 して,関 係 者の意見 を徴 す る公 開質問書

(一般 にComputerInquiryllと 呼 ばれ る)を 発 出 した。 この質問書 に対 しては,IBM,AT

&T社 寺 数十社 が意見 を寄 せ,FCCは 現 在 その分析 に取 りかかって いる。

FCCが 今 回 のInquiryに 基 いて行 う決定 は,単 にアメ リカの情報通信 業界 に影響 をおよぼすだ
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けで なく,諸 外国 の関係者 に とっても様 々な点 で興味 の ある事柄 であ り,多 方 面 か らの注 目 を集 め

て いる。

Cそ の他の国の情報通信 政策

(a)カ ナ ダの情 報通信 政策

カナ ダ通信 省(DepartmentofCommunicdtion)は 以 前 か ら情報通信政策 の研究 に積極的 に取

り組 んで来 てお り,Telecommissionの 報 告書"InstantWold"(距 離 と時間 を越 えて)や,Com-

puter/CommunicationTaskForceの 報 告 書"BranchingOut"(コ ンピュータ通信)等 に示 され

るよ うに多 くの成果 を上 げて来 た。

カナ ダにおけ る特殊事情 と しては,① 通信 業者 として,ベ ル ・カナ ダと称す るAT&T系 の 会社

を筆頭 とす る八つ の巨大電話会社 と,数 多 くの独立 会社 があ り,そ の他 に鉄道会社 が通信 事業 を経

営 してい る等の複雑 な事情 があ るこ と,② 連邦政 府の権 限 は必ず しも強 力で なく,州 政 府 に委 ね ら

れた権 限 が強 いため連 邦政府 と して必 ず しも強 力な政策推進 がはか り得 ない とい う事情 の あ ること

が あげ られ る。情報 通信 の実情 も,最 大の通信会社 た るベ ル ・カナ ダがベ ル系企業で あ るため,ア

メ リカのFCCの 方 針 に従 った米国 内の企 業が採 った措 置 を大体 その まま踏襲 してお り全体 にアメ

リカの影響 が色濃 い。

(b)ヨ ー ロ ッパ の情 報通信政策

ヨー ロ ッパ におい ては,通 信 業は国営 または国の特許会社 によって営 まれて きてお り,情 報通信

分野 におけ る様相 は,ア メ リカ等 とは大部異 にす る。 した がって通信 サー ビスの提供 者 は原則 と し

て各国の通信主 管庁(PTT)で あ り,そ の回線使用 の態様 に対 す る制 限 も存在 するが,公 衆 網 を

中心 に,回 線 開放 はか な り進 んでい る模様 で あるが,一 般的 には,電 話網等 の普及状況 の違 いもあ

り,デ ー タ通信 用 の特 別 のネ ッ トワークを建 設 しているところが多いようで ある。またイギ リスな ど

では,UKPO(英 国 郵電公社)自 身 も,デ ータ処理 サ ー ビス を提供 してい る。

なお,ECに お いては,加 盟国間の 国際 コ ンピュータ ・ネ ッ トワー クのためのパケ ッ ト通信網 を建

設 す る計画 が進 んで お り,(ユ ー ロネ ッ ト)近 々サ ー ビスが開始 され る予定 である。
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第1章 わ が国 の コ ン ピュー タ実 動状 況

通商産業省調査 より

通 商産業省 は四半期 ご とに 「電 子計算機納 入下取調査」 を行 ってい る。 この調査 では,計 数(デ

ィジ タル)型 汎 用 コ ンピュー タを集 計対象 としてお り,相 似(ア ナロ グ)型 コンピュー タ,プ ロセ

ス制御用 コンピュー タ,ミ ニ ・コ ンピュー タは集 計 から除 かれてい る。

1976年9月 末現在,わ が国で実動 してい る汎 用 コ ンピュー タ ・システ ムは37,881セ ッ ト,買価換算

金額で2兆3,903億 円 で あり,前 年 同期 に比べて,セ ッ ト数 で16.7%,金 額 で14.90/。 の 増加率 を示

し,75年 度 の対74年 度 の増加率一 セ ッ ト数で20.9%,金 額 で17.5%一 に比 べセ ッ ト数伸 び率,

金 額伸 び率 と もに下回 った。

国 産機,外 国機 別 にみると,国 産機 は24,331セ ッ ト(買 価 換 算 金額1兆3,629億 円),外 国 機は

13,550セ ッ ト(買 価 換算金額1兆274億 円)で,実 動セ ッ ト数で は国産機 が64.2%(前 年 同期63.0

%),外 国 機 が35.8%(前 年 同 期37.0%)と 国 産機 が優 位 に立 ってい るが,金 額ベ ースでは国産機

57.0%(前 年 同期56.2%),外 国 機43.0%(前 年 同期43.8%)で あ って内外比 は前 年 によ りやや改

善 された。

1型 別にみた国産機外国礎比,シ ステム規模

4-1-1表 は型別 にみた国産 機,外 国機 の実動状況 と構成比 の推 移 を示 した もの であ る。

(a)大 型 コ ンピュー タ

1976年9月 末現在,実 動大型機 は2,140セ ッ ト,1兆4,297億 円 の規模 に達 してい る。

大 型機 におけ る国 産機 の シェ アは台数比 で74年 の54.0%か ら57.8%へ,金 額比 で74年 の43.4%か
「

ら48.4%へ といずれ も増加 している。

シス テム規模 にっ いてみ ると,国 産大型機 は74年5億1,000万 円,76年5億6,000万 円 と上昇 し,
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(単位:上 段セッ ト数 下段金額:百 万円)

実 動 状 況 構 成 比(%} 1セ ッ ト当 りシス テ ム規模
型 別

1974年9月

末 現 在

1975年9月

末 現 在
1976年9月

末 現 在

1974年9

月末 現 在
1975年9

月末 現 在

1976年9

月末 現 在
1974年9

月末 現 在

1975年9

月末 現 在
1976年9
月末 現 在

大 型A 309
244,207

397
339,890

478
428,697

43.3

36.0
46.7
41.1

47.8
42.6

百 万 円
790
百万 円
856
百 万 円
897

国
大 型B 547

190,203
674

233,023
758

263,985
62.4
59.0

65.1
60.8

66.4
62.3

348 346 348

大 型 計
852

434,410
1,071
572,913

1,236
692,682

54.0
43.4

56.8
47.3

57.8
48.4 510 535 560

中 型A 1,364
219,979

1,519
241,426

1,684
264,215

71.9
67.3

72.2
67.5

73.8
69.2 161 159 157

産
中 型B 2,494

162,476
2,735
175,790

2,913
188,569

78.1
74.5

76.7
73.1

77.5
74.1 65 64 65

中 型 計
3,858
382,455

4,254
417,216

4,597
452,783

75.8
70.2

75.0
69.8

76.1
71.2 99 98 98

小 型
4,854
102,826

6,216
124,829

.7,908
151,522

74.7
72.5

76.4
73.7

75.2
73.4 21 20 19

機 超 小 型
7,022

45,307
8,879
55,302

10,590

65,892
51.4
53.5

53.0
53.9

55.2
55.8 6 6 6

合 計
16,586

964,998
20,420
1,170,260

24,331
1,362,880

61.8
54.5

63.0
56.2

64.2
57.0 58 57 56

年間増加率(%) 25.1 21.3 16.5

大 型A 399
433,628

453
487,931

521
577,186

56.7
64.0

53.3
58.9

52.2
57.4 1,087 1,077 1,108

外
大 型B 329

132,305
361

150,325
383

159,845
37.6
41.0

34.9
39.2

33.6
37.7

402 416 417

大 型 計
728

565,933
814

638,256
904

737,031
46.0
56.6

43.2
52.7

42.2
51.6 777 784 815

中 型A 534
106,855

583
116,039

599
117,449

28.1
32.7

27.8
32.5

26.2
30.8

200 199 196

国
中 型B

699
55,732

832
64,591

845
65,774

21.9
25.5

23.3
26.9

22.5
25.9 80 78 78

中 型 計
1,233
162,587

1,415
180,629

1,444
183,223

24.2
29.8

25.0
30.2

23.9
28.8 132 128 127

小 型
1,645

38,917
1,924
44,481

2,612

55,005
25.3
27.5

23.6
26.3

24.8
26.6 24 23 21

機 超 小 型
6,642
39,355

7,874
47,344

8,590
52,172

48.6
46.5

47.0
46.1

44.8
44.2 6 6 6

合 計 10,248
806,792

12,027
910,710

13,550
1,027,431

38.2
45.5

37.0
43.8

35.8
43.0 79 76 76

年間増加率(%) 18.0 12.9 12.8

大 型A 704
677,853

850
827,822

999
1,005,883

100.0
100.0

100.0
100.0

100.0
100.0 963 974 1,007

A
口
大 型B 876

322,507
1,035
383,348

1,141
423,831

100.0
100.0

100.0
100.0

100.0
100.0 368 370 371

大 型 計 1,580
1,000,343

・1
,885

1,211,170

2,140
1,429,713

100.0
100.0

100.0
100.0

100.0

100.0 633 643 668

中 型A 1,898
326,834

2,102
357,465

2,283
381,664

100.0
100.0

100.0
100.0

100.0

100.0 172 170 167

中 型B
3,193
218,208

3,567
240,380

3,758
254,343

100.0
100.0

100.0
100.0

100.0
100.0 68 67 '68

中 型 計
5,091
545,042

5,669
597,845

6,041

636,007
100.O
lOO.0

100.0
100.0

100.0
100.0 107 105 105

小 型 6,499
141,742

8,140
169,309

10,520
206,527

100.0
100.0

100.0

100.0
100.0
100.0 22 21 20

計
超 小 型

13,664

84,663
16,753
102,646

19,180
118,064

100.0
100.0

100.0
100.0

100.0
'

100.0 6 6 6

合 計
26,834

1,771,790
32,447
2,080,970

37,881
2,390,310

100.0
100.0

100.0
100.0

100.0
100.0 66 64 63

年間増加率(%) 21.7 17.5 14.9
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外 国 大 型 機 は74年7億7,700万 円,76年8億1,500万 円 と絶 対 額 に お』い て 大 規 模 で あ る。

1型 別 分類 基 準 は次 の とお り。(売 価換 算)

大 型A… …5億 円 以 上

大型B… …2億5,000万 円以 上5億 円未満

中型A… …1億 円以 上2億5,000万 円未 満

中型B… …4.OOO万 円以 上1億 円未 満

小 型 … …1.000万 円以 上4,000万 円未 満

超小 型… …1,000万 円未 満

2コ ン ピュ ー タの基 準 は ① デ ィ ジタ ル型 で あ るこ と。② プ ログ ラ ムの蓄 積 方 式で 重 要 な命 令 を内部記 憶装 置

に言己憶 して い る か,ま た は相 当 の性 能 を有 す るこ と。③ 内 部記 憶 容量 が2,000ビ ッ ト以上 で あ るこ と(た だ

し,サ イ ン,パ リテ ィ ・チ ェ ックの ため に 有す る ビ ッ トは含 ま ない)。 ④ 電 子 論理 演 算 によ り行 わ れ る演 算 機

構 を有 す る こ と,の4つ の条 件 を全 て満 足 す る コ ンピュ ー タ。

3現 地 資 本 が株 式 の マ ジ ョリテ ィ を保 有す る企 業 が国内 生産 す る シス テム を国 産機 とみ なす 。

4

5

シス テ ム増 設 によ る型 別 移動 を考 慮 して い る。 た とえば,以 前 に は小 型 に分 類 され て いた もの がメモ リー増

設 や,周 辺 装 置 増設 の結 果,中 型 へ 移行 す る場 合 が あ る。

ミニ ・コ ン ピュー タ,ア ナ ログ型 コ ンピ ュ ー タ,プ ロセ ス 制御 用 コ ン ピュ ご タ,オ フ ラ イ ン機 器,デ ー タ通

信 機 器 は集 計対 象 外 と して い る。

(b)中 型 コンピュー タ

1976年9月 末現 在,実 動 中型機 は6,041セ ッ ト,6,360億 円 の規模 に達 して いる。

中型機 にお ける国産機の シェ アは台数比 で75%前 後,金 額比で70%前 後 とこの両3年 来大 きな変

化 はない。

システ ム規模 にっ いてみ ると,国 産 中型機 は74年9,900万 円,76年9,800万 円 とほ とん ど変 わらず1

外 国中型機 も74年1億3,200万 円,76年1億2,700万 円 とほ とんど変 わ らない。

(c)小 型 コンピュー タ

1976年9月 末現 在,実 動小型機 は10,520セ ッ ト,2,065億 円 の規模 に達 して いる。

小型機 にお ける国産機 の シェアは1976年9月 現 在台数比で75.2%,金 額 比 で73.4%前 後 で,こ の

シェアは この両3年 来変化 はない。

システ ム規模 にっ いてみ ると国産小 型機 は,74年2,100万 円,76年1,900万 円 と変化 な く,外 国小

型機 も,74年2,400万 円,76年2,100万 円 と国産機 よりはやや高額で あ るがさ した る年次変化 はみ

られない。

(d)超 小 型 コ ンピュー タ

1976年9月 末現在,実 動 超小型機 は19,180セ ッ ト,1,180億 円 の規模 に達 して いる。

超小 型機 における国産機 の シェアは台数 比で,74年51.4%,75年53.0%,76年55.2%,金 額 比で

74年53.5%,75年53.9%,76年55.8%と この分野 におけ る内外機 の激 しい争 い を うかがわせ る。

システム規模 にっ いて み ると内外機 とも この3年 来600万 円 に一定 してい る。
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2国 産機外国礎別にみた型別構成比

4-1-2表 は国産機 外国礎別 に各機種 の構成比 を示 した もので あ る。

(a)国 産 機

国産機合計 に対 す る大型機の シェアは台数 比で72年 以 来6%台 か ら5%台 へ 下降 して い るが,金

額 比で みると72年 にお ける43.1%か ら76年 に おける50.9%ま で 漸増 して いる。

国産機合計 に対 す る中型機の シェ アは台数 比で72年 の31.2%か ら76年 の18.9%ま で おおむね漸 減

傾 向 を示 し,金 額比 で も72年44.2%か ら76年33.2%へ と低 下 してい る。

国産機合計 に対 す る・」・型機の シェ アも台数 比で72年 の31.3%か ら76年32.5%と30%台 を前後 し,

金 額比で は72年9.8%か ら76年11.1%へ と10%前 後 を上 下 して いる。

国産機合計 に対 す る超小型機 の シェアは台数比で72年 の31.1%か ら76年 の43.5%へ と急増 して い

る。金額比で みる と72年2.9%か ら76年4.8%へ と増加率 は著 しいが全 コ ンピュー タ金額 に対 す る

割 合 自体 は低 い。

(b)外 国 機

外国礎合計 に対 す る大型機の シ ェアは台数 比で72年 の12.3%か ら76年6.7%へ と急 落 してい るが,

金 額比でみ る と72年 に おける72.6%か ら71%を 上 下 し,76年 に おいて も71.7%と 高 率 を維持 し,国

産機 における大型機金額 比率50.9%と 対 照的 で ある。

外国機合計 に対す る中型機 の シ ェアは,台 数比 で72年 の19.6%か ら76年10.7%と 約2分 の1に 低

下 した が,シ ステム規模 の拡大の ため金 額比 では72年20.2%か ら76年17.8%に 下 降 した に とどまる。

外国機合計 に対す る小 型機 の シ ェアも中型 機 にお けると同 じく,台 数 比 で72年19.8%か ら76年

19.3%と 途 中減少 したが,金 額比で は72年4.6%か ら76年 も5.4%と あ ま り変化 は ない。

外国機合計 に対す る超小 型機の シ ェアの増加 は著 しい。台数比で72年 には48.3%と な ったが76年

に は63.3%と 全 体の過半 を占め る。金額 比で は72年2.6%か ら76年5.1%へ と倍 増 して きて い る。

(c)国 産 機 外国機合計

全体 としてみ れば全 コ ンピュー タに対 す る全大型機 の シェアは台数比 で72年8.4%か ら76年5.6

%へ と低下 した が,逆 に金額比 では,72年56.6%か ら76年59.8%へ と増加 した。

中型機 にっいてみ る と台数比 では72年 の27.1%か ら76年16.0%へ,金 額 比 で も72年33.2%か ら

76年26.6%へ といずれ もシェアが狭 くなってい る。

小型機 にっいては台数比で72年27.3%か ら76年27.8%へ と シェアは ほとん ど変化 して いない。金

額 比で は5年 来7～8%を 上 下 して い る。



4-1-2表 実動システムの国産機,外 国機別型別構成比 宗
oo

(上段:台 数比率 下段:金 額比率)

国産機 ・外国機別 国 産 機 外 国 機 合 計

時 点 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年

型 別 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末

% % % % % % % % % % % % % % %

'2 .2 2.0 1.9 1.9 2.0 5.5 4.5 3.9 3.8 3.8 3.3 2.9 2.6 2.6 2.6

大 型A
22.4 23.4 25.3 29.0 31.5 48.9 55.2 53.7 53.6 56.2 34.5 38.3 38.3 39.8 42.1

4.2 3.8 3.3 3.3 3.1 6.8 3.8 3.2 3.0 2.8 5.2 3.8 3.3 3.2 3.0
大 型B

20.7 20.7 19.7 20.0 19.4 23.7 16.6 16.5 16.5 15.6 22.1 18.8 18.2 18.4 17.7

構

6.4 5.8 5.2 5.2 5.1 12.3 8.3 7.1 6.8 6.7 8.4 6.7 5.9 5.8 5.6

小 計
43.1 44.1 45.0 49.0 50.9 72.6 71.8 70.2 70.1 71.7

'

56.6 57.1 56.5 58.2 59.8

11.6 9.5 8.2 7.4 6.9 7.6 6.1 5.2 4.8 4.4 10.2 8.2 7.1 6.5 6.0
中 型A

25.5 23.6 22.8 20.6 19.4 12.4 12.9 13.2 12.7 11.4 19.5 18.6 18.4 17.2 16.0

成 19.6 17.7 15.0 13.4 12.0 12.0 7.8 6.8 6.9 6.2 16.9 13.8 11.9 11.0 9.9

中 型B
18.7 18.2 16.8 15.0 13.8 7.8 6.6 6.9 7.1 6.4 13.7 12.8 12.3 11.6 10.6

'31
.2 27.2 23.2 20.8 18.9 19.6 13.9 12.0 11.7 10.7 27.1 22.0 19.0 17.5 16.0

小 計
44.2 41.8 39.6 35.6 33.2 20.2 19.5 20.1 19.8 17.8 33.2 31.4 30.7 28.8 26.6

31.3 29.91 29.3 30.4 32.5 19.8 16.3 16.1 16.0 19.3 27.3 24.6 24.2 25.1 27.8

比 小 型
9.8 10.4 10.7 10.7 1L1 4.6 4.5 4.8 4.9 5.4 7.4 7.6 8.0 8.1 8.6

31.1 37.1 42.3 43.6 43.5 48.3 61.5 64.8 65.5 63.3 37.2 46.7 50.9 51.6 50.6

超 小 型
2.9 3.7 4.7 4.7 4.8 2.6 4.2 4.9 5.2 5.1 2.8 3.9 4.8 4.9 5.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
△ 計
口

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

《

u

×

ト

1
>

望

s
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超 小 型機 において は台数比 で72年37 .2%か ら76年50.6%へ,金 額比で72年2 .8%か ら76年5.0%

へ といずれ も増加 が著 しい
。

3業 種別実動状況

4-1-3表 は業種別に実動状況の推移 を示 したものである
。

(a)設 置台数での上位業種

1業 種で1,000セ ッ ト以上の設置規模 をもっ業種 は次の9業 種である
。

卸 ・小売 ・商事

金 融

サービス

(一般サー ビス)

(情報サービス)

法人団体 ・農協

電気機械

化学 ・石油

その他製造業

食 品

運輸 ・通信 ・報道

(b)設 置金額での上位業種

12,252セ ッ ト

4,314〃

2,759〃

(1,361セ ッ ト)

(1,398〃)

2,104

1,882

1,412

1,343

1,251

1,233

,ノ

1業 種 で1,000億 円以 上の設置 規模 をもっ業種 は次の6業 種 であ る
。

金 融4 ,659億 円

卸 ・小 売 ・商事2,669〃

電 気機‡戒2 ,553〃

政 府関係 機関 、'1 ,944〃

サ ー ビス1
,714〃

(一般 サー ビス)(405億 円)

(情報 サ ー ビス)(1 ,309〃)

輸 送 用機械1 ,051〃

1業 種 で500億 円 以上1・000億 円 未満 の設置規模 をもっ難 は次の8難 で ある
。

政 府918億 円



4-1-3表 業種別電子計算組織実動状況の推移

台数 ・金額 台 数 金 額(単 位:百 万 円)
1セ ッ ト

当 り金額年別

業種別

1972年

9月 末

1973年

9月 末

1974年

9月 末

1975年

9月 末

1976年9月 末 1972年

9月 末

1973年

9月 末

1974年

9月 末

1975年

9月 末

1976年9月 末

国産機 外国機 合 計
国産機 外国機 合 計

農 業

林 ・ 狩 猟 梁

瀬 ・水産 ・養殖業

鉱 業

建 設 業

食 品

繊 維

紙 ・ パ ル プ

出 版 ・ 印 刷

化 学 ・ 石 油

硝 子 ・セ メ ン ト

鉄 鋼

非 鉄 金 属

機 械

電 気 機 械

輸 送 用 機 械

精 密 機 械

そ の 他 製 造 業

卸 ・小 売 ・商 事

金 融

保 険

証 券

不 動 産

運輸 ・通信 ・報道

電 力 ・ ガ ス

サ ー ビ ス

(一般サー ビス)

(情報サー ビス)

病 院

大 学

高 校

そ の 他 の 学 校

地 方 公 共 体

政 府

政 府 間f系 機 関

法 人 団f本 ・農 協

宗 教 法 人

業 種 不 明

合 計

5

2

16

42

253

434

351

150

105

717

163

420

275

421

1,118

469

177

375

3,349

1,516

160

130

35

643

100

1,056

25

359

126

79

392

243

373

688

3

36

14β06

5

3

45

36

341

648

486

204

154

903

190

460

371

511

1,271

550

217

718

4,805

2,393

172

183

51

761

124

1,533

52

429

172

66

470

268

420

1,056

2

19

20,089

8
7

76
45
448

853
629

265
203

1,161
243
570

501
659

1,578

635
285

971
7,415

3,176
182
189

69
961
134

1,951

(900)

(1,051)
64

499
195

68
543

301
485

1,441
5
19

26,834

16
9
89

52
526

1,055
762
291

232
1,284

264
557

567
758

1,653
680

302
1,159

9,879
3,882
180

182
80

1,094
139
2,423

(1,116)
(1,307)
89
563

226
76

601

339
562
1,763

7
106

32,447

13
14

30
46

412
848

543
253
193

885
165

423
399

585
i,462

471
233

800
9,154

607
108
82

47
767

102
2,173

(917)
(1,256)
65

518
245

79

592
344

572
998
7

96
24,331

10
1

69
19
258

403
375

62
107
527

120
164

225
275

420

250
96

543
3,098
3,707

94
107

02
466
60

586

(444)

(142)
57

115
1
7

78

44
35

1,106
3
10

13,550

23

15

99

65

670

1,251

918

315

300

1,412

285

587

624

860

1,882

721

329

1,343

12,252

4,314

202

189

99

1,233

162

2,759

(1,361)

(1,398)
122

633

246

86

670

388

607

2,104

10

106

37,881

137

14

380

6,795

14,899

16,772

14,218

3,967

3,002

54,644

7,944

62,750

13,490

29β51

172,042

79,142

10,745

16,205

116,112

197,173

44,920

24,166

1,579

44,117

24,119

76,586

1,121

28,029

2,399

2,613

23,718

43,290

90,901

27,647

553

6,283

1,261,824

94

21

587

2,195

17,143

19,372

12,429

4,609

8,404

64,035

8,480

69,115

16,960

29,628

190,884

85,788

9,155

17,505

138,187

243,554

52,080

32,666

1,767

45,446

29,967

98,084

2,265

32,301

3,519

2,820

31,109

49,220

98,643

36,861

101

764

1,455,642

133
51
981

3,111

22,061
24,523

16,510
6,262
9,956

76,848
10,697

81,879
21,487

33,749
218,769

93,104
12,048

22,593
179,272
307,194

61,329
36,359

2,000
54,840

34,018.
123,856

(28,776)

(95,080)
2,910

36,599
4,448
2,756

38,318

56,476
130,974

44,779
124
777

1,771,790

314

90
1,304

3,079
25,042

29,774
19,032
7,367

11,374
84,842

12,878
81,139
22,001

41,270
235,865

99,787

13,854
26,564
222,635

382,938
65,531

30,498
2,405

59,975
35,670
161,945

(40,375)
(121,570)
5,072
42,560

4,795
3,696

45,185

72,075
170,310
53,701
182

6,220

2,080,970

243
150

600
2,134

15,018
18,973
14,548

5,607
5,844

40,686
6,207

45,067
16,452
21,837

164,693

41,936
10,995

21,072
167,489
124,997

24,024
6,021
1,929

34,623
12,150

134,326

(27,695)

(106,631)
4,356
44,392

5,302

3,877
45,540

86,532
186,923

43,932
170
4,236

1,362,880

128

6
918

1,193
14,153

16,123
8,718
2,207

8,619
49,193
8,021

43,471
8,856

22,837

90,663
63,222

4,452
9,837
99,452

340,916
57,792

28,133
730

31,922
29,493
37,152

(12,817)
(24,335)
1,979
6,070
5

362

5,505
5,321

7,494
19,822

58
2,610

1,027,431

372
155

1,518
3,327

29,171
35,096

23,265
7,814
14,463

89,878
14,228

88,538
25,308
44,673

255,357
105,156

15,447

30,909
266,941
465,913

81,816
34,154
2,659

66,545

41,643
171,478

(40,512)
(130,966)
6,335

50,462
5,307

4,239
51,044

91,853
194,417

63,753
228
6,847

2,390,310

16

10
15

51
44

28
25
25

48
64

50
151

41
52
136

146

47
23
22

108
405

181
27

54
257

62

(30)
(94)
52
80

22
49

76
237

320
30

23
65
63

一
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u
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1
>
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化学 ・石油

鉄 鋼

保 険

運輸 ・通信 ・報道

法人団体 ・農協

地方公共体

大 学

898億 円

885〃

818〃

665〃

637〃

510〃

504〃

4地 域別実動状況

4-1-4表 は都道府県別の実動状況 を示 したものである。

(a)設 置台数での上位都府県

1都 府県で1,000セ ット以上の設置規模 をもっ地域は次の8都 府県である
。

東京都

大阪府

愛知県

神奈川県

(b)

11,454セ ッ ト

6,120〃

2,573〃

1,572〃

北海道

福岡県

兵庫県

広島県

設置金額での上位都府県

1都 府県で1,000億 円以上の設置規模 をもっ地域は次の4都 府県である
。

東京都1兆447億 円

大阪府3,280〃

神奈川県1,810〃

愛知県1,361〃

1県 で500億 円以上1,000億 円未満の設置規模をもっ地域は次の2県 である
。

兵庫 県676億 円

福岡県524〃

1,229セ ッ ト

1,205〃

1,145〃

1,097〃

5コ ンピュー タ納 入実績

最近3カ 年の各4～3月 期 コンピュータ納入実績 は4-1-5表 の とお りで あ る
。

年度 ごとの対前 年度伸 び率 は次 の とお りで ある。
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4-1-4表 地域 別 汎 用電 子 計算 機 実動 状 況

(1976年9月 末現在) (単位:金 額 百万円)

コ ー ド 項 目 国 産 機 外 国 機 合 計

番 号 地域別 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額

01 北 海 道 928 29,756 301 13,730 1,229 43,487

02 青 森 119 4,009 124 1,609 243 5,618

03 岩 手 139 4,550 59 608 198 5,158

04 宮 城 381 14,441 168 8,529 549 22,970

05 秋 田 86 2,582 39 1,465 125 4,048

06 山 形 110 3,883 66 1,423 176 5,306

07 福 島 142 5,155 82 2,786 224 7,941

08 茨 城 207 33,109 94 10,194 301 43,303

09 栃 木 167 8,851 92 3,923 259 12,774

10 群 馬 212 8,951 110 5,061 322 14,012

11 埼 玉 502 23,070 237 7,456 739 30,526

12 千 葉 389 19,874 210 13,359 599 33,232

13 東 京 7,319 552,942 4,135 491,804 11,454 1,044,746

14 神 奈 川 1,099 115,432 473 65,585 1,572 181,017

15 新 潟 251 7,638 186 8,109 437 15,747

16 富 山 168 5,818 55 8,324 223 14,142

17 石 川 192 7,560 50 3,237 242 10,796

18 福 井 116 2,608 30 1,995 146 4,603

19 山 梨 80 2,648 53 1,180 133 3,828

20 長 野 302 11,747 105 4,384 407 16,130

21 岐 阜 233 7,090 170 5,205 403 12,295

22 静 岡 523 22,473 387 15,098 910 37,571

23 愛 知 1,710 81,879 863 54,270 2,573 136,150

24 三 重 148 7,117 70 3,701 218 10,818

25 滋 賀 87 4,814 163 9,935 250 14,749

26 京 都 535 22,460 327 11,326 862 33,786

27 大 阪 3,895 168,687 2,225 159,317 6,120 328,004

28 兵 庫 652 34,428 493 33,246 1,145 67,674

29 奈 良 47 928 48 1,658 95 2,586

30 和 歌 山 101 8,657 100 5,021 201 13,678

31 鳥 取 33 673 54 776 87 1,448

32 島 根 40 3,003 38 1,011 78 4,014

33 岡 山 236 12,210 174 4,788 410 16,997

34 広 島 746 31,809 351 14,828 1,097 46,637

35 山 口 169 7,362 141 6,644 310 14,006

36 徳 島 67 2,102 31 1,486 98 3,588

37 香 川 206 7,409 66 2,908 272 10,317

38 愛 媛 154 5,448 169 5,153 323 10,601

39 高 知 70 2,710 38 1,404 108 4,115

40 福 岡 789 34,360 416 18,076 1,205 52,436

41 佐 賀 63 2,348 67 1,562 130 3,910

42 長 崎 96 3,165 90 5,443 186 8,608

43 熊 本 126 6,168 65 839 191 7,007

44 大 分 162 5,095 88 1,514 250 6,609

45 宮 崎 76 1,947 60 2,039 136 3,986

46 鹿 児 島 96 3,566 109 3,031 205 6,597

47 沖 縄 116 1,583 30 1,316 146 2,899

48 不 明 246 8,765 48 1,074 294 9,839

合 計 24,331 1,362,880 13,550 1,027,431 37,881 2,390,310
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最近3カ 年の電子計算機納入実績

(単位:金 額 百万円)

項 目

国産機

外国機 ・規模別

1974年 度合計 1975年度合計 1976年 度合計

実 績 実 績 実 績

セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額

国

産

機

大 型A

大 型B

大 型(計)

中 型A

中 型B

中 型(計)

小 型

超 小 型

増 設

合 計

76

145

221

310

576

886

1,809

2,669

-

5,085

62,655

51,738

114,402

50,079

38,352

,88,431

33,506

16,767

57,153

310,261

90

148

238

376

572

948

1,790

1,899

-

4,875

88,007

52,963

140,970

58,196

39,994

98,190

32,261

11,369

59,868

342,659

75

159

234

387

593

980

2,024

2,402

-

5,640

100,946

66,841

167,786

70,838

45,603

116,440

39,305

16,438

75,124

415,092

外

国

機

大 型A

大 型B

大 型(計)

中 型A

中 型B

中 型(計)

小 型

超 小 型

増 設

合 計

161

150

311

195

198

393

568

1,678

-

2,950

134,850

46,625

184,476

30,837

14,825

45,662

11,456

10,894

78,057

330,545

109

90

199

102

148

250

667

917

-

2,028

106,897

32,798

139,694

16,303

9,540

25,843

12,955

6,620

86,191

271,304

102

68

170

105

160

265

779

679

-

1,893

146,946

32,843

179,789

22,209

12,664

34,871

15,140

4,092

82,544

316,436

合

計

大 型A

大 型B

大 型(計)

中 型A

中 型B

中 型(計)

小 型

超 小 型

増 設

合 計

237

295

532

505

774

1,279・

2,377

4β47

-

8,535

197,515

101,363

298,878

80,916

53,177

r134,094

44,962

27,662

135,211

640,806

199

238

437

.478

720

1,'198

2,452

2,816

-

6,903

194,903

85,761

280,664

74,500

49,534

、124,034

45,216

17,990

146,058

613,961

177

227

404

492

753

1,245

2,803

3,081

-

7,533

247,892

99,684

347,575

93,046

58,263

151,310

54,445

20,530

157,667

731,528

73年

74年

75年

76年

納 入台数伸 び率

33.6%

7,0%

-19 .1%

9.1%

納 入 金額 伸 び率

26.2%

21.3%

-4
.2%

19.1%

平 均 システ ム単価(百 万 円)

66

75

89

97
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61977年3月 における汎用電子計算機実動状況

1977年3月 末 現在 において わが国 のコ ンピュー タ設置 規模 は40,719セ ッ ト,2兆5千 億 円 を超 え

た 。

4-1-6表1977年3月 末 現在 汎 用電 子 計 算機 実 動 状況

(上列:セ ット数,下 列:金 額百万円)

規 模 別 国 産 機 外 国 機 合 計

大 型A
513

466.945・

552

619,715

1,065

1,086,660

大 型B
788

274,660

379

157,568

1,167

432,228

大 型(計)
1,301

741,605

931

777,283

2,232

1,518,888

中 型A
1,827

284,528

611

119,668

2,438

404,197

中 型B
2,973

192,174

863

66,476

3,836

258,650

中 型(計)
4,800

476,703

1,474

186,145

6,274

662,847

小 型
8,721

164,261

2,897

59,503

11,618

223,765

超 小 型
11,858

74,162

8,737

52,901

20,595

127,063

合 計
26,680

1,456,732

14,039

1,075,831

40,719

2,532, ,563

4-1-7表1977年3月 末現 在 実 動金 額 の シ ェア

国 産 機 外 国 機1

大

中

小

超 小

型

型

型

型

%
48.8

71.9

73.4

58.4

51.2

28.1

26.6

41.6

%

一

合 計 57.5 42.5
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第2章 コ ン ピ ュー タ利 用 状況 調 査

第8部 集計表参照

今回の調査 においては,第11回 目の"コ ンピュー タ利用状況調査"と して従来からの基本的調査

項目を踏襲 し本章 に掲 げるとともに,通 信回線開放の実現に対処 して,73年 度版 より継続 して"オ

ンライン化調査"を 実施 し,そ の第5回 の調査結果を,次 の第3章 に掲 げる。

〔調査項目〕

コンピュータ利用状況調査 における調査項 目は次の通 りである
。

① ハー ドウエア関係

5年 後の予想規模,グ レー ド・アップの経過 と予定,保 有セッ ト数,周 辺機器台数,使 用時間

② コンピュータ部門の月間必要経費

③ コンピュータ要員お』よび教育問題

勤務制度,要 員数,平 均残業時間,平 均年齢,平 均給与,職 務手当額 ,要 員教育上の問題点

④ 被派遣要員数 ・費用,外 注パ ンチ単価

⑤ 業務部門別コンピュータ化状況 および予定

⑥ 平均ジョブ数

⑦ 使用言語

⑧ 常用アプリケーション・プログラムの年間使用頻度

⑨ プログラム開発状況

〔調査時点,対 象〕

本調査は,1976年9月30日 現在 を調査時点 とし,調 査票 を同年11月1日 発送,76年12月15日 に回

収を締め切った。

発送数 回収数 回収率

3,9721,19930.2%

なお,発 送対象は,1976年 版 「ユーザー調査年報」(情 報処理学会編)に よった。
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〔回答 事業体の規模 〕

資本金平均8,066.5百 万 円

年商平均117,499.5〃

従 業員 数平 均2,926.9人

〔集 計表 〕

巻末401頁 以 下 に掲 げ る(8-1-1～8-1-28表)。

1.自 社 コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の5年 後 の 予 想 規 模 分 布(巻 末8-1-1表)

74,75年 度にひきつづき76年度における経済情勢の低迷を反映 して,5年 後に自社のコンピュー

タ ・システムは規模 を拡大すると予想する企業は,回 答事業体の66.7%と さらに減少 した。

拡大を予想する事業体

76年 度調査

75年 度調査

74年度調査

73年 度調査

72年 度調査

66.7%

71.5%

72.2%

81.3%

84.3%

拡 大 を予想 す る各社 の拡 大 率 につ いて,「 わか らない」 とい う回答 を除 き,「 減 少」 を 「マ イナ ス

1倍 」,「5倍 以上」 を 「6倍 」 と して平均 をとる と,全 産業平 均で5年 後 に,現 システ ム規模 の1.9

倍 に な る と予想 され,従 来の値 に比べ更 に低 い倍 率 とな った。

5年 後 の規模

76年 度調査

75年度調査

74年 度調査

73年 度調査

72年 度調査

1.9倍

2.2倍

2.3倍

2.7倍

2.7倍

また,予 想拡大率 を業種別に見ると,業 種 によって大 きな差がある。

拡大率の高い業種

損害保険業

金 融 業

電気機械器具製造業

広告 ・調査 ・情報提供サービス業

5年 後 の平均予 想拡大 率

4.0倍

2.5倍

2.5倍

2.3倍
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情報処理サービス業

拡大率の低 い業種

新聞業 ・印刷業

繊 維 工 業

・ソ フ トウ ェ ア 業 2.3倍

1.6倍

1.7倍

5年 後 の 予 想 規 模

(%)

回 減 変 2 3 4 5 5 わ
答

合
計 少

わ

ら

な
い 倍 倍 倍 倍

倍

以
上

か

ら

な

い

76年 度 調 査 1,116(100.0%) .3 15.5 52.4 11.5 1.4 1.2 1.1 17.4

75年 度 調 査 1,265(100.0%) .5 13.4 52.7 12.6 1.9 1.8 2.5 14.6

74年 度 調 査 1,154(100.0%) .6 12.0 47.1 17.4 3.3 L3 3.2 15.2

73年 度 調 査 1,082(100.0%) .2 8.5 45.9 21.4 6.7 3.1 4.2 10.0

72年 度 調 査 1,124(100.0%) .1 6.5 44.6 25.4 6.0 4.1 4.3 9.1

71年 度 調 査 1,175(100.0%) .0 6.7 36.9 26.7 6.8 3.2 6.2 10.5

2.コ ン ピ ュ ー タ ・セ ッ ト保 有 状 況(8-1-2,8-1-3表)

1社 当 りの保有 セ ッ ト数 は,全 産業平 均2.4セ ッ ト(ミ ニ コ ン
,オ フィス ・コ ンピュー タ等 を含

む)で,ミ ニ ・コ ンピュー タおよびオフ ィス ・コ ンピュー タ等 を除 いた汎用機 の保 有 セ ッ ト数平均 は

2.1セ ッ トとなってい る。

調査 年別 の全産業平均保有 セ ッ ト数 は次 の よ うに なる。保有 セ ッ ト数 と後指 周辺機器台数 平均 は

調査年 によるサ ンプルの構 成 によ り必 ず しも連続 した傾 向を示 さない点 に注意 されたい
。

回 答 数 平均保有セット数

76年 度調査 1,189 2.4

75年度調査 1,401 8.3

74年度調査 1,334 4.4

73年 度調査 1,259 1.9

72年 度調査「 1,134 3.6

3.周 辺 機 器の台 数(8-1-4表)

全産業平均1社 当 りの周辺機器台数は,調 査年度別に表示すれば次表のようになる。
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機 種

調査年度

外 部 補 助 メ モ リ
一般入出力機器 そ の 他

合

計

回

答

社

数

M

T

ド

ラ

イ

ブ

ド

ラ

ム

デ ク

イ)
ス ド

ク ラ

_イ
パ プ

ツ

集

団

デ

ィ

ス

ク

そ

の

他

カ

1

ド

R

/

P

紙

テ

1

プ

R

/
P

ド1

キ ダ

元
ン

ト
リ

ラ

イ

膓

膓
タ

C

R

T

入

出

力

機

そ

の

他

76年 度調査 8.6 .9 8.2 一 .1 2.3 2.9 .5 3.3 2.9 4.4 .8 35.4 1,173

75年 度調査 19.1 3.3 19.5 一 .8 5.6 7.6 1.0 7.8 6.7 11.5 2.9 86.2 1,401

74年 度調査 20.5 2.2 13.2 4.8 .0 5.1 5.3 .4 6.9 3.0 10.2 1.2 73.5 1,332

73年 度調査 6.6 .7 2.3 1.6 .0 1.6 1.8 .1 L9 0.6 2.7 .4 20.7 1,228

72年度調査 8.2 2.8 4.1 1.1 .0 215 5.2 .2 2.9 0.6 3.5 .6 32.3 1,122

75年 度 よ り"デ ィス ク"と"集 団 デ ィス グ'は"デ ィス ク"に 統 合

4.コ ン ピ ュ ー タ 使 用 時 間(8-1-5～8-1-8表)

調査年度別のラン時間を下表に掲げる。

回

答

社

数

総
平均

時
間

76年 度 1,094 210.1

75年 度 1,395 166.6

74年 度 1,313 211.7

73年 度 1,126 218.0

72年 度 1,114 240.3

5.コ ン ピ ュ ー タ 部 門 の 運 用 経 費(8-1-9～8-1-14表)

◇ 業 種 別集計

周辺 記憶 装置 あるいは端末機 器 の増加傾 向 に対 し,そ の実 態 を把握 す るため,73年 度 調査 か ら機

械設 備関係 費 を レンタル使 用,買 取使用 の各 々につ き,CPU費,周 辺装置費(除 記憶 装置),周 辺 記

'

憶 装 置費,端 末 装置費 の4項 目に細分 して調査 して いる。

運 用経 費中,機 械設備 費合計 は全経 費 に対 し全産業平均51.7%(75年 度 調査 で は48.7%)で,こ れ

に人件 費28.0%(75年 度 調査 では27.0%)を 加 える と79.7%に 達 し,全 経 費の大 半 を占める。
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機 械 設備 費 を100と す ると き,CPU費 は 全産業平均 で42 .5%で あ り,周 辺装 置,周 辺記憶 装置 は

各 々17.8%,15.9%を 占め る。

月間経 費対 月商比率 は全産 業平均1,000分 の2.60で(75年 度 調査 で1 ,000分 の3.46),年 々漸増 し

て きた が,76年 度 に至 り低下 した。

従業 員1人 当 りの月間 コ ンピュータ経 費 は,全 産業平均11,600円 で75年 度 調査 におけ る10
,600円,

74年 度 調査 におけ る7,700円 に く らべ騰 りかたがやや緩慢 となった。

◇ 調査年度別集計

各年の金額値 その ものは,サ ンプルの構成差のため,単 純 に比較することはできない点に注意 さ

れたい。

(千円)

回答数 人 件 費 機械設備費 消耗品費 外 注 費 そ の 他 総 計

76年度調査 698
7,605.3

(28.0%)

14,073.7

(51.7%)

2,097.8

(7.7%)

2,525.2

(9.3%)

1,110.7

(4.1%)

27,205.2

(100%)

75年度調査 751
6,747.4

(27.0%)

12,176.1

(48.7%)

2,093.5

(8.4%)

3,083.3

(12.3%)

913.6

(3.7%)

25,014.1

(100%)

74年 度調査 660
3,958.1

(29.1%)

6,947.6

(51.2%)

1,242.1

(9.1%)

975.2

(7.2%)

404.9

(3.0%)

13,580.2

(100%)

73年 度調査 632
4,661.5

(26.4%)

9,965.5

(56.5%)

1,215.9

(6.9%)

1,201.2

(6.8%)

603.0

(3.4%)

17,647.7

(100%)

72年度調査 667
3,308.3

(29.2%)

6,262.1

(55.2%)

828.6

(7.3%)

495.7

(4.4%)

564.1

(5.0%)

11,342.2

(loo%)

6.コ ンピュータ運用経費指標の企業規模別水準

◇ 月間コンピュータ経費の月商に対する比と,従 業員1人 当 り月間コンピュータ経費が,企 業の

従業員数規模の大小 によりどのように変化 しているかを示 したのが次頁の.ヒ表である。

従業員数300人 未満の例は,情 報処理サービス業が多く,一 般企業の経費水準の参考 とはなら

ない。

月間経費対月商の比と,従 業員数規模の大小の間には直接明瞭な関係は認められない。

しか し,従 業員1人 当 り経費は,明 らかに従業員数規模 が大 きい企業ほど低 くなっている。

◇ 上 と同 じ経費水準指標 が,企 業の年商規模の大小によりどのように変化 しているかを示 したの

が次頁の下表である。

年商50億 円未満の例は,情 報処理サービス業,ソ フ トウェア業が多 く,一 般企業の経費水準の
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従業員数規模別 ・コンピュータ経費

従業員数
規 模 δ δ

三
〇
五
〇
二 ≒ 五一 δ

、

総

○

人

、 ○

↓

○
～
五

○-

1'

○

〇三
〇'

○○

〇五〇 '

OO

○○
○'
○○
○以
○

平

未
満
6
0
○
○

○
○
10
0
10
0

10

0

○
上 均

〔月間経費対月商比〕*

社 数 61 96 80 126 135 22 18 3 541

バ ッチ ユ ー ザ ー
平均比 1/1000 97.68 5.46 0.58 3.64 2.95 L22 2.03 4.49 2.38

オ ン ライ ン 社 数 5 20 11 21 54 33 43 39 225

ユ ー ザ ー 平均比 1/1000 737.51 49.57 18.49 0.86 L48 1.75 1.43 1.46 2.61

社 数 68 123 101 168 235 70 68 45 878

**全 ユ ー ザ ー

平均比 1/1000 117.76 14.76 1.57 1.24 2.04 1.73 L58 1.52 2.60

〔従業員1人 当月間経費〕

*

社 数 79 117 87 135 145 24 18 5 610

バ ッチユ ーザ ー
平 均 千 円 143.9 28.9 11.2 8.2 6.7 4.5 2.5 2.9 6.8

オ ン ライ ン 社 数 6 23 16 32 95 42 52 45 311

ユ ー ザ ー
平 均 千 円 384.2 327.3 103.0 68.8 21.3 17.6 14.0 7.3 14.1.

社 数 87 147 113 189 289 81 77 53 1,036

**全 ユ ー ザ ー
平 均 千 円 162.6 77.3 24.5 19.6 11.9 11.6 10.4 6.9

"
11.6

:.饗 ・難 磨 馨 呈鵠.,,。 ラ、。ユーザーの他・オ・ラ・・ユーザーを含む(・ ・… ユーザーのみの
集 計は行 っていない)。

年商規模別 ・コンピュータ経費

年商規模 －

F

O δ
三
〇
五
〇

1
_==

○
○
6
0

五
〇
〇一

二

〇三

三

〇五

五

〇

総

億
～ ～

～
1 ～ 1' ○' ○' ○ 平

円
未
満

三

〇

五
〇
δ
○

三
〇
〇

五
〇
〇

○
○
○

○O
lO
O

○O
lO
O

○
以
上 均

〔月間経費対月商比〕*

社 数 54 62 65 104 137 44 45 22 6 2 541

バ ッチ ユ ー ザ ー
平均比 1/1000 346.40 43.31 9.03 6.86 5.03 3.09 2.12 1.25 2.23 0.07 2.38

オ ンラ イ ン 社 数 8 6 9 10 29 25 37 51 20 31 225

ユ ー ザ ー 平均比 1/1000 704.70 307.84 392.80 171.03 7.18 9.42 5.96 3.63 3.66 0.78
2.61

社 数 65 69 77 128 199 87 103 90 28 33 878

**全 ユ ー ザ ー
平均比 1/1000 407.50 70.86 54.83 19.30 5.39 5.27 3.69 2.92 3.21 0.73 2.60

*

〔従業員1人 当月間経費〕

社 数 54 62 67 105 141 49 49 30 6 4 610

バ ッチ ユ ーザ ー
平 均 千 円 122.3 22.0 7.2 6.5 6.1 5.8 4.2 7.6 6.9 7.5 6.8

オ ンラ イ ン 社 数 8 6 9 10 35 27 43 72 34 60 311

ユ ー ザ ー 平 均 千 円 332.0 212.4 2{貝.6 202.4 11.9 14.9 8.7 11.2 11.5 10.8 14.1

社 数 65 69 79 128 209 94 113 119・ 42 64 1,036

**全 ユ ー ザ ー
平 均 千 円 142.9 36.8 43.2 19.1 7.4 9.3 6.5 9.6 10.7 10.8 11.6

:.註 緯6崇 聾 惣.,。.ラ 、.ユ ーザーの他にオ・ラ・・ユーザーを含む(・ ・… ユーザーのみの
集計 は行 っていない)。
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参 考 とはな らない。

前 表,とは逆 に,月 間経 費対 月商の比 は,年 商規模 が大 きい企 業 ほ ど低 くなる傾 向が見 られる。

しか し,従 業員1人 当 り経 費 と,年 商規模 の大小 との間 には,直 接明 瞭 な関係 を認 め難 い。

◇ バ ッチ システ ムユ ーザー とオ ンライ ンシステムユ ーザ ー とを比較す る と
,従 業員1人 当 りの経

費は両 システムで大差 が あるが(全 産 業総 平均 でバ ッチユ ーザ ー6 ,800円/1人,オ ンライ ンユ

ーザ ー14
,100円/1人),月 間 経 費 対 月商比 では小差 があるにす ぎない(バ ッチユ ーザー2.38/

1,000,オ ン ライ ンユ ーザ ー2.61/1,000)。

7.コ ン ピュー タ運用 経 費指 標の 年 次変化

◇ 全ユーザーについての経費指数が最近6年 間で,ど のように推移 しているかを示 したのが下表

である。

従業員1人 当りの経費は先 に記 したよ うに74～75年 で急上昇 し,75～76年 では増加速度が鈍っ

ている。

コンピュータ部門運用経費月額の月商に対する比率

(注)コ ンピュー タ経 費合計 と月商 の双方 とも記 入の あった回答 につ い ての集計 で ある
。

調査年度

回

答

社

数

1月

社

当 間_

呈縞
均 費)

1月
社_
当 百
り 万
平 円
均 商)

月
経
費(
/1 一
月1000
商)

1976 878 26,208 10,057.2 2.60

1975 951 22,677 6,549.4 3.46

1974 825 17,355 5,516.3 3.14

1973 806 17,526 8,386.2 2.08

1972 845 18,469 7,047.8 2.62

1971 231 17,184 8,639.0 1.99
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従 業 員1人 当 りの コ ンピ ュー タ 部門 運 用経 費 月額(公 務 を除 く全産 業 平 均)

(注)コ ンピュータ経費合計 と従業員数の双方 とも記入のあった回答についての集計である。

調査年度

回

答

社

数

1月

社

当 間_

皐経孟
均 費)

'、'

1促

曇業
皐鰍
均 数)

月1
間 入
綾_
費 千
/円

)

1976 1,036 31,272 2,694 11.6

1975 1,165 26,421 2,477 10.6

1974 1,029 20,899 2,679 7.7

1973 974 20,164 2,596 7.7

1972 1,048 20,104 2,886 6.9

1971 277 23,737 6,197 3.7

8.コ ン ピ ュ ー タ要 員 と待 遇(8-1-15～8-1-20表)

要 員 数 は,1事 業体 当 り総平均39.2人 で あ り,管 理職1人 当 りの人員構 成 は,庶 務 その他1.7人,

パ ンチ ャー2.1人,オ ペ レー タ1.6人,プ ログ ラマ3.2人,SE1.9人 と なっている。

◇ 調査年度別1社 当 り平均コンピュー タ社内要員数

職 種

調査年度

庶
務
そ
の
他

パ

ン

‡
|

夷
レ

|

タ

プ

;
;

S

E

管

理

職

合

計

人

数

回

答

社

数

76年度調査
5.8

(1.7)

7.1

(2.1)

5.3

(1.6)

10.8

(3.2)

6.5

(1.9)

3.4

(1,0)

39.2 1,187

75年 度調査
5.4

(L8)

7.5

(2.5)

4.9

(1.6)

8.9

(3.0)

5.5

(1.8)

3.0

(1.0)

35.4 1,397

74年度調査
6.9

(1.8)

7.6

(1.9)

9.0

(2.3)

7.8

(2.0)

4.0

(1.0)

3.9

(1.0)

39.5 1,323

73年 度調査
4.8.

(1.5)

9.5

(3.1)

6.1

(2.0)

9.7

(3.1)

4.6

(1.5)

3.1

(1.0)

38.1 1,205

72年度調査
5.4

(1.8)

10.5

(3.6)

6.6

(2.2)

10.8

(3.7)

5.4

(1.8)

2.9

(1.0)

41.9 1,096
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◇ 全産業平均の給与の年度別推移は下表の とおりである。

(千円)

パ ンチ ャ ー オ ペ レー タ プ ロ グ ラマ SE

給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比

76年 度
94.5 十7.9

(+9.1%)

118.6 十13.9

(+13.3%)

129.3 十10.5

(+8.8%)

170.5 十20.3

(+13.5%)

75年 度
86.6 十1.1

(+1.3%)

104.7 一8
.5

(-7.5%)

118.8 十13.6

(+12.9%)

150.2 十19.8

(+15.2%)

74年 度
85.5 十26.6

(+45.2%)

113.2 十30.2

(+36.4%)

105.2 十17.1

(+19.4%)

130.4 十27.3

(+26.5%)

73年 度
58.9 十9.8

(+20.0%)

83.0 十20.1

(+32.0%)

88.1 十18.7

(+26.9%)

103.1 十13.6

(+15.2%)

72年 度
49.1 十8.7

(+21.5%)

62.9 十10.9

(+21.0%)

69.4 十7.0

(+ll.2%)

89.5 十9.4

(+11.7%)

職 務 手 当 の 平 均

(千円)

回 答 社 職務手当記入数 パ ン チ ャ ー オ ペ レ ー タ プ ロ グ ラ マ SE

76年 度調査 1,197 323 6.7 15.2 16.3 32.4

75年度調査 1,401 374 7.5 12.0 9.4 23.6

74年度調査 1,334 371 5.2 4.9 8.4 11.6

73年度調査 1,267 365 4.7 8.4 7.4 11.9

72年度調査 1,142 328 3.2 5.9 6.0 5.9

月 残 業 時 間 の 平 均

(時間)

庶務その他 パ ン チ ャ ー オ ペ レ ー タ プロ グ ラマ SE 管 理 職

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

76年 度 調 査

75年 度 調 査

74年 度 調 査

73年 度 調 査

72年 度 調 査

12.0

12.0

12.6

14.9

15.3

3.7

4.2

3.7

4.9

5.3

8.5

4.6

4.9

12.3

7.7

4.5

4.0

4.1

6.1

3.1

14.5

17.0

18.8

21.1

17.4

4.6

4.5

4.5

5.7

9.0

19.5

19.3

19.8

25.0

26.8

5.5

6.5

5.8

7.0

11.6

19.1

18.3

16.9

23.6

25.9

5.3

5.1

3.1

7.2

18.6

6.7

8.0

6.2

8.3

12.0

3.5

3.0

1.7

7.5

0.6

9.被 派遣 要 員 と費 用,外 注パ ンチ単価(8-1-21,8-1-22表)

◇ ア ンケー ト回収社総 数1,199社 中366社 が,外 部 か らの派 遣要員 をうけ入 れてい る。全産業 平

均で被派遣 要員 の1社 当 り平均 人数 はパ ンチ ャー5.3人,オ ペ レー タ7.6人,プ ロ グラマ2.7人

その他 で あって1社 当 り平均 の被派遣要 員総人数 は17.4人 と なる。
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,◇ 外注 パ ンチの1字 当 り単価平均 は,全 産業平均 で数 字が28.4銭,英 字 が37.7銭,カ ナが51.0銭

とな って い る'1平 均 する と1976年9月 における外注パ ンチ単価 はおよそ1字34銭 前 後 であ る。

(銭)

数

字

(A)

英

字

(B)

カ

ナ

(C)

算
術
平

¢ぷ9

平
均 外
車 注
価 の
で と

き3

76年 度 調 査 28.4 37.7 51.0 34.7 33.4

75年 度 調 査 28.0 35.8 48.2 33.6 一

'

10.コ ン ピ ュ ー タ教 育 費 用(8-1-23表)

◇ コ ンピュー タ要員 の教育費用 は,全 産業平均 で年 間1,097.1千 円,要 員1人 当 りに引 き直 す と

20.9千 円 となる。

一 般社員 の コ ンピュー タ教 育費用は
,全 産業平均 で年間956.7千 円,従 業員1人 当 りに引 き直

す と200円 程 度 にす ぎない。

11.適 用 業 務(8-1-24表)

適 用業 務の各分野 にっ いて,1976年 まで にそれ らの業 務 をコ ンピュー タ化 した企 業の総数 を100

とす るとき,計 算 ・集計業務 をコンピュー タ化 した社数 は72.9%で,解 析 ・予測 ・計画業務 をコン

ピュー タ化 した社 数 は27.1%と な って いる。

これ に対 し,今 後3年 間に計画 中の業務 にっ いては,計 算 ・集 計業務 をコ ンピュー タ化 しよ うと

す る回答 は全計画 回答社 の50.4%,解 析 ・予測 ・計画業 務の コ ンピュー タ化 計画 社数 は49.6%で,

適 用 業務の高度化 を示唆 してい る。

適 用 業 務 項 目 の 傾 向

現在までにコンピュータ化 した業務項目 今後3年 間に計画中の業務項目

計算 ・集計 解析 ・予測 ・計 画 合 計 計算 ・集計 解 析 ・予 測 ・計画 合 計

76年 度 調査

75〃

74〃

73〃

72〃

72.9

75.8

79.8

75.2

73.4

27.1

24.2

20.2

24.8

26.6

100%

100%

100%

100%

100%

50.4
、

52.0

52.2

49.7

50.8

49.6

48.0

も

47.8

50.3

49.2

100%

100%

100%

100%

100%
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12.ス ル ー プ ッ ト ・タ イ ム と 平 均 ジ ョ ブ数(8 -1-25表)

全 産 業平均 で は,1社1日 の平 均 ジ ョブ数 は99 .4(76年 度 調査 で65.0)で
,ス ループ ッ ト・タイ

ムは1分 以 内,3分 以 内,5分 以 内,10分 以 内,30分 以 内の5段 階 にほ ぼ集 中 して いる
。

1日 平 均 ジ・ブ数 の多 撲 務 と しては
,損 害 保険業(262.・),電 力 ・ガス事業(246.8) ,生 命 保

険業(228・1)・ 輸 送mUe械 器 具製 造業(188 .3),証 糠 ・商品取 引業(184 .2)な ど をあ げる。 と

がで きる。

ス ル ー プ ッ ト ・タイ ム別,1日1社 当 り ジ ョブ数 平 均

1分 以内 3分 以内 5分 以内 10分 以内 30分 以内 1時 間以内 3時 間以内 5時 間以内 5時 間以上 合 計
76年 度 調査

%

24.2

(24.3)

19.9

(20.0)

14.2

(14.3)

16.8

(16.9)

15.4

(15.5)

5.0

(5.0)

2.5

(2.5)

0.4

(0.4)

0.6

(0.6)

99.4

(100.0)
75年 度調査

%

12.2

(18.8)

13.0

(20.0)

9.3

(14.3)

11.8

(18.2)

11.1

(17.1)

4.3

(6.6)

1.8

(2.8)

0.6

(0.9)

0.5

(0.8)

65.0

(100.0)

74年 度調査

%

9.4

(17.6)

11.7

(21.9)

8.4

(15.7)

9.3

(17.4)

8.4

(15.7)

3.2

(6.0)

1.8

(3.4)

0.4

(0.7)

0.3

(0.6)

53.4

(100.0)

73年 度調査 7.2 8.5 7.1 7.3 7.7 3.9 2.0 0.4 0.4 45.0
% (16.0) (18.9) (15.8) (16.2) (17.1) (8.7) (4.4) (0.9) (0.9) (100.0)

72年 度調査

%

5.9

(12.4)

7.6

(16.0)

7.4

(15.5)

8.9

(18.7)

10.4

(21.8)

3.8

(8.0)

2.1

(4.4)

0.5

(1.1)

0.5

(1.1)

47.6

(100.0)

13.使 用 言 語(8-1-26
,8-1-27表)

わ が 国 コ ンピュー タ ・・T・ プ・ グ・ムの53
・7%はC・B・Lを 使 用 し,21:7%が ア セ 。ブ リ言

語 を使 用 して いる。

搬 にコ ンピュータ導入後 ・経験 年数 がふ えるにっ れ アセ ・ブ リ語
,F・RTRAN,PL/1の 使

用比率 が若干増加 し,特 殊 言語 の使用比率 が減 少す る傾 向 にある
。

使 用

昔∋五

シ ンボ リ ック言語

(%) コ ン パ イ ラ 言 語(%) 機 回
目 口口 械

ζ
ジ

エ
A F

O
C P そ

語
お 答_

ン 、 L
R O よ 各

ブ

リ

不

レ
G T

R
B

L

の
び
特

一

社 ○
言
語

1

タ

O

L
A

N

O

L

/

1 他

殊_
言%
ヨ五)
口口

○
%数 )

76年度調査 21.7 2.8 0.1 8.2 53.7 3.9 6.7 2.4 1,179
75〃 26.4 3.4 0.1 7.5 50.6 2.7 6.5 2.4 1,351
74〃 27.0 3.0 0.3 9.0 48.8 2.4 6.4 2.9 1,278
73〃 33.7 3.0 0.2 7.5 44.6 L7 6.8 2.0 1,203
72〃 336 3.5

}

0.2 8.8 43.8 2.0 5.3 2.3 1,137
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オンライ ンユーザー とバ ッチユーザーを比較 す ると次の通 りで,ア セ ンブ リ言語 とCOBOLお よ

びPL/1の 使 い方 に大差 がある。

76年度

使用言語 シ ンボ リ ッ ク言語

(%)
コ ン パ イ ラ 言 語(%)

機
械
語
お
よ
び
特
殊_
言%
自重)P口

ア
セ
ン
ブ
リ

言
語

ジ

ニ
不

レ

1

タ

A

L

G

O

L

F
O
R
T
R
A
N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

オ ンラ イ ンユ ーザ ー 29.8 2.6 0.4 10.1 43.9 7.6 4.5 0.7

バ ッ チ ユ ー ザ ー 18.7 2.7 0.0 8.0 56.9 2.3 7.5 3.5

14.プ ロ グラムの 開発 状 況(8-1-28表)

管理業務処理,事 務処理 プ ログ ラムにっいて は,多 くの企 業 が 自社 で 開 発 して い る(そ れぞれ

95.4%,95.9%)。 予 測,最 適 化,ス ケジュー リング,数 値制 御 などにつ いては・ メー カーまたはサー

ビス機 関 と共同で 開発 す る割合 が増加す る(5～14%)。

OSに っ いては企 業の65.4%が メ ーカーに開発 を委託 し,言 語 プロセ ッサ にっ いては58.2%が メ

ーカー に委託す る。.

サ ー ビス機関 と共 同開発す るか,ま たはサー ビス機関 に委託す る率 は まだ少 ない。

プログラムの自社開発割合 (%)

ア プ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラム ユ ー テ ィ

リ テ ィ ・

プ ロ グ ラ

ム

OS

∋ ヨ近
臣 ロ⇔

プ ロセ ッ

サ

そ の 他

管理業務
処 理

事務処理 予測問題
最 適 化

問 題

スケジュ
ー リング

問 題

数値制御 そ の 他

76年 度 調 査

75〃

74"

73〃

72〃

95.4

95.9

94.2

94.0

95.0

95.9

95.0

93.9

94.4

96.4

87.3

87.7

84.3

84.5

81.9

80.7

82.7

72.0

82.3

80.6

81.6

84.0

80.2

80.7

76.2

85.9

88.2

70.0

82.1

80.4

86.4

80.0

80.6

87.5

82.9

62.6

58.0

57.0

57.8

66.1

15.7

15.5

14.6

18.6

20.7

25.5

18.4

19.4

18.8

23.5

68.7

63.8

62.9

75.0

72.7



第3章 オ ンラ イ ン化調 査187

第3章 オンライン化調査

第8部 集計表参照

73年版 より新設 したオンライン化調査においては,

(1)セ ンターCPUが 自社内に所在するのか,あ るいは他の事業体 に所在するCPUに 自己の端

末機 を接続 するのか,CPUと 端末機の所在,接 続関係 を調査 して興味ある結果を得た。

(2)諸 種の端末機使用の現況と将来の使用予定を調査 して,端 末機の利用傾向を明 らかにした。

(3)各 種通信回線使用の現況と将来の使用予定を調査 して,オ ンライン化動向の基礎資料 を得た。

(4)デ ータ伝送方式,回 線制御方式等を調査 して,オ ンライン化の技術的側面を観察 した。

〔調査項 目〕

オンライン化調査 における調査項 目は次の通 りである。

(1)各 種端末機利用の現況 と予定

(2)使 用通信回線数の現況 と予定

(3)通 信回線使用時間

(4)特 定通信回線利用の態様

(5)オ ンライン方式

CPU構 成,フ ァイル構成,デ ータ伝送方式,通 信制御方式

(6)ト ランザクション量の現状 と将来の増加予想

(7)記 録通信設備利用の現況と予定

〔調査時点,対 象〕

本調査は,1976年9月30日 現在を調査時点 とし,コ ンピュータ ・ユーザーの うち既オンライン化

事業体 を含む819社 を調査対象 とし,342社 の回答を得た(回 収率41 .8%)。

〔回答事業体の規模〕

資本金平均16,999.5百 万円

年商平均338,085.3〃
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従 業員数平均5,978.6人

〔集計 表〕

巻末416頁 以 下 に掲 げる(8-2-1～8-2-26表)。

1.セ ンターCPUと 端 末機 の設 置 ・接続 関係 倦 末8-2-1～8-2-4表)

わが国の オ ンライン化方式 を,機 器 の設置 ・接続 関係 によって分類 すれ ば,次 の3方 式 に分 かれ

る。

(1)自 社 設置 のCPUと 自社設置 の端末機 を回線で接続 してオ ンライン処理 を行 な う場合

(2)他 社(親 会社,子 会 社,共 同セ ンター,民 間計算 セ ンター を含 む)設 置 のCPUと 自社設置

の端 末機 を回線 で接続 してオ ンライ ン処 理 を行 な う場 合

(3}電 電 公社設置 のCPUと 自社設置 の端末機 を回線 で接続 してオ ンライン処理 を行 な う場合

(注:設 置 には,買 取,レ ンタル または リース使用 を含む)

な お(1),(2),(3)の 各 ケースは ある1事 業体で重 複 して採 用 され ることがある から,オ ンライ ン化

方 式の可能 な組 み合 わせば7種 類 となる。

基 本的 な3方 式(他 の方式の重複使用 の有無 を問 わない と き)の 採 用状態 を見 ると,全 産業平均

で上記(1)方 式 が92.8%(前 年94.3%),(2)方 式 が11.4%(前 年13.6%),(3)方 式 が11.4%(前 年13.6

%)と な ってい る。

これ に対 し,(1)方 式 のみ を採 用す る割合 は同 じ く全産業平均で78.4%(前 年75.0%),(2)方 式 のみ

の採 用 は2.7%(前 年3.4%),(3)方 式 のみの採 用 は4.2%(前 年2.3%)で あ って,'ま だ 単独 方式

が圧倒 的 に多 い。

接続 す る他 のセ ン ター(自 社,公 社以外)の 種別

全産業平均 で 自社 の端 末 を接続 す るセ ンター種 別 は,現 在 では子会社(35.3%),親 会 社(18.1

%),同 業 共 同セ ンター(16.4%)の 順 で あるが,5年 後 には子会 社(44.5%),同 業 共同 セ ンター(20.9

%),親 会 社(17.3%)に な ると予想 されて いる。

本 調査 はコ ンピュー タ保 有事業体 を対象 とす る もので あるか ら,独 立 営業セ ンター に関 して はこ

の項 目の調査 結果 はその一般 的 な位置づ けを示 す もので はない。
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センターCPUの 所在(%

回
オ ン ラ イ ン 化 社

答
端Cる
末Pシ

端Cる
末Pシ
端社続
末のす

延

機Uス 機Uス 機Cる べ

実 がにテ がにテ がPシ
自接ム 他接ム 電Uス 合

数
社続
のす

社続
のす

電にテ
公接ム 計

76年 度 調 査 333(100.0%) 92.8 11.4 11.4 115.6
75年 度 調 査 2(辺(100.0%) 94.3 13.6 13.6 121.6

74年 度 調 査 217(100.0%) 93.1 13.8 17.5 124.4

73年 度 調 査 169(100.0%) 85.7 7.1 13.6 106.5
72年 度 調 査 339(100.0%) 86.4 10.9 7.4 104.7

センターCPUの 複合利用状況(%

自 社
CPU
他 社
CPU
公 社
CPU
自社 と他社
のCPU

自社 と公社
のCPU

他社 と公社
のCPU

自社 と他社と
公社のCPU 合 計

76年 度調査

75年 度調査

74年 度調査

73年度調査

72年度調査

78.4

75.0

72.4

80.4

81.7

2.7

3.4

0.9

2.9

9.7

4.2

2.3

5.1

10.7

&8

7.5

8.0

9.2

2.9

1.2

6.0

9.1

8.8

2.3

3.5

0.3

0.0

0.9

1.1

0.0

0.9

2.3

2.8

0.0

0.0

333(100.0%)

264(100.0%)
217(100.0%)

169(100.0%)

339(100.0%)

接続する他のセンター(自 社,公 社以外)の 細分類(現 在)

親

会

社

子

会

社

系
列
共
同

㌻
タ

|

同
業
共
同

㌻
タ

|

独
立
営
業

㌻
タ

1'

そ

の

他

延

べ

合

計

回

答

実

数

76年度 調査
現 在%

5年後%

18.1

17.3

35.3

44.5

9.5

11.8

16.3

20.9

11.2

8.2

26.7

21.8

117.2

124.5

116(100.0%)

110(100.0%)

75年度調査
現 在%

5年後%
11.6

10.3

24.4

29.0

5.8

10.3

15.1

17.8

12.8

9.3

30.2

23.4

86(100.0%)

107(100.0%)

74年 度調査
現 在%
5年後%

10.8

8.1

27.7

34.9

6.2

11.6

12.3

14.0

13.8

8.1

29.2

23.3

65(100.0%)
86(100.0%)

73年 度調査
現 在%

5年後%
8.3

6.8

18.8

39.0

12.5

13.6

22.9

16.9

16.7

6.8

20.8

16.9

48(100.0%)
59(100,0%)

(76年 度 とそれ以前で は・百分比の算出基礎 が ちが うので,直 接 比較 はで きない)
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2.端 末 機 の 利 用 現 況 と5年 後 の 利 用 予 定(8-2-5～8-2-8表)

各種の端末機を,自 社のCPUに 接続するもの,他 社のCPUに 接続するもの,電 電公社のCP

Uに 接続す るもの,そ の合計(全CPU)と に分類 し,そ の現在の利用台数と5年 後の利用予定台数

を調査 した。

全産業の全CPUに 対する端末機利用状況の現在と5年 後の利用予定を比較すると,総 台数にお

いて1社 当り126.4台 から193.9台 と50%強 増加する。

1社 当り端末機平均保有台数

K

B

P

C

R

T

テ

ラ

よ

二

膓

紙
テ
1
プ

R

/
P

キ デ

|

/イ
テ
1ス

プ
・ク

出
力
専
用
プ

膓
タ

プ

ロ

ッ

タ

予

約

用

端

末

リ タ

モl

lミ

}充
バ

享

そ

の

他

合

計

76年度調査
現 在

5年 後の予定

19.8

29.4

18.5

27.1

72.8

112.9

4.3

4.5

1.0

2.1

6.8

12.2

.0

.1

1.5

.4

1.3

4.8

.0

.0

126.4

193.9

75年 度調査
現 在

5年 後の予定

31.1

34.5

21.9

49.2

.68.6

114.3

11.8

6.8

.8

3.9

6.6

13.6

.0

.1

10.2

2.9

L2

4.7

.0

.0

152.5

230.4

74年度調査
現 在

5年 後の予定

32.0

45.8

9.6

46.2

59.5

62.0

7.2

5.2

.1

.8

5.9

8.7

.0

.1

7.1

.0

L4

67.4

,0

.0

123.2

236.5

73年 度調査
現 在

5年 後の予定

46.1

80.8

24.5

39.5

73.4

90.1

11.8

8.8

.1

.3

5.6

4.2

.0

.0

9.5

.3

.4

3.3

.0

.0

171.7

227.7

72年 度調査
現 在

5年 後の予定

25.6

45.3

3.5

36.0

12.1

23.9

9.4

15.1

.0

.3

3.1

4.6

.0

.0

7.3

13.2

.2

4.4

4.7

7.8

66.4

151.0

3.保 有 回線 の現 況 と5年 後 の 予定(8-2-9・8-2-10表)

保 有通 信回線敷

金産業平均 で,特 定 回線,網 回線,私 設回線 の合計 は1社 当 り現 在47.4回 線(前 年51.8回 線),5

年 後 には1社 当 り73.6回 線(前 年78.0回 線)の 利用 が予想 されてい る。

現在で は鉄鋼 業(333.8),証 券 業(189.0回 線),法 人 団体 ・農協(116.8),金 融 業(81.2回 線),

な ど が保 有回線 が多 く,5年 後 の予想 で は生命保 険業(744.3回 線),証 券 業(298.2回 線),鉄 鋼

業(189.5回 線),鞠 通1諜(114.4回 線),情 報 処理 サー ビス業(114・2回 線)・ 金鱗(102・8

回 線)な'ど が保 有回線数 が多い。
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全産業平均・規格別1社当り回線保有数 爆 齢 竃突膿 警}飾灘 鞭 罐 §霧 の)

記入 A1、 公衆回 公衆回 DDX DDX 私設

実数 B1、

C2 D1 D5 D7 D9 11 13 J1 線電話

型

線電信

型

48K網 DDC

CS PS 回線

合 計

76現 各回答 数 333 41 119 117 171 124 40 6 12 0 77 37 0 一 一 一 72 (333)

年
合計回線数 1,152 2,437 1,513 4,325 959 132 11 23 0 602 999 0 } 一 一 3,641 15,794

度

在 1社当回線

数平均
28.0 20.4 12.9 25.2 7.7 3.3 1.8 1.9 0.0 7.8 27.0 .0 一 一 一 50.5 47.4

調
5 各 回答数 232 12 47 97 92 80 37 13 7 3 74 33 0 14 13 11 39 (232)
年 合計回線数 385 1,668 1,794 3,345 2,518 241 35 33 4 3,〔μ7 1,470 0 365 448 256 1,481 17,090
査 後 1社当回線
数平均

32.0 35.4 18.4 36.3 3L4 6.5 2.6 47 1.3 41.1 44.5 .0 26.0 34.4 23.2 37.9 73.6

75
現 各回答 数 269 35 116 52 156 97 31 3 6 0 44 23 一 一 一 一 50 (269)

年
合計回線数 1,929 2,369 694 5,112 674 01 10 10 0 285 739 一 一 一 一 2,032 13,945

度

在 1社当回線
数平均

55.1 20.4 13.3 32.7 6.9 2.9 3.3 1.6 .0 6.4 32.1 一 一 一 一 40.6 51.8

調 5
各回 答 数 206 13 55 66 ll1 70 37 8 10 0 62 22 4 5 30 (206)

年 合計回線数 207 2,020 1,115 4,912 2,452 331 14 43 0 2,37工 527 7 766 1β05 16氾70

査 後 1社当回線
数平均

159 36.7 16.8 44.2 35.0 8.9 1.7 43 .0 38.2 23.9 1.7 153.2 43.5 78.0

74 現 各回 答数 220 82 31 114 56 20 2 2 o 21 13 一 一 60 (220)

年 合言十回線数 1,796 565 2,509 182 48 7 4 0 153 321 一 一 1,923 7,508

度

在 1社当回線
数平均

21.9 18.2 22.0 3.2 2.4 3.5 2.0 0 7.2 24.6 一 一 32.0 34.1

調
5 各回 答数 163 38 33 81 56 32 10 7 2 32 17 2 2 31 (163)

査

牛

後

合計回線数

1社当回線
数平均

1,039

27.3

404

12.2

2,809

34.6

799

14.2

232

7.2

23

2.3

19

2.7

8

4.0

516

16.1

456

26.8

3

1.5

100

50.0

929

29.9

7β67

45.1

73 現 各回 答 数 163 26 腿 103 49 9 一 一
14 (163)

年 合計回線数 2,706 2β08 4,060 218 29 一 一
124 9,445

度

在 1社当回線
数平均

104.0 27.4 39.4 4.4 3.2 一 一 8.8 57.9

調

5

年
各回 答 数 141 8 49 86 69 34 14 1 11 (141)

× 後
合計回線数 617 1,987 5,093 1,127 645 51 1 377 9,898

且 1社当回線
数平均 77.1 40.5 59.2 16.3 18.9 3.6 1.o 34.2 70.2

注DDX/CS:デ ィジタル回線交換サ ービス(1979年 商用 化予 定)

DDX/PS:デ ィジタルパケ ッ ト交換サー ビス(〃)

DDC:デ ィジ タル回線サー ビス(従 来の専用線の枠組み に入 るといわれる)

4.回 線 使 用 時 間(8-2-11表)

全 産 業平均 で,回 線 の1日 当 り実使用時 間は公衆 回線電 話型で2 .3時 間,公 衆 回線電 信型 で3 .9

時 間 で あ るの を除 き,他 の何 れの規格 にっ いて も5.0時 間 以上,最 高11規 格 で13 .2時 間,ど の規

格 もおおむね5～6時 間使用 されて いる。
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回線1日 実使用時間平均
(時間)

記

入

実

数

回 線 速 度

Al

B1

C2 D1 D'5 D7 D9 11 13 J1 公
衆

電
話

型

公
衆

爾
信

型

私

設

回

線

76年 度調査 271 5.4 5.1 5.3 5.8 5.0 5.6 13.2 6.7
一 2.3 3.9 5.1

75年 度調査 217 6.4 5.4 5.7 5.9 5.6 6.5 .0 8.6 一 2.9 4.5 7.8

74年 度調査 178 4.6 3.5 5.3 4.4 7.4
一 一 一 3.5 4.7 5.7

73年 度調査 126 0.7 2.4 3.7 1.6 0.3 一 一 一 一 一 0.5

5.特 定通 信 回線 の利 用態 様(8-2'-12,8-2-13表)

全産業平 均で 自己単独使用 は現在86.7%(前 回 調査81.0%)で あ るが,5年 後 には81.3%(前 回

70.2%)に 低 下 す る と予想 され,共 同使用 は現 在の14.9%(前 回9.0%)か ら5年 後 に24.4%(前

回18.7%)に 上 昇 す ると予 想 されてい る。

他 人使 用の主で あるか客で あ るか に関 して はまだ明瞭 な意味 を くみ とるに足 る結 果 は得 られてい

ないが,傾 向 として は他人使用 の客 が漸 増 してい る。

特定通信回線利用態様

自
己

単独

使
用

共

同

使

用

他
人
使
用
の
主

他
人

使
用
の

客

延

べ

合

計

回

答

実

数

76調
年
度査

現 在

5年 後

%

%

86.7

81.3

14.9

24.4

11.4

10.6

1.9

3.7

114.9

119.9

316(100.0%)

246(100.0%)

75調
年
度査

現 在

5年 後

%

%

81.0

70.2

9.0

18.7

7.2

6.4

2.9

4.7

279(100.0%)

235(100.0%)

74調年

度査

現 在

5年 後

%

%

84.3

71.7

9.7

22.0

4.6

5.8

1.4

.6

217(100.0%)

173(100.0%)

73調年

度査

現 在

5年 後

%

%

85.2

77.9

9.5

13.6

3.0

4.3

2.4

4.3

169(100.0%)

140(100.0%)

76年 度 とそれ以前では,百 分比の算出基礎が ちがうので,直 接比較で きない。
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6.ト ラ ン ザ ク シ ョ ン 量(8-2-14～8-2-18表)

◇ 全 産業平均 で トラ ンザ ク ションの平均 字数 は275.1で あ り,平 均1日 の トラ ンザ クシ ョン数 は

4万2,000,ピ ー ク時の1日 トランザ クシ ョン数は7万100で あ る。

5年 後の平均 トラ ンザ ク ションの増大予想 にっいては,不 明回答 を除 き 「5倍 以上」 を6倍 と し

て平均 をとる と,全 産 業平均で は2.80倍 に な ると予想 されて いる。

5年 後 の平均 トラ ンザ クション数の 増大予想

1976年 度 調査

75〃

74〃

73〃

72〃

2.8倍

3.1〃

3.4〃

3.2〃

3.6〃

◇ この76年 度 調査 か ら,字 長,ト ラ ンザ クシ ョン数,両 者 の積 の トランザ ク ション量 に関 し,各

分 布状 態 も算出 した。

字 長で は,64字 未 満23.2%,64～128字29.7%,128・-256字22.9%と な ってい て,比 較 的短 い字長

トランザクション平均学長,平 均および最繁忙時の1日 トランザクション量

記

入

数

平

均

字

数

記

入

数

平 ト

均 」
クー シ

日:

記

入

数

ピ ト

1;

ク ザ

時 ク
ー ζ

日 ン

76年 度

調 査
293 275.1 300 42.09τ6 297 70,149.2

75〃 252' 410.7 259 40,454.2 251 72,413.1

74〃 210 414.8 209 33,240.5 203 56,326.3

73〃 148 254.3 143 76,638.8 142 117,953.7

72〃 290 527.2 115 44,606.3 115 75,357.5



194第4部 コンピュータ利用の現況

の この3種 だ けで合 計75.8%と な る。

1日 の トランザ クシ ョン数で は,1日3,000ト ラ ンザ クシ ョン未満 が33.3%と1/3を 占 め るが,

1日3,000以 上 か ら1日10,000以 上 に至 るまで比較的 なら した分布状態 が示 されてい る。

1日 の トラ ンザ クシ ョン量 では,1日50万 字 未満 が36.3%を 占 め るが,50万 ～100万 字,100--

300万 字,300～500万 字,500～1,000万 字 の区分 で も各 々約10%か ら14%の シ ェアがあ る。

7.CPUと フ ァイル の構 成方 式(8-2-19～8-2-24表)

CPU構 成 は69.5%がSimplex方 式 で あ り,マ ス ター ・フ ァイルの ア クセス方式 と して はrandom

方 式 が60.3%で 最 も多 い。

また,伝 送 方式 と して は半二重式 が72.0%と 多 く

る。

通信制 御方式 は71.9%が ポ ー リング方式で あ

8.電 信 設 備(8-2-25表)

コ ンピュー タ ・ユ ーザ ー において も電信 設備 の使用率 は高 い。国 内用で は,全 産業平均 で現在,

1社 平 均 加入網 利用13.1台,専 用線 利用19.8台 を使用 してい るが,5年 後 には,全 産 業平均で1社

平 均加入網 利用16.9台,専 用線利用22.9台 の使 用が予想 されて いる。

また,国 際電信 設備 につ いて は,全 産業平均で現 在,1社 平 均 加入網利用3.3台,専 用線利用77.6

台 を使 用 してい るが,5年 後 には,全 産業平均で1社 平均加入網 利用3.4台,専 用線 利用21.1台 の

使用 が予想 されて い る。

9.フ ァ ク シ ミ リ(8-2-26表)

フ ァク シ ミリは,現 在最 も高 い増加率 を示 す コ ミュニケー シ ョン手段 であ る。国内用 では,全 産

業平均 で現 在,1社 平 均公衆回線利用7.7台,専 用線利 用16.1台 を使 用 してい るが,5年 後 には,

全 産業平均 で1社 平均 公衆回線利用13.0台,専 用線 利用16,2台 の 使用 が予想 されて いる。

国際 間フ ァク シ ミリにつ いては,未 だ明瞭 な動向 を察 す ることはで きない。
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第4章 諸外国の コンピュータ設置状況

1世 界 の汎 用 コ ンピュー タ設置状況

4-4-1表 は,ア メ リカの調査会社InternationalDataCorp .の 推 定 による1976年 末 現在 に

お・け る世 界各 国 の コンピュー タ設置状況 で ある。 この数 字 は汎 用 コンピュー タのみの ものであ り
,

ミニ コンピュー タやスモ ール ・ビジネ ス ・コン ピュー タなどは除外 されて いる
。

主要各国 に おける設置 コ ンピュー タの メー カー別 シェアは4-4-1図 に示 され るとお・りで ある
。

4-4-1表 海外諸国における汎用コンピュータ設置状況

1976年 末現在,IDC調 べ ー

国 名 設 置 台 数 設 置 金 額 国 名 設 置 台 数 設 置 金 額
ア メ リ カ 61,120 372億&700万 ドル 日 本 19.319・ 83億a100万 ドル
西 ド イ ツ 10,660 65億2,700万 ドル カ ナ ダ 3,372 23億100万 ドル
イ ギ リ ス 8,543 47億9,400万 ドル オ ー ス ト ラ リ ア 1,874 9億&500万 ドル
フ ラ ン ス 9,186 47億6800万 ドル ブ ラ ジ ル 1,273 5億3,200万 ドル
イ タ リ ー 4,491 21億1,900万 ドル 南 ア フ リ カ 851 4億9,400万 ドル
オ ラ ン ダ 2,469 12億5,400万 ドル メ キ シ コ 536 2億 亀100万 ドル
ス イ ス 1,723 11億4,400万 ドル 東 南 アジ ア およ びオセ ア ニ ア 1,549 7億agOO万 ドル
ス ペ イ ン 1,613 8億 ドル そ の 他 南 ア メ リ カ 1,101 4億8,100万 ドル
ス ウ ェ ー デ ン 975 7億6300万 ドル 中 近 東 549 3億Z800万 ドル
ベ ル ギ ー 1,106 7億a400万 ドル ア フ リ カ 437 1億7,900万 ドル
デ ン マ ー ク 808 5億a700万 ドル カ リ ブ 諸 島

1

327 1億200万 ドル
オ ー ス ト リ ア 712 4億1,900万 ドル その他自由諸国合計

1
31,188 147億4,300万 ドル

ノ ル ウ ェ ー 565 3億2,500万 ドル ソ連 ・東 ヨ ー ロ ッパ 15,299 54億 ⑨400万 ドル
ブ イ ン ラ ン ド 396 2億5,400万 ドル 総 計

1
151,340 821億&900万 ドル

ア イ ル ラ ン ド 167 7,600万 ドル

ポ ル ト ガ ル 136 τ000万 ドル

ギ リ シ ャ 103 4,800万 ドル

その他西ヨーロッパ諸国 80 4,300万 ドル

西 ヨ ー ロ ッパ 合 計 43,733 246億6,500万 ドル



196 第4部 コ ン ピュー タ利用 の 現況

4-4-1図 主 要 国 に お け る汎 用 コ ンピ ュー タの メ ーカ ー別 シ ェア

・設 置 金額 ベ ー ス

・1976年 末現 在,IDC調 べ

・ス モー ル ・ビ ジネ ス ・コ ンピュ ー タ,

を除 く

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ

NCR

2.4%CDC

3.3%

ア メ リ カ

その他2.6%

イギ リス

IBM

70.0%

CDC
2.4%

Univac

5.0%

西 ドイツ

その他5.3%

HIS

6.3%

Siemens

18.8%

フ ラ ン ス

IBM

62.2%

NCR

1.6%
Burroughs

4.4%

Univac

4.6%

HIS
7.6%

その他

6.4%

ICL

27.0%

IBM

48.4%

ICL2.8%

Univac3.4%

CDC3.9%

Burroughs

4.0%

CII7、5%

HIS

12.3%

Siemens2.2%

そ の 他1.9%

IBM

62.0%



CDC2.0%

Siemens

3.5%

Univac

7.5%

HIS

15.5%

イ タ リア

Siemens

2.8%

NCR

3,4%

HIS

5.6%

CDC
6,9%

Univac

13.0%

その 他

IBM

68.9%

NCR4.6%

Univac＼

5.7%

スイス

その他

IBM

63.2%

オ ー ス トラ リ ア

ICL

ll.3%

IBII

46.4%
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Siemens
5.0%

Burroughs

5.7%
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DEC2.O%

Burroughs

4.20/o
CDC

4.6%

田S

7.7%

Univac

8.9%

オ ラ ン ダ

ICL1.7%

NCR1.7%

その 他3.0%

カナ ダ

その他

IBM

56.4%

3.6%'..
'・・"1

、HIS
'4

.5%

フ フ ン ル

IBM

68、4%

BurrOughs"

18.2%

その 他

7.8%

IBM
'6
g.5%
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アメリカ国籍 メーカー製 コンピュータの実動状況

アメ リカ国籍 メーカー製 コ ンピュー タが世 界市場 に占める割 合は圧 倒的 に大 きい。4-4-2図 は,

ア メ リカ国籍 メー カー製 コンピュー タの全世 界 および アメ リカにおけ る設置台数,設 置金額 の推移

と今 後の予測 を,① 全 コ ンピュー タ,② 汎用 コ ンピュー ター,③ ミニ コンピュー タ,④ スモー ル'

ビ ジネス ・コンピュー タにっ いて それぞれ示 した もので あ る。

なお機種 の分類 は,汎 用 コンピュー タはIBMシ ス テム/3-4ク ラ ス以上の機種 を対象 としてい

る。 ミニ コンピュー タはOEM用 あ るいは高度 の利用技術 をもっユーザー用,専 用 アプ リケー シ ョ

ン市場 向 けの もの を さす。一方,ス モ ール ・ビジネス ・コ ンピュー タはフ ァース トタイム ・ユーザ

ー向 けの もので
,IBMシ ス テム/32,BurroughsB80,DECDatasystem300/500,Basic/Four

な ど が含 まれ る。 この3種 類 に,ス タン ドアロ ン型 イ ンテ リジェン ト・ター ミナ ルなど特殊 な シス

テムを加 えた もの が全 コ ンピュー タで ある。 ただ しミニ コンピュー タは他の部 分 と多少重複 してい

る ことに注 意す る必要 があ る。

4-4-2図 ア メ リカ国籍 メ ーカ ー製 コ ン ピュー タの 実 動状 況 の推 移

1)全 コ ン ピュー タ
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b)設 置 金 額
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2)汎 用 コ ン ピュ ータ

a}設 置 台数
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3)ミ ニ コン ピュー タ

a)設 置 台 数
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4)ス モ ール ・ビ ジネ ス ・コ ン ピ ュー タ

a)設 置 台数
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3そ の他 の 諸 国 に お け る主 な動 き

Aイ タ リ ー

イタリー にはコ ンピュー タの国産 政策 は存 在せず,現 在メ イ ンフ レームを製造 してい るのは アメ

リカ系 のIBMとHISの み で ある。 イ タリーの代表的企 業Olivettiは す で に1967年 に収 益 の あが ら

ない本体事業 から撤 退 して,そ の後 は周辺機器,さ らに最近で はスモー ル ・ビジネス ・コ ンピュー

タに総 力をあげてい る。現在 同社 の中心 になって いる機種 はスモール ・ビジネ ス ・システ ムAシ リ

ーズとイ ンテ リジェ ン ト・ター ミナルTCシ リーズで
,ア メ リカをは じめ世 界各地 の市場 でマー ケ

テ ィング活動 を してい る。

Bオ ラ ン ダ

オ ランダの コ ンピュー タ ・メー カーPhilipsは1975年 欠 損 続 きの汎 用 事 業 か ら撤 退 しU
nidataか

ら手 を引 いた後,ス モー ル ・ビジネス ・システム を中心 に路線 を変更 して利益計上 をめ ざして いる
。

この分野 はもとも とPhilipsが 得 意 と していた分野 で もあ り
,Philipsの ネー ムバ リュー と資力 もあ

って可能性 は明 るい とみ られ る。

Cス ウ ェーデ ン

スウェーデ ンでは現在政府 の国産強 化策 を中心 に国 内業界の再編 が進行 してい る
。 最近,Saab-

Scaniaの コ ンピュー タ部 門で あったDatasaabが 独 立 して政 府 とSaabの 折 半出 資会 社 とな り強 力

な政府補 助 を受 け ることが決定 した。Datasaabは 以 前 は汎 用 コ ンピュー タを作 っ て いた が収益 が

あが らないた め数年前 にスモ ール ・ビジネス ・コ ンピュー タ,タ ー『ミナ ルの メー カー と して路線 を

変更 していた。 さらに次 の段 階 と して,も う1つ の半官 半民会社 であ るター ミナ ル ・メ ー カー の

StansaabとDatasaabの 合 併が具体化 しつつ あ り
,政 府 とSaab-Scaniaは これ によって欧 米

のスモー ル ・ビジネスー・システ ムおよび ター ミナル市場 に強 力 な売込 みをかけよ うとい う意図 をも

って いるとみ られ る。

0ブ ラ ジ ル

ブ ラジル政 府は コ ンピュー タの国産 化計画 に大 き く力 を入れ ている
。 アメ リカ国籍 メー カー に独

占 されている国 内市場 をと りもど し,貿 易収 支 を好転 させ よ うとい うので ある。 このために厳 しい
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輸入規制 もひ いて いる。国産 政策 は現在 ミニ コ ンピュー タとスモー ル ・ビジネス ・コンピュー タの

2っ の分野 で進め られてい る。 これ らの生産 にはCobraと い う国策 メー カー があた つて お り,ミ

ニ コ ンピュー タで はイギ リスのFerrantiと,ス モ ー ル ・ビジネス ・コンピュー タで はアメリカの

Sycor社 と それぞれ提携 して いる。 しか しスモー ル ・ビジネス ・コ ンピュー タ国産計画 はまだ開始

したばか りで あり,ま た ミニ コン ピュー タも1976年 末 で生産 台数は50台 にす ぎないといわれ,ま だ

これか らの段 階で ある。

:、

,謂 .こ て'荘

';
・い:' 、
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1サ ン トリー㈱ 物流 オ ンライ ンシス テム

Aは じ め に

開発の背景をシステムのエ ンド・ユーザーである物流業務の担当部門(物 流部)と 情報 システム

業務の担当部門(シ ステムセンター)の2っ の側面から述べてみたい。

まず物流部門では,製 品出荷量の増加,都 市の交通事情悪化による輸送効率の低下,人 件費の高

騰などが原因となって輸送,保 管,荷 役等の人的要素の大 きい物流活動のコス トが増加の一途をた

どってきており,こ れらの活動を内側か ら支える事務処理の面でも多くの問題が発生していた。

支店営業所の指示にもとづき,出 荷倉庫において,フ レクソライターを用いて,出 荷伝票および

紙テープを作 り出荷事務ならびに事後のデータ処理をするとい う旧受注出荷 システ ムは,1962年

に開発されたものであり,以 降多くのシステム改訂 を行いっつ稼動 していたが,も はや物流活動の

量的ならびに質的な規模の拡大に女寸応 しきれなくな・ていた・(旧システムでは人手に頼 る部分が相

当 あり,そ のため製品の在庫偏在情報あるいは品切れ情報などがタイムリーに拒めない等)

一方データ処理の面では,当 社でコ ンピュー タによる事務処理の機械化が開始 されてすでに十

数年経 ち,こ の間,営 業部門,生 産部門,経 理部門等の各分野での日常定例的な業務はほぼ一通 り

の機械化が進んで きたが,こ の間個々の業務 をバ ラバ ラに機械化 してきたため,今 後システムを

「TOTAL・SYSTEM」 として発展 させて行うとした場合,デ ータの重複,デ ータ内容の レベルの

不統一といった問題点、が数多く出て来ていた。

これ らの問題点を整理 した結果

① マスター情報の整備

② フ ァイルの整備

③ コミュニケーション ・ネットワーク作 りの3点 を重点目標 として,シ ステムの再編成を行 う

ことが必要 となってきた。この様な背景の もと,新 受注出荷 システムを開発することにより,一 方

では物流部門のニーズに応えると共に,他 方ではTOTAL・SYSTEM作 りを目指すための第一歩 と

した。なお,シ ステムの適用開始時期は1977年2月 全国一斉カット・オーバー。

Bシ ステムの意義,目 的および内容

(a)シ ステムの意義目的

新システムの開発にあたり①現在のサービスレベルを維持向上させること。②人間を機械的な作
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業 か ら解放 し,よ り前 向 きの業務 を遂行 しうる時 間 を作 り出す こと
。③ 人手では処理 しきれ ない在

庫 情報等 を機械 処理す ることによ り,早 期適確 な判 断資料 とな りうる情報 を提 供す ることの3点 を

開発の基 本姿 勢 とした。

(b)新 シス テムの 目標 および具体 策

(1)物 流 事 務処理 の省 力化 をす る

① 支店 ・営業所 ・倉庫 で発生 す るデー タを支店で集 中イ ンプ ッ トをす る
。

② コ ンピュー タによ り在庫 引当 て,出 荷倉庫 の決定 ,出 荷伝票 の発行 など出荷 の準備 作業

を行 う。

(2)イ ン プ ッ トデー タの精度 を向上 させ る

① 支店 に設置 した3790で イ ンプ ッ トチ ェ ックを タイム リー に行 い
,ク リー ンデー タをホス

トコンピュー タへ送 る。

(3)在 庫 の適正 なコ ン トロール を行 う

① 製 品の倉庫別積 送計画 を機械 化す る。

② 在庫情 報 を タイム リーに提供 す る。

(c)シ ス テ ムの内容

(1)受 注 デ ー タの処理

お得意 先 か ら,電 話等 によ り支店 ・営 業所 に入 った受注 を各 支店(札 幌
,仙 台,東 京,名 古屋,

大 阪,広 島,福 岡の7つ)に 設置 された3790通 信 システムの デ ィスプ レイ か らイ ンプ ッ トを行 い
,

3790で 各 種 のイ ンプ ッ トチ ェ ック(マ スター とのっ き合せ
,論 理チ ェック など)を 行 いク リー ンな

デー タを一掴,3790の デ ィス クに貯 えて お く。(この エ ン トリー作 業はホ ス トとはオフライ ンのため
,

ホ ス トコンピュー タがダウ ンして もその影響 を受 けず に作業継続 が可能で ある
。)

一 定時 間の間隔(1時 間 と設定)で ホス トコンピ
ュー タが 自動 的に3790の デ ィスクに貯 っている

イ ンプ ッ トデー タをホス トのイ ンプ ッ ト・キューに吸上 げ を行 う
。概略 は5-1-1図 の 通 り。 デ

5-1-1図

ホストコンピュータ 支店3790シ ステム3277

オ　

;卵 綱 毎。吸上、デ

つ ㍑ 一『←一一ーー一一『 一一一一
吸 上 げ

ス ピー ドL6秒/1ト ラ ンザ ク ショノ

FP:3790の プ ロ グ ラ ムの こ と 。

一タの吸上 げが終 ると自動的にバ
ッチ ・ジ ョブが動 き始め る(注1)。 この ジョブは 「受注処理」 と

言い,出 荷倉庫,運 送業者の決定,在 庫の引当てなど受注のために必要 な処理を一括 して行い,処
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理 済 の デ ー タ(注2)は 受 注 ファイルにア ウ トプ ッ トす る。一方処理結 果は支店毎 の アウ トプ ッ ト'

キ ュー に書 かれ,ジ ョブの終 了 と共 にオン ライ ン ・フ。ログラムによ って各支店 の3790へ 伝 送,プ リ

ン ト・アウ トす る。

ホストコンピュータ5-1-2図 支・店3790シ ステム

逐《く プリントデータ

イZ〔 ヨ 舳 スト

受注 インプット アウトプット

ファイル ・キュー ・キュー

以 上の 「デー タの吸上 げ→ 受注処 理→ 処理結果の 支店 への デ ィスパ ッチ」 を1サ イ クル と して1

日に π回 の 「受注デ ータの処理」が行 われ る。

(2)出 荷 指図 およびデー タの確定

受注 フ ァイルにアウ トプ ッ トされた受注 デー タは原則 として一 日分 まとめて,出 荷 に必要 な帳票

類(出 荷伝票,倉 庫 別の出荷予定合 計表 など)の 作成 バ ッチ処理(「出荷 指図処理」 と呼 ぶ)を 行い,

こ こで は出荷 指図済のデ ー タを確 定フ ァイルにアウ トプ ッ トす ると共 に各帳票 を種類 毎の アウ トプ

ッ ト・キュー に書 き出す。

指図 処理 が終 了す るとオ ンライ ン ・プロ グラムが倉庫 の各端末(3767キ ー ボー ドプ リン ター)に

対 し,帳 票の アウ トプ ッ トの準備 が完 了 した 旨を知 らせ る。 倉庫 側で は必要 に応 じて端末 よ りプ リ

ン ト要求 のコマ ン ドを入 れ必 要帳票 の プリン トを行い,出 荷 準備 を行 う。

ホス トコンピュータ5-1-3図

確 定 受注 アウトプット

ファイル ファイル ・キ ュー

倉 庫

3767キ ーボ ード
・プ リンタ ー

出荷伝票 他

その後実際の出荷作業が行われ,出 荷作業の結果発生したデータ(空 容器の回収 ・仕入など……

事後データと称す)は 倉庫 より,テ レファックス等により支店へ集められ出荷 日翌 日の午前中迄に

3790に インプットをす る。 この事後データは受注データと共にホス トコンピュータに吸上げられ,

出荷指図処理でアウ トプッ トされた指図データと共に 「確定処理」がなされ,最 終的な 「データの

確定」が行われる。この確定データをもとに,1っ には御得意様に対する出荷御案内書の作成処理
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を行 い,ア ウ トプッ トは支店 の3790の デ ィス クへ一掴伝送 きれ ,プ リン トされる。'"

も う一つ には倉庫 別製品別 の受払表の作成処理 を行 い倉庫端 末 にアウ トプ ッ トされ
,日 々の棚 卸

し作業 に利用する。以上の 「データエン トリー→受注処理→出荷指図処理→確定処理→受払処理
,

、御案内処理」 が1つ のサ イ クル となって 日々稼動 して いる。

!注1)本 システ ムのホ ス ト側 の処理 は基本 的 にはバ ッチ処理 で あ り,オ ンライ ン ・ジ ョブ とバ ッチ

・ジ ョブは別 区画 で処理 される
。 その ため区画 間の コ ミュニケー シ ョンが必要 となり,そ こで コ ミ

ュニケー シ ョン用 のUSER-SVCを 開 発
,こ のSVCを 介 して,「デー タ収 集(オ ンライン)→

バ ッチ処 理(バ ッチ)→ ア ウ トプ ッ トの伝 送(オ ンライ ン)」をオペ レー ターの 介 入 な しに1日
n同

行 ってい る。

バ ッチ 区画

5-1-4図

VSERSVCオ ンライ ン区 画

BATCHJOB

START

↓
END

SVC34
一 ー ー ー ー ー 一

一 一 一 ー ー 一

SVC ONLINE

START

TIMER

DATA吸 封ず

START

u
…

〔コ

[「

'、

SVC

SVC POST

END－

伝送 ス ター ト

ONLINEEND

一 一

-

SVC

(注2)積 送計画システムにより計画 された製品の社内移動の指図データ等は前 も.って受注 ファイ

ルに入れておく。

Cプ ログラムの構成

プロ グラム構 成 を

・3790プ ロ グラム

・ホ ス トオ ンライ ン制御 プログ ラム プ`

・ホ ス トバ ッチ処理 プロ グラム

の3っ に大別す る。'"

(a)3790プ ロ グラムL

① データ ・エ ン トリー用(32本:40,715steps)

② オ ンライ ン ・コン トロール用(5本13,005stebs)

③ オペ レー タ制御他(9本:5,251steps)

以上 いず れも3790用 言 語で作成 されて いる。

(b)ホ ス ト ・オ ンライ ン制 御プTiグ ラム
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VTAMのMACROを 使 用 してお り,主 たる機能 は以下の3つ で ある。(TOTAL11,538steps)

①3790か らの デー タの吸上 げ

② 各端 末への帳票 のデ ィスパ ッチ

③ パ ッチ ・ジ ョブ との コ ミュニ ケーシ ョン

基本構 造 は以下 の通 りで あ る。

①MULTI-TASKING

各 端 末種類 毎 にSUB-TASKを もつ。

②MULTI-THREADING

各SUB-TASKが 各 々の端末 の数 だ けのMULTI-THREADを す る。

③SHARED-MODULE

各SUBTASK共 通 の機能 は1っ のMODULEを 各SUBTASKが 共 用 す る。

(c)ホ ス ト・バ ッチ処理 プロ グラム

「受 注処理」 に於 ては従来のSORT・MATCHING方 式 をや め,デ ー タ種類毎(ト ランザ クシ ョン

単 位)に それに対応 した処理 を個別 に行 うモ ジュール を作 成 した。(モ ジュー ル化)

あ るデー タ種 類の処理要 件の変更 も,当 該モ ジュールのみ を修正 すれ ば良 く,プ ログラムのメ ン

テナ ンス作 業の軽減 に役 立 って いる。

・プロ グラム本数 一209本(126,568steps)

Dシ ステム適用の効果

全国一斉 カ ッ ト ・オ ーバ ー後8ケ 月ほ ど経過 した現時 点での評価 として は,次 の通 りで あ る。

① 事務 処理の省 力化の 効果 は当初設 定 した目標 を達 成 した。

② イ ンプ ッ ト・デー タの精度 は旧 システム1こ比較 して大 幅に向上 した。(月末時 での修正デー タ

件数 は従来の1/loに 減 少)

③ 在庫の適正 な コン トロールに関 して は,こ の システムのサ ブシステ ムとなっている積送計画

システ ム,在 庫情 報提 供 システ ムの 日常の使 い込 みによ る改善 と相侯 って今後 に期 待 されて い る。

次 にマ シン ・システ ム としてみた場合次の よ うに評価 で きる。

④ 分 散処理方式 を採 ることによ りホス ト ・ダウ ンの影響 をあ まり受 けず にシステム運営 が可自旨

で あ る。

⑤ オ ンライ ン ・バ ッチ方式 のため,ホ ス ト ・ダウ ンの リカバ リーが容易 にで きる。

(オ ンライ ン ・ジ ョブとバ ッチ ・ジ ョブはイ ンプ ッ ト ・キ ューおよび アウ トプ ッ ト・キューを介 し

て分離 されてい るため)

⑥S・N・Aの 特長 とされて い るシステムのフ レキ シビ リテ ィあるいは資源の有効禾ll用(端 末
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3)シ ステムの処理体系
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のSHARE・ 回線 のSHARE,プ ロ グラムのSHARE)と い った点 に関 しては今後 の評価 を待 たねば

な らない。

E今 後 の 展 望

新 システムは製品の流 れに関 し,営 業 と生産の両活動 につ なが る 「か なめ」 となるもので
,受 注,

出荷,売 上,在 庫 など当社の基 本的デ ータを含んで お り,こ れ らの整理 はMISの 基 礎 をなすデー タ

ベー スの構築 に一 歩近づ いた と言 える し
,一 方 全国 の支店,営 業所,倉 庫,工 場 を結 ぶ コ ミュニ ケ

ーシ ョン ・ネ ッ トワー クは 当社 の将 来 の シス テ ム ・ネ
ッ トワー クの素地作 りとなった。 今後,生

産 ・経理 分野の手直 し,改 善 を手掛 けてゆ くこ とによ り,デ ー タ ・ベー ス/デ ー タコ ミュニケー シ

ョンシステ ムの整備 充実をはか り,MIS構 築 へ 向 って一 歩一歩前進 して行 きたい と考 えて いる
。
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2日 本鋼管㈱

京浜製鉄所扇島生産管理 システム

Aは じ め に

京浜製鉄所扇島第一高炉関連新設設備の操業管理 ・生産管理 を統合 した管理 システムは,受 注 か

ら出荷までの工場生産活動 を総合化,お よび自動化することにより物流 を円滑 にし,か つ少 ない要

員で工場 を操業するとともに,高 度 な品質保証,ジ ャス ト・インタイム納入など需要家の要望にも

十分にサー ビスで きることを目的としたシステムである。

またこの生産管理 システムは,従 来の システム化内容 を網羅 し,さ らに困難 な故に放置 されてい

た問題と今後の製鉄所 としてやらなければならない問題 に挑戦 したプロジェクトであるといえる。

この システムは1976年11月 第一期工事完工 と同時 に稼動 している。

以下 に,シ ステムの概要 について述べる。

Bシ ステ ム設 計 の 概要

日本の鉄鋼業は,制 御技術やコンピュータ利用技術の開発 に対応 して,ま すます装置工業化の傾

向 を強めており,製 造方式はもとより管理方式まで自動化 されつつある。すなわち,設 備の自動化

を徹底させ生産性の向上 をはかること,輸 送コス トの低減 をはかるレイアウ トの採用,情 報処理の

オンライン化 と一元管理,納 期管理の充実 に表現 される需要家サービスの強化 などがその一例であ

る。

扇島における生産管理 においても,も ちろん,こ れらを扇島 に適応 した形態でレベルアップして

採用 しており,さ らに次のような生産管理形態 をとっている。

① 需要家 に隣接 した立地条件の活用

② 物流管理 の一元化

③ 計画機能の充実と作業機能の単純化

④ 異常管理の徹底

(a)基 本体制

当社では1959年 水江製鉄所(現 京浜製鉄所薄板製造部門)発 足以来,ラ イン ・スタッフ制 をとり,

管理 システムの簡素化 を図って きたが,扇 島においては生産管理体制を計画業務 を行 う生産部 と製

造業務を行 う工場部門の完全な二段階制度に移行 した。これは生産管理に必要な総合情報 ネットワ

ークを確立 し,工 程計画 を全工程一貫して立案で きる体系にするとともに,ラ イ ン作業および判定



日本鋼管㈱京浜製鉄所扇島生産管理システム215

業 務 を徹底 的 に自動化 し,単 純 化す ることによって作業処理 が工場 の 自主 管理 に よって行 える体系

と して いる。 この考 え方は生産活動 の頭脳 ともい われ るコ ンピュー タ群 の構 成 に も採 用 し,従 来の

多段構 成 か ら5-2-1図 に示 す よ うな主 として計画 業務 を行 う中央 計算機 と,作 業 業務 を行 うロ

ー カル計算機群 の二段 の構 成 と し
,業 務体系 と一体 化 させ てい る。

5-2-1図 扇島におけるコンピュータのネットワーク
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(b)物 流管理

鉄鋼業は従来から輸送業,倉 庫業 ともいわれており,こ れを単純化するため最近の製鉄所では直

線的 レイアウ トやテーブルライン化などの方法 がとられている。扇島 においても例外ではなく可能

なかぎりこれらを採用 しているが,さ らに,計 画業務の充実 ,作 業業務の単純化 および滞留の削減

をはかるため物流管理 に主体 を置いた生産管理 を行 っている。

(c)品 質保証

品質保証体制の基本も物流管理 と同様 に,計 画業務重視型 を採用 している。すなわち,計 画時点

において品質保証水準のチェックを十分に行い,製 造条件 を設定する。

一方,各 製造工程では,こ の条件に基づき各作業が行 われるとともに,作 業結果について計画 ど

おりに作業がなされたヵ・をチェックし,計 画外の作業が行 われたものは,次 工程 に流 さないシステ

ムとしている。

さらに,こ れらの作業情報はリアルに中央計算機 に集積 し,総 合製造情報 を分析 し,最 終製品で
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の検査チェック結果とともに,出 荷の可否 を判定 している。計画情報には営業部門から電送 されて

くる需要家の要望条件 を直接,生 のままとり入れると'同時に,工 場特性にもっとも合った製造,検

査条件 をつけ加え,総 合品質保証体制 をとっている。

(d)情 報処理

生産管理の重要なポイントの一つに,受 注から出荷までの情報管理の一元化 と共用化 がある。す

なわち,従 来の情報処理方式は,コ ンピュータの多段構成にもみ られるように各品種の特性をいか

すことに重点を置いた形態をとっているため,計 画業務 を行 う場合には,デ ータ編集業務が避けら

れないケースが多かった。このため,作 業計画 ・指示 に時間遅れをもたらしている。

この欠点を除 くため,指 示 ・実績情報処理のオンライン・リアルタイム処理方式 を採用 している
　

こ とは もとよ り,デ 三 夕の一元管理 と共用化 をはか っている。 この 具体例 は オー ダー ・デー タ,現

品 デー タな ど一 て)に限定 し,す べての業務 を一 つの情 報 に基づ いて処理 す るよ うに したことであっ

て,こ の結果,各 業務間 で一 貫性 が保 たれ計画精度 の向上 がはか られて いる。

(e)プ ロ セス ・コ ンピュー タの機 能

設備の自動傾 ・装置工業にと・ては不可欠の要素であり・扇島 においても積極的;・と嘩 んで

い るが,さ らに運 搬管理,倉 庫 管理 の システ ムを開発 してい る。 す なわ ち,現 品の流 れ を自動 トラ

ッキ ングし,物 の所在,処 理 方法 を萌確化 す ること,ヤ ー ドの コン トロールには テーブル ライ ンと

同 じ考 えをと り入 れ,自 動化 をは かってい ることな どがその例 で あ り,こ れ によ り作 業の単純 化 と

管理要員 の削減 がはか られて いる。 ・ 、

各工場 では,操 業 に必要 なすべ ての情報 処理,設 備 の運転制 御 および現品 の トラ ッキ ング管理の

機能 を統合総括 してプ ロセ スコ ンピュー タ(ロ ーカル計算機)で と りあつか って おLり,ま た これ ら

プロセ ス計算機 お よび中央計算機 との間 に星型構造 の ネ ッ トワークが組 まれて いて,素 材 か ら最終

製 品 に至 るまでの一 貫 した物流 に同期 した制御 と生産 管理 を実行 してい る。

Cシ ステムの内容

前節において扇島の生産管理方式における主要ポイントを述べたが,厚 板部門を例にとって,シ

ステム内容の概要を次に述べる。

その全体構成は,受 注情報から生産スケジュールを作成 し,製 造指示 を工場へ伝達するまでの計

画業務,製 造情報 を把握 ・分析 し製品管理 を行 う実績処理,需 要家 との情報交流 をはかるサービス

業務および工場の製造業務の四つに大きくわけられ5-2-2図 のとおりである。

(a)計 画業務

計画業務システムの構成は5-2-3図 のとおりであり,多 様化 している注文内容を生産体制に合

った形 に標準化するオーダー処理 システム,注 文量 と製造能力のバランスをとり,注 文ロットを製
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5-2-2図 厚板生産 システムの構成概要
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造ロッ ト化する製造計画システムで構成 される。

(1)オ ーダー処理 システム

営業部門から電送 されてくる需要家の注文情報 を直接製造情報に結びつけ,製 造方法 と第一次の

生産 スケ 主 一 ルを決定 す る システムで・ まず電送 された注文 デー
.タと品種,用 途 需要家,寸 法,

需要家の特殊要望 などのパ ターンで構成 される社内規格 と照合 し,適 用する製造,検 査,生 産運用

条件 を考慮1し,注 文内容の重要性,新 規性,緊 急度,特 殊性をチェックする。特 に新規性のチェッ

クは,単 に新 しい需要家,品 種であるという範囲にとどまらず,ど のよ うに使われるかまでチェッ

クしている。
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5-2-3図 計画業務システム

1オl

lll
lダ|

1処l

l理1

1生l

l産|

1言十l

l画1

「-r-一 ー 一

剰

嚢i

劃
」_L____

本社
受注 オー ダー

1品|

|製l

l計l

l画1

このようにして処理 したデータは唯一のオーダー ・データとして確立 し,進 捗状況のつけ込みを

行 うとともに計画,製 造,検 査,出 荷などの全業務の基本データとなっている。

(2)製 造計画

扇島の生産体制は薄板,厚 板,継 目無智,溶 接管への素材供給を一製鋼,一 分塊工場が行 う多目

的工場であるとともに,地 域性から需要家へ直接出荷する比率が極めて高い特性 をもっている。

また搬送やヤー ド運用を含めて徹底 したミルの自動化 を行っているため,工 場全体の負荷バラン

スをとることは,必 要不可欠な条件 であるσ

製造計画 システムはこれらの諸条件 を満たし,安 定操業 を果たすためにとったものであって,通

常行われている日程計画ベースの作業形態を週間計画ペースまで広げ,日 程計画では現品の進歩に

合わせて週間計画 を修正す る機能 をもたせている。

処理方式は,前 述のオーダーデータを主としてネック工程単位 に負荷調整 し,2～4週 間にわた

って週単位の平準化を行い,当 週の対象データを選定する。 このデータを週間内で日配分 を行い,

週間スケジュールを仮設定 した後,チ ェックし最終 スケジュールを決定す る。ここで設定 したデー

タは計画データとして登録 し,製 鋼から出荷までの各業務で共用す ると同時に,計 画単位で実績が

つけ込 まれ,進 捗状況 も把握する。

なお作業指示業務はセンター ・コンピュータとプロセス ・コンピュータの間の完全なEDP処 理
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に移行 し,単 純 な事務作業 を排除している。

(b)実 績管理

実績管理のポイントは,品 質保証 と工期管理の二つに大別 されるが,そ の処理方式は全 く同様の

体系であって5-2-4図 に示すように,2段 構成のコンピュータの機能 を生かし,デ ー タ上での

製造条件のチェックを中央計算機で行ったの ち,ロ ーカル計算機では現品と指示情報の斉合性を判

定 し,さ らに中央計算機で総合判定を行い,現 品の品質水準,納 入条件の確保 を行っている。

各工程における現品の処理 は,計 画業務で設定 された標準処理 日に基づ き行われており,異 常材

や緊急材の山付処理 もローカル計算機で自主的に判定 している。ヤー ド管理 の自動化や出荷ヤー ド

を持たない納入管理体制 もこのような処理 日の標準化から生まれたものである。

5-2-4図 実績データチェックの構成
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総合判定

成品化
'てよいか

ローカル計算機

指示

灘㌫

鯵燥

異常作業の場

合の特殊指示

定の
処理は完了し

(c)対 需要家情報処理

需要家からの情報受入れについては,オ ーダー処理でものべたよ うに,営 業部門から情報 を直接

電送ベースで受入れ,直 接処理するため,迅 速 かつ もれなく製造条件 に反映できている。

一方,製 造情報,検 査情報は計画業務 とリンクさせ,し かもオンライ ン化 したこととデータ処理

を一元化 したことから,検 査証明書などの品質情報の精度 と迅速 さは極めて向上 しているし,注 文
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内容の進歩状況 も予定 日を含めて随時,各 業務共通 に把握できるようになっている。

また,こ のよ うな物流情報の主要ポイントは,計 画情報 も含めて営業部門に電送 しており営業活

動にも役立たせている。

Dコ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム

今回の生産管理 システムの開発が従来のプロジェク ト推進 と異なる点は,工 場稼働前に少数の開

発 要員で短期間にシステム化 をはからなければならなかったこと,お よび,シ スデム開発後の電算

機操業,シ ステム維持面で徹底 した省力化 を狙ったことである。

システム開発要件 と対応するシステム構成面での設計原則 を5-2-1表 に示す。

5-2-1表 システム構成面での設計原則

システム開発要件 システム設計面での原則 例

(D少 数要員でシステム開発す

ること

A・ 極 力,既 存 の ソフ 上 ウ ェア,パ ッケ ー ジお よ

び高級 プ ロ グ ラム言 語 を利用 す る。

IMSPL/1

B.機 能 の共 通 化 ・標 準化 を図 り,シ ス テ ム相 互 HISPODATABASE

での重複開発を排除する。

C.プ ロ グ ラム分析 お よび プ ロ グ ラ ミング段 階 で
の外注化 を徹底する。

(2)シ ス テム化 を早 期 に完成 さ A.シ ス テ ム全体 フロ ー を最 初 に明 確 に し,シ ス

せ るこ と
テム化推進に節をつける。

B.bジ ック を極 力 排 し,マ ス ター化 を徹 底 す る

C.シ ス テ ム構成 を単純 化 し,か つ,マ ス ター フ 業務間受渡データの概念

アイル共用下でのシステム相互間の独立性を SPOOL

確 保 す る。

(3)少 数要員でのシステム維持 A.デ ー タ ベ ー ス ・ア ド ミ ニ ス ト レ ー シ 日 ン を明 PANVALETの 活 用

確 に し,か つ,デ ー タ名 称 を統一 す る。

B.シ ステ ム化 資料 の完備 。 システム仕様書
プログラム分析書

(4)少 数要員での電算機操業 A.デ ィスクの有効活用および省力化機器の導入 全自動磁気テープ装置

によ るオ ペ レー ターの 省 力化 。

B.RJE機 能の 活 用 に よ るオペ レー ター の分 散

化 ・省 力化 。

C.ジ ョ ブ ・ス ト リー ム ・コ ン トロ ー ル シ ス テ ム

の開発による省力化。

(a)ハ ー ドウエア構成

生産管理 シス テム機 器構 成面 の特長 とその狙 い につ き,以 下 に記述す る。

(1)セ ン ター ・コ ンピュー タとローカル ・コンピュー タの二 階層構造 採用

5-2-1図 に示 す よ うに,計 画業務 を受 け持 つ事務用電算機 であ るセ ンター ・コ ンピュー タと,

作 業指 示,実 績把 握,ヤ ー ド管理,プ ロセス制御 を受 け持つ制御 用電算機 であ るロー カル ・コ ンピ

ュー タの二階層構造 を採用 した。

これ によ り,シ ステム構 成 を単純化 で きるとともに,コ ンピュー タ異常時 の システム耐久力 を確
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保 した。

5-2-5図 扇 島 シ ステ ム ネ ッ トワ ー ク
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(2)同 一 機 器構成 の2台 のセ ンター ・コンピュー タ導入'

セ ンター ・コンピュー タ異常 が工 場操 業に与 える悪影響 を最小限 に抑 えるた め
,同 一構 成 内容 の

門2台 の コ ンピ
ュー タを導入 し,「1台 は工場操 業 に密着 した 日程 計画以降 のオ ンライ ン処理 を

,他 方

は比較 的 ロ ング ・サ イクルで処理可能 なバ ッチ業務 を主体
.に受 け持 たせ,か つ,オ ンライ ン機 能 を

受 け持 つ コンピュー タのバ ックア ップ機 と して位置付 け1た1'

(3)チ ャ ンネル結合 によ る2台 のセ'ン ター ・コ ンピュー タの同期化

(4)全 自動磁気 テープ装置 とフォー一一ム込 みプ リンターの導入

(5)ロ ー カル ・コ ンピュLタ の小型 化 と分散配 置

5-2-2図 に示 したよ うにロー カル ・コ ンピュー タを社 内組織上 め業務 責任分担 に合 わせて配

置 し,人 と計算機 の分担 を一元化 す るこ とによ り,従 来 の 「使 わせ て貰 う計算機」 か ら'「自分た ち

で使 う計算機 」 に した とともに,ロ ー カル ・コ ンピュー タ異 常時 に,そ の影響 範囲 を地域 化 し危険

度 の減 少 と有効 な異 常対処 を可能 と した。

(6)入 出 力機 器の機能 ・型式 の統 一

(7)一 斉 放送設備 の導入,』 ・

(b)ソ フ トウェア構 成

生産 管理 システム ・ソフ トウェア構成面 の特長 とその狙 いにつ き,以 下 に記述 す る。'
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(1)既 存 ソフ トウェア ・パ ッケー ジの利用 .

システ ムの開発 負荷 を軽減 させ るために,フ ァイル を読み書 きす る機能 および端 末機,ロ ー カル

・コンピュー タとセ ンター ・コ ンピュー タ間 でデ ータ を伝 送す る機能 を制御 す る汎用 ソフ トウェア

・パ ッケー ジと してIMSを 全 面的 に利用 した。

また,プ ロ グラム言 語 にっ いて も,PL/1言 語 を,ロ ー カル ・コンピュー タ ・システ ムでもA

PG/7と い う高 級言語 を利用 しプログラミング効率 を上 げるとともに,プ ログラ ミング手法 の標準

化 をはか った。

(2)シ ス テム化 ドキ ュメ ン ト体 系の整備

プ ログラム分析 お・よびプ ログラ ミングの外注 化の ため,シ ステ ム仕様書,プ ログラム分析 書,シ

ステ ム ・デザ イ ン ・ガイ ド,プ ロ グラ ミング ・ガイ ドな どの システム化関連 資料 を整備 し,標 準 化

した。

(3)デ ー タベ ースの採用

特定 のデー タが1つ のフ ァイルのみ に最新の状況 で集 約 されて お り,か つ,ど の システ ムか らも

自由 に読み書 きが で きるよ うにす るため,デ ー タベー ス とい う概 念 を全面的 に採 用 した。主要 デー

タベ ース とシステムの関連 を5-2-5図 に示 す。

(4)ロ ジ ックの排 除 とマ ス ター化 の徹底

システ ムを柔軟 な もの にす るため,プ ロ グラムの ロ ジック化 を避 け,極 力定数変更 で対処 で きる

マ ス ター化 をはか った。例 えば,製 造,検 査,工 程運 用の諸基準 を包括的 に設定保持 して い るオー

ダー ・デー タベー ス を例 にとると,全 項 目の95%以 上 がマス ターで設定 されてい る。

(5)ジ ョブ ・ス トリー ム管理の システム化

遠 隔地 か らのバ ッチ業務処理 を大 々的 に採 用 したこ とお よびセ ンター ・オペ レータ起動 のバ ッチ

処理 業務 もその数 が多 いこ となどを考 え,業 務 処理 の前 後関連,同 時EDP処 理 をしては いけない

排他 業務 関係の コ ン トロール を目的 と した ジ ョブ進行 管理 システ ムを開発 した。

(6)セ ンター ・コ ンピュー タ,ロ ーカル ・コ ンピュー タ間のデー タ伝送方式 の統一

ロー カル ・コ ンピュー タと してIBM,国 産 メー カー数社製 の17台 の プロセス計算機 が導 入 され

て お り,セ ンター ・コ ンピュー タとのデー タ伝 送方式 を標 準化 す る必要 があった。 その ため,セ ン

ターIMSに 対 す るローカル ・コ ンピュー タの イ ンターフ ェース としてHISPO(Hierarchical

SystemforPlantOperation)と い う汎用 システム を開発 した。

(7)そ の 他共通化,標 準化機 能

上記 の対策 の ほか にも,EDP作 成 資料 を一時 ファイル にた くわ えリクエス トに応 じて資料 を所

定 の端末機 にアウ トプ ッ トす る機能 の共通化,シ ステム間で受 け渡 しす るデー タの コ ン トロー ル方

式 の標準化,さ らには,NKKの ア プリケー シ ョンに合 った作表用 汎用 プログラムの開発 な どを行
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っ て い る 。

E結 言

京浜製鉄所の新生にあたって,あ るべ き姿のシステムの追求と開発 を実施 し
,鉄 鋼,圧 延 から出

荷 までの全部門 を含めた機能のほぼ同時立上がりとい う過酷な条件の もとで,生 産運用の要 として,

そのシステムは順調な立上がりをみせている。その開発期間は短 く,ま た工場稼働前に開発すべ き

問題は,工 場の運用方式から,各 種自動化設備の採用,合 理的な物流の一元コントロール,総 合的

情報のコントロールなど広範,多 岐な範囲にわたるプロジェクトであった。

そして,実 際の工場稼働に伴ってソフ トウェア,ハ ー ドウェア両面にわたり,若 干の見直 しを必

要 とす る場面も想定 され,ま た,低 経済成長時代における生産運用 に柔軟に対応できる融通性 を含

め,管 条材用素材の製造体制の確立,第 二高炉関連設備の稼働 をひかえ,現 在のシステムを基盤 と

して,よ り合理的な融通性のあるシステムへの改善 と開発に努力 してゆきたい
。
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3花 王石 鹸㈱ の総 合 オ ンライ ン ・デー タベ ース ・システム

Aシ ステム開発の背景

花 王石鹸 は一般 家庭 向 けの商 品で ある家庭用 品 と産業 向 けの商 品で ある化学品 を製造 販売 す る会

社 で ある。

当社 は,全 国 に広 がるマー ケッ トのニーズ にマ ッチ したよ り良 い商 品 を迅速 に供給す ること を社

会的使 命 と考 えてい る。 この ため流 通経 路の'整備 とコンピュー タ化 に積極 的 に取 り組 んで きた。

1968年 に企 業 内 の オ ンライ ン ・リアル タイム網 を完成 させ,受 注 ・出荷 ・在庫管理業務 を中心

に運営 し,1974年 に は 「必 要 な情 報 は誰 で も,何 時で も,何 処 で も利用で きること」 をモッ トー

にデー タベー スをすべ ての適用業務 につ いて構築 し,処 理形 態 もTSS(タ イム ・シェア リング ・

システム)を 採用 し,ク ロー ズ ドなコンピュー タ利 用か ら,オ ープ ンなコンピュー タ利 用へ と移行

して きた。

主 力の家庭 用品は流通合理 化の ため,問 屋 を集約 した形の販売会 社 を全国 に約90社 設 置 し,従 来

の 流 通細 よ り太 く短 いパ イプ によ り商 品 の 大型 輸 送(ユ ニ ・ ト ・・一 ドシステム)を 可能 に

してい る。また 各販売会社 には ミニコ ンを導入 し,販売会社 独 自の販売 管理業務 をこなす と同時 に,

花 王本社 コンピュー タとオ ンラインで結 ばれ,花 王 グルー プの情報 ネッ トを構築 してい る。

Bシ ステムの概要

花 王 の 情 報 シ ス テ ム はKAOLIS(KAOOnLineInformationSystems)、 と 称 し,次 の よ う

な 業 務 を 処 理 し て い る 。

　 ぷ

① 販社 オンライ ン ・サ プライ ・システム ・

従来 は販社 か らの受注 によ り商品 を出荷 していたが,当 システムは販社 の販 売予定 と現在 の在庫

状況,輸 送手段等 を考慮 した最適 出荷量 を コンピュー タが指示す るシ ステムで ある。

② 化学 品 オー ダー ・エ ン トリー ・システム

化学 品は得意先 が全 国の不特定 多数で,商 品 も小 口から大 口まで 約3,000種 近 く有 り,コ ンピュー タ

エ ン トリーに必要 なコー ドの検索 が大変で あった。 この シス テムではデ ィスプレイを用 いた コー ド

レス ・メニュー インプッ トを採 用 してい る。

③ 販売 管理業務(売 上 統計,売 掛 管理)

各 種売 上統計表 の作 成 とデ ィスズ レイによる売上情報 の検 索 システム および,得 意先 に対 す る仕
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切書,請 求書の作成 と売掛金の回収管理 を行っている。

④ 生産在庫管理業務

工場,ス トックポイ'ント毎の製品在庫管理。中間品,原 材料の受払管理 と製造原価の分析。

⑤ 原材料仕入業務

原材料の購買 ・入荷管理 と買掛金管理。

⑥ 予算業務

売上予算,生 産予算,製 造原価予算,製 品 グループ別損益予算等が含まれる。

⑦ 一般会計業務

勘定試算表,損 益計算書,貸 借対照表,製 造原価報告書,経 費予実算表等の決算資料の作成。

⑧ 固定資産管理業務

固定資産管理 と減価償却費,火 災保険金額の計算 を行 う。

⑨ 支払業務

取引先別支払金額一覧表,銀 行別振込依頼表,支 払手形一覧表等の支払関係資料の作成。

⑩ 実績全部原価計算業務

製品別に変動費と固定費を把握す る。

⑪ 製品 グループ別損益計算業務

製品グループに製造原価,販 売コス ト等から営業損益 を求める。

⑫ 人事管理業務

勤務実績,給 与 ・賞与計算,社 会保険料の計算,財 形,健 康保険,キ ャリヤインベ ントリー等が

含まれる。

⑬ 技術情報 システム

技術文献 特言午実用新案商 標(商 品名).等 の情擬 集収 し社内での検索 システ・をサポー トし

てい る。

⑭ 科 学技術計算

最適 配合 計算,分 析 計算,設 備 の設計計算等 を行 っ ている。

次 に これ らの中 の代表的業務 として販社 オ ンライン ・サ プ ライ ・システム を取 り上 げ,そ の特 長

を述べ ると同 時 に,花 王 独特のホス ト・コンピュータの ダウン対 策 を述べ てみた い。

Cシ ス テ ム の 特 長

㈲ 販社 オンライ ン ・サ プライ ・システム

この システムは,販 社 の ミニコ ン(MELCOM-88)と セ ンター ・コ ンピュー タ(UNIVAC-1100

/21)と が フロ ン トエ ン ドのPDP-11/10を 介 して,公 衆 通信 回線 で結 ばれ た営 業情 報 ネ17ト を構
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成 してい る。

またセ ンター ・コンピュー タは工場 の 自動倉庫 コンピュー タ(MELCOM350-30F)と 特 定通信

回線 で結 ばれ,生 産 入庫 と出荷 の オン ライ ン処理 を行 ってい る。(5-3-1図 参 照)

5-3-1図 販社オンライン ・システムのネット・ワーク
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物流面では,販 社の ミニコンからのデ イリーの売上報告から販社の商品別在庫状況 を把 え,販 売

予定,配 車スケジュールを考慮 した最適積送指示を工場の自動倉庫 コンピュー タに送信 し,出 荷 さ

せている。

南流面では,販 社の売 り上げ分を花王から販社への売上にしている。即 ち販社からの売上報告に

基づいて販社に対する仕切書,請 求書 を作成 し,販 社の ミニコンへ送信 している。販社はその請求

書に従って銀行に現金 を振り込むことになる。振込がなされると,花 王 と主力銀行間のオンライン

・ネッ トを通 して,花 王のセンター ・コンピュータに入金通知が流 され,売 掛金の自動管理がなされ
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てい る。(5-3-2図 参 照)

5-3-2図 入金の自動処理

r＼

〔花王販社〕

振込み販 社 ミニ コ ン

M-88 〉

〉 振込。

＼

l
lNcul

ノ
＼r

遍
＼

〔A主 力銀行

支店〕ノ

～
〆 、

～
～ HOST

COMPUTER

/

＼
〔A主 力銀行
事務 セ ンター〕

1

端末機
〔各銀行

支店〕

HOST

COMPUTER

〔各銀行事務
センター〕

公衆電 話回線
り(リ
アル)

MINI
COMPUTER
(FEPP)

HOST

COMPUTER 〔全銀デー タ

通信セ ンター〕

NCU

(リ ア ル)

↓

入金通知

公衆電信回線

NCU

PDP11/10

NCU

UNIVAC

1100/21

〔花 王 セ ン ター〕

(リ モ ー ト・

バ ッチ)

NCR-499

〔花王本社管理部〕

(b)リ モ ー ト ・バ ックア ップ ・システム

当社 で も,コ ンピュー タが企業活動 のあ らゆ る領域 で利 用 され,企 業経営 の中枢 に なっ て きてい

る。

この ため,コ ンピュー タが火 災 ・地 震 ・爆発 等 によ り長期 間 ダウ ンした場合 には企業 活動が麻 ひ

して しま う。 このバ ックア ップ対 策 と して,同 一 システム を別の場 所 に持 つ ことが望 ま しいが
,コ

ス ト的 に考 えて当面は,外 部 の コンピュー タ ・シス テムとの協 力体制でバ ックアップす ることを採

用 した わけで ある。

非常時の場合 には,三 井情報開発株 式会 社 の コンピュー タを利 用 させ ても ら う契約 を行 い,花 王
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の主力オンライン端末は特定通信回線から公衆通信回線への切 り換えが行 えるので,三 井情報のコ

ンピュータに接続 し,必 要最小限の業務処理 を行えるよ うになっている。

デー タベースやプログラムの安全対策のため,定 期的に遠隔地の営業倉庫 に磁気テープを搬出 し,

ファイルの分散保管も行っている。

Dシ ステムの構成

(a)シ ス テ ム の ソ フ ト ウ エ ア 構 成

(1)オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム はEXEC-8Eで あ り,リ ア ル 処 理 用 にTIP(TransactionIn-

terfacePackage),CMS(CommunicationManagementSystem)を 使 いOKI-DATA200

や テ レ ッ ク ス を コ ン ト ロ ー ル し て い る 。 デ ィ ス プ レ イ の デ マ ン ド用 に はCRTのCCR(Communi-

cationControlRoutine)を 用 い て い る 。 リ モ ー トバ ッ チ はREM3(Remote3)の ソ フ トで 各 種

の コ ン ピ ュ ー タ を結 合 して い る 。MELCOM350-30F,POP11/10,11/40,NCR399,ユ ニ パ ッ

ク ・ リ モ ー トバ ッ チ ・タ ー ミ ナ ル 等 が そ れ で あ る 。.(5-3-3図 参 照)

5-3-3図 ソ フ トウエ ア構 成 図

COBOL

デ ー タベ ー ス

(2)デ ー タベ ー ス ・ソ フ トと して はFMS-8(FileManagementSystem)とDMS-1100(Data.

ManagementSystem)を 利 用 し て い る 。

(3)ラ ン ゲ ー ジ は,事 務 計 算 はCOBOL,技 術 計 算 はFORTRANが 主 力 で あ る 。

(b)シ ス テ ム の ハ ー ドウ エ ア構 成

ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ と し てUNIVAC-1100/21を 使 用 し,通 信 制 御 と オ ン ラ イ ン の 一 部 分 散 化

の た め,フ ロ ン トエ ン ド ・プ ロ セ ッ サ ー と し てPDP11/10,11/40等 を 採 用 し て い る 。(5-3'-4

図 参 照)
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5-3-4図UNIVAC-1100/21シ ス テム 構成 図
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(c)オ ンライ ンのネ ッ トワー ク

通信 回線 は デー タ量 に応 じて各種 の回線 を利用 して き、た。 また特 定通信回線 ター ミナルで も,回

線 ダウンやセ ンター ・コンピュー タ ・ダウンのバ ックアップ対策 と して公衆 通信回線 も使 えるよ うな配

慮 がな されて いる。

① デー タ量 の 少 ない場 合

電信型 公衆通信回線(50ボ ー)

電 話型 〃(1200,2400ボ ー)

特 定通信 回線(200ボ ー)

② デー タ量 の多い場 合

特定通信回線(2400,9600ボ ー)

電 信型公衆 通信回線 はテ レッ クスの オンライ ン用 で あり,花 王の ス トッ クポ イ ン トか らの出荷処

理 と,取 引銀 行 か らの売掛金 入金処理 に使用 され てい る。

電話型公衆 通信 回線 は全国 に散在す る約90社 の 販売会社 の ミニコ ンか らの売上 情報集収 や請求書

の送信 に用 い られて いる。

特定通信回線 は花 王内部 の本社,営 業所,工 場,研 究所間 の あらゆる業務処理 に利 用 されてお り,

デ ー タ量 の 多い東京 一大阪,東 京 一和 歌山間 は9600ボ ー のD-1規 格 回線 が採 用 されて い る。(5

-3-5図 参 照)
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5-3-5図 オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワー ク
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Eシ ステムの効果 と今後の課題

従来,企 業内の省 力化 と効率化 を狙 って コンピュー タ化 して きた。 このため社 内 の各種 の情報 を

いろいろ な角度か ら把 える ことが可能 となった。

しか しなが ら当業界の よ うな苛 烈 な競 争下 にあって,シ ェアを伸ばすため には,強 力 な商品開発

力 と効 率的 なマー ケテ ィングが キーポイ ン トになる。 このため 自社 ブラ ンドと競合 ブラン ドとの相

対的 なマ ーケ ッ ト情報 が必要で あ る。各種 の市場調査会社 か ら小売店の売上情 報や消費者 の購 買記

録 を購 入 した り,テ レビの宣伝 実績 デー タをギ ャザ リング しているが,こ れ らと社 内 の売上 デー タ

を ミッ クス したデー タバ ンク構 築が今後の課題 で あ り,コ ンピュー タをマネジメン ト・サイエ ンスに

利 用す る第1歩 と したい。
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4日 本 フ ー ドサ ー ビ ス㈱ の チ ェ ー ン ・レ ス トラ ン に お け る

コ ン ピ ュ ー タ に よ る物 流 管 理 シ ス テ ム

セ ン トラルキ ッチ ン方式での 自動補 充 システム ー

(1)シ ス テムの名称

DUCOS(DailyUnitControlOn-lineSystem)

② シス テムの構 成機器

① コ ンピュー タ

MELCOM70/'25(三 菱電機)

② レジス ター端 末

DUCOS・PANPOS(松 下 通工)30台

テ ックM-1402(東 京 電気)+DUCOS・DTEO1(森 技 研)20セ ッ ト

③ カプ ラー(端 末用)

松 下通工製30台,田 村 電気製20台

④ モデム(セ ンター)

OKI300MODEM(沖 電 気)6台

⑤ ファ ツクス

コピッ クス440A(東 芝)7台

⑥ 受信 制御付 テー プパ ンチャー

ACTAM130(田 村 電気)1台

Aシ ステムの基本理念

チ ェー ン内の どの店 で も,均 質 な一定水準 の料理 を,お 客様 に計画 どお りとどこお りな く提供す

る物 流管理 システ ム。

つ ま り,品 質の下限水準 を数量 管理 による中央発 注 によって物 流 自身 の力で 自動的必然的 にまも

るシステ ムで あ る。.

こ こに既 存 の コンピュー タシステ ムとの違 いがあ る。情報処理 とい う後追 いで なく,コ ンピュー

タ自身 が判 断 し,指 令 し,物 流 の上 に情 報が流 れて,物 の数量 として コ ンピュー タにかえって くる。

われわれの オ ンライ ンは物流 との オ ンラインで,コ ンピュー タとのオ ンライ ンではない。少 し書 き

たす な ら,DUCOSは 物 流 を他 の力 で制御 す るので はな く,水 槽 にオーバ フロ,フ ロー トボー ルを

付 けて,水 の 力で一 定の量 を保 つ と同 じよ うにPOSに よ って物流量 自身の 力で物流 管理 す る システ

ムで ある。
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Bシ ステム概要

各店 の各 品 目別の毎 日の売 数 を知 るこ とによ り将来 の売 数 を予測 し,材 料 をその分補充 し,店 舗

在庫 の製造 または配送 の 日付,量 を記録管理 する1っ まり物 の流 れにそって,販 売,配 送,在 庫,生

産,原 材料発注(セ ン トラルキ ッチ ン)を 自動的 に管理 しよ うとす るもので あ る。

各店舗 におかれた伝 送装置付 レジス ター(60ま たは32品 目 プリセ ット)に レジ作 業で た くわえ られ

た,メ ニュー別売 数,売 上 高,客 数等(通 常の電子 レジスターが1か 月の最後 に打 ち出 す精 算 ジャー

ナルと同 じもの)を 閉店後 その 日一 日のデー タと して コンピュー タに伝 送 させ る。 それは,MEL-

COM70/25を ダ イヤルで呼 び出 しカプ ラーで伝 送 され,送 信 が終 るとMELCOM70/25か ら送信 が

始 ま り(メ ニュー単 価 プ リセ ッ トの変更)終 ると レジス ターに終 了のデ ィスプ レイが されて回線 を

切 る。

セ ンター側 のMELCOM70/25は 完 全無人 で オ ンライ ン稼働 する6全 店 か らの集信 が終 る午前2

時 に タイマーに よっ てオンラインOSか らバ ッチOSに 切 りか えられ,デ ー タ処理 プ ログラムに自動起

動 がか けられる。集 め られ た売数 か ら材料展開(そ れぞれの材料の消費量 を算出す る)を や り,前 日

の在庫量 か らその消費量 を引いて現在量 を算出す る在庫更新 をや る。 そ して過去 の売 数 か ら,そ の

月 が例 えば11日 の 夜 だった とす ると,12日,13日,14日,の3日 間の売数 を予側 し,そ れ らの材料

展 開 をや り,そ の予測材料消 費量 か ら現在庫 量 を引 いて必要 配送量 を算出 し,各 配送単位 によって

変換(1パ ッ ク5人 前 の物 で必要 配送量 が9人 前の時,10人 前 を配送量 とす る),配 送 量 を決定 す る。

以上 の集信,配 信,記 録,計 算 をMELCOM70/25は 担 当者 が午後6時 に タイマー をセ ッ トして退

社 した後,完 全無人 で行 う。そ して その経過 はデ ィス クに記録 され翌朝8時 に出社 した担当者 が「オ

ハ ヨウ」 とい うフ.ログラム を走 らせ ることによってフ.リン ト・アウ トを始 め る。13日14日 の2日 分

の補充量 と して(セ ン トラルキ ッチ ンは2日 分 を1回 の配送 と している)12日 夜 の配送指令書 が プ

リ ン トア ウ トされ る,そ れは,ま た,セ ン トラルキ ッチ ンの12日 の 生産指令 書で もあ る。 それは9

時 には ファックスによってセ ン トラルキ ッチ ンと5社 の業者 に伝 送 され る。 セ ン トラルキ ッチ ンで

は送 られて きた配送(生 産)指 令 によ って午前9時 か ら午後4時 まで生産活 動 をす る(当 社 では90

%は セ ン トラルキ ッチ ンで一 次加工 されて,例 えば,ス テーキは1人 前 ポー シ ョンにカ ッ トされて

いる。店舗 はた だ熱加工 す るだ けにな って いる)。そして指令書の数量 を そろ える。午後4時 からの

2時 間 に,店 別 に用 意 さ れた配 送 用 保 冷 ボ ッ クス(キ ャス ター付)-DUCOSCONTAINER

(SEKISUI)一 に ピッキ ング されて格納 され る。 そ して午後7時 よ り2ト ンの ポロ付 トラックに

よって午後11時 ま で に各 店 に配送 され る。 しか しその時店舗 は無人 でただ きめ られた所 にコ ンテナ

を置 い て くるだけであ る。翌朝11時 まで そのまま置 い とかれ,店 舗 の担 当者 が出 て きて初 め て冷蔵

庫,冷 凍庫 にいれ られ る。 また,予 測 を月間,週 間 に延 し,そ の全店合 計 によ り,セ ン トラルキ ッ
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チ ンの生産 計画 をたて,各 材料 の発注量 を計算,発 注 リス トをデ ィス ク内に記録 し,プ リン ト ・ア

ウ トす る,そ して発注す る。納 入時 にMELCOM70/25に 連 動 した電 子バ カ リに よって量 をチ
ェ ッ

ク,発 注 リス トと照合(デ ィス ク内)し ,デ ィス ク内 の契約単 価 によっ て納 品確認 書 をMELCOM

70/25に オ ンライ ンされ たセ ン トラルキ ッチ ン事務 所のCRTの ハ ー ドコピーで出 し
,そ れ によっ て

支払 いが行 われ る。 そ してセ ン トラルキ ッチ ンの在庫 管理 も店 と同 じよ うに行 われる
。 この様 に当

社の すべ ての物 流(入 口か ら出 口)に つい て情報処理 とい う後追 い ア クションを持 つことな く管理

され る システムで ある。 また,各 店 の売上 高 ,客 数,メ ニ ュー別売 数,客 指向等 の売上情 報 は午前

10時 まで にプ リン ト ・アウ トされ,配 送指令室(コ ンピュー タの あ る部屋)内 で ス タッフは それ ら

を見 て,活 動 する。 配送指令室責 任者(コ ンピュー タ ・オペ レー シ ョン責任 者)は プ リン ト ・アウ

トさせた後 は在庫 コン トロー ラ と して各 店 を車 で廻 り
,実 在庫数 と理 論在庫数 のチ ェ ック,配 送,

予 測,ト ラブ ルの処理 を行 う。 例 えば,ハ ンバー グにか けるソース は1p25人 前 ,と い う調理 マニ

ュアルで規定 され,コ ンピュー タもそのよ うに計算 して配送す るが
,現 場 で はそれが1p20人 前 だ

った り,30人 前 になった りす る。 それ を数字 で もって指摘 し,か け過 ぎ,か けた らず をな くして,

味 の水 準 をま もる努 力 をす る。コンピュー タ室 は無人 が原則 であ る。店舗 において は毎 日実施 タナ卸

しが行 われ,特 に月中,月 末の2回 はマー クカー ドによって行 われ
,MELCOM70/25に マ ー クカ

ー ド・リー ダー によって入 力 され
,デ ィス ク内 の理論 在庫 数 と照合 され,ロ スが算 出 され る。返品 ,

ロ ス等や ,マ ス タ関係 の更 新等 はすべ てCRTに よ って行 われ る。

また,毎 日,過 在庫(現 在庫 一前回配送分=配 送後4日 だ った もの)チ ェック をしてプ リン ト・

アウ トし鮮 度水準 をまもる。 また,過 少在庫(現 在庫 ≦5人 前)も プリン ト・アウ トさせて
,オ ーダ

ス トップの機 会損失 を追加配送 で配 送 コス トを にらみ なが らふせ いで いる
。

Cシ ステムの特長

① 情報処理 システムで な く,コ ン ピュー タを道具 の一つ と しか考 えない物 流管理 シス テムで あ

る。

② コンピュー タ ・オ ンライ ン構 想の発想根源 をテ レメー タに持 って発展 させた もの であ る
。 こ

れによ り,少 量情報 の多方面 か らの集信 がコス ト的 に可能 になった。

③ ユーザ オ リジナル をユーザ がプ ロデ ィ ク トした ,っ ぎは ぎ自在 なシステムで ある。

④ マニュ アル ・イ ンプ ッ トカ浅 いので オペ レー タが不要。

⑤ ミニ コンの完 全無 人稼働 。

⑥1店 舗 当 り5万 円以下 の月間経 費。
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5㈱ 玉井会館の遊技台管理システム

Aシ ステム開発の背景

1976年 度現在で,全 国 に約11,000軒 の遊技場ホールがあり,そ の売上総額が1兆 円 を超えると

いわれているパチンコ業界において,そ の経営方法は,ホ ール毎 に配置 された職人的な支配人(い

わゆる釘師と呼 ばれる人々)に より,昔 からの経験と勘に頼っておこなわれている状態が,ほ とん

どである。

このために,チ ェーン店内の各ホールでも,管 理者(支 配人)の 技術水準に,そ の営業成績,サ

ービス体制等の差異 が著 しく左右 され,経 営の一体化が,現 状では困難な状態である。

そこで,こ の職人的な支配人による経験 と勘をで きるだけ1計 数化 をおこない,チ ェーン店内の

経営の差異 を少なくし,マ ネージメントの一体化 をはかる必要性が生 じて きた。

Bシ ス テム の 目的

(a)マ ネージメントの一体化

有能 なる支配人 として育成す るためには,現 在のところ10年程度の期間が,必 要 とされているた

め,職 人的存在価値のある支配人,一 般管理職 をある程度,排 除 し,短 期間に人材 を得る。

(b)管 理体系を明確に把握 し,集 中管理 をおこなう。

(c)当 システムの活動は,夜 間に集中するため,昼 間の時間を利用 し,財 務管理給与計算等の業

務がおこなえる。

(d)上 記(aXb)を合理化 し,そ の余力をサービス業本来の本質に時間 をあて,経 営の向上に力をそ

そぐ。

Cシ ステ ムの概 要

(a)開 発の経過

システム作成に当って,次 の様 な事柄 を考慮 しながら,経 験 と勘に基づいておこなわれてきた運

営 を,計 数化するための指針 とした。

(1)過 去 から現在 までの数年間 に営業成績の良いホールの経営方法 をサンプルとする。

(2)ギ ャンブル性の非常に強い業種であるが,サ ービス業 として,出 来るだけ多くの顧客 に満足

がい く様 な,シ ステムにする。
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1976年2月 計数化の検討

1976年8月 システムの基本設計

1977年1月 稼動

(b)デ ー タの収集

閉店から明日の営業の開始時間の間で全ての処理 をしなければならないため
,入 力時間の短縮す

る必要がある。

このために,各 遊技台からカウンターボ ックスを通 じて以下の項目を
,紙 テープで,出 力させる。

(1>顧 客への貸玉敷

自動玉賃機ぺ貨幣 を投入 した回数 を販売機毎に集計 したもの。

(2)出 玉入玉敷

遊技台毎に,ア ウ トになった玉敷,セ ーフになった玉敷 を,そ れぞれ集計 したもの。

アウ ト玉:ど こにも入 らなかった玉敷

セーフ玉:ど こかの穴に入った回数

(3)景 品との交換玉敷

顧客が出した玉を・景品交換場で景品と交換 した玉敷 を交換鱗 にカウ・トしたもの
。

(4)以 上 のデー タを・諜 開始 から・閉店時 間 まで,累 計をとり続 け泌 要な時点でその状況

を紙テープに出力する。

(c)調 整台選別 までの過程

(1)カ ウンターボックスから出力された紙テープを入力し

① 売上統計表

② 島別営業実績

③ 各台の営業実績

を作成 し営 業日報 とする。

(2)全 台の劇 状態 をもとめ洛 台の全f本に占る割合 を算出 し
,劇 状態の悪い遊技台 を選択 し

て,試 験打表 を作成 し,そ の日の検査対象台 とする。

(3)明 日の予定営業指示顧 客に対する翫 率(割 数 という)か ら
,本 日の各台の営業状鯨 よ

び,過 去数週間の出玉入玉状態 を基礎にして

① ゲージ調整表

を作成 し,そ の日に調整する遊技台 を選別する。

この時あくまでも,全 体 として予定営業割数から掛離れないよ うに,各 台に調整のウェイ トを分

散する。

② 遊技台分析表

∠
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前記 ゲー ジ調整表 に疑問点 が生 じた時 この表 を作 成 し,調 整の参 考 とす る。

(d)従 業 員 は,前 述 の試験 打表,ゲ ー ジ調整 表,遊 技台分析表 を基 に して,各 台 の調 整 を行 う。

(e)そ の他

① 遊 技台管理 デー タの収集1

5-5-1図 遊技台管理 のデータ収集
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② 遊技台管理基本システム

5-5-2図
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③ システム構 成図

5-5-3図 システム構 成図

シリアルプリ

ニ謹

回
フ ロ ッ ピー デ ィ ス ク装 置

242.9KB

Dシ ス テム の効 果

(1)カ ウンターボ ックスから手作業での集計,作 表が無 くなった。

(2}集 中処理 により,正 確化,迅 速化,営 業実績の早期把握 が可能 となった。

(3)デ ータを騨 位でフ。イル化させる事により洛 遊技台の性格が明石雀になり・細部 に渡っての

分析が,よ り早 くなった。

(4)一 時的に支配人不在でも,調 整台の選分が,可 能 となった。

E将 来 の課 題'

遊技台管理 システムは;チ ェー ・店 を総括管理す る目的で澗 発 されたものであり・現在のとこ

ろモデルケースとして,計 数化のデー タを収集 して,そ のパターンを分析 している。

そのためで きるだけ早期に分析を終 り,牙 ンライン処理化 しで,計 数管理の確立 を図 りたい。

⊆
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6神 奈 川 県 総 合 リハ ビ リ テ ー シ ョ ン・セ ン タ_

病棟看護 システム

Aシ ステ ム化 の 背景 と目的

近年医療技術の水準は日進月歩のいきおいで向上 し,そ れにつれて医師と看護婦による患者への

診療サービスも複雑多岐 にわたってきた。 さらに患者の生命に対する尊重の声 も一段 と高 まってき

ており,医 療側はその責任 とともによ り高度な技術 をもって,よ り注意深 く診療 を行 う必要に迫 ら

れて きている。

こうした現在の状況の中で病棟の入院患者 に対 しても医師と看護婦の責務を果すために必要な処

理 と手続 きに関する情報量 は級数的 に増大 している。 日常の作業の中でも診療行為そのものに直接

関係 しない書類作 り等の雑務が診療行為の実施研究を圧迫 している。 そこで処方箋の発行,看 護予

定の作成などといった事務作業 を効率的 に行い,合 わせて患者 に対する診療の状況 をも効果的に知

ることができてより適切な診療サービスを提供で きる方法の検討 と実行が焦眉の課題 となってきた
。

こうした背景のもとにこの システムは病棟 を対象にして,以 下の目的で作成 された。

・伝票発行等の事務作業の軽減

・患者 に対する看護計画の適切な把握

・他部門への情報の円滑な伝達

Bシ ステム の概 要

当セ ン ターは交通障害 の治療 とその リハ ビ リテー シ ョンを主 た る目的 とした6病 棟300床 を持つ病

院 の他 に精神薄 弱者(児)の 施 設,盲 人のため の ライ トホ ームな ど2病 院7施 設 か ら構 成 されてい る
。

この システムは この うち6病 棟 を対 象 に考 え られて お り,現 在 の ところテス トケース と して発 生

す る情報 が他 の病棟 に比較 して よ り系統的 で ある脊損病棟 をシステム化 した。

当セ ンターで は現在,FACOM230-38を 使 用 してお・り,こ の システムの他 にも既 にい くつ かの

システム が稼動 してい る。

この システム が運用 されて いる機器構成 は5-6-1図 の通 りで脊損 病 棟 には1
,920文 字1画 面

のCRT・ ライ トペン・ フ ァンクシ ョン ・キー付 キ ーボー ド
,デ ィス プ レイ・プ リンタ各1が 設置 さ

れてい る。

病棟看護 システムは オ ンライ ン処理 とバ ッチ処理 か らなって いる。
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5-6-1図 機 器構 成図

ゴ三記憶装置

192KB

ζ‡ 管

デ ィスプ レイ

プ リンタ

キ‡ 算

デ ィスプ レイ

プ リンタ

(a)オ ン ライ ン処理 の内 容

新規 に入 院 した患者 の識 別情報 を患者 マ ス ター ・ファイルに登録 す る。

,入 院中,医 師 によって出 された注 射,与 薬 な どの オー ダを毎 日指 示録 を見 てデ ィスプ レイよ り入

力す る。 入 力す るオー ダは注射,与 薬,処 置,検 査,食 事,清 潔 等診療行為 その ものの他 に広 く看

護の範囲 まで及んで お り,そ れ らの内容は注 射名や薬品名,量,実 施予定 日(ま たは予定期 間やサ

イ クル)な どで ある。

オー ダの うち定常的 に発生 す る項 目は一度入 力 した ら変更 の入 力が ない限 り,患 者毎 の診療行為

と看護 計画 は自動的 にスケ ジュー リ ングされ るよ う工夫 されてい る。 また,検 査 な ど,あ るオー ダ

に付 随 して他 の診療行為 が派 生す るもの につい ては自動的 に展 開 してスケ ジュー リングす る。 スケ

ジュー リングされた内容 は患者毎診療 行為毎 に し,い つで も画面 に表示 で き,変 更 のオー ダが出 され

れば その内容 に従 ってデ ィスプ レイ よ りメ ンテナ ンスで きる。
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また,サ マ リとしてスケジューリングした結果の診療行為予定と看護計画はディスプレイに表示

できる。患者状況処理では当日現在の患者毎の諸診療行為予定等のサマリが,ス ケジュール表示処

理では同 じく患者毎の将来に亘っての予定が表示 される。清潔表示処理は入浴 ,シ ャワー浴,ベ ッ

ドバス,清 拭などとくに看護婦の介助が必要 な患者の清潔内容 を表示 し,看 護婦の作業予定作成 の

一助 となっている
。

ディスプレイ ・プリンタから注射,与 薬,処 置,検 査のオーダにともなって発生する処方のオー

ダを展開 して,処 方箋 を出力する。

以上のよ うなオンライン処理によ り

① 患者 に対する診療行為 と看護計画が現在 と将来 に亘って即時的に把握できる。

② 処方箋は内容に変更がない限 り自動的に出力されるので手間が省ける。

等の効果が期待で きる。

(b)バ ッチ処理

バッチ処理は 日次に処理を行い,病 棟用処理 と栄養誤用処理 に大別 される。

オンライン処理で入力されスケジュー リングされた内容により病棟用処理では看護婦が作業予定

を打合せ,実 施するための処置表,看 護計画表 を打 ち出す。処置表は処置項目毎 に患者の処置内容

を打 ち出 し実施のチェックリス トとして使用する5-6-2図 ① と診療会計用として医事課に廻す

ための点数がとれる項目についてだけを集計 した5-6-2図 ② がある。看護計画表は看護婦のチ

ーム別に担当する患者の看護計画 を打 ち出す。栄養誤用処理では食事の内容 を指示 した食事箋と統

計のための食事伝票 を打 ち出す。

以上のような処理 により

① 毎日の診療行為,看 護予定が自動的に作成 され,全 患者のカルテから手作業で作 る場合の転

記 ミス,記 載もれが防止で きるとともに手間が省ける。

② 食事の統計資料作成の手間が省ける。

③ 保険請求に関わる処置項 目の拾し咄 しの ミスが防げる。

等の効果が期待できる。

(c)プ ログラムについて

使用 している言語は全てCOBOLで あって,モ ジュール構造 をとっているので,将 来のメンテ

ナ ンスまたは拡張は容易である。

Cシ ステム の特 長

(a)入 力 す る診療 行為 は変 更が ない限 り,自 動的 にスケ ジュー リングし続 けて,付 随 す る診療行

為 も自動的 に展開 す るよ うに設計 され てお り,入 力の量 を極 力少 くしてい る。
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5_6_2図 ① デ ィスプレイ画面レイアウ トの例 と処方箋
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(b)情 報 源 は指示録 だ けと して,入 力の簡素 化 と ともに,出 力結果 の信 頼度 を保 つ よ うに考慮 し

てい る。

D将 来 の システム ・レベ ル ・ア ップ につ いて

病棟看護 システムの大 きなねらいの1っ は総合病院 システムの足がかりとすることにある。その

基本思想は医師と看護婦が本来の業務 に専念できるようにするとともに病院の中心的存在である入

院患者に関係する情報を発生源で把握 して情報が無駄 な流通経路 を通 らなくすることを基礎 として

いる。

将来的なシステムの拡張は以下の項目が予定 されている。

(a)診 療報酬請求の対象となる情報の入力 診療会計システム(計 画中)と の結合

(b)病 歴の累積と症例検索 データ ・バンク・システム との結合

(c)薬 品払い出 し情報の活用 薬品在庫 システムとの結合

(Φ 食事 オーダ情報の活用 栄養システムとの結合

(e)薬 品の禁忌,副 作用等の ドラッグ ・インフォメーション ・システムの開発一 ー一薬品在庫 シ

ステムとの結合

Eお わ り に

病棟看護 システム稼動完成の意義は大 きく,病 院総合 システムを目指す以上,病 棟業務のEDP

化 を積極的に進めねばならない。

しかし,病 棟で発生する情報は一般 に系統的 に組織化 されてはおらず種々雑多で,業 務 もそれだ

け広範囲な部門に関連 している。このため現場の,普段患者の診療に忙殺 されがちな医師と看護婦の

理解 と協力が他のシステム以上にシステム稼動の成否に関 わってくる。現在のシステムもこれで完

全 とい うわけではなく諸先輩のご教示 ならびメーカーの協力を仰いで一層効果の高いものに発展 さ

せていく積 りである。
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7日 本赤十字社医療センターの病院情報 システム

Aシ ステム化 の背景

日本 赤十字 社,医 療セ ンターは,1971年 日赤本社 に設 け られた新病院等建設委 員会 によ る 「新 病

院等 再建整備 に関 す る答申」 に もとづ き,新 病院建設 の基本方針 が定 め られ,電 子計 算機 の導入と

システ ム化 の計 画 が進 め られた。

新病院 の性格 と しては,

●全 国赤十字 病院の基幹病 院で あること。

●医学生 およ び医師 の教 育研修病院 と しての要 件 を具備 す るもの であ るこ と。

●看護婦 お よび助産 婦教育研修 な らびに医療 技術者 の研 修 を行 うこ と。

●紛争 お よび災害時 におけ る医療救護 な らびに医療 援助 に協 力す ること。

が あげ られて いる。

新病 院は,病 棟(地 下2階,地 上11階),診 療 棟(地 下1階,地 上3階,一 部 地上7階),放 射線棟

(1階)か らな り,病 床数852床,他 にICU15床,RI・RA4床,人 工透析14床,新 生 児室61

床 が ある。外 来患者 は,約1,600/日 を取 扱 ってい る。

新病院 の機 能 と しては,

●高度 な診療機能 を備 えた医療部 門 を有 し総合病院 と しての多数 の診療科(18)と 高 度 の医療機

械 ・器具,コ ンピュー タの応 用が なされてい ること。

●救急 および特 殊部 門 を有 して いること。

●妊産 婦 お よび乳幼 児の母子保健部門 を有 してい るこ と。

●成人病健 診部 門 を有 して いること。

などをあげ るこ とがで きる。

HOSPITALINFORMATIONSYSTEMの トー タル化 をめ ざす当病院 には,ホ ス ト・コンピュ

ータ として,TOSBAC-5600/160,通 信 処理装置 と してTOSBAC-DN350,ま た 入出力端末 とし

てTOSBAC-RT-100/20イ ンテリジェ ント・ター ミナルを院 内の各部 に28台 配 置 し,病 院事務管理 を

中心 と した シス テムが稼 動 してい る。

また,成 人病健診部 門 には,健 診専 用 コンピュー タ(TOSBAC-40),中 央 検 査部 には,検 査専

用 コ ンピュー タ(TOSBAC-40),生 理 検査 部 には,専 用 コ ンピュー タ(ECP-100),放 射 線 治

療部 門 には,専 用 コ ンピュー タTHERAC－ 団)お よび(THERAC-C),核 医 学検査部 には,専
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用 コ ンピュー タ(TOSBAC-40)が 設 置 されてい る。

システム化 は,段 階的 に実施拡大 され ,最 終的 には院内の ネ ッ トワークは もとよ り全 国 日赤病院

(92施 設)と の情報 ネ ッ トワー ク を計画 して いる。

Bシ ステムの概要

(a)患 者受付登録 システム

初めて病院に来た患者は,コ ンピュータに患者氏名,生 年月日等 を登録すると,自 動的に患者ID

(12桁),病 歴NO(7桁)が 作 られ,係 はこれにより磁気ス トライプ付診察券の発行 をする。

また,再 来患者については,未 納金,保 険種のチェック指示が行 われる。

これら患者の基本情報は,約10年 間(患 者最終来院日より)保 存する。

(b)入 院予約登録 システム

入院患者の予約登録がオンラインで行われ,患 者の希望情報,基 本情報 が登録 される。

(c)入 退院登録 システム

入退院患者の情報登録がオンラインで行われ,こ の情報 により病床の状況 が把握 され,入 院病歴

管理の情報も提供 される。

(d)外 来窓口会計 システム

診療各科受付(8カ 所)に 設置 されているインテリジェント・ターミナル(RT-100/20)の 画

面に表示 されている入力 フォーマ ット(医 師の記入する諸伝票に合 わせてある)に 従い医事課職員

が会計情報 を入力す ることにより外来窓口算定業務 を行 う。患者は,支 払窓口に行 き収納係の計算

機より出力される領収書によ り支払を行 う。収納係 は,収 価により入金情報 をオンライン処理する

と同時に,前 回迄の未収金についても把握 し,処 理す ることができる。

(e)入 院会計システム

各病棟で起票 された伝票は,入 退院医事課に集められ医事課 にあるインテリジェント・ター ミナ

ルにより外来医事 と同様に会計情報が入力 される。請求書は,定 期の旬間請求書と,退 院登録 に伴

って発行 される退院請求書とがあり,こ の請求書は医事係により病棟 に配布 される。患者は,収 納

係で支払 を行い,収 納係は,外 来収価 と同様の処理 を行 う。また,未 収金が発生 したものは,外 来

に引継がれる。

(f)診 療報酬請求 システム

入院,外 来の診療報酬請求明細書は,両 会計 システムで入力された情報 により毎月末時に電算室

にお』いて作成 される。 この出力は,高 速 ラインプリンタ(LPZOOO5A)に より毎月約23 ,000枚 が

処理 される。

(9)管 理統計 システム
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毎月収集 される医事情報等をベースにして日報,週 報,月 報,年 報 を作成する。

(h)給 食 システム

入院に伴って発生す る給食情報は,栄 養課で入力 を行い,仕 込表 として毎食 ごとの食種別の食数

および配膳スケジュールとして病棟別,病 室別の食種 を栄養課,病 棟に提供する。

(i)給 与計算 システム

月例給与計算,期 末勤勉手当計算,年 末調整,源 泉徴収,社 会保険等級算定 をは じめとして管理

のための統計資料 を作成する。

(り 検査 システム

検査は,専 用 コンピュータによって検査のワーク ・シー トとスケジュール表 を作成 し,自 動分析

装置,コ ールタ ・カウンタからの情報および用手法の検査結果が入力され,検 査成績表 を計算機 で

作成する。

(k)健 診システム

成人病早期発見のため一一日健診,入 院健診(2日,6日 コース),主 婦健診の情報は,専 用 コンピ

ュータで処理 され,各 種検査成績表,前 回比較表を作成するとともに指導項目の入力により総合判

定表 を提供す る。

(1)病 歴管理 システム

毎 日,外 来診療各科,病 棟で発生する患者情報により病歴管理の情報を提供 する。

その他将来考 えているシステムとしては,次 のものが計画 されている。

① 薬品管理 システム

② 診療情報 システム

③ 経営情報 システム

④ 救急情報 システム

⑤ 看護情報 システム

⑥ 教育 ・研究システム

Cシ ステ ム 導入 の 目的

(a)病 院管理面での効率化,近 代化

●情報の流れ,伝 達方法および処理方法の標準化,基 準化 をはかることにより,経 営,管 理面の

強化 を実現する。

●医療業務 にお』ける技能面,内 容面での標準化 をはかり,業 務対応の容易性 を高め る。

●業務量の増大に対 し,単 に職員増加に結びつけることなく,職 員各位のキャパシティにより対

応 させ る。
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●統計資料作成の正確性,迅 速性 を高め,経 営判断材料の充実をはかる。

●薬品購入,在 庫管理面での適正化 を強化 し
,病 院経営の効率化 を進 める。

(b)基 幹病院 としての役割

●医療センターとして指導的な立場 から機能面の充実をはかる
。

●セ ンターとして他機関とのコミュニケーションの増大をはかる
。

●基幹病院としての医療情報 ,経 営情報 を整備 し,他 機関へのサービスをはかる。

(c)医 療補助部門の効率化,機 械化

●高度の医療機 器,検 査機 器に対応 し,機 器制御,精 度管理,理 論計算処理の向上 をはかる。

●業務の標準化 による業務対応の容易性と技能面の均一 をはかる
。

(d)医 療の質 と精度の向上

●総合病院としての内容の充実と組織間の連絡調整 をはかり
,病 院管理面の適正評価 と トータル

化をめざす。

●診断面での精度 を高め,治 療への波及的効果向上 をはかる。

●総合病院 としての統合性と専門分科の特殊性を調和
,調 整 し,医 療サー ビスの向上 をはかる。

D機 器構成 とポ イン ト

本 シス テムにお ける機 器構 成 は,分 散処理 がポ イ ン トで あ り
,そ の形態 は5-7二1図 の とお り

であ る。 また コンピュー タ ・システム と して もた らす効 果 と しては
,

5-7-1図
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●中央での負荷が軽減 され,よ り高度 な業務処理への道が開かれる。

●ローカルな問題への対応が容易に行える。

●データベースを分散 して持てる。

●リソースの有効な活用が可能である。

などが考えられる。

E今 後 の 問 題

医学の進歩は,必 然的に情報の量,質 の増加 をもたらし,こ れの適切,有 効な利用のためEDP

の導入が必須の要件となって きた。

しか しながら'医療情報には,質 の均等性が望みがたく,異質的因子 を多く含んでいる。また専門分

科により特異性重視への方向や内容変更による非恒常性など問題点は多い。職員各層の端末 を介 し

ての直接利用者は多 くなり,ハ ー ド・ソフ ト両面に対する要望 も増大 している。これには,容 易に

対応 し得るソフ トの開発や汎用性のもあり,し かも専門的要請 も満たせる機器の開発が望 まれる。

制度上においても診療報酬請求事務 など,医 療に関する標準化,体 系化は遅れており,ソ フ トの

共同開発,デ ータの共同利用などに難点があり,制 度,基 準の改正 に当っての変更作業に負担 をし

いられている。

最後 に当院の問題 として,機 器の シングル構成からダウン回避iの問題があり,一 方現在の医療の

おかれている経済的環境では,財 政上からの理由によりこれに対応することが困難である。
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8函 館市医師会南北海道保健セ ンターの臨床検査 自動化 システム

Aは じ め に

臨床検 査 は診療 に必要 な生体情 報 を得 るための一 手段 であ り,医 療 の一部 門で ある。

臨 床検査 は・① 患者 自身 を検 査対象 とす る生理検査(心 電図,脳 波 ,筋 電図等)。 ② 患 者 か ら分離 さ

れた検体,即 ち血液,尿,便,喀 疾等 を対象 とする検体 検査 に分類 され る。

検体検査 は発生す る情 報 を,視 覚 または分析機器 を用 いて数値化 出来 る部門(例 ,赤 血 球数500万,

血 糖値100mg/dl,総 コ レステ ロー ル200mg/dletc)が 臨 床検査 自動化ClinicalLaboratoryAuto -

mationSystemの 主 対象 とな る。

Bシ ステム開発の背景

臨床検査 が重要視 され ると共 に,検 査 需要 の増大,検 査 内容の 多様化 ,高 度化へ と進 み,さ らに

技師の不足 が問題視 され るに至 り,必 然 的 に自動化 が促進 された。

検 体検査 を主 業務 とする当検査 セ ンターにお・い ても例 外 で な く,分 析処理能 力は限 界 に達 し,検

査 の使命で ある 「精確性,迅 速性,簡 易性,経 済性 」 を達 す ることが困難 な状 況 とな り
,早 急 に自

動化 システムの導入 が必要 となった。

セ ンター新築 を機 に プロジェ ク トチーム を発足 させ ,自 動化 システムの両翼 であ る,自 動分析装

置 とEDPS(Electr。nicDataProcessingSystem)化 を同時 に進 め るこ とに した
。

①1976,5月

②1976,6月

③1977,4月

④1977,5月

臨床検査自動化 システムを前提としたセ ンター新築落成。

予備検討終了。システム発注

システム完成,ME機 器 とのインターフェース完成)

本格稼動

現在,本 システムの稼動は満足すべ き状況 にある。

Cシ ステムの特長

(a)医 用 機 器選 定の 自由度 が高 い(シ ステム ・イ ンター フェ ース効率)

(b)MELCOM70を2台 設 置,分 析制御 系,情 報処理系 の機 能分化 によ り

① 中型 なみ の機 能 が発揮出来 るため,マ ノレチ タス クが可能 とな る。

② 各分析部門(臨 床 化学,血 液 血 清……)で コンピュー タの詣ij約を意識 しないで(ブ ラック
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ボックス)運 用出来る。

③ ダウン対策に荷役である。(部分的稼動が可能)

④M-E機 器 を変更する場合,全 般システムに影響 を与 えない。

⑤ コ ス ト当りの処理能力比が1台 構成に比べて非常に高 くなる。(コス ト8%ア ップ,効 率3倍

以上)

(c)地 域医療情報システムの発展性 を考慮(地 域住民データ ・バ ンク)

(d)バ ック ・アップ機能 を重要視(段 階的対策の設定)

(e)医 療機関へのサービスを優先 したシステム(診 断 に役立つ項目組合せ,出 力様式)

Dシ ステムの概要

(a)臨 床検査自動化の基本的な狙い

○ 作業工程表(ワ ーク ・シー ト)作 成時における時間的なロス,抜 け落 ちに伴 う未手配,誤 手

配の解消。

○

○

○

○

○

○

(b)

自動分析装置のオンライン・デー タ収集に伴 う省力化,測 定結果の転記 ミス防止。

報告書の自動化 によるスピー'ド・アップと報告 ミスの防止。

請求業務の大幅な軽減 と管理上の簡素化 ならびに得意先サービスの充実。

タイ層ムリーな精度管理表の作成による検査精度の向上。

売上台帳 など諸管理資料作成の自動化。

将来のデー タ・バンクのためのベースを作る。(地域医療 システム)

臨床検査 自動化 システム機器構成。(5-8-1図 参照)

中央処 理装置MELCOM-70

記 憶 装 置(8Kw)

カー トリッジ ・デ ィス ク

システム ・タイプ ライター

ライ ン ・プリ ンター

カ ラー キャラ クター ・デ ィスプ レイ

(c)イ ン ター フェ ースME機 器

①

②CCS

2

6

1

2

1

1

SMAC(20項 目,臨 床化学多項 目同時分析装置

(7項 目,自 動血液検査装置)

③AA-ll型(3項 目;臨 床化学分析装置)

④H-701型 光電比色計(用 手分析用)
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5-8-1図MELCOM-70構 成 図

キ ャラクタ
ディスプレイ

LPラ イ ンプ リ ン ター

STWシ ス テ ム タイ プ ラ イ ター

(d)シ ステム ・フローチャー ト(5-8-2図 参照)

① 集 配

検体 と依頼書(検 査部門別に色別)は 定時 に集配車輌 によって医院別に集められる。

② 検体受付

検体は依頼書(依 頼項目に○印,病 院 コー ド,カ ナ文字患者氏名,年 令,性 別,提 出年月日)と

照合確認 された後,当 日検体受付番号(4桁)が 検体,依 頼書に付 される。

③ 検体前処置

臨床化学部門においては,血 液が遠心分離器にかけられ,血 清が分離 されて分析試料 となる。,

④ 依頼入力

依轄 は事務担 当者 によ・て,3色 の カラーキ ャラ クター ・デ ィス プ レイ 似 下CRT)に よ 。て

検体番号,検 査項 目コー ド番号(3桁)が 対話形式により依頼入力する。(ミスタッチは 「赤」で表

示)

⑤ 作業工程表

依頼入力後,た だちに作業工程表(ワ ークシー ト)をSMAC ,CCSは 項 目グループ別に,用手法
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5-8-2図 シ ステ ム ・フ ロ ーチ ャー ト

1

依

頼

轡

1

一

一

問合せ

戸 結果入力)　＼CRT用手分析検
一

体
)
}

分離

分注

・
Z

〆

修正,

CRT

一

照合

`

自動分析

%
＼
.

(30ch相 当)

＼
検体NO

設定 /
項 目別

ワー クシー ト

)

SMAC,CC

グ ル ー プ 別

ワー ク シー ト

、

(
依頼入力

CRT

患齋 う

MELCOM-70

ー
検査依頼

フ ァイル (
検査 結果

フ ァイル (
項 目マ ス タ

ファ イル (㌘7(

|
`̀ .` `

報 告 書
一

請 求 表 検 査 台帖 分析管理表

は単項 日別 に出 力 され る。

⑥ 愚老 名入 力

ワー クシー ト出力後,病 院 コー ド(3桁),カ ナ 文字患者名,年 令,性 別 を入力。

⑦ 分析準備

技術 担 当者 は ワー クシー ト出力前 に,機 器の保 守点検,試 薬 の調 製,血 液の分離 を完 了 してい な

ければ な らない。

⑧ 分 析

技術 担当者 は ワー クシー トに もとづ き,自 動 分析機 専用試験 管立て に検体 を並 べ るだ けで良 く,

分 析 デ ー タは,イ ンター フェ ースを介 して 自動 的 に コンピュー タに入力 される。 用手法分析 は発色
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5-8-1表

院 名 カンイ ホケンセンツ● 殿 検体減.0210

患者名SAMPLE1殿 性 別M年 齢21

受付日52年9月LO日

コード 検 査 項 目1成 績 正 常 値1採 点
401 WBC

'7600
5000-8000 15. .○ ∵:・融

402 R8C 53510×4 410-530 15 ・i・:

、.心:.;、

403 HG 1ち ●7G/D1 13-0-16・8

今

」1嫉 瀞
404 HT＼ 46・4%, 39-Sl2 22 .ぺ..、....`L

405 HCV 8了u判3 88-99 .`■}.'L「

406 HCH フ96ぎPG 29-3写 垂熱li:'心.〆...

407 HCHC 33-9露, ス1一 ス6
;.乙プニr.・rヤ

・罫 冷

s

".

、 ・.・.1

、い 、`L.`「■

隣 ・獺 ・ii妻…・・、

コー隔 .5-8-2表

005院 名 加"ケ ンセンツー 殿 検体』0100

報 告 書 患者名5AHPLE1殿 性 別F年 齢21

受付日 臼2年9月10日

コード 検 査 項 目 成 績 正 常 値 保 点
)24 **L-3** 〕● ∵' ..三1

`

0551A.P
`

1.33"ぷUノ し 30-85 38
'き 』

)561GGTP }ミ5バ ㌫ ξuソL 2一 6』5 90
0571GρT

「20㌧ ∵「、U!L 0一 40 go
)5釧GOT ト25i..幻 ∪/Li 0-40 90 …

)72iGOTI!GPTll・ こ&:6:25三 、'L.、L,「,A

Bas Eos )261**EしECT:**"
呉,s禄一

〕661NA 凄3Sl、パHEα!し 1351一 145 22
067iK. c3・●11ペメHEQレ し

3●5-5.O 22 i'
068
'Cし

402㍉.lHEQ!L 95-1051 22 、...購コ
メ
ン
ト

)69 CA ・8●ρや～lHG/DL
8.5-10.5 22 滋鰻灘i')70

P ∵3舌O・㍗HG/DL 2●5-4●5 22 轍慈灘)74 NA!K 、43・.5S 灘灘灘入F
"'/・

.、"・'・ ・
,タ ・・人 ■

1 し:写 ・・1:1弓'L'攻
、. 、'、

'

濠離離
譲1 ■ 「■1ρ■

,'1二

1
.一:.コ=一

「ト「
r1

購
噛■1㌧F

・ ・ 「、.バ

、ご≡∵ ・㌧:、41

灘 麟i'灘 惑

繊麗濠
鱗騰譲

.■

i騰 ㌶ili…

騰 慾 ….…..

1纏縫`i、

懸 灘i§

議遅遅 …

難 綴 …iii
』麟 …

・「○ 、、・厩1

・・享'・㌻ ㍗ ・

〃 ◇.『.'○

iF`
,・.へ「・冷 』亘

○づ鯖

,・○`㌻
』'"∫

」LAペ ヒL

;
ト

=

= 合計
418

G:測 定範囲の上限を越えた時52年9月12日

D:反 応」:疑問のあ・,た時(GOT 、GPTの み)
丁:混 濁の程度が強度の時(GoT 、GPTの み1TEL(57)-6571

㌦㌫ ㌫㌫凝 ㌻。子曇日報告致しま九 南北海道保健センター 担当者
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まで用手で行い発色後の比色測定操作はH-701型 光電比色計 とコンピュータとのオンラインによ

り半自動化の方法がとられている。検体数の少ない検査項 目の結果のみCRTか ら入力される。

SMACに は専用のコンピュータ(24Kw)が 附属 しているため,分 析装置の作動制御,反 応系制

御,精 度管理機構等 を自動的に行うため,極 めて分析精度の高いデータがコンピュータに入力され

る。

20項 目から必要 な項目や,異 常な項目のみの選択はCRTか らの指示により報告書に出力される。

装置稼動中における,割 り込み,緊 急検査はIDカ ー ドの交換により簡単 に実施出来る。

分析中に担 当者は必要 な1メ ント(溶 血,乳 ビ等)をCRTよ り入力する。

⑨ 報告書(5-8-1表,2表 参照)

分析デー タ入力完 了次第,報 告書が2枚 復写で出力される。2枚 目は請求明細書となっており,

検査料金が記入されており,こ れは臨床検査センター独特の様式である。

⑩ 報 告

報告書は各担当主任技師のチェック を受け集配員により,各 依頼医に報告される。

⑪ 技術管理用

管理用血清 を毎日検体 ζ同時 に分析 し,X-R管 理図法により精度管理を実施,日 報,月 報 とし

て,平 均値,標 準偏差,変 動係数がコンピュータにより計算され串力される。

⑫ 事務管理用

顧客別成績表(長 期保管用)

検査別,グ ループ別,件 数統計表(コ ス トノエ フェクティブネスの資料)

請求総括表,銀 行別振替依頼書,得 意先元帖,の 出力。

Eシ ステム適用の効果

一般に臨床検査 においては,分 析 に要する時間が35%,検 体分析前後の処理,報 告書の作成,精

度管理,統 計に要する時間が65%で ある。

システムの導入によって時間比が逆転 し,技 師はより一層,高 度の技術 を修得出来,事 務員にお

いては点数,料 金計算,請 求事務残業が激減 した。

現在コンピュー タ要員3名 はシステム導入の合理化,省 力化により人員配置転換 によって補充 さ

れた。.

より以上の大 きな効果は臨床検査の 「精確性,迅 速性,簡 易性,経 済性」の使命に一歩前進 した

ことであろう。
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9東 京学芸大学図書館業務機械化システム

Aは じ め に

大学の教育 ・研究の場で,大 学図書館 が資料の収集および蓄積,利 用機関として果たしている役

割は,大 きなものがあるが,近 年の資料の激増や利用者の要求の多様化等 によって,そ の役割はま

すます重要 なものとなって きた。一方,こ ういった状況のもとに図書館 自身 も文献検索等の新 し

い図書館技術の開発,導 入を迫 られると同時に,現 行の図書館業務の合理的処理 ・効率化が強 く要

求されている。電子計算機は,こ の解決のための有効な1手 段 として,そ の利用が図られてきた。

東京学芸大学附属図書館でも,日 常業務の合理的処理 と効率化,省 力化 を目的 として,1975年 か

ら電子計算機の導入を計画 し,その後調査,研 究の時期 を経て,1977年1月 には,機械 を導入,1977

年度に閲覧業務 と図書受入業務の システム開発 を終 えてその本稼動 を開始 した。

Bシ ステム の概 要

システムの処理対象業務は,閲 覧業務 と図書受入業務 ,雑 誌業務である。この内,前 二者は既 に

稼動 しているが,雑 誌業務は現在システム開発中である。閲覧業務では,貸 出カウンターでの利用

者への図書の貸出およびその関連業務 を機械処理する。一方,図 書受入業務では,図 書使用職員か

ら購入請求 を受けてから,図 書 を購入 し,受 入 ・管理 を行 うまでの範囲 を対象としている。両業務

の機械 化 システムの構 成 を5-9-1図 に示 した。

両 システ ムは,シ ステ ムと しては図書の登録番号(各 図書 にユニー クな図書番 号)に よって関連

しているが,計 算機 上 は両者 はお互い に全 く独立 したサ ブ システム を構 成 してい る。

ソ フ トウェ アの構 成 は,以 下の とお りで あ り,主 記憶 を閲覧 リアル タイム処理 用,図 書受入 リア

ル タイム処理 用,バ ッチ処理 用の3パ ーテ ィシ ョンに分割 して,3並 行 処理 を行 ってい る。

　 ターτ鷺 ≡≒lll璽i;多;:

(a)閲 覧 システム

1リ ア ル タイム処理(カ ウ ンター業務)

貸 出 カウ ンター に5-9-2図 にあ る閲覧端 末装置 を設置 し,図 書の貸 出 ・返却 を主体 と して リ

アル タイム処理 を行 う。デー タ入 力には,従 来 の図書館 機械 化で はキー イ ンまた はパ ンチ カー ドを
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5-9-1図 電 子 計 算 機 に よ る処 理 業 務 の 構 成

{1}閲 覧 システム カウンター業務 オ ンライ ンリア ルタイム処理 貸出
(中央処理装置稼動時)

返却

期限延 長

予約

図書 問合せ,
(特定図香の貸出状況)
閲覧 日報
(a-日の貸ttf`状況等簡単な統計)
利用者 ファイル ・チ ェ ック
(利用者の住所等の調査,変 更}

特別停止処分
(紛失IDカードを無効にする。特別に貸出を停止する。)

返却予定 日修正
(措定の図書の返却予定日を変更する。)

{2)図 書受 入 システム

テ1匡fJ|寸ナオミー ト業オ『芳

(パ ッチ処理)

オ フライン処理
(中央処理装置停止

リアル タイム処理

貸出

返却

閲覧日報

返却督促
(督促拶t,督促リストf乍成)

貸出統計
(分類別,身 分別統計作成)

指定図書利用統計
(個々 の指定1頭書の貸出統計)

利用者 ファイル更 新
(利用者の登録)

バ ッチ処理

一 予算表示

一 データ修正

一 検収

重複調査

物品請求 ・管理関連業務

支出負担行為関連業務

統計作成

業務用補助リスト作成

用 いていたの に対 して,バ ー コー ド(コ ーダーバ ー)を 使用 してい る。利用者 には,バ ーコー ド化

した利用者IDコ ー ドをっ けた図書館 利用証 を発行 し,一 方図 書 には,図 書 コー ド(登 録番号兼用)

と分類 コー ド(分 類 番号等。資料 の種類 を識別 す る)の バー コー ド・ラベ ルを貼付 す る。貸 出 に際

して は,バ ー コー ド ・リー ダー ・ペ ンで 利用者IDコ ー ド,図 書 コー ド,分 類 コー ドを読 み取 り,計

算機 によって貸出可否 の判 定 および記録 を行 う。利用者 の貸 出状況 お よび貸 出可否の判定 は,パ ネ

ル ・デ ィスプ レイ装置 に表示 され る。

バ ー コー ドの採 用は,特 に次 の点 を考慮 して決定 した。

① 機械化 以前 か らの蔵書(図 書館 備付 は約26万 冊 内開架図書6万 冊)の 閲覧 システムへの組
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み込 みが,比 較的容易に行える。

② ランニング ・コス トが比較的安い。

③ データの入力が容易で確実であ る。

カウンター業務は,閲 覧端末装置の運転方式 によってオンライ ン処理 とオフライン処理の2方 式

のいずれかによって行 う。 オンライン処理 は,電 子計算機本体 と接続 した状態で行 う通常の処理方

式である。 この場合は;貸 出 ・返却等の各処理データは,磁 気ディスク上の貸出ファイルに記憶 さ

れる(同 時 に,バ ックアップ用として,閲 覧端末装置のフロッピーディス クにも記憶する。)オフラ

イン処理 は,電 子計算機本体が故障等で運転不可能な時に,閲 覧端末装置単独で行 う処理であ り,

貸出 ・返却のデータは,一 時点にフロッピーディスクにのみ記録する。このデータは,翌 日,本 体

が正常運転 を開始 した時点で,一 括 して本体に送信 し,磁 気ディスク上の貸出ファイルを更新する。

ただ し,オ フライン処理時 には,貸 出制限が一部不完全となり,特 に貸出冊数の制限は不可能で あ

る。また,本 体と接続 していないために,業 務の範囲 も5-9-1図 のように限定 される。

2バ ッチ処理(運 用サポー ト業務)

5-9-1図 にあるとお り,リ アルタイム処理で得 られたデータにもとつ く返却督促状 ,統 計表

等のリス ト作成およびシステムのメンテナ ンス処理である。

(b)図 書受入システム

図書受入 システムは,予 算執行状況の把握 率,図 書受入状況の把握,煩 雑 な帳票作成の効率化,そ

の他の処理(重 複調査等)を 通 じて,受 入業務の円滑 かつ正確 な執行 を目的としている。

ユ リアルタイム処理

事務室内に設置 したCRTデ ィスプレイ装置 を介 して,予 算および図書デー タの参照 と修正(予

算は参照のみ),検収 を行 う。

① 予算:教 室毎,図 書館 部局合計等の予算の使用状況を画面 に表示する。

② 図書データ:図 書データは,一 度入力すれば,会 計処理 が完了するまでは画面 に表示が可能

であり,か つ一部デー タ項目の修正 もできる。 これは,教 室 からの問合せ,ミ スパ ンチ等のデータ

修正,デ ー タのチェック等に利用できる。

③ 検収:画 面上 に検収図書のデータを表示 させて,金 額 ・冊数(双 書の場合は巻号)を 入力す

る。同時 に書名等の修正 も可能である。

2バ ッチ処理

① 重複調査(一 部)

重複 して必要のない図書 を受入れることがないように,事 前に重複か否かを調査 する。計算機で

書名の前方一致によって重複 を調査 し,さ らに担当者が重複であることを確認する。

② 物品請求 ・管理関連業務
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処理 の段階に応 じて以下の帳票 を作成 し,受 入図書に登録番号 を付養する。

(1)請 求および命令書明細書

(ii)管 理通知書明細書

③ 支出負担行為関連業務

処理の段階 に応 じて以下の帳票 を作成する。

(i)発 注書

(ii)支 出負担行為書案

④ 統計業務

受入統計 を作成する。

⑤ 業務用補助リス ト作成

(iii)供 用 簿明細書

(iv)図 書 原簿

(iii)移算簿 ・推算補助簿 ・予算現況表

(iv)そ の 他

以下のリス トを随時作成 して,図 書の利用および図書受入状況の把握に役立てる。

(i)未 納督促 リス ト(iii)洋 書,AV資 料の目録 リス ト

(川 受入図書速報(iV)そ の他

C機 器 構 成

機器構成 を5-9-2図 にあげた。

閲覧端末装置は,特 に閲覧業務用 にアセ ンブルした装置である。通信制御装置は,4回 線 まで制

御で きる。

Dお わ り に

予定 した対象業務の内,雑 誌業務のシステム開発}よ,昭 和53年 度初の本稼動 を目標 として検討中

である。

本システムは,現 在のところ,本 学附属図書館の業務のみを対象として稼動 しているが,ハ ー ド

的には,通 信回線 を,な お3回 線までは制御で き,必 要があればCPUの メモリーの増設,補 助記

憶装置の増設 も可能であるので,閲 覧端末装置の増設が可能である。 ソフト的にも,閲 覧業務関係

のファイルを共有する必要がない場合には,全 く独立 したシステムとして複数の閲覧業務を処理す

ることになるので,比 較的容易に電子計算機の共同利用 という形で複数の図書館の閲覧業務 を処理

.で きよう。この方式は,単 独で電子計算機 を導入す る程 には規模の大 きくない図書館の機械化 を考

えるうえで,有 効な方式ではないかと思 われる。
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10国 立極地研究所画像解析 システム

Aシ ステム導入 ・開発の背景

日本 の南極 観測 が1957年 に開始 されて以来,満20年 を経過 した。 この間 に得 られたデー タや標本

は膨大 な量 になってい るが,こ れ らの貴重 なデー タをよ り多 くの研究者 の利 用 に供 し,極 地 の研 究

を発展 させ るとい う目的 で1973年 に 国立極 地 研究所 が創設 された。国立極地 研究所 は国立大学の共

同利 用研究所 と して創 られ,し か もわが国 にお』け る唯一つ の極地 研究の 公的機 関 であ るので,国 内

は もとよ り外国の 研究者 の利用 に も応 じられ るよ うな体制 が望 まれてい る。

研 究所の発足 と同時 に,ミ ニ コンピュー タを導入 しデー タの処理 を行 って きた が,増 大す るデー

タや標本 を効率的 に処理 し,よ り多 くの研究者 の利 用 に供 す るため1976年12月 中 型電子 計算機HI-

TACM-16011を 導 入 した。研究所 は超 高層物理,地 球物理,地 学,雪 氷,生 物 な どの研究部 門 か

ら構成 されている。規模 の小 さなわ りには多 くの分野 にまたがってお り,シ ステムの導 入 にあたって

も,汎 用的処理 システム にす る必要 があった。

一 般科学技術計算 は もちろん
,観 測デ ー タや標本 の デー タベース ・システム によ る集 中管理,多

量 な時系列 デー タの ダイナ ミック処理,オ ー ロラ写真 な どの画像解析,文 献検 索 な どが可能 な シス

テム を検討 した。

特 に南極 では オー ロラの写真 デー タが沢 山得 られてい るほか,雪 氷,地 理,地 形,生 物 などの 分

野 で も多 くの写真 や図形 デー タが得 られてお り,効 率 の良い画 像処理 システムの開発 が望 まれた。

Bシ ステムの概要

画像処理 システ ムの概 要 を5-10-1図 に示 した。 システムは二 つの部分 に大別 され る。画像の

入 力装置 としてテ レビカメ ラを接続 したIPU(lmageProcessorUnit)が あ り,種 々の解析 処理

1まM-16011で 行 う。 その概 要 は次 の通 りで あ る。

(a)画 像 処理 装置 側の処理

TVカ メ ラ∵カラー グラフ ィック ・デ ィス プレイとの入出 力デー タのや りと りを行 う基本 処理,絵

素 間の加減算,最 大 ・最小 などの基本演 算 を行 う。 した がって簡単 な解析 は画像 処理 装置側 だけで

も行 うこどがで きる。

(b)画 像 処理 装置 とM-16011の デ ー タ送受信

画像処理 装置 とM-16011と の デー タの や りとりは,M-16011シ ス テム をサ ポー トす るVOS2の
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極地研画像処理システムの概要

「
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入 力 リー ダ ・出力 ライ タに,DXC接 続 の オウ ンコーデ ィング ・プロ グラム を組 み込 み
,カ ー ド ・イ

メージ,ラ イ ンプリ ンタ ・イメージで行 う
。

(c)M-16011側 の 処理

画像処理 装置 か ら送 られて きた画像デ ー タに対 して,幾 何学的 変換,画 像 の追跡,面 積計 算 な ど

の本格的解析 処理 を行 う。処理 された結果 を グラフィ ック ・デ ィス プレイやX -Yプ ロ ッ ターな ど

の周辺機 器に出力 した り,逆 に画像処理 装置側 に送 り返 し,カ ラーデ ィスプレイに出 力す るこ とも

で きる。ユ ーザ は,こ れ らの処理 を行 うため ,用 意 されて いる約100本 のFORTRANイ ン ター フ

ェイス ・サ ブプロ グラム を適 当 に組 合 せ,目 的 に応 じた解析 が実行で きる。

Aで 述べ たよ うに,本 システムは多方面の分野 の研究 に利用 で きる汎用性 が必要 で
,次 のよ うな

特徴 をもたせた。

(a)豊 富 な画像 出力

M-16011側 で は4096×4096ド ッ トの グラフィ ック
t・デ ィス プ レイおよび そのハー ドコピT,X

-Yプ ロ ッ ター
,画 像処理 装置側 では14色 表 示512×240ド ッ トの カラー デ ィスプ レイなどに画 像 と

しての出力が可能 であ る。

(b)高 性 能 な画像入 力

写真,図 な どの画像 デー タは,画 像処理 装置のTVカ メ ラか ら入 力 され
,イ メー ジプロセ ッサ に

よ?デ ィジ タル化 され る。 その時の解像度 は最 大570×475ド ッ ト
.,分 解 能 は白黒 輝度 で64レ ベ ルで

ある。 またモニ タテ レビがあ り,入 力す る画像 を制御 す ることがで きる。

(c).M-1601と 画 像処理 装置の オ ンライン接続 によ る効率化

画像処理装 置側 の処理能 力の低 さを補 うため,DXCに よ りM-160Hと オ ンラ イ ン接続 し
,大 容
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量の必要 なパ ター ン認 識 など本格 的画像処理 はM-16011側 で行 う。

(d)豊 富 な手法 を備 えたソ フ トウェア

本格的 な画像処理 は,M-16011に 用 意 されて いる画像解析 サ ブルーチ ン ・パ ッケー ジ を使 用 して

行 う。 このパ ッケー ジはFORTRANイ ン ター フェイスの各種 画像 フ ァイルか らの入出 力,画 像処

理 の ため の各種手法 によ る画像デ ー タ演算,幾 何学的 変換,パ ター ン認識 のための基本的演 算 など

の処 理 を行 うサ ブルーチ ンか ら成 る。 ユーザ は研究 目的 に従 って,こ れ らサブル ーチ ンを適当 に組

合せ たメイ ンプログ ラム を作成 し,処 理 を行 う。

また,数 値計算結果 や統計計算結 果の グラフィック ・デ ィスプ レイへの出力 な どをグラフ ィック

・デ ィス プレイ上 に図形出力す ることも容 易にで きる。

画像処 理装置側 の主 なハ ー ドウェア特性 は次 の通 りで あ る。

(1)カ メ ラ入 力解像 度:最 大570×475ド ッ ト

(2)入力 デー タ分解能:白 黒 レベ ルで64段 階(純2進6ビ ッ ト0～63)

(3)カ ラ ーデ ィス プ レイ画面 サ イズ:20イ ンチ

(4)カ ラーデ ィスプ レイ表 示絵素数:最 大512×240

(5)カ ラーデ ィスプ レイ表示色:赤,緑,青,黄,シ ア ン,マ ゼ ンダ,白 および%輝 度 色の計14色

(6)カ ラーデ ィスプ レイジ ョイステ ィック付

C画 像 処 理 の 例

本 システムで行っ た画像処理 の実例 を示す。画像処理 装置の カメラによ り入力 されたオー ロラ写

真 デー タをM-160皿 に送 り,輝 度 レベ ルの輝度分 布 と輝度 レベ ルをZ軸 に した立体図形 をグラフ ィ

ックデ ィス プレイ上 に出力 した例 で ある。

処理 全体 の デー タの流 れ を5-10-2図 に示 した。

(a)デ ー タ の 入 力

入 力 するオーロ ラ写真 デー タを5-10-3図 に示 した。 この写 真 はDMSP人 工衛 星 によ り地上約

800kmの 上 空 か ら,カ メラを地 球上 に向 けて撮影 したオーロ ラで ある。 この写 真 をTVカ メ ラによ り

入 力 しフ ァイルす る。 ここで は128×128の 解像度 で入力 したが,こ れ は入 力時 にユーザ が任意 に

指 定で きる。 またモ ニ タテ レビによ り,画 面の入 力範囲 を指定 す る。面像 フ ァイルは最大 の解像度

で5枚 まで可能で ある。

(b)M-16011へ の デー タの送信

ここではすべての処理 をM-16011側 で 実行 しよ うと してい るので,IPU側 の画像 ファイルに格納

されてい るデー タを,DXCを 介 しM-16011の 画 像 ファイル に送 る。 ただ し,M-16011で 目的 に従

った画像解析処理 を行 うメインプロ グラムによ り,① 画像デー タ格納用 のエ リアの確保,② 画像 デ
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5-10-2図 画 像処 理 の 流 れ
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(c)M-16011で の処理 および結 果の出 力

濃度発生頻度 分布,求 めた頻度分布 をグラフ ィック ・デ ィスプ レイ上 に棒 グラフで表示 ,デ ー タ
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の 立 体表 示 などの処理 は,サ ブルーチ ンが作 られてい る。 したがっ て画像解析 サ ブルーチ ン ・パ ッ

ケー ジに登録 され ているサブルー チ ンを組 合 せ作成 した メイ ンプログ ラム によ り,次 の処理 を行 っ

た。

(1)M-16011側 の 画像 ファイルに格納 して あるデー タのx軸 ,y軸 方 向の絵素数 など画像 デー タ特

性 を抽出す る。

(2画 像 デー タエ リアの配 列Aを 割 り当 て る。

(3画 像 ファイル から(1)で抽 出 した特性 を持 つ画像 デー タを読み込 み
,配 列Aに 格納 す る。

(4頻 度 分布 を作成 す るた め,横 軸 の レベ ル分 け を行 う。

(5指 定 された領域内 にある絵素 の輝度発生頻度分 布 を求 め る。

(6)求め た頻度分布 をグラフ ィック ・デ ィスプ レイ上 に棒 グラフで表示 する。

(7×6)で描 いた画面のハ ー ドコピー をとる。

(8)グ ラ フィック ・デ ィスプ レイ画面 の消去 を行 う。

(9格 納 されてい る画像 デー タをグラ フィッ ク ・デ ィス プレイ上 に立 体表示す る。

(10×9)で描 いた画 面のハー ドbピ ー をとる。

この うち(6)の輝 度の頻度 分布の棒 グラフを5-10-4図 に,(10)の 輝 度 レベ ルの立体表 示 を5-10

-5図 に示 した。(1)～(10)の処 理 は,す でに用意 されて いるサブ ルーチ ンで実 行 した。

Dお わ り に

本 システム を含め,極 地研究所 の電 子計算機 システムは,「誰 にで も使 い易い システム」 とする こ

とを最 大の 目標 と してい る。 この画 像処理 システムは,汎 用性 に主眼 を置 いた ため ,ア プ リケー シ

ョン ・プログラムが多 く,初 心者や システ ムに慣 れて いない人 にとっ ては ,や や使 い に くい点 が あ

ろ う。 しかし,こ の 欠点 は,目 的のハ ッキ リ した処理 は共通の プロ グラム を作 成 してお くこ とで補

えよ う。

新 しい画像解析 サ ブルーチ ンの開発 およびサ ブルーチ ン ・パ ッケー ジに登録 されてい るサ ブルー

チ ンを組合 せ,汎 用的 なメイ ンプロ グラムの作成 が今後 の課題 である。
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11郵 政省簡易保険業務総合機械化 システム

Aシ ステム開発の背景

簡易保険事業は 「国民に簡易に利用で きる生命保険 を確実な経営 により,な るべ く安い保険料で

提供 し,も って国民の経済生活の安定を図 り,そ の福祉 を増進すること」を目的として,1916年 に

創設され,1976年 で創業60周 年 を迎 えた。

1977年3月 末現在,保 有契約件数5,100万 件,保 有契約高31兆6千 億円,資 産総額8兆 円 となっ

ている。

この膨大 な契約の事務は従来,東 京および京都地方簡易保険局 をメイン局 として,大 型コンピュ

ー タ(NEAC2200モ デル500計6セ ット)を 設置 し,各 地方簡易保険局(東 京,岐 阜,京 都,高

松,福 岡,仙 台および札幌)を サブ局 として,中 型 コンピュータ(NEAC2200モ デル250等,計

11セ ッ ト)を 設置 し,メイン・サブ局相互間で磁気 テープの交換 を行 ういわゆるオフライン ・バ ッチ

処理方式で処理 していた。今後,加 入者サービスの多様化,事 務量の増大等,事 業経営上の多 くの

課題を克服するためにも,機 械力の高度利用を図る必要があり,1976年 以来,業 務のオンライン化

について検討を重ね,シ ステム開発 を行ったものである。

Bシ ステムの 目的

本 システムの目的は次のとおりである。

(a)加 入者サービスの向上

① 簡易保険業務を総合的 に機械化す ることによって、オンライン処理方式等 により可能となる

新 しいサービスの提供 を行 う。

② 郵便局事務 をはじめ地方簡易保険局事務等へ機械力を浸透 させ,シ ステム全体の効率 を向上

させ ることにより,契 約件数の増大,新 種保険の発売等 に伴 う事務量増大および賃金の上昇等 によ

る経費の増高 を抑 え,加 入者負担の軽減を図る。

(b)事 務処理の迅速化,正 確化,簡 易化

データ通信技術の導入等により,事 務処理の迅速化,正 確化,簡 易化 を図る。

(c)経 営管理の近代化

経営管理資料を迅速,正 確 には撮 して適時適切な事業対策の推進等,経 営管理の近代化 を図ると

ともに,職 員の作業環境,就 労諸条件 を改善 して勤労意欲 を高め,事 業のイメージを向上 させる。
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全国の郵便局の うち,主 な郵便局にオンライン端末機 を設置 して,各 種請求に関するデータを通

信回線 を利用 してセンターに送 る。セ ンターでは,超 大型 コンピュー タで事務処理 をして,そ の処

理結果を郵便局の端末機 に送 り返 して,窓 口で待 っている顧客に即時 に答えるとい うオンライン.

システムである。

(a)事 務処理 に関係する事業所

本システムでは,事 務の特性 を考えて,セ ンター,サ ブセンターおよび端末局 に最適 に処理機能

を分散 させている。

① セ ンター

超大型 コンピュータを設置 して,保 険契約の内容を磁気ディス クパ ック装置のマスター ・ファイ

ルに記録 し,郵 便局で発生する各種請求 ,照 会等に応 じて,事 務の集中処理 を行 う。

② サブセンター

中型 コンピュータとインテリジェント端末機 を置いて,セ ンターのコンピュータとの間でオンラ

インまたはオフラインにより,郵 便局 からの各種請求に応 じた事務処理 を行 う。

さらに,端 末機 をセンターに接続する集配信処理装置 を設置 している。

③ オンライン局

全国の郵便局の うち,集 配普通郵便局(約1 ,000局)に インテリジェント端末機 を設置 し,事 務の

オンラインによる即時処理 を行 う。オンライン局で即時処理ができない保険金通常払請求等のよう

なものは,関 係書類 を地方簡易保険局へ郵送 し,サ ブセンターで事務の機械処理を行 う。

④ オフライン局

端末機 を設置 しない郵便局 をいう。 これらの局では,従 来 どおり手作業で事務の処理 を行い,関

係書類 を地方簡易保険局へ郵送 し,サ ブセンターで事務の機械処理 を行 う。

(b)全 国回線網構成

全国約1,200台 の端末機 を7箇 所の集配信処理装置 に接続 し,2セ ンターに収容 した大通信網で

ある。各端末回線は,
,デ ー タ量に応 じた通信速度の回線に し,さ らに,で きるだけマルチ ドロップ

収容 とし,回 線費の低減 を図った。

なお,回 線網設計には 「通信回線網設計プログラム(NETS)」 を使用 した。

(c)事 務処理の方式

本 システムでは,事 務種類別にそれぞれ必要性,経 済性等を考慮 して,最 適な事務処理の方式 を

適用 している。 その基本的な処理形態は次の4方 式である。

① オンライン ・リアル ・タイム処理
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5-11-2図 全体データ処理体系
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オンライン局で,即 時処理 が必要な事務に適用している(例:保 険金等即時払
,即 時貸付,契 約

変更,契 約内容照会 など)。

② オンライン・バッチ処理

オンライン局で即座 に処理結果を知る必要性はあまりないが
.で きるだけ早 く契約内容等 を記録

したマス ター ・ファイルの更新を行 う必要のある事務等に適用 している(例:保 険料受入報告
,貸

付金,同 利息受入報告,併 合団体請求,領 収帳 ・受入票の再発行請求 など)。

③ インハ ウス ・オンライン処理

鞭 局で即時処理 を行 う・とのできないものについて,サ ブセ ・ターにお・・て,即 時に処理 して,

その結果を早 く郵便局に郵送する必要のある事務等 に適用 している(例:普 通貸付の通常払
,保 険

金等通常払など)。

④ オフライン ・バッチ処理

前記①～③ の処理方法によらない事務 に適用 している(例:新 規契約締結
,復 活,保 険金等払渡

監査,オ フライン局受持契約の保険料受入監査,併 合団体請求,契 約変更など)。

(d)シ ステム構成

(1)セ ンターの構成

① 機器構成
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各 セ.タ ーはNE..AIC92・ ・で,本 体系装置 をデ ュプ ・・ク構 成 とし・主要 媚 辺 装置ts二 重 化

お よび クロス コー ルが可能 な構 成 とした。

5-11-3図 セ ンター機器構成
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② プロ グラム構 成

標靴 洪 通化,モ ジュール化 を徹底 し,管 理 プ ・グラムを識 せず業務処理 プロ グラムを作成

で きるよ うに,イ ン タフェース ・プロ グラム およびマ クロ を設 け た。

さらに,生 産性,品 質 お よび保守性 の向上,機 化 お よび均一化 を目的 と して・ハ イレベル言語

SYSL_2を ベ ース1・POML(POM・y…mO・i・ …dMacr・Lang・ag・)を 開 発 し適用

した。

(2)サ ブ セ ン ターの構成

① オフライ ン用 シス テム

各サ ブセ ンターはNEAC2200モ デ 戊レ250で,
シ ングル構成 と し,プ ログラムは保守性 をよ くす
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5-11-4図 センタープログラム構成
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② 集配信処理装置

各 サ ブセ ンター は,デ ュプ レッ クス構 成 と し,プ ロ グラムは,保 守性 をよ くす るため各 局同そ と

し,運 用 も同 一 と してい る。 さらに,人 間の オペ レー ションを極 力少 な くし,半 無人化 と して いる。

③ 端 末機

簡 易保険業務専 用 に開発 した もので あ り,イ ンテ リジ ェン ト ・ター ミナルで ある。入 力媒体 は,

ス タック式 のマー クシー トで運 用の簡便化 を図 っている。 出力は連続帳票 お よびOCR帳 票 で ある
。

(3)オ ン ライ ン局 の構 成

簡易保険業務専用 に開発 した端 末機 で あ り,』インテ リジェ ン ト ・ター ミナルで ある。入 力媒体 は ,

磁 気 カー ドおよびマ ー クシー トで運 用の簡便化 を図って いる。磁 気 カー ドは,・保険料 受入票等 の伝

票 と直接機械 への入 力媒体 を一元化 した もの で,3年 間 繰 り返 し使用 に耐 えるもので ある。出 力は

帳票 で ある。 ∴

Dシ ステム適用の効果

'(a)事 務 処理 の合理 化 tt・・

各事業所で行 われてい る事務 が,総 合的 にむだな く整理統合 され るとと もに原簿 ・帳 票類 のハ ン
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5-11-5図 郵便局用端末機
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ドリングが減少 し,各 種統計報告類が省略 される。

(b)事 務処理の正確化

各種請求等の計算処理が機械で行われるので正確 となり,誤 りがあった場合にもエラー ・メッセ

ージの出力が迅速 に行われ是正措置 を早 くとることがで きる。

(c)事 務処理の迅速化

オンライン処理方式の導入により,窓 口待 ち時間の短縮,デ ー タの郵送等 による処理の遅れの解

消等が可能となる。

(d)事 務処理の簡易化

複雑な保険金等の支払計算が機械 で行われるようになり,多 岐 にわたる事務手続が端末機の操作

ということで統一され る等,事 務処理の単純化が可能となる。

(e)経 営管理資料のは握

経営管理資料のは握が超大型 コンピュータおよびデータ通信回線網等の活用により,大 幅に改善

され,迅 速,正 確なデー タが得 られる。

(f)利 用面での融通性

各事業所から,即 時にマスター ・ファイル等を索引で きるので,利 用面での融通性 を増 し,加 入

者からの申告等 にも最新の正確 なデータに基づ き柔軟に対応することが可能 となる。
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(9)制 度面,事 業運営面での活用

本 システムの活用により,即 時処理範囲の拡大,受 持局以外の局での即時処理が可能となるほか,

将来は順次,保 険設計,福 祉施設予約の即時処理 ,生 活情報サービスの提供,市 場情報管理,顧 客

情報管理,外 務活動情報管理等 を行 うことが可能 となり,加 入者サービスの向上,あ るいは業績の

向上 を図ることがで きる。

(h)事 業イメージの向上

技術的に時代の最先端 をいくオンライン・システムの実施により,事 業のイメージアップを図る

ことがで きる。

Eオ ンライン推進計画

本 システムは,1977年2月 東 日本 地 域 の 東 京,仙 台お よび札幌の3地 方 簡易保 険局 と芝郵 便局

等首 都圏 の郵便局10局 か らサ ー ビス を開始 し,順 次 オ ンライ ン局 を拡 大(本 年9月 末現在91局)し

なが ら順 調 に稼動 して いる。

1978年1月 には,西 日本地域 で もサ ー ビス を開始す るこ ととして お り
,以 後,ほ ぼ毎 月20局 か ら

40局 程 度 オ ンライ ン局 を増加 させ て,1980年 度末 まで に集配普通郵便局 約1 ,000局 の 全国 オ ンラ イ

ン化 を完 成 させ る計画 で ある。
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12運 輸省飛行計画情報処理 システム

ならびにレーダー情報処理 システム

Aは じ め に

航空 交通 管制の分野へ の コンピュー タ導入 は航空 路管制の部門 と,タ ー ミナル管 制部 門において

行 われて いる。

航空 路管制部 門では飛行計 画 をオ ンライ ン処理す る"飛 行計画情報処理"(FDP=FlightData

Processing)と 航 空路監視 レーダーの信号 をオンライ ン処理す る"レ ー ダー情報処 理"(RDP=Radar

DataProcessing)と が ある。 ター ミナル管 制部門で は空港監視 レー ダーの信号 をオ ンライ ン処理

す る・ター ミナル管 制情報処理 システ ム"(ARTS・A…m…dR・d・ ・T・ ・minalSy…m)が あ る・

FDPシ ス テムは東京航空 交通管 制部 にその中央処理 システムが設置 さ れ,東 京,札 幌,福 岡 およ

び那覇の各管 制部 に係 る飛 行計画 を中央処 理 シス テムによ り集中的 に処理 し,管 制 に必要 な資料 を

編 集 して デー タ伝 送回線お よび集配信 装置 を介 し,各 管 制部 に提供す るシステムで あ る。

RDPシ ス テムは全国8ケ 所の航空 路監 視 レー ダー(横 津 岳,上 品 山,山 田,箱 根,三 国山,三

郡 山,加 世 田,八 重岳)の 情報 を各管 制部 に,そ れ ぞれ設置 された処理 システ ムによ り処理 し,管

制 に使用 され るグラフ ィック表示装置 に航 空機の位置 を示す シ ンボル に加 え,便 名,高 度 等の デー

タを文字 表示す るもので ある。

ARTSは 東 京 お よび大阪空港 に導入 され,各 空 港の監 視 レーダーの情報 を処理 し,RDPと 同

様 の表示 を管制 に提 供す るシステムで ある。

各管制部 の管 轄空 域 を5-12-1図 に,航 空 路 レーダーおよび管 制情 報処理 システ ムの構成 を5

-12-2図 に示 す。

BFDPシ ステ ム

(a)FDPシ ステムの機能

航空路管制において飛行計画に基づき,各 航空機の飛行経路,高 度および飛行時間を予測 し,航

空機相互間に危険や異常な空の混雑が発生しないよう 「時間間隔」や 「高度間隔」や 「横間隔」 を

設定 して飛行の承認を与える形態は"Procedural管 制"と 呼ばれる。飛行中,レ ーダーにより予測

の変化や状況に応 じて適切な指示を与える"Radar管 制"の 形態 とは相互に機能補完の関係にある。

FDPシ ステムは前者のProcedural管 制に必要 な管制資料を飛行計画から編集 し処理を加え,プ

リンタやCRT表 示装置 を介 して管制に提供するものである。航空機は出発の約30分 前に,便 名,
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型式,巡 航 高度,速 度,飛 行経 路等 を記載 した飛 行計画 を空港 事務所 に提 出す る。 飛行計画 は空港

か らテ レタイプ自動 中継 システム を経 由 し,オ ンライ ンによ り東 京管 制部のFDP中 央 処理 システ

ムに入 力 され る。中央 処理 システ ムの 処理機能 の概略 は以下 に示す とおりで あ る。

① 飛行計画の 各頃 日につ いてその形式 およ び内容の妥当性 を点検 し,飛 行経路の 分析 を行い,

各通 適地点 間の飛 行時 間 を計算 しフ ァイルす る。

② 管制部 の出発空港 を管轄 す る管制卓 の プリ ンタに出発 用デー タ(出 発用運航 票)を 印刷,出

力す る。

③ 各航空機 につ いて レー ダー によ る識 別の ため,2次 レ ー ダー ・ビー コ ン・コー ドを害ll当て る。

④ 出発時刻 が管制卓 か ら入 力 され ると,通 過地 点 ごとの経路用デー タを作 成 し,そ の通過地 点

を管 轄す る管制卓の プ リンタに印刷,出 力す る。

⑤ 飛行 中に高度 また は通過予 定時 刻等,管 制卓 か らの各種入 力によ りフ ァイル を更新 し,変 更

情 報 を管制 卓のCRT表 示 装置 に出 力表示 す る。

⑥RDPお よ びARTSに 対 して便 名,ビ ーコ ン・コー ド,通 過地 点お よび時 刻等,レ ー ダーに

よる航空 機の識 別 に必要 な飛行計画 デー タを編集 し伝 送す る。

(b)FDPシ ス テムの構 成

FDPシ ス テムの 中央処理装置 は,NEAC-2200シ リー ズN575計 算 機3系 によ り構 成 され,

そ の うち2系 は1日24時 間,デ ュア ル形態で運 用 され,他 の1系 はプロ グラムの変更,新 機能の 開

発 および管 制の評価 に使 用 され る一方,予 備 系 と して常 に切替 可能 な状態 を保 ってい る。N575(1

メ ガ字 容量)各1台 に対 し,通 信制 御用前置 コ ンピュー タが2台(32KW)お よ び外部補助記憶 と

して磁 気 ドラム,デ ィス ク・パ ックおよび磁気 テープが備 えられ,そ れ らは3系 の中央処理装置 のい

つ れに も切替可能 とな って いる。各管 制部の管制 卓 にはFDP端 末 装置 と して運 航票 を印刷,出 力

す るためのプ リンタ,お よび飛行計画の変更 表示,お よび約20種 数 の情報 の入 力を行 うためのCRT/

キ ー ボ ー ド入出力装置 が管制 とのイ ンタフ ェース と して備 え られている。

全ての入 力情 報は中央処理 装置2系 によ り,入 力の同期 がと られ,照 合 され た後,両 系 によ り処

理 され,処 理結果 につ いて再照合 され出 力,あ るいはフ ァイル され る。磁気 ドラム には それ らの飛

行計 画デー タの フ ァイルお よび航空路,空 港 航空 機型式等のテーブ ル類 が格納 され,ま た入出 力

バ ツフア と しても使用 されて い る。デ ィスク・パ ックには システ ムの初期設定 の プログ ラム,オ ーバ

レイ ・プログ ラム等 が格納 され,ま た,シ ステムの障害時 の記憶復旧の ための航空機 データ・ファイ

ルが常 に更 新 され,記 憶 されてい る。磁 気テー プには全ての入 出力および航空機 デー タが保存 され,

統 計 デー タと して使用 され る。

中央 処理 システ ムか ら札 幌,福 岡,那 覇の各管制部 に対 す るデ ー タの学 校 の た め2400bpsデ ー

タ伝 送回線で結 ばれ,そ れ らの管制 部 に置 かれた集配信装置S2950(32KW)を 介 して端 末 とデー.
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タの交換が行われている。

4管 制部のRDPお よび東京,大 阪空港のARTSに 対 して飛行計画データを提 供するためそれ

ぞれ1200bpsお よび200bps回 線 で結合 されコンピュー タ間のデータ伝送が行われている。ま

た東京および大阪空港のター ミナル管制所および管制塔に中央処理 システムの遠隔端末装置 として,

プリンタおよびCRTが 置 かれ,入 出機のデー タが出力されている。

東京管制部の管轄す る大平洋西部空域 にっいて,飛 行計画から航空機の現在位置 を計算 し,航 空

機の位置,機 名,予 定飛行経路,高 度等をグラフィック ・デ ィスプレイに表示 し,管 制計画設定の

資料とするための表示 システムがFDP拡 張機能として現在整備 されている。FDPシ ステムは以

上のように各 システムの中枢であり,高 度の信頼性を必要 とするため,主 要装置,電 源空調等の施

設の多重化がはかられ,ま た昭和60年 の交通に対応 し得る処理性能を確保 し,全 トランザクションの

95%に ついて3秒 以下で処理 されるよう,シ ステム構成および回線が設計 されている。

(c)FDPシ ステムの位置づ け

FDPシ ステムの導入によって,従 来人間が手書により作成 していたデータ作成および飛行所要

時間が,電 子計算機により行われ,正 確かつ迅速 に処理 されることとなるので,管 制システム内の

入間の書記的作業が能率化 され,航 空管制の安全制や航空機の経済性の確保について,よ り高度 な

判断を行い得るよう,管 制能力の向上を可能とす るものである。

5-12-3図 飛行計画情報処理システムの構成
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一 方
,管 制 は常に将 来の 交通状況 の変 化 を予測 し,安 全 を確保す る もので あるが,同 システムの

フ ァイルす る飛行計画 デー タが,そ の ため に不可欠で あ り,秩 序正 しい航空の流 れ を制御す る うえ

で,有 効 な資料 を提 供 し得 る よ う,引 続 きFDPシ ステ ムの機能 の拡張 が考 え られてい る。

CRDPシ ステム

(a)RDPシ ス テ ムの機 能

航空路管 制 にお ける レー ダーの導入 は,当 初Procedural管 制 の補完 手段 と して,交 通密度の高い

空域 か ら順次導入 され,管 制能 力の 向上がは か られて きた。 現在,全 国 に8ケ 所 の長距離航空路監

視 レー ダー(半 径200マ イ ル)が 備 えられ,本 土上空約1400フ ィー ト以上 の主要航空路の ほぼ 全域

がカバー され るよ うレー ダー網 が整 備 された。

Radar管 制 へのRDPシ ス テムの導入 は,こ れ らの レー ダーサ イ トか らの情 報 をコ ンピュー タに

入力 し,デ ィジタル処理 す るこ とによって,従 来の レー ダー表示装置 によ り理解 しやすい情報 を付加

して管 制資料 と して提 供 しよ うとす るもので あ る。 同 システ ムによ り表示 装置 上 に航空機の位置 を

示 す シンボ ルに加 え,便 名,指 示 高度,現 在高度,等 の情 報 を文字表示す るものであ り,そ の 主な

機 能 を以下 に示 す。

①

②

③

④

⑤

⑥

1次 レー ダーの信号 を量 子化 し,パ ター ン認 識 によ り航空機 目標 を検出す る。

2次 レー ダー信号 を解説 し,航 空 機の位置,高 度 を検 出す る。

1次 および2次 レー ダーの般空 機の位置 を照合す る。

2次 レー ダー(1次 レ ーダー と照合 され たもの を含 む)の 位置 を予測 し追 尾す る。

レー ダー情報 とFDPか ら受 けた飛行計画 デー タとの照合 を行 う。

航空機の位置 を示 す シ ンボル,速 度ベ ク トル,お よび便 名,指 示高度,現 在高度等の デー タ

を表示す る。

⑦ 各管制席 間,隣 接管制 部門tsよ びARTSと の レー ダー管制 移管t青報の交換 を行 う。

(b)RDPシ ス テムの構成

RDPシ ス テムは札幌,東 京,福 岡 および那覇の各管 制部 に設置 され,横 津岳 お』よび上 品山 レー

ダー は札幌管制 部 に,上 品山,山 田,箱 根 および三国山の レー ダーは東京管 制部 に,三 国 山,三 郡

山 お・よび加 世田 レー ダーは福 岡管制部 に,八 重岳 レー ダー は那覇管 制部 に引 き込 まれてい る。

レー ダー情 報は レー ダー ・マ イクロウエー ブ ・リ ンクによ りレー ダー基地 局(ま たは管 制部)に

送 られ る。 基地局(ま たは管制部)に は 「レー ダー 目標検出装 置」 が置 かれ,レ ー ダー信号 がデ ィ

ジタル化されて4800bps回 線 によ り管 制部 に送 られる。管制部 には 「追尾制御装置」「中央処理装置」

「表示 制御装置」および表示装置 が置 かれ,目 標検 出装置 か ら送 られ たデ ィジタル ・レーダー情報 を処

理 して表示装置 にデ ィジ タル表示す る。
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一 方
,レ ー ダー基地局 で 生 レーダー情報の伝送 帯域 を2MHzか ら48KHzに 圧 縮 し

,ア ナ ログ

ビデオを管 制部 宛伝送 し,管 制部 において その ビデオ信号の帯域 を伸長 して表示す るアナロ グ系の

デー タ伝送経路 が並行 して確保 されて い る。

基地 局の 「レー ダー 目標検出 装置 」 は2重 化 され たハー ドウエ ア装置 で
,1次 レー ダーお よび2

次 レー ダー ビデ オの量 子化 を行 い,ス イープ間の相関 によ る航 空機の検出
,お よび1次,2次 の 航

空機 目標 の位置 相関 を行い,航 空機 の位 置,ビ ー コン ・コー ド
,高 度 等 の情 報 を4800bps回 線 に

よ り管制部 に伝 送す る。管制 部 には 「追 尾制御装置」 が各 レーダーに対応 して デ ュアルで設置 され
,

レー ダー目標検 出装置 か ら送 られた情報 はこの装置 に入 力 され る
。追尾 制御装置 は32KWの メモ リ

を もつ 計算 機 を内蔵 し,目 標 検 出装置 か らの航空 機の位置 をレー ダーの極座標 か らステ レオ グラフ

座標 に変換 し,ス キ ャンごとに航空 機の位置予測 を行 い,位 置誤差 を平滑化 し,中 央処理装 置 に対

し,ビ ー コン ・コー ド,航 空 機の位置 ,ベ ク トル,現 在高度の情報 を伝 達す る。「中央処理装置」 は

東京管制部で はRN575電 子 計算 機(1メ ガ 字容量)が2系 ,他 の管制 部で はRN375が2系,デ

ュ アル形態で置 かれてい る。 中央 処理装置 は追 尾制御装置 か らレー ダー情報 を受 ける一・一一方
,FDP

シ ス テ ム と1200bps回 線 によ り接続 され
,便 名,.ビ ー コ ン ・コー ド,推 定 高度,通 過地点 とその

5-12-4図RDPシ ステムの構成(東 京管制部例)
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通過予定時刻等の飛行計画データを受信 し,レ ーダー情報と飛行計画情報とを,ビ ーコン ・コー ド

を介 して照合する,照 合の結果,航 空機の便名,位 置,現 在高度,ベ ク トル,指 定高度,お よび表

示すべき管制席等一連の情報が組合わされ,表 示制御装置 に送り出す。中央処理装置は隣接管制部の

RDPシ テスムおよびARTSと1200bps回 線で結 ばれ,レ ー ダー管制移管情報の交換を行って

いる。同装置の外部記憶 として磁気 ドラムには,障 害時 に対処 して記憶復旧ファイルが書き込 まれ,

ディスク・パックにはシステムの始動に必要な運用プログラムが格納 されている。また磁気テープに

は中央処理装置に関する入出力情報の記録が保存されるほか,シ ステムの評価等に必要 な航空機の

処理データを記録することも可能となっている。

中央処理装置は,各 管制卓ごとに対応して設置された表示制御装置に対 して航空機の表示データ

を分配 す る。

「表示制御装置」 は表示装置(PVD=PlanViewDisplay)と 対 応 して置 かれ,16KWの 記憶 容

量 をもつ計算機 を内蔵 す る装置 であ る。表示制御装置 は中央処理装置 か ら転 送 される航空 機のデー

タを編 集 してPVDに 送 り出すほ か,PVDに 付 加 されて いる トラック ・ボ ールおよび,入 力パ ネ

ル,.並 び にキーボー ド等 の入 力装置の制 御および入 力メ ッセ ー ジの処理 を行 う。 表示 制御装置 か ら

PVDに 対 し55Hz/秒 の リフ レ ッシュ ・レー トに よ り送 り出 され る。

「表示 装置」(PVD)に は3種 の 表示 形式 があ り,管 制 卓か らその表示 モー ドが選択可能 とな っ

て い る。 その1はTVモ ー ドで あ り,帯 域圧縮 伝送系 か ら送 られる生ビデオの画像 を走査線変換 装

5-12-5図 管制卓

航空路管制川管制卓

　 　 ル酬 融鳥
.墨 魁 ぱ

㌘ ㌫三 瓶 四 目

プ ラン ピ ュー デ ィス プ レイ

フルキ ーボ ー ドFDPキ ーポ ー ド

トラ ック ボー ル
ク ィ ノク ア クシ ョンキ ー

CRDCRTCRT
ス トリップ プ リ ン ター

電 話 キ ーFDPキ ーボー ド
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置 を 介 して ラジアル ・ス キャ ンか らTVラ ス タ ・ス キャ ンに変換 し
,945本 の走査線 によ りPVD上

に 生 レー ダー映像 を映 し出す方式で あ る
。 その2は 表示制御装置 からのデ ジタル情 報のみ を映 し出

す 方式 で あって フル ・デ ジタル ・モ ー ドと呼 ばれる。第3は 生 レーダー映像 の上 にディジ タル 情報 を

ス ーバ イ ンポーズす る方式 でTVミ ックスモー ドと呼 ばれ
,ラ ス タ ・スキ ャ ンの フ ライバ ック時

間 を利用 し,ラ ンダム ・ア クセ スに よ りデ ィジタル ・デー タが書込 まれ る方式 であ る。

ディジタル情報の流れと,ア ナ ログ情報 の流 れは互 に フェー ル ・ソフ トの立場 にあ り,か つ,各 系

とも高度 な信頼性 を確 保す るため,主 要装置 および回線 が2重 化 されてい る。

5-12-6図 表示モー ド

TVモ ー ド TVミ ッ ク スモ ー ド フルデ ィジタルモー ド

1.TVラ スタスキャンによ る生ビデオの プ

ライ トデ ィスプレイ表示
2.TVラ ス タ スキ ャ ンに よ る生 ビデ オ の プ

ラ イ トデ ィス プ レ イノ乏示 と デ ィジ タ ル表

示 の ミ ・ノクス モ ー ド

(デ ー タプ ロ ソク17～25機2乏 赤 口f能)

:食61糎29・ 品 書・26・233・r

3.ラ ンダムアクセ ス ライテ ングによる

フルデ ィジタルモー ド

(デー タプロ ノク50機 ノ《示可能)

;きi

(c)RDPシ ステムの位置づけ

従来の レーダー管制では航空機の目標 が点や線分で表示 され,人 間がその中から ①航空機の目

標 を検出 し ②その目標と便名とを人間が照合 ・記憶 し ③航空機の移動を追尾 し,ま た③航空機

との無線電話により高度情報を入手 していていたが,RDPシ ステムにより,そ れらの負荷がコン

ピュータに移されることとなるので,人 間はそれらの定形時負担から開放され,本 来の管制に専念

し得 る余裕を得ることとなる。

5-12-7図 航空機のデータ表示

JA12345… …(便 名)

＼_il=1::::‡:瀦 謙)
RDPシ ス テ ムはまた・ レー ダー および飛行計画 デー タから情報 を収集 し

,見 易 い形 に加工 して

図形 表示す る3次 元の ピク トリアル ・ディスプ レイの概 念への基礎 として位置 づけられ るものである
。
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13関 東地方建設局利根川 ダム統合管理 システム

Aは じ め に

最近水資源の有効利用が社会問題化 され,そ のキメ細かな運用を要求 される昨今,そ の統合管理 を

受持つ当事務所でもこれに対応すぺ く1976年 度 か ら利根 川上流域 ダム群 を中心とした統合管理 シ

ステムを計画,77年3月 その幌成をみた。

なお,こ れに伴 うダム個所のサブシステムも今年度計画中につ き,併 せてその概要 にっいて紹介

する。

5-13-1図 利根川ダム統合管理システム

B利 根川の流況と統合管理

利根川は関東平野 を貫流する本邦第一の河川で,そ の水源 を群馬県利根郡水上町の丹後山に発 し

南流 して渋川で吾妻川と合流,前 橋 を過 ぎて平地河川となり烏川,渡 良瀬川,鬼 怒川 を合せて330㎞

銚子 において大平洋に注いでいる。

利根川上流域の流域面積は約5150㎞m2,そ れに渡良瀬川流域 を含めて約8,600k㎡となりその流域内に

6個 の多目的 ダムを有 し,約3億5千 万㎡の有効貯水量を有 しているが,そのダムはそれぞれ個性 が
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強 く,例 えば

奥利根のダム

群(矢 木沢,

藤原)は 年間

12m余 りの降

雪量 を有 して

4,5月 に流

入量が多 く下

久保,草 木 ダ

ムについては

7～8月 に降

雨による流入

量が多い。

その他各 ダ

ムの有効貯水

量,流 域面積

等著 しく相違

しているため

従来は相当な

経験と技術で

洪水期 に対処

していた。ま

た,平 常時の

非洪水期には

沿岸の農業用

水,都 市用水

〉

ノ外

諮
消 桐生

良

瀬

…y,川 開発

岱

沈

占忍 ＼晶
扁滅 貯水池 鵠 詩
相模ダム

手賀が 驚　・譜(北 浦

繍 臨 北謀 .

欝縷騨

5-13-2図 流 況 図

補給等キメ細かく行っていたが,時代の要請によ り,なお一層効果的 な統合管理 を要求されている。

Cダ ム統合管理 システムの概要

利根川 ダム統合管理システムは,降 雨に始まる自然現象 を観測 し利根川上流域 に設置す るダム群

によって河川の流水制御を行 うサイバネティックス途上の自然現象 に対する開制御 システムである。

業務の体系は5-13-3図 の とお』りで,事 務所 を中心としたメインシステムと
,各 ダム管理支所
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5-13-3図 ダム統合管理システム図

メインシステム(統 合管理事務所)

サ ブ シ ス テ ム(グ ム7る∫Ψ支川り

・デー タ集 中管 理 シス テ ム

・1㌃測 演 算 シ ステ ム

・レ ー ダ雨Ill観 測 シ ステ ム

・各種 デ ータの収 η～演 算

・ダム 諸lltの 計 算 ノ2'」ミ

・ダム 操 作 の 記録

・デー タの 転 送

/ ./

「

1

1

1

1

l

l

L

(上也ソノ建1没局)

「 一 ー ー ー 一 「

,

|

1河 川 情 報 シ ステ ム

1

1

　

L_____」

を単位 としたサブシステムから構成 され,私 設電話回線を介 して階層構造的に密 に接続 されており・

回線が破壊 されても最低限ダム管理支所の単独業務が維持出来る機能 を持たせている。

la)メ インシステムの機器構成

(1)デ ータ集中管理装置

本装置はテレメー タデータを基としてその収集,一 次処理 統計計輪 よ臓 示 その他のf乍業 を

行っており,大別 してデータ収集部 とデータ処理部 に別けられる。データ収集部は3台 のマイクロコ

ンピュー タを主体 としてデータの集配信 を行ってお』り,一 部バ ックアップ用ラインプリンタおよび

紙テープパンチを設けている。,

データ処理部は収集以降のすべての処理 を行い,ダ ム管理デー タの前段処理,高 低水管理の一般

業務 セ ミデータバンク,デ ータ通信$・1鱒 を行い・詳細機能および機舗 成は5-13-1表,5

-13-4図 のとおりである。

(2)予 測演算装置

本装置はデータ集中管理装置 と並行 してその転送デー タを基にして各種予測計算を行 うもので,

主要機器の構成は次のとおりである。

CPU

MDS

MT

CCU

CRT

.ACOS-600512KB

:200MB×2台

:9TR×3台7TR×1台

:DN-330

:DDS-400B

(3)レ ーダ雨量計装置

本装置は赤城山々頂 にレーダサイ トを設{す,前 輪 内の事務所間約2・k・をマイク・無線回線で結

び,レ ーダ受信 デー タを収集,解 析 および表示を行っている。

本装置はメイ・システムとはオフライ・で統合管理システムに加 わり・雨情報の即時性 と短時間

での予測 が出来,有 力な情報源となっている。



予測 システムへ

河川情報 システムへ

雨量水位テ レメー タ

デ ー タ (62量)

ダム諸呈 デー タ

(6ダ ム45量)

水位流量 データ

(11量)

5-13-4図 データ集中管理システム機器構成図
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5-13-1表 処 理 内 容一 覧 表

機能の分類 項 目 対象 デー タ 処 理 の タイ ミン グ 入出力機器 備 考

デー タ収集部からの人力 白系TMデ ー タ(雨 ・水) 毎定時 デー タ収集部

〃 連 テ レデ ー タ(水)
〃 変化時 〃

デ ー タ 収 集
〃

中枢局からの入力

ダム諸1正デー タ

他系 デー タ

〃 〃

受1言暗 晦 正時)

〃

CCU

受信 デ ー タのチ ェ ッ ク 入 力す る全デー タ 入力毎

異 常 デー タの判 定(桁 数 チェ ッ ク)入 力す る全デ ー タ
入力毎

]寺間雨顕 卜算 全雨」辻局 毎正時

時間雨皿欠測ホテン 毎正時雨ぱ
〃

一 次 処 理累加雨量計算

流域平均時間南丘計算

全雨止局
〃

〃

〃

流域平均累加 〃
〃 〃

マイナス水位計算

H-Q変 換

全河川水位

主要地点河川水位 1及噸 儒 め

時間雨量流域平均時間雨量警報判定 全雨量局
毎定時

警 報 判 定

累加雨」止 流域平均累加雨量

水位"

〃

全河川水位

〃

〃(連 テ レは入 力毎)

〃 〃

デー タ表示盤

グラフィック表示盤
流量"

〃

ダム諸ぱ" 全ダム諸ぱ 〃 1/bタ イプライタ

デー タの 表示

河川水位の表示

河川流石tの表示

河川施設デー タの表示

主要地点の河川水位
〃 河川流量

主要施設

毎定時子は麟 ぽ 襯

デー タ入 力毎 グラフィック表示盤

ダム諸且の表示 全 デー タ デー タ入 力毎 デー タ表示盤

時間雨量累加雨量の印字

流域平均雨玉tの印字

必要雨」i凋
〃

毎定時

〃 LGタ イプ

将来LG列 プを増設し

時間如印字するものであ

るが当面LPに 日報作成

時報 の 印 字
河川水位の印字

ダム諸」遣の印字

河川施設の印字

必要河川

各ダム

必要河川施設

〃

毎定時及びダム操作時

毎定時

時に自動的に出力するほ

か必要の都度手動操作に
より時報を出力する

El両雄流域平均 日雨量計算 必要時間雨1正
.

河川水位El最 大最小平均 必要河川水位.

統 計 計 算 ダム諸良日最大最小平均合計 各ダム貯水丘 日報作成時

河川施設日最大最小平均 必要河川施設水位

〃 日最大最小日合計 〃 取水量

雨量日報印字

水位 〃

毎正時雨ぱ及び統計計算結果
9〃 河川水位 〃

午前9時 又は要求時
〃 ラインプ11ン タ

流域平均雨止を含む

日報等 印 字
.

ダム 〃 ダム別 ダム諸兄 〃
〃

ダム操作印字

累加雨]it〃

〃 操作時諸量 〃

毎正時 問々雨量累加雨量

要求時
〃 降雨開始より終了まで

原 始デ ー タファ イル ・
入力した形の毎正時データ(1日 分)毎正時. 磁気 ドラム

フ ァ イ ル 処理 デー タファ イル

原始 デー タ1ケ 月フ ァイル

処理後の 〃(7日 分)

入力した形の毎正時全データ(1ケ月}

〃

午前9時

〃

磁 気 テープ

デ ー タ転 送

データ収集部(監 視局)への転送

汎用電算機への連送

中枢局への転送

必要 デー タ(処 理 後)

〃(〃)

〃(〃)

随時

毎定時全データ入力後要求時

毎正時全データ処理後

デー タ収 集部

CCU

".

転送設定による

降雨状況図 その1 正時々間雨量累加雨量. 要 求時 、

水位流量時間変化状況図'
・主要地点毎正時水位流量 〃 1;

CRT表 示

流水伝播状況図 ヨ
ダム操 作状 況図.

時刻 デー タ表示(ダ ム)

ダム操作記録

ダム諸鼠

〃

↓

〃

㊨

〃

－i

CRT

'・(水 位) 水位流量 〃

〃(雨) 時間雨量
〃

バ ックア ップ 紙テープの入力 毎正時データ 要求時
署

PTR
処理 部故障回復 後
欠測 デ一 夕ホテ ン ー

処 理修正デー タの入力(数 値) 毎正時一次処理後のデータ(8日分)
〃 CRT

欠測及 び異常 デー
タのホア ン

警報値の入力 警報値作成デー タ 〃 CRT

そ の 他
ダム諸量計算 ダム諸王源 始データ 〃 CRT磁 気ドラムMT ダム諸丘デー タ欠

潮時のホ テ ン



①

②

③

④

レー ダサ イ ト(雨 量 セ ンサ ー)
、

周波 数:5300MHZ

空 中線 電力:250UW

ビデ オ処理:デ ジ タル積 分

空中線:3Mパ ラボ ラ

レー ダリレー

伝 送方式:16CH,PCM

搬 送 波:7GHZ,FM

伝 送 速度:1MDit/S

デ ー タ収集装 置

CPU:TOSBAC40C48KB

MT:9TR(Pr記 録 用)

解 析処理 装置

CPU:TOSBAC40C64KB

5-13-5図
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予測演算装置機器構成図

中 央処理装置

ACOS-600

システム

制御装置

人出力処理装置 じ記能装置

384KB

増設記憶装il'{

128KB人出 力

チャンネル
人 出 力

チヘシオ・ル

一
コンソール
タイプライタ

ラインプリンタ装置

805行/分

111字 稲 /㌃,.,。
デ ィス プ レイ

データ通信

制御装置

1)N-330

(48KB)

二/
/ カー ド読取装;i'(

1050枚/分
システム

操作1巨

一 Lデ.,処 理、.テ

レー ダ川ll(計 シス

・ その他 システム

16イ ンチ カラー

カナ文字 人リ

八一 ドコピー付

ライ トペ ン付

紙テープ

処理装置

＼

紙 テープ、洗堰装置

1、000「〃 秒
、

一

一 シ リア ル

プ リ ン タ

一 「

磁 気ディスク

処理 装孜
1

()
磁a磁 気
デ ィスツ デ ィスク
装1∫'～ 装 置
200MB200MB {⊇:ノ ＼ ノ

磁気テープ

処理装置

舷気チーフ
装 置
7トラック

磁気 磁気テーーフ

装 置
9ト ラック

800

s鷲 カ ー ブ プ ロ ッ タ

◎ ・御装・

カー ブ プ ロ・ソタ

装 置
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⑤

(b)

第5部 コンピュータ適用業務の具体例

MT:7TR(時 間 雨量記録 用)

CCU:1200B/S

雨 量 計 デ ィス プ レイ装置

CPU:TOSBAC40N40KB

CRT:3200キ ャ ラク タカ ラー

サ ブ システムの機 器構成

サブシステムは各管理支所 として機器を構成 し,当 該ダム流域内の雨,水 テレメータデー タ,ゲ

ー トバルブの開度信号および発電電 力量のソース諸データによりダム諸量の演算 ,記録,表示 および

デー タ転送を

行 うもので,

f列えメインシ

ステムとの回

線が結ばれな

くとも単独に

操作業務 を行

える機能を有

する。

特 にダム操

作 に必要な流

入量,放 流量

(赤城 山)

デー タサービス変復調装置

(前 橋)

5-13-6図 レーダ雨量計装置機器構成図

等 の諸計算 は出水状態 に合 せて選 択処理出来,直 接の ダム管理 の合理化 を目ざ している。

尚機器構 成は図5-13-7図 の とお りで ある。

雨 水 デ ー タ

(6～11量)

貯水位

ゲー トバ ルブ

(最大9門)

発電電力量

テレメー タ

監視装置

入
力
制
御
部

CPU

(MCH)
1

1
水位

分岐装置
一

A/D

変換装置

定数

設定盤
一

タイ フ。ラ イ ター

ダム 日報 用

タイプライター

ダム操作 日報

デー タ表示盤

(警報表示)

デー タ転送装置

MODEM

メ イ ン シス テ ムへ

5-13-7図 サブシステム機器構成図
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(c)メ イ ンシステムのユーザー ズ ソフ トウエ ア

(1)デ ー タ集 中管理 システム

本 システムは ダム統 合管理 としての一般業 務の中 で最 も中枢 をなす システ ムで
,管 内6ダ ムの状

況 お よび流域内 の水 文,水 象 デー タをオ ンライ ン ・リアル タイムで監 視運 用す る もので その フロー

チャー トは図5-13-8図 の とお りで ある。

なお本 シス テムは管理支所 のサ ブ システ ムと終始 オンライ ンで接続 され,さ らに予測演算 システ

ム側 のデー タバ ンクおLよび上部機 関(河 川情 報 システム)と もオ ンライ ン接続 し
,処 理デ ー タは一

週 間分 を保存,生 デー タは磁気 テー プで永久保 存す る。

処理 されたデー タは,メ デ ィア と してグ ラフィッ クパ ネル,ダ ム情 報盤CRTデ ィス プレイ,

ライ ンプ リン タおよび操作 卓 に リアル タイ ム出 力 し
,任 意 デー タのバ ッチ出 力 も可能 な為,降 雨,

流 況 ダム情 報 も迅速 に把握 出来 るな ど,合 理的 な ダム管理 業務 を目的 にシステム設計 されてい る
。

使用言語 は,デ ー タ収集装置 では ア ッセ ンブラベ ースで ,デ ー タ処理 システムでは プロセス制御

用 フ ォー トラ ンを使 用 してい る。

(2)予 測 演算 システム

前記 デー タ集中管理 シス テム よ りオンライ ン転送 を受 けた デー タを用 いて
,ダ ムの洪水調節 計算

補 給 のための水配分計算 その他 を行 うもので,そ の ソフ トウエ アの構成 は次の とお りで ある。

予測 シス テム ー デー タバ ン ク ・システ ム

降雨予測 システム

洪水調節 シス テム

低 水管理計算 システム

日々管理 システム

報告 書作 成 システム

① データバ ンク ・システム

転送 されたデータを予測 システムの磁気ディスク装置に整理 ,フ ァイルシステムである。デー三夕

の種類 として雨量,水 位,流 量,ダ ム諸量および用水量 を1ケ 年分記録 し
,諸 システム計算のソー

スデータとするものである。

② 降雨予測システム

降雨は流域流出推算の必要情報で,地 域分布,時 間分布 を計算 し,こ れからどの程度の降雨があ

るかの予測 システムである。

③ 洪水調節計算 システム

ダムの洪水調節計算 をCRTデ ィスプレイによる対話方式で行 うものである。

④ 低水管理計算 システム

水位基準点である栗橋より上流の流域流出計算 を行 うためのプログラムである
。



管理 プロ グラム

電源投入又は
電源復旧

システム

イニシ ャライズ

割 込 要 求 判 別

:ヌ∈行ll,つ噛ロ プラムと

割込内容の優 先度判

定処理

磁気 ドラムへ
退避

デー タ収集装置

か らの人力

上位局か らの
データ伝送 要求

5-13-8図 デ ー タ集 中 管理 ゼネ ラ ル フ ロ ーチ ャー ト

① ② ③ ④

(・TART)
1

受信

饗驚劉

送信 ・受信

送信

転送 デー タ

リクエスト内容受信
デ ー タ受信

1 1
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予測 デー タフ ァ

イル更新

1

デー タ転送

(RETURN)
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毬
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で指定

ll ll
CRT

デー タ
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警報値
設定
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1
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の再 開始

① ②③ ④ ⑤
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タ 処 と デ
処 理 の1
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1受
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伝 処
送 理
処
理

デー タ入 力

デー タチ ェッ ク

警報あり
警報判定

警報出力 警報なし

ファイル更 新

・原始 デー タ

・1次 処理 デー タ
・ダム操作記録

・MTフ ァイル

●表示 フ ァイル

印刷項目指定 紙 テー プ入 力

u

×

い

1

>

ラインプ リ

ンタ出力

バ ッ久アップ処 田]

理ファイル修正 濃≒

RETURN

s

喜

CRTデ ー タサ ービス内容

1.降 雨状況 図

2.水 位流 量時間 変化図

3.流 水伝 播図(洪 水,低 水)

4.ダ ム操作状況 図

5.降 雨デ ー タ表

6.流 水 デー タ表

7.ダ ム操 作デー タ表

グラフ ィックモ ー ド

〃

"

〃

キャ ラクターモー ド

〃

〃



14電 電 公 社 のデ ー タ通信 サ ー ビスの現状

Aは じ め に

電電 公社のデー タ通信 サー ビスは ,1968年 に群馬銀 行 および全国地 方銀行-協会の各 為替通信 シス

テム を開始 して以来順 調 な発展 を遂 げ
,1977年3月 末現 在で58シ ス テムが稼動 してい る。

電電公社 のサー ビスは,デ ー タ通信 設備 契約 に基 づ き
,電 電 公社 が通信回線,セ ンタ設備,宅 内

装置 ならびにソフ トウ ・アなどを一括 して提 供 す るもので あるがピ シス テムの利用態様 性格 など

から2種 類 のサー ビスに大別 され る。

その第1は,大 型 コ ンピュー タの共同利用 に よるコス トパ フ ォーマ ンス向上 とネ ッ トワー ク機 能

によ るオ ンライ ン処理 をね らい と した もので
,電 電 公社 があ らか じめ システム機能 を定 めて設備 を

提供 し,こ の機能の範囲 内で システ ムを設 計 ,建 設,提 供す るいわば レデ ィメー ド型 の サ ー ビス

(肝 「公衆 ヂ タ通信 サー ビス・ とい う)で あ り,不 特定多数 の搬 ユ ーザ を対 象 とした もので

ある。

5-14-1表 公衆データシステム

(1977年3月 末 現在)

シ ス テ ム 名 セ ン タ ー 設 置 場 所 サービス開始年月

科 学技 術 計算

(DEMOS)

*(DEMOS-E)

東 京
n 1972.8

*田 1973.12

*IV 1976.3

大 阪

1 1971.6

*n 1974.1

*田 1975.12

名 古 屋 1972.8
*福 岡 1974.10

販売在庫管理

(DRESS)

東 京
1 1970.9

n 1973.2

*皿 197510

大 阪
1 1971.1

n 1973.9

*m 1976.3

名 古 屋
1 1972.3

H 1974.9

*田 1976.9

福 岡 1 1973.3

n 1977.2

札 幌 1973.3

広 島 1974.8
*横 浜 1976.9

(注)L科 学技術 計算東 京1セ ン ターは廃 止(1971 .3～19764)。2
.*印 はDIPS使 用 の もので ある。
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また,そ の第2は 特 定利用者(ま たは利用団体)の 求 め に応 じ,そ の対象業務 に適 したシステム

を電電公社 が設計,建 設,保 守す るい わばオー ダー メー ド型 のサー ビス(以 下 「各種 デー タ通信サ

ー ビス」 とい う)で ある。

以下,同 公社の提供 す るデー タ通信 サー ビスについて システムの概要,利 用状況 などの現状 を概 、

観す る。

B公 衆データ通信サービス

公衆 デー タ通信サ ー ビスには 「科 学技術 計算サ ー ビス」 および 「販 売在庫 管理 サー ビス」 があ り

1977年3月 末現 在,そ れ ぞれ8シ ステム,14シ ス テム が稼 動 してい る(5-14-1表)。

(a)科 学 技術 計算 サー ビス

科 学 技術 計算 サ ー ビ ス(DEMOS-DEndenkoshaMultiaccessOn-lineSystem)は ・わが国最

初 の本格 的商用 タイム シェア リング システ ムと して1971年3月,東 京 にセ ン ターを開設 し・サー ビス

5-14-2表 サ ブセ ン ター に よ るDEMOS-Eの サ ー ビス状況

(1977年3月 末現在)

地 区 サ ー ビス開 始 年 月 地 区 サ ー ビス開 始年 月

横 浜 1973.12 姫 路 1975.4

札 幌 1974.1 和 歌 山
〃

仙 台
〃 富 山 1975.7

金 沢 〃 福 島 1975.10

神 戸 〃 盛 岡 1975.11

広 島
〃 旭 川

〃

北 九 州
" 徳 島 ノノ

川 崎 1974.2 高 知 〃

京 都 ,' 長 岡 1976.'2

新 潟 1974.3 松 本 〃

.名 古 屋
〃 長 崎 ,ノ

静 岡
〃 堺 ,ノ

岐 阜 ノノ 倉 敷 1976.3

岡 山 1974.11 釧 路 〃

浜 松 1974.12 沼 津 "

福 井 〃 千 葉 1976.4

相 模 原 1975.1 前 橋 1976.7

高 松 " 函 館 1976.12

松 山 〃 山 形 1977.1

四 日 市 1975.2 寝 屋 川 "

長 野
,' 浦 和 ノ'

国 分 寺 〃 青 森 1977.2

三 鷹 1975.3 秋 田
ノノ

八 尾 ,' 佐 賀 "

西 宮 ノノ 宮 崎 ,,

熊 本 〃 福 山
'ノ

大 分 〃 下 関 層
ノノ

鹿 児 島 〃 帯 広 1777.3
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を開始 した。 また,1973年12月 に は,従 来 のDEMOSに 加 え,公 社 が国産 メーカ3社 と共 同 開 発

した超 大型電 子計算機DIPS-1に よ るDEMOS-Eの 提 供 を開始 した。 また,こ れ と同時 に広 く

コンピュー タパ ワー が利用で きるよ うにサ ブセ ンター 方式 を導 入 し(5-14-2表)
,サ ー ビスエ リ

アの拡大 を図 って いる。

一方
,ユ ーザーのDEMOSか らDEMOS-Eへ の移 行 に伴 い,設 備の効率的利用 を推進 するため,

1976年4月 東京 でセ ンターの統廃 合 を行 った。

(1)サ ー ビスの概要

DEMOS-Eは,多 数 のユ ーザー が通信 回線 に よって結 ばれた それぞれの端末機 からセ ンターの

大型 コ ンピュー タにア クセ ス し,各 種計 算処理 などを行 うコンピュー タの共同利用 システムで ある
。

利用者はDEMOS-Eに 備 え られ た ライブ ラリプログ ラムの利用 は もちろん,利 用 者 自身 が自由

にプロ グラム(利 用者 プログ ラム)を 作成 し,業 務処理 を行 うことがで きるほか
,利 用者 プログラ

ムやデー タをセ ンターに保管 し使 用す ることがで きる。

また,処 理方式 には即時処理 と一括処理 があ るが,こ れ らの利用 にっ いては,す べ てユ ーザーが

処理業務 の性 質に応 じて コマ ン ド(指 示言 語)で 必要 な指示 を与 えることによ り自由 に選択 す るこ

とがで きる。使用言 語はFORTRAN,COBOL,BASICお よ びPL/1の 使 用 が可能で あ り
,技

術計算 から事務計算 まで広 範囲の 業務 に適用 可能で あ る。

ライブラリプログ ラム と して は,利 用者 の プログ ラム作成の煩雑 さを解消 させ るため に頻繁 に使

用 され ると考 えられるプロ グラムが準 備 されて お り,ラ イブラ リ数 は約600本 に達 して いるが,今

後 ともその拡 充 を図 ってい くこと として い る。 これ らの ライブラ リプログ ラムには,従 来 の建築 ,

土 木構造 計算 などの技術計算,PERT,シ ュ ミレー シ ョン,LPな どの経 営計算 を主体 と した ライ

ブ ラリに加 え,1976年 には新 たに事務計算 分野 の拡 充 を図 るため ,デー タ検索 ライブ ラリ(DORIS),

財 務 会計 ライブ ラリ(FINAS),財 務 諸表分析 ライブ ラリ(FISTA)お よ び給 与計 算 ライ ブ ラリ

(PACS)の サ ー ビスを開始 した。

(2)利 用状況

DEMOSの 利用状況 は,1971年 の サ ー ビス開始以 来順調 に伸 び ,1977年3月 現在,全 国各地で約

1,100端 末 に接続,約920ユ ー ザ ーが利用 して いる。

ユーザーの状況 をみ ると
,業 種 別 では建築設 計事務所 を含 むサ ー ビス業,建 設 ・製造 業が主 な利

用者 であ り,DEMOSは 設 計計算等 の技術 計算 に強 い とい う特性 を有す ることを示 しているが
,1976

年度 にサ ー ビス を開始 した給与 計算,財 務計算 を利用 す るユーザ ーも次第 に増加 してい る。

また,ユ ーザ ー規模別 にみ る と,資 本 金1,000万 円 の小規模企 業 から10億 円 以上 の大規模 企業 ま

で広 く利用 されてい る。 これ は中小 規模 企 業 において は コンピュー タの共同利用の メ リッ トを ,大

規模 企業 にお』いて は二次 的利用 によ るメ リッ トを生 して いるため と思 われ る。
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(b)販 売 在庫管理 サー ビス

販 売在庫 管理 サー ビス(DRESS-DendenkoshaREaltimeSales-managementSystem)は

オ ンライン ・リアル タイム機能 を駆使 して,企 業 における販売 在庫,生 産管 理等の企業活動 をサポ

ー トす るデー タ通信 サ ー ビスで1970年9月 に東京 セ ン ター を開設 しサー ビスを開始 して以来 ,1977

年3月 末で14セ ン ターが稼動 してい る。 この うち東京 皿1,大 阪In,名 古屋In,福 岡ll,横 浜 の各セ

ンターはサー ビス内容 の拡 大 を図 ったDIPS-1を 使 用 してサ ー ビス を行 ってい る。

また,1973年9月 よ り全国的 な需要 に応 ず るた めサ プセ ンター方式 を導入 し,サ ー ビス地域 を拡

大 してい る(5-14-3表)。

(1)サ ー ビスの概 要

DRESSは,セ ンター に設置 された共同利用 の大型 コンピュー タと,こ れ と通信回線で結 ばれて

いる端末機 とで構成 され てお り,導 入 に先だつ現状 分析,シ ステ ム設計 から利用 開始後 の アフタケ

アまでの ソフ トウェア ・ハー ドウェアを一体 とした システム商 品で あるとい う特徴 を備 えて いる。

利用者 は,月 々の取 引デー タを端末 か らイ ンプ ッ トす るだ けで,あ らか じめセ ンターの利用者 フ

ァイルに格納 されて い る商品台帳 や顧 客台帳等 の内容 の更 新,各 種 伝票作成 あるいは日報,月 報 な

5-14-3表 サブセンターによるDRESSの サービス状況

(1977年3月末現在)

地 区 サ ー ビス開 始 年 月 地 区 サ ー ビス開 始 年月

横 浜 1973.9 大 分 1975.3

金 沢 〃 鹿 児 島 "

京 都 ノノ 福 島 1975.4

神 戸 〃 富 山 1975.6

北 九 州 〃 倉 敷 1975.7

仙 台 〃 水 戸 1775.12

新 潟 1973.12 長 岡 1976.1

岡 山 1974.3 松 本 1976.2

松 山 〃 山 形 ,ノ

岐 阜 ノノ 高 知 〃

姫 路 〃 徳 島 'ノ

一 宮 1974.6 前 橋 1976.3

熊 本 1974.7 宇 都 宮 〃

静 岡 〃 函 館 ,ノ

福 井 ,' 佐 賀 1976.7

旭 川 1974.8 宮 崎 1976.9

浜 松 1974.12 秋 田
〃

高 松 〃 青 森 〃

長 野 1975.1 釧 路 1976.12

下 関 1975.3 福 山
〃

豊 橋 〃 千 葉 ,ノ

八 尾 〃 帯 広 1977.3

和 歌 山
,' 甲 府 ノ'

盛 岡 〃 浦 和 〃

長 崎 ノ,
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ど の管理資料作成 が可能で あ る。 また,本 社,支 社,営 業所,倉 庫 な どを結 んでメ ッ七一 ジ,伝 票

と全社的情報 の一元 化 が実現 で きる。処理 方法 には即 時処理 と一括処理 の2っ があ り
,伝 票作成,

在庫 問合せ等 は即時処理 で行 い,各 種 管理 資料 の作成 は一括処理 で行 っている。

また,DRESSに 適 した対 象業務 は,販 売,在 庫,受 発注 ,経 理業務,生 産 管理 等の企業活動 に

おける管理 業務 が中心 となってい るが,シ ス テム設計 の いかんによ っては多分野 にわた る トー タル

システムが可能 で ある。 また,1976年5月 に経 営分析 ,倉 庫 業等 の標準 プログラム を開発す るなど

サー ビス内 容の拡 充 に努 めて いる。

(2)利 用 状況

DRESSは1970年 にサ ービスが開始 され1977年3月 末現 在
,約3,200端 末 に接続,約970ユ ー ザ

ーが接続 されて いる。

ユーザーの状況 をみ ると,業 種別 で は卸 売業,製 造 業 が全体 の約90%と な ってお り,規 模 的 には

資本金5,000万 円 以下 の もの が半 数以上,ま た,従 業 員100人 未 満 の企業 も約半数 と小規模 の企業

での利用 が中心 となってい る。 しか し,今 後 は ネ ッ トワー ク機能 が充 実 され ることによ り
,自 社の

コンピュー タと併用 す ることによって経 営 の合理化 を図 ろ うとする大規模企 業の利用 が増加す るも

の とみ られ る。

C各 種データ通信サ ービス

電電公社の各種データ通信サービスは1968年8月 群馬銀行為替データ通信 システムを第1号 とし

てサービスを開始 して以来,順 次増加 し,1977年3月 末現在36シ ステムが稼動するに至 っ て い る

(5-14-4表)。

電電公社は従来から公共的,全 国的,開 発先導的なシステムを重点に国民福祉の向上,社 会開発

の推進 などに寄与するいわゆるナショナル ・プロジェク ト関連 システムの開発 に積極的に取 り組ん

できた。

たとえば,運 輸省自動車登録検査 システム,気 象庁地域気象観測 システム,環 境庁環境情報シス

テム,農 林省生鮮食料品流通情報 システムなどがすでにサービスを開始 している。 なかでも1976年

11月 にサービスを開始 した農林省生鮮食料品流通情報 システムは,農 林省が全国各地の農林省各組

織等から収集 した生鮮食料品に関する流通情報 を生産者,流 通業者,行 政機関等に提供 し生産 と消

費の調査,地 域間の価格均衡等 を図 り物価対策の一助にしよ うとするものであり,そ の成果が期待

されているものである。

このほか,救 急医療体制の確立 に寄与す るものとして社会的にも注 目されている救急医療情報 シ

ステムが現在,神 奈川県において開発実験中であるほか,大 蔵省官庁会計事務 システムも近 くサー

ビス開始 が予定 されている。また,受 託 システムとして運輸省航空路 レーダ処理 システム,郵 政省
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為替貯金 システム等を設計 ・建設 しているほか,多 くのシステムにっいて主管省庁等のシステム化

構想 に協力 している。このほか,わ が国ではオンライン化が金融関係を中心 として普及 して きたこ

とが公社システムにも反映 されており,高 いウエイ トを占めているが,こ のなかでも最近は共同利

用型 システムである,信 用金庫協会 システムの伸びが著 しい。1976年10月 にサービスを開始 した全

国信用金庫協会 システムは全国7地 区にある信用金庫協会 システムを結び信用金庫の為替業務を即

時処理する全国的 ネットワークシステムである。 このシステムは将来全国銀行システムとの接続も

5-14-4表 各 種 デ ー タ通 信 システ ム

(1977年3月 末 現在)

業 種 シ ス テ ム 名 対 象 業 務 センター設置場所 サ ー ビス開始 年 月

運 輸 省 自 動 車 局 登 録 ・ 検 査 東 京 1970.3

気 象 庁 気 象 観 測 情 報 " 1974.11

官 公 庁
環 境 庁 環 境 情 報 茨 城 1975.3

農 林 省 生鮮食料品流通情報 東 京 1976.11

横 浜 銀 行 預 金 ・為 替 ・ 貸 付 横 浜 1972.5

中 央 相 互 銀 行 預 金 ・ 為 替 名 古 屋 1972.10

静 岡 銀 行 預 金 ・為 替 ・貸 付 清 水 〃

大 生 相 互 銀 行 預 金 ・為 替 ・貸 付 東 京 1972.12

群 馬 銀 行 預 金 ・為 替 ・貸 付 前 橋 1973.2

全 国 銀 行 協 会 為 替 東 京 1973.4

百 十 四 銀 行 預 金 ・ 為 替 高 松 "

青 森 銀 行 為 替 青 森 ノ'

西 日 本 相 互 銀 行 預 金 ・ 為 替 ・貸 付 福 岡 1973.6

京 都 銀 行 預 金 ・ 為 替 ・ 貸 付 京 都 ノ,

北陸地区信用金庫協会 預 金 ・ 為 替 金 沢 〃

金 融
広 島 相 互 銀 行

東海地区信用金庫協会

預 金 ・ 為 替

預 金 ・ 為 替

広 島

名 古 屋

,ノ

1973.8

広 島 信 用 金 庫 預 金 ・ 貸 付 広 島 1974.1

北海道信用金庫協会 預 金 ・ 為 替 札 幌 1975.10

現 金 自 動 支 払 現 金 自 動 支 払 東 京 1975.11

九州地区信用 金庫 預 金 ・ 為 替 福 岡 1975.12

東北地区信用金庫協会 預 金 ・ 為 替 仙 台 1976.3

千 葉 銀 行 預 金 ・ 為 替 ・貸 付 千 葉 1976.5

北 海 道 銀 行 預 金 ・為 替 ・貸 付 札 幌 1976.7

東京都信用金庫協会 預 金 ・ 為 替 東 京 1976.8

大阪府信用金庫協会 預 金 ・ 為 替 大 阪 〃

中国地区信用金庫協会 預 金 ・ 為 替 広 島 1976.10

全 国信用金庫協会 為 替 東 京 ,'

近 畿 相 互 銀 行 預 金 ・為 替 ・ 貸 付 大 阪 1976.11

税理士会
東 京地方税理士会

東 京 税 理 士 会

税 務 会 計

税 務 会 計

横 浜

東 京

1974.2

1976.10

名 古 屋 税 理 士 会 税 務 会 計 名 古 屋 1976.12

農 協
鳥 取 県 農 協

富 山 県 農 協

信 用 ・購 買 ・販 売

信 用 ・購 買 ・販 売

鳥 取

富 山

1972.8

1973.3

運 輸 東 亜 国 内 航 空 座 席 予 約 東 京 1972.10

医 療 神奈川県救急医療情報 救 急 医 療 情 報 横 浜 1976.12
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予 定 され てお り,こ れ が実現 す る と全 国の金融機 関の大 半 を網 羅 す る世 界で も例 をみ ない画期 的 な

もの となろ う。 また,税 理士会 システム も増加 しつつ あ るが ,信 用金庫協会 システム と同様 共同利

用型 であ り,こ の傾 向は公社 シス テムの特 長の1っ といえよ う。

D今 後 の 課 題

ここ数年,わ が国の デー タ通信 をめ ぐる環境 の変化 にはめ まぐる しい もの がある。

この よ うな中 にあって,電 電 公社 は従 来 か ら公共的性格 の強 い システ ム
,全 国規模 にわ たるシス

テム,開 発先導 的 システムの開発 に重 点 をおいて取 り組 んで きた。

この取 り組 み姿 勢は今後 も変 るものでは ないが ,と くにナ シ ョナル ・プロ ジェク ト関連 システ ム

の開発,先 導的技術 開発へ の努力 は今 日,電 電公社 デ ー タ通信 事業の大 きな課題 となってい るとい

える。

(a)ナ シ ョナル ・プ ロジェク ト関連 デー タ通 信 システ ム開発 の推進

医療,公 害 防止,教 育,流 通等 の社会開発,人 間福祉 を指向 す るナ シ ョナ ル ・プロ ジ土ク トの実

現 にあたってデー タ通信 の果た す役割 は極 めて大 きい もの がある。

電電公社で も,こ れ らナ シ ョナル ・プロジェ ク ト関連 システムの開発 にっいては積極 的 に取 り組

んで きた ところで あ り,前 述 したよ うに,そ の成 果 は着 実 にあが りっ っあ る。

一方
,社 会的 に もナ シ ョナル ・プロ ジェク トを実施 す る うえで情報処理 システムの導入 が極 めて

効果的で ある ことの認識 が次 第 に深 ま りっっ あ る。 しか しなが ら,こ のよ うな システムは,技 術 的

にも新規の分野 を含 むのみ な らず企業内 シス テム とは異 な り,一 省庁 にとどま らず,複 数機 関,地

方 自治体 あるいは関連 民間団体等 まで関係 す るものが多 く,種 々困 難 な問題 をかかえて いる。

電気通信 サ ービスの分野で長 い歴 史 と総合 的 な技術 力 をもっ電電 公社の一層の努 力とともに,各
へ

種関係主体間および国民の合意 と協力が今後のナショナル ・プロジェク ト関連データ通信システム

の早期実現のために強 く望 まれるところである。

(b)デ ータ通信技術の開発

データ通信の発展のためには情報処理分野の技術的基盤の拡充が必須である。

現在電電公社で技術開発 に取 り組んで いる代表的なものとしては,デ ータ通信用超大型 コンピュ

ータの開発をめざすDIPS計 画の推進
,デ ータ通信等 に適 した新データ網の開発実用化,異 機種 コ

ンピュータお』よび端末間の通信 を容易にするための通信規約(プ ロ トコル)を 定める 「データ通信網

アーキテクチャー」(DCNA)の 開発,お よび電気通信技術全体の飛躍的な向上 をもたらす と期待 さ

れる超LSIの 開発などがあげられる。

なかでもDIPS計 画はDIPS-1に 比 して大幅 に性能向上 を図ったDIPS-11の 全モデル(10,

20,30)が すでに完成 し,そ れぞれ商用化計画 が進められている。また,新 データ網は速度,品 質
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付加機能の面でこれからのデー タ通信(伝 送)需 要 に優れた適応性をもっものである。現在は商用

試験 を前に各種試験を実施中であるが,あ わせて1979年 のサー ビス開始 に向 けて具体的な検討 を

進めている。

さらに,デ ータ通信の将来動向としては,シ ステムの広域化,機 能分散化が進展するもの と予想

されるが,こ れに対処するためにデータ通信 ネットワークにおける機能分担,プ ロ トコル体系等 を

定めるデータ通信網 アーキテクチャーの本格的開発着手は社会的にも極めて注目されており,開 発

の暁には新データ網 とあわせ,わ が国データ通信 の発展 に大 きく貢献するもの と期待 されている。

Eお わ り に

以上みたごとく,電 電公社デー タ通信サービスも創業以来9年 有余を経て事業として大きな発展

を遂げるとともに,わ が国データ通信事業の発展に大きな役割 を果 してきた。 しかし,反 面新たに

幾多の問題 も予想 されるが,こ れら問題点 を克服 してこそさらに大きな飛躍が期待 されるものとい

える。電電公社 としても公社データ通信事業の果すべ き役割,期 待 される責任 を完遂することが,

わが国情報化社会の形成に必須 なことであろ う。



第6部 金融業 にお け る第2次 オ

ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム

は じめ に

1.第 一勧 業銀 行 にお け る第2次 オ ン ライ ン ・シス テム

2.三 井銀 行 に お ける経 営情 報 シス テム ・マ イテ ィC

3.富 士 銀行 にお け る第2次 総 合 オ ン ライ ン ・システ ム

4.三 菱銀 行 にお け る第2次 オ ンラ イ ン ・シ ステム

5.三 和銀 行 に お ける第2次 オ ンライ ン ・システ ム

6.住 友 銀行 に おけ る第2次 総 合 オ ンライ ン ・システ ム

7.相 銀 九州 デー タ通信 シス テム

(銀 行 配列 は統 一金 融機 関 番号 順 によ る)
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口
わが国のコンピュータ利用を産業別 にみれば,わ が国の金融機関の利用は他産業 に比べてその歴

史 も古 く,1959年 には じまり,コ ンピュータの性能の飛躍的な向上 と,わ が国の経済の発展にとも

なって,金 融業界のコンピュータ化 が急速に進展 し,1966年 には電気産業に次いで,第2位 のコン

ピュータ利用産業になり,1977年3月 末現在で4,426セ ット(全 産業セ ット数の10.87%),金 額に

して,4,832億 円(全 産業の金額の19.08%)で,産 業界では第1位 の地位 にある。 とりわけ,最

近5年 間の成長率は金額 にして21.46%(全 産業の成長率は16.53%)で,金 融機関のコンピュータ

化がさらに強化 されたことを物語っている。

わが国の金融業 におLけるコンピュータ利用の内容を概観すると,主 として第1世 代機 あるいは第

II世代機 を利用 し,オ フライン処理を行 っていた1959年 から65年 までの時代 と,第 五世代および第

m世 代機 によって銀行業務 をオンライン化 を盛んに行った74年 までのいわゆる第1次 オンライン ・

システムの時期と,同 年よりは じまる第2次 オンライン ・システム化の時期 に大 きく分けることが

で きるだろう。

オフライン処理の時期においては,所 得倍増計画の推進によって,わ が国の経済は実質10%以 上

の成長率 を示 し,経 済活動の活発 化にともなって,取 引量は増大 し,個 人所得の上昇によって銀

行口座利用の激増となり,消 費者ローン,住 宅 ローンなどの新商品の出現 によって,銀 行における

日常業務処理量が急激に増加 し,加 えて,人 手不足,賃 金率の上昇などの要因が,従 来労働集約的

であった銀行業の機械化を促進 したのであった。機械化の主眼は,① 経済成長および銀行の大衆化

によって生 じた大量事務処理体制の確立,② 人員の節減,③ コンピュータ化にともな う教育訓練で

あった。

第1次 オンラインの時期は,は じめに第ll世 代機によって,支 店窓口とセ ンタとを結び,普 通,

通知,定 期,定 積等各預金および為替など個別種目のオンライン化が図 られた。次いで第皿世代機

の登場 によって,タ イム ・シェアリング方式を前提に,ト ータル ・システムズおよびMISの 設計

思想の下に当座 ・貸出 ・為替を含む全銀行業務を即時処理する総合オンライン・システムが設計さ

れていった。総合オンライン ・システムを作 ることによって,取 引の即時処理,事 務能率の向上,

待ち時間の短縮,営 業店の手続 きの一元化,デ ータ ・ファイルの整備が進み,オ ンライン預金,お

よび総合口座,各 種公共料金の自動振替,給 与の自動振込み,キ ャッシュ ・ディスペ ンサ等の新 し

いサービスの提供が普及した。第1次 オンラインは,こ のように銀行の大衆化に大 きな役割 を果た

したが,総 合オンライン化がかえって業務の多様化,事 務量の増加をもたらし,安 定稼働の要求,
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シ ス テム運 用費 に対 す る反省 が行 われた。

第2次 オ ンライ ンは,こ の よ うな環境 を背景 に,1974年11月 富 士銀 行の都 内2支 店 の預金 システ

ムの切換 えか ら主 要都市銀行 を中心 には じまった
。第2次 オ ンライ ンの内容 は各 行 によって必ず し

も同一で はないが,そ の特長 を挙 げれ ば次 の4点 になるで あろ う
。

第1に,高 性能 マイ クロ ・プロセ ッサー を内蔵 した ター ミナル ・コ ン トロー ラーに よって
,機 能

を強化 された総合端末機 器 シス テムの制 御 を行 い,営 業店の 省力化の推進。

第2に,全 店全科 目のオ ンライ ン化,銀 行 間の預金受 払 ,全 銀 システ ム,NCS,SWIFTへ

の 接続。

第3に,全 顧 客 を対象 と した顧 客情 報 ファイル(CIF)を ベ ース として事務 の合理 化 および顧

客取 引状 況情報の提供 。

第4に,複 数系統 システム によってノー ダウ ン ・コン トロール ・システ ムの充実
。

この よ うに して第2次 オ ンライン ・システ ムは,セ ンター ・コス トの軽 減,顧 客 サ ービスの徹底

ば か りで な く,行 外 システ ム と結 ぶCDお よ びADに よ る無 人化 を促進 させ る結果 となったが
,高

速専用 回線の コス ト負 担,メ イ ン ・プロセ ッサーの巨大化 を ともない
,銀 行 の企業規模 によって は

単独 の システ ム作 りが困難 になって きてい る。

77年 版 コンピュー タ白書 は,と くに第6部 と して金 融業の第2次 オ ンライ ン ・システム を採 り上

げ,主 要都市銀 行6行 の第2次 オ ンライ ン ・シス テムの内容 を紹介 し
,現 実 に稼動 して いる巨大 シ .

ス テムの設計,運 営,工 夫 を報 らせ るとともに
,第IV世 代 機 を前提 に したバ ンキ ング ・システムの

発展 の方向 および金 融業 と くに銀行業 におけるコ ンピュー タ化 が ,わ が国 の産 業,経 済,社 会 に与

える影響,1980年 代 の コンピュー タ利用 のあ り方 に,手 懸 りが得 られることを望 んで い る。

¶
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1㈱ 第一勧 業銀 行 にお け る第2次 オ ンライ ン ・シス テ ム

Aは じ め に

1965年 代 前 半か らス ター トした都市銀行各 行の オ ンライ ン ・システ ムも,1974--77年 に かけて第

2次 総合 オ ンライ ン ・システ ムへの切替 えを実施 してお り,当 行 において も1977年1月 か ら8月 に

かけて第2次 オ ンライ ン ・システム(HOPS)iE)へ の切 替 えを完 了 した。

注)HOPS

当 行 の第2次 オ ンライン ・システムの通称名(HEARTONLINEPROCESSINGSYS・

TEM)

B第2次 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム(HOPS)開 発 の 背 景

1968年 か らス ター トした 当行 の オ ンライ ン ・システムは,初 め ての オンライ ン ・システ ムとい

うこともあ り,大 量事務処理 をね らい として省力化効果 の大 きい普通預金 を中心 とした システムで

あった。 これは昭和40年 代 からの景気拡大 を背景 に した銀 行事 務の急増 に対応 した シス テム ともい

え る。

以後,当 座預金 ・定期 預金 ・為替 ・貸付 など,各 業務 ごとにオ ンライン ・システム を開発 し,19

75年 には ほぼ全科 目の オ ンライン化 を実現 した。

その間,① 総合 口座 の発売,②CD(マ ネ ー カー ド・サー ビス)の 設置,③ 給与振込 制度の普 及,

④ 公共料金 口座 振替の拡大,⑤ 全銀 オ ンライン ・システムのス ター トなど個人顧客へ の取引拡大 に

マ ッチ した オ ンライ ン業務 を追加 して きた。

しかし,取 扱件 数 も1日200万 件 を超 える状 況 とな り,さ らに今後 の伸長 を考 えると,当 然 旧 シス

テムでは処理限 界が近 く,か つ,近 年の安定成長経 済 を背景 に,オ ンライン ・システムの効率化(コ

ス ト・パ フォーマ ンス)の 追求 と対顧客へ の一 層のサー ビス向上 の要請が あ り,従 来の 設計思想 と

異 なる考 え方 で オ ンライ ン ・システム を設 計す る必要 があった。

C目 的(ね ら い)

以 上の背景 をもとに,当 行 の第2次 オン ライ ン

開発 した。

(a)省 力 化 ・効率化 の推進

・シス テム(HOPS)は 次 の点 をね らい と して
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今 後 の増加す る大量 事務処 理の一層 の省力化 をは か り,か っ銀行 の資源で あ る 「人」「建物」「コン

ピュー タ投資」の効 率化 をはか る。即 ち,

① オンライ ン ・システムの処理能 力の拡大

② 元帳 ファイルの大 容量 化

③CD・ADな どの顧 客操作型端 末機 の拡 大

④ 端末機の性能 アップ

⑤ コンピュー タの オ ンライン/バ ッチ ・コンカ レン ト処理

の実現 をはかる。

(b)オ ン ライ ン ・サー ビスの充実

①CDな どの顧 客操作型端 末機 の時間 延長サーゼ スに対応 で きるもので あるこ と。

② オンライ ン他行 業務提携 の実現 を可能 にす るこ と。

③ 名寄せ シス テム を中心 と した顧 客へ の各種情 報の リアル タイ ム ・サー ビス に対応 で きるよ う

にす ること。即 ち,科 目別 口産別構成 の ファイルか ら顧 客別管理 とサ ー・ビスがで きるファ イルを構

築す ること。

(c)管 理 水準 の強化

業務処理,経 営 管理 の充 実 ・向上の ため に,CIF注)を 中心 とした情 報 システムの充実 をはか る

こと。

注)CIF… … …CustomerInformationFile

(d)NoDownConceptの 実 現

た とえセ ン ターの コンピュー タが ダウ ンしても,支 店 にお』いて一 時的 にも全端 末機 が機能停止 に

陥 いるこ とを皆無 にす ること。限 ち,NoDownConceptの 実 現 をはかる こと。

DHOPSの 構成 と特長

(a)セ ン ター ・システムの構成

セ ンター ・システムの構 成略 図は6-1-1図 の とお りで ある。

(b)セ ン ター ・システム構成 の特 長

(1)高 信 頼性 の確保

HOPSシ ス テ ムは ロー ドシェア構成 を採用 してい る。元帳 は シス テム間で共 用 にア クセスが可

能 であ り,か つ,セ ンター と支店間 を2回 線 で分割接続 して いるので,セ ンター ・コンピュー タが

ダウ ンして も支 店の全端末機 が同時 に使 用不能 となる ことは ない。

また,磁 気 ディス ク装置,磁 気 テープ装置 は クロス コールの機 能 を有 し,更 に,シ ス テム ・レジ

デ ンス等の重要 な ファイルは全 て二 重化 して いる。
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6-1-1図
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(注)SCDC… …SystemControland

1)istributionComputer

(2)処 理 能 力拡大 が容易

シス テム監 視 コンピュー タ(SCDC)を 中 心 に各HOSTシ ス テム をCCA注)で 接続 してお り,

将来HbSTシ ステムの追加の際・・も6L1三2図 のように追加が可自色である・

注)ChanneltoChannelAdapter.

6-1-2図

一 ⇒

(3)セ ン ター ・システムの集 中監 視,集 中管理 が容易

シス テム監視 コンピュー タ(SCDC)は 全HOSTシ ステム稼動状況 を監視 し,必 要 に応 じて

各HOSTシ ス テム およびその オペ レー ターへの指令 を出 し,シ ステム全体 をコ ン トロー ル して い
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る。

さらに,全 装置 の障害箇所 や,各 シス テムの資源 の利 用状況 をいつで もカ ラー ・デ ィスプ レイにア

ウ トプッ トで き,又,コ ンピュー タのハ ー ドウェ ア構 成 や,通 信 制御装置 の接続 関係 をボ タンーつ

で瞬 時 に切替 えるこ とがで きる。

(c)オ ン ライ ン回線 ネ ッ トワー ク

(1)全 国 に拡 がっている320弱 の 支店 とセ ン ター とを結 ぶ デー タ通信 回線の料金 は,オ ンライ ン ・

システムの ランニ ング ・コス トの なかで約3割 を占め る。 。

したがって,回 線 ネ ッ トワー クの構成 は コス ト面 に大 きな影響 を与 える。 しか も,前 述の よ うに

NoDownConcept実 現 の ため各 支店2ラ イン構成 の必要が あ り,HOPSで は,資 料6-1-1

の オ ンライン回線 ネ ッ トワー クを作 って いる。

(2)回 線 ネ ッ トワー クの特 長

① 回線総数 を減 らす 目的 で,支 店の端末 シス テム と接 続 して いる回線 は,預 金,為 替,貸 付 な

どの端末機 を接続 し,全 ての電 文 を同一回線 で伝 送で きる。

② 遠距離支店 は仙台 ・名古屋 ・大阪 ・福 岡 に中継 用 の集信 装置(TDM)を 設 置 し,セ ン ター

とTDM間 を超 高速 回線(48Kbps)で 結 び,回 線 コス トの軽減 をは かってい る。

(d)新 端 末 システム

第2次 オ ンライ ン ・システム(HOPS)へ の切替 えを契機 に支店 の端末 システム を新 システ ム

に切替 えた。

新 システムは富士 通㈱ 製F1530M端 末 システムであ り,標 準 的 な構成 は6-1-3図 の とおりである。

新端 末 システム採 用のね らいは次 の とお り。

(1)省 力 化 ・効率化 の追求

新端 末 システ ムには,40字/秒 のプ リン ターが採用 され てお り,か つ,新 ター ミナル ・コ ン トロ

ー ラの処理速度 向上 とあい まって
,旧 端末機 に比べ約5割 の処理能 力向上 が可能 であ る。 これによ

'、

り,

① オペ レー ターの生産 性向上

② 店頭顧 客の待 ち時 間短縮

③ 端末機 投資額の 削減

が可能 となる。

(2)拡 張 性 ・発 展性'

新 ター ミナル ・コ ン トロー ラは256KBま で コア アップす ることがで き,将 来,多 種 多様 な端 末機 、
)

を接続することが可能である。
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6-1-3図

L_____」

<端 末 シ ス テ ム 構 成>
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EHOPSに おける業務処理 システムの特長

第2次 オ ンライン ・システム(HOPS)で は,過 去10年 に わた るオンライ ンの経験 をもとに「科

目間連動 システ ム」 など,各 種 の内 客の充実 をはかったが,そ の なかで特筆 すべ きもの として,業

務 面,顧 客管理 面の要請 で開発 した 「名 寄せ オンライ ン ・システム」が ある。

「名 寄せ オンライ ン ・システム」 は従来 の科 目別(口 座番号 別)元 帳 フ ァイ ルの体系 を顧客別 に

もオ ンラインで更新 ・検索 で きるよ うに したもの であ り,一 顧 客 が複数種類 の預金,複 数の 通帳 を

もって いても,オ ンラインで リアル タイムに,そ の顧 客の取 引内容 が分 か る仕組 になってい る。

特 に,⇔ の限度管理 につ いては,従 来の文書 によ る管理では不備 にな る恐 れ があったが,預 金 の

取 引記帳 と同時 に名寄せ システムで㊧ の限度 チェ ックをす るの で,事 務 的 にも大 い に効果 を発揮 で

きるもの と期待 して いる。

FHOPSの 効果

第2次 オンライ ン ・システム(HOPS)へ の 移行完 了直後 で あるので,設 計 目標 どお りの効果

があがっ ているか どうかは,一 定期 間運 用 した うえで評価 す ることとなるが,省 力化,効 率化 の う

えか らは,目 標 どおりの効果 を予想 してお り,更 に,顧 客サー ビスの 向上.にむ かって充実 させて い
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2㈱ 三 井銀 行 に お』け る経 営 情 報 システム ・マ イテ ィC

A開 発 の 背 景

三井銀行では,厳 しさを増 してゆ く経営環境 に対処 し有効な業務活動 を遂行する為,

・行内の各層が真に必要 としている情報 を必要な時 に,必 要なだけ入手 し,

・その情報 を高度かつ的確な意志決定 と行動に結び?け たいとの要望が しだいに強 くなってきた。

このよ うな要求 に応 える為,経 営情報 システムMIGHTY-Cの 開発が決定 された。

■

B開 発 の 目 的

本 システムは,各 階層 における意志決定 に寄与 し,経 営活動の合理化 と業務活動の効率化 に貢献

す る 「人とコンピュー タの協調 システム」を理想 とし,同 時に開発効果が高 く,経 済的 ・技術的 に

実現可能なシステムでなければならないという考 え方に基づいており,具 体的には次の目的にそっ

た経営情報 システムである。

① 営業店における渉外活動推進支援 と各種資料 および報告作業の軽減

② 本部 における営業店管理 および顧客取引状況把握 による本部 スタッフの企画立案作業の支援

Cシ ステムの概要

当システムの概要は6-2-1図 に示すとおりであり,大 別して,バ ッチ処理 とデマ ンド・リア

ルタイム処理の2っ の システムより構成 される。

(a)バ ッチ処理 システム

預金 ・貸付等の業務処理 システムより,取 引デー タを入手 し,そ れを有機的かつ効率的に処理,

加工 して,数 種の基本 ファイルをつ くり,各 種戦略実戦資料の作成 とデータベース作成更新 を行な

っている。

(b)デ マンド・リアルタイム処理 システム

本部 および主要特定店 を対象として経営管理上必要な社内データと銀行 をとりまく外部環境1青報

(経済マ クロ情報,銀 行間交換情報等)を 収録 した大規模データベースを構築し,デ ィスプレイ端

末により情報のタイムリーな入手 と経営科学手法の効果的利用 を可能 にしている。
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6-2-1図 マ イ テ ィC概 要 図
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Dシ ス テ ム の 特 長

(a)バ ッチ処理 システム

(1)業 務処理 システムより入手する情報の体系的,効 率的処理 と管理

① 預金,貸 金,ロ ーン,外 為等の業務処理 システムより,大 量のデー タを入手 し,そ れを効率

的に処理す る為同一データの二重保有の回避 と数 百万 レコー ドにおよぶ 大 量 データを1回 の処理

で分類,集 約,編 集等を同時 に実行で きるプログラム構造(イ ンテグレイテ ド・プログラミング)

を採用 した。
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又従来 の方法 で は,処 理体 系 とアプ リケー シ ョン とが密 接 にか らみ,変 化 す る情 報要求 に弾 力的

に即応 しに くい面 があった。そこで処理体系 をデー タ特性 ,デ ー タ蓄積度合 およ び処理特性 にょ って

複 数 ブ ロ ックに分 け数種類 のマス ターファ イルを作 り各種 ニーズ に応 じた資料 を出 力で きるよ うに

した。

即 ち,ア プ リケーシ ョンとデ ー タ処理 の独立性 を図 り,新 規 ニーズに対 し処 理体 系 を変 えること

なくアプ リケー シ ョンの変更 の みで出力可 能 とす るよ う考慮 した。

〈分割 した ブロ ック名 〉

(イ)デ イリー処理 ブロ ック

(ロ)他 システム ・イ ンター フェース処理 プロ ック

レ・)主 要 先処理 ブロ ック

(二)全 取 引先層処理 ブロ ッ ク

(ホ)サ マ リー処理 ブロ ック

(へ)デ ー タベ ース更新処理 ブロ ック

② ファイル体系 については フ ォーマ ッ トの共通化,デ ー タ名 の標準化 とプロ グラムの徹底 した

標 準化 によ りフ ァイルの均 質化 を達成 してい る。

これ らは稼動後 の メンテナ ンス ・ロー ド軽減 に効果 を発揮 してい る。

(2)情 報 提供方法 の多様 化

経営 管理 資料 は従 来配布の一方通 行で利用者 の使用状 況 を確認 しに くい為,従 来 の方式 に加 え,

リ クエス トによ る還元 方式 も可能 としてい る。やや もす ると作 り放 しで増加 の一途 を辿 るの で資料

の統廃 合 を行 な うと共 に本部 および主要店 に設置 した カ ラー ・ディス プ レイ端末 を最大限 に利用 し

て資料形 式 を極 力削減 して いる。

(3)営 業 店 か らの報 告資料削減 と登録 作業 の軽減

経営 情報 システムは本来 質的効果 が中心 となるが当 システムでは量 的効果,省 力化 をも合 わせ重

視 し営 業店 におけ る作業の軽減 を行 なった。

即 ち,還 元 資料 の活用 とデー タベ ー ス の 活 用 に よ り報 告書 ロー ドを軽減 す ると共 に業務処理 シ

ステ ムの デー タを最大限活用 す ることによ り業務処理 システム との二重登録 を回避 し登録項 目 を最

ノ1・限 に とどめ た。

(4)事 務 セ ン ターにおけ る効 率的運用

オペ レー シ ョン部 門 であ る事務 セ ンターでの効率的 な運 用 をサポー トす る為 「運 用管理 システム」

(後述)を 開発 し,大 型 コンピュー タによる処理の 自動化 効率化 を図 ってい る。

(b)デ マ ン ド・リア ルタイム処理 システ ム

当 デマ ン ド・システムはDMS(Data-BaseManagementSystem)DSS(Decision
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SupportSystem)の 汎 用S/Wを 使 用 してお り特長 は
,ア プリケ ー ション ・プロ グラムの構成 にあ

る・従 来の情 報検索 システムは アプ リケー シ ・ン ・プ・ グラムが使用 的別
,即 ち単純 に検索 す る

アプ リケー シ・ンとか・加工処理 を要 す るアプ リケー ・ ・ンとい う風 につ くられていた
.従 。て,

ユ ーザ ー ・ニーズ が変化 した り
,処 理方法 を変 える と,新規 にアプ リケー シ ョン ・プロ グラム を作 っ

た り修正 が不可欠 とな る。

当 システムでは・ この様 な問題 を鰍 す ・為 に6 -・ 一 懐 に示 す よ うに情報処理 を基本的
な、、

くつかの プロ ・クに分解 して作成 し
・使用 す ・場 合 は・れ らの ブ・ 。クをダイナ,。 ク、、組 み合 わ

せ るこ とによ り,多 様化 す るニ ーズ に柔 軟 に対応 出来 るよ うに した
。

6-2-1表 分解した機能のブロ
ック

ア プ リ ケ ー シ ョ ン

ブ ロ ッ ク 区 分 概 要

.

検 索 D/Bの デ ータを検索する。

加 工 処 理 検索 されたデータに対 して四則

演算,集 計等の加工処理 を行なう。

時 系 列 分 析
検索 された時系列データに対 し

てEPA法,指 数平滑法等の時系

列分析 を行な う。

重 回 帰 分 析 検索 されたデー タに対 して重回

帰分析 を行な う。

グ ラ フ
検 索 さ れ た デ ー タ を グ ラ フ(時

系 列 グ ラ フ,棒 グ ラ フ,レ ー ダ チ

ャ ー ト)に す る。

儀 表 作 成 検索 されたデータを編集 し帳表

を作成す る。

・DSSア プ リケー ショ ン使用例

例 えば・時系列 デー タを検索 し,そ の デー ・の時系列分析(EPA法 等)と 季 鯛 整 を行 な
い,

それらの結果を表やグ・フ咄 力す るという場合 を難 してみると
,従 来の方法では,1っ のアプ

リケーシ・ン プ ログラムを新規に作成する必要があ
・たが 当システムでは・の処理 を次のよう

に検 索・時系列分析・グラフ赫 ・囎 作成の・つのブ・・クを順次組給 わせ る。とによ
って,

実現可能 となる。
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6-2-2表 従 来 の 方式 との比 較

目 的 別 方

(従来の システム)

式 機 能'組

(当 システム)

立 て 方 式

ア
プ

リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の

特
長

①

②

③

目的 オリエ ンテ ッド。

雑 で複数の機能 を持つ。

の重複が多い。

1っ のアプリケニション ・プログラムが複

アプリケーションは相互 に無関係で,機 能

.

① 機能オリエ ンテッ ド。

② プログラムは基本的 な単一機能のみ。

つ,目 的 に対 しては,

.

③ アプリケー ションは機能的 には独立 し・か

相互依存的である。

利

用

形

態

(例)

目的別に用意されたアプリケーションを選択。、

、

いくつかの機能 を選択して組み合わせる。

(例)

ス ター ト
ス タ ー ト

1

ヒ プ リケー シ・ンAを 酬
1

を選択

目的 別 ア プ リケ ー シ ョ ン
巨 プリケーシ ・ンBを1酬

1

1アブ リケー シ・ンc操 択1
1_
エ ン ド

エ ン ド

変更

へ
の
対
処

ア プ リケ ー シ ョ ンの 修 正 。

1

アプリケーションの組み合わせの変更。

新
規
ニ

ー
ズ
の

対
処

新規アプリケーションの開発。

を考えるだけ。

」

.殆 ん どの場 合,ア プ リケーションの組み合わせ

ア

o

ブ

リ

ケ

|

シ

ヨ

ン

の

構

成

アプ リケ ー シ ョ ンA アプリケーションB

一

アプ リケ ー シ ョ ンC ア プ リケー シ ョンA ア プ リケ ー シ ョンB アプ リケ ー シ ョンC

検 索
時 系 列

分 析

重 回 帰

分 析検 索
・ 卜検 索 検 索

アプリケーションD

編 集

出 力

ア プ リケー シ ョ ンE

、11

時 系 列

分 析

重 回 帰

分 析

グ ラ フ

編集 出力1 |

編 集

出 力
編

出

集

力

グ ラ フ

編 集出力
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ステ ップ1デ ー タの検 索

(1)ア プ リ ケ ー シ ョ ンNO .ヲ タイ プ イ ン シテ タ ダサ イ

NO.ガ ワ カ ラナ ケ レバ¥HELPヲ タイ プ イ ン シテ ク ダサ イ

TYPEIN:θ1

QR(QTシ ヨ リ)
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ミセ 一 一 ー ギ ヨウ ム フア イ ル 、

(3)テ ンバ ンゴ ウ マ タハ ジ ヨ ウ ケ ン シキ ヲ タ イプ イ ン シ テ ク ダサ イ

ジ ョ ウ ケ ン シキ ノ シ テ イ ガ ワ カ ラ ナ ケ レバ¥HELPヲ タイ プ ィ ン シ テ ク ダサ イ
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lk芋系列デー タに対 してAOOlと い う名前 をつけ る。

ス テ ップnEPA法 に よ る時系 列 分析

(1)ア ア リケ ー シ ヨ ンNO,ヲ タ イブ イ ン シテ ク ダサ イ

NO.,ガ ワカ ラナ ケ レ バ¥HELPラ タ イブ ィ ン シテ ク ダサ イ
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TYPEIN:OKOR¥COMAND>OK

(注1)AOOl… 原 系 列,XOO1∵ 予 測 系 列 ,YOOl-一 一季 節 調 整 済 系 列
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6-2-3図DSSデ ー タベ ー ス構 造 図
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6-2-4図DSS-1100シ ス テム 構成 図
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(c)運 用 管理 システム

コンピュー タ利用の拡大 に伴 ない
・ セ ・タヨ ・おけ るバ ・チ ・オペ ・一 シ。ンの困難 さ複雑 さが

顕在化 し・ これへ の対応 策 が必要 不可欠の もの とな・て来 た
.特 にマ イテ,cの よ うな情報処理 シ

ステムの場 合 には
・上記 の トラブルによ る情報提供 の遅延 は,単 にユー ザーに タイム ・ト な情報 提

供 が出来 ないのみ な ら情 報 その もの ・ぐ陳腐化 を来 たす事 になる
.ま た今 日の超 大型 ・ステ ムの効

靴 使用の為 にはセ ・ ター ・オペ ・一 夕の能 力 に頼 る事 には限 界 があ
。た.(6_2_3表 バ 。チ

処理の問題点参照)

こ の問題 を改 善 し勧 決 め られた スケ ジュー ル1・従 い処理 が完 了す る事 をサ ポー トす る為1、開発

され た システムが運 用管理 システムで ある
。

本 システム は システムの持 つ ラ ・ ・プ・ グ・ム ・フ・イルの3側 面 鮪 機的 にサポ ー トす る為次

の5つ のサ ブシステム よ り構成 され てい る
。

① ラ ン ・スケ ジュー リング ・サ ブシステム

システ ムの スケ ジュール管理 を行 な う
。

②ECL自 動 作成サ ブ システム

当 日実行 すべ きランのECLを 自動 作成 す る
。

③ ラ ン運用管理サ ブ システ ム

当 日スケ ジュー ルされた ラ・を自動的 にス ター トさせ
,終 了状 況 を把握 し正 常 であればZ麦続の実
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行可能 ランを選 び自動的 にスケ ジュー ルを消化 して行 く。

④ ファイル管理 サ ブシステム

M/T,デ ィス ク ・パ 。ク,帳表 シー ト等 の在麟 埋 入出庫 管理 およびフ ・イ ル収lxデ ー 蠣 性(作

成 日,収 録件数,保 存期間等)管 理 を行 な う。

(d)ユ ー ザー ・スプー ル ・サ フ ンスァ ム

大量帳表出力に関 して次の機能 を使用 して効率的処理 を行なう。

①

②

③

④

プ リン ト ・ファイルの分割機 能

セ レク ト ・プリ ン ト機 能

オ フライ ン ・プ リンター ・フォーム作成機能

IBM用 プ リン ト ・ファイル作成機能

6-2-3表 バ ッチ処理の問題点

オ ン ライ ン ・システ ム 全店 開局 が終 了 しない と業 後 バ ッチ 処理 が開 始 で きなL.・。

デー タ量 の 増加 か ら翌 日 リア ル タイ ム ・ス ター ト時 まで に処理 の完 了 が困難 。

シフ ト勤務 オペ レー タ間 の作 業 引継 が原 始的 で ある ため 危険 が 多 く ミ'ス防止 対 策

が必 要 で あ る。

各 ジ ョブ間 の関 連 が複 雑 で 処理 ス ケ ジュ ー ルが立 て に くく,ミ ス につ なが るケ ー

スが 多 い。

フ ァ イルの 使 用 箇所 が複 雑 多岐 に わ た りオペ レー シ ョン しに く く,か つ1/0の 制

約 が 多い。

リラ ンタイ ム が長 い。

併 行処 理(マ ルチ 処理)が む ず か しい。

長 時 間処 理 が散 見 され るが,オ ペ レー シ ョ ン面 の配 慮 な し。

オペ レー タに よ るチ ェ ッ ク判 断 が多 す ぎ,か つ 事後 チ ェ ッ クの た め の一 覧性 あ る

リス トがな い。

プロ グラム の 質 に問題 あ り。

夜 間 処理 で あ りな が ら,シ ステ ムPM作 業等 の ス ケ ジュ ー ル を見込 んで な い。

専 用帳 表 の 使 用 が 多い た め オペ レー シ ョ ン負 荷大 。

デ ー タ管 理 が な され て い ない。(保 存期 間 等 が不 明確)

オ ンラ イ ン ・シ

ステ ム側 で改 善
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6-2-5図 運用管理システム関連図
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Eシ ス テム の活用

前述のごとく,マ イテ ィCの 稼動 によって多様でかつ,変 化 し易い情報ニーズに対 し・ きわめて

多面的にかつ柔軟に対応可能 となったが,営 業店および本部各部での情報活用のおもなものは,次

のとおりである。

(a)営 業店における顧客別取引状況把握

(1)顧 客別総合取引把握

主要先の預金,貸 金,外 為,ロ ー ン等の各種取引計数が毎日あるいは,毎 月総合的に把握できる。

(2)顧 客取引推移の把握

取引計数の月別推移 を出力 し,取 引動向を把握できる。

(3)資 金フロー管理

特に資金異動の多い取引先については,資 金の要因別人出金状況 を把握出来るようになっている。

(b)営 業店における顧客集団取引状況把握

(1)地 区別管理

地区別の取引新解約状況や,取 引分布の把握 により,地 区別成果を管理できる。

(2)各 種層別計数把握

法人,個 人別あるいは,業 種別等,各 種顧客属性別に計数 を把握 し,肌 目細かな分析ができる。

(c)本 部 における,顧 客ならびに営業店情報管理

① 店別 および大口主要先の日々計数管理

② 一企業の本社取引(A支 店),支 社取引(B支 店),を 合算 した全行的計数把握

③ 店別業務目標の設定,配 分 と,実 績管理

④ 業務施策の企画,立 案の為,デ ィスプレイを利用 した分析,予 測,グ ラフ表示等の総合的活用

以上のとお り,マイテ ィCは 広 く業務活動への活用を可能 にしているが,そ の正 しい活用の促進 を

図 るため,専 用マニュアルを作成 し,活 用の指導 と全社的にマイティCを よく知 り活用する運動を

実施 している。

Fシ ステム構成

(a)ソ フ トウ ェア構 成

本 システムは次 のS/Wに よ り構成 されている。

・OS

EXEC-8E(バ ー ジ ョン33)

・ デ ー タベ ースS/W
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●

(b)

1110(2'×1)

DMS-1100(バ ー ジ ョン5)

DSSコ ン トロールプロ グラム

DSS-1100

使 用 言語

FORTRAN

COBOL

ASSEMBLER

ハ ー ドウエア構 成

主記憶装置

磁気 ドラム

磁 気 デ ィス ク

磁 気 テー プ

プ リンター

リモー ト装置

PS163KWD

ES524KWD

FH432×4台

FH1782×6台

8440×20ノ マッ ク

U20×9台

U16×5台

770×3台

M345カ ラ ー ・デ ィス プ レイ ・プ リンター ×10台

OUK9200リ モ ー ト・バ ッチ端末 ×1台

(6-2-6図 参 照)

G今 後 の課題

情報は,そ の使用者が真に望んでいるものでなければ決 して有効 に使 われない。

したがって,現 在および将来にわたって利用者が真に何 を望 んでいるかを常に汲み上げ,シ ステ

ムに反映 していくことが必要であろう。また本部営業店の業務施策に密着 し,提 供情報の活用の徹

底 を図っていかなければ満足 な利用は期待できない。

こういった点 をふ まえつつ,マ イティCは 今後 も逐次拡大 を行 なっていくが,当 面の課題として

次のよ うなもの を考 えている。

(1)デ ー タの整備拡充

今回の開発ではかなり厳選 して各種データの蓄積 を図 らざるをえなかったが,ニ ーズの変化 に対

応 して今後,順 次データの整備拡充を行なっていく。

② アプリケーション面の充実
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開発 済み アプ リケー ショ ンの見直 し,新 ・規アプ リケー シ ョンの取 り上 げ を実施 して,情 報 の有 効

活 用 な らびに電算機等 資源の効率使 用 を図 ってい く。

6-2-6図 シ ステ ム ハ ー ドウ ェア

システムハ ー ドウェア構成
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グラフ ィック ・デ ィスプ レイの採 用 も検 討 し,デ ィス プ レイ上 への グラフ表示機能 を充実 さkre、

と ともに,デ ィスプレイ端末利 用範囲 を順次拡大 して い く。

最後 に,「マ イテ ィC」 開発 に携 わって感 じて きた こ とを述 べ てみ る と,経 営情報 システムの開発

は1-i・,銀 行内に存在する膨大な量のデー タのなかから必要なもののみをf本納 渤 率的かつ弾

力的 に整備蓄積 してゆ くことができるか否かにかかっている。

当システムは,52年2月 より本格稼動 を開始 したが,こ れは経営情報システムとしての萌芽で し

かない。 これを大樹 に育て,実 り多 きものとするためには,地 道な研究と利用部門のシステムへの積

極的参画,そ して全社的協力なくしてはなしえないとい うことを明記 してむすびといた したい。
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Aシ ステム開発 の背景

富士銀行 にお けるオ ンライ ン ・システ ムは1967年 ,普 通預金 オ ンライ ンと して ス ター トし,1969

年 か ら預金 全科 目および為 替 を対象 と した第一次 オ ンライ ン ・システ ムが開始 され た
。

第一次 オ ンライ ン ・システムの実現 によ り可能 となった各種 の商品 ・顧客サ ー ビス(オ ンライ ン

預 金,総 合 口座,各 種 公共料 金の 自動振替 ,キ ャ ッシュ ・デ ィスペ ンサー,等)は 、顧客 の ニーズ

にマ ッチ し,銀 行 の大衆 化 を急速 に進展 させた。 これ に伴 い,銀 行業 務の多様化,大 量 化 も予測 を

上 回 るペースで進み,第 一次 オ ンライ ン ・システ ムで は
,取 引処理能 力,フ ァイル容量 ともに,1975

年 に は飽和状態 となって しま うことが予測 された。

さらに,銀 行経営 の一層 の効率 化 と銀行の社会 的責 任 が強調 され る環 境 の中で
,昭 和50年 代 の銀

行経営の基盤 となる新 しい コンピュー タリゼ ーシ ョンが要求 され るに至 った。す なわち,省 力化 ・

合理 化の推 進,シ ステムの安定稼 動,よ り直接 的 に営 業活動 に貢献 す る情報の提 供 といった もの を

実現 す るシステムの構築 が要請 され るこ ととなった。

また,ハ ー ドウェアの急 激 な技術 革新 によって第一次 オ ンライ ン ・システムでf重用 され て きた機

器の陳腐 化が進 行 した こ とも,新 シス テム開発 の背景 の一つ と して挙 げ られる
。例 えば,営 業店 に

設置 され た端末機 にっい てい えば,新 た なニーズ を吸 収す る柔軟性 を欠 いて お り
,オ ンライン業務

の 多様化 に対処 してい くことが困 難で あったた め,新 しい端末 システムが要請 されるよ うになった。

メイ ン ・コンピュー タにつ いても同様 の状態 に立 ち至 って きた ので ある
。

こ う した背景 の下で ,1975年 代 の銀 行経営 の要請 に応 える,第 二次総 合 オ ンライン ・システムの

予 備検討 が1970年 後 半 か ら開始 され,翌71年6月 にプロ ジェ ク ト・チ ーム が正 式 に編成 され
,本 格

的 開発 がスター トした。

Bシ ステムの 目的

(a)全 店全科 目オンライン化による営業店事務の合理化

第一次オンライン ・システムで主眼のお』かれた預金と内国為替はもとより,貸 付,外 国為替も含

めた全店 ・全科目をオンライン処理することにより,営 業店別の総勘定元帳,貸 借対照表作成のオ

ンライン化を行い,営 業店会計のEDP化 を完成す る。これにより,営 業店業務の合理化 ・省力化

と早期業務終了体制を推進する。
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(b)オ ペ レー ター負担 の軽減

端 末機 のマ ニュアル ・オペ レー シ ョンの効率化 ・省力化 を行 うこ とによ り,オ ペ レー シ ョン負担

の軽 減 とオペ レー シ ョン時 間の短縮 を行 う。

(c)顧 客 サー ビスの 向上

カナ文字 の採 用 による通帳 記載 取引内容 の明瞭 化,前 項 のオペ レーシ ョン時 間短縮 によ る客 待 ち

時 間短縮 等,顧 客 サー ビスの向上 を図 る。

(d)信 頼 性 ・安 全性 の 高い システム

店舗外 キ ャッシュ ・デ ィスペ ンサー の設置 によ り,オ ンライ ン ・システムが顧客 と直接 の接 点 を

持つ に至った こと,銀 行の システ ムが外部 の シス テム との ネッ トワーク を形 成す るよ うになったこ

と等 により,シ ステムの信頼性 ・安 全性 の確 保 が重要 な目的 と して クローズ ・アップされて きた。

す なわち,障 害 の発生可能性 の最小 化,障 害影響範囲 の極小化 および障害復 旧時 間の短縮 が システ

ム設計時 の目標 の一つ として設定 され た。

(e)情 報 提 供機能 の拡 充

全顧客 を対象 と した顧 客情 報 ファイル(CIF)へ の顧客 口座 のオ ンライ ン名寄 せ によ り,情 報 シ

ステ ム(MIS)の 充 実 ・強 化 を行 うと共 に,営 業 活動 に直接的 に貢献 す る情報 をタイム リー に提供

す る。

Cシ ステムの特長

(a)総 合 システム

第一次 オ ンライ ン ・システ ムでは,東 京 と大阪 にシステムを二 元化 して いたが,第 二次総 合オ ン

ライ ン ・システ ムで は,メ イ ン ・コン ピュー タ,フ ァイル ともに東京 に一 元 化 す る と共 に(西 日

本地 区 について は,大 阪セ ンターの通信 制御装置 に一 たん集線 した うえで,48Kbps高 速 回線で東

京セ ンターに接続),預 金,為 替,貸 付,外 為等 を分割せず一 つの オ ンライ ン ・システム と して統 合

化 したこ とが特長 とい える。

総 合 システ ムを選択 した理 由 と しては,

① 単一セ ンター方式 の方 が投 資効 率 が良 くセ ンター 人員 も削減 出来 ること,

② メイ ン ・コンピュー タ間の メッセ ー ジ授 受1こ伴 うイ ンタ ー フ ェー スの負荷 がないため,効

率 の良い シス テムが実 現出来 ること 省 力化の ための預 金 と貸付,外 為間のワ ン ・オペ レー シ ョ

ンによる同時記帳 の推 進,オ ンライ ン取引の増加等 に より,科 目横断 ・地域 横断 的 な取引 が増 加 し

て いる一

③ 全店ベー スの情 報作成 が効率的 に出来 ること,

等 が挙 げられる。
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(b)2系 統 システ ム(6-3-1図 基 本機 器構 成図参 照)

シ ステムの信頼性 ・安 全性確 保 のため に採 られた方策 の内で
,代 表的 なもの と して,シ ステムの

2系 統 化 が挙 げ られ る。

まず,セ ンター ・システム においては ,元 帳 フ ァイル を除 き(フ ァイルは2系 統 システ ムか らシ

ェアされてい る),す べ ての システム構 成 要 素 をデ ュアル化 して
,い ず れか一 方の システムが障害

を起 こした場 合で も営 業店 か らみて 全機 能が停 止 しない よ うに工夫 してい る。元帳 フ ァイル につ い

ては,投 資効率 お よび コンピュー タ負荷 の観 点 から シングル ・システム としたが
,予 備機器 を十分

に持 ち障害 の際 の復 旧 を可能 な限 り短縮 してい る。

次 に,回 線 お』よび営業店 の ター ミナル ・コ ン トロー ラー(TC)も す べ て2系 統 化 し
,そ れぞれ

を異 なるシステム に接続 し,シ ステム,回 線,TCの う ちいず れかが障害 を起 こ した場 合で も
,他

系統 を通 して取 引処 理 を継続 出来 るよ うになってい る。営業店 における端 末機の配置 レイ アウ トも

それぞれの系 列の もの を交互 に配置 し,片 系統 障害時 の運営 に備 えてい る。

こうした2系 統 化 に加 えて,ハ ー ドウェアの長時 間障害 が万一発生 した場合
,CPUを 切 替 えて オ

ンライ ンを続 行すべ く,バ ック ・ア ップ用 のCPU(通 常 はバ ッチ処理 およびテス トに使用)を 設置

して,万 全を期 して いる。

システムの安 全性 強化 のため に,こ の他 にマルチ ・タスキ ング方式 を採用 し,一 つの アプ リケー

シ ョン(プ ロセ ス)・ タス クの アベ ン ドが シス テム全体 を停 止 させ ない よ うに配慮 してい る
。

(c)新 端 末 システム によ る機能拡充

OKITAC1300新 端 末 シス テム を採 用 し,端 末 システ ムの機 能 を大幅 に拡 充 している。新端末 シ

ステムは高性 能の ミニ ・コ ンピュー タで あるTC(64KWの メ.モ リー,500Kバ イ トのデ ィス ク内蔵)

を 中心 として,そ の制 御の下で稼 動す る汎用機(す べ ての業務 のオペ レー ションを可能 とす る端 末

機),為 替 タイバー(送 受信兼 用),高 速 受信 機(地 方 店 に設置 され,還 元 資料 を受信),デ ィスプ

レイ,CD(キ ャ ッシュ ・デ ィスペ ンサ ー)
,AT(オ ー ト・テ ラー)か らな る総 合端末 シス テムで

あ り,営 業店の規模 に応 じた弾 力的 な構 成が可能 となって い る。

この端 末 シス テムの特長 あ る機能 としては ,

① 磁 気ス トライプ通 帳処理機 能 口座番 号,残 高,印 字 行を通帳磁気 ス トライプに記録 し,

端 末機 が 自動読 取 りを行 うこ とに よ り,マ ニュ アル ・オペ レー シ ョンを軽減 す る
,

② ガナ文字 印字機構 一 摘要 文言,振 込 人名の カナ文字 印字 によ り,顧 客サ ー ビスの向上 と照

会事務の削減 を行 う,

③ 各種の リピー ト機能 一同一 口座 に対す る預 金取引,同 一受取 人 に対す る振込等 の場 合 に,

イ ンプッ ト負担 を軽減 す る,

④ デ ィス クへ のオフ ライ ン打 ちだ め機 能一 デー タの前 日打 ち込み によ るピー ク平準イヒ
,障 害
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オ ン ラ イ ン ド シ ス テ ム ・ソ フ トウ ェ ア 構 成 図(#1)'

*:タ ス ク が対 応 して存 在す る。

○:ア プ リケ ー シ ョン(プ ロ セ ス)・ タ ス クの 下 で 使 用 され る。

オ ンラ イ ン ・シス テ ム の イニ シ ャ リゼ ー シ ョン/タ ー ミネー シ ョ ン,サ ブ タ

ス ク の生 成 を 行 う。

メ ッセ ー ジ(デ ー タ)の デ ィス パ ッチ,取 引 処 理 管 理 ,ア プ リケ ー シ ョ ン.・・
タ ス ク管 理 を 行 う。

通信制御装置 を通 して端 末 との入出 力の制御 を行 う。

通 信 制 御 装 置 のIPLと 回線 の オ ー プ ン/ク ロ ー ズ を行 う。

相 手CPUと の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ制 御 を 行 う。

オ ン ライ ン ・コ ン ソ ー ル,ハ ー ドコ ピー の 入 出 力制 御 を 行 う。

バ ッチ ・ジ ョ ブ と オ ンラ イ ン ・シ ス テ ム と の デ ー タ授 受 を制 御 す る 。

オ ン ライ ン ・コ ン ソー ル/シ ス テ ム ・コ ンソ ー ル か らの コマ ン ド処理 を行 う。

オ ン ライ ン ・シ ス テ ムの 統 計 デ ー タ収 集 をす る。

フ ァ イ ル の オ ー プ ン/ク ロー ズ,ダ イ ナ ミッ ク ・ア ロ ケー シ ョ ン を 行 う。

ア プ リケ ー シ ョ ン(プ ロセ ス)・ タス クの ア ベ ン ド時,他 タ ス クの 処 理 に影

響 を 及 ぼ さぬ よ う処 理 す る。

オ ン ラ イ ン ・シス テ ム が ダ ウ ン した 時 の 仕 掛 り取 引 の 整 理 を行 う。

トラ ンザ ク シ ョ ン ・ロ グ を と る 。

ーオ ン ラ イ ン
・シス テ ム ・ダ ウ ン時

,リ ス タニ ト必 要 時 間 を短縮 す る た め,メ

モ リ ー ・カ ウ ン ター の チ ェ ッ クポ イ ン トを と る。

キ ャ ッ シ ュ ・デ ィス ペ ンサ ー の 稼 動状 況 管 理 を行 う。

イ ン プ ッ ト ・メ.ッ 七 一 ジの キ ュ ー イ ン グが 必 要 な場 合,デ ィス クへ の キ ュー

イ ン グ を行 う。

オ ン ラ イ ン ・ア プ リケ ー シ ョ ン ・フ ァイ ル に 対 す る1/Oを 制 御 す る。

為 替 出 力 メ ッセ ー ジの 通過 番 号管 理,必 要 に応 じた 出 力 メ シセ ー ジの デ ィ ス

クへ の キ ュー イ
.ング ・ お よ び 出 力 メ ッセ ー ジ の 制御 を 行 う,。
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時 のオフ ライ ン記帳 デ ー タの収容 および復 旧後 の 自動 送信 によ る障害時事 務負担 の軽減 に貢献 す る,

⑤ オペ レー ター ・ガイ ダンス機能.一 多様 化 したオ ンライ ン ・オペ レー ションの短 期修 得 と確

実 なオペ レー シ ョンを可能 にす る,

等 が挙 げ られ る。

Dシ ス テ ム の 概 要

(a)セ ン ター ・システ ム構成(基 本機器構成図 参照)・.tt-・-1977年9月 現在

○東京セ ンターの主要機 器

IBM370/168(5MB)3台

2305-ll固 定 ヘ ッ ド・デ ィスク6台

3330型 デ ィス ク168ス ピ ン ドル3420-8型 テ ー プ ・ドライ ブ48台

3705通 信 制 御装置8台

3704通 信 制 御装置6台

○大阪セ ンターの主 要機器

IBM370/135(512KB)2台

3330型 デ ィス ク10ス ピ ン ドル3420-3/4型 テ ープ ・ドライブ20台

3705通 信 制 御装置4台

(b}ソ フ ト ウ ェ ア構 成(6-3-2図(#1),(#2)iン ラ イ ン ・シ ス テ ム ・ソ フ トウ ェ ア 構

成 図 参 照)

6-3-2図 オ ン ラ イン ・シス テム ・ソフ トウ ェア構 成 図(#2)

On_LineApplicationProgram

ApPlicatidnSchedule,ア プリケーシ ョン処理(同 時記帳処理 を含む)の制御・業務種類の判定

業務MainProgram

－
一],

を行 う。

業 務 毎(預 金,為 替,等)に あ り,コ ー ド変 換,取 引 種 類 別Package

の 判 断,同 時 記帳 時 の イ メー ジ ・セ ッ トを行 う。

取 引 種 類 別 処 理(イ ンプ ッ ト ・デ ー タ分 析/チ ェ ッ ク,フ ァ イ ル ・リ
ー ド
,フ ァ イル ・ライ ト ・イ メー ジ と ロ グ ・イ メー ジの 作 成)を 行 う。

業 務 別 カ ウ ン タ ー(メ モ リーAND/ORDASD)イ メ ー ジ を作 成 す る。

業務別出 力イメージを作成する。-
tt通Routineコ ー ド変換・各種 チェ ック・カウンター更新・アプリケ ーションの イニ

シャリゼ ーシ ョン/タ ー ミネー シ ョン,日 付 処理,等 のルーチ ン。

(1)オ ン ラ イ ン ・コ ン トロ ー ル ・プ ロ グ ラ ム

効 率 に 重 点 を置 き,中 枢 と い う べ き フ ァ イ ル 関 係 と 回 線 関 係 を 中 心 と して,カ ス タ ム ・メ イ ドの



コン トロール ・プロ グラム(約18万 ス テ ップ)を 開発 した
。因 に,

使 用 して,実 行 ステ ップ を大幅 に削減 してい る
。

(2)オ ン ライン ・アプ リケ ーシ ョン ・プロ グラム
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1/Oに はEXCPを 全 面 的 に

約36万 ス テ ・プ におよぶ ア プ リケー シ ・ン ・プ ・グ ラム を当行 ス タ。フが開発 した
.開 発体 力の

削灘 よびメイ ・テナ ・ス性 の向上 のため ,リ カバ リー関係 も組 み込 まれて いる。

(3)ト ラ ンザ クシ ョン処理

通 常の トランザ クシ ョン処理 の概略 は オ ンライ ン ・トランザ クシ ョン処理 デー タ ・フローの通 り

となっている。

6-3-3図 オ ンラ イ ン ・ トラ ンザ ク シ ョン処 理 デ ー タ ・フ ロー
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Program

FileControtProgram

(DASDカ ウ ン ター)

業 務 別 エ デ ィ ッ ト

Program

(c)言 語 とシステム開発手法

言言吾と しては・ オ ・ライ ・ ・システム{・つ いては アセ ・ブ ラー を使用 してい る(バ
。チ.シ ステ

ム につ いてはアセ ・ブラー とPL/1)
.シ ス テム開発手 法 として は;ス トラクチャー ド.プ 。b－ラ
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ミ。グ(SP)を 当 初 か ら全面 的 に採 用 した.当 行 における経験 ではSPは ・ プ・グラム顕 の向

上 とメ インテナ ンス負担 の軽減 に大 きな効 果 を示 して い る。

(d)他 シ ステム との関係

NCS(現 金 自動 支 払 デー タ通信)シ ステムお よび全国 銀 行デー タ通信 システム とリレイ ・コ ン

ピュー タ経 由で オ ンライ ン接続 を行 って いる。

Eシ ステム稼動状況

(a)切 替 状況(1977年9月 現在)

預 金 一1976年6月 全店切替完 了。 、

為替 一1976年11月 全 店一 斉切替。

貸付 一138ケ 店 が切替終 了。77年 度 中 には全店切替 の予定。

外国 為替 一85ケ 店 が切替終 了。77年 度 中 に切替完 了の予定。

新締 上げ一55ケ 店 が切替終 了。77年 度 中に全店切替完 了の予定。

マ ル優 ・マ ル財管 理一77年6月 全店 切替完 了。

(b)オ ン ライ ン ・デー タ量

月間,約2,000万 件 に及ぶ。

Fシ ステムの効果

(a)全 店 ・全科 目のオンライン化

営業店会計のEDP化 が完成 されたことにより,事 務合理化および早期業務終了に多大な効果を

あげている。

(b)取 引先全層名寄せ(CIFの 完成)

CIFの 完成により,為 替振込の預金への自動索引記帳率の向上,顧 客情報の充実とタイムリーな

提供,マ ル優 ・マル財のオンライン管理等事務面,情 報面で効果をあげている。

(c)同 時記帳

ワン・オペレーションによる複数科 目間の同時記帳の実施により,事 務の堅確性向上および係 り

間の伝票回付の不要化が達成 され,事 務効率化に効果をあげている。

(d)事 前入力(予 約記帳 とディスク送信)

事前入力可能 な日数を勘定日1週 間前 まで拡大(第 一次オンライン・システムでは前 日のみ)す

ることにより,事 前入力の弾力化を行い,ピ ーク日事務量の平準化に効果をあげている。この予約

記帳がオンライン稼動時間帯 に限定 されるのに対 し,端 末デ ィスク送信システムは営業店で任意の

時間に入力データ作成を行 うことを可能とし,事 務平準化に同様に貢献 している。
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(e)照 会 機能の充 実

元帳類 を一 定期 間, 、オ ンライン ・フ ァイル に保有す ることによ り,照 会機能 を拡大 させて いる。

この結果,伝 票 や元帳 を調べ ることな く
,単 なる端末 オペ レー ションです ませ られるため,事 務負

担の軽減 および顧 客 か らの照会 に対す る迅速 な回答 が可能 となった。

(f)新 端 末 システ ム

機能の拡 充,操 作性 の 向上 によ りオペ レー ション負 担 の軽減 が実現 された。 また操 作時 間の短縮

は顧客 の待 ち時 間削減 に貢献 し,カ ナ印字 と相 侯って ,顧 客 サー ビスを向上 させ た。
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4㈱ 三 菱銀 行 にお け る第2次 オ ンライ ン ・シス テ ム

Aシ ステム開発の背景

三菱銀行がオ ンライン・システムを実施 したのは,1968年9月 のことであ る。当初は,預 金 ・

為替 という営業店における大量事務処理の省力化 ・合理化 を目的とするものであった(第1次 オン

ライン ・システム)。

その時以降,銀 行 をとりまく諸環境は,個 人所得の増大 ・所得分布の平準化 をもた らした高度成

長経済を背景に急変 した。すなわち,そ の経営環境に対応する個人取引の重視(大 衆化)に よって,

銀行業務は多様化 し,顧 客数は増え,事 務長は急増 した。従 って,シ ステムを総合化することによ

り,内 部事務処理の抜本的効率化 や経営の高度化 を図り,こ のような重い負担に対応する必要があ

った。

しか し,従 来のオンライン・システムは,各 適用業務別に個別開発 されてきたため,効 果的に総

合化す ることは、技術的に無理であった。

しかも,コ ンピュータ関係の急激な技術革新により,3・5世 代 コンピュータ ・システムや多種

多様 な端末機 が出現するに及 び,第 一次 オンライン ・システムで使用 していた設備 ・機器が急速に

陳腐化 したために,そ の更改が必要 となってきた。

これが,新 たに 「総合システム」を開発 しなければならなかった理由である。

Bシ ステムの目的と内容

目標 とす る第二次 オ ンライ ン ・システ ムは,営 業店 ・本部 の 日常業務 をコ ンピュー タで処理 す る

こ とによ り,顧 客サー ビスの向上,事 務 の省力化 等 を図 るとともに,心 要 なデー タを自動的 に蓄 積

し,そ れ を目的 に応 じて分類 ・加 工 して、経 営戦略 ・戦術 の策定並 び に経営管理 の ための資料 とし

で タイム リー に取 り出す とい った,一 貫 した理念 によ り統一 された総合 システ ムで ある。

その開発 内容 は,① システ ムの統 合化(一 大 セ ンター方式),② セ ンターの設備 ・機 器及 び営業店

端末機 類 の全面更改,③ ソフ トウ ェアの再 開発 や新機 能の追加,④CIF(顧 客 情報 フ ァイル)を

中心 と したデー タベー スの建設,等 を含 む徹 底 したもの であ る。

Cシ ステム適用開始時期

第二 次 オ ンライ ン ・シス テムへ の切 替方法 には,セ ンター ・端末同時切 替方式 と,段 階的切替方
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式 との2方 式 が考 えられ るが,当 行は後者 の方 法,す なわ ち,第 二次 オ ンライ ン ・システ ムの開発

・移行 を段 階的 に行 な う方針 を採 った
。 この方 式の利 点 は,① 投資分散 によ る償却 負担 の平 準化 ,

② 開発負荷 の平 準化,③ 安全 な移行,等 で ある。

具体的 には,次 のよ うな経 緯 をた どって いる。

1973年11月,預 金 関係 セ ンタ ー ・システムの更改 ・切 替開始 。

1973年12月,為 替関係セ ンター ・システムの更改 ・切替 開始。

1974年11月,貸 付等 オフ ライ ン科 目の オ ンライ ン化 ,及 び,会 話型 デ ィス プ レイ端末機 の導入開

始。

1977年2月,・ 預金 新端末機 の導入 開始。

Dシ ステム適用の効果

第二次オンライ ン・システムは,銀 行業務のほぼ全分野 を対象としているだけに,そ の効果も,

銀行経営のあらゆる分野に及んでいる。

ここでは,紙 面の都合もあるので,営 業店事務の合理化 という面から,そ の効果 を概観すると次

の通 りである。

(1)オ フライン科 目のオ ンライン化により,事 務処理が正確且つ迅速 になった。すなわち,元 帳

記帳 ・利息計算 ・集計事務等の面で省力化 されるだけではなく,チェ ック・管理機能が強化 されて,

事務 が質的にも向上 した。

(2)自 動処理の拡大による省力効果も大 きい。一方 では,あ る取引のオンライン処理 に連動 して,

関連する他取引 を同時に処理 する「連動処理」がある。例 えば,振 込の預金口座への自動入金や,貸

付実行代 り金の預金口座への自動入金等が,その代表例である。他方では,「センター集中処理」の拡

大がある。すなわち,交 換持帰 り手形 ・総合振込 ・公共料金口座振替等の,あ る程度まとまった事

務は,で きるだけセ ンターに集中 して処理 している。

(3)期 日管理のセ ンター集中も効果がある。例えば,定 期預金の期 日案内発送、予約記帳分の実

行,貸 付金の自動回収等である。

(4)新 端末機導入によって,生 産性が向上 した。例 えば,磁 気ス トライプ?き 通帳の採用 により

オペ レーションが単純化 され,オ ペレータ ・ガイダンス機能によって,オ ペレーションが簡単 にな

って,新 人オペ レータの教育期間が短縮 した。又,仕 事の量 ・質に応 じて多様 な端末機 を導入 した

ことも,生 産性の向上に寄与 している。

(5)各 種資料 が容易に入手可能となってきたことは,営 業店経営の戦術策定や事務管理 において,

大 きな力を発揮 している。

以上のような効果を人員に換算すると,二 千人以上 に相当すると考えられている。
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E概 算 デ ー タ 量

現在 のオ ンライ ン取 引量 は,一 日平均55万 件,最 高150万 件 程 度 であ る。又 、夜 間セ ンター処理

量は,一 日平 均20万 件,最 高100万 件 程 度 であ る。

この よ うに,銀 行 のオ ンライ ンは,繁 忙 日と閑散 日との処 理量の差 が大 きいの が特長で ある。

Fソ フ トウ ェア構 成

ソフ トウェア構 成 につ いては,経 済性 ・効率性 を追求 す ることは勿論 であ るが,第 一次 オ ンライ

ン ・システ ムに対す る反省 か ら,将 来 の システム環境 の変化 を考慮 した,拡 張性 ・柔軟性 をもった

構 造 を目標 と して,保 守の容易性 を重 視 してい る。(以下,主 要オ ンライ ン部 分 を例 に して述 べ る。)

6-4-1図 ソフトウェア構成

(1)オ ペ レーティング ・システムは,将 来 の進化 を予測 して,OS/VS2(当 初 はOS/MVT)

の標 準機能 を使用 し,リ ー ジ ョン ・モニ ターは,IBM提 供 のパ ッケー ジであ るCICS(顧 客 情

報 管理 システム)を 使用 してい る。後者 につい ては,大 規模 オ ンライ ン ・システ ムと しては不適 当
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な部 分 の機 能 ・性能 の強化 を行 なってい る。

② プログ ラム構 成 と して は,6-4-1図 で示 す よ うに
,デ ー タ ・コ ミュニケ ー シ ョンを担 当

す るコ ミュニケー シ ョン ・リージ ョン(CR)と
,適 用業務 を処理 す るアプ リケ ーシ ョジ ・リージ

ョン(AR)と に二分 してい る。更 にCRは 基 本的 には通信制 御装 置単位(実 際 の相 手 は端末 の場

合 と他 の ホス ト・コンピュー タの場 合 とがあ る)に ,制 御 プ ログラム を分 け,ARは,よ りシステ

ムに近 い樋 部 と業務処理 博 念ずる各・プリケーシ・ン部 とに分けで ・る
.・ のよう構 造のた

め,シ ステ ム環境や 業務環境 の変化 によ る修 正部分 が ,局 地 化 す る可能性 が高 く,保 守 を容 易 に し

て いる。 しか も・CRとARと はCTC(CHANNELTOCHANNEL)結 合 されてい るので
,

予 想取 引量 に応 じて,オ ンラインを,1～3台 のCPUで 自 由 に構 成 でき
,閑 散 日の余剰能 力の有

効利 用 を図 ってい る。

(3)オ ンライ ン ・フ ァイル につ いては,預 金科 目群 とその他 科 目群 とに大別 し
,'そ の 中で店 群単

位(営 業店 を店番順 にボ リュー ムや ア クセ ス頻度 を考 慮に入 れて分 け られた グループ)で
,デ ー タ

セ ッ トを作成 してい る。 この方式 は ,負 荷の平 準化 をもた ら し,文,フ ァイルの拡張 ・再編成 や修

正 ・回復 に際 して便 宜 も多 い。

(4)営 業 店 システ ムの中心 としての ター ミナル ・コ ン トロー ラ'(TC)を 活 用 し,端 末入 出力の

仕様 の変化 がで きるだけセ ンター ・システムに影響 しないよ うなイ ンタフェース に してい る。'

(5)プ ロ グラ ミング言語 は,効 率面か ら,ア セ ンブラー言語 を使用 してい るが ,そ の中 で も,保

守の容 易性は充分 に配慮 してい る。例 えば,モ ジュール化 の徹底 ,プ ロ グラ ミング上 の標 準化,ス

トラクチ ャー ド ・プログラ ミング手法 の採 用 ,可 変部分 のテー ブル化,等 で ある。

Gハ ー ドウ ェア構 成

従 来,東 京 ・大阪 に二 元化 して いた シス テム を,第 二次 オ ジライ ン ・システムでは,東 京 に集 中

した。但 し,大 阪 は,西 日本地 区 に対 す る中継サ ブセ ンター と して残 した
。

この集 中方式 を採用 した理 由は,設 計 当時の システム環境 の もとでは
,分 散方式 よ りも有利 と判

断 したか らで ある。つ ま り,① セ ンター設備 ・機 器 の節約,
.② ソ フ トウェ ア開発 の容易 さ,③ ソフ

トウェア維持管理 面や シス テム運用 面 での容 易 さに伴 うセ ンター人 員の節減 ④ 特 に
,全 店 ベース

のデー タ利用 を行 な う場 合の即時性 や収 集 コス トの節 約
,等 であ る。

セ ン7ー シス テムの構成 は ,6-4-2図 に示す通 りであ る。東京 には,主 要 オンライ ン ・MIS・

バ ッチ業務兼用 のIBM370/168(4セ
ッ ト),外 部 システ ム中継用 のUNIVAC1110(1セ ッ ト)

,為 替

オ ンライ ン用 のUNIVAC494(3セ ッ ト),を 設 置 し,大 阪 には,西 日本地区 中継 ・バ ッチ業務兼用

のIBM370/145(2セ ッ ト)を 設置 してい る。

営 業店 システム礪 成 は・デ ・ス ・と・セ ・ トテ プを装備 した ・一 『ミナル ≡ ・ ト。一 。(TC)
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6-4-2図 ハ ー ドウ ェア構 成
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を1ヵ 店 当 り,原 則 と して2台 設置 し,そ のTC1台 当 り,最 大10台 の 記帳用 端末機 や 自動現金 支

払機(CD)・ 自 動 預 金機(AD)が 接 続 され る。 又,そ れとは別 系統 で,IBM3270デ ィスプ レ

イ装置 が,貸 付 業務等 に使用 す るた めに設 置 されてい る。

Hシ ステム障害対策

セ ンター ・システムについ ては,代 替機 に よるバ ックア ップ ,MP化 に よ る障害救済,ハ ー ド,

ソ フ ト両面 での部分的障害部 分 の切離 し,重 要 フ ァイルの二重化 ,等 によ り障害耐性 を高 めてい る。

回線 関係 につ いては,原 則 と して,営 業店単位 に二 系統 に してい る。 すなわ ち,通 信制御装置 ・

回線 ・TCを 二 系統化 す るとともに,回 線 切替装置 や端 末切 替装置 を設 けるこ とによ り,相 互バ ッ

クア ップ を図 り,障 害時 にお いても,最 低限の端末機 の確保 を可能 としている。

セ ンター ・システ ム障害時 には,営 業店 端末 システムのオフ ライ ン記 帳機 能 によ り,店 頭客へ の

対策 を中心 とす る重要 な業務処理 が,続 行 で きるよ うに してい る。同時 に,オ ンライ ン再 開後 には,

デ ィス クにため込 んだ,オ フ ライ ン記帳分 のデー タを,セ ンターへ 自動送信 す るこ とによ り,営 業

店の システム再開時 の負荷 を軽減 してい る。
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5㈱ 三和銀 行 に お け る第2次 オ ン ライ ン ・システ ム

Aシ ス テ ム 名

当 行 は1969年 に 第1次 オ ンライ ン ・システム を稼 動 させ たが,当 時,名 づ けてサ ンバ ック ・シ
ヒ

ステ ムと称 した。(SANWA§ANKING!5,UTOMATION!1}ONTROLSYSTEM)今 回 の第2

次 オ ンライ ン ・システム も,そ の基盤 の上 に立 っている ところ か ら,第2次 サ ンバ ック ・システム

と呼 んでい る。

Bシ ステム開発の背景 と第2次 サ ンバ ック ・システムの狙い

開発 の背景 と狙 いと しては,次 の3点 を掲 げ るこ とがで きる。

(a)機 器 の能 力が限 界 に近づ いてい ること。

(1)中 央 装 置

第1次 サ ンバ ック ・システ ムで は,預 金 オ ンライン用 と して,HITAC-8500を5セ ッ ト使用 して

いた が,適 用 業務 の範囲 の拡 大 と事務量 の増加 から,機 種更 改(レ ベ ルア ップ)の 必要 があった。

(2)端 末 装置

稼 動 して か ら5～6年 を経過 して いるので,機 械 の寿命 とい う点 か ら更 改 の時期 が迫 っていた。

(b)多 様 化 す るお客 の ニーズ に適応 し,一 層 のサー ビス向上 を図 ることが要請 されてい ること。

総 合 口座 や ワンステー トメ ン トのよ うに,従 来の業務科 目単位 の事務処理で は適応 しに くい商品

が出現 して来て いる こと,ま たNCS(日 本 キ ャ ッシュサー ビス)やPOS(PointofSales),

SWIFT(SocietyforWorld-wideInterbankFinancialTelecommunication)の よ うに,い ま

まで の銀 行 の活動範 囲 を空 間的 に超 えた商品が出現 してい ること,お よび,こ れ らの傾 向は今後 ます

ます進んで行 くことが予想 されるこ となどか ら,そ れ らに適応 で きるよ うなシステ ムが期待 される

時期 で あった。

(c)経 営 効 率化 が徹底 的 に追求 されて いること。

銀 行 におけ る収益基調 が年 々厳 しくなって きてい る事実 か ら,今 まで以上 に効率経営 が求 め られ

てい る。特 に情報 処理部門 には,い か に事務 コス トを下 げ るか,逆 にいえばい かに事 務生産性 を向

上 させ るかが直 面す る最大 の課題で ある。 その解決の ため には,現 存す る事 務 システムからの飛躍・

的 な改革 が必要で あった。
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Cシ ステムの内容

(a)中 央 装 置 の更新'

中央装置 の レベ ルア ップのため に,1975年6月,HITAC-8700へ の切替 を行 った。次 に新旧の

比較 表 を掲 げ る。
6-5-1表

旧 新

中 央 装 置

機 種
`

HITAC-8500 HITAC-8700

メ モ リ ー 0.5MB 2MB

命令実行時間(平均) 2.10μs 0.97μs

入 出 力 機 器

MT H-8445 H-8488

デ ィ ス ク 容 量
H-8577

23.3MB/パ ッ ク

H-8589-11

200MB/パ ッ ク

ド ラ ム 容 量 H-85674.5MB H-857515MB

CCM H-8668 H-8661

(b)新 端 末 機 の開発

(1)開 発 に際 しての基本的 な考 え方

① 第1に は,当 然 なが ら 「コス トはで きるかぎ り削1減す る」 とい うこ とで あった。全店 に設置

す る機 器で あ るか ら,端 末 装置 に対す る投 資額 は第2次 サ ンバ ック ・システムの総投資額 の中で最

も ウェ イ トの高い もので ある。 その意味で コス トを抑 える ことが最大 の課題 で あった。

② 第2の 留意 点は,「操作 しやす い,誰 で も使 える端 末機」 とい うこ とで ある。第2次 サ ンバ ッ

ク ・システムの設 計 に際 して,か な りの ウェ イ トを置 いて心 が けた ことは,「使 いやすい システ ム(マ

ン ・マ シ ン ・インター フェース重視 の システム)づ くり」 とい うことで あった。 したがって端末 機

に関 して もその点 に重点 をかけて検討 した。新 入行員で も,わ ず かの期 間の うちに操作 がで きるよ

うになるこ と,係 替 えに際 して も違 和感 が ない こと,操 作環 境 がす ぐれてい ることな どが基 本的 な

(注)

要 素 と考 えた。 また,当 行 は以 前 からワ ンライン ・システム を制度化 してい る。 ワ ンライ ン ・シス

テムで は,窓 口 に端末 機 を設置 す るか ら,小 型 で操 作 が簡単 で あるこ とが極 めて重要で あ り,こ の

点 か らも使 いやす さが端末機 開発の大 きな柱 となった。

(注)ワ ンライン ・システム とは,営 業店 の窓 口係(テ ラー)自 らが1台 の オンライ ン端末 機 を

保有 し,受 付→ 収納(支 払)→ 端末操作(通 帳記入)→ 通 帳返 却 を同 一 人 が行 うシ ステム
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で,お 客様 への 「待時 間の短縮 」 と 「一貫 した応 待」 のサ ー ビスを行 って好評 を受 けている。

(2)新 端 末装置 の特長

前述 の考 え方 を進 め ると,① 端末 機 の総台 数 を極 力抑 えるには汎用 型 がよい,② 適用業務 によっ

て最 も使 いやすい よ うにする には専用型 が よいとい う相反す る結論 になるが,こ の解決 のため に,

当 行は 日立製 作所 と共同で3年 にわた る研究 の結果,他 行に比 して極 めて特 長的 な 「モジュール型

端末装 置」 の開発 に成功 した。

モ ジュール型 とは,端 末装置 に必要 ない ろいろの機能 を,モ ジュー ル と呼 ばれる単位 に物理 的 に

分割 して,こ のモ ジュールの最適 な組 合せ によ り各業務 にマ ッチ した最 も機能的 な端末装置 を実現

し,一 つ の端末群 を最 も経済 的 に構成 で きるよ うにした もので ある。

6-5-2表 モジュールとその組合せ

項番

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

モ ジュ ー ル名

プ リ ン タ

汎 用 操 作 盤

補 助 操 作 盤

簡 易 操 作 盤

CRTデ ィス プ レイ

磁 気 カー ドリー ダー

受信 紙 送 り機 構

組合せと適用業務

○ワンライン・テラー

○汎用型(預 金後方,融 資,外 国為替,為 替送信)

○受信付汎用型(預 金後方,為 替送受信)

○為替受信専用

(注)点 線はオプション。

(3)新 端 末装置 の機能

① 印字部

○印字方式 …… ドッ ト ・マ トリックス方式

○速 度……66字/秒

(注1}(注2)(注3)

○文 字…… カナ文字,英 文字,大 文字,中 文字,漢 字 などが可能(赤 黒印字可)

② 通帳 ・伝票挿入部

O自 動挿入 ・排出

○通帳磁気ス トライプの読取 ・書込

③ デ ィスプレイ部

○入力すべき項 目の表示,入 力した内容の表示,中 央装置からの回答の表示 に活用

、



6-5-1図

注(⑥)一 オプション

① ③ ④(⑥)

㊥

壕 。 〆 ‖姐

|Ell|ln

プ ラス②⑤ 、その他(基 板等)

マ イナ ス③④.そ の他(基 板等)

④簡易操作盤
⑤CRTデfス プレイ

①②⑤(⑥)

⑤

① プ リンタ本体

㊥ ⊆〕馴

川

司

一
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④ その他

(イ)障 害 対策

○ 回線障害 時 には公衆回線 を利用 して稼 動す る

○ 端末 制御装置 には,デ ー タの ため込 み が可能(回 復後 にデー タを自動 的 に後送す る)

(ロ)騒 音 約63ホ ー ン

○従 来 に比 して格段 の静 かさ

(注1)主 と して外国為替業務 に使 用。

(注2)チ ェ ック ・ライ ターの文字 と同 じ大 きさで,定 期預金 や通 知預 金 の証書 の金額 印字 に使

用。(当行で は,従 来 か ら,お 』客様へ のサー ビスのため証 書の金額 はチェ ック ・ライ ターで

印字 して いた。)'

(注3)(注2)と 同 じ趣 旨で定期預 金通帳 の金額印字 に使 用。

(c)CIF(顧 客 情報 ファイル)の オ ンライ ン化

システ ム開発 の背景 ですで に述 べた通 り,第2次 サ ンバ ック ・システムは,多 様化 す るお客 様 の

ニーズ に対応 し,同 時 に業務推進 のため の情報,経 営管理情報 を効 果的 に作成 す るため には,ど う

して もお客様単位 の システムづ くりが必要 で ある。 当行で は,す で に全数CIFが 完 成 されていた

ので,こ のCIFを 事 務 システ ムに統 合す ること によ りこの課 題 を解決 し,後 で述 べ るよ うに事務

省 力化 が実現で きた。

また従来 のCIFシ ス テムは,第1次 サ ンバ ック ・システ ムが稼動 した後で開発 されたため,シ

ステム的 には かな りの負担 になって いたが,こ の統 合 によ りシステ ム効 率の向上 が期待 で きた。

(d)総 合 オンライ ン ・システ ム

外国 為替 や融資 システム も第2次 サ ンバ ック ・システムの中で開発 し,さ らに,為 替 システム も

統 合 し,文 字通 りの総合 オ ンライ ン ・システムの完 成 を目指 している。

Dシ ステム開発主体

1974年 初 め,事 務企画部 内にプロジェク トチームを発足,ト ップ ・マ ネー ジメ ン ト層 で は委員 会 を設

置 して,第2次 サ ンバ ック ・システムの基本線 を決定 し,そ れ に従 って開発 を推進 した。

Eシ ステム適用開始時期

○中央装置の機種更改

OCIFオ ンライン

預金 システムの機能アップ

新端末機の採用

75年6月

77年6月(一 斉)
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○ 外 国為替 ・融 資 オ ンライ ン78年 以 降

Fシ ステム適用の効果

(a)中 央 装置

H-8500×5セ ッ トか らH-8700×3セ ッ トへ統 合 し,処 理能 力が ア ップ した。

(b)CIFオ ン ライ ン ・預 金 システムの レベ ルア ップ

(1)伝 票 枚数 の削減(従 来の7%が 削 減 された)。

CIFオ ン ライ ンによ り

Φ 科 目間振替 の連 動処理 が可能

② 被仕 向振 込 の 自動 入金率 の上 昇

が実現 されたこ とによる。

(2)CIF情 報 の オ ンライン照会 によ り営業終 了後 の手 作業 が減 少 した。

(3)⇔ 事 務 のオ ンライ ン処理 や,オ ンライ ンカナ索 引 による事務 の正確 化 が実 現 され た。

(4)CIF還 元 帳 表の作成 が効 率的 に行え るよ うに なった。

(c)新 端 末機 の採 用

(1)お 客様 待時 間 が短縮 された。

② 操 作 が簡単 なため,誰 で もオペ レー シ ョンがで き,係 員 の休暇時 の交替 がス ムー ズに行 え る

よ うになった。

〈使用言語〉

オンライ ン ア ッセ ンブ ラー

オ フライ ン コボル,ア ッセ ンブ ラー



(1)シ ステム関連図

(第2次 サンバック完成予想図)

6-5-2図 システム関連図と基本機器構成
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(2)基本機 器構成
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6㈱ 住 友銀 行 にお け る第2次 総 合 オ ンライ ン ・システ ム

Aシ ステ ム開 発 の背 景,,

住友銀行がは じめてオ・ライ・ ・システ・樽 入 したのは1967年 である・・のシステムは・東

京.大 阪のセ.タ ーagscueと 国内全支店(噺192力 店)を 専用回maneで 直結 し全支店'全 顧客の預

金.貸 金.内 国為替 ・外国鰭 葉箒 全取弓1をオ・ライ・ ・リアル タイム処理するもので・従来の

銀行業務処理態様を一新 した画期的な出来ごとであった。

当時,既 に米国の貯蓄銀行等にお・・て普通預金業務のみのオ・ライ・化IS実 現 していたものの・

銀行業務全般 をオ・ライ・ ・システ・の中に包含 してしま うトー タル ・システムとしての実施例も

アイデアも存在 しておらず,銀 行業務の在 肪 噺 時tLklを拓いたものとして世界の注 目を集めた・

この第1次 総合 オンライン ・システムは,そ の後10年 間,事 務の効率化,正 確化,顧 客サービス

の改善や新サービスの提供,業 務 王里の綱 化等に多大の成果を挙げたが・業務の発展に伴 う事務

量の増大,技 術進歩に伴 うハー ドウ。アの匡鯛 化等の纏 情 を継 し・併せて銀そ撲 務の多様化や

国際化に伴 う新 しいン ズ随 切 に対処できる新㈱ を観 すべ くオ・ライ・・システムの全面更

改を行なうこととした。

これに先立 ち,1970年 頃 から事務管玉里部内で,最 新の技術鞠 の成果を当行1・マ・チした形で

採 り入れ経営効率ならびに顧客サービスの面でより一層の飛躍 を図るため第2次 総合 オンライン ・

システムの研究が開始 された。

B第2次 総合 オ ンラ イ ン ・システ ムの 目的

当行においては第1次 オンラインにおいて,既 に,

① 全科目オンラインによるトー タル'シ ステム

② 顧客名寄せによる総合取引振 りの把握

③ カタカナ ・システムによる顧客並びに,取 引属性のコンピュータ処理

等 が実現 されていた為,第2次 システムの狙いは若干他行 と異った性格を帯びている。

即 ち,

① 無人化機器導入による店頭体制の強化

② 機械化の徹底による事務効率の向上

③ ノーダウン指向システムの確立
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④ 新 しい支店端末機 器の導入による効率化

⑤ 顧客 ・営業管理システムの一段の強化

等々である。

C第2次 総合オンライン ・システムの内容

(a)無 人化機器の営業店への設置

入金,出 金,両 替の3つ の窓口業務 をそれぞれ現金 自動預入機 ,現 金自動支払機,自 動両替機 に

より自動化するもので従来記帳計算部門に限られていたコンピュータリゼーションを
,窓 口接客業

務に迄拡大 したものといえよう。すなわち,通 常の入出金 ,両 替だけにご用のあるお』客様 には無人

化機により迅速第一のサービスを提供 し,一 方新規のお客様や預金に関 して各種 の相談事 をお持 ち

のお客様には第2次 総合 オンラインのデーター ・ベースと新端末機 を使って色々な新 しいサービス

や情報 を提供 しようとす るものである。現在では,各 店に自動預金機 ・両替機 を各1台,現 金 自動

支払機 を店内 と店舗外壁に各1台 以上設置 しており,そ の利用率は年々上昇 し,既 に普通預金入出

金客の過半が無人機器をご利用頂いている。現金 自動支払機 に対す る考え方で他銀行 と若干異る点

があるのは,当 行の店内設置の自動支払機 には全て通帳記帳機能を持たせていることである
。これ

は,普 通預金の性格論議迄遡る問題であるが各種口座振替制度の普及の結果,通 帳残高 と実際の預

金残高が乖離 していることがある程度常識化 してしまっているとは言いながら,普 通預金顧客にと

って,自 分の預金の入出金残高を通帳に正 しく記帳 して欲 しいとい うニーズは極めて根強いものが

あり,銀 行側の省力を目的としてこのご要望 を無視することは誤 りであるとの見解に立つものであ

る。

働 センター電算機のグレー ド・アップ

第1次 総合 オンラインの末期 には東京・大阪にNCR315RMC型 コンピュータ12台 を設置 してい

た。本機 種 を選定 した1965年 頃 においては,全 メモリーのサイクル ・タイムがナノセコンド単位

に達 している唯一の機械であったが,な おかつ,当 行の全業務をオンライン処理す るためには最初

から複数台数 を使用せざるを得なかった。然 しなが ら,こ れは結果的には,そ の後の業務量の増大

に耐えて,最 も長期的且つ最も低 コス トでこの システム を維持で きた原因の一つとなっている。こ

の考 え方は第2次 総合 オンラインにも踏襲 され,NCRセ ンチュリー350を 東京 ・大阪のセンターに

合計5セ ッ ト設置することとした。その理由は以下の通 りである。

(1)リ ダンダンシー

障害時の予備機 を持つことが絶対的な要件であるため,100の 能力の超大型機 を1台 持っと200の

投資が必要となるが,100の 能力を3台 のコンピュータに分散 して持 たせれば133の投資で済むとい

うことである。



348第6部 金融業における第2'次 オンライン・システム

(2)エ クスパ ンダビ リテ ィ

年々事務量 が増大 す れば,や がて コンピュー タの キャパ シテ ィを上 回 ることになるが,そ の時 点

で ある程度 の追加 投資 さえ行 なえば,量 的処理 能 力の拡 大 を理 論的 にはエ ン ドレスに行 なえ る所 謂

オー プ ン ・エ ンデ ッド ・シス テムになる とい うことであ る。

但 し今 回のセ ンチュ リー350は マ ルチプロセ ッサ ーで1セ ッ トに3CPUを 保 有 してお り,メ イ ン

・メモ リーは2 .5メ ガ バイ トの単体 と して も超大型 の部類 に属す る シス テムで あ り,そ れ自体 と して

障害対策 と しての リダンダン シー とファイルセー フの機 能 を有 してい る。

(c)ノ ー ダウ ン指 向 システムの採 用

新 システムの特徴 の一つ はセ ンター ・システム,ブ ラ ンチ ・システム,コ ミュニケー シ ョン ・不

ッ トワー クの何 れの個所 に障害 が発生 した場 合 で もオ ンライ ンは停止 しない完全 なバ ッ クア ップ体

制 の とれた システム を採用 した ことで ある。

(1)マ ル チ ・プ ロセ ッサー によるデュプ レッ クス ・システ ムの採用

セ ンチュ リー350は1セ ッ トで3CPU,2.5メ ガバ イ トの メイ ン ・メモ リー を持 っているが,オ

ンライ ン処 理 は2CPU,2メ ガのメモ リーで運行可 能 と し1セ ッ トの コンピュー タ内 で1CPU

と0.5メ ガの メモ リーのバ ック ・アップを可能 と した。

また,万 一 システム ・ダウ ンが発 生 した場 合 もクイ ック ・リス ター ト・システム を開発 し,同 一

機 で リス ター トす る場 合は勿論,予 備機 を切替 使用す る場合 で数分以内 に リス ター トが可能 となっ

て いる。

6-6-1図 大阪システムにおけるセンチューリー350の構成(当 初システム)

主 記憶 装置

(システム ・メモ リー)

演算 装置

(プ ロセ ッサー)

プ ロセ ッサ ー

メ モ リー

外部記憶装置

(注)

〉 ・… ラー

(2)フ ァ イルの二重化
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オ ン ライ ン ・ファイルは正 ・副の二重化 とし
,フ ァイル障害発 生時 にお いても支店営 業 には支 障

きたす こ とな く,障 害発生 ファイルの復元 を オンライ ン中 に行 なえる シス テム と した
。

(3)ル ー プ ・オ ンライン回線 の採 用

セ ンター ・コンピュー タと各支店 に設置 した ミニ ・コ ンピュー タとを結ぶ オ ンライ ン回線 をルー

プ状(6-6-2図)と し,

① 回線 障害(モ デム障害 を含む)

② アダプター障害

等 の 発 生時 に,自 動 的 に逆 回線 ルー トを経 由 し,オ ンライ ンを続行 可能 とすると ともにオ ンライ

イ回線料の大幅 な節 減 を図 った。

(4)ル ー プ ・バ ックア ップの採 用

支 店の ミニ ・コンピュー タ障害時 に備 えて ミニ ・コ ンピュー タ間 を接続 してい る回線 を切換 える

ことによ り,端 末機 を僚店 の ミニ ・コンピュー タに接続 可能 と した
。

(5)NCUバ ッ クアップの採用

公衆 通信回線 を使用 し,端 末機 をセ ンターに切換接続 可能 と した
。

(d)新 端 末機 への切換 え

(1)NCR272の 導入

最新鋭の汎用端末機をNCRと 共同醒 し操 イ乍の効靴 と印字難 の高速化により事務処理速

度の 向上 を図 った。

(2)NCR950デ ィスプ レイの導入

従来電算機内部 に豊富 なデー タを保有 しなが ら,テ レプリン ターの低速性 か ら,利 用 の便 宜性今

一 っで あった為
,全 支店 に,CRTデ ィ スプ レイ を導入 し,電 算機 デ ー タの利 用並び に顧 客か らの

各種照会 に対す る調査事務 の大幅 な合理 化 を図 った。

(e)顧 客 別 ファイルの採用

新 システムが第1次 システム と基本 的{・異 る点 の一 つは
,従 来の勘定科 目別 フ。イル を廃 し顧

客別 ファイル ・システム を採 ったこ とで ある。

即 ちある胸 先の元帳は・それが当座,普 通預金,定 期預金,貸 付等種々に渉ろ うとも,す べて
一箇所 にフ・イルされているわけである

・由来,銀 行取引は銀行と当言亥顧客との取引であ り,当 座,

定期,貸 付等は取引の種類による便宜的分類に過 ぎない。過去100年 に渉って銀行の帳簿体系が勘定科

目別の方式 をとって来たのは,ペ ンと算盤 を前提 とした会計処理においては
,そ うせざるを得なか

ったという技術的理由に過 ぎない。今やコンピュータ ・バ ンキングの時代を迎えて
,こ れが可能 と

なった以上,銀 行対顧客 とい う取引本来の姿 をそのまま帳簿体系にも反映する
,い わば会計処理に

おける,顧 客中心主義が今後の銀行事務の方向であるべ きと考えた次第である
。
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6-6-2図 ・回線 と ブラ ンチ シ ステ ム のバ ックア ッ プ図
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D第2次 総合オ ンラインの移行状況

1975年8月 の心斎橋 支店の切換 えをス ター トして1976年11月 に全店のセ ンチ ュリー350シ ス テ ム

へ の切換 えを完 了 した。端末機 につ いて も,無 人化機器,ミ ニ ・コ ンピュー タ,デ ィスプ レイ装置

の設 置は全店完 了 してお り,汎 用端末機 の一部 を残 すのみ となってい る。、

第2次 総 合 オンライン・システムは現 在,確 実 に定着 し事務業 務の効率化 に多大 の成 果 を挙 げてい る。
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7相 銀 九 州 デ ー タ通 信 システ ム

－DIPS標 準共同利用型バ ンキング ・システムー

Aは じ め に

金融 システムは経済の発展 に伴 う業務量の増大,対 象業務の拡大及び銀行経営効率化のための強

力な手段 として,ま た取引の大衆化 に伴 う日常生活に密着 した顧客サービスの向上手段として発展

し,オ ンライン化に関 しても先導的な役割 を果 してきた。

1975年 代 に至 り,金 融業界では,更 に第2次 オンライン ・システムへの更改 を実施・又は計画

中で,業 務処理の効率化,顧 客サービスの強化,総 合1青報処理の確立に加 え,シ ステムの信頼性の

向上等 に取組んでいる。

電電 公社 は,1968年8月 の群 馬銀行為 替通信システムを第1号 としてデータ通信サービスを開

始 して以来多数の金融 システムを開発 して きた。

相鋤 、州データ通信 システムはこの間の酷 な経験 とオ・ライ・・システムに関する高度の技術

を結集 して開発 されたもので,九 州地区の相互銀行8行 による共同利用型新総合オンライン・バ ン

キング.シ ステムである。そのセ ンタ機種 には電電公社が開発 した超大型コンピュータ 「DIPS

-11」 の最下位機種 「モデル10」 を採用 した。このシステムはCIF機 能の充実,科 目間連動処理.

自動 リカバリ,オ ンライン ・リカバ リ,加 盟銀行間のネッ ト取引や各種取引規制,厳 密な機密保護

機能等 を有 し,高 度な処理能力と拡張1生を有 している。

全国相互銀行界で初の共同利用型 システムが,1977年10月17日 正式に稼動開始 したので以下に相

銀九州データ通信 システムの概要 を述べる。

Bシ ステムの特長

(a)セ ン タ設備及 び端末 設備

電電 公社 開発 の超大型情報処理 装置,DIPS-11の3機 種(モ デル10,20,30)の う ち最下 位

のモ デル10に よ るデュプ レックス構成,周 辺装置 にス ピン ドル当 り200MBの デ ィス ク ・パ ック等

最新 の周辺装置の使 用,新 開発の プロ グラマブル端 末機DT-1235型 の 使用 。

(b)バ ンキ ング用標 準パ ッケージ

電 文制御,フ ァイルア クセ ス処 理,運 転 管理,障 害管理,各 種支援 処理機能等 新総 合 バ ンキ ング

・システム用の汎用 リアル タイム ・パ ッケ ージの開発。
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(c)業 務処理機能

CIFの 強化,科 目関連動処理,セ ンタカット機能 ,オ ンライ ン中の交換引落 ・赤残通知 ・自動

入金 ・再振 ・入金通知,集 配信機 能の充実。

(d)障 害対策

自動 クイック ・リカバ リ方式,ノ ーダウン ・リカバ リ方式の採用と取引コー ド単位でのコマ ンド

規制(取 引禁止)機 能によるシステムの信頼性の向上。

(e)ソ フトウェアの標準化,構 造化

処理 の効率化,将 来の変更 ・拡張等のためのソフ トウェアの徹底 した標準化 ,階 層構造化の追求。

(f)バ ッチ処理の効率化

運転効率の向上 と操作性の改善を目的 としたジョブ ・スケジュラ(実 行管理 プログラム)に よる

バ ッチ運転の自動化 ,フ ァイルの同時併行処理 による処理時間の短縮。

(9)共 同利用のための機能

厳重な電文の正当性チェック,銀 行単位のバ ッチ処理 ,各 銀行の本店に設置 したライン・プリン

タへのセ ンタ作成管理資料のダイレクト配信等の機密保護への配慮,CDサ ービス等銀行間ネット

取引,銀 行単位 にきめ細い運用管理 が可能な各種機能。
＼

(h)処 理能力

DIPS-11モ デ ル10を 使 用 した場合 で も総 合バ ンキ ング ・ミックスで1時 間当 り10万 件 以上の

処理能 力 を保 証。相銀 九州 システムで は店舗 数350店
,端 末機 総数1,200台 を終局 規模 と想定 。

Cシ ス テ ム 構 成

(a)本 シス テムは,電 電 公社 が開発 した高性能大型電 子計算機DIPS-11モ デ ル10に よ る
,デ

ュプ レックス構 成 をとってい る。6-7-1図 ,セ ンタ構成 を示 す。

DIPS-11モ デ ル10は ,LSIメ モ リ採 用 による高速化 ・小 型軽量化,ロ ーカル ・メモ リ機能

の高性能 化,マ イ クロ ・プロ グラム ・ロー ド方式 による高度 な自己診断機能
,チ ャネル転送 の高速

化等 によ りコス ト・パ フォ ーマ ンス及 び信頼性 の向上 を図 ってい る。

(b)各 種 フ ァイルに高記録 密度200MB磁 気 デ ィス ク ・パ ック を使 用 してい る
。

(c)端 末 装 置 には,従 来 の標 準バ ンキ ング端末DT-1234型 デ ー タ宅内装 置 などの ほかに
,新 開

発の プロ グラマブル端末 であ るDT--1235型 デ ー タ宅 内装置 を使用 して いる
。DT-1235型 デ ータ

宅内装置の特長 は以 下の とお りで ある。

① ユ ーザ仕様 によ るプログ ラム制御 が可能 であ り,プ ログラム開発の ためのサ ポー ト・システ

ムが完備 して いる。 プロ グラム ・ローデ ィ ング媒体 には カセ ッ トMTを 使 用 した
。
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論理.装置

大容量記憶装置

転送制御装置

マルチプレクサチャネル装置

ブロー1クマルチプレクサチtネ ル装置

回線制御装置

回線接続装置

チ ャンル切替装置

集合変復調装置

カー ド読取袋田

ラインプリンタ{姦直

タイプライタ制御袋田

タイプライタ装置

磁気テープ制御装置

磁気テープ装置

磁気 ドラム制御装置

磁気 ドラム装置

磁気ディスクパ ック制御装置

磁気デ ィスクパ ック装置

磁気デ ィスパック切替装置

ターミナル制御装置

複 合形窓1=1装置 ・

複数業務用データ人出力装置

デ ィスプレイ.装置

ノンインパクトプリンタ

6-7-1図 セ ン タ構 成

CPU

LMEM

CHC

MCH

BCH

CCU

LUT

CHSW

GAT-M

CR

LP

TYPC

TYP

MTC

MTU

DRC

DRU

DPC

DPU

DPSW

TC

WM

DtO

CRT

NPR

MODEM LUT CCU

4

BCH

.'

IBCH

●

DPC

DPC

DpswDPU

〔〕… … θ

θ… …θ

DPC

tl)

DPC

ほ[

DPSWDPU

DRC
-10

θ … 一…e

θ ・一… 一{≡〕

DPC

t2}

DPC

{2}・

DPUDPSW
コヂ　　

001〔 泡i
oθ1憩i

(0～7)

BCH

c

BCH

7

'
.d

BCH

8

DRC
-10

DRU DRU

■

BCH

BCH

MCH

`

9

9

5

DRC
-10

6

MTC

MTC

MT

MCH

MODEM

MODEM LUT

HS

{O　 ～1112,(3[[4[t5}t6)C7)

hl

CCU

TYPC TYP

'

3

HSW

IDF

lDF
－

監視席
DT-1252

TYP

CHC

LP

LP

CR

CPU
-PW

CPUO

2

MEM

CHC CPU1

ゆ

MEM

川

MEM

t2}

MEM

{3]

MEM

{41

MCH

12h

MCH

CPU
-Pw

34

j

5 `

BCH

BCH

6 虞

7
c

BCH

HSW TYpC
TYP TYP

HSW

CHSW

CR

LP

LP

MTC

⑧ ◎

MTC

BCH

DRC

BCH

9

MT

e

BCH

⑩a

(O)`1)121(3)14){5[C6)[7}

DRC

BCH

RU DRU

DRC

DPC
DPSWDPU

⑪b

DPC

00

θθ
(O～3)

↓



相銀九州355

②TC-110間 を4線 式 イ ンタフェース によ り,1,000mま で延 長可能 と した。

③ 窓口装置,デ ー タ入出 力装置 とも印字速度 を40字/秒 とし,ド ッ ト ・プ リンタ方式 ・モー タ

制御方式 の採用 によ り低 騒音化 と信 頼性 ・保 守性 の向上 を図った。

④ 窓口装置 は,JISけ ん 盤 磁気 ス トライプ ・リー ダ/ラ イ タ,カ ー ド ・リー ダな どを有 し

自動印字 行 セ ッ ト,自 動 デー タ読取 機能等 によ り操作性 を著 しく向上 した。

⑤ 窓 口装置 か ら預金,融 資系 業務 のほか為 替業務 も処理 可能 と し,特 に小規模店 での経 済化 を

果 した。

(d)セ ン タ内 に設 置 したDT-1235型CRT(1,920文 字) ,及 びサ ーマ ル ・プ リンタに全店の

端末 障害状況 や店舗 内主端 末の機蕃 別状態 の詳細 をリア ルタイムに表示 す る機 能 を端 末状 態監視 ソ

フ トウェア方式 によ り実現 した。 これによ り回線監 視装置 を廃止 で き床 面積 も節減 で きた
。

Dソ フ ト ウ ェ ア

(a)オ ペ レーテ ィ ング ・システ ム,DIPS103-2100Sの 配 下 に,主 制 御,電 文制御,運 転 管

理等,リ アル タイム ・システムの総 合的 な動作 制御 を行 な う160-10RTPサ ブ管理 プロ グラム
,

及 び総 合バ ンキ ング ・システ ムの汎 用 リアル タイ ム ・サー ビス ・パ ッケ ージ ・プログラム(BK-

RTP)をi接 続 してい る。BK-RTPは 上 述 の基本機 能 にバ ンキ ング ・システ ム専用の機能 を付

加 し強化 したパ ッケー ジで,プ ログ ラム制 御,電 文制御,運 転 管理機能 の一部 を分担 す る他
,リ カ

バ リ機能 及 びバ ンキ ング向 きファイルア クセス機 能 を有 して いる
。

業務処理 プロ グラムは,BK-RTPの 配 下 で作 動す る。

これ らの関係 を6-7-2図 に示 す。

6-7-2図 プログラム構成と電文,制 御の流れー
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(b)本 システ ムで は,障 害対策 と してつ ぎの3種 の リカバ リ方 式の採用 に よ り総合的 な リカバ リ

・システム を実現 してい る。

(1}シ ス テ ム ・リカバ リ

ハ ー ド障害や システム に致命的 な論理 ミス遭遇 などの理 由 によ り,シ ステ ム運転 の続行 が不可能

になった場合 に,シ ステ ム回復 を行 うための方式 であ る。 システ ム ・リカバ リはオペ レー シ ョンの

自動化 と リカバ リ時 間短縮 をめ ざして開発 され,通 常4分 程度 でオ ンライ ンを再開 で きる。

シス テム ・リカバ リ開発 にあた って,特 につ ぎの点 に留意 して設 計 を行 なった。

① オペ レー タ操作 を極 力減 らす

② 回復対 象 デー タ決定論理 の簡 易化 と高速化

③ リカバ リ前後 の ジャーナ ルMTの 継 続使用

(2}ノ ー ダウ ン ・リカバ リ

特定 業務処理 に限定 された,シ ス テム全体 に影響 をおよぼ さない障害 を,オ ンライ ン処 理 を継続

しつつ,回 復 す るリカバ リであ る。

本 リカバ リでは,次 の処理 を行 う。

① 障害発 生業務処理 の自動閉塞

② 障害 通知の コ ンソー ルへの出 力

③ 障害原因探索情報 のLPへ の 出力

④ 該業務処理 を行 った端末へ のエ ラー ・メ ッセ ージの出力

⑤ 障害 回復処理

(3)フ ァイ ル ・リカバ リ

ハ ー ド障害 などの発生 のため,オ ンライ ン ・システムか ら自動 的 に切離 された元帳 フ ァイ ルやM

Tフ ァ イルな どを,オ フライ ンで ジャー ナルMTを も と に回復す る リカバ リで ある。復元 したフ ァ

イ,レはコマ ン ド操作 によ りオ ンライ ン ・システ ムに組込復帰可能 で ある。

フ ァイル障害時 には 自動的 に回復 に必要 な ジャーナ ルMTを オ ンライ ンによ り切離 し,同 時 に操

作 キー情報 をコンソー ルに出力 して オペ レー タに指示す る等,操 作 ミスの防止,障 害時 間短縮 を図

って いる。

総合 リカバ リ ・システム構 成 を6-7-3図 に示 す。

E業 務 処 理

(1)本 システムは総合バ ンキ ング ・システム と して,CIFを 中心 に預金,為 替,融 資,日 計,

集 配信 等バ ンキ ングの全 業務 より構 成 されてい る。

(2)GIFを 中 心 としたフ ァイル構成 の概 要 を6-7-4図 に示す。
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6-7-3図 総 合 リカバ リ ・システ ム構 成 図

(3)

①

②

③

OS

103-21

◎
開始

BK-INT
バ ンキ ン グ

イニ,シエ ー タ・ター ミネー タ

㊨//鷲 ・

⑳
開始/再 開始

∈∋
終 了/ダウン

業務処理

プロ グラム

フ ァイ ル

確IDぽ フアイの 川
/組込み

⇔
ノー ダウ ン ・リカバ リ

プロ グラム・ミス

ノー ダウ ンROABT
Iノカバ リ併1文台

6-・7-4図CtF構 造

特定先NF

CIF口 番

住所 コー ド

住所補完 コー ド

珊
預金
ファ
イル

融資口番

融資基本
ファイル

リンク口番

高手
ファイル

手貸
フ7・イル

証貸 ファイル

顧客の各種取引状況 を総合的かつ即時に把握することがCIFの 大 きな目的のひとつであり
,

顧客が持つ各取引の一元的 な名寄せ

各科 目に亘る取引の管理 や処理の一元化(マ ル優管理,各 科 目の口番の収容等)

顧客の各種属性情報,管 理情報の収容
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などを行 っている。

(4)預 金業務は,当 座,普 通(総 合口座,カ ー ド預金,CDサ ービス,磁 気ス トライプ付通帳の

使用等 を含む),従 業員,通 知,定 期,積 立定期,別 段預 金,定 期積金等 を行 っている。特に,他

店券の資産化処理 ・定期の自動継続等はオンライン中に効率的に行われ,当 座預金については赤残

抽出 ・赤残口座通知 ・手形引落 し等 がすべてコマンド操作により自動的に実行 される。また必要に

応 じてあらかじめ時刻指定することにより操作の全 自動化も可能である。預金科 目相互や預金 と融

資各科目零の同時振替処理が可能 である。

㈲ 為替業務は,全 銀 システムに準 じたフォーマ ッ トにより行 ってお り,セ ンタカットによる

預金科 目への自動入金機能等 を有する。自動入金は口番索引のほか,か な氏名索引によることも可

能で,該 当店への入金通知 も自動 的に送出する。新全銀 センタとは中継コンピュータを介 してオ

ンラインで接続される。

(6)融 資 業務 は,商 業手形,手 形貸付,証 書貸付,当 座貸越 か らな り,融 資関連 フ ァイ ルとCI

Fと に よって迅速 な融資業務 の遂行 と的確 な顧客管理 が可能 で ある。

(7)集 信 デー タは,オ ンライ ンで,セ ンタの集信 フ ァイル に収 集 され る。入力装置 はデー タ入出

力装置 か らか らだけ でな く,MTか らの入 力 も可能 とし,高 速伝送 を実 現 している。

(8)バ ッチ業務は,日 次,月 次,期 次等 か らな って いる。 日次処理 で は,処 理 単位 をフ ァイル中

心 とし,プ ログラムの集約化 によ り,1回 の ファイル ・ア クセ スで該当 デー タに関す る各種 の処理

を同時 に併行 して行 い,能 率の向上,処 理 時間の短縮 を図 ってい る。

また,バ ッチ ・プロ グラムの定常 的 スケジュールは,バ ッチ実行管理 プ ログラムによって管理 さ

れ,操 作 の簡 略化,操 作 ミスの防止,及 び省 力化 を図 って いる。

F共 同利 用のための各種機能

(1)顧 客及び各銀行の機密保持のため,① 各端末装置からの口座 ファイルへのアクセス要求につ

いては,端 末ID,回 線番号,銀 行番号等による正当性のチェック・確認処理,② 銀行単位のオン

ライン関連バ ッチ処理等 きめ細 い配慮 を払っている。

(2)遠 隔の銀行本店 ・営業店とのデータ集配信 については,本 店に設置 した磁気テープ端末装置

からのオ ンライン集信,各 営業店の窓口装置からの集信,磁 気テープ伝送 によるライン・プリンタ

への直接配信,各 営業店の窓口装置へのメール配信等により円滑 な集配信 が可能で,又 機密保護の

面でも効果的である。

(3)オ ンラインCDサ ービス,為 替については銀行間のネッ トサービスが可能である。

(4)コ ンソール ・コマンドによる銀行毎のオンラインサービス時間の指定 ・変更など共同利用を

意識 させることなく,銀 行単位に各種の きめ細かな運用管理 を可能とした。
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1電 子 計 算機 システ ム安 全対 策基 準1977年6月

一 通商産業省機械情報産業局

情報処理振興課 「電子計算機システム安全対策基準」より抜葦一

〔1〕 基 準の前 提

1.安 全対策基準の適用方法及び実施にあたっての留意点

安全対策基準の適用方法及び実施にあたっての留意点は,以 下の通 りである。

(1)対 策内容及び段階の適用について

対策内容は,守 るべきもの全てを網羅 したものである。対策内容は,次 の三つ に分かれる。

① 電子計算機システムを停止 させないための対策内容

(f列えば,電 源設備)

② データ等を保護す るための対策内容

(例えば,運 用基準)

③ ① と②の両者 を含んでいる対策内容

(例えば,火 災対策)

従って,情 報処理の内容によ り,全 ての対策内容を一律にある段階に適用させる必要はない。例

えば,重 要 な機密に係わる情報処理を行っている場合で,電 子計算機システムを一定期間ス トップ

しても社会的,経 済的な影響がないといったケースにあっては,デ ータ等の保全に関す る対策内容

は,厳 しい基準の段階(例 えば,A)を 必要 とするが,電 源設備等,電 子計算機システム停止に関

する対策内容は,緩 い基準の段階(例 えば,C)で よいこととなる。

対策内容ごとにA,B及 びCの どの段階を適用すべ きかは,財 産(有 形,無 形),生 命,機 密その

他の社会,経 済活動に与える影響の重要度に応 じて判断する必要がある。

(2)環 境等による適用限界

本安全対策基準は,デ ータ等,電 子計算機システム及び電子計算機 システム関連設備について,

まず原則的に適用 されるべきものである。本基準は,こ れらを保護する室,建 築物 にっいても規定

しているが,こ れらの建築物等に係る基準については,建 築物の環境,利 用形態等により,適 用さ

れる対策内容 もおのずから限定 される。
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例 えば,複 合用途 ビルに入居している者は,建 築物の項目の基準 を,守 ることができない場合 が

多いと思われるので電子計算機室の設備基準及び運用基準等により,デ ータ等の保全を図ることと

なる。

(3)段 階の分け方

安全対策基準の対策内容ごとに,最 小限の基準(C基 準),標 準的な基準(B基 準) ,望ましい基準

(A基 準)の 三つの段階にランクを付 してお・り,C,B,Aの 順 により強化された基準となる。

各々の対策内容には,○ 印及び△印が付されている。○印を付 してあるのは,実 施すべ き対策内

容である。Aラ ンクで△印を付 してあるのは,立 地条件,建 築物の条件,経 済的条件,そ の 他物理

的条件及び技術的条件等により,現 段階では実施可能 な者が行 うことが望 まれる対策内容である。

(4)電 子計算機システムの規模別等による適用

電子計算機 システムの規模の大小及びオンライン処理,バ ッチ処理等の利用形態によって対策内

容の適用の段階は異 なるので内容的なチ ェックがこうした利用形態 に応 じて行われるべ きである。

(5)基 準の適用方法

前述したとおり,本 安全対策基準は,電 子計算機 システムの安全対策上必要と考えられる全ての

項目を網羅 したものであり,具 体的な適用にあたっては,情 報処理の内容の違い,個 々の環境,特

殊性及び産業の社会的,経 済的な位置づけの観点を踏 まえ,最 も有効な組合わせ,選 択を行うこと

が必要である。

この場合に,目 標とすべ き安全対策基準を直 ちに達成することは,困 難な面があれば,実 施 にあ

たっては,個 別企業ごとに一定期間内に達成すべき年次目標を立て,実 施することが大切である。

しかしながら,社 会的ニーズを考慮しつつで きうるかぎり早急に目標が達成されることが望ましい。

2.安 全対策基準に係る法規等

本安全対策基準の適用にあたっては,以 下の法規等の規定も考慮 し,実 施することが必要である。

① 建築基準法,同 法施行令,同 法施行規則 及び告示の適用を受ける。

② 消防法,同 法施行令,同 法施行規則,危 険物の規則 に関する政令,同 規則及び市町村条例の

適用を受ける。

③ 労働安全衛生法 同法施行令及び同法施行規則の適用 を受ける。

④ 電気事業法,同 法施行令,同 法施行規則及び電気設備技術基準の適用を受ける。

⑤ 電気用品取締法,同 法施行令及び同法施行規則の適用を受ける。

⑥ 日本工業規格(JIS),(社)電 気学会電気規格調査会標準規格(JEC)及 び(社)日 本電機工業会

標準規格(JEM)に 制定されているものはこれらによる。(ただし,JEM1344整 一6「 半導体 自励式

逆変換装置」は除く。)

⑦(社)日 本電気協会電気技術基準調査委員会の 「内線規程」(JEAC8001-1977),(社)日 本電気
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協 会高圧需要家受電設備研究委 員会の 「高圧受電設備指針」,(社)日本電設工業会防災避難 設

備専門委員 会の 「非常用の照 明装置に関す る指針」(JECA1005)に 示 されているものはこれらに

よる。

⑧(社)日 本電設工業会技術委員会の 「電子計算機設備工事の指針」(JECA66-4)に 示されて

いるものは,こ れらによる。

⑨(社)日 本電子機械工業会技術基準 「電子計算機機器のラインフィルタ設備に関する基準」(A

CZOO2)に 示されているものは,こ れらによる。

⑩ 安全対策基準中に消防法等の基準 を引用 している場合は,消 防法等においては適用除外にな

る場合であっても当該基準を守る必要があるという意味である。

〔2〕 設備基準

段階の区分

項 目 対 策 内 容
A B C

1.共 通 事項

1.立 地 及 び環境 (1)木 造家屋密集地域及び危険物の近辺等火災発生時における危険度が △

高 い地域 を避 ける こ と。

(2)落 雷 多発地域,津 波,高 潮,出 水等災害発生のおそれのある地域を △

避 け る こ と。
・

(3)地 震の多い地域及び軟弱地盤,液 状化地盤等地震による被害のおそ △

れ の あ る地 域 を避 け るこ と。

1 (4)電 波塔近辺,マ イクロ回線近辺等強力な電界及び磁界のある場所を △

避 け るこ と。

(5)塵 埃,腐 食 ガス,有 毒 ガ ス等 に よ る空 気汚 染地域 を避 け るこ と。 △

㈲ 重塩害地域を避けること。 △

2.設 備一 般 (1)電 源設備,空 気調和設備等電子計算機システムの稼動に必要な設備 ○ ○ ○

の施工にあたっては,電 子計算機本体,周 辺,端 末装置,通 信回線関

係設備及びオフライン機器について下表の条件項目の中から必要なも

のを施工者に対し明示して発注すること。

条 件 項 目 単 位

① 電源条件

・㈲ 電 圧 V

(切 相数及び線数 相,線 式

(ハ)周 波 数 Hz

(二)電 圧許容範囲 %又 はV

1 1
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項 目 対 策 内 容
段階の区分

A B C

(ホ)電 圧瞬時許容変動範囲 %又 はV,ms

(へ)電 圧許容変動幅 %

肘 周波数許容変動範囲 %又 はHz

(チ)不 均衡電圧 %

(リ)波 形 歪 %

(ヌ}電 気的 雑 音 V,μs

(1り 接 地

(1)接 地の種類(絶 縁変圧器中性点接

地,ラ イ ンフ ィル タ用接 地,信 号 用

接地,筐 体用接地等の別)

(2)接 地工事の種類

(3)単 独接地,共 用接地の別

(4)接 地線の断面積 mm2

(5)接 地抵抗値 Ω

註:複 数の種類の接地 を必要とする場合に

は,そ の種 類 毎 に② か ら(5)まで の 条 件

を 明示 す る こ と。

(オ)始 動時の最大突入電流(実 効値) A

(ワ)し ゃ断時 の 最 大電 流 A
＼

㈲ 電子計算機の力率 %

㈲ 電子計算機の不平衡電流 %

(列その他特殊仕様

② 空気調和条件

(イ)機 器毎の発熱量 J/時 又 はKca1/時

(ロ)機 器毎 の 風 量 ㎡/分

(ハ)温 湿度条件(稼 動時)

(1)機 械吸い込み空気の温湿度条件

温 度 ℃

湿 度 %

最高湿球温度 ℃

② 室内推奨温湿度

温 度 ℃

湿 度 %

(二)温 湿 度 条 件(停 止ll寺)

温 度 ℃
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段階の区分

項 目 対 策 内 容
A B C

・'・ 一

湿 度 %

最高湿球温度 ℃

{ホ)温 度変動勾配 ℃/分

内 湿度変動勾配 %/分

肘 塵 埃(重 量法) mg/㎡

(計数法) 個数/c㎡

(落下法) %/週

(チ}そ の 他 の 条 件(風 速 等)

③ その他条件

㈲ 磁界の強さ A/m又 はOe

(ロ}振 動(加 速 度)の 大 きさ Ga1

(ハ)騒 音 レベ ル(機 器 の騒 音 レベ ル) αB

(二)床 と大地間の電気抵抗 Ω

困 レイ アウ ト基 準(荷 重,保 守 エ リヤ,

ケー ブ ルの 長 さ等)

(へ)フ リー ア クセ ス床下 の 高 さ mm

(ト)天 井 高 mm

(チ)保 管庫の条件(温 湿度)

(1)パ ンチ カー ド及び 紙 テー プ 温 度 ℃

湿 度 %

② 磁気テープ 温 度 ℃

湿 度 %

(3)磁 気 デ ィス ク 温 度 ℃

湿 度 %

(4)そ の 他(フ ロ ッピ ィデ ィ 温 度 ℃

ス ク等)湿 度 %

(リ}セ ンサ ー か らの 入 力配 線 又 は通 信 回

線配線上のf士様

(ヌ)そ の 他 特殊 仕様

(高 周 波,塩 分,鉄 分,腐 食性 ガ ス等)

(2) 電子計算機システム及び同関連設備の機器の設備にあたっては保守 ○ ○ ○

点検のために必要な空間を確保すること。

(3)電 子計算機システム及び同関連設備の機器は防蝕,防 火対策を施し △

た材料で構成すること。

(4)電 子計算機システム及び同関連設備の機器には,防 振,耐 震,防 音 △

対 策 を講 ず る こ と。
一 1 1 1
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〔3〕 運用基準

項 目 対 策 内 容 段階の区分

A B C

1.組 織 体 制

1.防 火,防 犯管 (1)消 防法第8条 第1項 及び同法施行令第3条 に規定する業務を行う防 ○ ○
理体制 火管理者を定めるとともに,火 元責任者を任命し,自 衛消防隊を編成

す る こと。

② 防災管理者のもとに,消 防法施行令第7条 に規定する消防用設備等 ○ ○
の点検及び整備を担当する者を任命すること。

(3}防 犯 責 任者 を任 命 す る こ と。 ○ ○

(4)防 犯組織図を作成し,担 当者を任命するとともに,役 割分担を定め ○ ○

る こ と 。

(5)消 防法第8条 第1項 及び同法施行規則第3条 に規定する消防計画を ○ ○

作 成 す る こと。

(6)防 犯 連絡 経 路 を設 定す る こ と。 ○

(7)防 犯連絡会議を定期的に開催すること。 ○

2.運 用管 理 体制 (D電 子計算機処理に係るデータ等保護に関する運用管理基準を制定し
, ○

データ等保護管理者を任命すること。

② 電子計算機室運用管理基準を制定 し,電 子計算機室運用管理者を任 ○ ○ ○
命ず る こと。

・

(3)記 録媒体及びドキュメント運用管理基準を制定し,記 録媒体及び ド ○ ○

キ ュ メ ン ト管 理 責任 者 を任 命す るこ と。

(4)電 子計算機システム関連設備運用管理基準を制定 し,同 関連設備管' ○

理責任者を任命すること。

3.教 育 ・訓練 体 (1)消 防法施行令第4条 第3項 の規定により防火管理者は,消 防計画に ○
制 基づいて,消 火,通 報及び避難の訓練を実施すること。

② それぞれの運用管理基準を習熟させるため,教 育及び訓練を実施す ○ ○

る こ と 。

(3)災 害 に対する意識の高揚を常時図ること。 ○ ○

∬.記 録 媒 体 及び ド

キ ュ メ ン ト

1.デ ー タ保 護管 {Dデ ー タ保 護管 理 規 程 を定 め る こ と。 ○ ○
理 ② 保管棚の整備及び施錠を行うこと。 ○ ○

2.プ ロ グ ラム ラ (1)プ ロ グ ラム ラ イブ ラ リー の取 扱 い に関 す る規 程 を定め る こと。 ○ ○
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段階の区分

項 目 対 策 内 容
A B C

イ ブ ラ リー 管 理 ② プログラムの更新に関する規程を定めること。 ○ ○

(3)プ ロ グ ラムの 更 新 に関 す る記 録 を作 成 す るこ と。
○ ○

(4)プ ロ グ ラム の保 管 方法 を定 め る こ と。
○ ○

(5}プ ロ グ ラ ム ドキ ュ メ ン トの コ ピー を作 り,そ れぞ れの 保管 場 所 を定 ○ ○

め る こ と。

3.記 録媒体及び (1)取 扱 い 受渡 し基準 を定 め る こ と。
○ ○

ドキ ュメ ン ト管 ② 保管の方法及び場所を定めること。 ○ ○

理 (3}記 録 媒 体 及 び ドキ ュ メ ン トを定 期 的 に点 検 す るこ と。 ○ ○

(4)緊 急時 の 措置 につ い て定 め る こ と。 ○ ○

(5)デ ー タ等 保 管室 で は,記 録媒 体 及び ドキ ュ メ ン トを集中 管理 し,ラ ○ ○

イ プ ラ リア ンを任 命す るこ と。

(6)デ ー タ等 保管 室 に は,ラ イ ブ ラ リア ン以 外の 者 に入 室 を許 可 しな い ○

こ と。

(7)デ ー タ等 保管 室 には,受 付 を設 け るこ と。 ○

(8)ラ イ ブ ラ リア ン不 在時 には,デ ー タ等 保 管 室 は施 錠 され て い る こ と。
○

(9)記 録媒体及び ドキュメント利用台帳及び廃棄記録を作成すること。 ○

(1①磁 気テープは,消 磁気又は電子計算機により内容を消滅 した後に廃 ○ ○

棄 す る こ と。

(11)機 密の内容を有する磁気ディスクは電子計算機により内容を消滅 し ○

た後,又 は使 用 不能 に した 後 に廃 棄 す る こ と。

(12)記 録媒 体 及び ドキ ュメ ン トの 重要 度 の ラン ク付 を行 うこ と。 ○ ○

(13)重 要 デ ー タは,損 壊 対策 措 置(コ ピー,世 代 保管 及び マ ス ター フ ァ ○ ○

イル管理)を 講じ分散保存を行うこと。

(14)重 要 プ ロ グ ラムの 保存場 所 を分 散す る こ と。 ○ ○

(15)外 部 に磁 気 テ ー プ及 び磁 気 デ ィス クを ク リー ニ ン グに出 す際 には, ○ ○

内容の消滅を行うか又は,必 要な安全保持の対策を行うこと。

(1θ コ ピー の制 限,私 有 化 防止 等 使用 方 法 の検 査 を行 うこ と。 ○ ○ ○

4.災 害時の緊急 (1)電 源 を しゃ断 ず るこ と。 ○ ○

対策 {2}デ ー タ等 保管 室 又は耐 火金 庫 の 扉 を閉 鎖 し,施 錠 す る こと。 ○ ○

(3)ダ ンパ ー,シ ャッ ター等 に よ り開 口 部 を閉鎖 す る とと もに,空 気 調和 ○ ○

設備の作動を停止すること。

5.磁 気 テ ー プの (1)長 期 保 存 の 重要 磁 気 テー プ を定期 的 に巻 き直 し をす るこ と。 ○ ○

品質管理 (2)ほ こ りの 除去 及び 清掃 を行 うこ と。 ○ ○ ○

(3}磁 気 テ ー プの垂 直 保 存 を行 うこ と。
○ ○ ○

(4)リ テ ー ナ等 によ り磁 気 テ ー プの端 を固定 す るこ と。 ○ ○ ○
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2情 報 通 信 シス テ ム の障 害 対 策 に関 す る ア ンケ ー ト

調 査 結 果

一1977年3月 行政管理庁行政管理局 ・郵政大臣官房通信政策課

「情報通信 システムの障害対策に関するアンケー ト調査結果」より

抜華一

1ソ フ トウエ アの障害 対策

ソフ トウェア(ア プ リケー シ ョン ・プロ グラム
,デ ー タ ・フ ァイル等)の 障害の大部 分は,そ の

設 計開発段 階 に発生原因 を求 め ることが で きる。 したが って ,障 害対 策は ソフ トウェアの作成時,

デバ ッグ,テ ス ト時 そ して変更時 におい て考慮 が払 われ る必要 がある
。

(1)ソ フ トウェ アの作 成

プロ グラ ミングで使 用 されて いる言語 は ,Assembler,COBOL,FORTRAN,PL/1RPG

の順 であ る。Assembler ,COBOL,FORTRANだ けで全体 の81%で あ る。 これらの言語 を使 用 し

てプロ グラ ミングす る場合,作 業 ミスや プロ グラムの確 実性 といった品質管理 の面で対策の 必要性

がある。 そのための手法 と して,構 造化 プロ グラ ミング,ト ップダウ ン階層構 造な どが ある。 この

作成過 程で なん らかの配慮 を70%に 近 い ところが して いる。

(2)ソ フ トウェアの試験

作成 した プロ グラム をデバ ッグした りテス トす るが,そ の過 程 で困 った経験 を持 っている ところ

は40%(66件)あ る。 その解決 に当た ってはメー カー提供 のデバ ッグ ・ア プリケー シ ョン機能 の活

用(Dumphstを とってIogiccheck ,Compilerのtracerの 使 用等)と いった例,設 計時 か ら試

験 方法 を考慮 し,準 備 しておいた例 な どが ある。 テス トに当た っては
,テ ス ト ・デー タの作成 にい

ろんな例 が あ り,「テス ト ・デー タ作成要領」 を設 けて いて それに基 づい てテス ト・デー タを作 って

い るところ,デ ー タ利用者 にテス ト ・デー タの作成依頼 を して いる とこ ろな どがある
。 テス ト ・デ

ー タ作成 で苦 労 し
,テ ス ト・デー タの作 成 プロ グラム を開発 した がむだ なデー タが多 く,結 局,業

務精通者 が手作業でcodingし て作 った とい う例 があった。

プロ グラムの作 成 を外注 した場 合 ,そ の受入 れ試験 を自社 で行 った り,外 注先 の試験 デー タを用

いて行った り,専 門機 関に委託 して行 うケース があ るが
,専 門機 関に委託 す るケー スは4件 あ り,

ほ とん どの85%以 上 が自社 で行 ってい る。

,(3)ソ フ トウェアの変更管理
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プログラムに変更が起 こりそれを変更 した場合,例 えば,そ の変更を知 らないでそのプログラム

を使用 して障害 となるケースなどが起 こる○ その対策 として変更 した部分 を記録 しておく必要があ

る。変更 した部品について,そ の都度電子計算機部門の権限者の承認を得ているところが46%,フ

ローチ ャー トなど変更部分の記録 を残 しておくだけが36%で あった。その他,変 更の理由内容の文

書も残 しているところ,変 更規模に応 じて変更書を残す例などがあった。

2セ ンターハ ー ドウェア の障害 対 策

セ ンターハー ドウ ェア ・システムについ ては,障 害 の発 生 に備 えたバ ックア ップ体 制,障 害 の復

旧のた めの手順,操 作内 容の自動 記録 と トラブル発生後の検証,シ ステ ムの 自己診断機能 について

だ けで な く,使 用予定時 間 と実績時間の差異 と障害の程度 のは握,ル ー ルに外 れた操作の防止 につ

いての 考慮 も払 われ る必要 があ る。

(1)バ ックア ップ体 制

セ ンターハ ー ドウェアのバ ックア ップ体制 が とられて いるの は,過 半数 の52%を 占め る。 この う

ち,デ ュプ レックス ・システ ムが半数近 くの47%で あ り,デ ュア ル ・システ ムは9%,ま た マルチ

プロセ ッサ ・システム も4%強 採 用 されてい る。

デュプ レ ックス ・システム を発展 させて,ク ラス タ ・システ ムと してい る例 もある。

CPUは 単 一 と し,周 辺 ・通信 系 を二重化 してい る例 もみ られ る。

ハー ドウェア を二重化 しない場合の対策 として,故 障部 分 は切 り離 して運転 を続 行す る一方,メ

ー カーのCE(カ ス トマ ・エ ンジニア)を 常駐 させ,復 旧に当た らせ る体 制 も とられている。

(2)手 順 書の制定

コ ンピュー タダウ ン等 の障害 に備 えて,83%が 対 策 のための手順書 を制定 して お り,こ の うち37

%は,障 害 の全般 にわた って詳細 に制定 してお り,63%は,基 本的 な もの につ いて制定 して いる。

制定 してい ない ところでは,コ ンソールのエ ラー ・メ ッセー ジによって,CE又 はSEに 連 絡す

るよ うにしてい る。

(3)操 作 内容の 自動記録

コンソール におけ る操 作内容 が自動 記録 され る仕 組み になってい るとす る回答 は90%に 及 んでお

り,ト ラブ ル発生 の際,事 後 に検証 で きるよ うになってい るところが多い。

(4)障 害 部分 に対 す る自己診断機能

自己診断機能 は,85%強 の コンピュー タ ・システム に組 み込 まれてい ると回 答 されてお り,部 分

的 あるいは若干 組 み込 まれて いる例 もみ られ る。

(5)使 用 予定時 間 と実績 時間 との差異 のチ ェック

稼 働 実績時間 を記録 してい るところは,94%に も達 してお り,そ の うち57%の と ころが予定時間
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との 差異 をチ ェ ック している。

(6)ル ー ルに外 れた操作の防止

オペ レー タがルール に外れ た操作 をする余地 がない よ うに,作 業分担等 が決 め られ,ま た内部 け

ん制 が行 われ るよ うに配 慮 されてい るとす る回答 は半数 の50%を 占めた。

ルールに外 れた操作 の余地 がないよ うにす る配慮 と して
,下 記 の よ うな方法 が と られてい る。

○ 詳細 な操作 手引書(オ ペ レー シ ョン ・マニ ュアル)の 制定

○ コ ンソール ・オペ レーシ ョン,周 辺機 器操 作,テ ー プ ・オペ レー シ ョン,プ リン ト ・オペ レー

シ ョン,端 末操作,ジ ョブ ・マ クロ作成 ,ジ ョブ実行 パ ラメー タ作成,ジ ョブ起動,窓 口 ・受付

作 業,作 業指示 書の発 行,作 業管理等 セ ンター機能 の 区分化 と別 々の要員 による業務分 担

○ 複数 のオペ レー タによる操作,作 業単位別,作 業 日時 ・時間 帯別担当変動 ,当 番制,シ フ ト体

制等,一 定 サ イクルで業務 分担 の変更(ジ ョブ ・ロー テー ション)を 実施す ることによ る内部 け

ん制

○ あ らか じめ コ ンピ ュー タにジ ョブ内 容 を登録 し,ジ ョブ ・スケ ジュー ルをコ ンビ二一 タに管理

させ,実 行順序 をチ ェ ックさせ る等 自動化 に よる予定外,ル ー ル外 の操 作の防止

○ 作業内容 を標準化,簡 略化 し,オ ペ レー タが判断 しなければ な らない余地 をな くす ること。

○ オペ レー タ ・チー フ等 責任者 に よるオペ レー タ操作 の監視(モ ニ タ)
,チ ェ ッカー等 に よるオペ

レー ション管理表,コ ンソール ・ロ クン ・シー ト
,ジ ョブ ・ア カウ ン ト・リス トの事後検 証,交

互 チェ ックと長期保 管

○ 前 日のコ ンソール ・ロ グ,障 害記録,作 業記録 をもとに した,オ ペ レー シ ョン ・マ ネジ ャー と

オペ レー タ全員 によ る毎早朝 会議の実施

○ 進 捗状況書 による報告 の義務

3通 信 回線 の障害対策

通信回線の障害は,回 線の品質低下や回線のと絶(信 頼1生)等 が挙げられるとともにデータ伝送

中の保護 についても考慮が払われる必要 がある。

(1)回 線の品質

通信回線の誤りのチェック方法は,チ ェック符号返送方式がよく使 われていて58% ,返 復伝送方

式が12%で ある。その他返送照会方式,並 列伝送方式 も使 われている例がある。

品質のチェック方法は,垂 直,水 平パ リティチェックがよく使われていて,半 数近 くの53%で あ

る。その他群計数チェック,水 平パリテ ィチェック,垂 直パ リティチェックも使 われている例があ

る。

(2)回 線の信頼性
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通信 回線 の信 頼性 は,回 線 を二重 化 しているもの20%,フ ァクシ ミリ,テ レタイプ等 の代替 手段 を

用 いてい るもの16%で あ る。 その他 の方 法 と して,予 備通信 回線 に継 ぎ換 えるもの,紙 テー プ出力

を使用す るもの,公 衆回線 を使 用す るものの例 があ る。

通信回線 系 で不 良箇所 を早期 に見付 けるために,デ ー タ レコー ダ,又 は回線 試験 用の プログラム

を使 って いる事例 があ る。

(3)デ ー タ伝送 の保護対 策

通信 回線 の侵 入端末 か らの セ ンター ・ハ ー ドウェア,プ ロ グラム,フ ァイルの保護対策 は,端 末

のIDの 確 認,又 はパス ツー ドに よる識別 によ り侵 入端末 か ら操作 を防 ぐ方法 が一般的 に用い られ

て いる。通信 回線上 の デー タ伝送 を盗聴 す る目的 でなん らかの方法 で接続 される侵 入端末 に対す る

方策 は見受 け られな い。

メ ッセ ージのヘ ッダ項 目のチ ェ ックは93%が プ ロ グラムによ り実行 してい る。

4オ ンライン端末機の障害対策

オ ンライ ン端末機 につ いては,運 用中の障害発生 に備 えて,バ ックア ップ体制,オ フ ライ ン操作

の可能 性,診 断機 能の組 込 み及び トラブル復旧方法 に関 す る考慮 に加 えて,誤 操作 を防 ぐ鍵 盤配列,

不 当使 用 ・ア クセス に対 す る保 護,導 入時の試験方法 及び入 力デー タ ・チェ ックとい う観点 か らも

考 慮が払 われ る必要 が ある。

(1)バ ッ クア ップ体制

オ ンライ ン端 末機 の不時の故 障に備 えて,過 半数の53%が 何 らかのバ ックア ップ体制 をとって い

る。

バ ックア ップのた めに,下 記の よ うな方法 が とられてい る。

○同一・箇所 に同種 オ ンライ ン端末機 を複数台設 置 ・使用す ることによ り,ど の端末で も随時同 目

的 に使用 で きるよ うにす る。

〇二回線方式 の採 用,端 末機 コ ン トロー ラの複数台設置 のほ か,重 要 系統 の端末 をデュアル又は

デュプ レックスにす る。

○共通予 備端末機 をプール して お き,故 障機 と交換 す る。

○隣接所 に連絡 の上代行 して も らうか,隣 接所 へ出向 いて代替使 用す る。

○セ ンターに連 絡の上,代 行 して もらう。

○メーカー保 守員 を24時 間 又 は日中常駐 させて,維 持 ・復 旧 に当 た らせ る。

(2)オ フ ライ ン操作

セ ンターハ ー ドウェア又は通信 回線 が障害 を起 こ した場 合,端 末機 側 においてオフ ライン操作 が

で きるよ うに して いる例 は,42%で あ る。
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他 方,ア プ リケ ー ションの性格上,オ フ ライ ン操作 は不必要 とす る事 例 もあった。

(3)端 末 機 に おける自己診断機 能

障害 を起 こ して いる部分 を検知 す る機能 が組 み込 まれて いるもの は,43%強 で あ る。

(4)誤 操 作 にょ る トラブルの復 旧

端末機鍵 盤の誤操 作 によって生 じる トラブルの対策 と して,発 生 した トラブル に対応 した通告 を

す るところ が84%と 多 数 を占めてい る。

この ほかの対 策 の例 と して は,特 定端末 か ら訂正 す る,セ ンター側 でマニ ュアル操作 で修正 す る,

プ ログラムで復 旧す ることが挙 げ られる。

また,予 防策 と して,端 末 ソフ トウェア又はセ ンター ・オ ンライ ン ・プロ グラムで鍵 盤入力 をチ

ェ ック し,誤 入 力 を受 け付 け ないとともに,エ ラー ・警告 メ ッセー ジによって これ を通告 してい る

例 が多 い。

(5)誤 操 作 を防 ぐ鍵 盤配列 の配 慮

鍵盤配 列 にっ いて は,半 数の50%が 操 作 しやす いよ うに配慮 してい る。 その配慮 の内容 と して ,

下 記 のよ うな例 が挙 げられる。

○性 質の異 なるキー ごとに色分 け を行 うほか,ラ ンプ表示す る。

○使用頻度 の高 いキー を指 の近 くに置 く。

050音 順,ア ルフ ァベ ッ ト順の配列 にす る。

○シフ トがない よ うにす る一方,使 用 しないキーは ロ ックす る。

○キー上 に漢字 で その キーの使 用 目的 を表示 す る。

○短縮 メ ッセー ジ ・キー を活用 し,よ く使 われ るメ ッセ ー ジを自動 発生す る。

○特注端 末 を導 入 し,適 用 業務 ごとに専 用化 す る。

○鍵盤配 列 を統一 す る。 またJIS規 格 の もの を使 用す る。

こ の ほか,端 末 ソフ トウェアによ り,次 に入力す る帳 票上 のアイテムへ案内す るよ うに してい る

例 もみ られ る。

(6)不 当 な使 用 ・ア クセス に対す る保護

端 末機 の使 用 を施錠等 の方法 によ り機械的 に保護 してい るところは,44%強 み られ る。

オ ンライ ン端末機 か らシステム が不当 にア クセス され ることに対 しては ,63%強 が ソフ トウ[iア

によ って 自動的 に制限 してい る。,

そ の方 法 と して,こ の うち66%は パ ス ワー ド,34%は キ ー によって お り,他 のL部 は磁気 カー ド

によって いる(こ れ らの複合 もみ られ る)。

その他 の制 限方法 には,パ スワー ドとア ンサバ ック ・コー ド,二 重 のキー,キ ー とオペ レー タ ・

コー ドによって い る例 があるほか,プ ロ グラムで登録端 末 か どうか を識別 し登 録外端末 によるア ク
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セ ス を防止 してい る例 もみ られ る。

(7)購 入 端末機 の試験

端末機 の試験 につ いて困った経験 を持 ってい るところは17%あ り,そ の解決方 法 と して,次 の よ

うな事例 がみ られ る。

o専 用 の試験 装置 を開発 した。

○ ミニコ ンピュー タを接続 して試験 した。

○デー タ ・レコー ダ,ト レーサ等 を使 って原 因 を究 明 した。

○当初 はセ ンター に設置 しテス トした。

○オ ンライ ンで端末 テス ト用プ ログラム を流 して テス トした。

○メー カー側 に解決 させた。

(8)入 力 デー タ等 のチ ェ ック

大 多数 の94%が プ ログラムによ る入力デ ータ ・チェ ック を行 ってお り,重 要 なオペ レー シ ョン ・

コー ドにつ いて も62%が 検 証 を行 って いる。

5防 災 方 法

情報通信 システムが災害や異常事態に遭遇 した ときに備 えてコンピュータ室,ソ フ トウェア及び

端末機に対 しては防災対策が必要である。

(1)コ ンピュータ室

コンピュータ室は不時の災害に対 して,コ ンピュータ本体の設置,施 工方法,空 調設備等,一 般

の建物 とは別に特別な配慮が必要であり,73%が なんらかの防災方法をとっている。この内火災,

異常電圧に対 しては,70%近 くが防災対策 を講 じており,水 害,地 震などについても対策がとられ

ている。火災に対 しては熱,煙 感知器,警 報装置,ハ ロンガス,炭 酸ガスの消化装置の設置,室 内

装に不焼材を使用している。砂塵防止のための固定窓や塩害防止の2重 窓の設置 という例などがあ

る。

コンピュータ室は,情 報通信 システムの中枢 に位置 してお り,部 外者等の侵入,又 は破壊行為に

対 して入室のチェックなど一般の建物 とは別に配慮する必要がある。事例 として,出 入口を一箇所

にしてIDカ ー ドを使用 したり,Vipゲ ー トの使用,ま た管理者による入室許可制 をとっていると

ころがある。62%が 配慮 していると答えている。

コンピュータ室内の配線等 に対するネズ ミや虫などの害については,防 除の配慮をしているとい

う回答は17%で あった。定期的に防虫剤や殺鼠剤の散布 をしているという例が多かった。

(2)ソ フ トウェア

86%の ところがマスター・ファイルを不時の災害 に備えて定期的にコピーをとり安全な(耐 火金庫
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遠 隔地 等の)場 所 に保 管 し,フ ァイルが破壊 され た とき,い つ で も復 旧で きるよ うな配慮 をとって

い るとい う結果 で あった。 しか し,バ ックア ップの ために コピー をとるが
,安 全 のため の保 管 とは

してい ないとい うところもあった。

(3)端 末 機

端末機 もコ ンピュー タ本体 と同様 に,災 害,異 常事 態 に備 えて防 災の配慮 が必要 であ る。端末機

は その設置環境 に応 じた防 災方法 が とられて お り,電 源電 圧 の異 常変動 に対 して21% ,温 度 に対 し

て20%,湿 度 に対 して16%の と ころが配 慮 をして いる。避 雷設備 とか過電 圧 に対 す るヒューズ保 護 ,

塩 害防止の ための二 重窓 とい った配慮の事例 がある。

(4)5付 帯 言斐 伽宥

コ ンピュータ本体及 びコ ンピュー タ室の電源装 置は
,災 害 や不時 の停電 に備 えて58%が な ん らか

の配慮 をして い る。 この うち,二 系統受電や ,自 家 用 ジーゼル発電 機 を完備 して い るところが41%

で あ る。5分,10分,15分 の 電池 を備 えて いる ところ があ るが ,30分 以 上耐 えられ る二次電 池 を持

っている ところは10%で あ った。

6障 害発生原 因別調査結果

情報通信 システムにおいて調査 日より過去1年 間の間に,障 害が起こってその修復のために通常

のオペレーションを一時中断せざるを得なかったような場合 について,発 生箇所と原因をアンケー

ト調査 した。結果 は下 表の とお りで あった。

7-1-1表

原 因 発生箇所 ソフ トウェ ア
セ ン タ ー

コ ン ピ ュ ー タ

オ ン ライ ン

端 末 機
通 信 回 線 合 計

情 報 通 信 シ ステ ム の設 計 ミス 39 13 8 7 67

情報通信 システムの製造,施 工 ミス 33 20 20 25 99

運

用

誤 操 作 24 47 33 7 111

ルールに外れた操作 11 22 22 1 56

災

害

地 震 1 1

火 災 1 4 5 10

水 害(潮 害) 2 6 1 15

動 物 1 3 3 7

温 度 2 33 6 41

湿 度 2 9 1 12

停 電 3 43 42 8 96

異

常

電源電圧の異常変動 1 16 13 3 33

電源周波数の異常変動 1 2 4

磁 気 1 1 1 3

合 計 117 209 159 78
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3小 規模企業電算機共同利用システム

ー1977年3月 日本商工会議所 「小規模企業電算機

共同利用システム」より抜葦 一

1共 同利用 システム開発 のねらいと経緯

わが国 におけ る中小 企業 の これ までの コ ンピュー タ利 用は二つの利 用形 態 に大別 で きる。

その一 つは,自 ら超 小型機 あるいは小型機 を設置 して利 用す るケースで あ り,他 の一 つは情 報処

理 サ ービス業(い わゆ る計算 セ ン ター,電 々公社の サー ビス を含 む)を 利 用す るケースであ る。最近

の,い わゆ るオフィス ・コンピュー タの進歩 や中小 企業向 けソフ トウエ ア開発 の進展 などからみて,

こ んご とも中小企業 にとって この二 つの利 用パ ター ンが主流 を占め るよ うにみ える。

ところが,他 方,中 小企 業全体 と してみ ると,コ ンピュー タの利 用企業 は まだ ご く限 られた一部

に しかす ぎない し,上 記 の方法 によって も,こ んご急速 に利 用企 業 がふ えるとは と うてい考 え られ

ない。 と くに全国 で400万 を超 え る小 規模企業 に とっては,費 用負 担面 だけ をとってみ て も,そ の利

用は困難 であろ う。

したがって中小 企業 と くに小規 模企業 の コンピュー タ利用 を促 進 しよ うとす れば,こ れ までの利

用パ ター ンのほ かに,低 費用 で利 用 がで きるなん らかの新 しい仕組 み を考 え るこ とが必要 となる。

と うした考 えから,日 本 商工会議所 では,か ねてか ら小規模企業 の コ ンピュー タ共 同利用のた め

の仕組 み をつ くるこ との可能性 について研究 を続 けて きた。 これは なかなかむず か しいことではあ

るが,最 近 になってその可能性 が にわかに強 まるよ うな情勢 がひ らけて きた。 この新情勢 とは次 の

二 つで ある。

その一つ は,北 大 阪商工会議所 が去 る昭和46年 に開発 し,今 日まで5年 余 りにわたって実施 して

ぎて いる中小新 聞販 売店の ための 「販売管理共 同利用 システム」 によ るサー ビスの成功 で ある。新

聞販売店 とい うのは,そ の内側 か らみる と一般 の想像以上 にや っかい な事務 を抱 えて いる。転 居 に

による読者 の異動,購 読紙(誌)の めま ぐる しい変動 などで,一 定期 日までに間違 いの ない請求 と

集金,本 社 への送金 な どを行 な うことは容 易で はない。販売店主 が1カ 月の うち3週 間 ちか くを こ

れ らの事務処理 に費 して いる店 もあ る。北 大阪商工会議所 の共同利 用 システムで は,販 売店 は月1

回 の カー ド・マーキ ングと,一 膳 読者当 り月間わずか16円 の 費用で,正 確 な領収書(請 求書)は も

とよ り入金台帳,銘 柄別売上 明細 表,増 減読者一 覧表等 を入手す るこ とがで き,経 営 改善 に著 しい

効 果 をあげつっ ある。当初10店 で ス ター トした このサー ビス ・システム には急速 に参 加企 業 がふ え,

3年 後 には京阪電鉄沿線 の43企 業,読 者 数約16万 世 帯 に及 んだ。

この ことは,① 小規模 企業で も コンピュー タ利用効果,し たがって利用ニ ーズが あること,② 適
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切なシステムが開発 されれば,こ れ ら小規模企業のニーズを完全に満すことがで きること,を 証明

したといってよいであろ う。

新 しい仕組みづ くりに自信 をもった第二の点は,国 による小規模事業対策の一環 として昭和49年

度から始まった記帳機械化電子計算機設置費補助制度によって,コ ンピュータを設置する商工会議

所 が非常にふえたことである。昭和51年 度末現在でコンピュー タを設置 している商工会議所の数は

上記補助制度による21カ所 をふ くめて全国で27商 工会議所に達 した。 しかもこれらの商工会議所は

いずれも小規模企業のための記帳代行サービス,い わゆる記帳機械化 を実施 している。

このことは,前 述のような共同利用の仕組みが開発 されれば ,そ れ を直 ちに実行に移すことがで

きる体制が整いつつあるとい うことを意味する。

こうした情勢 に力を得て,日 本商工会議所では,中 小 ・小規模企業のための業種別あるいは業務

別の共同利用 システム群の開発を決意 したが,そ の際,唯 一のネックは開発費用筆の調達であった。

この事業の性格上,シ ステムの開発費用 を利用企業に負担 してもらうことは不可能であ り,し かも

利用企業数が相当数 に達す るまでは,シ ステムの運用費についても赤字 を覚悟 しなくてはならない

ことである。前記北大阪商工会議所の新聞販売店 システムにしても,収 支が均衡するまでには3年

余もかかり,開 発費 をふ くめた累積赤字の解消には5年 を要 している。

そこで日本商工会議所では,国 に対 して,小 規模企業に対す る新 しいコンピュー タ利用の仕組み,

すなわち共同利用システム開発の必要性 を訴えるとともに,そ の助成 を要望 してきた。この結果 ,

昭和51年 度の中小企業庁施策の中に,こ の共同利用システム開発事業が織 りこまれ,日 本商工会議

所に対 して7テ ーマ分合計約5,500万 円の委託費 が計上 されることになった。

この開発事業は,後 に述べ るよ うな理由から,現 地開発すなわち利用企業の所在地での開発 とい

う形 をとったが,そ の際,予 想以上 に多くの商工会議所から多くの具体的な提案が寄せられた。こ

のことはとりもなおさず各地における潜在需要の大 きさを物語 るものであろうが,こ れらの提案の

中から7つ のテーマ を選択するに当っては,小 規模企業のコンピュー タ利用の促進 という目的から,

システム自体の技術的先進性や新奇性はほとんど不問とし,も っぱら開発後における利用の可能性,

普及の容易性 を重視 した。 したがって,こ の事業の成果は本報告書第二部のシステム解説書の中身

だけでなく,こ んこの利用実績 を十分加味 して評価 されるべ きであろう。

この共同利用 システム委託開発事業は,引 続 き昭和52年 度にも実施 される予定であるが,51年 度

に実施 したテーマ及び開発担当商工会議所は下記のとおりである。

1.LPG販 売管理 システム(松 本)

2.中 小酒販業の販売管理 システム(福 井)

3.中 小貨物運送事業者の営業管理 システム(八 王子)

4.小 規模企業の雇用管理システム(苫 小牧)
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5.中 小装粧品卸売業の販売在庫管理 システム(大 阪)

6.小 規模食品卸売業の販売管理 システム(呉)

7.ク リーニング店の営業管理 システム(津 山)

2本 共同利用 システムの特色

この共同利用システムは,あ くまで利用者たる小規模企業の立場 に立って開発 された。したがっ

てシステム開発の方法,そ の内容,シ ステムの運用,さ らに利用料金 に至るまで,す べて利用者側

との完全な合意のもとにしめられている。 このため次のような多 くの特色 をもつこととなった。

① バス路線方式

共同利用システムの対象は,同 一業種の小規模企業グループあるいは同一経営形態の小規模企業

群 としたが,た とえ同一業種であっても個々の企業の経営方針,業 務処理方法は必ず しも同一では

ない。また経営者意識の差は経営実態の差以上であろう。さらに同業者 なればこそ知られたくない

と思 う部分 もあろう。利用者本位である以上,こ れらはすべて尊重 しなくてはならない。 したがっ

て当初の共同利用システムは,各 経営者が共通業務 と考えているもののみ を対象 とした。

こうした考え方を理解 してもらうために,日 本商工会議所ではこれを"バ ス路線方式"と 名づけ

ている。すなわち多数の利用者 が低廉 な料金で相乗 りをするとい う意味 に加 えて,バ ス停留所ま

での徒歩部分をあえて残 したシステムであるという意味である。共通業務は機械処理で,個 有業務

は固有の処理方法で行 なえばよい。 したがって,当 初 システムでは歩 く部分が乗車区間よりも長い

かもしれないが,利 用者の合意のもとに漸次乗車区間(機 械処理部分)は 延長されることになろう。

なお"路 線"と 称するのは,将 来あらゆる小規模企業が利用 しうるように,業 種業務 ごとのキメ細

かい共同利用 システム群の開発,す なわち方向別の充実 したバス路線網 を敷設 したいとい う念願か

らである。

② 変身システム

コンピュータを利用するために企業 を経営 しているものはない。 また近代的経営管理をすること

が経営目的でもない。小規模企業の現実的 なニーズはより直接的 な省力 ・経費節減 にある。 したが

って共同利用システムは,ま ずこの一次要求ともいうべ き省力 と経費節減 をもたらすもので なくて

はならない。

コンピュータの利用初期 には一時的 に入手 と経費の増加が不可避だというのが通念化 しているよ

うにみえるが,こ うした通念を前提 としては小規模企業のコンピュータ利用はむずかしい。

したがって初期の共同利用 システムにおける出力情報の種類は必要最小限に止 めてある。 しかし

ながら,や がて管理意識の向上に伴 い管理情報ニーズが高まってくれば,速 やかにこれら管理情報

を出力 しうるようにシステムの改善高度化 をはかってい くことになる。いわば利用者の成長ととも
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にシステムを成長 ・変身させてい くもので,こ れが本共同利用システムの大 きな特色の一つとなっ

ている。先 に紹介 した北大阪商工会議所の新聞販売店システムは,今 日までの5年 間に大 きく変貌

しており,現 在の出力情報の種類は当初の4倍 に達 している。

③現地開発主義

この共同利用 システムの開発のねらいは,シ ステムの開発 その ものにあるのではなく,こ の シス

テムの利用によって小規模企業の経営改善 をはかることにある。したがって,す べて利用者側 との

完全な合意のもとにシステム開発 をすすめ,さ らに二定期間の実験サービスを行なって利用の普及

をはかることになっている。このため開発作業は当然利用者の実在の場所,す なわち現地開発 とし,

しかも利用者代表 を主要メンバーとす る共同開発組織の手で開発が進め られた。今回開発 した7つ

の共同利用 システムの中身は,開 発の過程 を通 じていずれも当初の構想 よりも現実的となり
,利 用

しやすくなったが,こ れは現地開発の成果である。

なお現地 における共同開発組織は,共 同利用 システム開発後 も同システムによるサービスが実施

されている限り,利 用者懇談会等の形で存続 し,共 同利用システムおよびその運用の改善 をはかっ

ていくことになっている。

④小規模企業ほど有利な料金体系

この共同利用 システムの利用料金面での特色は,サ ービスを提供する側のコス トではなく,こ れ

を利用する側のコス トできめられる点にある。 このため企業側 にわかりやすい料金単位,た とえば

LPG販 売管理にあっては一顧客(利 用世帯)当 り,小 規模企業雇用管理システムでは従業員一人当

り,ま た中小貨物運送事業者営業管理 システムでは車両一台当 りの料金単位となってお り,こ うし

た料金単位 をとりに くい業種では伝票枚数 を基準とするよ うな料金体系 となっている。

従来,情 報処理サービス業の利用などでは,対 象業務量が一定量以下ではペイしないといわれて

きたが,こ の料金体系では業務量の少ない企業では利用料金 も少なくなるわけであり
,し たがって

小規模企業に有利 な料金体系 となっている。

しかも,サ ービス を提供する側 にとっては,そ の運用維持費用 を調達するためには,た えず利用

者の増大 をはかっていかなくてはならないとい う立場におかれることになる。いわば共同利用 シス

テム利用の普及機能 を内蔵 させた料金体系 ともいえよう。

3.本 共同利用 システムの開発手順(略)

4共 同利用 システムの概要

(1)LPG販 売管理 システム(開 発担当 松本商工会議所)

本システム開発対象は,公 共性が強いにもかかわらず中小 ・小規模企業が多く,合 理化の比較的
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遅れているLPG販 売業界とし,松 本市 を中心 に営業を行なっているLPG販 売業者の集 りである松

筑 プロパ ンガス協会 との共同開発 とした。同協会 には,現在167の 販売店が加盟 し,家庭用,業 務用 と

して63,931世 帯 に年間12,984ト ンのLPGを 供給 している。

全般に,同 業界は小規模事業者が多 く,人 手不足 をはじめ,人 件費,保 安費,設 備費などの諸経

費の増大,都 市ガス攻勢の激化など経営上多 くの問題 をかかえている。

これらの諸問題の解決のため,共 用システムによるコンピュータ利用を促進することで,直 接利

益 に結びつかない経理業務などの煩雑な事務作業から小規模企業者 を解放 し,さ らに各種経営管理

資料の提供により,経 営意識の高揚 を図ることをねらっている。

システムの開発 と普及のため,ま ず同協会加盟167企 業のなかから8企 業による 「パイロットチー

ム」 を編成 し,調 査 ・分析 ならびにシステム設計 を行ない,こ の うちさらに3社 を選んで実験サー

ビス,本 番稼動に入 る。第二段階 として,52年 度中に8企 業全社 を共用システムに乗せ,第 三段階
'

ではその実績 を踏 まえながら,で きるだけ多くの企業を参加 させ るという段階的な普及を図る。

52年1月 より,3企 業 を対象に第1段 階の実験サービスに入っているが,こ のシステムの開発に

より,日 常業務の合理化が進むとともに,各 種経営管理資料等の入手により,小 規模企業が経営合

理化 に目ざめつつある。さらに今後,同 業界の管理意識の向上により,現 在個々の企業がそれぞれ

別個 に行なっている検針,集 金,容 器配送業務 などの協業化をめざしており,す でにその機運が芽

生えつつある。

システムの流れをみると,販 売店が作成したガス集金 ・入金票,ガ ス器具等売上連絡票,容 器交

換連絡票,顧 客連絡票 を毎月商工会議所 コンピュータに入力することにより,ガ ス料金一覧表,領'

収書,容 器交換指示書,配 送計画指示書,容 器交換一覧表,口 座振替依頼書,銀 行別合計表,売 掛

金管理表,検 針表などを出力する。販売店ではこれらの帳票に基づ き集金,検 針 あるいは容器交換

指示,配 送計画等々を行 なう。以上 を図示すると7-1-2図 のとおりである。

(2)中 小酒販業の販売管理 システム(開 発担当 福井商工会議所)

酒類小売業は,全 国平均でみるとgo.9%が 従業員4人 以下の中小零細業者である。福井県下にお

いても,そ の例外にもれず96.6%が 中小零細業者で占められている。

このよ うな状況の中で,酒 販業者は現在次のような問題点を抱えている。①酒税法に基づ く報告

書作成に伴 う事務の煩雑化,② 販売の対象,方 法,形 態等の複雑化,③ 商品の多様化による商品管

理の困難さ,④ 全般的 な計算管理面の弱 さ,こ の結果,経 営がどんぶり勘定にならざるを得ない。

こうした実情から,同 業界では以前からコンピュータによる事務合理化の必要性 がうたわれ,中

小酒販業者が単独利用に踏み切ったケースもあるが,粗 利益率が低い等の理由により失敗 した例が

多い。

この点を考慮 し,福 井商工会議所では綿密な調査 ・分析 に基づいてニーズの所在を把握 し,中 小
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酒販業者が低廉な費用で コンピュータを利用できるシステムを開発することにより,煩 雑な事務作

業の省力化 と管理資料の提供 とその活用による経営合理化を促進す ることとなった。

開発にあたり,福 井小売酒販組合員であって福井商工会議所の管轄区域内で主 として酒小売業を

営むもののうち,コ ンピュータを単独利用することが困難な小規模事業者を対象 に選定 し,開 発 に

あたった。

システムの出力帳票の範囲としては,当 初は基本的な必要最低限の帳票 とし,利 用者の成長度合

に応 じて単品管理,グ ループ管理などまで随時拡張 していくとともに月報から週報へ と逐次管理 レ

ベルの向上 を図ることにしている。

(3)中 小貨物運送事業者の営業管理 システム(開 発担当 八王子商工会議所)

貨物自動車運送業界は,中 小零細企業が圧倒的に多いのがひとつの特徴である。同業界はオイル

・ショック以降の燃料費,人 件費の高騰による経営の圧迫,運 転手不足,資 金回収の遅延,市 場確

保の困難性など多くの問題が山積する厳 しい環境下におかれている。加 えて,公 共性 ,安 全性が問

われる事業の性質から種々の法的義務が課せられ,そ の報告書作成等に多大 な労力 と時間を費や さ

ざるを得ないのが実情である。

こうした厳 しい環境のなかで,経 営安定のためには,法 的義務 を果 しつつ経営管理の一層の効率

化を図ってい くことが必要であり,そ の観点からこのシステム開発 を進めた。

本 システム開発の対象企業としては,中 小貨物自動車運送事業者 とし,開 発当初 にあたっては八

王子市を中心 とする東京都 トラック協会三多摩支部第4班 所属の約60事 業所 とし,将 来は さらに三

多摩全域の運送事業者310企 業 を対象 に段階的普及 を図 ることになっている。

このシステムでの入力帳票 をみると,① 運転 日報(週 ,月)集 計票,② 入金伝票,③ 出金伝票,

④振替伝票の4種 である。これらを商工会議所 コンピュータに入力することにより次のような帳票

を月次 ごとに出力する。

運送実績表,元 帳,残 高試算表,各 種内訳表,減 価償却費計算書。

このほか決算時においては,

貨物自動車運送事業輸送実績表,損 益計算書,貸 借対照表,一 般自動車運送事業収益明細表,同

営業損益明細書,固 定資産明細表,有 形固定資産明細表,人 件費明細報告書,な どを出力す る。

(4)小 規模企業の雇用管理 システム(開 発担当 苫小牧商工会議所)

小規模事業者は販売から記帳,配 送等々の 日常業務 に追われ,従 業員の社会保険,給 与計算等 の

雇用管理面でかならず しも十分な処理が行 なわれていないのが実情である。これに加 え,50年 度 よ

り従業員5人 以下の小規模企業に対 して労働保険の全面適用が決まり,そ の提出書類の作成 などに

よ りますます煩雑 な事務に追われることが予想 される。

これらの状況 から,小 規模事業者が,商 工会議所コンピュー タを利用することにより,事 務の合
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理化 を図るとともにコンピュータから出力された各資料により経営の近代化 を促進す ることを目的

にシステム開発を行なった。

開発対象は苫小牧商工会議所労働保険事務組合傘下企業126社 である。

入力および出力デー タをみ ると,

小規模事業者は次のデータを商工会議所窓口に提出する。

事業所登録表(機 械化開始 または変更時),従 業員新規 ・変更登録表(機 械化開始または変更時)・

従業員勤務実績報告書(毎 月),従 業員年末調整報告書(年 末調整時)。

商工会議所は,こ れら報告書 をチェックし,商 工会議所計算センターに渡す。センターではこれ

をパンチ ・カー ドにしてコンピュー タに入力,次 の帳票 を出力する。

給与台帳,銀 行振込一覧表,源 泉徴収票,社 会保険被保険者報酬 月額変更届および月額算定基礎

届,労 働保険料算定賃金報告書。

この出力帳票 を商工会議所でチェ ックし小規模事業者に手渡す。小規模事業者はこれ らの帳票 を

点検 し,控 えるとともに,金 融機関へ銀行振込一覧表を,税 務署へ源泉徴収票 を,社 会保険事務所

へ社会保険被保険者報酬月報変更届および報酬月額算定基礎届 を,そ れぞれ提出す る。 また商工会

議所労働保険組合は労働保険料算定賃金報告書 を受け取 ることにより,手 作業で労働保険料の申告

書内訳 ・申告書内訳総括表 ・概算確定申告書 を作成 し道労働部雇用保険課 に提出する。これが帳票

の流れの ワンサイクルである。

(5)中 小装粧品卸売業の販売 ・在庫管理システム(開 発担当 大阪商工会議所)

装粧品業界は,消 費者のし好の多様化 に伴 い,そ の商品構成が多品種にわたっており,そ の事務

処理,商 品管理がむずかしくなっている。

これに加え,① 卸売業者 による自社 ブランド製品の開発が盛んになり,商 品の ライフサイクルが

一層短 かくなり,商 品管理を厳密 に行なう必要がでて きた。②販売競争の激化で,取 引先,販 売員,

売上 げなどに関する正確 かつ迅速 な把握による計数管理が必要になって きた。③若年労働者や新卒

者の確保が困難 になってきており,事 務処理の省力化が望まれている。

これら諸問題の解決のため,商 工会議所のコンピュータを利用し,事 務処理の合理化,各 種管理

資料の提供 などにより販売活動を援助することを目的 に本システムの開発に当った。

システム開発に当っては,大 阪装粧品協同組合傘下企業のなかから,シ ステム志向の強い企業を

選定 した。

入出力帳票 の流れをみると,

卸売業者が記入 した売上伝票,仕 入伝票,入 ・出金伝票,経 費データ,在 庫振替データをコンピ

ュー タに入力し,次 の帳票 を出力する。

商品管理表,売 上管理表,ベ ス ト・ワース ト商品管理表,商 品貢献度表,得 意先貢献度表,仕 入
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・売上 計算表
,得 意先 ・仕 入先元帳 。

(6)小 規模食料品卸売業の販売管理システム(開 発担当 呉商工会議所)

小規模食料品卸売業界では,物 流再編成の中で販売競争が激化 しており,加 工食品のウェー ト増

とともにその競合先も拡がり,管 理 コス トの低減がこれからの安定成長のカギとなっている。この

ため,① 商品別得意先別の重点管理 による売上 の増進および付加価値の増大,② 少数精鋭 による一

般管理労務費の減少,③ 円滑 な債権管理,④ 的確 な在庫管理 による適正在庫量の確保 と死蔵品の圧

縮 を図る,な どの基本的業務処理 とともに,販 売戦略に必要 な情報分析 をコンピュータ利用によっ

て迅速かつ正確 に実施掌握 し,経 営の近代化促進に役立てることが必要 となっている。

システム開発の対象は,食 料品卸のなかで主 として,乾 物,海 苔,び ん缶詰 ・調味料,冷 凍食品,

塩干物,練 製品,生 菓子 を取 り扱 う15企業であ る。

入力データとして,

実地 棚卸表(月1回),マ ス ター登 録表(発 生都度),売 上,仕 入,出 金 ,入 金,総 括伝票(常 時)

をパ ンチカー ドにかえてコンピュータに入力し,次 の帳票 を出力する。

商品管理月報,商 品在庫表,得 意先管理表,(以 上月末)。

買掛金元帳,売 掛金元帳,入 金予定表,出 金予定表,(以 上締 日ごと)。

(7)ク リーニング営業管理システムの概要(開 発担当 津山商工会議所)

クリーニング業界は,小 規模事業者が大部分であり,洗 濯物の仕上や集配業務に追われ,日 常の

事務作業である売上伝票,請 求伝票等の迅速な処理ができず,閉 店後 あるいは休日に処理せざるを

得なく,加 えて賃金コス トの上昇,諸 経費の高騰等により労働力確保 もままならないのが現状であ

る。

このような実情 から,共 同利用システムの開発とその実施 により,① 請求関係事務の省力化,②

売掛 ・入金状況の迅速な把握,③ 受託物品の受渡の標準簡素化等,経 営の合理化 を図ることをねら

っている。

開発対象企業は,岡 山県環境衛生同業組合津山支部(企 業数40店,固 定顧客数20 ,000人),津 山ク

リーニング協同組合(企 業数6店,固 定顧客数3,000人),個 人企業(企 業数13店,固 定顧客数3 ,900

人)で ある。
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4中 小企業の電子計算機の活用実態

一1977年4月 商工組合中央金庫経営相談所 「中小企業にお

ける電子計算機活用実態について」より抜準一

〔要 約 〕

1.普 及 状 況

始 めての利 用先は,昭 和42年 頃 か ら急速 に増加 し,昭 和46年 に ピー クに達 し,そ れ以降 は,漸 減

傾向 にあ る。一方,レ ベ ル ・ア ップ等 によ る現機種 利用 は,当 初利 用 か ら3～4年 後 か ら始 ま り,

昭 和48年 頃 か ら急増,現 在 もまた その増加趨 勢は著 しいもの があ る。

2.利 用 企業 の特 徴

本調査 の対 象企 業は,従 業員数101人 以 上 が72.9%,資 本 金3,000万 円 以上 が73.9%,年 商10億

以 上 が86.2%を 占め,中 小 企業 といって も,や や中堅 クラス にウェイ トがかかってい る。

特 に,前 回調査 と比べ て,サ ービス業,運 輸 ・倉 庫 業,建 設 業 などでの利 用が増 えてお り,業 種

の多様化 が目につ く。

また,中 堅 クラスが主 といいなが ら,従 業員数100人 以 下の中小企 業への普及 は目 ざま しいもの

が ある。

3.導 入 機種 の特 徴

小型機 が41.9%で 一 番 多い が,大 ・中型 も40.7%あ り,調 査 対象企業 に中堅企 業 が多いこ とを反

映 してい る。

前回調査 と,調 査対 象先 が異 な るため,一 概 にい えない が,大 ・中型機へ の機 種の グレー ド ・ア

ップ傾向 が うかがわれ る。

4.導 入 の契機 と機種選 定の理 由

(1)導入 の契機 は,「現業務 の量 的対処」,「適用業務の拡張」,「 トップの強 い要 望」 の順で回答 が多

いo

(2職 種 選定 のポ イ ン トと しては,「適 用業務 にマ ッチ してい る」,「 システムの拡 張性」,「操作 の容

易性」 が あげられてい る。

(3)前回 調査 に比べ ると,「システムの拡張性 」,「操作の容易性」,「メーカー ・サー ビス体制 が良 い」

といった利 用経験 年数の積 み重 ね を想起 させ る選定要 因が強 い。

(4磯 種 別 にみ ると

① 大 ・中型では,導 入 に あた って主体 性 が強 く感 じられ,「下部 からの提案」 と 「トップの強 い要
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{1)「業 務 の迅速 ・正確 ・効率化」,「省力化」,「業務 コス トの低減」等直接的 な効果 が見込 め る分野 で

は,"効 果 あり"と 評価 して いるが,「企 業の イメー ジ ・ア ップ」,「顧客サ ービスの向上 」,「経営状況 の

総合 的把握」等 で は,未 だ充分 な効果 はあげ ていな い。

(2総 合 的 に∂て,「現在,採 算は とれてい ないが将来 とれる見 込」 とす る見解 が強 く,経 営 の電 算

化 を長期 的観点 で考 えてい る。

8.外 部 処理 セ ンターの利用状況

(1)計算 セ ンター利用 先は,小 売業,サ ー ビス業,建 設 業での利用 が多 く,外 部 オンライ ン処理 セ

ンター(以 下,TSSサ ー ビス とす る)の 利用 は ,卸 売業 が多 い。

② 計算 セ ンターの利用 は,「現業務 の量 的対処」,「適用業務 にマ ッチ している」,「価格 が安 い」 とい

った契機 でな され てお り,適 用業務 は,「売 掛金計算 ,請 求書 の発行」,「給与計算」等定型 的 ・日常 的

事務 計算 が主体 で ある。

活用 を阻害 してい る要 因 としては,「業務手 続の未整備」 が あげ られてい るものの
,「経 費負担感」

は軽 く,適 用業務 が限定 されてい るだ けに,利 用の効果 は あがってお り,総 合的 にみ て も利 用 に対

す る評価 は高 い。

(3)TSSサ ー ビスの利用 は,「現 業務 の量的対処 」,「適用 業務 にマ ッチ して いる」 ところか ら,ト ッ

プの強 い リー ダー ・シ ップの下 に利 用 が決定 されてい る。

また,「操作 の容易性」,「システムの拡 張性」 も利 用 を決定 した大 きな要 因で あ る。

適 用領域 は,"販 売 管理","在 庫 管理",'購 買 管理"が 主 で,特 に 「売掛金計算 ,請 求書 の発 行」 は

利 用先 全社 で適用 されて いる。

活用 を阻害 してい る要 因 と して,「管理 者の アウ ト ・プ ッ ト ・レポー トの活用能 力不足」 が 目につ

くが,利 用の効果 ・総合評価 は高 い。

9.今 後 の活用方法 につい て

(1)「新 規 システムの開発」 が40%強 と開発意 欲は高 いが,「現 システムの再点ホ剣 ,「ユ ーザー部 門 の

利 用体 制改善」 が60%弱 を 占め,現 状利用体制 の見直 しの意識 が強 い。

電 算部 門 につ いて も,「拡充」 と 「現 状維持」 が相 半 ば し,前 回調査 時点 に比べ ると
,「拡 充」 意 欲

は減退 してお り,減 速経 済下,慎 重 な態度 が うか がえる。

経費 につ いて は,直 接 「経 費削減」 を図 るよ りも,「活用能 力の向上」 による効 率化 によって効果

をあげよ うと している。

(2機 種 別 にみ ると

大 ・中型 は,「新 規 システムの開発」,電算部 門の 「拡 充」 意欲 が強 く,特 に,活 用能 力の向上 に よ

って,相 対的 に費用 の逓減 を計 ろ うと してい る。

超 小型は,「現 システムの再点‡剣 を第一 に考 え,電 算部 門の経費 につ いて も,現 状維持 傾 向が強 い。
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望」 がマ ッチ,ト ップ ・ダウ ンとボ トム ・アップの擦 り合 せが うま く行 われてい るとみ られ る。

また,「 システムの拡張性」,「コス ト ・パ フォーマ ンス を配慮」 した機種 の選定 がな されてい る。

② 超小型 では,「コ ンピュー タ ・メー カーのすす め」,「同業者 の導入実例」等 の ウ ェイ トが,大 ・中

型導入先 よ りも高 く,導 入 にあたって他 動的要 因が強 い。

また,「操作の容 易性 」が機 種選定 の大 きな理 由 となってお り,「システムの拡張性」,「機 種 ブランド」

は さほ ど考慮 されてい ない。

5.活 用 の 実 態

(1)適用 領域 では,販 売管理,人 事管理,購 買管理,在 庫 管理,財 務管理 の順 で多 く,適 用の"五

大領域"と なって いる。

(2)具体 的 適用業務 をみ ると,販 売 管理 で は「売掛 金計 算,請 求書の発行」,「販売統計」,人事管理 で

は「給与計算 」,購 売管理 で は 「買掛 金計算」 が主 となってお り,定 型的,日 常業務 が中心 であ る。

③電 算部 門要員 は,男 ・女 あ わせ て平均5～6人 であ る。

(4)電算 部門 の月間経 費 は,全 業種 平均 で約250万 円 で,そ の うち,ハ ー ド・ウ ェア関係 費は,約

106万 円(42.4%)'で あ る。

対 月商運営 経費 負担率は平均0.38%で あ るが,小 売業,運 輸 ・倉庫 業,サ ー ビス業 では平 均 を上 回 る。

⑤運営 経費 につ いては,「普通 」,「負担 は感 じない」 が80%を 超 え,負 担 はあま り感 じてい ない。

しか し,機 種 が大型化す るにつ れて 「大 きな負担 を感 じる」 が増加 してお り,超 小 型機 導入の誘

因の一つ として,価 格 の安 さにあるこ とが,逆 に裏付 け られ る。

6.導 入,活 用上 の阻害要 因

(1)「ユ ーザー部 門 に問題 が ある」 が61.0%と 一 番 多 く,続 いて 「電算部門 に問題 があ る」47.7%,

「利 用 して いるコ ンピュー タに問題 が ある」32.7%の 順 である。

(2)大 ・中型 ほ ど,「管理者の アウ ト ・プ ッ ト・レポ ー トの活 用能 力不足」,「イ ンプ ッ ト ・デー タの

ミス が多 い」,「シス テム開発能 力 が未熟」等 業務 を電 算化 した後の運営 上の問題 をあげてい る。

(3)そ れ に対 し,超 小型 では,「業務手続 の未整備」,「基礎デー タの不足」,「E・D・P要 員の確保難」

等電 算化 を予定 した時点 で,整 備,解 決 を計 るぺ き問題 点が 目立っ。

(4)適用 各 領域 に,具 体的 にあげ られた阻害要 因 を列挙す ると,「例外処理 が多い」,「非EDP要 員 の

教育 訓練 不足」,「基礎 デー タの未 整備 」,「業務手続 の標準化困難」等 であ り,導 入前の電 算教育 の不

徹底 と,事 務の標準 化の遅 れ等事務 管理水準 の低 さに帰因す るものが多い。

(5)適用 領域別 に,特 徴的 な阻害 要因 と しでは,販 売管理 では「例外 処理 が多い」,在 庫管理 では「コ

ー ド化作業 が困 難」
,購 売 管理 で は 「外部取 引先 との関係 」,財 務管理 では 「EDP要 員 の能 力不足,

要 員不足」 が あげ られ る。

7.導 入 効果の総合 評価
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(3)計算 セ ンター,TSSサ ー ビス利 用先 では,「電 算部門 拡充の予定」が自社 導入先 を上回 って強 い。

しか しなが ら,計 算 セ ン ター利 用先 は,「現 システムの再点ホ剣 ,「ユ ーザー部 門 の利 用体制 の改 善」

といった現状 の再点検 に比重 をかけて活用方法 を考 えてい る。

(4)今後 の改 良,開 発予定 業務 につ いて

①"在 庫 管理","財 務 管理","販 売 管理"の 領域 で,"改 良,開 発予定"が 高 い。

②現 在,電 算化 されてい る割合 の高 い 「売掛 金計算」,「給与計算」等定型的 ・日常事務 計算で は,

"改 良
,開 発予定"は 比較的少 な く,現 状の利 用 で一応 の レベ ルに達 してい るもの と推測 される。

③ 同様 に定型的,日 常業務 で大量 の デー タを取 扱 いなが ら,電 算化の遅 れてい る領域へ の適 用の

拡大,充 実傾向 がみ られ る。

例 えば,「在庫 照会 問合 せ」,「原価計 算」 な ど

④ 定型的 ・日常業務 か ら,解 析 ・計 画領域 への拡 大傾向 もみ られ る。

販売管理 におLける 「市場,顧 客 デー タの計 算 ・分析 」,「需要予測」,「顧 客情 報の管理」 など,

在 庫管理 におけ る 「在庫計 画基準設定 のための計算」,「在庫 の 自動発注,補 充計算」,財 務管理 に

お』け る 「予算実績 対比表作成」,「利益計画 シ ミュ レー ショ ン」 な ど

⑤ 計算 セ ンター利 用先 は,"改 良,開 発予定"は 比較的少 なく,そ の業務 も,定 型的 ・日常的 事務

計算 が主体 で あ る。

TSSサ ー ビス利 用先 は,"財 務 管理"に おけ る改 良 ・開発予定 が中心 で ある。
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超小型 コンピュー タの有効利 用

1977年3月 社団法人 日本経営協会 「超小型コンピュー タ

の有効利用に関する研究調査」 より抜翠一

〈抜 華 図 表 〉
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図2-4機 種選定のポイント(2)ソ フ ト関係

図2-16従 業員規模別の超小型コンピュータの利用形態

図2-17適 用 業 務

図2-35問 題点および要望(全 般について)

図2-1

(3つ 以内選択)

従 業 員50人 以 下51人 ～100人101人 ～300

規 模(N=188)(N=179)(N=327

ね らい0204060800204060800204060

人 員 削 減

事務 人員の

増加抑 制

コス ト・ダウン

顧 客サービス

の向上

企業 イメー ジ

の向上

管理 レベ ルの
向上

事 務の

スピード・アップ

事務の

正 確 性 向 上

そ の 他

III.

]11・2%

IrlI

コ15・6%

43.0%1

一
]8・6%

48.3%1

]5・2%

44.7%1

]2・1%

コ15・ ・%

コ9.6%

】2・彫

]9・5%

]7・3%

]9・2%

]9・8%

56.6%1

66・7%1

』o・3%1
56.4%1

6・.6%1

57.4%1

67.6%1

52.0%1

]1・6% 」・・6%

52.9%l

l・・3%

導入の主iEる ね らい(1)

301人 以上

(N;207)

020406080
`Il`

コ14.・%

54.1%1

】2・%

]9・2%

】2・4%

43.0%1

75.8%1

58.9%1

]3・ ・%

無 回 答 合 計

(N=90)(N;991)

020406080020406080

8.9%

32.2%

5.6%

14.4%

10.0%

37.8%

60.6%

56.7%

`1.1

コ11・5%

46.4%1

]3・7%

]1・ ・9%

]7・8%

52.7%1

67.・%1

55.2%1

】1・2%



50

図2-2導 入の主たるねらい(2)
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図2-16 従業員規模別の超小型コンピュータの利用形態
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図2-35問 題 点および要望(全 般 について)

(重複回答あり)
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マ イクロコンピュー タ(マ イ コン 開発 か ら

普 及の時 代へ)

一1977年3月 社団法人 日本電子工業振興協会 「マイクロコンピュ

ータに関する動向調査」より抜葦一

3.マ イ ク ロコ ン ピュー タの 概 説

3.1マ イ クロ コ ン ピュー タお よび イ ンタ フ ェー スに 関連す る用 語の 定 義(略)

3.2マ イク ロ プロセ ッサ/マ イ ク ロコ ン ピュー タの 価格

マイクロコンピュータの場合 も,他 の半導体分野 と同様,価 格競争が非常に激 しい。価格戦略の

最も重要 な要素は,生 産量の増大につれ,コ ス ト低減 に反映される習熟曲線である。現在の所,こ

の産業は,25%習 熟曲線上にあり,今 後数年間これが続 くと期待 される。図3.1は マイクロプロセッ

サの平均販売価格曲線を示す。マイクロプロセッサ産業は,3つ の分野に分れつつある。すなわち,

下位の制御用,中 位のデータ処理用,高 位のデー タ処理用である。下位の制御用のデバイスの価格

が1980年 には3ド ル程度に達する一－fi、最も複雑な16ビ ットデバイスは,10ド ル程度に達するであ
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ろ う。

図3.2は マ イ クロ コンピュー タの平均販売価格 を示す。単純 な制御 用デバ イスは
,ワ ンチ ップのマ

イ クロコンピュー タとな り,フ.ラ スチ ック ・パ ッケージに入 って,約3ド ルで販売 され るだ ろ う。

1チ.ッ プの コンピュー タは1980年 全 体の販売額 の約30%を 占め る
。 マイ クロプロセ ッサは絶 えず複

雑 さを増 し,ま た,チ ップ数 は減 る傾 向 にあるが,高 位の デー タ処 理用 のマ シンは
,大 量 の メモ リ

その他 のチ ップ を使 い続 け るで あろ う。 この よ うな高価 格 の要 因が,平 均販売 価格 を引 き上 げ る傾

向 にある。

3.3市 場

1975年 の マ イ クロ コンピュー タ出荷台数 は,638,000台 で あった。1980年 には ,26百 万 か ら36百 万

台 の範囲で,年 間成長 率111%か ら123%の 間 と想 定 され る。金額規模 では ,75年 の62百 万 ドルか ら,

1980年 の507百 万 ～567百 万 ドルで ,年 間成長率 は52%か ら55%と 想 定 され る。

図3.3は,1980年 まで の台 数 でみたマ イクロ コンピュー タ市場規 模で あ る。 図3 .4は 金 額 でみた市

場規模 であ る。1975年 に は,3つ の分野 でマ イ クロ コンピュー タ市場 の72%(金 額 規模)を 占めて

い る。(表3.1,表3.2参 照)。す なわ ち,事 務 ・教 育用(含POS端 末)が40%
,コ ン ピュー タ用 周辺

端 末 が16%,産 業 用 が16%で あ る。1980年 には,最 大の市場 分野 は,一 般 民需用 とな ろ うが,金 額

規模 では必ず しも,最 大 とな らな いで あろ う。 最大の金額規模 を占めるのは ,コ ンピュー タ用周辺

端末 で ある。す なわ ち,一 般民需 用の市場 では,3ド ル 程度 の下 位の制御 用デバ イスが大 勢 を占め
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る一方,チ ップ数では,フ リース タンデ ィングの コ ンピュー タと共 に,周 辺端末 が占めよ う。

一般民需市場 にとっての鍵 は ,コ ン トローラの価格 であ る。現在,通 常の民生 用機 器で,マ イ ク

ロ コンピュー タを使 うと同 じよ うな事 が,電 気機械的 の タイマーで 間に合 わないよ うな応 用は余 り

み られ ない。 マイ クロコ ンピュー タの価格 が,電 気機械式 の機 器 と同等 の価 格 になるのは78年 の後

半で,そ の時 点には,最 先端 を行 く民 生機 器以外 にも使 われ始め るで あろ う。 マイ クロコンピュー

タの制御 分野 で,非 常 に興味 深 い応 用 と して,家 庭 の環境制 御 とか,ユ ー テ ィリテ ィ関係の 自動記

録等 が あるが,1990年 代 後 半 にな らない と,大 きな市場 には な らな いで あろ う。 とい うのは,現 状

の制 御や伝送の方式 を,改 め る費用 がかか るからで ある。 テ レビゲー ム,テ レビのチ ューナまわ り,

あ るいは電子 レンジ等 は1980年 あ た りまでマ イクロプロセ ッサ の大 きな成 長分野 である。70年 代 最

後 の2年 は,自 動 車産業 は,点 火 な どの よ うな電気的機能 と同様,気 化 器や制御系統 で も,大 転換

が もた らされ るで あろ う。 失敗 して,マ イ クロコ ンピュー タを,こ れ まで使 われて きた機 器 と交換

しなければ ならな くなった場 合の漠大 な費用 を考 える と,自 動 車産業 が この分野へ入 るの も,非 常

にゆっ くりと したもの となろ う。1977年 に,こ のよ うな機 能 を持 った車 が製作 され るが,試 験車で

あって,保 守上 の問題 をチ ェ ックす るため,入 念 に監 視 されるであ ろ う。大量 の導入 が開始 される

時 点では,GMは,自 身でマ イ クロ ユンピュ一 夕機 器 を作 るで あろ う。 フ ォー ドと クライス ラー も

直 ちにそれ を見習 うで あろ うか ら,現 在 の半導体 メー カに とっては,余 り大 きな市場 とはな らない

で あろ う。

表3.1は1980年 まで の市場 分野別 の台数規模,ま た,表3.2は 同 じく金 額規模 を示 す。

1.4国 内 の マイ クロ コ ン ピ ュータ市場

国内のマ イ クロ コンピュー タ市場 が大 きく伸びつつ あ るこ とは表1.1お よ び表1.2か らも,そ の概

略 を知 ることがで きる。 ここでは アンケー ト結果 をもとにも う少 し詳 しく述 べてみ よ う。

(1)国 産 マ イ クロ プロセ ッサ は1976年 に おいて683Kコ 生 産 され,こ の うち国内市場 に供給 された

のは670Kキ ッ ト,CPUで20億 円,周 辺LSIで15億 円,合 計33億 円 であ る。 メモ リはMOSス タ

テ ィッ クが11億5千 万 円,MOSのPROMお よ びマス クROMが27億7千 万円,バ イポー ラの

PROMが6億2千 万 円,合 計45億4千 万 円が国内市場 に供給 されてい る。 これ らの うちマ イクロ

コンピュー タの関連 で使 われてい るもの は,CPUの 出 荷状 況 も考慮 して推定す ると約30億 円 と考

えられ る。 したがって国産LSIで マ イ クロ コンピュー タ関連 として国内 に出荷 され たもの は88億

円程 度 と考 えられ る。1977年 で は同 じよ うに考 えるとCPUZ453Kキ ッ ト,53億 円,1/OLSI,

34億 円,お よびメモ リがMOSス タテ ィックメモ リ,PROM,マ ス クROM合 計91億 円 の うち,

60億 円 として合 計約147億 円 がマ イクロコンピュー タ関連のLSIと して国内 に出荷 を見込 まれてい

る。1977年 の方 がCPUの 比 率 が高 くな るのは ワンチ ップマイ クロコ ンピュー タの普及 によ る。
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表3.1世 界 の マイ ク ロ コ ン ピ ュー タ市 場(用 途 別 シ ェア)

(台数;千 台単位)

1975 1976 . 1977 1978 1979 1980

事務 ・教育(含POS端 末) 250 515 750 1,450 2,423 3,350

通 信 26 86 250 545* 1,077* 2,150*

485× 769× 1,100×

民 需 36 215 1,500 6,300* 10,642* 15,640*

3,960× 4,928× 7,840×

計 算 機 46 152 372 606 1,346 2,250

周辺端末 104 343 850 1,636 3,461 7,000

運 輸 0 47 157 242 600 1,795

産 業 用 104 410 625 970 1,365 2,000

政府 ・軍 用 52 133 250 394 615 1,000

医用その他 20 57 100 151 230 400

計 638 1,958 4,854 12,294* 21,759* 35,585*

9,894× 15,737× 26,735×

(*上 限 ×下限)

表3.2世 界 の マイ ク ロ コ ン ピュ ー タ市 場(用 途別 シ ェア)

(金額;百 万 ドル単位)

1975 1976 1977 1978 1979 1980

事務 ・教育(含POS端 末) $25 $27 $30 $48 $63 $67

通 信 2.5 4.5 10 18* 28* 43*

16× 20× 22×
3.5

民 需 7.1 30 63* 74.5* 78.2*

39.6× 34.5× 39.2×

計 算 機 4 15 33 48 94 135

周辺端末 10 18 34 54 90 140

運 輸 0 2.5 6.3 8 15.6 35.9

産 業 用 10 21.5 25 32 35.5 40

政 府 ・軍 用 5 7 10 13 16 20

医用その他 2 3 4 5 6 8

計 62 105.6 182.3 289.0* 422.6* 567.1*

263.6× 374.6× 507.1×

(*上 限 ×下限)
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(2)輸 入 量 の詳細 なデ ー タはな いが,各 種 のデー タか ら推 定す ると国内市場 において輸入 の 占め

る比率は マイ クロ プロセ ッサで約50%,メ モ リで約35%と 推 定 され る。

(3)マ イ クロ コンピュー タの利用面 の実体 につ いては,ア ンケー ト回収率 が十分で な く,市 場 が

広範囲 に拡散 して いるの で,正 確 には把 み に くい。集計結 果 を比率 に直 して示す と表1.3の とお りで

ある。

(4)マ イ クロコ ンピュー タ関連のLSI国 内 需要 は1976年101億 円,1977年223億 円 であ り輸入 比

率は それ ぞれ37.5%で あ る。数量的 には4bitが も っ とも大 きいが,伸 び率 は8bitの 方 が大 きく,今

後8bit中 心 に次第 に移行 す る。詳細 につ いては表1.4に 示 した。メモ リの比率は1976年37.7%,1977

年33.2%で あ り,ワ ンチ ップCPUの 比 率 が増 えるにつれ,除 々にメモ リの比率 は下 がってい く。

なおメモ リ生産 はMOS,バ イ ポー ラを合 わせ ると1976年164億 円,1977年269億 円 と上記 のマ イ

クロ コンピュー タ関連 メモ リよ りは るかに大 きい。 これは コ ンピュー タ用 および輸 出 として伸びつ

つ あ る。

5.7応 用分 野 の今後 の 動 向

応用分野の今後の動向にっいて生産者側および使用者 にそれぞれアンケー トしつぎのとおりの回

答があった。

1位 から3位 までは双方 とも

① 工 業

② コンピュー タ関連

③ 計測 ・監視機器

の業種 を掲げている。後の順位についてもほぼ同様な見方をしている。(後略)

表1.1国 産 マイクロプロセッサおよびメモリの販売高

(単位:百 万円/年)

製 品 1974年 1975年 1976年 1977年

マ イ クロ プ ロセ ッサ 236 963 2,049 5,704

1/O用LSI 525 903 1,734 4,009

MOSメ モ リ 1,693 6,712 13,555 23,414

ノミイ ポ ー ラ メ モ リ 1,108 1,461 2,865 3,443

合 計13,562 10,039 20,203 36,570
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表1.2国 産マイクロプロセッサおよびメモリの販路別販売高比率

(単位:販 路別構成比%)
『
製品

販路 年

マ イ クロ プロ セ ッサ 1/O用LSI MOSメ モ リ バ イ ポー ラメ モ リ

1976年 1977年 1976年 1977年 1976年 1977年 1976年 1977年

国内他社 46.2 67.4 74.0 62.5 25.1 35.1 11.7 15.1

社 内 50.0 25.7 13.8 19.5 50.3 37.5 87.5 79.2

輸 出 3.8 6.9 12.2 18.0 24.6 27.4 0.8 5.7

表1.3マ イ ク ロコ ン ピュー タ の利 用 分 野

(単位:分 野別構成比%)

年
分 野

ビ ッ ト

家 電
民 生 事 務 機 制 御

通 信
計 測

コ ン ピ ュ

ー タ 合 計

'74年

4ビ ッ ト 0 53.3 1.0 0.5 45.2 100.0

8ビ ッ ト 0.2 39.3 12.4 3.4 44.7 100.0

12-16ビ ッ ト 0 0 35.3 16.6 48.1 100.0

'75年

4ビ ッ ト
ー.

0 78.0 1.5 0 20.5 100.0

8ビ ッ ト 0.3 37.8 18.4 10.3 33.2 100.0

12-16ビ ッ ト 49.3 0 22.5 7.3 20.9 100.0
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7 1977年 度情報化週間表彰者

1977年10月3日 情 報化週 間推進会言寿 一一

1.1977年 度情報化促進貢献個人(五 十音順)

氏 名 年令 職 業 業 績

後 藤 英 一 46
東京大学理学部情報科

学科教授

パラメトロンの発明と実用化により我が国固体素子コンピュー

タの礎をっくるなど,ハ ー ドウェア及びソフトウェアに関する

基礎及び応用研究を推進,さ らに情報処理技術の国際交流に寄

与 した。

友 成 治 夫 58
日本電気情報サービス

㈱代表取締役

永年にわたり情報通信技術の研究 ・開発に従事,と くに伝送機

器,DIPSの 商用1号 機の開発の責任者として活躍 し,情 報

通信の発展に寄与 した。

野 田 克 彦 56 松下技研㈱常務取締役

永年にわたり電子計算機の研究開発に従事するとともに政府及

び関係諸機関の研究開発推進のプロジェクト・リーダーとして

多方面にわたって我が国情報処理技術の振興 に貢献した。

舟 渡 善 作 54
日本 コ ン ピュ ー タシス

テム㈱ 社 長

我 が国 情 報産 業 の草創 期 か らソ フ トウェ ア産 業 に従 事 し,優 れ

た ソフ トウェ アの 開発 に尽 力 す る と と も に,從 ソフ トウ ェア産

業 振興 協 会 の役 員 と して,協 会創 設 以 来,我 が国 ソ フ トウェ ア

産 業 の発展 に寄 与 した 。

米 花 稔 64 神戸大学名誉教授

経 営 の機械 化 に関 す る研 究 の業績 のほ か,我 が国 の コ ン ピュー

タ リゼ ー シ ョ ンのオ ピ ニ オ ン ・リー ダー と しての 活躍,関 西 地

区 にお け る各種 審 議 会 の委 員等 を通 じて,情 報 化 の促 進 に貢 献

した。

森 下 甲 一 53 医療法人管紫会理事長

ミニコンを活用 した中規模医療機関の院内情報処理のシステム

化の積極的な推進,及 び利用領域の拡大に努めるとともに,院

内システムを開放するなど医療の情報化の啓蒙,普 及に努めた。

山 口 小 文 61
㈱生活映像情報 システ

ム開発協会専務理事

生活映像情報システムの開発実験の責任者として当該実験を推

進,CCIS(同 軸ケーブル情報システム)の 技術的可能性,

社会的有用性を立証し情報化の進展 に貢献した。

吉 田 剛 63
勧日本情報処理開発協

会顧問

翻 日本情報処理開発協会専務理事,情 報処理振興事業協会プロ

グラム専門委員,産 業構造審議会情報産業部会委員等を歴任 し,
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氏 名 年令 職 業 業 績

我が国の情報化の促進に永年にわたって貢献 した。

吉 山 博 吉 65 ㈱ 日立製作所社長

電子計算機の国産技術振興に顕著 な成果をあげるとともに,日

本電子工業振興協会会長,通 信機械工業会会長等を歴任 し,我

が国情報産業の振興に貢献 した。

2.tg77年 度情報化促進貢献企業 ・団体(順 不同)

企 業 ・団体名 代表著名 業 績

㈱ 大阪 卸 商 コ ンピュ ー タセ ン ター 伊 藤 寛

中小企業の共同出資による共同情報処理センターとして,

普及啓蒙活動,共 同計算事業,情 報処理に関するコンサル

テーション等積極的な活動を行い中小企業の情報化の促進

に貢献した。

側槍敷中央病院 遠 藤 仁 郎

病院におけるレセプ ト事務,会 計事務等の事務処理をはじ

め,給 食管理から脳波分析にいたる多角的なコンピュータ

利用を図 り,病 院運営の合理化に貢献するとともに,出 版,

講演等を通じ病院のEDP化 にっいての啓蒙,普 及に寄与

した。

セ ー レ ン㈱ 黒 川 誠 一

複雑な色合せ計算を計数的にとらえ,コ ンピュータによる

カラーマッチング・システムを開発,染 色業における情報
処理技術の向上,経 済性の向上の先例を作り染色業界にお

ける情報化の推進 に寄与 した。

富山県情報処理教育センター 加 藤 勲
情報教育に係る教員,生 徒の研修等の機関として他県に先

がけ開設実績をあげているほか教育情報の各種プログラム

の開発,県 民への情報化の啓発,普 及にも寄与 した。

㈱ 日本興業銀行 池 浦 喜三郎
情報処理振興金融措置創設以来,情 報処理産業の事業効率

化,ソ フ トウェア開発のための資金の円滑かつ適切なる供

給を行い情報処理産業の発展に基礎的な貢献があった。

松本商工会議所 浜 鉄 夫

小規模企業のコンピュータの共同利用と中小企業に対する

情報の収集 ・提供の推進 により,中 小企業の経営の合理化

に資するとともに,情 報化に関する啓蒙活動により中小企

業の情報化の基盤作りに寄与 した。

'

近畿日本鉄道㈱ 富 和 宗 一

自社内及びグループ各社の業務処理の電算化を積極的に推

進 し,利 用者のサービス向上に努めるとともに他社とのシ

ステム結合を行 う等,高 度 なシステム開発の実施は業界の

情報化に先導的役割を果 した。

日本郵船㈱ 菊 地 庄次郎

コンテナ輸送情報 システムとして各サブシステムを総合 シ

ステムに統合 し,十 分の効果をあげるとともに機能的な国

際ネットワークを形成し,海 運業における情報処理技術の

発展に寄与 した。
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企業 ・団体名 代表者名 業 績

日本テレビ放送網㈱ 小 林 與三次

異 種 業 務 の連 続 処理,夜 間 無 人処 理等 を可能 とす るオペ レ

ー シ ョン シス テ ム(NOMACS)を 開発,実 用 化 す るこ と

によ り,テ レビ放 送 業 にお け る効 果 的 な情報 化 の促 進 に寄

与 した。

3.1977年 度優秀情報処理システム(順 不同)

システムの名称 表彰対象者名 代表著名 表 彰 理 由

純国産の計算機システム及び応用ソフ トウェ

技術試験衛星n型 追跡管制 シス

テム

宇宙開発事業

団追跡管制部
船 川 謙 司

ア技術 を駆使 し,大 規模 な静止衛星の追跡管

制システムを完成したものであり,今 後の宇

宙開発技術の発展に向けて情報処理面での基

礎的な貢献を行った。

化学プラントの安全運転,経 済的操業 に有効

ダ イ ナ ミ ッ ク ・プ ロ セ ス ・シ ミ

ュ レ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム

㈱日本科学技

術研修所
西 原 哲 郎

な解析を行 うためのグラフ理論を応用 した計

算システムであり,化 学産業の高度化に寄与

し た 。

電 算 機 利 用 に よ り,か なの イ ンプ ッ トを点字

視 力障害 者 用 コ ン ピ ュー タ点字

シス テ ム

㈱大阪計算セ

ンター
伊 藤 彰 彦

に変換印刷する手法を開発,正 確 さとスピー

ド化で画期的なシステムであり,福 祉面での

情報化の促進 に貢献した。

関東地方建設局 利根川上流の6ヵ 所の多目的ダムを一元的に

利根川ダム統合管理システム 利根川ダム統合 稲 葉 誠.一 管 理 す る システ ムで あ り,治 水,利 水 の高 精

管理事務所 度化,迅 速化の飛躍的な向上に貢献 した。

700万 件 に及 ぶ契 約 情 報 フ ァ イル か らキ ー項

漢字名寄せ索引システム
明治生命保険

(相)
山 中 宏

自により当該情報を会話型で索引する先進的

システムであり,漢 字情報処理技術の発展 に

寄 与 した。

ボ ラ ン タ リーチ ェ ー ンの オ ン ライ ン化 シス テ

Kマ ー トチ ェ ー ン ネ ッ トワ ー ク

シ ス テ ム
橘高㈱ 橘 高 康 人

ムであり,経 済性の向上等にすぐれたシステ

ムとして中小商業の近代化,EDP化 の促進

に寄 与 した 。

労働集約的な操車場 を対象とした制御システ

武蔵野操車場総合自動化システ
日本 国 有鉄 道

エ ム'・ヤ ッ ク 大 石 勝

ムと情報処理システムの組合せによる世界で

も初めてのシステムとして作業の安全性の向
ム

ス 開発 チ ー ム 上と迅速化,省 力化に寄与 し,鉄 道貨物輸送

の近代化に貢献した。

4,000隻 以上の入級船舶に関する複雑多岐な

船級 管 理 デ ー タベース システム

(NKSHIP-DB)

㈱日本海事協

会
水 品 政 雄

諸 デ ー タ を効 率 的 に管 理 す るデ ニ タ ・ベ ー ス

・シス テ ム と して船 舶 の的 確 な保 守 と損 傷 事
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シス テ ムの 名称 表彰対象著名 代表者名 表 彰 理 由

故の防止に寄与し,船 級管理の近代化に貢献

した。

エ ー ス ・ネ ッ ト
アルプス電気

㈱
片 岡 勝太郎

コ ンピュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク ・システ ム の積

極 的 導 入 に よ り企 業経 営 の高度 化 を図 り,中

堅企 業 の情 報 処理 の新 しい方 向 を示 す点 にお

いて寄 与 した 。

4.1977年 度情報化週間標語 ・作文 ・論文入選者

(1)標 語 の部(佳 作は順不同)

氏 名 年令 職 業 作 品

特 選 森 山 勉 41 農 業 情報を えらぶ知性 と 活かす知恵

佳 作 山 崎 正 明 29 会 社 員 拡げよう くらしの中の 情報化

佳 作 森 ふじ子 48 主 婦 みのりある 社会をひらく 情報化

佳 作 栗 田 龍 平 61 無 職 生活に 夢をひろげる 情報化

慶 徳 宏 65 農 業 〃

佳 作 橋 本 哲 次 49 自 由 業 あすの夢 ひらく暮 らしの 情報化

馬 渕 博 54 療 養 中 ,,

佳 作 吉 野 由 彦 46 会 社 員 生活の 未来をひらく 情靴
.

藤 川 守 一 48 公 務 員 ノノ

ノ,

篠 崎 末 吉 53 会 社 員 ノノ

本 越 勇 52 会 社 員 ,!

伊 藤 かつら 35 主 、婦 ,!

岩 倉 尚 武 32 会 社 員 ノノ

斎 藤 広 吉 70 無 職 ノノ

斎 藤 雄 逸 45 会 社 員 ノノ

塚 原 克 二 53 会 社 員 〃

織 田 亮 57 自 由 業 ,,
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(2)作 文 の部(佳 作は順不同)

氏 名 学 校 ・学 年 表 題

特 選 井 関 宏 一 舞鶴市立青葉中学校3年 充実した2回 の夏休み

－FORTRANと マ イ コ ンを勉 強 して 一

佳 作 金 成 美 奈 文京区立窪町小学校5年 生活と情報化

佳 作 吉 岡 雅 郁 川口市立十二月田中学校3年 生活と情報化

佳 作 浜 野 英 治 千葉市立葛城中学校3年 コ ン ピュー タ革 命

佳 作 西 野 由希子 大分市立東植田小学校6年 情報化時代とわたしたち

佳 作 高 木 明 子 前橋市立元総社中学校3年 生活と情報化

(3)論 文 の部(佳 作は順不同)

氏 名 年令 職 業 表 題

特 選 村 松 孝 徳 34 聴覚障害者団体役員 情報化社会と聴覚障害者生活

佳 作 真 田 茎 31 会社員 情報化社会への対応

佳 作 佐 伯 房 子 43 北九州市立思永中学校教諭 情報化社会と教育

佳 作 太 田 孝 27 学 生 ぼくの家政学一情報都市と若い世代一

佳 作 中 嶽 治 麿 51 大阪府立科学教育センター 生活と情報化一子どものマスコミ教育

情報工学教育室長 と情報処理教育一

塩 田 文 吾 47 同センター指導主事

中 村 恒 雄 43 同センター指導主事

佳 作 早 田 博 之 16 神奈川県立平塚江南高校2年 情報化社会
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JIPDEC調 査 集 計

コン ピ ュー タ利用 状況調査

1.自 社 コ ンピュ ータ ・システムの5年 後 にお ける予想規模

2.コ ン ピュー タ ・セ ッ ト保 有状況

3.周 辺 機器 の台数

4.コ ン ピュー タ使用時 間

5.コ ン ピュー タ部門 の運 用経費

6.コ ン ピュー タ運用 経費指標 の企業規模別 水準

7.コ ン ピュー タ運 用経費指標 の年 次変 化

8.コ ン ピュー タ要員 と待遇

9.被 派 遣要 員 と費用,外 注 パ ンチ単価

10.コ ン ピュー タ教育 費用

11.適 用 業務

12.ス ル ー プ ッ ト ・タイムと平均 ジ ョブ数

13.使 用 言語

14.プ ロ グ ラムの開発状 況

オ ンライン化調査

1.セ ン ターCPUと 端 末機 の設置 ・接続関係

2.端 末 機 の利用現況 と5年 後の利用予定

3.保 有 回線の現況 と5年 後 の予定

4.回 線 使用時 間

5.特 定 通信 回線 の利用態様

6.ト ラ ンザ クシ ョン量

7.CPUと フ ァイルの構成 方式

8.電 信 設備

9.フ ァ クシ ミリ

8-1-1表

8-1-2～3表

8-1-4表

8-1-5～8表

8-1-9～14表

8-1-15～20表

8-1-21～22表

8-1-23表

8-1-24表

8-1-25表

8-1-26～27表

8-1-28表

8-2-1～4表

8-2-5～8表

8-2-9～10表

8-2-11表

8-2-12～13表

8-2-14～18表

8-2-19～24表

8-2-25表

8-2-26表



8-1-1表 業 種別 ・5年 後 規模予 想 8-1-2表 業 種別 ・型別 ・各機種保 有社数 分布

5年 後規模 無 減 変 2 3 4 5 5 わ 合
わ 倍 か

記 ら ら
な' 以 な

業 種 入 少 、、 倍 倍 倍 倍 上 」 、 計

一 次 産 業 計 社数 0 0 1 2 0 0 0 0 2 5

% .0 20.0 40.0 .0 ,0 ,0 .0 40.0 100.0

二 次 産 業 計
社数 6 2 106 328 60 4 2 2 81 585

% .3 18.1 56.1 103 .7 .3 ,3 13.8 100.0

三 次 産 業 計
社数

%

3 1

.2

71

14」

242

48.2

66

13」

11

2.2

10

2.0

12

2.4

89

17.7

502

100.0

公 務 計
杜数 0 0 8 41 10 3 1 0 33 96

% ,0 8.3 42.7 10.4 3.1 LO .0 34.4 100.0

全 産 業 計
杜数 9 3 t86 613 136 18 13 14 205 1,188

% ,3 15.7 51.6 1L4 L5 1.1 L2 ]7.3 100.0

繊 維 工 集
社数 1 0 11 18 2 0 0 0 7 38

% .o 28.9 47.4 5.3 ,0 .0 .0 18.4 100.0

L

化 学 工 業
杜数 0 0 15 46 4 0 1 1 8 75

% .0 20.0 61.3 5.3 .0 L3 1.3 10.7 100.0

石油製品製造業
社数 0 0 3 5 1 0 0 0 0 9

% ,0 33.3 55.6 11.1 .0 .0 .0 .0 100.0

鉄 鋼 藁
社数 1 0 5 22 4 0 0 0 3 34

主
% ,0 14.7 64.7 11.8 .0 ,0 .0 8.8 100.0

電気機械器具製造業
社数 1 0 8 57 11 1 1 1 6 85
% .0 9.4 67.1 12.9 L2 1.2 L2 7.1 100.0

-

輸送用機械器具製 杜数 0 1 6 27 5 0 0 0 10 49

な
造業 % 2.0 ]2.2 55.1 10.2 .0 ,0 .0 20.4 100.0

卸 業 ・ 商 社
社数 0 0 12 45 8 1 0 0 16 82

% ,0 14.6 54.9 9.8 L2 .0 .0 19.5 100.0

・ド 売 藁 社数 0 o 10 21 5 1 0 0 5 42

業
% ,0 23.8 50.0 1L9 2.4 ,0 .0 1L9 100.0

金 融 業
社数 0 0 '9 48 15 1 6 4 ll 94
% .0 9.6 51.1 16.0 L1 6.4 4.3 1L7 100.0

生命保険業(含 代 社数 0 O 1 2 2 0 0 0 2 7

種
理業 ・サービス剰 % .o 14.3 28.6 28.6 ,0 .0 .0 28.6 100.0

損害保険業(含 代 社数 0
'0

0 1 1 0 1 1 1 5
理業・サー ビス業) % .0 .0 20.0 20.0 .0 20.0 20.0 20.0 100.0

電 力 ・ガ ス事 業
社数 1 O 1 10 0 0 o 0 1 12
% ,0 8.3 833 ,0 .0 .0 .0 8.3 100.0

広告 ・調査 ・情報 社数 0 0 0 5 1 0 0 0 1 7
提供サービス業 % .0 .0 7L4 14.3 .0 ,0 ,0 14.3 100.0

情報処理サービス 杜数 0 0 4 39 13 0 1 2 10 69
業・ソ7ト ウェア藁 % .0 5.8 56.5 18.8 .0 1.4 2.9 14.5 100.0

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

A

大

型

B

中

型

A

中

型

B

小

型

超

小

型

ミ タ

言

ζ

「
F

そ

の

他

実

社

数

一 次 産 業 計 社数

%

0

.0

1

20.0

0

.0

4

80.0

3

60.0

0

,0

1

20.0

0

,0

0

.0

5

100.0

二 次 産 業 計
社数

%

10

1.7

72

12.3

92

15.7

219

37.4

218

370

154

26.3

27

4.6

47

8.0

11

1.9

585

100.0

三 次 産 業 計
社数

%

33

6.5

97

19.2

117

23.2

171

33.9

167

33」

109

.2L6

24

4.8

49

9.7

2

.4

504

100.0

へ

公 務 計
.

社数

%

0

.0

ll

ll.6

26

27.4

27

28.4

19

20.0

12

12.6

4

4.2

6

6.3

1

1.1

95

100.0

全 産 業 計
社数

%

43

3.6

181

15.2

235

19.8

421

35.4

407

34.2

275

23.1・

56

4.7

102

8.6

14

L2

1,189

100.0

主

な

業

穏

「

繊 維 工 業
社数

%

0

,0

5

12.8

6

15.4

11

28.2

22

56.4

12

30.8

1

2.6

2

5.1

0

.0

39

100.0

化 学 工 業
」

社数

%

0

.0

13

17.3

12

16.0

31

41.3

29

38.7

17

22.7

5

6.7

4

5.3

0

,0

75

100.0

石油製品製造業
社数

%

0

.0

3

37.5

2

25.0

3

37.5

3

37.5

2

25.0

0

.0

0

.0

0

.0

8

100.0

鉄 鋼 業
社数

%

1

3.0

6

18.2

11

33.3

7

2L2

14

42.4

5

15.2

1

3.0

3

9.1

、

2

6」

33

100.0

電気機械器具
製 造 業

社数
%

2

2.3

11

12.8

14

16.3

46

53.5

25

29.1

19

22.1

5

5.8

13

15.1

3

3.5

86

100.0

輸送用機械器具
製 造 業

社数

%

6

12.2

9

18.4

15

30.6

26

53.1

13

26.5

10

20.4

1

2.0

7

M,3

0

.0

49

100.0

卸 業 ・ 商 社
社数

%

2

2.5

7

8.6

15

18.5

28

34.6

28

34.6

20

24.7

5

6.2

4

4.9

0

.0

81

100.0

小 売 業
社数
%

0

,0

3

7」

7

16.7

13

3LO

16

38.1

7

16.7

1

2.4

10

23.8

1

2.4

42

LOO.0

金 融 業
社数

%

10

10.6

34

36.2

33

35.1

34

36.2

36

38.3

11

U.7

2

2.1

13

13.8

0

,0

94

100.0

生 命 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)

社数

%

3

42.9

6

85.7

3

42.9

5

71.4

3

42.9

0

,0

0

.0

0

、0

0

.0

7

100.0

損 害 保 険 業

(含代理業・サービス業)

杜数

%

0

,0

2

40.0

2

40.0

o

.0

0

.0

2

40.0

0

.0

1

20.0

0

,0

5

100.0

電 力 ・カス事業
杜数

%

4

30.8

7

53.8

3

23.1

4

30.8

1

7.7

0

.0

0

.0

1

7.7

0

,0

13

100.0

広告 ・調査 ・情報

提供サービス業

社数
%

0

.0

1

14.3

2

28.6

2

2R.6

1

14.3

2

28.6

1

14.3

0

.0

0

.0

7

100.0

情報処理サービ
ス業 ・ソフ トウ
ェア業

社数
%

7

10.1

19

27.5

22

31.9

34

49.3

20

29.0

15

2L7

4

5.8

6

8.7

0

.0

69

100.0

－
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8-1-3表 業 種別 ・型別 ・保 有セ ッ ト数平均

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

A

大

型

B

中

型

A

中

型

B

小

型

『

小

型

ミ タ

言

ζ

「

そ

の

他

合

計

一 次 産 業 計 .0 LO ,0 LO LO .0 2.0 .0 .0 2.0

二 次 産 業 計 1.4 1.8 L4 L3 L3 L7 3.6 4.6 L5 2.5

三 次 産 集 計 L9 L7 1.6 L4 L3 1.5 2.7 2.9 2.0 2.5

公 務 計 .0 LO 1.1 L1 L2 LO 2.5 L5 LO L3

全 産 藁 計 L8 L7 L4 L3 L3 L5 3.1 3.6 L5 2.4

主

な

藁

棟

繊 維 正 項 .0 L2 LO 1.6 L3
.

L5 1.0 2.0 .o 2.1

化 学 工 裁 .0 L2 LO L2 1.o 2.1 L8 1.5 ,0 L9

石 油 製品 製造案 .0 1.0 1.5 LO 1.3 LO .0 .o ,o L8

鉄 鋼 藁 LO 4」 L9 L1 L1 LO 2.0 4.3 2.0 2.8

電気機械器具製遮莫 2.0 3.6 2.0 L9 L2 L3 2.6 7.1 L6 3.8

輸 送用機 械器具

製 造 業
L3 L6 L6 Ll L3 2.7 LO 1.4 .0 2.7

卸 鋪 ・ 商 社 1.5 L8 L4 L3 L2 2.6 6.8 L2 .0 2.4

小 売'藁 .0 1.3 1.1 1.0 L1 LO LO 2.8 3.0 1.9

金 融 業 2.2 L9 L7 L3 L2 1.0 L5 3.4 .0 3.1

生 命 保 険案(含 代

理業 ・サー ビス葺u
1.6 】.5 LO 2.0 2.3 ,0 ,0 .0 .0 4.8

損 害 保険 業(含 代

理藁 ・サ ー ビス婁}
,0 1.5 LO ,0 .0 1.0 .0 1.0 .0 1.6

電 力 ・ ガ ス 事 業 L5 L4 5.3 L7 1.0

・

.0 ,O 2.0 .0 3.2

広 告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 瑛
.0 LO 4.0 1.0 1.0 LO 7.0 .0 .0 3.0

情 報処 理サ ー ビス

藁 ・ソフトウェア藁
1.8 L6 L6 L5 1.3 1.5 L2 4.3 .0 3」

8-1-4表 型別 ・1社 当 り周 辺機器 台数平 均

機 種

主力機種別

外部補助!モ リ
一粒入出力機器 そ の 他

合

計

回

答

吐

数

M

T

ド

ラ

イ

ブ

1

ラ

ム

ド`デ イ
イプ
ス三

ζド/

;`
クル

糟
ラ

そ

の

他

カ

|

ド

R

/

P

紙

テ

|

プ

R

/

P

ド
キ

元
ン
ト
リ

|

ダ

ラ

イ

ン

プ

`1

ン

タ

C

R

T

入

出

力

機

そ,

の

他

超 大 型 35.9 6.5 4L9 1.0 10.4 4.5 Ll 〕4,4 16.3 12.9 3.7 149」 43

,3 5.3 5.5 1.2 7.5 10.1 8.9 L7 82.8 156
大 型A 19.2 2.5 20.1

大 型B 12.3 ,5 1L3

層

.2 3」 2.9 、5 3.9 2.8 5.7 ,7 44.4 179

中 型A 6.2 ,5 5」 .0 L7 2.4 ,6 2.2 L2 4.3 .s 25.3 期

中 型B 3.5 .4 2.6 .0 1.0 2.2 .3 L5 .4 L9 .5 14.8 294

小 型 1.7 .4 L9 」 .6 2.2 .1 L2 .6 L5 」 n.0 168

超 小 型 2.4 ,3 1.6 .0 .7 2.3 .1 .9 .5 3.2 .3 12.6 20

ミニコンピュー タ 3.6 .5 2.3 .2 .6 3.6 .1 1.6 2.4 3.5 .0

,

18.8 9

そ の 他 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 、0 0

平 均 8.6 .9 8.2 ,1 2.3 2.9 .5 3.3 2.9 4.4 .8 35.4 L173

鼻o
心

u

ト

|

〉

主

文

斗

×
NJI

へ

合

字



8-1-5表1セ ・ソト当 り月間 ラン時間

＼ ラン ・

タイム

回

答

杜

数

集数計

tf
象

㌻
}
数

1 総

平

均

時

間

δ
o
H

未

満

一 一

〇五
〇〇
以H
上
未

満

三
〇
1
二
〇
〇
H

二
〇
〇
1
二
五
〇
H

二
五
〇
1
三
〇
〇
H

三
〇
〇
1
三
五
〇
H

三
五
〇
1
四〇

〇
H

四
〇
〇
1
四五

〇
H

四
五
〇
}
五
〇
〇
H

五
〇
〇
1
五
五
〇
H

五
五
〇
H

以

上

ラ ン 時 間
LO94 2,551

,

210.1 社数

%

198

】8」

281

25.7

215

19.4

155

14.2

89

8」

57

5.2

40

3.7

22

2.0

20

L8

9

.8

8

.7

8-1-6表1セ ッ ト当 り月間デ バ ッグ ・タイム分布

デ パ ・ノ ク ・

タ イ ム

＼

回

答

社

数

集計

対
象

㌻
ト
数

総1

平

均

時

間

δ
O
H

未

満

一 一

〇五
〇〇
以H
上未

満

五
〇
1
二
〇〇

H

一1二

〇〇

「
二
五
〇H

二
五〇

1
三
〇
〇
H

1 三

〇
〇1

三
五
〇
H

三
五
〇
1
四〇

〇
H

四
〇〇

H

以

上

デバ ッグ時間
】,050 2,552 40.3 社数

%

959

91.3

67

6.4

21

2.0

2

,2

0

.Ol

1

」

0

,0

0

.0

8-1-7表1セ ッ ト当 りダウ ン ・タイム分布

ダウン ・

タイム

1回

答

社

数

集数
計
対象

㌻
ト

総

平

均

時

間

δ
H

未

満

δ
H二
以○
上H未

満

二

〇

1
三

〇

H

三

〇

|
四

〇

H

四

〇

|
五

〇

H

五

〇

1
六

〇

H

六

〇

1

七
〇

H

七

〇

1
八

〇

H

八

〇

1

九

〇
H

九
〇⊥

O
o
H

δ
o
・H

以

上

ダ ウ ン 時 間
602 L591 3.3 社数

%

582

96.7

7

L2

5

.8

1

.2

1

,2

0

,0

0

.0

6

1.0

0

,0

O

.0

0

,0

8-1-8表1セ ッ ト当 りメイ ンテナ ンス ・タ イム分 布

メインテナン

・タイム
回

答

吐

数

集散計

対
象

膓
ト

総

平

均

時

間

1-9

未

満

δ
H二
以o
上H
未
満

二

〇

|
三

〇
H

三

〇

1
四

〇
H

四

〇

1
五

〇
H

五

〇

1
六

〇

H

六

〇

1
七

〇

H

七

〇

1
八

〇

H

八

〇

|
九

〇

H

九
〇

⊥
○
O
H

δ
O
H

以

上

ノインテナンス

時 間

1,013 2,456 12.7 社数

%

576

56.9

235

23.2

田

8.7

45

4.4

18

L8

23

2.3

6

.6
,

8

.8

4

,4

1

.1

9

,9

8-1-9表 業 種別 ・コンピュー タ経 費 月額 平均(1)(単 位=千 円)

(注)8-1-9表 ～8-1-11表 は経費の細 目記入のあった回答についての集計である。

経 費 名
回

機 械 設 備 関 係 1人 縁
レ ン タ ル 糾 償 却 費

cl周
P

周 鵡
へ
機 C

P
周 周 嬬 A

風

旦 辺 械 u 辺
m
算 装 辺

レ

辰
算 装 辺 被

答 件
装
置 置

記
末

ン
装
頁

置
配

末 情

圭
配

A

除 タ 主記
A
除 却

恒装

置
配

恨

憶
装

ル

料

也
装
置

記

憶

偉
装 費

制
御 装

装
小

制御
装

袈 小

袈 装
莫 棟 別 数 費 芭 旦 置 置 計) 旦 置

》 置 置 壁 計

一 次 魔 貴計 金額55.835.6 4,380.6 1,107.6 L32L6 L526.4 8,336.2 0 0 O o 0 21,461.0

%27.2 20.4 5.2 6.2 7.1 38.8 .0 .0 .0 .0 .o Ioo.c

二次 産 殿 計
金額3606.558.2 4.052・7 |.474.7 L746.1 】,413.3 8,686.3 161.9 52.9 44.7 69.4 329.0 18,795.7

%34.9 2L6 7.8 9.3 7.5 46.2 .9 .3 .2 .4 1.8 100.0

三 次 産 婆 計
金額2759.869.0 8,179.4 3,162.7 2,担}6.2 2.2田.7 16350.1 1,322.1 349.4 367.0 2.58ハ.】 4,619.8 4▲,493.1

%23.8 19.7 7.6 6.8 5.3 39.4 3.2 ,8 、9 6.2 1L】 100.0

公 務 計
金額583,523.7 2,523.3 ]」24,8 L277.8 248.8 5」74.6 38.5 30.8 48.0 56.】 173.6 12,153.3

%29.0 20.8 9.3 to.5 2.0 42.6 .3 ,3 .4 .5 1.4 100.0

全 産 繧 計
金額6987.605.3 5,553.8 2」08.02.121.8 L627、9 11.4n.6 607.6 167.5 17L6 Lo57.4 2,004.2 27,加5、2

%28.0 a〕4 7.77.8 6.0 41.9 2.2 .6 .6 3.9 乳4 100.0

■ 硲 ユニ集
金 額217.890.8 3,855.0 1.740.OL452.4 1,706.2 8,753.8 0 o 0 38.3 38.3 20,755.4

%38.0 18.6 8.47.0 8.2 42.2 .0 .O .0 .2 .2 100.0

化 学 工 婁
金 額538.930.5 3,9略5.7 ㌧246.9】.5m.4 ),6】L9 8,345.0 78.9 44.8 】2.2 t86.6 322.6 19,355.2

%46.1 20.5 6.47.9 8.3 43.1 .4 .2 .1 1.0 1.7 100.0

石油製品製造食
金 額74.749.7 4,533.0 2,ρ27.2 L896.1 1,943.8 m.400.2 0 o o 31.4 3L4 18,528.2

%25.6 24.5 10.9 10.2 lo.5 56. .0 、0 .0 .2 .2 100.0

ik 鉄 鋼 章
金額24】2.543.6 9.20ぷ2 3,845.3 3,735.7 2,591.8 19,374.2 326.0 】56,2 79.7 121.9 683.8 38.58L8

%32.5 23.8 10.0 9.7 6.7 50.2 .8 .4 .z .3 1.8 100.0

電気機は蹴t 金額375.314.6 2.8%.7 822」 1,689.9 817.0 6,226.0 397.8 195.5 144.1 78.8 816.3 15,886.2

製 造 業 %33.5 18.2 5.2 IO.6 5.1 39.2 2.5 1.2 .9 .5 5」 100.0

輸送用機械器具 金額3313.225.1 9,948.O 3,ggo.3 5,028.8 3,519.8 22,487. 635.O 102.3 226.O ハ05.8 1,069.2 44,174.9

襲 造 兵 %29.9 22.5 9.o U,4 8.0 50.9 ].4 .2 、5 .2 2.4 100.0
な

卸案 ・商社
金額485.972.3 6,593.8 848.4 LO49.8 L464.3 9,956.5

1

7.2 28.7 4.】 39L2 431.3 23,502.】

%25.4 28.1 3.6 4.5 6.2 42.4 、0 .1 .0 1.7 1.8 100.0

小 売 哀
金額234.342」 2,OC曝.O LO70,5 816.7 994.4 4.889、81」 1.7 29.0 41.3 73.3 11,987.7

婁
%36.2 16.8 8.9 6.8 8.3 40.8.0 .0 、2 .3 .6 100.0

金 融 婁
金額6214、216.2 10,248.4 6,642.1 4,183.4 4,721.7 25,795.8 3,828.0 528」 770.3 9,872.3 14.99ε.9 70,417.9

%衷 〕、2 14.6 9.4 5.9 6.7 36.6 5.4 .7 1.1 14.0 21.3 100.O

生命保険鋲(含代
理業・

金額429.703.5 36,580.0 Il,9】6.5 12.⑳4.2 5,982.2 66,683.0 6,654.7 LOO5.0 3.6図.5 8,927.0 20,251.2 1魯OZO7.2

サ ー ビ ス 婁} %21.2 26.1 8.5 8.7 4.3 47.6 4.7 .7 2.6 6.4 14.4 1DO.0

樟
損害保険集
〔含代理 業・

金額215.672.0 8,024.0 3,430.0 2,832.5 400.0 14,686.5 O o 0 0 0 55,907.0

サ ー ビ ス 婁) %28.0 14.4 6.1 5.1 .7 26.3 .0 .0 .0 .o .0 100.0

電力・カス事案
釦 画 】224.385.6 23,825.4 8,215.8 14387.4 3,582.0 50.0】0.6 3,6〕8.6 2,955.0 ),135.3 9α}.0 8,609.0 124,306.7

%)9.6 19.2 6.6
'1】
.6 2.9 40.2 2.9 2.4 ,9 .7 6.9 100.0

広告 ・餌壷情報提供
サ
金額3982.6 2,846.0 79.6 4り.0 14.3 2,980.0 0 0 0 o 0 5,991.6

一 ビ ス 黄 %16.4 47.5 1.3 .7 .2 49.7 .0 .o .0 .0 .o ハ00.0

情報提供サー
ビス京・ソ7

金 額3513.259.8 10,757.9 2,858.2 1,622.O ㌧043、7 16,281.9 875.2 344.4 150.5 30.2 L400、4 44」9].5

トウ ニ ア 竣 %3⑨.o 24.3 6.5 3.7 2.4 36.8 2.0 .8 .3.1 3.21 】00.0

A
o
en



8-1-10表 業種 別 ・コン ピュータ経費 月額平均〔2)

(単位:千 円}

経 費 名

彙 種 別

保
守

亨
保
険
費

機
械
設
備
合
計

消 耗 品 な ど 総

計

力砥

1T
ドブ
・費

磁費デ

紗 イ

瑳

プ用

リ

ン紙

ト費

電冷

橿
・費

消
耗
品
合計

一 次 産 藁 計 金額

%

266.8

1.2

8,&〕3.0

.40.1

}86.8

,9

113.6

.5

875.8

4」

445.0

2.1

L62L2

7.6

21,461.0

100.0

二 次 産 業 計
金額

%

222.4

L2

9,309.5

49.5

14L7

.8

100.!

.5

892.8

4.8

344.4

L8

1,479.2

7.9

18,795.7

100.0

三 次 産 業 計
金額

%

LO31.4

2.5

22,210.1

53.5

207.9

.5

244.9

,6

1,710.4

4.1

1,020.0

2.5

3,183.3

7.7

41.493」

100.0

公 務 計
金額

%

190.4

1.6

5,538.7

45.6

66.1

5

184.5

L5

512.5

4.2

68.3

.6

83L6

6.8

12,153.3

100.0

金 座 集 計
金額

%

538.8

2.0

14,073.7

51.7

161.8

.6

164.3

.6

1,183.2

4.3

588.4

2.2

2,097.8

7.7

27.⑳5.2

100.0

主

な

薬

種

繊 維 生 薬
金額

%

82.6

,4

8,874.8

42.8

116.8

,6

109.8

,5

1,253.8

6.0

150.9

.7

L631.5

7.9

20,755.4

100.0

化 ξ衿:L瑛
金額

%

257.3

13

8,937.5

46.2

136.4

.7

n5,4

.6

874.0

4.5

383.7

2.0

L509.6

7.8

19,355.2

100.0

石油製品製造業
金額

%

56.7

.3

10,488.4

56.6

294.2

1.6

112.4

,6

1,110」

6.0

189.4

LO

1,706.2

92

18,528.2

100.0

鉄 鯛 藁
金額

%

823.0

2.1

20.88L1

54」

227.6

.6

8L4・

.2

1,783.0

4.6

269.6

.7

2,361.8

6.1

38,581.8

100.0

電気機械器↓↓

製 造 藁

金額

%

351.7

2.2

7,394.1

46.5

145.7

.9

99.1

,6

784.8

4.9

252.8

1.6

L282,6

8.1

15,886.2

100.0

輸送用機械器.興

製 造 業

金額

%

453」

LO

24,097.9

54.6

370.0

,8

223.4

,5

1,477.4

3.3

1,105.8

2.5

3,176.7

7.2

44」74,9

100.0

卸 藁 ・ 商 化
金額

%

230.1

1.0

10,618.1

45.2

18L2

,8

148.4

,6

1.546」

6.6

436.3

1.9

2,312.2

9.8

23.502」

100.0

小 売 藁
金60

%

123.5

LO

5,086.7

42.4

72.4

,69

84.2

,7

633.7

53

224.9

L9

LOユ5.3

8.5

11,987.7

100.0

金 融 業
金額

%

2,909.9

4.1

43,618.0

6L9

166.8

,2

499.3

,7

2,143.7

3.0

1,795.4

2.5

4,605.3

6.5

70,417.9

100.0

三ヒ 命 保 険 瑛
(含 代理業 ・サー
ビス薬)

金額

%

2,092.7

L5

89,027.0

63.5.

365.0

.3

675.7

.5

L559.5

1」

4.48L2

3.2

7,08L5

5」

140,a}7.2

100.0

損 得 保 険 藁
(含代理藁 ・サー
ビス藁}

金額

%

.o

.0

14,686.5

26.3

322.5

.6

497.5

.9

3,473.5

6.2

700.0

1.3

4,993.5

8.9

55,907.0

100.0

電力 ・ガス堪栽
金額

%

L210.3

LO

59,830.0

48.1

570.5

.5

265.8

,2

6,483.8

5.2

1,936.9

1.6

9.257」

7.4

124,306.7

100.0

広告・調査・情報

提供サー ビス藁

金額

%

17.6

.3

2,997.6

50.0

40.6

,7

42.3

,7

360.0

6.0

335.0

5.6

778.0

13.0

5.99L5

100.0

情報処理サー ビ
ス薬 ・ソフ トウ
ェア某

金額

%

448.l

LO

18,132.6

4LO

392.6

,9

302.5

.7

2,274.3

5.1

L170.2

2.6

4,139.7

9.4

44,191.5

100.0

8-1-11表 業種 別 ・コン ピュー タ経 費 月額平 均〔3)

(単位:千 円)

経 費

婁 種 別

外 注 費 そ の 他 総

計

飽け
から
られ
割た
帽
か用

委
託
計算

費

さ憤
ん
兀兀
貸
費

プン
ロ

ググ
ラ
ミ費

そ

の

他

外
注費

合
計

通使

:・
原料

デ翰

1送

タ費

そ連
紬
の費

な
他ど

そ
の

飽
合計

一 次 産 集 計 金額

%

2,632.0

12.3

406.0

1.9

360.O

L7

452.8

2」

3β ヨ〕.8

17.9

749.8

3.5

169.8

,8

630.8

2.9

L550.4

7.2

21,461.0

100.0

LO80.2

二 次 産 業 計
金額

%

168.3

.9

514.4

2.7

153.5

,8

337」

L8

Ll733

6.2

3752

2.0

45.6

.2

159.9

.9

580.8

3.}

18,795.7

100.0

315.8

三 次 産 集 計
金額

%

L176.7

2.8

L710.9

4」

432.4

1.0

},028.0

2.5

4,348.l

lO.5

L271.9

3」

鵠6.9

.9

ぷ9」

.8

2.oo8」

4.8

41,493.1

m,0

297.6

全8計
金額

%

68.0

.6

"84.7

12之

212.5

1.7

393.3

3.2

2」58.7

}7.8

40.6

.3

2.3

.0

63.6

,5

106.6

.9

12,153.3

100.o

85.8

金 髪 集 計
金顧

%

574.9

2.1

LO65,7

3.9

269.?

LO

6".8

2.3

2,525.2

9.3

703.4

2.6

1η,4

,7

229.8

.8

1.nO.7

4.1

27.加5.2

100.o

295.0

主

な

妻

権

嵩 織 工 案
金額

%

36.6

.2

589.6

2.8

68.5

.3

677.8

3.3

1,372.6

6.6

523之

2.5

63.6

.3

398.7

L9

985.5

4.7

劉).755,4

100.0

η4.o

化 学 工 業
金額

%

98.6

.5

329.5

|.7

186.5

LO

388.2

2.o

LOO3.0

5.2

60じ2

3」

與.0

,4

364.5

L9

1,049.7

5.4

19,355.2

100.0

860.6

石油製品製造業
金額

%

36.4

,2

415.5

2.2

o

.0

135.8

.7

587.8

3.2

462.5

2.5

1図.2

.6

429」

23

的6,0
、

5.4

18528.2

100.0

7052

鉄 鋼 窒
金扇

%

9L2

.2

L434,3

3.7

173.7

,5

6印,1

L7

2,349.5

6.1

329.0

,9

4乳2

.1

69.s

.2

445.7

L2

38.58L8

100.0

llO.0

電気貴は器具

製 造 婁

金額

%

326.7

2.}

田0,0

3.7

89.0

.6

637」

4.0

1,632.9

10.3

108.3

.7

11.6

」

川,9

.9

262.O

L6

15.田6.2

100.0

186.2

輸送開魔憧器具

製 造 業

金額

%

期.2

L6

683.8

L5

758.9

1.7

597.O

l.4

2.744」

6.2

7n.9

L6

56.O

J

163.0

.4

田LO

2.}

44,174.9

100.0

56輻5

日 案 ・商 社
金額

%

39L2

1.7

L674.8

7.1

793.1

3.4

Ll34、5

4.8

3.弱3.7

17.0

344.8

1.5

95.6

.4

1η.7

、8

618」

2.6

23印2.I

Ioo.o

249.8

小 売 皐
金額

%

221.6

1.8

575.2

4.8

22.8

.2

396.1

3.3

L215,8

10.1

136.9

L1

94.3

.8

96.4

.8

327.6

2.7

11,98?.7

100.0

5.s

金 融 案
金口

%

L272.8

L8

934.6

1.3

439.6

,6

444.5

.6

3,091.6

4.4

3,636.8

5.2

837.2

L2

412.6

.6

4,886.7

6.9

70,417.9

100.0

22.2

生 命 保険 室
恰 代理食・サー
ビス婁}

金頭

%

155.0

.1

5,012.2

3.6

620.0

.4

3,380.0

2.4

9」672

6.5

4,765.7

3.4

442.2

,3

20.0

.0

5,228.0

3.7

i40.褒}7.2

m.0

0

損 害 保 険 莫
1含代理婁・⑰一
ビス蓑}

金額

%

6,715.0

12.0

10,352.0

18.5

298.0

.5

2,750.0

4.9

加JI5.0

36.0

130.o

.2

210.0

.4

100.0

.2

440.0

.8

55,907.0

100.0

2.9箆.0

電力・ガス事彙
金額

%

14,170.8

1L4

8,312.8

6.7

434」

,3

4,208.8

3.4

27.126」

2L8

100.o

」

2,957.0

2.4

650.5

5

3,707.6

3.0

124,306.7

100.0

984.4

広告・調査・情報

提供サービス案

金額

%

666.6

1L1

566.6

9.5

0

.0

0

.0

1,233.3

20.6

0

.0

o

.o

0

.0

0

.0

5、99L6

100.0

0

箭報処理サービ
ス婁・ソフ}ウ
ェア莫

金額

%

213.9

.5

3,403.8

7.7

臼9.O

l.5

2,460.0

5.6

6、726.邑

15.2

595.6

L3

222.8

,5

1、U4、0

2.5

1,932.5

4.4

44.19Ls

lOO.0

8図.4
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8-・-12表 業種 別 ・機 械設備 費用の 内訳

(単位:千 円)

設 備 費 C P AM T 保 合 回
UE E 守

P
E XM 5 亘 答

R
・O

` 保 杜
R 険

案 種 別 u 1 Y f 費 計 数

金額 4,380.6 1,107.6 1,321.6 1,526.4 266.8 8,603.0 5一 次 産 業 計
%. 50.9 12.9 15.4 17.7 3.1 100.0

金額 4,029.3 1,546.2 1,696.3 1,407.2 213.4 8,892.7 409
二 次 産 業 計

% 453 17.4 19」 15.8 2.4 100.0

金額 9,554.8 4,141.9 3,265.8 5,146.5 lJ65.0 23,2?4.2 344
三 次 産 業 計

% 41.1 17.8 14.0 22.1 5.0 100.0

金額 2,546.1 1,265.1 1,319.1 357.5 240.2 5,728.6 73
公 務 計 ,

% 44.4 22.1 23.0 6.2 4.2 100.0
.

全 産 業 計
金額

%

6,188.5

42.5

2,593.4

17.8

2弓10.6

15.9

2,863.7

19.7

610.0

4.2

14,566.4

100.0

831

金額 3,174.6 L427.7 1,189.3 1,43L5 119.2 7,342.4 28
繊 維 工 業

% 43.2 19.4 16.2 19.5 L6 100.O
-

化 学 工 業
金額

%

4,268」

47.7

L220,0

13.6

1,459.2

16.3

1,760.0

19.7

2363

2.6

8,943.8

100.0

60

金額 4,533.0 2,027.2 1.896」 1,975.2 56.7 10,488.4 7
石油製品製造業

% 43.2 19.3 18.1 18.8 ,5 100.0

主 金額 8,808.6 5,228.7 3,548.5 2,688.8 803.9 21,078.7 26
鉄 鋼 業

% 4L8 24.8 16.8 12.8 3.8 100.0

電気機械器具 金額 3β38.0 1,090.1 1,789.4 984.4 306.3 7,508.3 53

製 造 業 % 44.5 14.5 23.8 13.1 4.1 100.0

輸送用機械器具 金額 10β34.7 4,013.5 5,139.5 3,547.8 439.8 23,475.5 34

な 製 造 業 % 44.0 17.1 2L9 15.1 1.9 100.0

ぺ

・

卸 業 ・ 商 社
金額

%

7,999.8

55.5

2,96L2

20.6

1,255.5

8.7

L976.2

13.7

209.2

L5

14,402.2

100.0

55

・

金額 1,848.2 LO62,7 818.8 984.0 117.0 4,820.9 27
小 売 業

% 38.3 2L8 17.0 20.4' 2.4 100.0

業 金額 16,423.2 9,082.6 5,929.5 16,662.8 3,689.4 5L787,8 72
金 融 藁

% 31.7 17.5 11.4 32.2 7.1 100.0

生 命 保 険 業 金額 43,987.8 '13 ,037.2 15,095.0 13,227.4 1,674.2 87,02L6 5
(含代理業・サー
ビス業) % 50.5 15.0 17.3 15.2 1.9 100.0

損 害 保 険 業
(含代理業・サー

金額 5,409.3 2,404.6 1,914.3 28L6 0 10,OlO.0 3

種 ビス藁) % 54.0 24.0 19」 2.8 .0 100.0

金額 27,444.0 ll,170.9 15,522.7 4,482.0 1,210.3 59,830.0 12
配力 ・ガス事業

% 45.9 18.7 25.9 7.5 2.0 lOO.0

広告・調査・情報 金額 4,204.5 2,110.5 365.0 623.2 37.5 7,340.7 4

提供サービス業 % 57.3 ,28.8 5.0 8.5 ,5 100.O

情報処理サーピ 金額 11,174.7 3,190.5 1,95L2 1,052.0 432.0 17,㎜.5 40
ス業 ・ソフ トウ
ェア業 % 62.8 17.9 11.0 5.9 2.4 100.0

8-1-13表

、

業種 別 ・1社 当 り月間経 費対 月商 化

(注)コ ンピュータ経費合計と月齎の双方とも記入のあった回答についての集計である。

輔 別 ＼

回

答

社

数

!月

社
当 悶

皐牌
均 費 巴

1月
社
当_
り 百
平 万
均 商 巴

月経費/月 商

平
均

1

1000

上
限

1

10DO

－ 次 産 業 計 5 21.46LO 11,217.2 1.91 2.88

二 次 産 業'計 554 23,099.2 5,839.9 3.95 497.29

三 次 産 業 計 319 3L682,2 17,363.2 1.82 1,403.65

公 務 計 0 0 0 0 0

全 産 業 計 878 26,208.3 10,057.2 2.60 1,403.65

主

な

.

業

種

繊 維 工 業 38 15,733.6 51479.5 2.87 24.81

化 学 工 業 72 19,307.9 5,364.0 3.59 76.00

石油 製品製 造業 9 19,220.8 16,295.1 1.17 7」7

鉄 鋼 業 32 82,540.0 11,356.9 7.26 52.86

電気機械器具製造業 73 3L474.2 4,484.1 7.01 138.85

輸送 用機械 器具

製 造 業
46 52,149.2 11,179.6 4.66 75.28

卸 業 ・ 商 社 77 24,854.0 27.51L9 0.90 48.95

小 売 業 39 13,427.7 6,926.7 1.93 144」9

金 融 業 87 (70,735.8) (56,911.9) (1.24) (7.63)

生命保険業 〔含代

理業 ・サービス業)
7
.
(191,糾3.0) (1.019.346.2} (0」8) (1」5)

損 害 保険 業(含 代

理 業 ・サー ビ ス業)
5 〔126,572.8) (砧9.647.0) (0.25) (25,77)

電 力 ・ ガ ス 事 業 13 116,145.8 28,746.1 ・4 .04 18.66

広 告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
7 60β47.1 4,71L4 12.91 583.H

情 報 処 理サ　 ビ ス

業 ・ソフ トウェア業
62 50,491.9 382.9

1
131.83 1,403.65 昏

o
べ



8-1-14表 業穂 別 ・1'社 当 り1従 業 貝当 り月間経費

(注) コンピュータ経費合計 と礎案 員数の双方とも記入のあった回答についての築計である.

集 種 別

回

答

社

数

| 月間経費/1人(千 円}1月
社
当 間

量:8

1従
社
当 薬
り 貝

ζ教区

平

均

上

限

一 次 産 業 計 5 21、46LO 3,096.4 6.9 8.2

二 次 産 藁 計 566 23,073.3 3,049.4 7.5 129.5

三 次 座 薬 計 465 41,356.1 2,257.0 18.3 4,422.5

.一

公 務 計 85 12.48L5 6,949.6 1.7 689.3

・

全 産 業 計

公 務 を 除(全 産 業

L121

1,036

29,846.8

31.27L6

3,016.6

2,693.9

9.8

1L6

4,422.5

4,422.5

主

な

藁

,

桶

垣 維 工 藁 38 15,733.6 3」93.8 4.9 37.8

化 学 工 業 73 19,1?6.0 2.47L1 7.7 27.5

石 油製品 製造 藁 9 19,220.8 1,867.7 10.2 19.1

鉄 鋼 集 33 80,780.3 5,382.2 】5.0 129.5

電気機械器具製造藁 79 31,717.2 5,406.1 5.8 31.0

輸 送用機 械器 具

製 造 藁
46 52,149.2 5,978.2 8.7 30.5

卸 業 ・ 商 社 78 24,675.0 1,153.7 21.3
「

153.?

小 売 業 39 13,427.7 238L5 5.6 31.6

金 融 藁 88 70,128.4 L933.0 36.2 8L1

生 命保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビス.㈲.
7 191,343.0 30,419.5 6.2 22」

損害保険業(含 代
7

理 輩 ・サー ビス業)
5 126,572.8 2,490.4 50.8 98.4

電 力 ・ガ'ス 事 藁 13 116」45.8 11,245.6 10.3 40.2

広告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 藁
7 60.847」 L322.2 46.0 2,686.3

情 報処 理 サー ビス

藁 ・ソフ トウェア藁
63 53,253.2 145.1 366.8 2,027.1

8-1-15表 業種 別 ・1社 当 り社内要 員数平 均

職 種

.

莫 糧 閲

芭

務

そ

の

他

'ぐ

ン

チ

ヤ

1

す

べ

レ

1

タ

プ

o

グ

ラ

マ

S

ε

麿

理

騒

合

計

人

数

回

答

歴

数

男 女1計 男1女 計 勇 女 計 男 女 計 男 女 討 男 女 計 男 女 計

一 次 産 室 計 .2 2.6 2.8 .0 6.4 6.4 ㌦8 _9 1.6 6.2 1.8 8.0 5.0 .4 5.4 3.6 ,o 3.6 15.8 12.0 27.8 5

二 次 産 婁 計 1.0 2.5 3.5 ,1 `.5 6.6 3.2 、9 4.1 7.7 1.8 9.6 6.6 .1 6.7 2.8 .0 2.8
|
2L6 【L9 33.5 590

三 次 産 室 計 3.0 5.9 9.0 .0 85 8.5 62 1.2 7.5 lo.7 L9 12.6 6.7 .0 6.8 4.5 .0 4.5 312 17.849」 孤

公 務 計 L7 1.2 2.9 、0 2.2 2.2 L2 .2 L4 83 .5 8.9 3.3 .| 3.4 |.7 .0 L7 16.4 4.4⑳,8 96

全 権 姦 計 1.9 3.9 5.8 、G 7.0 7.O

l
4.3 ,9 5.3 9.o 1.7 ハ0.8 6.4 .1 6.5 3.4 .o 3口

1
2ふ2 13.8 39.0 ll95

主

な

萬

n

l

l
l唖 樟 工 業 L2 4.o 52 .6 3.9

.

4.5 2.0 1.5 3.6 6.4 L5 版9 4.5 .0 4.6 2.1 ・・[・・117.1 |LI 28.2 幻

化 学 玉 食 、5 2.4 2.9 .0 6.1 6.2 L7 .8 2.5 5.6 L5 7.2 4.9 .0 5.0 2.4 .o 2.4 153 11.0 26.3 薦

{∫油製品製造集 、4 3.4 3.8 .o 7.2 7.2 2.6 」 2.7 10.5 .0 m.5 6.0 .0 6.0 L7 .o L7 2L4 10.7 32.2 9

鉄 璃 婁 3.3 5.8 9.2 .3 7.8 8.2 )0,6 .5 ll.2 23,ll7.8
1
30.9 2L6 .0 2!.S 6.8 ,o 6.8 65.0 22、 田」 鵠

電気 機械 器 具

製 造 鋲
1.6 3.7 5.3 ,o 9.0 9.0 5.9 、8 6.8

l
l1312.313.7 12.5 .5 13.0 4.5 .o 4.5 鵠.1 16.5 52.S 85

輸送用買械登口

製 造 婁
2.5 4.7 7.3 .0 15.5 15.S 5.8L3 7.2 13.7 3.8 17.5 n.5 .o 11.5 5.0 、o 5.0 38.7 255 ".3 49

卸 竃 ・ 南 辻 .9 3.6 4.5 .0 5.9 6.0 1.3 、6 L9 4.0 Lo 5.0 3」 ,0 3」 2.o .o 2.0 1L5 lL3 2・8戸

小 売 婁 .4 2.0 2.5 」 9.5 9.6 2.1 1.4 3.5 4.6 .4 5.0 3.8 .0 ユ.8 2.o .o 2.0 13.2 13.4 26.6
1
42

全 沮 陰 〕.5 Io.4 }3.9 .0 6.9 6.9 12.0 2.4 14.5 14.9 3.7 18.6 8.3 ,1 9.5 7.3 .o 7.3 45.3 23、舟 70.0 曳

生命保険婁(含代

理竜・サービス草}
12.1 32.1 44.2 .0 覗.4 41.4 4.4 6,210.7 35.4 12.4 47.8 30」 .0 30.1 16.5 .0 165 98.7 92.2 19LO 7

損害保健室(含代

理婁・サービス竜}
IL6 60.2

.

7L8 .0 3.0 3.o L8 .4 2.2 14.4 9.6 24.0 劾o.4 .2 a〕.5 62 .4 6.6 馴.4 73.8 i田.2 5

電力・ガス事 窪 5.0 5.4 10.4 .0 9.3 9.3 |5.0 L3 16.3 23.4 2.9 26.3 13.5 .0 13.5 lo.7 ,0 10.7 57.7 19」 86.9 13

広告・調査・情報

提供サービス皐
L8 2.3 4.1 .0

,
2.5 2.5 26 .3 3.o 8.0 .5 8.5 4.5 ,o 4.5 3.5 」 3.6 翼)、5 5.8

,

2ε.36

情報処理サービス

業・ソ7トウェア食
8.9 10.5 !9.5 ,0 a)、9 21.0 11.2 Ll )2.4 25.3 3.1 285 ls.4 .2 15.7 8.9

「

.2 9.1 ・・十 ・10.6469
1
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8-1-16-?ミ 業種 別 ・全従 業員規 模別 ・社内要 員数比平 均 8-1-17表 業種別 ・職種別 ・社 内要員 月残業時 間平均

全従業貝規模

1

社内要u数 平均

無

記

入

.五

〇

人

未

満

五

〇

～

九

九

人

一

〇

〇

'

二

九

九

人

三

〇

〇

～

三

九

九

人

四

〇

〇

～

四

ノし

九

人

.五

〇

〇

～

九

九

九

人

二

〇
〇
〇
`

二

九
九
九
人

三

〇
〇
〇

'

四

九
ノL

九
人

兵

○
O
o
～

九

九
九
.九

人

一

〇

〇
〇

〇

人

以

上

合

3t

－ 次 産 業 計 要員数平均
化平均(%)

.5

.oo

,0

.oo

.0

.oo

、0

.oo

.o

.oo

.0

.oo

.0

,00

24.3

L22

37.O

L13

29.0

.46

.C

.oo

27.8

.89

二 次 商 業 計 要n数 平均
比平均〔%}

58.7

.oo

5.2

14.36

2.3

3.62

6.0

3.02

5.4

L62

8.8

2.01

12.0

1.68

20.7

1.18

36.4

.95

64.9

.97

253.0

1.OR

33.6

1.12

三 次 産 業 計
要艮数平均
化平均(%)

50.0

.oo

16.5

83.39

32.2

43.34

35.1

18.56

35.4

10.14

13.0

2.89

5L2

7.20

40.ハ

2.30

77.4

2.02

113.5

1.73

189.3

.78

48.8

2.21

公 務 計 要員数平均
化〕1二均(%)

9.4

.oo

18.5

76.28

17.0

25.31

24.3

10.40

3.0

,94

16.2

3.98

6.8

1.01

17.4

.88

17.9

.48

29.3

.39

39.6

.11

a).7

.32

全 席 集 計 要回数平均
化w二物(%)

ll8.6

.oo

▲5.6

η.75

26.3

36.41

25.3

13.07

19.21113
5.S112.55|

24.1

3.39

26.8

1.51

47.8

L25

73.7

1.09

192.9

.75

39.0

1.33

主

な

.

業

種

繊 維 工 業 要u数 三ド均
比平均(%)

3.9

.oo

4.0

14.8五

.0

.00

6.0

2.77

4.0!6.。

1.141聖.謁
1

13」

L74

12.5

.69

32.0

.74

58.6

、83

107.7

.73

28.2

.86

化 学 工 業 要員数平均
化ユ}:均(%)

7.5

.oo

.o

,oo

.0

.oo

6.2

2.74

5.6

1.81

7.8

1.74

14.3

1.97

】9.5

LO7

46.4

1.12

70.0

LO6

94.3

.76

26.3

1.08

石油製品製造業
要11数平均

化平均〔%}

.9

、00

.0

,00

.0

.oo

1.0

.84

,0

.oo

.0

,00

14.2

2.10

84.0

2.94

32.0

.77

,0

.oo

.0

.oo

32.2

1.721

鉄 鋼 業
要員数平均
化平均(%)

3.4

.00

,0

,00

.0

.oo

11.7

7.64

5.O

l.51

1LO

2.51

IL6

L45

20.5

1.20

26.7

.77

88.0

.95 1.98

、。、.、「,。.,

L70

電 気機 械 器具
製 造 業

費u数 平均

化平均(%}

8.4

.oo

,0

.oo

3.0

6.00

5.4

2.47

8.3

2.50

15.0

3'221
11.3

1.64

23.O

L41

39.O

LO2

86.8

1.30

273.7

.87

52.8

1.02

輸送用機械器具
製 造 業

要n数 平均
化平均(%)

4.9

.OO

3.0

10.00

.0

.oo

4.0

1、6`)

6.0

1.97

10.0

2」7

8.1

聖.05

22.6

1.08

35.0

.99

77」

].18

330.8

1.13

64.3

L】3

邦 文 ・ 商}t
・要1{数 平均

化平均〔%)

8.1

.oo

,0

.oo

5.5

7.26

9.3

5.08

10.0

2.80

14.8

3.35

23.0

3.23

3L7

2.08

73.0

L82

70.0

.90

li3,0

1.02

23.0

2.05

小 売 業
要員数平均
化平均(%)

42

.00

.0

.00

.0

.oo

10.2

3.98

7.5

2.27

13.6

320

17.5

2.52

田.9

L.57

43.2

L24

53.7

.72

63.5ト

.54

26.6

Ll5

金 融 業
要L.{数平均

化平均〔%)

9.3

.oo

.0

.oo

6.0

7.54

10.7

5.65

15.1

4.24

20.8

4.42

33」

4.22

6L9

3.37

106.1194,0465.5

・…1・ ・・…27

68.7

3.28

生命保険業 〔含代

理業・サービヌ剰

要員数平均
化平均(%)

.7

.oo

'
.0

,00

.0

.oo

.0

.oo

.0

.oo

.0

.00

.0

.oo

、0

.oo

止58,0

4.86

.0

.oo

204.2

.49

191.0

.62

挑 灯保険業 〔含代

理業・サービス業}

要u数 平均
比平均〔%}

.5

.oo

.0

.oo

、0

.oo

3.0

3.oo

,0

.oo

.0

.oo

.0

.oo

訂
2.98

.0

.oo

455.0

7.32

.0

.oo

128.2

5」4

電力 ・ガ ス事 業
要u数 平均
比平均(%)

1.3

.oo

,0

.oo

,0

.oo

.0

.oo

,0

.oo

lLO

2.43

25.0

4」9

44.0

2.80

70.0

2.26

68.0

1.07

128.7

.67

86.9

,77

広告 ・調査 ・情報

提供サ ー ビス 業

要1撤 平均

化三ド均(%)

.6

.oo

.o

.oo

.0

,00

22.0

14.79

.0

.oo

,0

.00

.0

.oo

9.5

、58

.o

.oo

73.O

L40

.o

.oo

26.3

L77

情報処理サービス

業・ソフトウェア業

要員数三!狗
比平均(%)

6.9

.oo

22.5

93.76

60.8

90.66

184.0

97.94

145.6

44.49

,0

.oo

516.5

65.44

,0

.oo
ll

,0

.oo

.0

.oo

.0

.oo

lO5.7

76.η

いド位:時 間)

項 穐

集 穂 別

庶

務

そ

の

他

,ぐ

ン

チ

ヤ

|

オ

ベ

レ

1

タ

1プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

管

理

職

男 女 男 女 男
1女

男 女 男 女 男 女

一 次 産 業 計 10.0 L3 .0 7.4 20.5 5.7 12.5 10.0 16.7 7.0 .0 .0

二 次 産 業 計 9.7 2.8 LO 4.3 17.0 4.2 18.2 4.8 17.9 5.0 4.9 L6

三 次 産 業 計 13.0 4.1 16.1 4.6 膓3.5 4.8 21.5 5.6 20.7 4.6 7.8 3.5

公 務 計 9.4 3.6 、0

.

4.3 12.0 6.3 】3.0 1L5 12.9 9.1 5.4 13.0

全 産 業 計 ハ2.0 3.7 8.5 4.5 14.5 4.6 19.5 5.5 19.1 5.3 6.7 3.5

主

な

、

業

種

ー

笛 維 工 業 6.4 4.9 .0 3.6 13.0 4」 8.9 2.0 】L6 ,0 4.8 .o

1化 学 工 業
2.7 1.5 .0 2.6 19.1 3.4 14.3 3.3 14.0

、

5.0 1.5 ,0

石 油製品 製造 業 .0 LO 、0 3.2 7.5 9.0 14.0 .0 7.5 .0 .5 .0

鉄 鋼 業 4.3 2.3 .o 2.7 17.4 8.8 15.8 .7 13.9 .0 3.0 .0

電 気 機 械 器.具
製 造 業

7.8 2.0 .0 2.9 【7.5 2.2 1S.9 2.5 15」 6.0 8.8 .0

輸送 用機械 器 具
製 造 業 13.5 3.9 .0 5.7 15.6 4.2 21.8 6.4 22.9 10.0 6.6 .0

卸 業 ・ 商 社 12.0 3.0 6.0 2.7 17.1 5.8 16.3 2.3 11.0 3.3 2.9 3.7

小 売 業 .0 5.2 30.0 3.4 16.1 2.1 17.2 4.6 15.5 .0 4.5 3.0

金 融 業 12.5 2.9 .o 4.3 13.5 3.7 21.8 1.9 20.9 .8 9.9 .0

生 命 保 険 業(含 代

理業 ・サービス藁)
10.7 5.3 .0 2」 27.C 9.2 3LO ll.0 35.3 ,0 12.3 .0

損 害 保 険 業 〔含代

理業 ・サービス業}
4.4 2.2 .0 9.0 30.0 10.0 15.2 7.0 25.4 25.0 .0 .0

電 力 ・ ガ ス 事 業 9.5 1.2 .0 1.4 12.3 3.3 17.4 3.6 16.0 .0 .9 .0

広 告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
3.1 ,3 .0 LO 10.0 5.0 8.5 5.0 19.6 、0 8.7 .0

情 報 処理 サー ビス
婁 ・ソフ トウェア業 15.8 7.0 9.5 7.3 15.4 9.6 26.1 9.5 24.9 7.3 12.2 4.6

∫

△
o
q⊃



8-1-18表 業種別 ・職種別 ・社内要員年齢平均および月額給与平均

(注)・ 月額給与、は 、朗 定額 を支給せ ちれ る賃金の合計で演 与 超 過勤務手 当を含まない・

職.種

藁 棟 別

'ぐ

ン

チ

、
ヤ

1

オ

ペ

レ

1

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

年
齢

給字
事理

年
齢

給字
与巴

年
齢

給干
与巴

年
齢

給↑
与巴

一 次 産 集 計 2L4 92.6 23.1 10L8 28.5 }37.0 34.0 172.0

二 次 産 集 計 2L4 96.4 24.4 117.0

「

26.0 127.8 30.5 165.9

三 次 産 集 計 21.5 92」 24.0 119.5 25.3 130.8 30.5 176.9

公 務 計 26.2 107.1 27.3 118.0 28.膓 126.6 3L7 156.2

全 赤 斑 計 2L6 94.5 24.2 118.6 26.3 129.3 30.6 170.5

主

な

難

棟

繊 維 工 業 2L3 87.1 23.2 11L5 26.2 136.1 29.4 164.3

化 掌 工 業 2L6 100.2 25.7 117.0 26.2 139.3 3L2 178.4

石 油 製 品製 造 業 21」 93.0 22.2 99.8 27.0 126.0 3L6 163.8

鉄 鋼 藁 2L5 94.3 24.6 129.3 24.4 128.9 31.5 167.5

電気機械器.艮製造業 22.2 9LO 24.0 97.8 25.3 111.2 29.8 160.1

輸 送 用機 械 器 具
製 造 業

20.7 97.8 24.5 128.6 26.4 140.7 30.4 172.3

卸 業 ・ 商 社 2L7 104.1 24.2 112.4 26.2 138.6 30.5 204.0

小 売 業 2LO 92.6 22.9 105」 25.4 128.1 29.2 163.3

金 融 業 20.6 89.1 24.3 128.2 26.4 146.0 31.9 218.2

三k命保 険 業(含 代

理.※ ・サービス 剛
20.9 93.9 22.2 94.6 24.4 119.4 29.7 184.5

損 害保 険 藁(含 代

理業 ・サービス 剰
.0 .0 23.0 94.0 2L7 98.6 27.6 169.7

電 力 ・ ガ ス 事 蕪 20.2 86.9 25.5 124.3 27.9 119.6 34.0 163.7

広 告 ・調.査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
24.0 100.0 35.O 170.0 27.0 139.2 28.8 159.7

情 報処 理 サ ー ビ ス
黛 ・ソフトウェア業

2L7 88.6 22.7 106.3 25.7 120.7 28.8 147.4

8-1-19表 業種 別 ・社 内葵 貝職 務手 当平均

職 種

業 種 別

回

答

数

無

記

人

数

記

入

数

'{

ン

チ 〔

ヤ 千

1巴

オ

ベ

レ A

l千

タ 巴

プ

ロ

グ A
ラ 千

マ 巴

S

♀

E巴

一 次 産 集 計
「

5 5 0 .0 ,0 .0 .0

二 次 産 業 計
L

591 480 111 10.8 15.0 29.6 47.1

三 次 座 薬 計
、

505 328 177 5.2 15.7 15.0 31.5

公 務 計 96 61 35 2.7 2.2 2.2 2.4

全 産 集 計 1,197 874 323 6.7 15.2 163 32.4

主

な

藁

種

甑 権 工 業 39 32 7 L5 42」 17.2 60.0

化 学 工 業 75 60 15 1.4 L4 3.0 6.6

石油 製品製造業 9 6 3 3.0 10.0 .0 .0

鉄 鋼 業 35 31 4 1.0 1.0 LO LO

電 気 機 械 器 具
製 造 業

86 66 20 33.0 n.9 43.0 55.5

輸送用機械 器具
製 造 業

49 39 10 1.8 2.4 2.6 3.5

卸 案 ・ 商 社 82 52 30 3.5 4.4 4.9 6.5

小 売 婁 42 24

層

18 2.0 5.1 7.7 1L1

金 融 業 94 66 田 L5 27.5
,7

.9 24.8

生 命保険 藁(含 代
理業・サー ビス業)

7 1 6 2.4 2.2 3.2 6.1

損 害保険 業(含 代
理婁 ・サービス剰

5 4 1 ,0 2.0 4.0 ,0

電 力 ・ガ ス 事 業 13 6 7 4.0 9.5 14.0 4.0

広告 ・調査 ・情報
提 供 サ ー ビ ス婁

7 6 1 ,0

「

.O 60.0 100.0

情報 処理サ ービス
藁・ソつ トウェア業

69 鵠 31
A

8.3 22.7 28.9 41.9
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8-1-20表 社内要 員に関 す る問 題点の分 布

(多重回答)

問 題 点 教か 教な 他領 絶 ス と確 賃 残 定 そ 回
有 る
に

手
間
が'

青 い
時
間
が
と

部転
門換
かが
ら難
の し

t・↑
数
が
足り

な

べし立

シてし
ヤのて
り随い
ス位な'

金〕
こ
問
題
が
あ

藁
時
間
が
長

着
率
が
低

の
答

案

職 種. か れ 配 い 、 、 トがい る い 、、 他 数

記入数 164 58 287 123 108 88 10 156 25 598
パ ン チ ャ ー

% 27.4 9.7 48.0 20.6 18.1 14.7 L7 26.1 4.2 100.0

記入数 1η 141 281 116 184 67 121 42 22 650
オ ペ レ ー タ

% 26.3 21.7 43.2 17.8 28.3 10.3 18.6 6.5 3.4 LOO.0

記入数 447 245 551 277 352 113 158 17 11 974
プ ロ グ ラ マ

% 45.9 25.2 56.6 28.4 36.1 11.6 16.2 L7 1.i 100.0

記入数 446 222 414 287 391 99 91 3 5 841
SE

% 53.0 26.4 49.2 34.1 46.5 IL8 10.8 .4 ,6 100.0

8-1-21表 業種別 ・1社 当 り社 内要 員数平均 と被派遣要 員数平均

職 種 庶 パ オ プ S 管 合 回
務 ン べ 口

そ チ レ グ 理 答
の ヤ i ラ
他 1 タ マ E 職 計 1[

皐 種 別 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 数

社内要日数平均 .2 2.6 2.8 .0 6.4 6.4 .8 .8 1.6 6.2 1.8 8.o 5.0 、4 5.4 3.6 .0 3.6 15.8 12.0 27.8 5一 次 産 婁 計
被派遣要路平均 .0 .0 ,0 .0 2.6 2.6 43 .0 4.3 8.0 ,0 8.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 12.3 2.6 15.0 3

社内要頓 悟均 |.0 2.5 3.5 .1 6.5 6.6 3.2 、8 4.1 7.7 1.8 9.5 6.6 .1 6.7 2.7 .0 2.8 21.6 lL8 33.5 5θ1
二 次 産 業 計

被醐 翻 餅均 .1 .3 .4 .0 4.4 4.4 7.4 .2 7.6 2.0 .1 2.2 .4 .o .4 、0 .D .0 10.1 5.1 15.3 167

社内要1撤 平均 3.0 5.9 9.o ρ 8.5 8.5 6.2 L2 7.5 ]0.7 |.9 12.6 6.7 .0 6.8 4.5 .0 4.5 3L2 17.9 49.1 9〕4
三 次 産 量 計

被派遣宴傾平均 、6 .8 L5 .8 5.7 6.5 8.8 .2 9」 3.5 .4 3.9 L2 .0 1.2 .1 .0 」 15.3 7. 22.5 }52

社内要暗'F均 L7 1.1 2.8 、0 2.2 2.2 1.2 .2 1.4 8.2 .5 8.8 3.3 」 3.4 1.7 .o L7 16.3 4, 20.7 97
公 務 計

一

酸醐 要頗平均 .0 .0 .0 .0 4.2 4.2 2.4 .5 3.0 .4 .0 ,5 3 .0 .3 .0 .0 .D 3.2 4.9 8.2 仏

社内要日数平均 L9 3.8 5.8 .0 7.0 7.0 4.3 .9 5.3 9.D 1.7 lo.8 6.3 」 6.5 3.4 、0 3.4 25.2 13.8 39.0 u97
全 産 業 計

儀派遣要職平均 .3 .4 .8 .3 4.9 5.3 7.3 .2 7.6 2.5 .2 2.7 .7 .o .7 .0 .0 .1 n.4 6.0 17.4 鰯

繊 維 工 業
社内委購 平均 L2 4.o 5.2 .6 3.9 4.5 2.0 ,.5 3.6 6.4 ].5 7.9 4.5 .0 4.6 2」 .0 2」 17.1 lLl 28.2 39

被派遣要雌平均 .0 .o .0 .0 2.7 2.7 5.4 .2 5.6 L8 .2 2.0 .0 .0 .0 」 ,〕 2 7.3 3.2 10.5 lo

吐内妻u数'ド均 .5 2.4 2.9 .o 6.1 6.2 L7 .8 2.5 5.6 L5 7.2 4.9 .0 5.0 2.4 .o 2.4 15.3 11.0 26.3 75
化 学 工 業

被醐 要職平均 .4 .4 .8 .o 3.2 3.2 3.7 .2 3.9 L2 .0 1.2 .7 .0 .7 」 .0 .1 6.2 3.9 lo」 27

1綱要傾 平均 .4 3. 3.8 ,0 7.2 7.2 2.6 ,1 2.7 10. ,o 10.5 6.0 .0 6.0 L7 .0 L7 2L4 10. 32.2 9
石油製品製造業

披閲 瓢 数平均 .0 .o .0 .0 2.2 2.2 4.0 .0 4.0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 4.0 2. 62 4

主 吐内訓 数平均 3.3 5.8 9.2 ,3 7.8 8.2 10.6 .5 ll.223.1 7.8 30.921.6 .0 21.6 6.8 .0 6.8 66.0 22」 関」 35
鉄 日 案

被派遣瓢 数平均 .0 、.5
.2 13.2 13.420フ .2 20.9 13.4 .5 】3.9 1.8 .0 L8 ,| .0 、1 36.2 14.4 曳).6 10

電気機械器具 社内要日数平均 L6 3. 53 ,0 9.0 9.0 5.9 .8 6.8 ll.3 2.3 王3.7 12.5 .5 13.0 4.5 .0 4.5 36.1 16. 52.6 85

製 造 業 被醐 瓢 数平均 .1 ,7 ,0 4.3 4.3 12.7 13.1 1.0 .1 u ,2 .0 .2 」 .0 」 14.3 5, 】9.7 45

槍送用機械器具 社内要目薮平均 2.5 4, 7.3 .o 15.5 15.5 5.8 1. 7.2 13.7 3.8 】7.6 】L5 .0 IL5 5.0 .0 5.0 38.7 25.5 臼.3 49

な 製 造 業 被派遣要傾平均 .5 .8 .0 4.0 4.0 |4.6 14.9 6.9 .5 7.4 ,0 .0 、0 .o .0 、0 22」 5, 27.3 n

即 婁 ・商社
社内要日数平均 .9 3、 4.5 .・0 s.9 6.0 1.3 .6 L9 4.0 LO 5.0 3.| .o 3.1 2.0 .0 2.0 ll.5 lL3 22.8 82

被5違実題平均 .5 L4 L9 .1 8.3 8.5 !2.2 .0 12.2 1.3 .8 2.2 1.6 .0 L6 .2 .0 2 16.1 10.6 26.7 26

吐内妻日数平均 .4 2.0 2.5 」 9.5 9.6 2」 1. 3.5 4.6 .4 5.0 3.8 .0 3.8 2.0 .0 2.0 13.2 13. 26.6 42
小 売 婁

被醐 要贈平均 .0 .0 .0 .D 8.1 8」 4.| .D 4.1 .4 .D .4 .0 ,D .0 .0 .0 .0 4.7 8. 12.9 n

皐 吐内妻日数平均 3.5 |0. 13.8 ,0 7.0 7.0 lL9 2. 14.3 ]4、8 3.6 18.5 8.2 」 8.4 7.3 .0 7.3 45.9 2ふ6 69.5 95
金 融 業

被醐 要職平均 、0 .0 .o .D 3.7 3.7 6.7 、0 6.7 7. .5 8.4 L2 .D 1.2 ,1 .0 」 16.0 4. 20.3
.
30

生命保険 業 吐内債日数平均 12.1 32. 44.2 .0 41.4 4L4 4.4 6.2 10.735, 12.447.8 30.1 .0 30.1 16.5 .o ]6.5 98.7 92. 19LO 7
恰代理婁・サー
ビス窒} 被醐 要吐平均 7.1 5. 12.3 .1 20.6 20.834.5 .0 鈎.5 7.3 .0 7.3 3.3 ,o 3.3 .3 ,0 .3 52.8 25.8 78.6 6

損害 保険 婁 社内要口数平均 ll.6 60. 7L8 、0 3.0 3.0 L8 2.2 14.

.

9.6 24.0 20.4 .2 20.6 6.2 .4 6.6 54.4 73.8

1

撚.2 5
{含代醸 ・サー
種 ビス鋤 俵細 頸 数平均 .3 .6 Lo 39.3 15.6 55.0 9.0 5.6 M.6 晦.6 .3

1
16.0 1.0 .3 L3 1.0 .0 1.0 66.3 22.6 89.0

.
3

社内要日数平均 5.0 5. 】0.4 .o 9.3 9.3 】5,0 1.3 16.323.4 2.9 26.3 13.5 .0 13.5 10.7 .0 10.7 67.7 19. 86.9 |3
電力・カス事案 .

被醐 要題平均 .8 .0 .8 .0 1.8 L8 9.8 3.6 13.4
1
L8 .0
.
].8 .2 .0 ,2 .0 .0 .o 12.6 5.4 18.0

.
5

広告・調査柏原 社内顯 数平均 1.8 2. 4.1 .0 2.5 2.5 2.6 .3 3.0 8.o .5 8.5 4.5 .0 45 3.5 .1 3.6 20.5 5.8 26.3 ,6

提供サーピ嬢 肢派遣要随平均 .o .0 .0 .0 6.6 6.6 8.0 .D 8.O
I
.0 ,o ,0 .0 .0 、0 .o .0 .0 8.0 6.6 M.6 3

情報処理サーピ嬢
・ソフトウ

ェア婁

社内要回数平均

被醐 要賄平均

8.9

L5

10,

2.

19.5

3.7

.o

、0

20.9

6.8

2LO

6.8

ll.2

13.9

1,

.0

12.4

13.9

25.

2.5

3.i

.9

28.5

3.4

15.4i.2

1・ol・o

}5.7

LO

8.9

.i

.2

.0

9.1

.1

70.0

19.1

36.3

9.9

.

106.4

29.0

69

24
心
一
一



8-1-22表 外注パ ンチ単価 平均 8-1-23表 業種 別 ・コ ンピュー タ関連教育 費用

蹴 、。、 儲 臨 書 禦 の2項 目に一)...@tsti双 双h-seA..い ずれ力姻 二bh・ttる ・SttV「ttlt2ttの ⇒

藁 相 別

数

字

(A)

英

字

(B)

カ

ナ

(C)

算

術

:

(A÷i+c)

平
均-単

価
で
外
注
の

と
き

一 次 産 業 計 3L5 4L5 60.5 44.0 40.0

..

二 次 産 業 計
.
28.4 37.1 5L2 33.6 35.6

三 次 産 藁 計 28.2 38」 51.4 35.0 3L7

公 務 計 29.1 37.6 48.0 36.3

,

28.9

全 商 業 計 28.4 37.7 5LO 34.7 33.4

主

な

業

棟

繊 維 工 業 29.2 38.6 56.5 33.7 39.5
.

化 学 玉 案 27.8 38.6 48.0 32.3 3L2

石 油 製 品 製 造 業 35.6 44.0 49.0 42.6 30.0

鉄 鋼 業 29.4 37.1 56.0 40.7 38.2

電 気 機 械 器 具

製 造 業
27.2 35.0 50.1 35.0 32.9

輸 送 用 機 械 器 具

製 造 案
26.2

-

31.1 48.4 29.0 38.7

卸 藁 ・ 商 社 30.2 38.7 53.6 37.0『 29.9

小 児 業 26.8 34」 46.6 28.0 29.1

金 融 業
.

28.3 39.6 54.0 37.7 35.6

生 命 保険 藁(含 代理

藁 ・サ ー ビ ス 案)
29.6 45.0 54.0 36.0 30.0

損 害 保険 藁(含 代理

業 ・サ ー ビ ス 業}
3LO 46.0 67.7 48.0 .0

電 力 ・ ガ ス 事 藁 28.5 37.2 51.1 38.7 31.5

広 告 ・関 鳶 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
32.0 38.3 56.6 34.0 .0

情 報 処 理 サ ー ビ ス

集 ・ソフ トウェア 叢
26.6 36.2 48.4 35.4 32.7

対 象

業 種 別

1
コンピュー タ部門要 日用 一 般 性 日 用 全 教 育 費

要
員
教
育
費
記
入
数

三
当
平
均

些
千

里

数
音叉

要
員双
数記
入
数

天
雪
平
均
質
千

旦

社
員
教
育
費
記
入
数

正
当
平
均些

千

里

教
n

叉

従卒
双
日記
数人
数

大
当
教育

旦
千里

二
教
w
費
何れ

か記
入
数

一

社
豊
平
均

質
千

旦

二
教
育徒
費叢
何`1れ数

か記
と人
数

従
竜
日
一平
人均
当頗

♀

巴

一 次 商 業 計 5 481.2 5 17.3 1 1、㎝).0 1 .3 5 68L2 5 .2

二 次 巌 案 計 捌 6575 淡口 15.9 126 747.4 124 .2 297 94s.8 295 .2

三 次 産 哀 詩 ㎜ 1,720.0 裟姐 23.6 91 1.21Ll 89 .3 244 2,073.1 242 .6

公 務 計 51 796.2 51 31.1 22 LlO1」 21 、1 52 L246.8 50 .2

全 産 婁8f 570 1,097.1 569 20.9 240 956.7 235 ,2 598 1,429.7 592 .3

主

な

業

種

甑 繕 工 業 14 605.4 14 18.0 9 437.7 9 ,1
1
141

、

886.8 14 .2

化 学 工.業 鵠 358.8 38 1L7 15 510.2 16 ,1 39 558.9 39 .1

石油 製品 製造 婁 5 646.0 5 17.4 2 L㎜,0 2 .5 6 8η.6 6 、4

鉄 鋼 藁 13 782.7 13 5.3 5 370.O 4 .2 15 801.7 14 .1

電気機械器具製遺業 49 833.7 48 24」 23 290.9 22 .0 53 897.O 52 .2

輸 送用機 械 器具

製 造 藁
誕 L239.1 詞 14.2 19 902.3 19 .1 35 1,693.6 35 .2

珂1案 ・ 商 社 31 464.5 31 15.8 16 419.2 16 .3 蹴 620.8 鍋 .4

小 売 婁 15 354.0 15 14.0 7 335.7 7 ,0 16 478.7 16 .}

金 融 業 55 1,720.7 55 22.3 23 L844,5 22 LO 60 2,284.4 59 1.0

生 命保険瑛(含 代理

業 ・サービス鋲)
6 1,383.6 6 6.5 0 .0 0 .0 6 L383.6 6 .0

損害保険莫(含 代理

業 ・サービス寒)
3 2.n6.6 3 n.4 0 .0 0 .0 3 2,116.6 3 .6

電 力 ・ガ ス1び 案 11 1,618.9 11 16.2 8 L783,2 8 .1 11 2,915.8 11 .2

広告 ・調:査 ・情報提

供サー ビス業
1 100.0 1 9.0 0 、0 0 .o ) 100.0 1 .0

情 報処理サー ビス集
・ソフ トウェア婁 35

1
2.5※〕2.6 35 ハ7.2 11

1

1,570.2 n 75 35 2,996.1 35 15.9

鼻
－
N

u

×

い
1

>

±

美

斗

×
、41

へ

×

共

摯



8-1-24表 適 用業務項 目分布

(多重回答)

適 用 業 務 生 在 営 経 人 技 企 広 そ 回 小 合
理 事 術 画 告

答
.

. ・ . . の

財 労 設 調 宣 実

利 用 水 準 産 庫 業 務 務 計 査 伝 他 数 計 計

現

1975

年まで
421 619 747 752 840 230 179 43 87 1,044

在
ま 計算 ・集計

%
40.3 59.3 71.6 72.0 80.5 22.0 17.1 4」 8.3 100.0 1,477

.て

に

コ

▲976

年まで

109 136 161 183 148 68 59 7 M 433 (72,9)

: %
25.2 3L4 37.2 42.3 34.2

'15
.7 13.6 1.6 7.9 】00.0 2,026

ユ

ー
タ

1975

年まで

123 112 129 90 94 129 104 6 】6 342 〔100.0)

化
し
解析 ・予測 ・ %

36.0 32.7 37.7 26.3 27.5 37.7 30.4 L8 4.7 100.0 549
た
も
の

計画 1976

年まで

43 34 65 51 27 60 48 1 11 207 (27」)

%
20.8 】6.4 31.4 24.6 13.0 29.0 23.2 .5 5.3 100.0

今の
後も一 計 算 ・ 集 計

146 150 109 347 98 81 92 18 29 508 508

二の
年

28.7 29.5 21.5 48.6 193 15.9 】8.1 3.5 5.7 100.0 (50.4}
LOO7

間
に
計 解析 ・予測 ・計画

】75 148 215 249 131 103 157 16 21 499 499 (100.0)

画 35」 29.7 43.1 49.9 26.3 20.6 31.5 3.2 4.2 100.0 (49,6)

延 べ 社 数 LO17 1」99 L426 1,572 1,338 671 639 91 198 L118

% 91.0 】07.2 127.5 】40.6 119.7 60.0 57.2 8」 17.7 100.0

8-1-25表 スルー プ ッ トタ イム別 ・1社1日 当 りジ ョブ数 平均

スルー プット 回 ζ ζ
一 三 五 一 三 一 三 1五 五 合

タイム 収 プ プ 分 分 分 o ○ 時 時 時 時

業 種 別
総

数

無
記
人
数

配
入
社
数

以

内

以

内

以

内

分

以

内

分

以

内

間

以

内

間

以

内

間

以

内

間

以

上 計

一 次 産 婁 計 5 0 5
平 均
ジョブ数

10.0 22.0 10.2 R.0 1LO '5 .2 3.4 .0 .2 70.0

% 14.3 3L4 14.6 1L4 15.7 7.4 4.9 ,0 .3 100.0

二 次 産 集 計 591 108 483
平 均
ジ ョブ数

17.4 16.5 12.6 17.0 14.9 43 2.2 ,5 .5 86.3

% 20.2 19」
.
14.6 19.7 17.3 5.0 2.5 .6 .6 100.0

三 次 産 業 計 505 93
.
412
平 均
ジョブ数

34.9 25.6 17.2 18.2 }7.4 6.1 2.9 .3 .9 123.9

% 28.2 20.7 13.9 14.7 14.0 4.9 2.3 .2 .7 100.0

公 務 肚 96 25 71
平 均
ジョブ数

9.2 10.3 8.2 7.7 7.2 3.4 1.5 .3 ,4 48.6

% 18.9 2L2 16.9 15.8 14.8 7.0 3.1 .6 ,8 100.0

全 産 業 計 Ll97 226 97}
平 均
ジョブ数

24.2 19.9 14.2 16.8 15.4 5.0 2.5 .4 .6 99.4

% 24.3 20.0 14.3 16.9 15.5 5.0 2.5 .4 .6 100.0

繊 維 工 藁 39 6 33
平 均
ジョブ数

14.3 11.4 21.5 18.6 15.3 3.5 .7 .1 .5 86.3

% 16.6 13.2 24.9 21.6 17.7 4.1 .8 ,1 .6 100.0

化 学 工 業 75 ハ3 62
平 均
ジョブ数

18.1 14.0 10.4 15.6 15.2 3.4 L2 L7 L5 8L5

% 22.2 17.2 12.8 19」 18.7 4.2 1.5 2.1 L8 】00.0

石油製品製造業 9 1 8
平 均
ジ ョブ数

56.2 27.5 6.0 4.7 6.8 2.8 L3 .0 3 106.0

% 53.0 25.9 5.7 4.4 6.4 2.6 L2 .0 ,3 100.0

鉄 鋼 粟 35 8 27
平 均
ジ∋プ数

18.7 19.1 ハ4.0 13.6 13.2 6.7 2.2 .1 .0 88.0

% 2L2 2L7 15.9 15.5 15.0 7.6 2.5 ,1 .0 100.0
主

電気機械器具製造莫 86 12 74
平 均
ジョブ数

20.0 18.8 12.0 26.2 17.6 7.8 4.9 1.1 .4 109.3

% 18.3 17.2 1LO 24.0 16」 7.1 4.5 LO .4 100.0

輸送用機械器具製造
業 49 3 46

平 均
ジョブ数

3LO 39.5 25.2 38.2 39.6 6.8 5.2 LO L3 1883

% 165 21.0 13.4 20.3 21.0 3.6 2.8 .5 .7 100.0な A

卸 藁 ・ 商 社 82

「

17 65
平 均
ジョブ数

18.3 16.0 9.2 8.6 12.5 4.4 2.2 .3 .9 72.8

% 25.1 22.0 12.6 IL8 17.2 6.0 3.0 ,4 L2 100.0

小 売 業 42 7 35
平 均
ジョブ数

30.0 19.5 12.1 1L9 15.5 4.4 L3 .2 」 953

% 3L5 20.5 12.7 125 16.3 4.6 L4 .2 ,1 100.0
叢

金 融 案 94 12 82
平 均
ジ ョブ数

39.4 43.5 27.3 30.2 26.6 7.2 3.5 .4 L8 180.2

% 21.9 24.1 15.1 16.8 14.8 4.0 L9 .2 LO 100.O

生命保険業(含
代理業 ・サービ 7 1 6

平 均
ジョブ数

925 40.8 23.8 22.8 24.3 9.8 9.6 1.1 3.1 228.1

ス案 % 40.6 17.9 10.4 10.0 10.7 4.3 4.2 ,5 1.4 100.0種
損害保険 業(含
代理業 ・サー ビ 5 2 3

平 均
ジョブ数

61.0 47.6 29.3 37.3 52.6 15.6 12.0 2.6 3.6 262.0

ス剰 % 233 18.2 11.2 14.2 20.1 6.0 4.6 1.0 L4 100.0

電力 ・ガス事業 13 4 9
平 均
ジョブ数

253 60.4 47.4 45.5 42.1 2L2 4.0 ,3 .4 246.8

% 10.3 24.5 19.2 18.4 17.1 8.6 L6 .1 .2 100.0

広告 ・関査 ・情
報提供サー ビス 7 1 6

平 均
ジョブ数

8.3 5.6 4.1 9.3 16.8 7.0 2.8 .3 」 54.6

業 % 15.2 10.3 7.5 17.0 30.8 12.8 5」 .5 .2 100.0

情報処理サービ
ス婁'ソ フトウ 69 18 51

平 均
ジョブ数

41.6 30.0 22.2 24.1 22.5 8.5 4.2 .7 .7 154.9

エア業 % 26.9 19.4 M,3 15.6 14.5 5.5 2.7 .5 .5 100.0
』
一
ω



8-1-26'2t使 用プ ロ グラム構 成別 ・使 用言語 比率平 均

A:小 務 処 理

B;固 有 集'務

C:科 学技怖1計算

〆

1〕:そ の 他

シンポ リンク口語
〔%)

コンパ イラ 言語
〔%)

機
械
語
お
よ
び
特殊

官
3吾
⌒

%
)

回
答
杜
数
{
各
一

〇
〇

肇

ア
セ
ン
ブ
リ

n
蕗

ジ

エ

ネ

レ

1.

タ

A

L

G

O

L

F
O
R
T
R
A
N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

A 19.3 4.9 ,0 1.1 59.5 1.6 9」 4.0 395

B 35.0 20.0 .0 .2 24.8 ,0 20.0 ,0 5

C
14.9 .0 .0 64.0 16.8 .5 3.6 .0 25

D .H .1, ,z

」

4LO 38.0 .0 20.0 .0 5

A+B

L

39.5 .8 ,0 1.1 43.8 3.3 10.0 1.1 58

A十C 18.5 2.0 、7 13.8 52.8 6.5 4.0 L3 126

A+D 32.6 L9 .0 .5 49.6 4.9
7

7」 2.9 121

B+C ,0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 ,0 0

B+D
、0 ,0

.

.0 .0 ,0 .0 ,0 .0 0

C+D 9.8 .0 」 57.4 26.6 5.7 .1 .0 15

A+B+C 15.4 ,2 .0 7.4 57.0 4.8 15.1 ,0 20

A十B+D 32.5 3.9 .0 4.5 .47.8 4.1 6.1 LO 40

A十C+D 16.4 1.4 .5 16.3 54.6 7.2 1.7 L5 192

B+C+D 85.0 .0 .0 15.0 .0
.

.0 ,0 .0 1

A十B十C十D 23.3 1.2 ,4 6.7 54.6 7.3 4.1 2.0 59

総 平 均
21.・7 2.9 .2 8.3 53.3 4.2 6.5 2.5 1,063

8-1-27表 導入経 過年数 別 ・使 用言語 比率平均

使用口語

経験年数

シンボ リック日晒

〔%}

コ ン パ イ ラ 口 語(%}
機
械
8吾
お
よ
び
特
殊
口些

些

回

答

社

散

る

δ
o些

ア
セ

膓
ll

口

65

ジ
エ

ネ
レ

|

タ

A

L

G

O

L

F
O
R
T
R
A
N

C

O

B

O

し

P

L

/

1

そ

の

他

1年 未 満 11.2 1L8 ,0 5.8 45.9 .7 23.0 L2 18

1～3年 20.0 6.4 ,0 6.8 50.0 4.0 7.7 4.8

・

85

3～5年 15.6 2.6 .7 5.3 58.5 L5 8.6 6.6 170

5 .～10年
23.1 2.8 .0 7.4 54.9 3.4 6.6 L5 719

10年 以 上 23.7 .8 ,2 15.1 47」 8.2 30 L1 187

総 平 均 21.7 2.8 ,1 8.2 53.7 3.9 6.7 2.4 L179

心
一
鼻

u

×

ト

|

〉

主

文

斗

×

x:t

＼

＼'

合

理



8-1-28表 プ ログラム開 発状況

(多重 回答)

共同開発 他 に 委 託
自 延 実 無 飽

社

メ

1

カ

サ

1
ビ
ス

メ

|

カ

サ
1
ビ
ス

そ

記
回

答

回

答

「

開
|

と

共

機
関
と
共

|

に

委

機
関
に
委

の
入
社 社

発 同 同 託 託 他 数 数 数 数

管 理 業 務 処 理
記入数 649 23 6 3 14 0 695 680 517 1,197

% 95.4 3.4 .9 .4 2.1 .0 102.2 100.0

ア 事 務 処 理
記入数 960 図 18 16 誕 5 1,087 1,001 196 1」97

% 95.9 5.4 1.8 L6 3.4 .5 108.6 100.0
プ

リ

ケ 予 測 問 題
記入数 193 18 6 3 6 0 226 221 976 1,197

「

% 87.3 8.1 2.7 1.4 2.7 .0 102.3 100.0

シ

ヨ 最 適 化 問 題
記入数 88 15 3 2 1 1 110 109 1,088 lll97

% 80.7 13.8 2.8 L8 、9 .9 loo.9 100.0
ン

プ

口 スケ ジュー リング問 題
記入数 84 11 5 4 0 0 104 103 1,094 1」97

グ
% 8L6 10.7 4.9 3.9 .0 .0 101.0 100.0

ラ

ム 数 値 制 御
記入数 61 4 2 4 2 0 73 71 1,126 1,197

% 85.9 5.6 2.8 5.6 2.8 ,0 102.8 100.0

そ の 他
記入数 108 11 2 5 8 2 136 125 1,072 1,197

% 86.4 8.8 L6 4.0 6.4 1.6 108.8 100.0

ユ ーテ ィ リテ ィ ・プ ログラム
記入数 189 58 4 79 1 2 333 302 895 1,197

% 62.6 19.2 1.3 26.2 .3 .7 110.3 100.0

OS
記入数 20 21 4 83 1 3 132 127 11070 1,197

% 15.7 16.5 3.1 65.4 .8 2.4 103.9 100.0

言 語 プ ロ セ ッ サ
記入数 25 14 2 57 0 3 101 98 llO99 1,197

% 25.5 14.3 2.0 58.2 .0 3.1 103.1 100.0

そ の 他
記入数 46 7 1 14 1 2 71 67 1,130 1,197

% 68.7 10.4 L5 20.9 1.5 3.0 106.0 100.0 』
一
σ1



8-2-1表 業 種別 ・セ ンターCPUの 所在

〔多.頑回答)

戴

接 続

棟 別

別 回

答

実

数

C

P

U

な

き

}t

オ ン ラ イ ン 牝 牡

端Uム末
に
機 授
が 侵
rl†
仕 る
の シ
Cス
Pテ

端Uム
末 に
機 接
が 統
値 す
社 る
の シ
Cス
Pテ

端C
末P
機u
が に
電 接
電 柱
公 †
仕 る
の シ

`

ス
テ
ム

延

べ

合

計

一 次 帝 業 計
靴数

%

2

100.O

1

50.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

二 次 康 戴 計
}t数

%

138

100.0

4

2.8

128

92.7

13

9.4

17

12.3

158

114.4

三 次 帝 業 計
トヒ数

%

182

11ぬ.0

2

1」

168

92.3

25

13.7

21

1L5

214

117.6

公 傷 計
社数

%

ll

lOO.0

1

9.0

ll

l〔x).o

0

0.0

0

0.0

II

100.0

全 派 束 計
}上敷

%

333

100.o

8

2.4.

鵬

92.R

駆

11.4

ぷ

11.4

385

115.6

1…

な

業

悼

繊 維 工 業

化 学1:意
.

}ト数

%

ll

HX),O

0

0.0

ll

l《K}.0

1

9.0

0

0.0

12

11}9.0

}ト数

%

拠

1IN),0

O

(Lo

27

96.4

〔}

0.0

4

14.2

31

110.7

イ`油 製llll製 造 ※
社数

%

3

1(xM}

O

o.o

3

1〈X】.O

0

0.0

0

0.0

3

100.O

鉄 鋼 業
冊数

%

7

100.0

0

0.0

7

1〔x).o

2

28.5

0

`),0

9

12H.5

電気機械制 し製造※
↓ヒ数

%

21

100.0

O

O.0

19

go.4

2

9.5

3

14.2

24

114.2

輸}き川機械器具製造業
社数

%

19

HX}.O

O

O.0

lR

94.7

2

10.5

1

5.2

21

110.5

JII粟 ・ 商 社
"数

%

24

100.0

0

00.O

23

95.H

5

20.8

1

4.1

29

120.8

小 党 鷲
日数

%

6

|lx).o

o

O.0

6

i〔x),【)

0

0.0

0

0.0

、6

100.0

金 融 業
トト数

ηo

69

1《め.o

1

L4

6《}

86.9

11

】5.9

B

lx.9

M

l2L7

.一

生命保険 琉 ぽ 代理 集"

サービス実)

碧「数

%

5

11翼).o

0

〔},o

5

1〔X}.0

0

0.0

0

《}.0

5

100.0

}陪 保険 業 倫 代理業・

サービス草1

)}数

%

2

100,1)

O

o.〔,

2

1〔X).0

'0

0.O

O

o.o

2

1(X}.0

..

電 力 ・ ガ ス'"塞
トト数

%

9

11X把0

o

《),0

9

100.o

0

0.0

l

n」

ハ0

111.1

広1ト 調査 ・情報提供

サービ ス斑

社数

%

1

1ぱ)、0

o

(,、0

I

lIX},O

0

0.0

0

0.0

1

100.0

情報処理サービス業 ・

ソフトウェア瑛

杜数

%

20

BX).0

0

0.0

20

100.(,

4

20.0

1

5.0

25

125.0

8-2-2表 業 種別 ・セン ターCPUの 複 合利用状 況

＼ 冶織 舗
＼.

＼

・ ・ 別 ＼

回

答

実

数

自 も
社 の
の
C
P
u
に
接
続す

る

他 も
"の
の
C
P
u
に

接続

す
る

戒 †電
る
公 も
社 の
の
C
P
u
に
接続

n枝
社 す
と る
他 も吐
の

の
C
P
u
に
8蚤

nに
社 領
と 続
屯 す
電 る
公 も
社 の
の
C
P
u

他 に
社 領
と 捷
賦 す屯
る
公 も
仕 の
の
C
P
u

nC
社P
とu
他 に
}t按
と 捷
報 †電 る

公 も
社 の
の

一 次 廠 裳 計
吐数

%

2

100.0

2

100.0

O

oo.

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計
吐数

%

138

100.0

112

8L1

2

L4

7

5.0

7

5.0

6

4.3

1

0.7

3

2」

三 次 巌 集 計
社数

%

182

100.0

136

75.3

7

3.8

7

3.8

18

9.9

14

7.7

O

o.o

、o

.00

公 務 計
社数

%

11

100.0

11

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.O

0

0.0

0

0.0

o

(、.0

全 承 草 計
↓鰍数

%

333

100.0

261

78.4

9

2.7

)4

4.2

25

7.5

20

6.0

1

0.3

3

0.9

ヒ

な

粟

樟

甑 雄 工 業
社数

%

II

lOO.0

10

90.9

0

0.0

0

0.0

】

9.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

化 学 工 業
社数

%

28

100.0

24

85.7

0

0.0

1

3.5

0

0.0

3

10.7

0

0.0

0

0.0

イ"由製品製造業
杜数

%

3

100.0

3

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

鉄 鋼 案
杜歓

%

7

100.0

5

7L4

0

0.0

0

0.0

2

28.6

0

0.0

0

0.0

o

O.0

電気機械器}四 這

葉

社数

%

21

100.0

18

85.7

0

0.0

1

4.7

0

0.0

0

0.0

1

4.7

1

4.7

輪遊川機械器具製

造業

社数

%

19

100.0

16

84.2

0

0.0

1

5.2

2

】0.5

0

0.0

0

0.0

O

o.o

甜 菜 ・ 商 社
社数

%

24

100.0

18

75.0

0

0.0

1

4.1

5

20.8

0

0.0

0

0.0

O

o.o

'ト 売 業 杜数

%

6

)00.0

6

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

金 融 業
社数

%

69

100.0

45

62.5

4

5.7

5

7.2

7

10.1

x

l1.5

0

0.0

0

0.0

生命保険 裳(含 代

理鋲・サービス粟)

}t数

%

5

100.0

5

100.O

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

}1瞬`偲陰 文(含 代

理敏・サービス粟)

}ヒ数

%

2

100.0

2

100.0

0

0.0

o

o.《}

0

0.1、

O

o.o

o

o.o

0

0.0

電 力 ・ガ ス事塞
社数

%

9

100.0

8

88.8

0

0.0

0

0.0

0

0.0

}

n」

0

0.0

0

0.0

広{ト 調査 ・情報

提供サービス某

tt数

%

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービス

裳・ソフトウェア業

}t数

%

20

100.0

15

75.0

0

0.0

・0 .4

0・・12…

1

5.《ハ

0

0.0

0

0.0

N

斗

＼'

xll

へ

＼'

共

鼻
－
a

u

＼'

い

1

>

主

業

斗

×

xlt

へ

×

論

理



8-2-3表 接 続す る他の セ ンター(自 社 、公社以 外)の 細 分類(現 在)

(多 重.回答)

業 棟 別

センター別 回

答

実

数一次 産 業 計
二 次 産 業'計

三 次 産 業『 計

公 務 計

全 席 業 計

主

な

業'

特.

融 紺:工 業

{ヒ ど子 コ二 業

石油製品製造.※

鉄 鋼 ※'

Yじ気機械器具製造

某

輸送用機械器具製

造.業

差|)業.商}ヒ

小 売rr1

金 融 業

生命保険業.(含 代

理業`・サー ビス業')

損害{呆険.業(含 代

理業'・サービス業)

⑱じ力 ・ガス事 業』

広it;一・調.査・trtea

提供サービス.業'

bvre処 理サー ビス

.業・ソフトウコ」ア.粟『

%,

0

,0

杜数

%

49

100.0

63

100.0

4

100.0

116

100.O

}ヒ数

%

3

100.o

杜数

%

7

10e.0

杜数

%

}

100.0

杜数

%

5

100,0

社数

%

10

100.0

杜数

%

6

100.o

杜数

%

11

100.O

|杜数

%

日数

%

2

10〔).0

1S

100.0

+httl
%

社数

%

社数

%

杜数

%

樵数

%

0

.O

0

.0

1

100.0

0

.0

i5

100.0

親

会

社

0

.0

8

16.3

13

20.6

0

.0

21

18.1

1

33.3

0

.0

0

,0

0

,0

4

40.0

2

33.3

2

18.2

1

50.0

1

5.6

O

.0

0

.0

0

.0

0

.0

9

60.0

r・

会

社

0

.0

27

55.1

14

22,2

0

.0

41'

35.3

1

33.3

3

42.9

0

.o

4

80.0

6

60,0

2

33.3

6

54.5

1

50,0

1

5,6

0

.0

0

,0

】

100、0

0

.0

C

.0

系

列

共

同

セ

ン

タ

1

0

.c

5

1〔L2

6

9.5

0

.0

11

9.5

0

.o

0

.o

0

.0

0

.0

2

20.0

2

33.3

1

9.1

0

.0

1

5.6

0

.0

0

,0

0

.0

0

.0

1

6.7

同

共

同

セ

ン

タ

1

独

立

営
.某

ン

タ

1

0

.O

0

.0

0

.O

6

12.2

17

27.0

2

50.0

19

16.3

7

]1.1

0

,0

13

11.2

0

.0

0

,0

0

.0

2

28.6

a

,O

0

.0

0

.0

1

20.0

0

.0

1

10.0

0

.り

0

,0

0

.0

i

9.1

0

.0

13

72.2 5

0

.0

1

5.6

0

.0

0

,0

0

.0

o

,0

0

,0

0

、0

0

,0

{}

.0

・1

.o

2

13.3

そ

の

他

0

,0

8

16.3

21

33.3

2

50.0

31

26.7

1

33.3

2

28.6

1

100.0

0

,0

o

.O

1

16.7

5

45.5

0

.0

3

16.7

0

.0

o

.0

0

.0

⑪

.0

べ

合

計

0

.0

54

110.2

78

123.8

4

100.0

136

117.2

3

100.0

7

100.0

1

100,0

5

100、O

13

130.0

7

116.7

15

136.4

2

100.0

20

1]1、1

0

.0

0

.0

1

1Lro.o

－
9

60,0

0

.o

21

140.0

8-2-4表 接続 す る他 のセ ンター(自 社、公社 以外)の 細分類(5年 後)

(多重回答)

センター別

業 種 別

回

答

実

数

親

会

社

子

会

社

系

列

共

同

セ

ン

タ

1

「司

業

共

同

セ

ン'

タ

1

独

立

営

業

セ

ン

タ

1

そ

の

他

延

べ

合

計

一 次 産 業 計 杜数

%

0

.0

0

.0

0
「

.0

0

,0

0

,0

0

.0

0

,0

0

.0

二 次 産 業 計
社数

%

49

100.0

8

16.3

M

69.4

4

8.2

1

2.0

5

10.2

5

10.2

57

116.3

三 次 産 業 計
社数

%

58

100.0

11

19.0

15

25.9

9

}5.5

20

34.5

4

6.9

18

3LO

77

132.8

公 務 計
杜数

%

3

100.0

0

.0

0

.0

0

、0

2

66.7

0

.0

1

33.3

3

100.o

全 産 業 計
社数

%

1】O

lOO.0

19

17.3

49

44.5

.13

11.8

23

20.9

9

8.2

24

21.8

137

124.5

±

な

業

"

繊 維:「 業
社数

%

2

100.0

0

.0

1

50.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

50.0

2

100.0

化 学 工 業
社数

%

7

100.0

0

.O

6

85.7

o

.o

0

.0

1

14.3

0

.0

7

100.0

石油製品製造業
社数

%

2

100.0

0

、0

1

50.0

0

.0

0

,0

0

.0

1

50.0

2

100.0

鉄 鋼 業
社数

%

4

100.0

0

.0

3

75.0

0

.0

0

,0

1

25.0

o

.0

4

100.0

電気機械器具製造

業

社数'

%

10

100.0

4

40.0

8

80.0

2

20.0

0

.0

2

20.0

0

.0

16

160.0

輸送用機械器具製

造業

社数

%

7

100.0

3

42.9

3

42.9

1

14.3

0

,0

o

.0

1

143

8

114.3

岡】 業 ・ 商 社
杜数

%

・1・

1…ol田 ・o

6

?5.0

l

l2.5

0

.0

0

.0

3

37.5

12

150.0

小 売 業
社数

%

2

100.0

1

33.3

2

66.7

1

333

0

.0

0

.0

0

,0

4

133.3

金 融 業
杜数

%

18

100.0

0

.0

1

5.6

1

5.6

15

83.3

2

1L1

1

5.6

20

11Ll

生命保険業 倫 代

理業・サービス業)

日数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

,0

0

.0

0

.0

0

.0

損害保険業(含 代

理業・サー ビス業}

社数

%

0

.0

0

.o

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

電 力 ・方 ス.事業
社数

%

3

100.0

0

.0

3

100.0

0

.0

0

.0

0

,0

0

.o

3

100.0

広告 ・調査 ・情報

提 供サー ビス業

杜数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

o

.0

0

.0

0

,0

0

.0

情 報処理サービス

業・ソ7ト ウェア業

杜数

%

】4

100.0

8

57.1

0

.0

4

28.6

1

7.1

0

.0

12

85.7

25

178.6

《
一
や



8-2-5表 業種 別 ・接続CPU別 ・利 用端末機 現況(1)

〔欝欝竃鞠
機 種 回 1社 当 り 平 均 台 数 合

キ/ Cプ 金 砥 ン キデ 出 イ プ 予 リンミ1そ

婁 種 別

答

実

数

1タ
ボイ
1プ
ドラ
イ
プタ
リ
ン
タ

Rレ
Tイ
そ
の

他
の
デ
{
ス

融

機

関

用

鵡

末

テ チ

|

プ

,

り

|

ダ

/
,こ

1{
・ ス

ツ ク

1

ニ
ア

1

プ

/

カン
専ケ

!!1

!1多ノ〃
夕菅

弛

ロ

ツ

タ

約

用

特

殊

端

末

モ テ ナ

1リ ル

トジ
エ

バ ン

'ソス

チ ・

/タ

イ1

の

他 計

記 入 社 数 1 1 0 1 0 1 o 0 0 0 2

一 n社CPU 業種毎綿胎教 29 43 0 30 0 19 o 0 o o 121

一社当平均台数 14.5 21.5 .o |5.0 .0 9.5 、0 .0 .0 、0 60.5

次 記 入 社 数 o 0 o 0 0 o o 0 0 o 0

他社CPU 婁穐毎合計台数 0 o 0 o 0 0 o o 0 o 0

一{t当平均台数 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .o

産
記 入 杜 数 o 0 0 0 o 0 0 0 o 0 0

公社CPU 集権毎合計台数 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

貧 一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .o .o .0

記 入 社 数 2 1 1 0 | o 】 0 0 0 0 2

針 小 計 震棟毎合計台数 29 43 0 ④ 0 19 o 0 0 0 121

一社当平均台数 14.5 2L5 .o 15.0 .0 9.5 ,0 .0 ,o .0 60.5

記 入 吐 数 87 70 1 38 lI 46 3 o 36 0 122

一 自社CPU 震穐毎合計台数 1874 1?47 1 523 47 961 6 0 199 0 巡
一

一社当平均台数 14.3 13.3 .0 3.9 .3 7.3 .o .0 1.5 ,0 40.9

次 記 入 社 数 6 3 0 1 o 1 0 0 3 0 9

他社CPU 婁樽毎合計吉数 13 lI 0 } 0 1 o o 3 0 怨

一社当平均台数 .o ,0 .0 ,0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .2

帝

記 入 社 数 9 o 0 3 0 1 o 0 0 0 11

公社CPU 案他医合計台数 67 0 0 3 0 1 o 0 0 0 71

哀 一社当芋e胎 教 .5 .0 .o ,o .0 .0 ,0 .0 ,0 .0 ,5

記 入 吐 数 131 102 73 1 42 lI 48 3 0 拍 0

、

142

計 小 計 業種毎合計台数 19図 1758 1 527 47 鰯 6 0 202 0 関58

一社当平均台散 14.9 13.4 .0 4.0 .3 7.3 .0 .0 L5 .0 4L6

況 入 社 数 財 89 65 42 10 66 3 2 35 o 166

= 帥tCPU 兵種毎合計台数 4281 4139 21824 η3 278 12路 4 492 215 o 斑
斑

一社当平均台数 23.9 23.1 121.9 4.3 L5 6.8 .0 2.7 1.2 .0 185.6

次 記 入 社 数 ll 2 6 1 0 1 0 0 5 o 19

他社CPU 婁穐毎合計台数 66 4 351 t o 聖 o o 6 0 429

一社当平均台数 ,3 ,0 1.9 ,0 .0 .o .o .0 ,0 .0 2.3

豪
記 入 社 数 5 1 6 4 0 1 0 0 0 o 14

公社CPU 隼種毎合計台数 16 8 1278 7 0 1 o 0 0 0 1310

婁 一社当平均台数 ,0 .0 7.1 .o .o .0 .o .0 .0 .0 7.3

髭 入 社 数 179 100 92 77 47 lo 68 3 2 ω 0 199

計 小 計 兵種毎合計台数 4363 4[51 23453 791 278 1228 4 492 221 0 34971

一社当平均台数 24.3 23」 131.0 4.3 L5 6.8 .0 2.7 1.2 、0 195.3

8-2-6表 業 種別 ・接 続CPU別 ・利用端 末機現 況(2)

(欝欝翻
機 穐

回 1社 当`}平 均 台 数 告

キ/ Cプ 金 紙 ン キデ 出イ プ 子 リン ミ そ

答
1タ
ポイ
1プ

Rレ
Tイ
そ

融

機

テチ
1
プ

1{
・ ス

ツ ク

カン

翫 口

約

用

モテナ
lllル
}ジ

実

ドラ
イ
プタ

の

他
の

間

用
り

1

「

テ

プン
リタ
ン, ツ

特

殊

・ エ

パ ン

ツス

の

婁 種 別
数

リ
ン

タ

デ
ィ
ス

宿

木

ダ
/
パ

1
プ
/

夕菅

発 タ

嬬

末

チ ・

/タ

イ1 他 計

記 入 社 数 7 6 0 7 2 4 o o 3 0 10

公 n社CPU 菜種毎合計台数 56 19 0 茄 9 10 0 o 14 o 1酪

一社当平均台数 5.6 1.9 .o 5.0 .9 1.0 .0 .0 L4 .0 15.8

記 入 社 数 0 0 0 0 o o 0 0 0 0 o

他社CPU 業種毎合計吉数 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 ,0 .0 .0 ,0 .o .0 ,0 .0 .0

商

記 入 吐 数 0 o 0 o 0 0 0 o 0 0 0

公社cpu 業種毎合計台数 o o o 0 0 o 0 0 0 0 o

一社当平均台数 .o ,0 .0 .0 .0 .o ,0 .0 .0 .o .0

記 入 吐 数 10 7 6 0 7 2 4 0 0 3 0 10

計 小 計 案棟毎合計台数 56 19 0 50 9 lo 0 0 14 0 158

一社当平均台数 s.6 L9 .0 5.0 ,9 Lo ・.o .o L4 .o ls.8

記 入 且 数 179 166 66 邸 臼 ll7 6 2 74 0 ㎜

全 自社CPU 業種毎合計台数 6240 5鶉8 21825 1376 頚 2216 10 492 428 0 38869

一社雪平均吉数 19.3 18.4 67.7 4.2 Lo 6.8 .0 L5 1.3 .0 120.7

記 入 社 数 】7 5 6 2 0 2 0 0 8 o 四

産 旋吐CPU 薬種毎合計台数 79 15 351 2 0 2 0 o 9 o 4s8

一社当平均台数 .2 .0 LO .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 L4

記 入 吐 数 14 1 6 7 o 2 0 0 o o お

皐 公社CPU 業種毎合計台数 83 8 1278 lo o 2 o 0 o 0 1ぷ1

一杜当事均台数 ,2 .0 3.9 .0 ,0 .0 .0 .0 .o .o 4.2

記 入 吐 数 m 210 172 79 97 羽 121 6 2 82 o 知

計 小 計 業種毎合計台数 "02 5971 23454 1383 ぷ ⑳ 10 492 437 0 40708

一社当平均台数 19.8 18.5 72.8 4.3 LO 6.8 .0 L5 L3 .0 126.4

.
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8-2-7表 業 種別 ・接 続CPU別 ・5年 後の利 用端末機 予定(1)

〔竃灘繍
機 種 回 1社 当 リ 平 均 吉 数 合

キ/ Cプ 金 紙 ン キテ 出イ プ 予 リン ミ そ

莫 棟 別

答

実

数

1タ
ポイ
1プ
ドラ
イ
プタ
リ
ン
タ

Rレ
Tイ

そ
の
他
の
デ
{
ス

駐

機

閲

用

嬬

末

テチ
1
プ

リ
1
ダ
/
パ

1イ
ス
ツク
1

テ
「
プ
/

カン

専テ;

!」

!)多ノ'
夕菅

3竺

ロ

ツ

タ

納

期

特

殊

嬬

末

モ テ ナ

lllル

トン

エ

パ ン

ツス

チ ・

/タ

イ1

の

他 言舌

記 入 杜 数 0 1 0 o 0 1 0 0 0 0 1

一 n杜CPU 業特毎合計台数 0 43 o 0 o 18 0 0 0 0 61
一社当平均台数 .0 43.0 .0 .0 .o 18.o .0 .o .0 、0 6LO

次 記 入 社 数 o 0 o 0 0 0 o 0 o 0 0

他社CPU 婁穐毎合計台数 o 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0
一社雪平e胎数 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

産

記 入 社 数 0 0 o 0 o o 0 0 0 o 0

公社CPU 葉挿毎合・計台数 0 o o 0 0 o 0 0 0 o 0
業 一社当平均台数 .o .0 .o 、0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0

記 入 桂 数 1 0 1 0 0 o 1 0 0 0 0 1
計 小 計 業樽毎合計台数 0 43 0 0 0 18 o 0 0 0 61

一社当平均台数 .0 43.0 ,o .0 .0 18.0 .0 .0 ,o .0 61.0

記 入}t数 52 66 2 16 9 鵠 2 o 37 0 88

二 自社CPU 業種毎締括数 13η 2357 ll6 191 62 981 4 0 218 o 5300
一社当平均台数 14.5 25.0 L2 2.0 .6 10.4 ,0 .0 2.3 』 56.3

次 記 入 社 数 9 5 0 1 1 1 1 0 3 0 15

他吐CPU 集権毎合計台数 釦 51 0 1 1 15 1 0 II 0 110
一社当平均台数 .3 .5 .o .0 .0 .1 .0 ,o .1 .0 L1

産

記 入 社 数 5 0 0 3 o 1 0 0 o 0 7

公吐CPU 婁種毎合計台数 囲 o 0 3 0 1 0 0 0 0 32
案 一社当平均台数 .2 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 ,3

記.入 社 数 鮪 66 71 2 20 9 鵠 3 0 40 0 llO
計 小 計 業種毎合計台数 1429 2408 ll6 195 臼 997 5 0 229 0 5442

一社当平均台数 15.2 25.6 1.2 2.0 ,6 10.6 .0 .o 2.4 .0 57.8

記 入 社 数 49 68 53 ]8 12 47 2 1 33 0 122

三 自社CPU 婁種蒔合計台数 5273 3785 23437 822 430 1807 20 llO 875 0 36559
一社当平均台数 39.9 28.6 177.5 6.2 3.2 13.6 .1 .8 6.6 .0 276.9

次 記 入 杜 数 10 1 8 1 o 1 o 0 5 0 20

他社CPU 業種毎合計台数 95 2 471 2 '0 1 0 0 6 0 577
一社豊平均台数 .7 .0 3.5 .0 .0 .0 .0 ,o .0 .0 4.3

産

記 入 杜 数 2 1 5 5 o 1 0 0 0 o ll
公社CPU 婁種毎合計台数 4 20 2076 10 o 2 0 0 o 0 2112

婁 一社当平均台数 ,0 」 15.7 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 16.∩

紀 入 社 数 132 61 70 66 24 12 49 2 1 38 0 153
計 小 計 菜種毎合計台数 5372 3807 25鰍 脳 430 1810 20 110 881 0 392租

一社当平均台数 40.6 28.8 196.8 6.3 3.2 13.7 」 .8 6.6 ,o 297.3

8-2-8表 業 種別 ・接続CPU別 ・5年 後 の利用端 末機予定(2)

'〔 竃 ㌶ 鞠

機 種 回 1杜 当 リ 平 均 台 数 合

キ/ Cプ 金 紙 ン キデ 出 イ プ 予 リ ン ミ そ

答

案

1タ
ポイ
1プ
ドラ
イ

Rレ
Tイ
そ
の
他

融

機

関

テ チ

1

プ

Il

「 イ

ス

ツ ク

!

カン
専÷學

!・
リ ン

口

約

用

特

モテナ
1リル
トジ
エ
パン の

嚢 腫 膚
数

プタ
リ
ン
タ

の
デ
ィ
ス

腐

儒

末

▲
ダ
/
パ

テ
1
プ

/・

タ

;ξ
二む
7H

ツ

タ

殊

端

末

'ソス

チ ・

/タ

イ1 他 計

記 入 社 数 2 2 0 2 1 1 o 0 2 0 4
公 自社CPU 菜種毎合計台数 ]3 5 0 】| 1 3 0 0 17 o 50

一社当平均台数 3.2 L2 .0 2.7 ,2 .7 .0 .0 4.2 .0 12.5

記 入 社 数 0 0 o 0 0 o 0 0 0 0 0

他社CPU 業穐毎合計吉数 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0
一社当平均台数 .0 ,G .0 .0

ρ

.o .0 ,0 .0 .0 ・ρ .o
務

記 入 杜 薮 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0

公社CPU 業種毎合計吉数 o 0 o 0 0 0 o 0 o o 0
一社当平均台数 ,0 .0 .0 .0 .0 .o .0 ,o .0 .0 .o

記 入 社 数 4 2 2 o 2 1 1 G 0 2 0 4

計 小 計 業種毎合計吉数 13 5 o ll 1 3 0 0 17 0 50
一社当平均台数 3.2 12 .0 2.7 .2 .7 .0 ,0 4.2 .0 12.5

記 入 杜 数 lo3 137 55 36 21 85 4 1 72 0 215
全 自社CPU 業種毎合計台数 6657 6190 23553 1024 493 28G9 24 llO 川0 0 41970

一社豊平均台数 28.8 26.7 10L9 4.4 2.1 ]2.1 .1 .4 4.8 .0 18L6

記 入 社 数 19 6 8 2 1 2 1 o 8 0 35
産 他社CPO 婁樽毎合計台数 125 53 471 3 1 16 1 0 】7 0 687

一社当平均台数 .5 .2 2.0 .0 .o .0 .0 .o .0 .0 2.9

記 入 社 数 7 1 5 8 o 2 o 0 0 o ]8
藁 公社CPU 菜種毎会き飴 数 32 20 2076 13 o 3 0 0 0 0 2144

「
一社当平均台数 .1 .0 8.9 .0 .o .0 .0 、0 .0 .0 9.2

記 入 社 数 23】 .129 144 68 46 22 89 5 】 80 0 268
計 小 計 業種毎合計台数 6814 6263 26]00 1040 494 2828 25 llO H27 o 44801

一社当平均台数 29.4 27」 ll2.9 4.5 2.1 )2,2 .} 、4 4.8 .0 193.9

心
一
〇



8-2-9表 業 種別 ・規格別 ・通信 回線保有 現況

購i慧 曝 …・呈露?司

＼ ・ 綿種 別 記

瑛

回 線 速 度

入A1

実B1

数

一次楡集計
各 記 入 数20業 種 毎 合計OO

-tf出回線数平均.0,0

各 記 入 数14014
業 鰍 毎fr計0!60
一札当回線数平均.011・4

C2

二次廠業計

三次∫硫随計

公 務 計

女帝 集計

:ヒ

な

1..、:1:nc

裳

てヒ'r・:1:業

イi油 製 品

製 造 集

鉄 鋼 購

電気機械器

"製 造 某

輸送nl機械

器具製造宴

阿魔 ・商社

小 売 案

分 融 琉

1
14
14.0

63
675
1e.7

各 肥 人 数1792450
業 純 毎 ∠}言十 〇9401710
-{ヒ当職 平tt・].039・134・2

各 記 入 数1235草 鰍 《ぴ合 計05238

-tt当回線数'F均.017.37.6

各 記 入 数33341119
業 棟 《ぴ{丁よト011522437
一吐当回地 平那」.028,020.4

純

各 記 入 数111業 樽 毎 合計
035

-}t ,当101線数・吾三思戊.035.0

各5己 人 数286
業 椋 毎 合 計044
一トt当回髄 ・ie"・J,07・3

各 記 入 数30
※ 穐fiS合 計00
-}憤ll」1襯坪勘 ・0・0

ft記 人 数70
裳 鰍 毎 イドよ1『00
一肢当回線数平均 .0,0

各 記 入 数210
裳 博 毎 くひ計00
一社1)回口数'F均,0,0

各,t己 人 数192
塔 純 毎 ζ?計015
-tf,当ト11徽'{元亮」07.5

各1記 入 数:s
業 神 秘 合計u8
一社費圓徽 ・"y,)29.3

各 記 入 数o
幼 仲 好 合計0
-'lt'当1日i線数』図 ・〔}

各 記 入 数701{[
裳 純,'∫〈}a|'02即
－ltWbl髄 ・ド必).02S・0

生命保険 購
{含代理塔・
サービス購),

各 記 入 数
業種毎で}計に
社剛 敵.1ζ均

50
00
.0,0

}t[',t:'保険 宴
(含代理※
サービス鞄

電力 ・ガス
'ltys

広{llち・調 査
・情報提供

サービス襲

情報処理サー
ビス1・ ソ7
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8-2-11表 業種 別 ・回線1日 実使 用時 間平 均
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石 油製 品 各 記 入 数 3 0 0 3 0 2 0 0 o 0 0 O 0 o
虫
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』
.0.0

情報処理サー 各 記 入 数 16
.
25 6 B 12 4 0 1 0 5 L

.
05

ビス婁・ソフ
}ウエア婁!→1当 実⌒: .0 3.55.2 5.3 L5 4.5 4.0 .0 3.0 ,0 4.2 12.0 .05.8

8-2-12表 業 種別 ・特 定通信 回線利 用態様現 況

(多,Tt[u答)

＼
＼

$三"別

1イ:

＼

＼

・ ・ 次r,T/1業 師1

、

別

1

.一一____」

＼

＼L
日 数1

回

答

'ノミ

数

2

1恢).o

－.一 ー

ド1

タii.

独

1ψ

川

G
上

1

5C).C}

}ll数
.二 次'竜 野lli・

%
一 一 ー ーーケ■一 ー 一

132

1《H).{,

122

92,4

∫1:・

1,r]

仙

川

他

人

仙

川

の

ヒ

・_⊃

他

人

使

lll

の

客

1e

sO.()、 《)

2t}

15.2

三三 次"Tt蒙

_一_
・1呈 上 ㍑工一言}…}

611
4.5.9

305
17.32.Pl

公 ・
.巳 凶1、M,.1

9

10u.〔 〕

t[」 数{
rt'lt酷 計

%
コロ　コシ　　 　　 　　へ 　　 　　 へ 　　　 　 　

`
…1・ 業 ㌍1%数

__⊥.

÷
1'11

tヒ"/:「.1

づ 一 ーー一'_一

,

274

S6.7

10

90.9

・・・… 麟 巴 数

遮]二rl:lii

《[

.O

1、1川 、、元

1〔;

Y.1.()

3〔)

ILI.o

「 ・

べ

合

計

2

川),{レ

149

1]2.9

203

117,3

iこ

な

r-一 →1　 レ

い 瑚y・,ト1:烈1、 。,(}

已 気 ㍗ 器1〔1}㌧ 、数1,。ll

1《馴1:剛:㌦

, 社 数

%
,-一 一 一 一・'－nr-■ 一 一

19

100.o

卜1・ ・… 商ll・1㌦ 数
　 ≡一 一 ■一－A-一

7

100.o

l9

1(X}.{}

IH

94.7

21

100.0

,[

桶

i・ ・ ∋}ほ

hl、 数1金 融 業

_二 ⊥_・ ・

⊥ ・
生命保険業 〔宮代1ト ト 数

聴 サ　ピ蜘 ↓%

川11`保険業 〔含{c

理 裳・サー ビス某〕

1日 数

%

電 力 ・カ ㍗ ド業
杜 数

%

1広;`"・ 繭 ・情報

1提flけ 一 ピ7・k'一 ー一一 一

社 数

%

1:竺=:杜%当
|

4

100.0

69

100.D

1《)0.0

2

100.0
一 一

9

100.0

1

]
]

斗

100.0

62

89.…)

5

1《}o.0

2

iDo,0

8

ぷ.9

1

】00,0

2016

100,030.0

vl9・

・Ct[]o[)・o

右一 一一.一 ー一.♪_____

6

1.9

1

33.3

　 　　 ア　 　 　 コレ 　べ

〔;

.o

o

.{ハ」

り

.o.

O

.o

】㌃

」
lt

loO.〔}

1。,ll

ll33、1

1

14.3

5

e 1

・・.・1

ll
26・3」5・3

ol9

.。 い2、.、
1十一.一 一.一 一'A

o

,O

、6.二」

、、.;

2・1

]O.5.0
1.

25

1:llJ.6

25

131.6

斜
⑪

.o
1
1

26

123.8

o

.0

11.6

.0

.0

11.

.o

.0

4.3

.o

.o

85.0

・i・

1・olloo・c)一}「 「 一.一⊃ 一一

工_

o

.〔,

0

.v

・1

・ol

O

.O

1

5,0

5

100.0

2

100.0

9

100,e

r

lOO.0

24

120.0
鼻
N
一



8-2-13表 業種別 ・5年 後の特定通 信回 線利用態 様予定

(多.乗回答)

,

,

区 別 回 自 共 他 他 延

己 人 人

・
答 単 同 使 使

べ

実
独

使
用 用

〈}

使 の の

疏 棟 別 数 用 用 主 客 計

杜 数 1 1 1 0 0 1
一 次 疏 業 計

% mO,0 .0 100.0 .0 .0 100.0

1

社 数 99 83 26 6 4 119

二 次 産 集 計
% 100.0 83.8 26.3 6.1 4.0 120.2

杜 数 M2 113 33 20 5 117

三 次 産 業 計
% 100.0 79.6 23.2 14.1 3.5 120.4

社 数 4 4 0 0 o 4

公 砺 計
% 100.0 100.0 .0 .0 ,0 100.0

.

杜 数 246 200 60 26 9 295

全 産 業 計 % 100.0 8L3 24.4 10.6 3.7 119.9

吐 数 9 8 1
1
010 9

識 雄 工 業
% 100.0 88.9 lL1 ,0.0 100.0

社 数 21 18 5 00 23

化 学 工 業
% 100.0 85.7 23.8 .0 ,0 109.5

li… イr油 製 品 製 造 業
杜 数

%

3

100.0

2

66.7

2

66.7

0

.0

0

,0

4

133.3

吐 数 5 5 1 、θ 0 6

鉄 鋼 業
% 100.0 100.0 20.0 ,0 、0 120.0

杜 数 】5 14 6 2 1 23

電気機械器具製造※
% 100.0 933 40.0 13.3 6.7 153.3

な 輸送川機械器具製造 }ヒ 数 12 9 4 2 1 16

※ % 100.0 75.0 33.3 16.7 8.3 133.3

社 数 17 14 8 1 0
」

23
珂1琉 ・ 商 社

% 100.0 82.4 47」 5.9 .0 B5.3

杜 数 3 3 1 o 0 4

小 売 藁
% 100.0 100.0 33.3 .0 ,0 133.3

蛮 トt数 62 58 7 1 3 69

金 融 案
% 100.0 93.5 1L3 L6 4.8 111.3

生命保険.築(含代理 社 数 4 4 0 0 0 、4

裳 ・サービス斑} % 100.0 100.0 .0 .0 .o 100.0

損Y!`保険業 〔含代理 社 数 2 2 0 0 0 2

築 ・サービ ス業) % 100.0 100.0 、0 ,0
.

.0 100.0

社 数 6 6 0 0 0 6

穐 祉 力 ・ガ ス 事 業 % 100.0 100.0 ,0 .0 .0 100.0

広告 ・調査 ・情 報提 杜 数 1 1 0 0 0 1

供サービス業 % 100.0 100.0 ,0 ,O .0 100.0

情報処理サービス業 ・ 仕 数 15 3 3 】2 1 19

ソフ トウェア粟 % 100.0 20.0 20.0 80.0 6.7 126.7

8-2-14表 業 種別 ・トランザ クシ ョン平均 字長 、平均 および最 繁忙時 の1日 トランザ ク

シ ョン量

粟'棟 別

1

記

入

数

'v－

内

字

数

一 次 産 難 計 ,i
|

31け91)

一

一. 次 廠 震 計 125 336.1)

三:戊 ζ 赤 裳tll- 157 231.5

公 計 9 lan.2

全 席 慾 計 293 275.】

'i…

な

甑 織 工 疑' 9 329.5

tヒ'苫]1望` 24 697,7

イ`i由製`1～,製造 業 3 85.3

鉄 鋼 束

1ヒち(機械tt!v!!・製jfi

葦送川機械器!亘

L

5

2!

16

310.e

lq.8.4

246.9

卸 某 ・ 商 社 20 221.s

'卜 ・品 粟' 6 272,5

起

人

数

'ド 上

フ

均 ンザ

_ク
ン

ヨ
日 ン

1一

ビ 互

17

ク ニ

時 ク
ー'シ

}lF
ン

2

123

6.471).{)1

12、325、R 122

11,、74(}.0

2{ハ.746、5

1656・ ・・… ⊥ 二 上1・ ・・・…

iO 21、943.4 10

籾 42、097.6 297

9 ]37.X3.3 9

27.25q..R

71).149.2

24・477・
.7

23 8.671.9. 23 1s令 《N1..3

2 12.1㎜.() 2

`

21.tx)(}、O

4 7,255.O

'

4 II,260.0

21 19,19R.6 21 3L373、 《)

16 22,245.3 16 2R、1凶3.7

20

6

68.595.0 20 126,《 ⊃31).1)

|
]2.116.6 6 30.酪3.3

87.278.4

一
金 融 粟 60 193.6 63 、,ll5,.、 。,.1

1

'上歯ぴ保険 粟ぎ(nrft

理裏'・サー ビス粟.}
4 36C}.0 5 11.02n.o 5

SIII`f・r"険震{含ft

原票・サービス束')
2 Hoo.o 2 1.451).↓) 2

20.wm..o

1s力 ・ガ ス 下 裳 8 409.5

ti:t⑯;一・綱 在 ・trt目l

t是`共→ナービス業

tlvva処理→r－ビス

聡・ソフトウェアポ

1

16

84.0

209..s

9

一

21,897.H

コ

1}4.800.0|

-
117167'2"1'f}

2.H50.《)

9 26.62R.:1

ll6.7ω.{)
t

__↓ ・.

1ア114.s47.4

ふN

N

u

×

ト
1

や

±

洋

斗
×

"1
＼

合

字



8-2-15表 業種別 ・5年 後の平均 トラ ンザ クシ ョン量の増大 予想

倍)8{

業 棟 別

1
!
l

l

・l

l

・1

数

減1

少

1不
|
l
l

l

変

1二

倍

社 数 2 0 《) 2
一.次 席 罪 証

%レ ・・,・ .o .1} ioo.o

杜 数 12呂 o 8 47
二 次 産 業 肚

% 100.0 .{} 6.3 . 36.7

杜 数 171 〔} ・161
三 次 産 業 計

% 1(x〕.【} ,{} ・・7135・7

社 数 1《} OI 1
公.、 務 計

% 1《珊.《) .010.1〕 lo.n

杜 数 3u Ol7111
全r斯 業 計

% loO.O.05.535.7旨

繊 維 」;裳
杜 数

%

1・1・

_塑 ⊥_・`)

2

20・ol

▲

。.li
__1,

杜 数24 o`ll 9
〈ヒ'7二 工 ※

%ll・ … .・4.2137.5

三i三 ・1油・・拠 已 ㍉
{}1)

,c([

十

1

31{.3

いト 数61・1鉄 鋼 業

1・1・ ・.・1 一

11

012

.・い ・.・1
一 　一?

電気機械器具製造}ヒ 数 《) ol田

業%ll){},1)
15

.9'29.4
」 ` _一 塁

_"

輸送川機械器"製
な1造 業』

倍

25

19.5

42

24.6

、,lll

I川

6i

・5.[11

01

・川

四

_____」
　

1
・"1

倍

0

.0

4

3.1

6

3.5

0

.0

1[}

3.2

1

1n.o

()

」i.

倍

o

.`}

4

:s.1

8

4.7'

o

.0

12

3,9

1)

.o

五

倍

以

.1・』

o

.0

8

6.3

13

7.6

0

.0

2i

6.8

、`)

.o .

わ

か

ら

な'

L、

0

.0

32

25.0

33

19.3

6

60.0

71

22.8

3

30.o

11

4.21

__■:ISi

l凹]lil6.ll

6

日 数1

%i

4・2125・([

171
11N}.el

F

1

33.3

2

3:a.3

・lllr・:

.05,929.4

3,.1{

,,.烈

el

;
・[);

([

o!

・i・i3

・n,15・81|5・8

ll
ト

5.9ト

H/
卸 業 ・ 商}「

一一,1、 売 業!ih

金 融 業1

数121

e・elllM)
.t)

61

1{

業「－
iL数l

l%;

671

オ

10"・tll

－_一 ーーー 一一 ぐ一 ー一・一一 →一 一一.一一

.::1,.1㌦.::1,,::、,L,4.二i

..」 一:L竺il,・t/IL－ 二i.二1一

'1命 保険 業 ぱ 代}〔 数
1

理 ※ サービス業)クol－
5

1n{}.{、

↓い

.el

t)「

.・i

ll:lliIY

L54e.3.2s.4

::、■ 。i,。.;1

ll

…I

l,.ll

,,.1;
:1.1il

4.51.51.5・

{:ll2

・・1・ ・:4`)・ 《}.

3

】7.6

2

9.5

0

.【)

11

16.4

2

40,0

▲ll、杁`保険業(t代1日 数l

ew.Yt・サービ ス胞'"〃1

電力.㌘.事 川}E数:
純ioθ1

広li;一・調ff.・情報1{1/数

提f共サー ビス業1%

2[olい()1　

100・ 〔,1・ 川 ・{}.・1)

81叶1:1

100・OI・Orl2・537・5「

－L-.一}一}}}－

llcハll

lo".t)1.{)`
「一_」

[〕

.[)

o

."

(,

・c}l

Dloll

-[)`.oI
-↓一 ー 一 」 一 ・一 一 」 一

,::㍑::',、.:;,。.:l

Oll

.oi|2.5

1([
,【1

.()'.[)

cT=一

."1

1:"

1(){i.lbI

－
情報処理サービス 杜 数 ト

れ フト・.惚 ・■

IHIlピ

ICXI.01.(,1

160'41l

s.6,rl:1.3,.`,22.25.6,

o

メレ

3

37.5

1)

.{}

6

8-2-16表 トランザ クシ ョン手 長分布

トランザ クション
`

平均字数 六 六 一 二 三 1五 六 .七 八 一 二 三
四 二 .1[ 八 一 四 六 九一一

-
一

、
=

四

字

未

字
以_
上_

天 『
守:
未

八
字_

塁壁儂

未

三1ミ∫
'=

呈;
字
未

四五
五
一
上_

王
未

季,、

呈藝
字
未

9霞

1セ
上'♪ノ、

字
未

∬

斡
苧
未

六-
,▲、

直9
・上西

字
未

〇三
一

亘⑯郡

上柔

o=

;2
以==
,1・£

〇

七
二
'「=

以

書

案 種 別
満 満 満 満 満 満 満 満 満 満 1尚 上

社数 0 0 1 0 1 0 0 0 0 o 0 0 2一 次 産 .裳 計
% ,0 .0 50.0 .0 50.0 .0 .0 .O .o .0 .o .0 100.0

杜数 25 38 24 9 14 1 1 2 5 5 0 1 125
二 次 産.難 計

% 20.0 30.4 19.2 7.2 】1.2 ,8 ,8 L6 4.0 4.0 .O .8 |00.0

社数 39 46 41 6 12 2 1 2 3 4 0 1 157
三 次 産 集 計

% 24.8 29.3 26.1 3.8 7.6 13 .6 1.3 ピ9 2.5 .0 .6 lOO.0

杜数 4 3 1 0 0 0 0 0 1 o 0 0 9
公 務 計

% 44.4 33.3 11」 .0 .0 .0 .o .o 1Ll .0 .0 .〔} 1〔}0.O

社数 68 87 67 15 27 3 2 4 9 9 0 2 293
全 産 業 計

% 23.2 29.7 22.9 5.1 9.2 LO .7 1.4 3.1 3」 .0 .7 100.0

社数 0 4 3 0 1 0 0 0 0 】 0 0 9
繊 維 工 業

% .0 44.4 33.3 .0 ll.1 、0 .0 .o 、0 1L1 .o ,0 100.0

社数 3 6 6 3 0 o 0 2 1 2 1} 1 24
化 学 工 業

% 12.5 25.0 25.0 12.5 .0 .o .0 8.3 4.2 8.3 .〔} 4.2 LOO.0

}ヒ数 1 1 1 0 o 0 0 0 0 0 o 0 3
石 油 製品 製造 業

% 33.3 33.3 33.3 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

社数 1 o 2 Ol o 1 o o 0 o o 5
鉄 鋼 業

% 20.0 .o 40.0 .020.0 .0 20.0 .0 .0 .0 .o .o 100.0

:ヒ
電 気 機 械器 具 社数 5 8 4 0 3 0 0 0 1 0 0 0 21

製 造 業 % 23.8 38」 19.0 .0 14.3 .0 .0 .0 4.8 .0 .0 .0 100.0

輸 送 用機 械器 具 社数 2 6 3 2 2 0 0 0 1 o 0 0 16

製 造 業 % 12.5 37.5 18.8 12.5 12.5 .O .0 .0 6.3 .o .o .0 loo.o
.な

社殿 4 5 5 2 3 0 0 o 1 0 0 0 20
卸 業 ・ 商 社

% 20.0 25.0 25.0 】0.0 15.0 .0 .0 .0 5.0 .0 .0.0
.

100.0

}ヒ数 2 1 2 0 o o O 0 o 1 006

小 売 業
% 33.3 16.7 33.3 .0 .0 .o .0 .1) ,{〕 16.7 .001↓)OO

業

・ ・ 粋 】2

20.0

26

43.3

17

28.3.

1

1.7

2

3.3

l

l.7

0

.0

f}

.{,

0

.0

0

.0

01

.OL7

60

100.0

生 命 保 険 業 杜数 0 1 0 0 3 0 0 o 0 0 ⑪0 4

(㌍瓢難) % ' .0 25.0 .o 0 750 .0 .0 .0 .0 .0 .O.0 100.o
純
損 害 保 険 業 社数 o 1 0 0 o o O 0 o 1 00 2

(奪増 量) % ,0 50.0 .0 ,o ,0 .0 .0 .o .0 50.0 .O.0 100.0

畳数 2 0 2 0 1 01 1 1 0 0 0 8
電 力 ・ ガ ス 「匪 粟

% 25.0 .0 25.0 .o 12.5 .Ol2.5 ]2.5 12.5 .o .0 .0 mo.o

広 告 ・調 査 ・情 報 社数 0 1 o 0 0 00 0 o o 0 0 1

提 供 サ ー ビ ス 裳 % ,0 100.0 .0 .o ,0 .0.0 .0 .0 .o .0 .o 1DO.O

情 報処理サービス業 杜数 8 114 0 1 1: 0 0 1 0 o 0 16
・ソ7ト ウ ェア 業 % 50.0 6.・125.・ .0 6.3 6.3

`

.0 ,0 6.3 .o .0 ,0 100.0
鼻
N
ω



8-2-17表 平常 日の1日 トランザ クシ ョン数分布

平均1日
トランザ クシ ョン数

※ 棟 別

o
oo

未

一 次 所 業 訓'

二 次 意 業at'

三 次 席 集tl卜

公 務 :f

全 席 粟 」卜

ヨ…

な

裳

繊 維 工 業

化 学 正 弦

石油製品製造随

鉄 鋼 瑛

電 気 機械 器 具

製 造 業

輸送用機械器"

製 造 築

i[1業 ・ 商 十h

小 売 業

金 融 業

生 命 保 険 購

(9聾麹
損 害 保 険 業

(含 代理.巽 ・サービス築)

電 力 ・ガ ス'匹 無

比{`～・調査 ・情盟

提 供サ ー ビ ス粟

情報処理サービス

意・ソフトウェア康

壮者

%

杜放

%

打数

%

杜数

%

社数

%

杜数

%

社数

%

社数

%

杜数

%

杜数

%

杜数

%

冊数

%

杜数

%

杜数

%

社数

%

↓1数

%

トヒ数

%

社数

%

}t数

%

0

.0

55

44.7

41

24.H

4

4《}.o

100

33.3

3

33.3

]1

47.8

o

.o

2

50.e

9

42.9

7

43.s

8

40.t}

4

66.7

3

4.8

1

20.O

2

100.o

2

22.Z

o

.0

9

52.9

O.ti
O^
oO
以o
上o

未

満

1

50.O

】5.

・12
,2

15

9.1

1

10.e

32

]e.7

・些

O

oo

～

o

o
o
o

q

Oo

o
」.

q

OO

o

1

50.0

o

.o

20

16.3

22

17.9

q

O
O
O
'
五
q

O
O
O

6
82

8
8
0

止.::

6
⊂～

o
o
o

以

L

f卜

計

川2
コ

.{1|{N).o

17

1v3

当

三L:.
14

B.5

L)5;

15.21

:s123

2、41ql.O

2

20.O

2

2e.O

コ
40

】3.3

51

17.O

21{.

7.7

3

13.{}

コ
1

25、0

2

22.2

1

4.:1

e

、tl

2.1165

聖.=5|{M,.o

《[

・ol
i
21,l
H7i

1

]o."

2S

▲

9:1+ ←

lo

I(Hb.o

ぷ 沁

ltH)e

o

.o

Ｌ
o

.o－
3

14.3

3

18.8

20,0

4

0

0

2

3.2

1

20.0

o

.0

11.

1

100.o

1

5.9

o

.o

3

14.3

3

14.3

1

6.3

3

1B.B

4

20.0

1

5.0

〔〕

【)

i

167

4

6.3

]3

20,6

0

.o

3

6{).o

0

.o

(,

.【,

1

11」

4

44.4

0

,0

o

.o

3

]7.6

1

5.9

|

・1.8

1

6.3

1

5.0

]

16.7

9

14.3

0

.0

o

.o

o

.O

0

,0

0

.0

o

.o

ol9

.oloo.o

－iJ

o

.[)

(,

.o

o

.《)

o

.{}

17

27,0

o

,〔,

o

.o

1

]L】

o

.o

1

5.9

.::1
o

.(,

2

9.5

1

6.3

2

10.o

o

.o

15

23.8

o

.〔,

0

.《)

o

.o

0

.0

2

11、8

23

100.{)

2

|{艮).o

4

1tK}.tl

21

1(Mi.o

i6

10X}.O

20

1(X)、O

6

1CM}.6

63

1CO.O

5

100.0

2

100.O

9

1{K),o

1

100.0

17

100.0

8-2-18表 平常 日の1日 トランザ クシ ョン量(字X数}分 布

{lii,1■:=riノ ∫.}:)

＼ ・1三均nl
＼ トランザ クシeンht

＼ 　 別
＼
＼＼
.

悟 純 別

〇

五

未

＼
＼lsc

ミ 、

o

ti,

以

11

0

未

○

'

○

`o

`

!↓

lo

五

o

L

o

O

o

}O

1
社数次

)オ`総 計O
b

社数
二 次 ぷ 宴 計 θ

o

・1

・当

烈 .::1,,)
o

,o

L

li.

o

1

○

_2」 。

li.

o

,{[

1調16.。1

14

11:{

1,:::i6i:1

6

5レ

1213

}10

.|2.5

241

15.6⑯

o

,o

4

3.4

o

o

以

11

合

.ll'

1
'=

'lc

均

「・

'}:

.::㎞:12・L'55・o

'

te.r(1411

∴ ‥ は 計 ・126
.・i

傍 訓O
o

20±

13.o

日数511

一
、,.1圃3・691・3

公

社故
俗 歳 集 計%

55.611.111111
→

一 ー 一?-

16i15410、523.1、

.6]O.41lM}.O

《)91 .539.ド

.c:1(x).o

1034【}412s37]oslan

36314AI・.・9.913.・ ・.5L・ い,・

、

織 紐:.ビ 業
}ヒ数32

%33,322.2

化 学.r※
杜数114

%47,RI7.4

石油製品製造裳
杜 数Ol

%.050、 〔}

… 陛 ㍊:
1:1モ電 気 機 械 器 具

製 造 ※

}t,tt92

%47.41C:.5.

1

1LI

2

8.7

1

50、0

O

.0

2

10.5

02

.022.2

02

.08.7

o

.o

0

.0

1

5.3

《)

.o

o

.o

3

13.o

o

.e

oo

・・1・ ・

4

21.1

0

.o

2糾7.317.5

100.o

1}98、259.5

.011.ltX).〔}

.o－
11
25.0

0

.o

o

.0

}

5.3

|

loo・Ol

3.253.く

な

輸送川機械器具

製 造 業

卸 宴 ・ 商}ヒ

紫

小 売 粟

金 融 束

生 命 保 険 業

(含 代理 案・サービス.築)
種 損 害 保 険 裏

(含 代理 瑛 ・サービス寒)

電 力 ・ガ ス 事業

広告 ・調 査 ・情報

提 供サ ー ビス案

情報処理サービス

※・ソフトウェア築

十t,tt71

%43.86.3

lhtt87

%40.035.0

社数3

%50.0

0

,0

社数34

%5.37.0

社数

% .:1、5.S

杜数1

%50.0

}t,数1

%12.5

社数1

%100.0

社数8

%50,0

0

.0

2

25.0

0

.0

0

.0

4

25.0

2

10.0

3

50.0

]2

21.1

2

50.0

0

.O

1

12.5

0

.0

3

18.8

0

.0

1

5.o

o

.0

s

i4.0

0

.0

1

50.0

1

12.5

0

,0

2

12.5

1.422.O

2

12.5

0

.0

o

.0

Is

31.6

O

.0

e

.0

1

12.5

0

.0

o

.O

0

.O

o

.0

4

7.0

1

25.0

0

.O

0

,0

0

.0

O

,0

0

.0

0

.o

o

.e

0

.0

0

.0

1

]2.E

o

.0

11011

・.36.Sl.・

2

12.5

2

10.O

o

.o

R

]4.o

o

.o

0

.O

`

]2.5

0

.1}

1

6.3

4.:96.7

⊃ 5.086.O

I・… 」

16

10X[.O

20

1cn.o

6

5.4ド8.3

2T、682.1

⇒
854,8

⊃竺
4

100、O

2

100.o

8

100.O

1

100.O

16

100.O

4.IS5.O

1.itg5.0

6、742.0

403.0

7.894.R

鼻
N
』

u

＼'

い

1

>

±

文

斗

＼'

＼1`

べ

×
へ
元

畜助
→



8-2-19.:2tセ ン ターCPUの 構 成

〔多爪回答)

＼ 区 別
＼
＼

回

`

そ 抵

＼噛
＼ 辺, 匹

答 皇 豆 巳 の ぺ.

2 2
巴

裏 目(別 数 他 計

一 次 産 業 計
記入数 2 ・1・ 0 O 2

% 100.0 100.Ol.0' .0 .0 100.0

記入数 129 113 16 3 4 136
二 次 産 業 計

% 100.0 87.6 12.4 2.3 3.1 105.4

三 次 産 業 計
記入数 173 97 70 6 7 180

% 100.0 56.1 40.5 3.5 4.0 104.0

記入数 10 7 3 0 0 10
公 務 計

% 100.O 70.0 30.0 .O .0 100.0

記入数 3}5 219 89 9 11 328
全 席 業 計

% 100.0 69.5 28.3 2.9 3.5 104.1

綴 織:E業
記入数 11 11 O

.
0 0 11

% 100.0 100.O .0 ,0 .0 100.0

記入数 24 24 0 0 0 24
化 学 工 業

% 100.0 100.0 .0 .o .o 100.0

記入数 3 3 0 0 0 3
主 石油 製品製 造 業

% 100.0 【00.0 .0 .0 .0 100.0

鉄 鋼 業
記入数 7 5 2 0 1 8

% 【00.O 7L4 28.6 ,0 14.3 114.3

電気機械器具製造業
記入数

%

20

100.0

17

85.0

3

15.0

0

.0

1

5.0

21

105.0

な
輸送用機械紺w造 記入数 18 14 5 1 0 20

桑 % 100.0 77.8 27.8 5.6 .0 111」

卸 業 ・ 商 社
記入数 22 17 5 0 0 22

% 100.0 77.3 22.7 ,0 ,o 100.0

記入数 6 5 1 0 0 6
小 売 業

% 100.0 13.3 16.7 .0 .0 100.0

業 金 融 業
記入数 64 19 42 1 3 65

% 100.0 ::9,7 65.6 1.6 4.7 10L6

生命保険業 〔含代理 記入数 5 0 4 1 0 5

業 ・サービ ス業} % 100.0 .0 80.0 20.0 .0 100.0

fn害保険業(含 代理 記入数 2 1 1 0 0 2

藁 ・サービス藁) % 100.0 ξ0.0 50.0 .0 ,0 100.0

種 電 力 ・ガ ス 事 彙
記入数 9 6 2 o 1 9

% 100.0 65.7 22.2 .0 lL1 100.o

広告 ・調査 ・情報提 記入数. 1 1 0 O 0 1

供サービス薬 % 100.0 10).0 .0 .0 .0 100.0

情報処理サービス藁・ 記入数 20 16 3 1 1 21

ソフトウェア業 % 100.0 8).0 15.0 5.0 5.0 105.0

8-2-20表 マ スターフ ァイルの ア クセ ス方式

(多重.回答)

＼
業 師 別

区 別 回

答

実

数

暢
ε
雪

国

己え

§

次 席[業

二 次Ri業

三 次 産 業

公 務

⊥三
教

記入ピ

%

記入数

%

記入数

%

12

11・ ・.・

】

50.0

2

!C艮}.O

∋
。i
|

127

1000

171

1tX)0

10

100.O

32

25.2

25

14.6

75

59.l

lO6

62・0
_

・1

4u・ol

霞

そ 延

の(く

.他 計

肚 ∋

丁 」 ㍉.

4

4e.〔,

1,lie,

⊥曇
1記 入敷

金mt業M'1%

1唱11・ 一・ ∋ ㌻

3101

1・…[

621

20.ol
_L._

187

6⑪.3

1]ol

l1・o.・1

・!

.川

7

70,{レ

1541

・9,71

71
70.ol

121

・・2
.1

D

,o

' 記人数

fヒ"1=.[/業1%

－L－

24

1(M〕.o

71

29,2「

]41

58.:ll

1〔}

41.7

2

8、3

・ご ・一 悟
.」

鉄 鋼
　

記人数

%

7

100⑪

1

333

2]

66.・1

zl

2B6

5

7L442・9|
斗:

M.:1

4]5

133.9

】4、

140.0

33

137.[

5

166.7

記入数電気機械器具製造輩

%

201

!_」 型 」_二 」
191

　

61 13

65.O

1]

55.D
_一_↓

1417t

77.813.H.7

【)

,(;

]】

157.i

30

輸8川 機械器狂製造.記 入敏な

裳% 1(n.・1

3

16.7

記入数卸 業 ・ 商 社

%

22

100.tl

4

1s.2

12

54、51

]5

68.2

小 ・ノ己
記入数6烹

%11(x).o

芸};1
7.966.7

5

150,"

2.z6

】1.1,144.4

83・31

業 帝
紀人数融 蒙
" o 1、M、i::t

5i
1()O.Oll

りi

40.0.`

244

3H」6.:1

中命限 逢票(含 代理Ii己 人数

業 ・サー ビス業)ク ろ

{}

."

3

60.〔}

ξ賂 保・蛮驚 〔含代理 、 記入数

※ ・甘一 ビス琉)96

2{1[)[、1

100・0・0:・ ・150.0150・ ・

t)31

.↓).140.y

o6

.01《M}.{,

ア5

119.o

o5

.010tl.Il

z

l《K}.《1

屯 力師

広1`「・.似在

供サービ ス業

1

ガ ス'事 票
記入数

%
♂

9

1(}o.o

ll

ln 、1

:

十

3

33.3

17
i77.8

o

,o

.「9

Il

[22.2

　一.

2

2α),〇

一 ・',.

32

16{).n

.似在 ・情 報提

ビ ス業』

.

「

記入数

% ;

1

100.0

づ

1l
lOO.0～

|
1

1〔KL(レ

〔

lo

:.o

(i

,o

理サービス業・

ウェア※

」

1

記入数

%

'

20

】00.0

」

6

13〔}.o

↑`

1

14

70.0

－

ll2

L6〔,.O

一 一

〔;

.o

命
N.
σ1



8-2-21表 伝 送方式

(多凧回答)

区 別

能 純 別

回

答

実

数

全

二

重

式

半

二

爪

式

単

向

式

延

べ

合

計

一 次 廠 総 計 記入数

%

1

100.0

0

,0

l

lOO.0 』⊥_㍉
二 次 粛 ※ 」卜

,

記入数

%

129

100.0

47

36.4

94

72.9

8

6.2

149

115.5

三 次 康 ※Jl'

◆

記入数

%

166

100.0

65

39.2

十

120

72.3

4

2.4

189

113.9

公 務 剖'
1記入数

%

11

100.0

4

136・4

6

54.5

1

9」

『

11

100.0

350

114.0分 派 業 、ll『
記入数 …1116

100.〔,37.8

221

72.0

13

4.2
一.

織 紐:「 ※

4

紀人数1・ ・

%llOO・025・0

7

田,5

一

〇

.0

・9

112.5

化 学 」1蒙
妃人数1246
%1100・025・O 訂 26

10R.3

{1汕 製 品 製 造 業

↑,

㌻{当
一 一 一.・ 一一.-

31

!00こ巳.L..一 一.._

7131

1。。.。 ・ 、,.gl
-lt

21110

1硯レ.047.6
.ど'

1民5

}《XL{,27.ド

205

1㈲.025.《)

.

51

1(幻.n20.(,

,

6230

1ω.1)4メ.4
■,

51

11)1).(12n.1レ

,

2|

1〔川.ll5《L《)

H3

11即.1)37.5

11

畑).ol《x).o
,

1…lx

l〔x),1〕42.1

r-十 一

3

1{刃 、{}
－A

鉄 鋼 業

:

19

79.2
_一}.十

_三 川 一.,
巨!_7叫1…:1・ ・三

i記 入 数14{)　 24

ち166・7
..■`}i1|4・3,P-「l

l起 人 数}6|22

0。 ・ 餅.95.6|22.2

…記

入 数17'224i

〃。H5 .(lIo.1)}21).《[

'.].-

記 入 数4n5

1㌦ 呂・.・.1・|・ 川L
・Il己 人 数391[69

"
"62.9,1,川.31

.・

:1{己 人 数4(15

ソ 肌".Ol{x).{1

記 入 数lo2

`"。5川.OIω.o
.・,

`に 人 数{～1)9

"〃75 .'),0112.5

,...,

記 入数 〔}《[1
" ",(1,0摘 、1)・

記人数15023

`"〃78・9・(ll2Ll

一

湿気機械器具製造額

:1…

l

l

川

[

1

1

「

聡

1

}

}

純1

.

1

!

|

輪回|順 械器1し製造業

」 一 一 一 一 ・一.一.

111酸 ・ 商

.一 」w'　 .A

小 売
・ 一 ■ 一「A

今

金 融

一

生命保険望(含 代理賄

・サービス●川

～ll!l据険聡{含 代理愁

・サービス9ヨ
.一 一.A.

戒 力 ・ ガ ス'1`驚

・.

広;ト 顕在 ・fl'1目1提`賎

サー ビス豹

情 報処理サー ビス業 ・

ソフトウェア聡

...'一 　 '

「一.・

}ト

烹

・・'

酷

,.・

8-2-22表 通信制 御方式

1多 峨回～9)

区 別 回 ポ コ そ 姫
ン

答
|

テ べ

り ン の

衷 ン シ

ヨ

r†

※ 日 別 数 グ ン1 他 Jl'

記入数 2 2 00

◆ 一転 一.

.2
一 次 産 草 計

% 100.0 100.0 .0.0

令

,

lOO.0

　 .w.一 　 　 一

記入数 123 80 573 14《)

二 次 楡 集 計
% 100.0 65.0 '46 .32.4 ll3.8

_一____↓____.

記入数 168 128
↑62

81 198
三 次 産 雅 計

% 100.0 76.2 36.9 ・,・1・ ・.・

一 シ. .・.

記入数 9 7 1 1 9
公 務 計

% 100.0 77.8 1L1 1LI Ioo.o

紀人数 302 217 120 12 349
全 蘇 業 計

% loo.o 7L9 39.7 4・OlU5・6

一

盤 錯 正 ※
記入数

%

lo

lOO.0 ω:司 ∪
12

120.0

記入数 24 14120

,-

26
化 学:|=裳

% 100.0 1田.3]50.0.0
'

108.3

童 イr油 製 品 製 造.慾
ll記 入数 3 3 0013

`
% 100.0 100.O ・o・nl1脳[・o

..___,.._↓

鉄 鋼 草
絶入数

%

5

100.0

4

80.0
1・1

80・o

一 　 ,

o

.o

,一.一 一 一'

18

}60.0
.一 一 ■

r

l電 気機械細 裂服
1妃人数

%

20

100.0 烈 烈.1・

o{
8.0

23

1115.【)
¶ {"

な」-1当 品品 二
◆

:・
} .0
:___

!m

i125.0
卜.

、1パ.1い 一 心 数1
%

1211・6|・

1・・.・1・6・21田.・ 1.:
22

1"u.8

-一

'ト 売 粟
記入数

%

6

100.0

一一
313|o|6

5・,・15・.∩.・11….・ ・

↓.

業 金 融 震
記入数163

%ll・ ・.・

:一.

⊇ 劃 二㌧ 三
生命保険塗(含 代理慾 記入数 5 5 o

1
t}}s

・サービス鮒 % 100.0 loo.o .0 ・・11….・

川:1手保険震(含 代理 某 記入数 2 2 o {}12
・叶一ビス業} % 100.0 100.0 .0 .olloo.o

_↓ 、

記入数9 7 4 【,lll

械 電 力 ・ カ ス 「1`裳 。1_ 77.R 44.4 .。!122.2

一

広告 ・調査 ・情報提供

サー ビス業

●

当 ㍉:・ ㍉1:,㍉↓_一_.___

聴 割 当 ⊇ ぷ1認:三

ふ
N
a
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×

い

1

>

主

業

斗

×

yll

＼

×

弍
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8-2-23表 業 棟別 ・1云送 コー ド方 式(テ レ・!クス回線 の場合)

〔多.取回答)

区 別

業 障'別

`

回

答

実

数

J

I

S

六

単

.位

C
C
I
T

T
N
O
2

そ

の

他

テ延

と
ク ペ

否1
合

妻
入 計

一 次 産 業 計 記人数

%

3

100.0

1

333

0

.0

0

,0

1

33.3

二 次 産 裳 計
紀人数

%

134

100.0

52

38.8

6

4.5

2

L5

60

44.8

三 次 産 業 計
記入数

%

167

100.o

64

38.3

13

7.8

3

1.R

80

47.9

公 務 計
紀人数

%

10

100.0

0

.0

0

.O

o

.0

0

.0

全 産 業 計
記入数

%

314

100.0

ll7

37.3

19

6.1

5

L6

141

44.9

主

な

葉

挿

1綴 織 工 業 記入数

%

10

100.0

5

50.0

0

.0

1

10.0

6

60.0

化 学 工 業
記入数

%

26

100.0

8

30.8

0

.0

0

.0

8

30.8

1記 磁石 油 製 品 製造 業

1%
3

100.0

2

66.7

0

.0

o

l・Ol

2

66.7

鉄 鋼 業
記入数

%

6

100.0 。.:1副ul㌶

電気機械器具製造業
記入数

%

21

100.0'

7

33.3

1

4.8

0

.0

9

38.1

輸送用機械器具製造業
記入数

%

18

100.0

8

44.4

3

16.7

o

,0

11

6L1

卸 業 ・ 商}ヒ
記入数

%

20

100.0

7

35.0

3

15.0

0

.o

10

5⑪.0

小 売 業
記入数

%

6

100.0

3

50.0

0

.0

0

.0

3

50.0

金 融 業
記入数

%

臼

100.0

31

48.4

1

1.6

2

3コ

34

53」

王命保険業 〔剖t理 業

・サービス業)

記入数

%

5

100.0

2

40.0

1

20.0

1

20.0

4

80.0

根拠保険業(含 代理業

・サービス業)害

記入数

%

2

100.0

0

.0

1

50.0

0

,0

1

50.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
記入数

%

8

100.0

0

,0

0

.0

0

.0

0

.0

広告 ・調査 ・情報提供

サー ビス業

記入数

%

1

100.0

1

100.0

0

.0

0

.0

ll

lOO.0

情報処理サー ビス業 ・

ソフ トウェア業

記入数

%

19

100.0

5

26.3

0

.0

0

,0

5

26.3

8-2-24表 業 種別 ・伝 送 コー ド方式(テ レ ックス回線以 外の 回線)

〔多血回答)

業

区

種 別

次

次

次 産 集 計

別 回

答

実

1・Σ
記入数2

産 集 計
%100.0

記入数126
産 ※,;卜

%loo.〔 、

記入数

%

159

100.0

E

劃
,∴

公 務 計

土 産 ※ 計

記人数

%

le

looo

7

700

記入数

%

297

1・・,・1

143

4s.1

B

C

D

O

.O

Il

lol

32

2〔,.1

3

30.0

48

16.2

E

B

C

D

I

C

1

50.O

G7

53.2

57

35.8

そ

の

他

1

50,0

10

7,9

17

to.7

延

べ

合

計

2

100.0

145

115.1

187

117.6

o

.0

o

.0

IO

IOO.0

125

42,1

28

9.4

344

115.8

主

d

1繊 、:,,。1記 …1・1・
%100.0144,4】1,155.6

i
1化 学 正 業

1

記入吐26:1512`1・

%11・ …157・7・ ・738・5

1-一 間 ㍉隔:L副
1・-i㌻ ㌦ 巨 。ll㌧
i脚 継 拠1
:

紀人数1
.

%100.0

20182

40,OIO.0

IO

50.0

1㍗酬⇒ ㍗1三
7

41.2

3

17.6

12

70.6

1

111

・1

.O

ol

.0

記入数却 来 ・ 商 社
%

1,j、 売

。「7。

記入数業

%

記入数業

%

種

生命保険業 〔含代理 記入数

業 ・サービス業}%

書ll害保険 業{含 代理 記入数

業 ・サービス業}%・

電 力 ・ ガ ス 事 業
記入数

%

広tl;一・調査 ・情報提 記入数

供サービス業%

情報処理サービス業・ 記入数
」イフ トウ

ェア業%

20

100.0

9

45.0

6

100.0

1

】6.7

⊥ ぷ
1

16.7

59

100.0

30

50.8

17

28.8

4

1eo.O

3

75.0

]

25.0

2

100.0

0

.0

0

.o

8

100.0

4

50,0

0

.0

1

100.0

1

100.0

0

.0

18

100.0

9

50.0

4

22.2

2

33.3

12

20.3

0

.0

2

100.0

4

50.0

0

.O

11

61.1

2

33.3

2

10.0

1

5.9

2

10,0

2

33.3

5

S.5

0

.0

0

,0

0

.o

0

.0

1

5.6

11

Z22.2

27

1e3.9

3

10e.0

7

116.7

22

11e.0

23

135.3

22

110.0

6

100.0

64

108.5

4

100.0

2

10e.0

8

100.0

1

100.0

25

138.9
込N

や



8-2-25表 電 信設備 の利用現 況 と5年 後の予 定

(台 数)

裳 純 別

一 次 席 集 計

二 次 唐 文 」|'

三 次 ∫ポ 斑,H・

公 勝Jl'

全 開i業al'

/it

な

文

禄

繊 維 山 地

1ヒ'若 」=慾

イi油製品製造難

鉄 鋼 業

電気機械器具製

造塔

翰1由り機械器具

製造聡

別 業 ・商 業

小 売 ※

借 倣 蒙

杜 数

1杜'14均

冊 数

1社'IL均

杜 数

1杜'ド均

}ヒ 数

1}ピド均

日 数

liE'lc均

杜 数

llト'v均

杜 数

1杜卜{t均

杜 数

1杜'|《均

}ヒ 数

1十1/'ド均

日 数

IIト'ド均

トト 数

1}い{〔物

性 数

1社 ■ド均

日 数

1杜1《均

杜 数

ltMl均

'上命保険※(含代 杜 数

理※・サービス脚1社 ¶ζ均

川:1'保険業{含代}1/数

理磁・サービス某)ll杜'|《万成

H.数電力 ・ガス唄`粟
1社'1こ均

広告・調査・情知

提供サー ビス業

情報処理寸一ビス

琉・ソフトウェア購

社 数

1トhら川

社 数

1杜'ド均

国 内

現

川1
入
、じ

儲
網
利
用

在

専

用

線

利

lll

5q{後

ぴ1
　
戒
t,1

利
川

国 際

現 在

ty.

lll

利

川

5年 後

加
ん
祇
`li
網
利
川

専

用

利

川

6

8.0 一3当
13

6.O

31:161

8.913.912.2

]二 目已
lO

12.o
=

123

3ほ
♪

5

22

22653

19,229.5

ll245

24,239.0

77

4.8

34!17

3.36.53.【)3.O _」す
13.1

13727711)5295

19,816,922,93.5 L
10

2.2

27

1.7

◆

IR56

S,215.28.1

511119

8,414,46.2

3

26.0

6

2R.6

413

10.2び.`)12.【)

23

26,《)2.6 」

一

263

5,4〕0.6

4H21

13,122.4

13

6.4

1

14.o ⊃
37

5.2

2216

2L23.9「
25219119

6,26,05.61.03,4

←

23

m6.1

o

,0

3al

77.61
.一一 二叫

o「

・ol

幻
148

3,4

レ

5、

2.41
-一 一 ー ー

7

34.7

0

.0

・・9・ ・71

14・315・510・45・ll
・.◎

24271

12,04,{,381.(レ

i2

21.1

1

3.e

・113・

,01.7.,0

,:13.ii.::
1811

1・oL川1・o　ス「

:1
(,

,o

9

4.3

一 ー 一

∴τ「;■'一.-
400

9,5.0.0

6814912

26,244.229}ぷ}.9'一 司

49.6

1

3〔,〔,.o

L:
1.:1

1:

2.06、3

1

2.o

2

2.5

2

107.5

0
. .0

1

33.o

0

,0

3

2.3

16

2.1

20.

1

1.o

。i。
.02.o.oI

.
12 o川
01.0 . ・・3・ ・1

00 00

0.0 ,0.t、

←
(D】 00

OLO ,0.0

59175

15.414.517,81、O
l

0

.0

0

,0

【)

.O

o

,0

0

.【}

0

,0

8-2-26表 ファ クシ ミリの利用現 況 と5年 後の予 定

{台 数)

＼

案 棟X、i

国 内 1国 際

現f,1 5年 後 現 在 5年 後

衆

網

利

用

公1専

用

線

利

用

公

衆

網

利

用

専

用

線

利

用

交

換

網

利

用

専

用

線

利

用

交

換

網

利

用

専

用

線

利

用

一 次 己 集 計 仕 数

1杜・'}t均

2

5.5

0

.0

2

10.5

0

,0

0

.0

0

,0 1二

一 ・

一

二 吹 口 婁 計
社 数

1杜平均

145

6.5

48

20.6

168

10.7

36

6.4

6

2.3

2

50.5 = :

三 、次 段 集 計
}t数

1社'lt均

96

10.9

40

13.8

80

18」

25

3L6

0

,0

6

5.0 = :

公`号 計
"数

1社'畳ζ鞠

20

L1

Io

3.6

3

1.6

3

6.0

0

.0

0

.0 = =

全 市 裳 計
杜 数

"t'}ζ均

263

7.7

98

16」

253

13.o

"

16.2

6

2.3

B

16.3 = :

主

な

業

.

繊.登 工 業
トt数

1}t'1〔 均

10

6.6

4

4.5

12

7.5

2

9.5

0

.0

o

,0 : 二

化 学.1:黛
↓ヒ 数

1}t'び均

26

9.2

13

13.3
31

12.8

6

7.1

0

.o

0

,0 = =

石油製品製造婁
}ヒ 数

1↓ヒ、杁邑均

2

7.0

0

.0

4

9.5

1

6.0

0

.0

o

,0 : =

鉄 図 案
}ヒ 数

1社'}ε均

12

6」

3

15.3

12

10.2

2

3.5

0

.0

0

.0 二 :

電気機械器.具製

造黄

社 数

1}t」1`均

23

7.4

6

6.1

30

13.7

8

6.0

2

LO

0

.0 = =

簡活用機械器具

製」立業
}t数

1社'}ξ均

12

3.4

6

2.8

10

9.2

8

8.5

1

2.0

1

LO = =

卸 窯 ・ 商 貧
}ヒ 数

1トヒ'隅ハ

11

6.2

7

4.7

19

8.2

4

25

o

,0

0

.0 : :

小 売 窯
社 数

Rヒ 寸ξ均

9

13.5

4

5.5

7

2日」

0

.0

o

,0

0

.0 : :

金 融 重
}ヒ 敬

川'}ξ均

30

20.3

R

7.8

21

23」

4

6.7

0

,0

0

.0 : =

生命保険藁{含代

理案・サービス案)

社 数

1}t'ド均

2

10.0

1

2.0

1

150;0

0

,0

0

,0

0

.0 二 二

婁n害保険草(含代

理賠 サービス莫)簡
.

仕 数3

1社'1ζ均20.6

1

2.0

1

80.0

0

.0

0

.0

0

.0 二 二

電力 ・ガス事業
社 数3

}}t、ド均6,0

0

.0

2

6.0

0

.0

0

.0

0

.0 : :
広告・調査・情報

提供サー ビス業

靴 敷3

1杜平均2.3

2
'7 .0

2

35.O

1

2,{〕

0

.0

0

.0

`
: 二

情報処理サービス

粟・ソフトウェア婁

{t数5

1社平均2.8

3

12.0

2

2.0

0

.0

0

.0

0

.0 二 二

心N

oo

u

×

ト
1

>

±

文

斗
×

Vl
べ

×

共
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429

コンピュー タ関係団体名簿(設 立年次順)

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈲電子通信学会 東京都港区芝公園

3-5-8

機械振興会館

電433-6691

会長

大島信太郎

1917年5月 1.機 関誌の発行

2.電 子 工学および電気通信に関する講演会,

討論会,講 習会および見学会等の開催

3電 子工学および電気通信に関する学術の調

査研究

4電 子工学および電気通信に関する用品の規

格および標準の制定

5電 子工学および電気通信または関連事業に

関し功績ある者の表彰

6電 子工学および電気通信に関する学問,技

術の奨励および普及事業

τ 電子工学および電気通信に関する専門図書

および雑誌の刊行

&そ の他目的を達成するために必要な事業

日本商工会議所 東 京都 千 代 田 区 丸 の

内3-2-2

電283-7710

会頭

永野 重雄

1922年6月 1.全 国商工会議所のコンピュータ導入 ・運用

指導

2小 企業向共同利田システ人の開発L枠 及

&中 小企業に対する情報処理相談,指 導

4,企 業経営者に対する啓蒙教育

5取 引 ・経営慣行の改善と標準化の推進

6行 政機関への協力と建議要望

㈲日本能率協会 東 京 都 港 区芝 公 園
3-1-22

協 立 ビル

電434-6211(大 代)

㌶}兼 務
十時 昌

1.調 査 ・開 発

OEDPの 効率 的 活用 に関 す る実 態 調査

2EDPに 関 す る各種 セ ミナ ーの 開 催

3出 版 事 業

OEDPリ サ ー チ ・リポ ー ト(月 刊)ほ か関

係 図 書

4ス ラ イ ド作 成

㈱経済団体連合

会

東 京都 千 代 田 区 大 手

町1-9-4

電279-1411

会長

土光 敏夫

1946年8月 L行 政改革特別委員会,産 業技術委員会にお

いて,情 報処理関連問題を随時取上げる。

側}経営科学振興

財団

Ll

東京都渋谷区千駄ケ

谷4-1-13

生協会館内

電403-1331

会長

金子佐一郎

[

1946年(肋日

本事務能率

研究会とし

て発足

1973年6月

名称変更新

発足

1.経 営科学化に関する基礎的 ・応用的研究

2経 営の科学化に関する情報資料の収集およ

び公開利用

&経 営の科学化に優れた業績を有する者の表

彰

4経 営の科学化に関する研究の助成



430 コンピュータ関係団体名簿

名 称 住 所. 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈲日本経営協会

(NOMA)

東京都渋谷区千駄ケ

谷4-1-13

生協会館内

電403-1331

会長

金子佐一郎

1949年6月

㈹日本事務

能率協会と

して発足

1971年12月

名称変更

1.経 営全般にわたるセミナー,講 習会の開催

2.企 業内教育への講師の派遣,あ っせん

3事 務機械化に関する展示会の開催

4文 部省認定社会通信教育の実施

5海 外への視察団の派遣

6経 営改善のための研究,評 査,診 断

7.労 働保険事務処理の受託ならびに中小企業

の労働相談全般のサービス

側旧本生産性本

部

東京 都 渋谷 区 渋 谷

3-1-1

電409-1111

会長

郷司 浩平

1955年3月 1.各 種経営教育事業(情 報処理関係研修 ・セ

ミナー,産 業別情報処理研究大会)

2労 使関係事業(労 使関係各種委員会,生 産

性教育)

3国 際交流事業(電 算関係視察団)

4.情 報処理事業(受 託演算,シ ステム開発)

5広 報視聴覚事業(生 産性新聞 ・コンピュー

タ関係図書 ・スライド)

6経 営指導事業(シ ステム・コンサルタント

受託 ・経営コンサルタント養成)

聞 日本 オペ レー

シ ョ ンズ ・リサ

ーチ 学会

東京 都 文 京 区弥 生

2-4-16

学 会 セ ン ター ビル

電815-3351

会長

北川 一栄

1957年5月 1.出 版

○ オペ レー シ ョンズ ・リサ ー チ(毎 月)

○ 論文 誌JORSJ(季 刊)

2.研 究発 表 会 ・講演 会 の 開催

エ レ ク トロニ ク

ス協 議会

東 京 都港 区 新 橋

1-1-13

東 電 旧 館内

電591-7161

会長

濱田 成徳

1957年7月 1.エ レ ク トロニ クスの 研 究開 発 の ため,国 家

的 立場 か らの 各種 対 策 の推 進

2情 報 化社 会 進 展 に必 要 な る情 報伝 達 処理 技

術 開 発 の総 合 対 策 の推 進

OJICAと 共催 の コ ン ピュ ー タセ ミナ ー

開 催

○医 療情 報 処 理機 器の 開発,な らび に安全

対 策 の推 進 な ど

3.発 展 途上 国 の エ レ ク トロニ クス開発 を推進

す る ため の ア ジ ア ・エ レク トロ ご クス会 議 の

開催 な らび に ア ジ ア ・エ レ ク トロニ クス連盟

活動 の推 進

4各 種 研 究会 活動

5出 版 活 動

OElectronicsinJapan(英 文 年 刊)

○ エ レク トロ ニ クス ・ニ ュー ス(和 文 隔 月)

な ど

㈲日本電子工業

振興協会

東京都港区芝公園

3-5-8

機械振興会館

会長

岩田 式夫

1958年4月 1.調 査

○情報処理装置システムの新技術開発調査

など
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名 称 住 所 1 代 表 者 設 立 事 業 内 容

電434-8211 2.海 外調査団派遣

3講 演会の開催

4.出 版

○電子工業月報(月 刊),日 本の電子計算機,

各種調査報告書など

㈹情報処理学会 東京都港区芝公園 会長 1960年4月 1.研 究,調 査

3-5-8 穂坂 衛 ○ シス テム性 能 評 価,計 算 機 ア ー キテ クチ

機械振興会館内 ヤ,マ イ クロ コ ン ピュー タ,医 療情 報処

電434-8211 理,計 算 言語 学,コ ンピュ ー タ ・ネ ッ ト

ワー ク,イ メ ー ジ ・プ ロ セ ッ シ ン グ,デ

一 タベ ー ス管理 シス テム
,人 工 知能 と対

話 技 法,記 号 処理,ソ フ トウ ェ ア工学,

デー タベ ー ス ・モデ ル,電 子 装 置設 計 技

術

2.国 際 活動

OIFIP,ISOな ど国際 会議 への 出 席

3出 版

○情報処理(月 刊),英 文(年 刊)

○電子計算機ユーザー調査年報
1

○ コ ンピ ュー タシ ステ ムの 高信 頼 化

OCODASYLデ ー タベ ー ス用 デー タ記

述言語

日本電子計算機 東京都千代田区丸の 社長 1961年8月 1.電 子 計 算機 レン タル業 務

㈱ 内3-4-1 中島 征帆 2.調 査,出 版

電216-3681 ○国 産電 子 計 算機 ニ ュー ス(1回/1カ 月)

○全 国 計算 セ ン ター お よび ソフ トウェ ア開

発企業便覧(年 刊)

○ 調 査 季 報,コ ン ピ ュ ー タ ・ノ ー ト,コ ン

ピ ュー タダイ ナ ミッ ク レポー ト

○英 文出 版 物EDPINJAPAN(年 刊)

JAPANCOMPUTERNEWS(月

刊)

㈲行政情報シス 東京都港区西新橋 会長 1964年2月 1.研 究,調 査

テム研究所 2-15-17 山ロ ー 夫 (社府 政事務 ○行政機関におけるプログラミングの自動

レイ ンボ ー ビ ル内 理事長 機械化研究 化システムに関する調査研究など

電580-6367 清正 清 協会として 2.海 外 視察団派遣

東京都港区芝公園 発足 ○海外行政ADP視 察団(年1回)

3-4-30 1970年7月 &セ ミナー 開催

第32森 ビ ル 名称変更 OADPS研 修会(年2回)

電438-1678' 4出 版

○行政とADP(月 刊)

閲機械振興協会 東京都港区芝公園 会長 1964年8月 1.機 械工業の構造 ・企業経営の分析などの調
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

3-5-8 土光 敏夫 査研究,内 外機械工業の動向調査など

機械振興会館内 2.機 械工業の経営経済に関する専門図書閲覧

電434-8211 サ ー ビス

3.機 械工業技術に関する調査研究

4受 託加工および受託試験業務

5.新 機械普及促進事業およびシステム開発事

業

6生 産管理技術に関する調査研究

τ その他機械工業振興のための事業

㈱中小企業振興 東京都港区赤坂 理事長 1967年8月 1.中 小企業の経営者 ・管理者の啓蒙指導事

事業団 1-9-13 佐久 洋 業

電584-0351 2.中 小企業の電算機導入に対する助成

&情 報処理 ・指導担当者の養成

・L小 規模事業者に対する記帳の指導

㈱日本情報処理 東京都港区芝公園 会長 1976年4月 1.調 査

開発協会 3-5-8 植村甲午郎 閲旧本情報 内外の情報処理 システム,情 報産業の実情

機械振興会館内 処理開発セ およびその動向に関する調査

電434-8211 ン ター 2研 究開発

鮒日本情報 各 種 情 報処 理 方式 お よび オペ レー テ ィ ン グ・

開発協会 シス テ ム,ア プ リケ ー シ ョ ンプ ロ グラ ム等 の

田浦報処理 ソ フ トウ ェ アの研 究 ・開 発
'

研修センタ aコ ンサ ルテ ー シ ョ ンお よび デー タ処 理 サ ー

一 の3団 体 ビス等

が統合合併 コ ンピ ュ ー タお よび ソ フ トウェ アの利 用 促

し新発足 進 の た めの コ ンサ ルテ ー シ ョ ン,シ ズ テ ム設

計,プ ロ グラ ミン グ,設 置 コ ンピ ュー タの オ

一 プ ン ・クロ ーズ利 用 等 の デー タ処 理 サ ー ビ

ス

4.教 育

上級情報処理技術者,情 報処理部門管理者,

インストラクタ等の養成および情報処理技術

者育成のための指針の作成等

5研 究奨 励 ・普及 ・広報

情報処理の高度化,適 用分野の拡大促進の

ため,す ぐれた研究成果をあげた個人,企 業

等に奨励金または報償金の交付および情報処

理に関する知識,技 術の普及をはかるため講

演会の開催,各 種教材の作成 ・頒布,出 版物

の刊行等の広報活動

6国 際交流

海外の情報処理関係機関との提携,調 査団

の派遣等

EDPユ ー ザ ー 東京都港区六本木 会長 1968年8月 1.意 見書,要 望 書 の提 出
1
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

団体連合会 3-2-12

日本IBM㈱ 内

電586-1111

(1977年6月 現 在)

中野 茂

(1977年6

月現 在)

○「システム監査の実施に関する要望書」通

産大臣に対して

2各 種JIS原 案作成への協力

3.各 種 アンケー ト調査の実施

㈹ソフトウェア

産業振興協会

東京都港区芝公園

3-5-8

機械振興会館内

電436-3938

会長

服部 正

1970年5月 1.ソ フ トウェア業界に関する問題の検討,研

究,対 策

○業態改善に対する研究

○ソフトウェア流通に関する研究

○金融税制,ソ フトウェアの価格およびソ

フ トウェアの評価の研究

○技術開発の研究

○国際交流に関する研究

働地方自治情報

センター

東京都千代田区一番

町25

電264-0691～1

理事長

林 敬三

1970年5月 1.地 方公共団体の情報システムの研究開発,

技術的援助,教 育研修 ・普及啓発等

2出 版物

○地方自治コンピュータ(月 刊)な ど

閲関西情報セン

ター

大阪市北区玉江町

2-2大 阪国際貿

易センタービル

電448-6631

会長

芦原 義重

1970年6月 1.各 種 ソフ トウェ アの 開発 と普 及

2コ ンピ ュー タ要 員 の教 育

3調 査,研 究,開 発

4.要 望,意 見書 の 提 出

㈹日本情報セン

ター協会

東 京 都港 区 虎 の 門

2-6-4

第11森 ビ ル

電501-4821

会長

中原 啓一

1970年7月 1.情 報処理サービス業界に関する問題の対策

の検討,研 究

2.意 見書,要 望書の提出

a調 査(需 要構造,将 来ビジョン)

4海 外調査団の派遣(米 国情報センター視察

団)

5.出 版(会 報JIPCA)

情報処理振興事

業協会

東 京 都港 区 浜 松 町

2-4-1

世 界 貿易 セ ン ター ビ

ル33階

電437-2301

理事長

小山 雄二

1970年10月 L先 進的,汎 用的プログラムの委託開発

2先 進的,汎 用的プログラムの販売および貸

付け

aプ ログラム開発等資金借入れに対する信用

保証

4.情 報処理に関する調査

5プ ログラム調査簿作成のための調査

㈱ ジェ ーエ ム エ

ー シス テム ズ

東 京 都 港 区芝 公園

3-1-22

協 立 ビル

電434-6211

代表取締役

三上 辰喜

1971年11月

㈱ 日本能率

協会コンピ

ュータ事業

部が分離独

立

1.シ ス テ ムズ ・コ ンサ ル テー シ ョ ン

2ソ フ トウ ェア 開発

&シ ス テ ム効率 化 コ ンサル テー シ ョ ン

4.ソ フ トウ ェア販 売

5マ シ ンサ ー ビ ス



434コ ン ピュ ー タ関係 団 体 名簿

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

日本 コ ンビュー 東京都千代田区霞が 会長 1972年12月 Lコ ン ピ ュー タ ・ユ ー テ ィ リテ ィの推 進 ・啓

タ ・ユ ー テ ィ リ 関3-2-5. 藤井 丙午 蒙活動

ティ協会 霞が関ビル30階私書 ,2海 外商用TSS実 態調査団派遣(年1回)

箱125号 (データ通信利用経験者から見た実態調査)

電509-5525

閲日本データ通 東京都港区麻布台 理事長 1973年12月 1.デ ー タ通信に関する調査,研 究および開発

信協会 1-6-19 溝呂木 繁 2デ ー タ通信に関する意見の提言

電586-1621 &教 育 および研修

○工事担任者育成のための通信教育

○工事担任者資格試験の受託

○ セ ミナ ー,講 演会 の開 催,等

4.デ ー タ通信 回 線利 用 に関 す るコンサル タン ト

5自 営端末機器の認定

6資 料その他情報の収集および提供

㈱ ジ ェ ツ ク ・ビ 東京都千代田区丸の 代表取締役 1975年7月 1.電 子計算機に関する情報サービス業務
、 ■ 、

ン 不 ス 内3-2-3 渡辺 敏雄 2電 子計算機に関する広報,啓 蒙業務

富士ビル6階 菰田 弘 &電 子計算機に関する出版物の刊行,販 売業務

電216-2771～2 4電 子計算機関連用品の斡旋,販 売業務

5損 害保険代理業務



情報化社会を支える

躍進する企業
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分散処理システムをご検討ならば

DECに 相談するのが一番です

DECは1957年 に ミニ コ ン ピ ュ ー タ を発 表 して

以 来20年 目 を迎 え る こ とが で き ま した 。 こ の

間 コ ン ピ ュ ー タ 、周 辺 機 器 を始 め と し、 全 て

の 設 計 、 生 産 、 販 売 、 サ ー ビス を一 貫 して 行

な い ユ ニ ー ク な製 品 を提 供 して き ま した 。

特 に分 散 処 理 の 分 野 で 多 大 な 評 価 を得 て い る

PDP-llフ ァ ミリー を は じめPDP-8シ リー ズ 、

さ らに はTSSで 威 力 を発 揮 して い る大 型 シ ス

テ ムDECsystem-10、-20な ど技 術 的 蓄 積 と優

秀 性 は 信 頼 とい う財 産 を築 き ま した 。

現在、約3万7千 人の社員が、工学、医学関係、

科学研究所、化学関係、商業、金融関係 など

世界で最 も多 くの ミニコンシステムを稼動 さ

せ、その製品の良 さと信頼性 を結びつけてい

ます。

DEC日 本 支社 も本社のもつテクノロジーを駆

使 し、ユーザーのニーズを適格 に把握 し、最

適なシステムづくりとそのサー ビスに努めて

います。効率的 な分散処理システムづくりに

はDECの リソースをご利用下 さい。

DEC日 本支社

蕪雑 欝:遁■団龍胆
〒53Dtt(D6)364-2364〔 代)

株式会社理 経DECセ ールスグループ

東京都港区西新橋1-i8-14小 里会館

〒105tt(03)591-5241(代)



躍 進への新たな展開のために・・

テ』タ処理の生産性を飛躍的に高める

IBMプ ロセッサ ー、IBM主 幹製 品

IBM3033/3032/3031プ ロセッサーは、従来の

システム/370の 同クラスのモデル(モデル168

/158/148/138)と 比べて、より優れた価格性能

比と信頼性 ・可用性 ・保守性(RAS)を 提供

します,

このことは、お客さまにおけるデータ処理の生産

性恵 ハードウェアの面から大幅に高め、より多

くの適用業務をより容易に開発できる道をひら

きま丸

また、これらのプロセッサーは、多重仮想記憶

シズテム(MVS)を はじめ、情報管理システム

(IMS)、 対話式計算システム(ICS)、 システ

ム・ネットワーク体系(SNA)、 周辺補助記憶

装置(StorageSystem)等 のIBMの 主 幹製

品葱 十二分にご活用いただけるパワーを備え

ています、

これらIBMの 主幹製品は、システムの開発 ・

運営・保守に要するお客さまの労力を大幅に軽

減し、ソフトウェアの面から生産性の飛躍的な

向上をもたらします』

これらの特長により、IBMの プ ロセッサーと主

幹製品のご利用は、お客さまがハードウェアと

ソフトウェアを含むトータルDPコ ストを効果的

に投資しつつ、新時代の価値ある適用業務を

次々創造し、効率よく保守 ・運営していくことを

可能にしま尤

中・大型システムの使用環境を改善し、躍進

への新たな展開を期 するために、ぜひご検討

ください。

日本 アイビーエ ム株 式会社

東京都港区六本木3-2-12〒IO6trO3(586)ll11㈹

資料請求媒 びお問い合わせば一 宣伝担当まで
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lBM娩 プ。セsyV-
■主記憶容量=・2、3、4、5、6メガバイト

■操 作卓=2個 のサービス処理機構 、2個の

表示 画面、2個の鍵盤を装備

■ 標準で6チ ャネル/1クツレープ

■ システム/370の 各 モデルからの互換性、お

よび3032/3033プ ロセッサーへの互換性を

備えていま尤

■ 内部処理速度=シ ステム/370モデル148の

糸《J2～2.5f音

i

i
l
:
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一ー
IBM砺 プ。セ.yV-
■主記憶容量=2、4、6メガバイト

■操 作卓=2個 のサービス処理機構 、2個 の

表示 画面、2個の鍵盤を装備

■標準 で6チ ャネル/1クツレーズ 任意選択で

さらに6チ ャネル/1クツレープ追加可 能

■システム/370の 各 モデノK3031プ ロセッサ

ーからの互換性 、および3033プ ロセッサー
への互 換性を備えていま尤

■内部処理速度=シ ステム/370モテシレ158-3

型の約2.5～3倍

「 一』

{

1
|
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■BM磁 プ。セ.yV-
■主記憶 容量=4、6、8メガバイト

■操作卓=2個 のサービス処理機構 、2個の

表示 画面、2個 の鍵盤 を装備

■標準 で12チ ャネル/2クツレ"フ:任意選択で

さらに4チャネル/1クツレープ追加可能

■ システム/370の 各モデル、および3031/
』3032プ
ロセッサーからの互 換性 を備 えてい

ま尤

■内部処理速度=シ ステム/370モ芦 レ168-3

型の約1.6～1.8倍

.__.i___1.____←_________」
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新 しい利用環境に

向かっ壬・・新発表

熟

NCRは 、いまの、そじ(これからの利用環 境に応じるため

に、処 理モードに柔軟性 をもたせた、NCR8000シ リーズ

を発表しま尤1、N.、V、3つ のモード別 にプロセサーの

きめ細かいシリーズ化 をはかり、ユーザ ーが希望 する

コンピューター・パワーが得られるよう、選 択の幅を広 げ

ま土1シ リーズは、取引発生時点でめ対 話処理形式に

最 適のパワーを提供。Nシ リーズは、オンライン/マ ルチ

プログ ラミング志向の処理 目的 に最 適 のパ ワーを。

Vシ リーズでは、仮想記1意管理をはじめとする高度なシス

テムを構 築できま土 そじC、ユーザ ーが長期 的な視 野に

たDrCコンピューター化の道 を歩めるよう、MPE(マ イグ

レーション・パス・エンジニアリング)と いう概念 をその

骨子のひとつにLrCいま尤 これによづC、8000シリーズは、ど

のレベルにおいてもつねに上位のシステムを保証 し、シリー

ズ内のモ勃 レからモテルへの移行はもちろん、ある処理

モードから別のモードへのスムーズな移行をお約束 しま土

,団日 日
CompleteComputerSystems

日本 エ ヌ ・シ ー ・ア ール 株 式 会 社

お問い合わせば 日本NCR本 社広告課まで…・

東京・港区赤坂1-2-2㊦io70582-6il1

・ンピュ+/・ ミュニケー・・ン蜘 馳 端末機器/ミニ・ン/電子・ジ・ター/ソフトウェアゲ ータ・セ・ター/ビジネ… 。一ムノマイ… ヵブセ、・製,ぴ 一ラ。.ラバ_烈,



明 日のソフトウェアを拓 く

ダ イナミック ・システム

霞 ・ ン

豹 ンピ・一夕室

運営全 般の

eサ ー ビス

醒

情報処理 に

関す る市 場調査.

鯵

システム分析

システム設 計

先進的

技術開発

技術の

統合化

TECHNOLOGY

ORIENTED

プ ログラムの

製造

需要動向

調査

ハー ドウエア等

の販売

各種入 出力データ

作成のサー ビス

か っ て 、"か ら く り""仕 掛 け"と い わ れ た機 械 は 、 人 間 の 知 恵 に

よ っ て、 その 大 きな進 歩 を み ま した 。 その 多 くは 、 歯 車 の よ う な動

力 を 伝 え る部 品 の 組 合 わ せ で あ り、 一 定 の 運 動 に よ っ て 、 大 き な 力

を 発 揮 し ま す。

日本 タ イ ム シェ ア も ま た 、 そ の 中 核 を な す歯 車 と8個 の 歯 車 で 構 成

さ れ て い ま す 。

い ま、 日本 タ イ ム シ ェ ア は 、 この 機 械 の よ うに 、 コ ン ピ ュ ー タ の有

効 利 用 に向 か っ て 、 め ざ ま しい 活 躍 を続 け て い ます 。

日本 タ イ ム シ ェ ア は、 ま さ に ユ ー ザ の ニ ー ズ を的 確 に と ら え る"技

術 とサ ー ビ ス"の オ ー ル ・ラ ウ ン ド ・プ レヤ ー で す 。

情 報化社 会を建設 する

日本ヨ仏 工匡戸株式会社
本 社/東 京 都 港 区 虎 ノ門1-26-5(第17森 ビル)〒105TELO3(502)8531㈹

大 阪 支 社/大 阪 市 東 区 安 土 町2-30(大 阪 国 際 ピル)〒541TELO6(271)7731㈹

渋 谷 事 業 所/東 京 都 目 黒 区 東 山3-7(大 橋 会館)〒i53TELO3(711)71日 ㈹



オンラインの歴史を、またユーバックが書き換えた

,

"オ ンラインのユニパ
ック"."TSSの ユニパック"が コ ミュニケーション・システムの世界 に,

また新 しいページを拓きました。

コミュニケーション・システムの概 一概 念. 《DCA》 を打ち建(た のです。

国 鉄 の み どりの 窓 口 や銀 行の オ ンライ ンな どに見 られる よ うに 、コ ンピュー タに

よる コ ミュニ ケー シ ョン ・シス テムは 、近 年 ます ます大 規 模 化 し、 その重 要 性 も

一 段 と高 まって いま す。 ところが 、従 来 のい わゆ る集 中処 理 方 式 に よる コ ミュニ

ケー シ ョン ・システムで は、中央 の ホス ト ・コン ピュー タへ の過 度 な負 荷 の集 中 、

システ ムの巨 大 化 を招 きます。 その ため コ ンピュー タに トラ ブルが起 こるとその

影響 は システ ム全 体 に まで及 びます。また利 用 状 況 、目的 に応 じた シス テムの拡

大 や 変 更 も困難 です 。ユ ニパ ックは 、こ うした問題 を解 決 す る とともに 、システ

ムの理 想 的 な発 展 を実 現 す るための ルールとガ イ ドライ ンを設 定 した統 一 的 な概

念 《DCA》 を確 立 したので す。

《DCA》 は 、 コ ミュニケ ー シ ョン ・シス テムに おけ るコ ンピ ュ ー タ、端 末装 置 、

通 信 回線 の役 割 を明 確 に し、システムの設 計 から構 築 、運 用 まで を包 括 した画期 的

な概 念で す。

これ に よ り、従 来 の 集 中 方 式 に か わ って 、機 能 と役 割 を有 機 的 に分散 させ た 、

効 率 の よい コ ミュニケ ー シ ョン ・シス テムが実 現 します。 オ ンライ ンの歴 史 を書

き換 えた この 《DCA》 が 、い ま注 目 を集 めて い ます 。

《DCA》 のすぐれた特 長

●ユニパック ・コンピュータはもちろんの こと他社コン

ピュータ、端末装置のすべてに接続 できる

●現在ご使用の端末装置、ア プリケーションもそっくり

そのまま利用 できる

●電々公社の新 しいデータ通信 サービス綱など'いかなる

ネットワーク(通 信回線網)に も接続できる

ホストフ・め 叉

中央側

ホスドブロセラサ

総

総 の コ ミュニ ケ ー シ ョン 他 の コ ミュニ ケ ー ショ ン

ネ ット ワ ー ク ネ ッ トワ ～ ク

分散処理思想を提唱します

日 雇 竃ユ=1竃v」7
東京都港区赤坂2-17-51elO7TELO3(部)4111

βぬ.謬 馨 ターミナル

、
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見なれた文字で操作できる一

顧
PtZをf

デ・スキル システムを追求した!

漢 字 ・カ ナ な どの 見 な れ た文 字 で 、 だ れ

にで も操 作 で き る一 デ ・スキ ル(熟 練

不 要)シ ス テ ムの 決定 版 、 そ れが 岩通 ピ

ジ コ ム2550で す 。

画 期 的 な索 引 装 置(特 許 出 願 中)と フ ロ

ッ ピー デ ィ ス ク との連 動 に よ る操 作 の 容

易 さ、 そ して処 理 効 率 の 向上 とハ イ ・コ

ス ト ・パ ー フ ォー マ ンス を徹 底 的 に追 求

した、 ユ ニ ー クな オ フ ィ ス コン ピ ュー タ

で す 。

ピ∋ロム2550
● フ ロ ッピー デ ィス ク と連動 した索 引装 概 にょ

り、 得意 先 名 、品 名 な どの検 索 は簡 単。 自動 検

索 も可 能 。 ●伝票 発 行 と1同時 に売 上 ・仕 入 ・商

品 な どを管 理 。 ●各 種 管 理 資料 ・日報 ・月報 な

ど豊 富 な資 料 を作成 。 ●幅広 い ア プ リケ ー シ ョ

ン に適 応。 ● コ ス トは わず か女 子 社 員1名 分 。

ピジ,ム.シ リ_ズに新 機 種 登 場!

.1二窒 ≡ 顯 η
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資料請求券

コンピュータ白書

岩崎通信機株式会社 本社 〒!68東 京都杉並区久我山1-7-41tt(03}334-1|St(大 代}情 報システム営婁部 〒103東 京邸中央区 日本笛2-1-3{朝B生 命館)tt(03)2丁2-046}(大 代)
支社 ・営寮所tt大 阪(06)252-ICSt・ 名古屋〔052)21|-S72い 福岡(092}412・3071・ ↓L幌(Oll}2"-5091・ 仙台{0222}25-7541・ 西関東(0426)44-3127・ 横浜(045)312-4452・ 長野(0262)27-5721

静岡(0542)86-5216・ 新潟(0252)41-0933・ 金沢(0762)62-2241・ 京都(075}211・4S71・ 神戸(078)331・9877・ 岡山(0862}31・427S・ 広島(0822)47-9324・ 高松〔OS78)61-28el
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情報の名キャッチャー!
コンピュータが投手だとするならば

イセ トのビジネスフォームは名捕手

でありたいと願っています。剛速球

であれ変化球であれ確実にキャッチ

することはもちろん、野手全体をも

リー ドしていけるよう卓越 したアイ

デアと、最新の技術を駆使 して経営

合理化のお手伝いをいたします。

鰯

翻

伊 勢 藤 紙 工 株 式 会 社 大阪市東区北久宝寺町2-2・ 〒541e(・6)・61-7・31

京 都 店tt(075}361-0291東 京 支 店e(03)294-1651福 岡 支 店tt(092)ア61-2861名 古屋 支店tt(052}221-1240

十L幌 支 店tt(0|1}831-2016横 浜 支 店ttCO45}662-8771広 島 支 店tt(0822)92-7055神 戸 支 店tt(078)321-6336

仙台営業所tt〔0222)62-1751

渋谷営業所0{03)409-6701

岡山営業所e(oe62}22-1894

水 戸営 業 所tt(0292)26-1830

静 岡営 業 所所tt(0542)83-2101

北九州営業所 奮(093)511-6Ml

君津営業所e(04395}2-0844

富山営業所e(0764}32-4265

大分営業所8CO975}58-9532

国立営業所e{0425)75-0136

北大阪営真新e(06)385-8251

梅 津 工 場 ・厚 木 工 場

COMρU7「ER.NEアVVOAκ s眉 口v■cE

ネットワーグサービスの メリットは無限で尤

■ サ ー ビス形 態

オ ン ラ イ ン ・サ ー ビス

オ フ ラ イ ン ・サ ー ビス

フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン ド

コ ンサ ル テ ー シ ョン

ソフ トウ ェ ア 開 発

各 種 計 算 受託

各 種 パ ン チ 受託

要 員 派 遣 サ ー ビス

臼(広 島)

(高松)

高岡

大阪

東京

魚津

株式会社

lNTE⊂)INC

r戸=」 ヨ=:」 三コ
本 社 富 山 市 桜 橋 通 り1-18(住 友 生命 ビル)TEL(0764)-32-5511

東 京本社 東 京 都 港 区 虎 の門2-6-7(和 孝 第|0ビ ル)TEL(03)-50|-3167



屈 手

ミニ コ ン とい わ れ るOKITACsystem50。

ミ ニ コ ン の 中 の ス ー パ ー 級 で す 。

発畿 ㌶ 鴛 ▲忍 慧 罐 揮し'

その素 質 とは 、集配信 システム+事 務処理 、製造 ライン制 御+計 算処理 、

計測 デー タ収集+計 算 処理+デ ー タ伝送 …な どの マル チジ ョブ機能 。

オン ライン、マルチ プログ ラミング 機能 、高水準言語 、高速演算処理 機能 、大容量 記憶 装置 …。

な ど中 形機 なみの機能 を備 え、幅広 いアプ リケー ションに対応 します。

ス ーパ ー ・ミニ コン ㌔

石元戸≡ 二主亮50
豊かな情報化社会をひらく

雁 垂ヨ
● お問合せは

⑭ 沖電気工業 株式会 社

電子計算機営巣部tt(03)454-2ttt(代)ま で
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シ ス テ ム ハ ウ ス は 、 す ぐれた ソフ トとバ ー え、 あ らゆ るニーズ に応 える大沢1青報 セ ン
イデー

ドの2極 に、 システ ムセール スの3極 を加 ターの概念 です。

大裏シペテム殿 漢字情報処理サービス
ま げ※ 、ヅ 与

マ イ コ ン ・シ ス テ ム

ぼの 開発 、 販 売 香 設備
畜 .、F叉'ば

大型 コン ピュー タのべ一 出力 された資料 をご利 用 マ イ コ ン のベ ー シッ ク ・ 大 型 コ ン ヒ。ユ ー タ

シ ッ ク ・ソ フ トウェ アの に な る立 場 に立 ち、 各 種 ソ フ トウ ェ ア 開 発 か ら設(M-16011
、H-8400)

開 発 か ら、 オ ン ラ イ ン ・ の ソ フトウエ ア を 開 発 し、 計 製 造 ま で 、 豊 富 な 経 験 小 型 コ ン ピ ュー タ

端 末 機 の 開 発 まで 、 ユ ー 受 託 サ ー ビ ス を行 な っ て と実 績 を持 っ て い ます 。(H-1011 、ペ ン トリー)

ザ ーの ご要 望に応 じた シ い ます。 ●病 院窓 口会計機 くレセ 漢字入 力装箭、漢 字プ リ
ステムを開発していま丸 ●漢 字出力編集プログラム プタ〉の販売 ンター

● ベ ー シ ッ ク ・ソ フ トウ ●都 道 府 県 ・市 町 村 住 所 ●大 型 マ シ ン に よ るマ イ

エ ア の 開 発 コー ド フ ァイ ル コ ンの ソフ トウェア開 発

●RJE(RemoteJob●12,000字 に よ る漢 字 マ ● カ セ ッ ト、 フ ロ ッピ ー 、

Entry)サ ー ビ ス ス ター フ ァ イ ル の 作 成MTコ ンバ ー タ販 売

● ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ ●漢 字 ア プ リケ ー ション ・ ●ニ ー ズ に応 じた マ イ コ

フ トウェ アの開発 ソフ トの開発 ンの 開発

● イ ン テ リ ジェ ン ト端 末

機 の設計 ・製造

●大 型 コ ン ピェ ー タ に よ 一

る情報処理サ_ビ ス 株式会社

大沢情報センター
■ 遇 〒1。8鯨 、,港区芝浦、.,.、(株)大 沢商会内

TEL(03)453-4636(代 表)



マルチなビジネスコンビュー久

標準構成てマルチジョブ

抜 群 の ハ イ・コス トパ フォーマ ンスで す6

多様 性 に適 応 した本 格 的 な コ ン ピュ ー タ シス テ ム

《Σ一9000》。大 容 量 磁 気 ディス クをベ ースとしたCAIOS

(カ シオ オペ レー テ ィング システ ム)や 高速 ラ イ ンプ

リンタを備 えた、最 新鋭 ビジネス コ ンピュー タです 。

CAIOSに よ り、標 準 構 成 で3業 務 の同時処 理が で き、

また ピ リングマ シ ンを4台 まで並行作 動 させ るマ ルチ

ピ リングが で き ます。 エ レク トロニ クスの カ シオな ら

で はのハ イ ・コス トパ フ ォーマ ンス。 新 しい経営戦 略

の武器 と して、ぜ ひ《Σ一9000》をお役立 て くだ さい。

《Σ 一9000の 特 長 》

■ハードウエア

●中央処理装置(CPU)48KB～128KBの 大記憶容量

を持ち、またLSIの 採用により高速演算処理が行なえ

る信頼性の高いCPUで す。

●磁気ディスク装置10MBを 基本とし、40MBま での

大容量ファイルの接続が可能なので、業務拡大にも対

P(カ シオ ・インクジェット・プ リンタ)を 使 用 してい ます

の で、高速 かつ無 音(ノ ンインパ クト方式)で 処 理 します。

● ビリングター ミナル ピリング用プログラムを 内蔵 で き、

効 率の高 い運 用がで きるインテル ジェントター ミナル で℃

●周辺機 器 磁 気デ ィス ク装 置、磁気 テ ープ装置 、紙

テープ リー ダ、フ ロッ ピーデ ィスク装置 、ラ インプ リン

タ、マ ー クカー ドリー ダ、 ピ リング ター ミナル 、通信

制御装 置、 キ ャラク タデ ィスプ レイな どで、 フ レキシ

ブル な構 成 がで き ます。

■ ソフ トウ ェア

●オペ レー ティングシステム(OS)磁 気デ ィス ク をベ ー

ス と した独 自のOS、CAIOSを 採 用 して い ます。

●COBOL、CSL世 界共 通のプ ログラム言語COBOL

と、独 自の簡 易言語CSL(カ シオ ス タンダー ドランゲ ー

ジ)が 利 用で きます。

●マルチ ジ ョブCAIOSに よ り、3業 務 を同時 に 多

重処理 す るこ とが で きます 。

●マルチ ビリング(マ ル チ タスク)CAIOSに よ り、 ビ

リングマ シンを4台 まで並 行作動 させ ることが で きます。

応 で きます。

● カシ オ・インクジ ェット・コ

ンソール タイプライタC.J.

調

●自己診断プログラム 保守サー

ビスの効率化がはかれ、安心して

運用できます。

CASlOΣ 一9000
★お問合せは、システム企画部まで

ftO3(347)4916㈹
カ7"言t算 根嚢6珠玉文芸 本玉
〒160東 京都新宿区西新宿2-5(新 宿住友ビル)TEL347-49SO(代)



カワセは 明日のビジネスフォームを く見つめ〉〈考え〉行 動します

●一 般 連 続 フォーム

●OCR・OMR・MICR

●連 続 封 筒 ・メ イ リング シール

●応 用 用 紙

●証 券 類 フォーム

●特 殊 連 続 フォーム

囮
東 京 支 店n(03)26Q=8271～5

名 古屋支 店a(052)581-4364

カワロコ=り{ご=-9ワ コラf株 式会社
本社 大阪市 北区太融 寺町91番 一1日本生 命梅 田 ビル9階 魯(06)315-8331

京都 営業所 舎(075)223-・1228広 島営 業所n(0822)27-4511

神戸 営業所n(078)241-2520福 岡営業 所 昔(092)431-0141

・出会いを大切にしたい

人が出会 うことは、何かの縁が

あるか らです。その何かの縁

とや らを大切にすることがお互

いの和 と信頼 を育むことだと

思 います。当社 と関係 をもつ

全ての人々それぞれが和と信頼

で固 く結ばれるよう願っており

ます。

恒和情報技研株式会社
本 社/東 京都千代田区神 田松永 町5fto3(251)5181(代)

大阪事業所/大 阪市都島区片町2-2-40f]eO6(354)1561(代)

● 銀 行 オ ンラインプロジェク トマ ネージメン ト● 予約 オンラインサポー トシステム● トー タルマ ーケ ティ ングシステム

● 損 益 予算 シ ミュレーシ ョンシステム● オ ンラインター ミナル コン トロールシステム● 汎 用漢 字 自動編 集 シ ス テム ●

漢字 情 報 処理 用 オペ レーティングシステム● 文 章情 報 自動解 析 ● ミニコン用汎 用 システムシ ミュレー タ



いまご検討中のワークステ

システムと比べてくださし、

一 ション

9つ の仕事を同時併行処理!
ナイoス

〈オペレーティング・システムNIROS>の 特長

デfスプレイをフルに活 用したマルチ ・エントリー はもちろんのこと、

CPU(中 央 処理装 置)を 同時 に異 なった業務 処理 に利用する

こと…例え{ズ伝票 発行 をしなが ら、商品の 在庫量 などの 問合せ

に応 えたり、遠 隔 地からのデー タ入力をこなしたり… などが実現

できま立 つまり、タイムシェアリング(時 分割)の 機 能 を備え、一

台で9台 分の 処理が できる一 それがシステム8870で 尤

"ナイロズ は9種 類 のジ
ョブを同時 処理 するために開 発 された

"モ ジュール方 式"のOSで 丸

●ダイナミック・スワッピングによる多重併行処理

●会話型高級言語 ビジネスBASIC

●3レベルによる万全な機 密保護機能

●タイムシェアリング用{;設計されたアカウンティング・システム

●データ・ベースを指向したファイル構造
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サ イ ク ル タ イ ム… … …300ナ ノ秒

主 記 憶 装 置 … … …64Kバ イト、96Kバ イト、128Kバ イト

デ ィ ス ク 装 置 …… …10Mバ イト～66Mバ イト(カー トリッジ)

デ ィ ス プ レイ装 置 … ……2,000字 、ローカル(2,000m)、 りモー ト可 能

プ リ ン タ 装 置 … … …200字/秒 、9×9ドット、両 方 向 印字

ラ イ ン プ リ ン タ… … …300行/分(|28種 字)、 ドラム 式

伝 送 制 御 … … …BSC、HDLC、SDLC

そ の 他 装 置 … … …FD/MTC/CR/PTR/PTP

C 兼松
兼 松 ニクス ドル フ・=ンピュ一 夕株 式 会 社 広島営業所fio822(21)888|代 横浜営巣所

本 社/東 京 都 品川 区西 五 反 田1-3|-1〒141

fto3(490)1351(代)(日 生 五 反 田 ビル)

大 阪 支 店fiO6(20|)157|代 札幌 営巣所ttO11(241)0973

名古屋 支店DO52(202)5290代 岡 山営業所eO862(32)5282

仙台営 業所eO222(66)4057浜 松 営業所eO534(54)3321
tto45(3||)4930

福 岡営業所tto92(451>2801代 ・●●●●●●●●●
● ●

●ffしいff料につきましては、本社広報課あて電話また`t#書8資 料請求 券8

でb'r・1合せください・働 旅 所mEli・gza番号eb'mら せ:コ ンビ=一夕nt:

ください.)● ●●●●●●●●●
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冴ベレー倒を選ばないのが

牙文スコンピュ一夕だと、

キヤツンは考えます。

オ膓スコンピュ一夕

Canonac750
キヤ ノ ン販 売株 式 会 社 事 務機 営 巣本 部 ・オフィスコンピュー タ営業 部

●東京/〒108東 京都港区三田3-11-2Str(03)455-9731

●札幌/〒060札 幌市中央区北3粂 西4-1(第 一生命ビル)tt(Oll)231-1313
●仙fi/〒980仙 台市一番町1-1-30(や まと生命ビル)e〔0222)66・4151

■名古屋/〒e50名 古屋市中村区名駅3-21-7tt(052)565-0911

■大阪/〒541大 阪市東区瓦町5-39(大 阪化繊会館)tt〔06)202-6761

●福岡/〒812福 岡市博多区博多駅前4-20-23(セ ントラルピル}tt(092}411-2394

キヤノンキヤノナック750は 、

どなたにでも簡単に操作できます。

どなたにで も簡単に使 え、経費がかからず、高性 能

で しかも将来 に対する拡張性が保障 されている…

…、この条件をすべ て満たして登場 したキヤノナック

750。 文字通 りローコト・ハイパ フォーマンスを実現

しました。

キヤノナック750の 主な特徴

●ファイル内容が即 時に呼び出せるCRTデ ィスプ

レイ。●6000文 字/分 の高速 プ リンタの採 用。●元

帳 処理用のオートインサータも標準装備。●コンパ

クトでオペ レーションしやすい操 作卓。●256,000

文字/枚 ものデータを記憶 することがで きるフロッピ

ーディスク。●超小型 にはす ぎるほどの 強力なオペ

レーティングシステム、FDOS。 ●拡張性 の高いバ

スライン方式。将来の 業務拡張 にも安心で尤



SHARP
限 りなく独創する・ ・シャープシスデム機 器

伝 票 発 行 ・在 庫 問 合 せ …な どの 業 務 をす早 く処 理 す る〈HAYAC-3600>。

オンライン時 の伝 送 効 率 にす ぐれたター ミナル ・コン ピュー タです。

〈HAYAC-3600>は"使 い 易さ"を 追 求 。

とくに 「指 先 で触 れ るだけのワンタッチ入 力 装 置:キ ーマット」「大 きく兇 やすいキャラクタディスプ レイ」など

優 れた 機 能 を備 え、オフィスでの事 務 処 理 をグ～ ンと楽 にしました。
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■触れるだけ!ワ ンタッチ入力装 置〈キーマット〉

商 品名や得 意先 などの項 目武 実名 で証人 されるキーマットです。 入 力

は、その 該 当名を指 先で軽 く触れるだけ。コー ドを覚 える必要もなく、入 力

ミスも解 消で きます。

■ 見やす い.!大型 画面 〈キャラクタ・ディスプレイ>

14型 画面の大 きなキャラクタ・ディスプレイを装備。操 作手順やメ・パージを励 り

やすく表示し、緑の鮮 明な文字は目を疲 れさせません。画 面を見ながら簡単に

使いこなせる本 格的な対2古型コンヒ㌔一タの〈HAYAC・3600>で す。

弥 弔 ター ミナル コンピュータ《ハ ヤック》

3600
鰐轍顯縣親祭然鯨鰭 蕊撒耀欝 麟=.麟





情報化社会へのパス

●情報処理技術の専門家になりたい方

●情報処理技術の教育を担当する方

●情報処理技術者の資格をとりたい方
●職務上コンピュータの知識を必要とする方

●短期間にコンピュータの概略を知りたい管理者の方
●学生時代にコンピュータの知識を身につけておきたい方

◆ 住友情報処理研修センター
㊦541大 阪市 東 区大 川 町27(住 友生 命 淀 屋橋 ビル9F)

宕(06)231-3801〈f£ 〉
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問題点がは っきりしない問題、

解決の方法が見つからない難問も

あきらめないで ください。

CRCの 頭脳集団はねば り腰。

柔軟な思考と整備 された

アプ リケーション ・プログラムを駆使 して、

問題解決の方法を探 し出してみせます。

最先端の科学技術計算、

未来に貢献する原子力問題、

事務処理の大幅な能率アッフ、

安全性 ・経済性を追求する構造計算など

い ま、解決すべき問題は

人間生活の広範な分野にわたっています。

これらをすべてカバー した万全のかまえで

CRCは みなさまの難問 をお待ちしています。

・雀 斑
_鵬t_社

本 社=東 京都 中 央区 日本 橋 本町3・2小 津本 館 ビルtto3-663・5401㈹

〈CRCneTサ ー ビス ・ビューロー〉東京653・421|大 阪241-41|f名 古屋052・582・0951東 海02928・2-2980

墓

量

ξ

…

》

」

窒

鉦
♂`、 、

理
難題

も
大
歓
迎



o触嘔
嵐 句 トウェか 輪 編 発の駄 とし、ジ

既成にとらわれず常に親 いもの_の 追求 講

から始め註 予凱 で昧 く・㍗ ジナ蟻1

㌫ 墓蕊 鞭 ご柔一 驚
。,ご ξ

ジ ミ魂

・:ぷ ・

■■国璽 ■
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■

1

OCRMICR文 字の
ナンバー印刷は東洋紙業へ

確 で しかもスピーみ にイ謝 醒 出来ます
コンピューターで処理 され る

●百貨店配送伝票 ・商品券

●石油会社の ガソリン券 には

OCR又 はMICR文 字 の 各 フ ォン トの ナ ンバ ー を

取 りそ ろ え て あ り ます 。

OCR-OCR-AOCR-B12FN2407

0CRゴ シ ッ ク7B手 書 文 字 バ コー ドNO

MICR-E13BCMC7 .
オ ン ラ イ ン用 ス ナ ップ バ ン ド

東洋紙業株式会社・平野工場
大 阪 市 平野 区平 野元 町9番 〒547tt(06}791-3435㈹

本社 ・工場 × 販 市 浪 速 区 芦 原2丁 目 〒556e(06}562-0051㈹

東 京 支 社 東京都品川区南品川4丁 目11番 〒140tt〔03)474-3251㈹



一▲歩先を考えるプロ集団

一 瞬 の うちに100以 上 の フォー メー ションの 中か ら一 つ を選

び 出 し、即 プ レー としての行 動 に移 れ る素 晴 しさ。

プ ロ と しての 技術 は 、一 夜 に してで きるものではあ りませ ん。

中計 も情 報 処 理 のプ ロとして、お客 様 の ご期待 に応 えるべ く

努 力 を続 けてい ます。

.、,,欝 中 央 計 算 セ 」!ヨ ー

本社/東 京都新宿区新宿3-17-5〒160ftO3(356)482i㈹

分 室/神 奈川県厚木市 温水大畑1208〒243ftO462(47)42日

使 用機種UNIVAC-llO80UK-9400FACOM230-20

・営業内容/¶禁 謬 三顧 鰺1羅 ㌃ ㌫ ㌍5う タイム販売

オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ ー シ ス テ ム 販 売



LSIコ ントローラ内蔵 。

思いのままに使 いこなせるカセットメモ1J。

LSIコ ントローラを内蔵したカセットメモリです。拡張され

た機能 をもち、インターフェイスを設計する手間がかかり

ません。

LSIコ ントローラは、フォーマッタと1/0ボ ードの機能をも

つ8個 のレジスタを内蔵。テープ動作制 御機能、データ

書き込み・読み出し機能、ステータス情報管理機 能、入

出力信 号制御機 能を装備しました。1/0の 処 理が簡単

になり、マイコン、ミニコンのBUSLINEに 直 結可能。

カセットメモリカ偲 いのままに使いこなせます。

仕 様

記 録 方 式

記 録 密 度

テー プ速 度

データ転送速度

MTBF

重 量

位 相 変 調 方 式(PE方 式)

800bpi(公 称32bit/mm)

NORMALMODE:15ips

SEARCHMODE:45ips

12kbit/sec

lO,000時 間以 」:

1.2kgL'1^ド

ティアック株式会社
営業 本部 ・本社 〒180・ 東 京都武蔵 野市 中町3-7-3n(0422)53-1日1㈹

大 阪 営 業 所TELO6(649)Ol91

広 島 営 業 所TELO822(43)3581

仙 台 営 業 所TELO222(27)1501

名古屋営 業所TELO52(782)4581

福 岡 営 業 所TELO92(431)578|

札 幌 営 業 所TELOI1(521)4560



ポケットメモリー?

高信頼性 をお約束 する=TDKデ ータカセットHR-850

簡便さと機動性をフルにいかした情報収録にデータカセットは有効な記録媒体で丸

カセットの手軽さが、POSや 可搬型の小型データ収集装置やビリングマシンに最適。

ポケットメモリー…すなわち携帯メモリーとじC、その迅速なデータ収録機能がいま注

目のまとです6TDKデ ータカセットHR-850は 、コンピュrタ 仕様の高性能装備で七

過酷な反復使用に耐えるテープの強靱 さが特長。ヘッドの耐摩耗性にもきわめてすぐ

れていま尤ISO、JIS、ECMA、ANSIと 、どの規格にも完全準拠。TDKが 常 に

追求じている高いコストパフォーマンスと高信頼性を保証いたします』

T【N《DATACAS5E't7「E

●製品に関するお問会 せば、

磁気テープ事業部東京特販課へ

ft(03)257-2590(直 」通)

幽■■DK
東 京電気化学工 業株式会社

東京都千代 田区内神田2-14-6〒101
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複錯する最近の経済状勢下にあって、

コンピューター ・システムに求められる

真の価値を最大限に発揮させること

こそ企業にとって最も必要なことで瀧

テキサス・インスツルメンツのDXSは 、

分散処理に必要なすべての機能が高

度にインテグレートされております,伸縮

自在なデータベース・マネジメント、高水

準言語、複数端末機によるプログラム

開発機能、高度なシステム拡張機能、

各種エミュレーション機能など本格的

な分散処理システムの実現 を極 めて

容易なものにいたします6例えば256台

のターミナルから異種業務の同時処理

の実行可能な機能は、従来のシステム

では到達 しえなかった非常に経済的な

システムを実現じτくれます、

企業が求める様々な問題解決に対し、

理想的 に適合する唯一のシステムが

DXSで むこの導入コストでこんな高度

な処理が可能なのか……DXSは この

ような新鮮 な驚 きをもたらしてくれます。

システムをぽ　する　 　 　

高千穂交易
●東京/〒160東 京都新宿区四谷1・2・中村ビルtto3(355)

HH● 大 阪/〒530大 阪市北区小松原町27・ 大阪富国生

命 ピルtto6(313)0671● 名古屋/〒450名 古屋市 中村区広

小路西通3-9・信泉 ピル呑052(582)29)5● 福岡/〒812福 岡

市博多区綱場町|・17・福岡パーキング ビル呑092(271)6759

i冷 璽一 －XtYJLJ⊃ty
電 子 機 器 事 業 部 垣 戸"§ …デツ ヂ

●〒107東 京都港区南青 山3-17-la中 山 ビル6階TEL(03)

402-618t(代)● 〒532.大 阪市淀川区西中島町5・9-2新 大阪

サンアールビル9階TEL(05)304-9300〔fて)



本格 的オンラインを。

事務計算と技術計算の統合化を。

業務処理の オーバーフロー吸収を。

'

い ま現実
欲 し

最適なコス トと構成 により、 もっとも優 れた

コ ス ト ・パ フ ォ ー マ ン ス で 実 現 す る

ン400S認7TOI51脚 口に ロコth600

●ネ ットワー ク管理 システム(NPS)を は じめ

豊富 なソフ トウエア に よ り、オ ンライン ・シ

ステム を容易 に実現。

●処理機能 の分 散化 、効率 的 なジ ョブ管理 な

どに よ り高処理 能 力の実現。

●LSIの 採 用 、各種 の診 断機能 や完ぺ きなセ

キ ュ リテ ィな どに よる高信束貢1生、高稼動 性の

実 現ρ

●コンピュー タの導 入費用、 システム開発費

用 、システム運営 費な どを大 巾に節減

明日を託 せ るシステム をめ ざして

ACOS、...77

困 難1欝 灘 ㌧森。、V)
『旨苔■iTEL(03)580-7111(代)



ビジネ ス フ ォ ーム は情 報 の 「器 」です
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質から質への脱出
「情報 の容器 」といわれるビジネスフォームの

生命 は、その中に盛 り込 まれた知識 の集積 と

実 績 による一といって も過 言 ではあ りません。

それ だ け に、ビジネスフォー ムの 質 的 向上

が 強 く求 め られて いる現在 、"あ いまいさ"

を 許 す こ とな くフォー ム の研 究 と開発 に

努 め て きた トッパ ン ムー アの 製 品 は 、広

い 分野 でユー ザ ー の好評 を得 てお ります。

国

持 に、 フォー ムの企 画 ・設計 ・製 造 か ら、

その機械 処理 、 フ ァイ リング に いた るま

で、 トッパ ン ムー ア な らで はの 一貫 した

シ ステ ム は、 コン ピュ ー タの働 きを フル

に生 かす もの とい え ま しょ う。 トッパ ン

ムーアは ビジネ スフォー ムの総 合 コ ンサ ル

タ ン トと して 、 いつ で も皆 さ まのお 役立

て を してお ります 。

ビジ ネス フォ ーム の トッ プメ ー カ ー

トッパ ン ・ム ア
本 社:東 京 都 千 代 田区 神 田駿 河 台1-6主 婦 の友 ビ ルTEL.(03)295-2411

FDC(未 来 開 発 セ ン ター):東 京 都 新 宿 区 西 新 宿2-6-1新 宿 住 友 ピ ル45階TEL .(03)344-1611



オールラウンドコンピュータセンター
コンピューク利用に関することならなんでもご相談ください!

日科技研
電 子 計 算 機 セ ン タ ー

(千駄ケ谷)

TOSBAC5600/160

(256KW)

霞 が 関 情 報 セ ン タ ー

(霞が関 ビル内)

IBM370/168

(5000KB)

漢字システムCOMシ ステム

グラフィックシステム

プ ロッティングシステム

電算 機 シ ステ ムの

使 用(ハ ー ド利用)

計算処理の スピー ド

化 ・正確化 ・経済的

ソ フ トウ ェ ア開 発

の受 注(技 術 計 算)

ベーシックソ7ト ・

アプ リケー ションプロ

グラムの開発 ・NC(数

値制御)な ど

受託 計 算処 理

(事 務計 算)

医療情報 システム ・

給与計算 ・会計 システ

ム ・人事管理 システム

な ど

デ ー タ処理

統計解析,数 理計画

等のプロ グラム群 の有

効 な利用

会 員 会社 関 係

会員制度 によるシス

テム開発 と計算処理の

サー ビス ・リモー トバ

ッチ方式の利用 ・オン

ラインサー ビス

公 害防 止 と

地域 開発

水質汚濁 ・大気汚染
・メッシュデータによ

る開発計画 など

化 学 工 学 関 係

蒸 留計 算 プロ グ ラム ・

ダ イナ ミッ クプ ロ セ ス

シ ミュ レー タ

漢 字 情 報 処 理

シ ス テ ム

漢 字 処理 プ1)ン ター

の有 効 利 用,DM・ 技術

文 献 速 報 ・名簿 の作 成

プ ロ グ ラ ム 販 売

当社 開 発 の プ ロ グラ

ム 販売 に加 え,ユ ー ザ

プ ロ グラ ムの委 託 販 売

を行 っ て,ソ フ ト流 通

の ネ ッ トワー ク形 成 に

つ とめ て い ます。

㈱日本科学技術研修所
電 子 計 算 機 セ ン ター(03-352-2231)

(〒151)東 京 都 渋 谷 区千 駄 ケ 谷5-to-11

霞 が 関 情 報 セ ン タ ー(03-580-4771～5)

(〒tOO)東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関3-2-5(霞 が 関 ピル31階)

システム開発の鍵を握るNCD

ユ ー ザ ー ズ ・ア プ リケ ーシ ョン

を手 が け てio年 、 常 に変革 期 で

あ る コ ン ピュー タの 高度 利用 を

考 え 「効 率 の 良 い信 頼性 の 高 い

シ ステ ム創 り」 をテ ー マ に取 り

組 ん で き ま した。 そ して シ ステ

ム ・デザ イ ンに最 良 の手 法 と し

てPrldeを 導 入 し、新 しい ニー ズ

に応 えて ゆ き ます。

● 日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社
〒107東 京都港区南青山5丁 目1番10号 電話(407)4531(代 表)
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蔽瓢
超 大型からオフィスコンピュータの最新 鋭システム

と豊富なターミナルが 幅 広いご要望 にお応 えしま硫

NEC日 本電気はLSIな どの最新のコンピュータ技術と世界に誇る

コミュニケーション技術の総合カーC&C思 想一 で、数 の々シス

インテリジェント
・ターミナル

N6300モ デル50

テムをおとどけしています。

■LSI技 術 を駆 使 した分 散 処 理指 向の

最 新 鋭 コンピュー タACOSシ リーズ77

●多次 元同 時処理の 中核

NEACシ ステム900/800/700/600(超 大型－y大型)

●オンライン・データベースを容 易に確立 する

NEACシ ステム500/400/300(大 型 ～中型)

●らくらくオンラインを実現する使 いやすい

NEACシ ステム200(中 ・小型領域)

■ ベ ストセラーのLS1オ7■ スコンピュータNEACシ ステム100

■ 入 力 デーー一夕作 成 からTSSや オンラインによる照 合 ・間 合 せ

業 務 な どを可 能 とする豊 富 な汎 用 ・業種 別 ターミナル

ZVEC=■71ピ ユー」冒

IVEC
日 日竃電 気
お問合 せは:

情 報 処 理 ・宣 伝

正L(03)454-'llI(大f¶)



　一 __

はば
、

わが国でただひとつ。漢字システムの

専門メーカー IEMNEAC

1

畢 ㍗ び

ぽ 漢字処理のことなら、何なりとご遠慮なく……東京事業所、大阪営業所に受託計算センクー開設。

漢 字処 理 のエース!
●第4世 代の電算写植

●出版物編集の頭脳

●超高速で多種大量プリントに…

7500電 算 写 植 システムJ'upiter

●大量バッチ出力用

7000漢 字 編 集 処 理 システムJUAO

・・7370高 速 漢 字 プ リンタ・システム

● 用途 広 範 ディス プレイ装 置

● イ ンテ リジェント・ター ミナル

7300高 速 漢 字 印 刷 シ ステム

7200漢 字 デ ー タステ ー ション

●物流管理、発送業務に

7150漢 字 端 末 プ リンタ・システム

●見やすい画面の

●漢字入力の超人

7130漢 字 ラベ ル プ リンタ・システム

7100漢 字 ディスプレイター ミナル

C-5121J漢 字 タ ブ レ ッ ト

♪ 日本電気欝 システム株式会社
本 社 ・工 場 東 京 都 大 田 区 大 森 西7丁 目6番31号fi(03)764-4111〈 代表 〉

東 京 事 業 所 東 京 都 港 区 芝4丁 目13番2号(市 原 ピル)宕(03)454-3811〈 代 表〉

大 阪 営 業 所 大 阪 市 淀川 区 西 中 島4丁 目7番4号(ム ネカタピル)rt(06)304-8200〈 代 表〉
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JIPTSSは

経済性に 目1一 田
一
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JlPONLINENETWORK

心 の こ も っ たTSSサ ー ビ ス を 提 供 し て お り ま す 。

JIPTSSの ダ イ ナ ミ ッ ク な ご利 用 の ベ ー ス と な る ネ ッ トワ ー ク ・

サ ー ビ ス は,東 京 ・名 古 屋 ・大 阪 ・福 山 ・福 岡 ・新 潟 ・札 幌 と,

日 本 各 地 にBurroughsB6700を は じめ とす る高 性 能 シ ス テ ム を

配 置 し,豊 富 な ア プ リ ケ ー シ ョ ン と調 和 し た ス ケ ー ル ・メ リ ッ

ト型 の サ ー ビ ス体 系 が と られ て お り ます 。

ま た,日 本 各 地 に は,さ ま ざ ま な 専 門 分 野 に精 通 し た シ ス テ

ム エ ン ジ ニ ア が,TSSの ご 利 用 に あ た っ て,心 の こ も っ た サ ー

ビ ス を提 供 して お り ます 。

日本電子計算
●JIPの お問い合せば下記へどうぞ

東京都中央区日本橋茅場町1・16TELO3・668・6171

本店TELO3・668-6171本 店(九段センター)TELO3・265-1361

名古屋支店TELO52-201・3141大 阪支店TELO6-313-1071

大阪支店(オペレーションセンター}ＴELO6-245-2535

福岡支店TELO92-441・0771新 潟センターTELO252-28-5123



IBM3033,3032プ ロセッサ ー用
MG
この装置 はIBM370/168,3033,3032フ 。ロセッサー に3相440Hz,208V

の電 力 を供給 す るための周波数 変換装置 で あ り,概 要 は買電50Hz,60Hz3相

低圧電 源 によって誘 導電 動機 を駆 動 し,交 流発電機 によ り,3φ440Hz,208V

の電 源 を供 給 します。

370/168用

3033プ ロセ ッサ ー 用

3032プ ロセ ッサ ー 用

チ ラ ー

75KVA

55KVA

55KVA

大 型 コ ンピュー タは単位面積 当 りの発 熱量 が多 くな るため,中 央演 算処 理装 置,

プロセ ッサ ー部分 は極 部 的 に発熱 を起 す部分 を冷 却能 力 に優 れ た水冷 式 によ る

冷 却方 法 が必要 にな ります。

この電 算機専 用チ ラーは,電 算機室 に設置 で き,コ ンプ レッサ ーポ ンプ を自動

交互運転 させ,バ ックア ップ シス テム も万 全 を期 して お ります 。

クー リング
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440翫 電領賄

団

電力・冷却水配分装置

圏
中央演算処理装置

営業内容

コンサルタン ト

建 築

電 気 ・機 器

空 調

通 信 ・計 装

什 器 ・備 品

防 災

爾

一
一



よりよいシステムは

コスト・パ フォーマンスを

追求しま土

ノ暑

屠ソ

〈
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システムづくり16年 のJBAは 、マイ

クロ ・コンピュータから大規模 ネッ ト

ワークまで豊富な経験と実績を合せ

持 っています。それぞれの分野で、

スペ シャリストが新 しい課題に

取り組み、効率の高いシステム

を世 に送り出して います。

畿

1」日H日 浦だジ元《π「トメーショフ楕声音従
本 社

情報処理センター

青 梅 事 業 所

関 西 支 店

中 部 支 店

九 州 営 業 所

北 海道営業所

広 島 営 業 所

〒151東 京都 渋谷区千駄ヶ谷3-50-11(明 星 ビル)

〒103東 京都中央区日本橋本町4-・2(第9中 央 ピル)

〒198東 京都青梅市新町1811

〒541大 阪市東区南本町5-14(住 友 生命南本町 ビル)

〒460名 古屋市中区錦2-9-6(中 北 ビル)

〒812福 岡市博多区†専多駅南1-2-15(事 務機 ビル)

〒060札 幌市中央区北三条西1(東 芝 ビル)

〒730広 島 市大手町2-7-10(広 島 三井 ビル)

ft(03)404-2221大 代 表

呑(03)663-0541

宕(0428)31-Ol61

ft(06)252-3745

宕(052)231-2450

宕(092)431-0284

1E}(Oll)231-4078

ft(0822)48-1500
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若さと英知dNec
私 はNBC
★ 社会 の さま ざまな ニー ズ に応 えなか ら、 きたえ られ 、

成 長 して きた社 歴20年 の青 年企 業 です 。

★ コ ン ピュー タ利 用 技術 の提 供 か ら、

コ ンピュー タ用品 、小 型 コ ンピュー タの販 売 まで 、

コ ンピュー タ利 用 の綜 合 サ ー ビス会社 と して 、
≠

業界 トップの会 社 で す。

《 塾
≧ エ'∵ 三長 ～

…ぎ 週㌦寡勢
● コ ン ピュ ー タ利 用 法"'ひ'丁 ・が

.璽 ・・ステム ・・ンサ・テーシ 。ノ

∠ らρ

ぜ 　タ

蔓:;治=;藩 歴..
三.● 技術 者教 育 ・訓練

言 認
・主・ .⊆ 。
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専業メーカーのミニコン。

ミニコンが登場してすでに十数年、い

まや汎用中型機に匹敵するほどφスル

ープットが得られる製品にまで向上し

普及してきました。

しかし、ミニコンの製品コンセプト、

すなわちユーザーがコンピュータその

ものに直接手を加えられ、手頃な価格

で様々な環境で使用でき、拡張性・信

頼性に富んだ簡単に使用できる身近な

ツールであるという本質は、いまだ少

しも変わりありません。

日本ミニコンは、このミニコン専門に

取り組んで以来七年、ユーザーの蓄積

した大切なノウハウであるソフトウェ

アを有効に利用でき、しかも異った機

種間の接続が自由な上位互換性とユー

ザーの実情に最も適した機種が選択使

用できるフレキシビリティ、さらに保

守の簡易性及びシステムの拡張を容易

にするモジュール化などの考えを忠実

に製品に実現してきました。

また、ユーザーの皆様が積極的にミニ

コンを活用できるよう回路図・ソース

リストを解放し、高温低温試験・防湿

コーティングなどにより信頼性を高め、

高度な半導体技術の駆使1こよる高集積

化、ソフトウェアの規格化、効率化な

ど常に最新技術を追求し発展させ、ミ

ニコンの使用価値を前進させています。

このような製品開発に対する姿勢その

ものが生きている日本ミニコンの製品

には、ビッグなミニコンECLIPEシ

リーズをはじめとし抜群の信頼性を誇

るNO>Aシ リーズ、NO∨Aの 機能

をグレードアップしたNOVA3、 独

自の半導体技術を取り入れたmlcroN

O>Aな ど、15機種150タイプもの種類

が揃っています。豊富な製品群に多彩な

周辺装置、機能別に揃ったオペレーティ

ングシステム、充実した言語などのす

ぐれた特性を加えて国内で3000台以上

の実積を築きあげている日本ミニコン。

日本ミニコンは、これからも専業メー

カーに徹することにより、ユーザーの

皆様に満足していただける真に価値あ

る製品をお届けして行きます。

■
日東≡:・コン:zO
本社■頭※郡渋谷区神宮前6-12-20〒150Tel(03}406-6451(代)

大きな助けに。
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円滑で効率的な コンピュータ ・システムの運営をはか るには、適切で

高品質の ビジネス帳票 、磁気テープ、 リボンな らびに各種周辺端末機 器

が必要 となります。

日本 ユニパック ・サ プライは、最 高の コンピュータ ・サプライ、周辺

機器 をお とどけして、つね にコ ンピュータの効果的利 用のささえ手 とな

ることを願 い遮進 しています 。

取 扱 品 目 ■ ビジネス フォーム(連 続用紙 ・OCR・OMR用 紙 ・連続封筒 ・カラー印刷 ・ヒー トシーラ 預 金通帳)

■パ ンチカー ド(ス タンダー ドカー ド・設計カー ド ・マークカー ド)

■磁気 製品(磁 気テ ープ ・デ ィスクパック ・フ レキシブルデ ィスケッ ト ・カセ ッ トテープ)

■周 辺機器(カ ー ド穿孔機1701,1710,1710-J:サ イ コーキーカセッ トシステム ・プロリーダ)

■ その他(各 種 プリンターリボ ン ・自動定電圧調節機 ・各種キャ ビネッ ト ・各種事後処理機)

日ぷ ユ='W・iO・ サ7。 ラ イ
東京都渋谷区道玄 坂2-29-20長 谷川スカ イラインビル〒t5〔唐03(463)7781㈹

大 阪eO6〔385)6722名 古 屋nO52(581)t488札 幌 ■tOIl(251)0882仙 台eO222(61)5810

横 浜nO45(314)0891岡 山eO862(32)6274広 島nO822(47)7381福 岡ftO92(281)4072
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どうぞよろしく、

もうひとつ のパ イロット。
情報化 社会 に貢献 する

コンピュータ用品 の トータルサプライヤー

これ までの高性 能 コンピュータリボ ンに加 え、コンピュータ関 連 用 品 を幅 広 く製 造 販売 。

オ フィスの近 代化 、情 報処 理 の効率 化 のお役 に立 ちたい と願 っています。

〈パ イロットラインプ リンタ用 リボン〉

●各種プ リンタに応 じ、

200余 程 の仕様 を用意

して お ります 。

生地 、 イ ンク な どの

特 別仕 様 も相 談 に応 じ

ます。

〈パ イロッ ト端 末 機用 リボン〉

●加算機用

●会計機用

●電卓用

●タイプライタ用

●テレタイプ用

●シリアルプリンタ用

〈扱品種〉

●ファイル・バインダー

●パンチカー ド関連 用品

●ホワイトボー ド・グリーンボー ド

●コンピューター・リボン

●磁 気テープ関連用品

●紙テープ関連用 品

●連続 フォーム用紙事後処理機

●OCR用 リボン

●ディスクパック関連用 品

●事務用スチール用品

●磁気テープ耐 火保 管庫

●マークリーダーペン

●ファイル保管用品

●エッヂカード保管用品

●移動 ラック

⑨〃姐z藻 琴 株式舖 ご ㌃㍍ 《認㌘驚_… 喘
本社 〒1。、鯨 都中央区京aS・ 丁目・翻8髄 ・・一・6・-6111(大代表)大 阪 〒531大 姉 大駆 大淀町南1丁 目'幡 地松下ピルttO6-45S-5921(1㈱



1

気 さ くな コ ン ピ ュ ー タ ー ノ

初 め て お使 い にな る方 も抵 抗 感ゼ ロ。 ラ イ トペ ンに よる

項 目単位 の.インプ ッ ト、ブ ラウ ン管 との対 話 に よ る操 作

方 式 で 、 どな た に もお 使 い いた だ け 、正確 で す 。

●項 目名 を書 い たパ ネル をラ イ トペ ンで さす だ け で 、簡

単 に入 力 で きます 。

● イ ンプ ッ トした内容 や操 作 手 順 がブ ラウ ン管上 にデ ィ

ス プ レイ され るの で 、安 心 して操作 で き ます 。

●処 理 ス ピー ドがはや く 正 確 。 伝票 発 行 、販 売 ・在 庫

管理 、売掛 ・買掛 管理 など をす ばや くこ な します。

●設 置 面積 は 横1m× 奥 行0.72m。 コ ンパ ク トで す 。

● オプ シ ョン と して、 キー ボ ー ド、紙 テ ープ 、 リー ダ/～

パ ンチ 、通 信 回線部 、デ ィス ク装 置 、イ ンサ ー タ 、 カ1

VAN1■6K欝 バンテック・データ・サイエンス
本 社 〒920石 川 県金 沢市 片 町2-2-15北 国 ビルTEL(0762)23-1665(代)

東 京 営 業 所 〒106東 京都 港 区麻 布 十 番1-ll-7東 亜 ビルTEL(03)583-9271(代)

仙 台 ・名 古 屋 ・広 島 ・熊 本

答 礼
・

電子計算室,デ ータ保管管理責任者殿
現代の課題 磁気データメディア安全保護管理

情 報 処 理 シ ス テ ム の 発 展 に伴 い コ ン ピ ュ ー タ室 に て管 理 す る磁 気 デ ー タ メデ ィア の 種 類 及 数 量 も多 くな

り確 実 な 保 護 管 理 をす る こ とが 急 務 と な っ て ま い り ま した 。 特 に コ ン ピ ュ ー タ化 の 高 度 利 用 と共 に デ ー

タの プ ラ イ バ シ ー 及 デ ー タ の 保 護 の 問 題 が ク ロ ー ズ ア ップ さ れ 自 治 省 を 中 心 と し て ぷ事 務 次 官 会 議 申 し

合 わ せ 、"デ ー タ保 護 管 理 準 則 。(51.1.29)及 通 産 省 よ り"電 子 計 算 機 安 全 対 策 基 準 。 が 相 次 い で 公

表 さ れ て お り ま す 。 弊 社 で は コ ン ピ ュ ー タ磁 気 デ ー タ メ デ ィア 専 用 の 特 殊 金 庫 及 シ ス テ ム 設 計 、 プ ロ グ

ラ ム仕 様 書 、 オ ペ レ ー シ ョ ン手 順 等 々 の コ ン ピ ュ ー タ シス テ ム 用 ドキ ュ メ ン ト用 の 耐 火 金 庫 を製 造 発 売

致 して お り ます 。

《デ ー タセ キ ュ リ テ ィ保 険 サ ー ビ ス 実 施 中(2年 間)〉

●コ ン ピュー タ 磁 気デ ー タ メデ ィア専 用 耐 火金 庫 …… 超 軽量 、コン パク ト設 計!

IIS

外 寸:1610W×1980H×940D%外 寸:1610W×1410H×940D%

重 量:850KG重 量=615KG

テ ー プ 収 容 数1210～300リ ー ル テ ー プ収 容 数=120～174リ ー ル

デ ィ ス ク パ ッ ク 収 容 数:24ヶ ～63ヶ デ ィ ス クパ ッ ク 収 容 数112ヶ ～36ヶ

マイクロフィルム専用耐火金庫については弊社営業部遷御連絡ください。

后=戊,〒 比事務器減炭書置
本 社 東 京 都 港 区虎 ノ 門2-7-15(博 友 ビル)

TELO3(503)6601㈹ 〒105

大 阪営 業 所 大 阪市 北 区 管原 町33(大 作 ビ ル)

TELO6(364)9018〒530

外 寸:748W×1365H×846D%

重 量:449KG

テ ー プ 収 容 数:90～114リ ー ル

デ ィ ス ク パ ッ ク 収 容 数:9ヶt-6ヶ

福岡営業 所 フ ァ イ ル 事 務 器 販 売 株 式 会 社

福岡市博多区博多駅前2-17-26(大 野 ビル)

TELO92(川)7405〒8|2

工 場 フ ァ イル 機 器 製 造 株 式 会 社

東京都 多摩市東寺方660
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90年 の 英知 と

技術 開発 力をベースに

第4世 代 を示 唆する

アーキテクチャーから

設計された

バ ロース800フ ァミリーを
』霧 世

に問うて嚇

萢
そじτバロース株式会社 は

このキメ細かな

プロタラト・ラインの

すべてを備え

コンピェーター・スペシャリスト

6,000の 目と

日本全国80ヵ 所 の

サービス・ネ ットワークで

ユーザーのあらゆるニーズに、

いつでもお応 えで きる

迅速体制 を敷 いています

劃 バ・一ス株式会社
本社/東 京都千 代田 区麹町|の7〈〒102>03(263)3211

サービス・ステーション/全 国80カ 所
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●写真説明

① バ ロースB80小 型 コンピューター

② バ ロースB800小 型 コンピューター

③ バ ロースBl800中 ・小 型 コンピューター

④ バ ロースB2800中 型 コンピューター

⑤ バ ロースB3800中 型 コンピューター

⑥ バ ロースB4800中 型 コンピューター

⑦ バ ロースB6800大 型 コンピューター

⑧ バ ロースB7800超 大 型 コンピューター



みんなで使える

オンラインをめざす
コンピュータのオンライン利用 はいま変わろうとしている…

これ まで の オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム は 、大 規 模 で 固 定 的 な シ ス

テム が 殆 どで した 。 と こ ろ が 最 近 で は 、 大 規 模 な 仕 事 に 限 ら

ず、小 規 模 で ランダ ム に発 生 す るような仕 事 で もコ ン ピュー タで

処 理 した い 、 その た め に オ ン ラ イ ン 化 した い とい う傾 向 が た

い へ ん 強 くなっ て き ま した 。 この よ う に コ ン ピ ュ ー タ の オ ン

ラ イン 利 用 が分 散 化 して ゆ くと、 全 体 と して の 利 用 の仕 方 を

統 一 して 置 く必 要 が 出 て き ます 。 この よ う な 要 請 を 日立 で は

HNA(日 立 ネ ッ トワ ー クア ー キ テ ク チ ャ)と して 実 現 しま した 。

HNAは デ ー タ 通 信 す る場 合 の 約 束 ご とや 機 能 を整 理 ・標 準 化

し、 どこに いる利 用 者 同 志 で も、 簡 単 に.通信 で きる新 し い ネ ッ ト

ワー ク 体 系 な の で す。

…HNA
ヒタチ ネットワー ク アーキ テクチャ ・

H口[醜 ◎

●お問い合わせ ば=コ ンピュー タ営業所(03)765・3111ま たは最寄 りの営業所へ ●大阪(06)203・5781● 福岡(092)741・5831● 名古屋.

・・⇔B土 製佗所難 ㍑ 豊㌫ ソlll翼跳 躍 ㌫ 漂 灘 器 ξ篇㌶ 慧 瓢 響 標 記.お送,
ください。東京都港区三田卜4・28(三田国際ビル)〒lO8㈱ 日立製作所コンピュータ事業本部マーケティング部

⑧77
コ㌃
、書



技術の日立

一
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の来
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⇔HITACHe

の分野を拓く 日立SKの 若い

は、意欲に燃え、活力にあふれ

きく飛躍しようと しています。

、機能・品質 ・価格などすべての

こ満足いただけるソフトウェア

成 し、1日 も早く提供すること

達の使命と考えています。

を拓く 日立SKは あなたのブ

ンー どんなものでもお気軽に

淡ください。

本 社 〒244横 浜 市 戸 塚 区 矢 部 町29番 地e(045)864-37H(代 表)
大 森 事 案所 〒140東 京都品川区南大井6-23-15(日 立×姦別館)fi(03)165-9?20

名古屋出張所 〒460名 古 屋 市 中 区 栄3-11-12(日 立 ビル)tt(052)264-OD27



信頼と創造の富士通

システムネットワークの推 進役 。

Wン テリ

ディスプレイとの会話形式で仕事が

進 められる、気 軽 なインテリジェント

の新顔

FACOMコ ンピュー タ シリーズ との

ネットワーク形 成 はもちろんのこと、あ

らゆるシステムにお役 立 てくだ さい。

です。

ターミナル です6

商品コードは?数 量 は?次 は…と、

ガ スプ レイが わか りやすく仕 事 のガ

イド役 をつとめるFACOM2740。 めん

どうなコード入 力もキー ファイル(コー

ドレス入 力装 置)を 使 えばワンタッ充

専 門 オペ レータで なくても気 軽 に使

えるインテリジェントター ミナルで尤

トータル システムの コストミニマムを

追 求。多様 な機 能を満 載 しました。

分散 処 理 システムへの ニーズ に

対 応 して、FNA(富 士 通 ネ ット

ワークアー キテクチ ャ)の 一 環 と

して開 発 しました。新 しい時 代 に

ふさわ しい多様 な機 能 を満 載 し、

ホ ストコンピュー タの 負荷 軽 減 、

回線 利 用率 の 向上 を約 束 します』

●ディスプレイは大 型(1920字)と 小

形(640字)の2種 類が選べま尤

●2多重処理機能を備えています6

●複座構成で、マルチピリン久

マ ルチエ ン トリも可能 。

●新 しいター ミナル簡 易言 語

FTL(FACOMTerminal

Language)を 開 発 。また 、

〆砺 多

/

単 純 エ ン トリ用 の デ ー タ

エ ン トリパ ッケー ジ'AFP

(AdvancedFormat

Program)も 用 意 して

…緬

一 ～
～

富 士通 株式 会 社 ●FACOMピ ル 〒105東 京 都 港区 西新 橋3-21-8TEL(03)437-5111



全国をネットワークする高水準・高信頼技術

●福岡営業所

札幌FACOMTSS中継
センター

福岡FACOM-TSS中 継

● 」L'Jし列・1'島弓長戸斤

●大阪営業所

大阪FACOM・TSS中 継・ター ミナルセンター

所

M・TSS中 継 ・ター ミナル

センター

Sセ ンター

『 東京FACOM・TSSタ ー ミナルセンター

名古屋FACOM・TSS中 継 ・ターミナルセンター

富士通ファコムは、豊かな実績 と経験をもとに、

よりハイレベルで高信頼な情報処理技術の提

供 に努め、企業活動を的確にサポートします。

TSS-Software&Sgstems

富士通777ム

●本社・TSS営 業部

東京都港区新橋5-36-11TELO3(433)2251

●営業所・出張所

仙台/多摩/名 古屋/大 阪/広 島/福 岡/北 九州

FACOM'TSS中 継 セ ンター ・ターミナルセンター

札幌/仙 台/東京/名 古屋/大 阪/広 島/福 岡

富士通ファコムでは、TSSを 自由にご利用

いただけるセンターを開設、

〈COMETサ ービス〉を実施していますL

●大型コンピュータを手軽に利用してみたい方

●TSSの 導入を検討中の方

●TSSで プロッタ(図面処理サービス)の利用を

検討中の方、などお気軽にお立奇ください。
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